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注1　　文脈上異なる意味が示される場合を除き、本書中、「バイエル社」または「バイエルAG」はバイエル・アクツィーエ

ンゲゼルシャフトを指し、「バイエルグループ」はバイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトおよびその連結子会社

を指す。「当社」または「バイエル」は、文脈に応じ、バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトまたはバイエルグ

ループを指す。

2　　別段の記載がある場合を除いて、本書中の「ユーロ」は、通貨単位であるユーロを指す。本書において便宜上記載さ

れているユーロの日本円への換算値は、1ユーロ＝119.88円の換算率（株式会社三菱UFJ銀行が公表した2020年2月26

日現在の対顧客電信直物売買相場の仲値）によって算出されたものである。当該換算値は、当該換算率またはその他

の換算率を使用した日本円に相当し、または日本円へ換算されたかもしくは換算され得ることを表明すると解釈され

るべきではない。

3　　別段の記載がある場合を除いて、本書中の「ドイツ」は、ドイツ連邦共和国を指す。

4　　本書中の計数が四捨五入されている場合、合計欄に記載されている数値は計数の総和と必ずしも一致するものではな

い。

 

将来予想に関する情報(Forward-looking information)

　本書には、当社の現在の計画および予想を反映した将来予想に関する記述（forward-looking statements）が含ま

れている。これらの記述は現在の計画、見積りおよび予測に基づくものであるため、読者はこれらに過度の信頼を置

くべきではない。当社は通常、「見込む」、「意図する」、「予想する」、「計画する」、「信じる」、「見積も

る」等の用語や類似の表現を用いて将来予想に関する記述であることを明確にしている（当該将来予想に関する記述

には、「第3　事業の状況」の「1　経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」、「2　事業等のリスク」および

「3　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」における将来予想に関する記述も含

まれる。）。

　読者におかれては、既知および未知のリスク、不確実性およびその他の要因により、将来における当社の実際の成

績、業績、成果、展開または財政状態が、将来予想に関する記述をもって表現または示唆された成績、業績、成果、

展開または財政状態と著しく異なる結果となる可能性があることに十分留意されたい。

　将来予想に関する記述は、当該記述が行われた日現在のものであり、当社には、当該記述を新たな情報や将来の事

象に照らして公的に更新する義務はない。
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第一部 【企業情報】

第1 【本国における法制等の概要】

1 【会社制度等の概要】

(1) 【提出会社の属する国・州等における会社制度】

総　論

ドイツ連邦共和国法は、各種の企業形態について規定している。最も一般的なものは以下の通りである。

・合名会社（Offene Handelsgesellschaft－「OHG」）

商法第105-160条の適用を受け、社員全員が会社の負債につき無限責任を負う。

・合資会社（Kommanditgesellschaft－「KG」）

商法第161-177条aの適用を受け、最低１名の社員（無限責任社員）が無限責任を負うのに対し、他の（有

限責任）社員は、出資額を限度とする責任を負う。

・有限会社（Gesellschaft mit beschränkter Haftung－「GmbH」）

有限会社法の適用を受け、法人格を有する。会社債権者に対する債務は、会社の資産のみをもって弁済さ

れ、出資した持分の払込をなした社員は、責任を負わない。各持分に分割された最低25,000ユーロの固定株

式資本を有する。ただし、持分は公正証書によってのみ譲渡可能である。固定株式資本が25,000ユーロ未満

の場合、当該会社は「GmbH」と称してはならず、事業主会社（有限責任）（Unternehmergesellschaft

(haftungsbeschränkt)または「UG(haftungsbeschränkt)」）と称する。

・GmbH & Co.KG（合資会社の特殊形態）

有限会社が合資会社における無限責任社員となる。この種の会社は、合資会社に適用される規定の適用を

受ける。ただし、会社内で個人の責任はない。

・株式会社（Aktiengesellschaft－「AG」）

株式法の適用を受け、有限会社と同様法人格を有する。会社債権者に対する債務は、会社の資産のみを

もって弁済され、出資した株式の払込をなした株主は、責任を負わない。各株式に分割された最低50,000

ユーロの固定株式資本を有する。株式は、公証人の認証がなくても譲渡可能であるが、一般に、株式法上認

められている株式会社の機構は、有限会社法が認める機構に比べて柔軟性に乏しい。

・欧州会社（「SE」）

欧州会社規則およびEU内の各設立国の株式会社法の適用を受ける。実際には、ドイツ国内で設立されるSE

を規律する規則は、ドイツ株式会社（AG）を規律する規則と非常に似通っている。
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以下、ドイツ株式会社（AG）の特徴についてさらに詳しく説明する。

 

設　立

株式会社は、１名または複数の発起人により設立され、発起人は、一定の出資と引換えに株式を引き受け

る。株式資本は、ユーロで表示される額面金額を有するものとし、設立時の株式資本の額は、最低50,000ユー

ロである。全額が払い込まれた場合、株式は、無記名式（Inhaberaktien）または記名式（Namensaktien）の

いずれでも発行できる。バイエルAGは無記名式株式を発行していたが、2009年に、以前の無記名式株式は記名

式株式に転換された。

株式会社の定款は公正証書の様式で作成され、会社の本店所在地を管轄する地方裁判所（Amtsgericht）が

保管する商業登記簿に登記されなければならない。定款の必須記載事項は、以下の通りである。

・会社の名称および本店所在地

・会社の目的

・株式資本の額

・株式の額面金額および各額面金額の株式数、無額面株式（Stückaktien）の場合には株式数

・株式の記名式・無記名式の別

・取締役の員数または員数決定の根拠となる規則

・会社の公告の方法

株式会社は、商業登記簿に登記されたときから、法人として存在する。

 

株式会社と株主との関係

株主は、等しい状況下では平等の取扱いを受ける権利がある。

株主は、配当可能な利益を受領する権利があるが、準備金に組み入れること等を理由として、法律、定款ま

たは株主決議により分配から除外される利益についてはこの限りでない。

株式会社は、株式法第71条に定める非常に限られた場合（例えば、株主総会決議で授権された場合で株式資

本の10％を限度に）にのみ自社株を取得することができる。

無記名式株式は、売主と買主が合意の上、株券を交付することにより譲渡される。記名式株式は、売主と買

主が合意の上、裏書または譲渡された株券を引き渡すことにより譲渡される。買主が会社により株主として認

知されるためには、買主は新株主として会社の株主名簿に登録されなければならない。
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ある株式会社の株式が、欧州連合またはヨーロッパ経済地域協定の署名国に所在する一つ以上の証券取引所

に上場されている場合、ある株主の株式所有が、売却、購入その他の手段により、かかる上場株式会社の株式

の３％、５％、10％、15％、20％、25％、30％、50％または75％に達したり、この枠を超えて上下したりする

場合は、当該株主は、その後４営業日以内に当該上場会社およびドイツ連邦金融監督庁（Bundesanstalt für

Finanzdienstleistungsaufsicht－ 「 BaFin 」 ） に 通 知 し な け れ ば な ら な い （ 証 券 取 引 法

（Wertpapierhandelsgesetz）第33条）。当該株主は、証券取引法第33条で要求されている情報を提供するま

での期間中は、当該株式から生ずる株主の権利を行使することはできない。投資家が、もっと遅い時点でかか

る上場株式会社の株式を取得する結果をもたらす可能性がある金融商品の取得、または売却を行う場合は、同

様な届出規則が適用される(証券取引法第38条および39条)。

有価証券の購入および引受けに関する法律（Wertpapiererwerbs- und Übernahmegesetz）に基づき、ある株

主または数名の共同株主が公開会社の30％超の議決権を取得しようとする場合には、当該会社の他の株主すべ

てに対して義務的公開買付けを行わなければならない。

株主の株券発行請求権は、バイエルAGの定款により排除されている。全株式資本の書面による証拠は、ドイ

ツのフランクフルト・アム・マイン所在のクリアストリーム・バンキング社に預託される大券によって示され

る。当社の株主は、株主各人が保有している株式数に応じて、この共同預託株式の一部を所有している。

 

株式会社の機関

・取締役会（Vorstand）

取締役会は、自己の責任において会社の事業を行わなければならない。取締役会は、１名以上で構成するこ

とができる。自然人でかつ法的に完全な行為能力を有する者が取締役となることができる。

取締役会は、業務規定を制定することができる。ただし、定款が監査役会にかかる規定の制定権を与えてい

る場合、または既に監査役会が取締役会のためにかかる規定を制定している場合はこの限りではない。

取締役会は、裁判上および裁判外において会社を代表する。取締役会が数人から成る場合は、全取締役によ

る共同代表権のみが認められている。ただし、定款に別段の規定がある場合（実際は、かかる規定を設けるの

が通常である。）はこの限りでない。定款は、取締役が単独でまたは支配人（Prokurist:バイエルAGを代理し

て署名する権限を商法の下に授権されており、かかる授権が地方裁判所の商業登記簿に登記されている従業

員）と共同で代表権限を有する旨定めることができる。共同代表権を有する取締役は、個々の取締役に対し特

定の取引行為または特定の種別の取引行為について権限を委任することができる。第三者に対して会社を代表

する場合は、かかる委任を受けた者は、一般の取締役と同じ権限を有する。

取締役会または代表権限の変更は、その都度商業登記簿に登記されなければならない。
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取締役は監査役会により任命され、任期は最長５年である。再任または任期の延長は、それぞれ５年を限度

として許される。1976年共同決定法（Mitbestimmungsgesetz）（以下「共同決定法」という。）に従って従業

員による共同決定に服するほど規模の大きな会社は、取締役のうち１名を、その責務に人事・社会的事項を含

む労務担当取締役（Arbeitsdirektor）を任命しなければならない。共同決定法は、従業員数が概ね2,000名を

超えるすべての会社に適用される。

取締役会は、重要な事象の他、営業方針、会社の収益性および業務の現況につき定期的に監査役会に報告し

なければならない。

取締役会は、会社の存続に悪影響を及ぼす恐れのある動きを早期に発見するために、リスク管理システムを

確立しなければならない。

公開株式会社の監査役会は、取締役会構成員に関する明確かつ理解可能な報酬制度について決議する。当該

制度は、中でも、最高報酬額の上限、固定・変動報酬の全要素および当該各要素が報酬総額に占める割合、変

動報酬要素に関するすべての財務・非財務業績基準ならびに当該基準が会社の事業戦略および長期的発展にど

のように寄与するかについての説明、株式ベース報酬の詳細等といった、多数の重要事項を含むものでなけれ

ばならない。監査役会は少なくとも4年ごとに報酬制度を株主総会に提示し、株主総会は当該制度の承認を決

議しなければならない。

 

・監査役会（Aufsichtsrat）

株式法第95条に従い、監査役会は３名以上21名以内（株式資本の額による。）の監査役で構成される。従業

員代表に関する共同決定の規定により要求される場合、その員数は３で割り切れる数でなければならない。

上記にかかわらず、共同決定法は、以上とは異なる構成方法について規定している（以下の記載は共同決定

法に服する会社について述べたものである。）。

共同決定法に従い、監査役会は、次のように構成されなければならない。

(1) 従業員数が概ね10,000以下の会社の場合は、監査役は12名（株主代表６名および従業員代表６名（その

うち４名は会社従業員、２名は労働組合の代表））とする。ただし、定款で員数を16名または20名と規

定することができる。

(2) 従業員数が概ね10,000名超20,000名以下の会社の場合は、監査役は16名（株主代表８名および従業員代

表８名（そのうち６名は会社従業員、２名は労働組合の代表））とする。ただし、定款で員数を20名と

規定することができる。

(3) 従業員数が20,000名を超える会社の場合は、監査役は20名（株主代表10名および従業員代表10名（その

うち７名は会社従業員、３名は労働組合の代表））とする。

監査役会の構成のうち株主代表に関しては、共同決定法の適用はないが、従業員代表に関しては、共同決定

法でさらに詳しく規定されている。株主代表は、株主総会で選任される。従業員代表の選任については共同決

定法第９条乃至第24条が適用され、共同決定法に基づき公布された３つの規則でさらに詳しく規定されてい

る。選任手続は複雑で、大会社の場合は最低31週を要する。規制された資本市場を利用しているバイエルAGの

ような株式会社（kapitalmarktorientierte Kapitalgesellschaften）は、少なくとも１名の、財務報告また

は会計監査に精通した独立の監査役を置かなければならない。
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各監査役の任期は、当該監査役の任期開始後４事業年度目に同監査役の責任解除（Entlastung）につき決議

する株主総会をもって終了する期間、すなわち約５年間を超えることはできない。

監査役の代理人は任命することができないが、株主代表であると従業員代表であるとを問わず個々の監査役

について、かかる正規の監査役とともに、補欠監査役を選任することができる。かかる補欠監査役は、正規の

監査役が任期満了前に退任した場合に監査役となる。

 

・監査役会の職務および権利

監査役会は、業務の執行を監督しなければならない。監査役会は、会社の財産の他、会社の帳簿および記録

を閲覧・調査することができ、また会計監査人を任命する。また会社の利益のために必要な場合は、株主総会

を招集しなければならない。

業務執行の機能を監査役会に付与することはできないが、定款または監査役会は、監査役会の同意を得なけ

れば一定の取引行為を行ってはならない旨定めなければならない。

監査役の報酬は、定款または株主総会の決議により決定されなければならない。公開株式会社においては、

株主総会は、少なくとも4年ごとに、監査役会構成員の報酬について決議しなければならない。

 

・会長、決議、委員会

監査役会は、共同決定法の特別の規定を考慮に入れて、監査役の中から監査役会会長１名および１名以上の

副会長を選任しなければならない。

法律に別段の定めがない限り、決議のために必要な定足数は、全監査役の半数以上である。他の監査役を通

じて書面で投票することも当該決議への参加とみなされる。別段の定めがない限り、決議には過半数の賛成票

が必要である。可否同数の場合は、再投票を行うことができ、この場合も可否同数であれば監査役会会長が決

定権を有する。監査役会副会長には、かかる決定権はない。

監査役会は、監査役から成る一つ以上の委員会を設置することができ、かかる委員会に対し、監査役会に代

わって監査役会の協議および決議事項を作成し、またかかる決議の執行を監督することを委任することができ

る。特に、監査役会は、監査委員会を設置することができる。

 

・取締役の任命

会社が共同決定法に服する場合、監査役会が取締役を選任するには監査役の３分の２の多数投票による決議

を必要とする。かかる多数が得られない場合、監査役４名から成る専門委員会が、１ヵ月以内にかかる選任を

提案しなければならない。その場合、監査役会は、かかる提案の承認の可否を、過半数で採択することができ

る。かかる２回目の決議においても過半数に達しない場合は３回目の決議が行われるが、かかる３回目の決議

においては議長が決定権を有する。
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・株主総会

株主は、株式法または定款に定められた事項について決議を行う株主総会において、その権利を行使する。

その主な決議事項は以下の通りである。

(1) 監査役会の株主代表の任命

(2) 分配可能利益の処分

(3) 直近事業年度中の取締役および監査役の行為に関する責任の解除

(4) 会計監査人の任命

(5) 定款の変更

(6) 増資および減資、自己株式の買戻し計画

(7) 特別監査人の任命

(8) 会社の解散

株主総会は、取締役会から特にその旨請求された場合に限り、経営上の問題につき決議することができる。

定時株主総会（年次総会）は、事業年度の開始後８ヵ月以内に開催されなければならない。当該総会には、

取締役会によって提示され監査役会によって承認された年次財務書類が提出されるとともに、分配可能利益の

処分ならびに前事業年度中の取締役会および監査役会の行為に関する責任の解除について決議しなければなら

ない。また、当該総会は、会計監査人を任命しなければならない。以上に加えて、株主総会は、会社の利益の

ために必要な場合に招集されなければならない。取締役会、監査役会または裁判所が許可する場合は株式資本

の５％以上（定款でこれより低い株式資本比率で足りると定めている場合はこの限りではない。）を有する株

主が、株主総会を招集することができる。株主総会の招集通知は、連邦官報（Bundesanzeiger）の電子版に公

告されなければならない。招集公告には、中でも、株主総会の会日、場所ならびに出席の前提条件および議題

を記載しなければならない。当該招集は、株主が定時株主総会に出席して議決権を行使するためには株主登録

を行わねばならないとの定款の定めがある場合は、その定められた日の遅くとも30日前に公告されなければな

らない。株主は通常、定時株主総会の遅くとも６日前に株主登録を行わなければならない。取締役会および監

査役会は、それぞれ、決議を要するほとんどの議題につき提案をしなければならない。

株式資本の５％以上（または500,000ユーロ以上）を保有する株主は、株主総会の議題の修正を要求するこ

とができる。ただし、かかる要求は、当該株主総会の遅くとも30日前（証券取引所に上場されていない会社の

場合は24日前）に会社に受領され、かつ新たな議題の提出理由または決議案が添付されている場合にのみ、有

効となる。

株主は、株主総会においてあらゆる議題につき反対動議を提出することができる。株主が株主総会開催日の

14日前までに株式会社に対し反対動議を（書式についての一定の要件を充たす）書面で提出した場合には、当

該株式会社は、かかる反対提案を（それに対する株式会社の意見があれば、それとともに）議題としなければ

ならない。
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各株主は、株主総会において、取締役会から会社の事項に関する質問について回答を求めることができる。

ただし、請求に係る情報が議題に関する適切な意見を形成するために必要な場合に限られる。取締役会は、一

定の状況下でのみ、回答を拒否することができる。

株式に伴う議決権は、株主が自ら、または書面で授権した代理人を通じて行使することができる。ドイツ連

邦共和国では、通常、議決権の行使は、銀行に委託される（議決権の代理行使）。この場合の前提条件は、以

下の通りである。

・株主が代理権を付与すること。

・銀行が議決権の代理行使をする旨申し出、かつ議題、反対動議（もしあれば）および議決権行使について

の自己の提案を顧客に通知しかつ議決権行使についての指図を求めること。銀行は、会社の株式資本の

20％超を所有することについて一定の制限に服することを条件として、かつ顧客より指示がなければ、自

己の提案通りに議決権を行使するものとする。銀行は自己の提案に拘束されるが、事情が変わったために

自己の提案を逸脱することが必要となった場合はこの限りでない。ただし、その場合は、顧客に対し、従

前の提案に反して議決権を行使した旨を後に通知しなければならない。無記名式株式の場合、株主名が総

会の出席株主名簿に現れないよう、議決権を匿名で行使することができる。

株主総会の決議は、投じられた票の過半数で行うことができる。定款は、１個の議決権に相当する額面金額

を規定しており、無額面株式の場合は１株につき１個の議決権が付与される。一定の場合（例えば定款変更、

増資、減資、解散等の場合）には、法律上、総会において代表された株式資本の４分の３の多数による決議が

必要である。

株主総会の決議は、公証人により記録され、それには投票の結果が反映されなければならない。それらの決

議は総会に出席した株主および／または代理人の名簿とともに、商業登記簿に登記される。証券取引所に上場

している会社は、株主総会における投票の結果を、当該株主総会から７日以内に当該会社のウェブサイト上で

も公表しなければならない。

 

計算、分配可能利益の処分

取締役会は、事業年度開始後３ヵ月以内に、前事業年度にかかる年次財務書類（Jahresabschluss）（貸借

対照表（Bilanz）、損益計算書（Gewinn-und Verlustrechnung）およびその注記（Anhang）から成る）および

営業報告書（Lagebericht）を作成し、これを会計監査人に提出しなければならない。さらに、国内所在の親

会社は、過半数の議決権を有する子会社がある場合には、連結財務書類およびグループとしての営業報告書を

作成する必要がある。連結財務書類には、キャッシュ・フロー計算書（Finanzierungsrechnung）も含まれて

いる。年次財務書類および連結財務書類は、適正な会計原則に従っていなければならず、明確でかつ十分な記

述がなされ、また会社の財政状態および経営成績を偽りなくかつ公正に表示するものでなければならない。会

社は、その資本勘定の一部として法定準備金を積み立てなくてはならない。かかる準備金は、法定準備金およ

び資本準備金の合計額が株式資本の10％または定款所定のそれ以上の比率に達するまで、純利益（もしあれば

前期からの繰越損失額を減じる。）から、その５％を限度として積み立てられる。

資本準備金にはとりわけ下記が含まれる。
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(1) 新株発行の際の額面超過額

(2) 転換社債または新株引受権付社債の発行価額が償還額を上回った額

法定準備金の使用は制限されており、基本的には欠損を填補する場合に限られる。

法定準備金に加え、他の公表準備金を設定することができ、株式法および定款の規定の範囲内で、会社の純

利益の一部または全部をかかる公表準備金に組み入れることができる。

営業報告書には現在および将来の営業状況および会社の状態を記載するとともに金融商品の利用に関する会

社のリスクおよびリスク管理、予見しうる今後の展開、ならびに研究開発の分野についても報告することを要

する。

帳簿および営業報告書を含む年次財務書類は、監査役会の提案に基づき株主総会で任命された会計監査人の

監査を受けなければならない。当該会計監査人は監査の結果を書面で報告する。かかる監査の最終結果に基づ

き異議のない場合、当該会計監査人は、当該年次財務書類および営業報告書について、法律が規定する文言で

監査証明を付記することにより、その事実を確認する。

取締役会は、会計監査人の監査報告書を受領後不当に遅滞することなく、年次財務書類、営業報告書および

当該監査報告書を監査役会に提出しなければならない。監査役会は、年次財務書類、営業報告書および取締役

会による分配可能利益の処分案を調査し、該当する場合は、グループの年次財務書類および営業報告書も調査

しなければならない。財務書類の会計監査人は監査役会の関連する会議に参加し、当該会計監査人による監査

の結果を報告しなければならない。監査役会は、当該調査の結果を書面で株主総会に報告しなければならな

い。さらに、監査役会は、会計監査人による年次財務書類の監査結果について意見を述べなければならない。

監査役会は上記報告書の末尾に、監査役会の最終調査結果に基づき異議を申立てるか否か、および取締役会の

作成した年次財務書類を承認するか否かを記載しなければならない。監査役会が年次財務書類を承認すれば、

当該年次財務書類は採択される。ただし、取締役会および監査役会がかかる採択を株主総会に委ねる旨決定し

た場合はこの限りでない。取締役会および監査役会は、かかる採択を株主総会に委ねないことが通例である。

 

分配可能利益の処分

株主総会は、分配可能利益の処分について決議しなければならない。決議に当たっては、採択済みの年次財

務書類に拘束される。

 

財務書類の公表

年次財務書類、取締役会の営業報告書、監査役会の報告書および取締役会の分配可能利益処分案は、株主総

会招集日以降、会社の施設内で株主の閲覧に供し、またかかる書類の写しは要求があれば株主に提供しなけれ

ばならない。ただし、かかる書類が同期間中、当社のウェブサイトで閲覧に供される場合には、これらの義務

は適用されない。これらの書類は会社の年次報告書に含まれ、かかる報告書は株主その他の利害関係人の利用

に供されることが通例である。
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取締役会は、定時株主総会後不当に遅滞することなく、会計監査人の監査証明が付された年次財務書類およ

び営業報告書を連邦官報に掲載しなければならない。また、取締役会および監査役会は、ドイツ・コーポレー

ト・ガバナンス規範の勧告の遵守を毎年宣誓しなければならない。かかる宣誓は、会社のウェブサイトに恒久

的に掲載され、連邦官報にも掲載されなければならない。

これらの規定は、連結財務書類にも同様に適用される。

 

増　資

増資には常に株主の決議を要する。株式法は、増資の四つの方法について規定している。

(1) 出資を伴う増資

株主総会で増資につき決議し、同時に新株発行の条件（発行価格、引受割合等）を決定する。出資は現

金および現物によって行うことができる。

(2) 授権資本

定款により、取締役会に対し、出資を伴う新株発行により一定の額面金額まで株式資本の増加を行う権

限を、最長５年間付与することができる。授権資本の総額は、当該授権日における株式資本の額面金額の

50％を超えないものとする。この場合、取締役会は監査役会の同意を得て、増資期日および新株発行の条

件を決定する。

上記いずれの場合も、株主は新株引受権を有する。ただし、出資を伴う増資の額が株式資本の10％を超

えず、かつ新株の発行価格が証券取引所におけるその時点での株価を著しく下回らない場合は、かかる新

株引受権を排除することができる。その他の場合における新株引受権の排除は、非常に限られた状況下で

のみ許される。増資は、次のような形で行われることが通例である。すなわち、銀行または銀行団が新株

を引き受けた後、かかる株式を法律で定められた申込期間（最低２週間）中に、株主総会または取締役会

および監査役会が定めた条件で会社の株主に対して募集する。増資は、商業登記簿に登記されたときに有

効となる。

(3) 条件付増資

株主総会は、会社が（例えば転換社債または新株引受権付社債の所持人に）付与した転換権または新株

引受権が行使される限度で増資を行うことを決議することができる。この場合、増資は、新株が発行され

たときに有効となる。条件付資本の目的に応じ、条件付資本の額面金額は、増資決議が採択された日現在

の株式資本のそれぞれ10％または50％を超えないものとする。

(4) 準備金の組入れによる増資

株主総会は、一定の公表された準備金を資本に組み入れて増資を行うことを決議することができる。か

かる増資は、当該決議が商業登記簿に登記されたときに有効となる。
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定款変更

定款変更にはその都度株主総会の決議を要する。当該決議は、採択に際して代表された株式資本の４分の３

の多数をもって採択されなければならない。この要件は定款をもって（過半数等に）変更することができる

が、会社の目的の変更については、要件の加重のみが認められる。

株主総会（または定款）は、単に字句を変更する場合には、監査役会に当該変更の権限を付与することがで

きる。定款変更は、会社の本店所在地の商業登記簿に登記されて初めて有効となる。

 

企業契約(Unternehmensverträge)

企業契約とは、例えば株式会社がその支配権を他の会社に引き渡す契約（支配契約：

Beherrschungsvertrag） 、または他の会社にすべての利益を移転する契約（利益移転契約：

Gewinnabführungsvertrag）をいう。株式会社の企業契約は、商業登記簿に登記されて初めて有効となる。企

業契約には株主総会の同意が必要であり、かかる同意は、当該決議の採択に際して代表された株式資本の４分

の３以上の多数をもってなされなければならない。かかる契約は、他の会社に支配権を引き渡し、または利益

を移転する会社の本店所在地の商業登記簿に登記されなければならない。被支配会社の債権者を保護するた

め、同契約の他方当事者は、契約期間中に生じた損失を補償し、または契約終了の場合は債権者の請求に応じ

て担保を供しなければならない。

 

(2) 【提出会社の定款等に規定する制度】

以下は、バイエルAGの定款に記載された、制度に関する一定の規定の要約である。

株　式

バイエルAGの全株式は、当初、無記名式無額面株式であったが、2009年に記名式株式に転換された。全株式

資本の書面による証拠は、取締役２名が自署した大券により示されている。当該大券は、ドイツ、フランクフ

ルト・アム・マイン所在のクリアストリーム・バンキング社に預託されている。

 

株　主

・株主総会

株式会社の株主は、株主総会に出席する権利がある。株主総会の招集は、株主が株主総会への出席をバイ

エルAGに登録し得る最終日の遅くとも30日前に公告されなければならない。

バイエルAGの株主総会は、バイエルAGの登記事務所、または居住人口が100,000人超のドイツ国内の都市で

開催される。

バイエルAGの株主総会においては監査役会会長が議長となるが、会長が欠席の場合は、会長の指名によ

り、監査役会の他の株主代表が議長となる。会長も、会長により指名された監査役会の他の株主代表も総会

の議長とならない場合は、出席した株主代表がその投票の過半数をもって議長を選出する。
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・出席および議決権

株主は株主総会開催日の遅くとも６日前に株主登録を行うことが必要である。当社の株主としての権利

は、当社の株主名簿への登録に伴って発生することとなる。この詳細については、2020年４月28日に開催さ

れるバイエルAGの定時株主総会の招集通知に記載される予定である。

株主総会における株主の議決権は、１株当たり１議決権の形で行使される。

・決議

定款または株式法に別段の定めがない限り、総会の決議は過半数の投票をもって採択され、さらに株式資

本の過半数が要求されている場合は、投票時の株式資本の過半数で採択される。

 

統治機関

・取締役会

バイエルAGの取締役会は、２名以上の取締役から成る。バイエルAGは、取締役２名、または支配人

（Prokurist:バイエルAGを代理して署名する権限を商法の下に授権されており、かかる授権が地方裁判所の

商業登記簿に登記されている従業員）と共同で行為をなす取締役１名により適法に代表される。

・監査役会

監査役会は20名の監査役から成り、そのうち10名は、会社法の規定に従い株主総会により選任され、残り

半分は共同決定法の規定に従い従業員により選任される。

 

計　算

・事業年度

当社の事業年度は暦年である。

・定時株主総会

定時株主総会は、年次財務書類の提出または年次財務書類の採択および利益処分案の決議を行うため、

８ヵ月の法定期間中に開催される。定時株主総会においてはさらに、前事業年度中の取締役および監査役の

行為の責任解除、ならびに年次財務書類の会計監査人の選任を決議する。

・利益処分

配当可能利益は、株主総会でその他の使途を決議しない限り、株主に対して等しく分配される。
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2 【外国為替管理制度】

ドイツでは外国為替は特に制限されておらず、外国投資家のドイツへの投資も原則として制限の対象となって

いない。

ただし、現行の外国貿易令（Aussenwirtschaftsverordnung：以下「貿易令」という。）は、ドイツ非居住者

による対内投資について一定の報告義務を課している。これに関し、貿易令第65条は、ドイツ国内に位置する企

業の資産について、報告を義務付けている。ただし、かかる企業の株式資本の10％以上が非居住者（個人または

事業体）または非居住者グループにより所有されている場合には、かかる報告義務はない。

ドイツ非居住者である株主への配当金の支払についても、制限はない。ただし、貿易令第70条に基づき、国内

の銀行は、ドイツ連邦銀行に対し定期的に、以下の事項について一定の情報を提供しなければならない。

- 銀行がドイツ非居住者を対象に行った有価証券の売買に関してなされた金銭の授受

- ドイツ非居住者のために国内の銀行が回収した有価証券の配当および利息の当該ドイツ非居住者

への支払

報告の所定様式によれば、報告を行う銀行は、当該取引に関し、定期的に合計額のみを報告すれば足り、外国

の受取人または支払人を明らかにする必要はない。
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3 【課税上の取扱い】

ドイツの課税上の取扱い

バイエルAGによって日本国居住者または日本法人である株主に支払われる配当金は、25％の源泉課税（資本収

益税）および資本収益税の5.5％に相当する「統一付加税」の対象となる。所得に対する租税およびある種の他

の租税に関する二重課税の回避のための日本国とドイツとの間の協定（「二重課税の防止に関する協定」）に従

い、2016年12月31日までに支払われた配当の場合、ドイツ税務当局により10％分の源泉課税と付加税金額が還付

される。2017年１月１日に発効した日本国とドイツとの間の新たな二重課税の防止に関する協定は、源泉課税と

付加税金額を25％分まで還付する。還付額は、協定で該当する条文の一定の要件により決定される。還付のため

の申請書はボン／ボイエルの連邦税務中央局（Bundeszentralamt für Steuern）に提出されなければならない。

かかる還付申請は、配当金の支払われた年の終了後４年以内に行わなければならない。残りの源泉徴収分は、当

該配当金が日本国において総合課税の対象となる場合、外国税額控除の適用を受けられる。

日本国居住者または日本法人が得るバイエルAGの株式の売却益は、ドイツの所得税の対象とならない。

日本国居住者が所有するバイエルAGの株式に関するドイツの相続税（Erbschaftssteuer）は、当該日本国居住

者が所有する株式が直接的または間接的にドイツの事業用資産（Betriebsstätte）の一部であるか、または当該

日本国居住者の利害関係者が直接的または間接的に所有する株式と併せてバイエルAGの株式資本の10％以上を所

有する場合を除いて課税されない。

 

日本の課税上の取扱い

日本国の所得税法、法人税法、相続税法およびその他の現行の関連法令に従い、かつその限度で、日本国居住

者または日本法人は、適用ある租税条約に従い、上記で述べたところに従って個人または法人の各所得について

（または個人については遺産についても）支払ったドイツの税金の額につき、本人が日本において納付すべき租

税からの外国税額控除の適用を受けることができる。「第8　本邦における提出会社の株式事務等の概要、2. 実

質株主に対する株式事務、(8) 配当等に関する課税上の取扱い」を参照されたい。
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4 【法律意見】

当社の法律顧問でありドイツで資格を認められている弁護士であるマルティン・アイゼンハウアー博士は次の

趣旨の法律意見書を提出している。

(1) 当社は、ドイツ連邦共和国法に基づき適法に設立され、有効に存続している法人であり、また

(2) 同人が知りかつ信ずる限り、有価証券報告書の「本国における法制等の概要」の項に記述された、ドイツ連

邦共和国法に基づいて設立された企業に対して適用されるドイツ連邦共和国法上の事項に関する記述は、真

実かつ正確である。
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第2 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

 

 2019年 2018年 2017年 2016年 2015年

 
百万
ユーロ

百万円
百万
ユーロ

百万円
百万
ユーロ

百万円
百万
ユーロ

百万円
百万
ユーロ

百万円

連結純売上高 43,545 5,220,175 36,742 4,404,631 35,015 4,197,598 34,943 4,188,967 46,085 5,524,670

連結税引前利益 2,880 345,254 1,886 226,094 4,577 548,691 4,773 572,187 5,236 627,692

連結税引後利益のう
ち、バイエルAG株主帰
属分(当期純利益)(1)

4,091 490,429 1,695 203,197 7,336 879,440 4,531 543,176 4,110 492,707

包括利益合計(1) 4,017 481,558 2,585 309,890 6,630 794,804 4,751 569,550 5,619 673,606

バイエル社資本金 2,515 301,498 2,387 286,154 2,117 253,786 2,117 253,786 2,117 253,786

発行済株式総数(千株) 982,424 932,552 826,948 826,948 826,948

連結自己資本 47,517 5,696,338 46,148 5,532,222 36,861 4,418,897 31,897 3,823,812 25,445 3,050,347

連結資産合計 126,258 15,135,809 126,732 15,192,632 75,087 9,001,430 82,238 9,858,691 73,917 8,861,170

1株当たり自己資本(連
結ベース)
(ユーロ／円)

48.37 5,798 49.49 5,932 44.57 5,344 38.57 4,624 30.77 3,689

基本的1株当たり利益
(連結ベース)
(ユーロ／円)(1)

4.17 500 1.8 216 8.29 994 5.44 652 4.97 596

希薄化後1株当たり利
益(連結ベース)
(ユーロ／円)(1)

4.17 500 1.8 216 8.29 994 5.44 652 4.97 596

自己資本のうちバイエ
ルAG株主帰属分が資産
合計に占める比率(％)
(1)

37.49 36.28 49.01 36.88 32.83

営業活動により獲得さ
れた(に使用した)正味
現金(ネット・キャッ
シュフロー)(合計)(1)

8,207 983,855 7,917 949,090 8,134 975,104 9,089 1,089,589 6,890 825,973

投資活動により獲得さ
れた(に使用した)正味
現金(合計)

(671) (80,439) (34,152) (4,094,142) (432) (51,788) (8,729) (1,046,433) (2,762) (331,109)

財務活動により獲得さ
れた(に使用した)正味
現金(合計)

(8,389) (1,005,673) 23,432 2,809,028 (1,881) (225,494) (350) (41,958) (3,974) (476,403)

現金および現金同等物
－期末残高

3,185 381,818 4,052 485,754 7,581 908,810 1,899 227,652 1,859 222,857

1株当たり配当金
(ユーロ／円)

2.80 336 2.80 336 2.80 336 2.70 324 2.50 300

配当性向（配当の純利
益に対する比率）(％)

67.15 155.56 33.78 49.63 50.3

従業員数(12月31日現
在)(名)(2)

103,824 107,894 99,820 99,592 116,600

注(1) これらの数値は継続事業および非継続事業を反映している。

(2) 従業員数は常勤相当数(FTE)で表示されている。数値は百の位に四捨五入されている。
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2 【沿革】

設立および登記事務所

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトは、1951年12月19日、フランクフルト・アム・マインのイー・

ゲー・ファルベンインドウストリー・アクツィーエンゲゼルシャフトの承継会社の1つとして、「ファルベン

ファブリーケン・バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト」の商号で設立された。当社は、ドイツ連邦共和国

法に基づき、1952年1月15日に法人化され、オプラーデン地方裁判所（その後レバクーゼン地方裁判所、現在は

ケルン地方裁判所）の商業登記簿にHRB番号332（1961年11月17日以降はHRB番号1122、2003年3月19日以降はHRB

番号48248（ケルン））で登記された。1972年6月14日の株主総会決議によって、当社の商号は「バイエル・アク

ツィーエンゲゼルシャフト」（バイエルAG）に変更された。当社の登記上の事務所はドイツ、レバクーゼン

51373、カイザー・ヴィルヘルム・アレー1に置かれており、電話番号は+49 214 30 36008である。

 

1863年 ヴッパータール・バルメンにフリードリッヒ・バイエル・エ・コンプ設立。アニリン染料

の製造。

1881年 株式会社「ファルベンファブリーケン・フォルム・フリードリッヒ・バイエル＆Co.」に

組織変更。

1899年 後に世界で最も著名な医薬品となるアスピリン®の販売開始。

バイエルの医薬品が本格的に日本へ輸入される。

1911年 フリードリヒ・バイエル合名会社を全額出資子会社として設立。これは日本初のドイツ系

化学会社である。

1912年 本社をレバクーゼンに移転。

1925年 他社と合併し、イー・ゲー・ファルベンインドウストリーを設立。

1937年 ポリウレタン付加重合反応を用いて、発泡体、エラストマー、接着剤、ブラシフィラメン

トおよび繊維等の新製品を開発。

1945年 連合国による工場の接収。

1951年 レバクーゼン、エルバーフェルト、ドルマーゲン、ユルディンゲンに工場を有する「ファ

ルベンファブリーケン・バイエルAG」としてバイエルを再建。

1952年 イー・ゲー・ファルベンインドウストリーの解散により、アグフアAGがバイエルグループ

の一部となる。

1954年 米国セントルイスのモンサント・ケミカル・カンパニーと協力し、米国ピッツバーグに

モーベイ・ケミカル・カンパニーを設立。

1957年 バイエルとハンブルグのBPベンジン・ウント・ペトロレウムAGとの合弁でエルトエールヘ

ミーGmbHをドルマーゲンに設立。米国と西ヨーロッパにおけるバイエルの外国会社持分の

管理を目的として、カナダのトロントにバイエル・フォーリン・インベストメンツ・リミ

テッド（バイフォーリン）を設立。

1962年 バイエルの全額出資子会社としてバイエル薬品株式会社を設立。

1967年 ピッツバーグのモーベイ・ケミカル・カンパニー（米国の代表的イソシアネートメー

カー）がモンサント社の50％持分を取得。
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1969年 ベルギーのアントワープにバイエル－シェルの折半出資による合弁会社バイエル・シェ

ル・イソシアネーツN.V.を設立。

1972年 「バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト」（バイエルAG）に商号変更。

1986年 米国における「バイエル」商標の使用権（生産材に限定）を、米国の製薬会社であるス

ターリング・ドラッグ・インクから再取得。米国の持株会社であるラインケム・コーポ

レーションをバイエルU.S.A.インクと改称。

1994年 スターリング・ウィンスロップの北米における一般用医薬品（OTC）事業を10億米ドルで

買収することで合意に達し、同時に、バイエル・クロスのマークを含む商号および商標に

対する米国での権利を再取得。

1995年 米国法人マイルズ・インクがバイエル・コーポレーションに、またマイルズ・カナダ・イ

ンクがバイエル・インクに商号変更。

1996年 オランダ法人サラ・リー／DEがコンシューマーケア事業グループからスキンケア、ボディ

ケアおよび人工甘味料ブランドを取得。バイエル・コーポレーションおよびロシュ・ホー

ルディングス・インクが、米国における一般用医薬品の共同販売のための合弁会社を設立

することを発表。

1997年 総額約87億米ドルの6ヶ年投資計画を米国で開始。

2000年 1999年11月の発表通り、ライオンデル社の世界的規模のポリオール事業を買収し、酸化プ

ロピレン（PO）の研究および生産を開始。取引価格は24.5億米ドルで、2000年4月1日に完

了した。

 バイエルの遺伝子組換え型血液凝固製剤コージネイト® FSが米国で販売許可を取得。

 ノバルティス社から殺菌剤フリント®を買収。

2001年 副作用の増加の可能性があるという報告を受け、高コレステロール血症治療薬リポバイ／

バイコールを回収。

 バイエルAGの監査役会は、経営持株会社と法的な独立子会社から成る新たな会社組織の構

築を目的として取締役会が提案した計画を承認。

2002年 2002年1月24日、ニューヨーク証券取引所にバイエル株式を上場。

 アベンティス・クロップサイエンス社の買収計画に対する資金調達のため、50億ユーロの

社債を発行。

 アグフア－ゲバルトN.V.の残り30％の持分を投資銀行ゴールドマン・サックスに売却。

 いくつかの農薬製品を売却またはアウトライセンスすることを条件に、欧州連合（EU）の

反トラスト監督官庁が、バイエルによるアベンティス・クロップサイエンス社の買収を承

認。同事業を2002年6月3日付で約72.5億ユーロにて買収。新たな事業は法律上の別会社バ

イエル クロップサイエンス社に結合される。

 バイエルグループが、4つの独立した事業グループとサービス会社3社を経営持株会社の傘

下に収めた新体制で営業開始。

バイエル クロップサイエンス社が小麦用除草剤エベレスト®を米国企業アーベスタ・コー

ポレーションに売却することを発表。当該製品の売却は、アベンティス・クロップサイエ

ンス社の買収に関連して反トラスト監督官庁から課せられた条件の1つであった。
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 バイエル クロップサイエンス社が最初の新事業会社として法的に独立。同社がBASF AGと

一定の殺虫・殺菌剤事業の売却について合意に達したことで、アベンティス・クロップサ

イエンス社の買収に関して監督官庁に課された追加条件が満たされた。その他いくつかの

バイエル農薬製品が、イスラエルのマクテシム―アガン・インダストリーズ・リミテッド

に売却される。

 バイエルは、バイゴン®、アオタン®、バイクリン®、バイフレッシュ®等のブランドを含む

家庭用殺虫剤事業を米国企業SCジョンソンに売却することを発表。バイエルは引き続き、

これらの製品の有効成分を製造する計画である。

2003年 高コレステロール血症治療薬リポバイ／バイコールが関与する訴訟の第1回公判が米国テ

キサス州コーパスクリスティで行われ、陪審はバイエルに有利な決定を下した。

 バイエル クロップサイエンス社は、BASFに対する数種の殺虫・殺菌剤の一括売却の価値

を、総額1,185百万ユーロと決定。

2003年3月の発表後に行われたバイエルAGとデグサ社との折半出資による合弁事業、ポリ

マーラテックスGmbHの売却は、反トラスト監督官庁の認可を取得して完了。

 バイエルグループの組織再編の一環として、バイエル ヘルスケア社、バイエル ケミカル

ズ社およびバイエル テクノロジー サービス社がそれぞれ法律上独立の企業となった。

 組織再編の成功に続き、バイエルAGの取締役会および監査役会は、化学品事業（H.C.スタ

ルク社およびヴォルフ・ヴァルスローデ社を除く。）と高分子材料事業の一部を統合して

独立の新会社を発足させ、2005年初頭までに株式市場に新規上場することを決定。

2004年 アベンティス・クロップサイエンス社の買収価格の調整に関する合意に基づき、アベン

ティス社がバイエルに327百万ユーロを支払う。

 バイエル クロップサイエンス社は、クロンプトン・コーポレーションが保有していたグ

スタフソン社（米国の種子処理製品合弁事業）の50％株式を取得して唯一の株主となり、

同市場での地位をさらに強化する。

 バイエル マテリアルサイエンス社とライオンデル・ケミカル社が共同で、オランダの

ロッテルダム近郊に、酸化プロピレン／スチレンモノマー製造施設を立ち上げる。

 2004年7月、バイエルは、ロシュ社の世界的規模のコンシューマーヘルス事業（一般用医

薬品（OTC）事業）（日本を除く。）を総額約24億ユーロで買収することを発表。買収対

象はレニー®やベパンテン®等の消費者製品ブランド、ビタミンおよび栄養補助剤等であ

り、また米国のバイエル－ロシュ合弁事業のロシュ社持分（50％）も含まれている。ヨー

ロッパの反トラスト監督官庁の承認は、重要でない条件を満たすことが前提となってい

た。

 バイエルAG株主は、エッセンで開催された臨時株主総会において、出席した株式資本の

99.66％という大多数により、新設の化学会社ランクセスのスピンオフを承認した。

 2004年12月、血漿分画製剤事業を米国の投資家グループに売却することを発表。当該売却

は監督官庁の承認を条件としており、2005年上半期中に完了の予定。
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2005年 2003年11月に発表した通り、ポートフォリオ再編の一環として、元の化学品事業（バイエ

ルケミカルズ）セグメント（ヴォルフ・ヴァルスローデ社およびH.C.スタルク社を除

く。）を、元の高分子材料事業（バイエル ポリマーズ）の一部と合体し、ランクセス事

業グループを発足。この取引の経済的効果は2004年7月1日に発効した。ランクセスのスピ

ンオフは2005年1月28日にドイツのケルン地方裁判所においてバイエルAGの商業登記簿に

登記され、ランクセスAGは同日、法的に独立の会社となった。

 2005年1月1日付で、買収対象であるロシュ社のコンシューマーヘルス事業の大部分に対す

る支配権は、バイエルに移転した。

 2005年1月10日、バイエル ヘルスケア社とグラクソスミスクライン社は、グラクソスミス

クライン社がレビトラ®の米国以外のほとんどの国々における共同販売権をバイエルに返

還することで合意に達したことを発表。

 2005年3月31日、バイエルは血漿分画製剤事業の売却を完了。同事業の全ての活動は、2名

の投資家が設立した新会社、タレクリス社に譲渡された。バイエルは、経過期間中は、米

国以外のほとんどの国々で、タレクリス社に代わって血漿分画製剤の供給を続ける。

 2005年10月、バイエル ヘルスケア社とオーソ・マクニール社（ジョンソン・エンド・

ジョンソン社の子会社）は、血栓症の予防および治療を目的とした経口直接作用型Xa因子

阻害剤（BAY59-7939）の共同開発・販売契約への合意を発表。

 2005年12月、米国食品医薬品局（FDA）が進行性腎細胞癌の治療薬として、バイエル ヘル

スケア社と米国法人オニキス・ファーマシューティカルズ社が共同開発した医薬品ソラ

フェニブ（商標はネクサバール®）の販売を承認。

2006年 当社は2006年6月23日付でシエーリング社（本社：ドイツ、ベルリン）の過半数株式を取

得し、同社は同日以降、バイエルグループの財務諸表に完全に連結されている。当社が取

得した事業活動の主な分野は、婦人科および男性科、画像診断薬、特殊治療ならびにオン

コロジーである。EUと米国の反トラスト監督官庁は当該取引を無条件で承認している。

 2006年9月30日、シエーリング社の議決権株式資本に占める当社持分の比率が96.1％に達

し、ドイツ株式法により許容される少数株主の「スクイーズ・アウト」またはかかる株主

が保有するシエーリング社株式のバイエル・シエーリング社への強制的譲渡を実行するの

に必要な比率を超えた。シエーリング社は2006年12月29日付でバイエル・シエーリング・

ファーマAGに商号変更した。2007年12月31日現在、バイエル・シエーリングGmbHはバイエ

ル・シエーリング・ファーマAGの株式の96.3％を保有している。

 2006年11月、当社は、合弁事業GEバイエル・シリコンズ社の49.9％持分を、合弁パート

ナーであるゼネラル・エレクトリック社に売却した。

2006年6月末、バイエルは、シーメンス社との間で、診断薬事業の売却契約を締結した。

当該取引は2007年1月に完了した。

 2006年11月、バイエルは、金融投資会社2社（アドベント・インターナショナルおよび

ザ・カーライル・グループ）との間で、H.C.スタルク社の売却に関する契約を締結した。

当該取引は2007年2月初旬に完了した。
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 2006年12月、バイエルは、ザ・ダウ・ケミカル社との間で、ヴォルフ・ヴァルスローデ社

の売却契約を締結した。当該売却は反トラスト監督官庁の承認を受け、2007年6月末に完

了した。

2007年 2007年6月、バイエルは、モンサント社から、米国の綿実メーカー、ストーンビル・ペ

ディグリード・シード・カンパニーを買収した。同社の成績は2007年6月1日付でバイエル

グループの連結財務諸表に完全に組み入れられた。

2007年7月、バイエルは、アジア・太平洋地域最大の熱可塑性ポリウレタン樹脂（TPU）

メーカー、ウレテック・グループ（台湾）の買収を完了した。

 2007年9月、バイエルは、米国カリフォルニア州エメリービルにある生物製剤の製造施設

をノバルティス社から合意により買収する取引を完了した。

 ネクサバール®は、腎臓癌治療薬としての登録に加え、2007年秋にはヨーロッパと米国に

おいて初の肝臓癌治療薬として登録された。

 カナダで実施された独立臨床試験の中間集計結果により、トラジロール®の処方を受けた

患者の死亡リスクが高まる可能性が示唆されたことを受け、2007年11月に同剤の世界にお

ける販売を一時的に停止した。同剤の販売は、カナダにおける試験投与の最終結果の評価

が完了し、トラジロール®のリスク便益分析結果が監督官庁とともに再評価されるまでの

間、停止される予定である。

 2007年、バイエル株式はニューヨーク証券取引所での上場を廃止し、米国証券取引委員会

（SEC）への登録も取り消された。その結果2007年にはバイエルが米国資本市場の規則ま

たはSEC規則に基づく正式な報告要件に従う義務はなくなり、また米国サーベンス・オク

スリー法（SOX）第404条が義務付ける、財務報告に関する内部統制システムを確立、実施

する必要もなくなった。それにかかわらず、バイエルは財務報告について高水準の透明性

を維持している。

2008年 2008月1月、欧州委員会は、フルダラビン併用化学療法が不適切なB細胞性慢性リンパ性白

血病（B-CLL）患者の治療薬として、マブキャンパス®の販売を承認した。

 2008年3月、バイエル クロップサイエンス社製の革新的な殺菌活性成分フルオピコリド

が、日本および米国で規制当局の承認を受けた。

 2008年5月、バイエル クロップサイエンス社は、世界初の白葉枯病耐性ハイブリッド・イ

ネ品種Arize
TM
Dhaniをインドで発売した。

 2008年7月、バイエル クロップサイエンス社製の新規殺虫剤モベント®が、戦略上重要な

市場である米国およびカナダで、規制当局の承認を受けた。

 2008年8月、北京オリンピックの会場となった多数の建物に、バイエル マテリアルサイエ

ンス社製の原料が使用された。

 2008年9月、タバコ植物のタンパク質を工業規模で生産するための施設が、米国ケンタッ

キー州に設置された。

 2008年9月以降、イグザレルト®（錠剤型の直接作用型第Xa因子阻害剤）は、カナダ、ヨー

ロッパおよびその他いくつかの国々において、待機的股関節または膝関節置換術後の静脈

血栓塞栓症（VTE）予防のための販売承認を受けている。

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

 22/482



 

 2008年10月、バイエル マテリアルサイエンス社は、年間350,000トンのメチレンジフェニ

ルジイソシアネート（MDI）を生産する上海の新工場において操業を開始した。これはこ

の種類では世界最大のMDI製造施設である。

 売買高の低迷により株式会社東京証券取引所での上場が不必要となったため、バイエルAG

は2008年12月、同取引所から撤退した。バイエルの株式は1988年から日本で上場されてい

た。

 2008年、米国のオニキス・ファーマシューティカルズ社と共同開発した革新的な抗癌剤ネ

クサバール®が、日本では1月に腎細胞癌の治療薬として、中国では7月に肝細胞癌の治療

薬としての販売承認を受けた。

 2008年、バイエルは、さらに買収およびインライセンスを進めることで事業を補強した。

2008年中のかかる取引には、米国の医療機器メーカーであるポシス・メディカル社の買収

や、サグメル社の東欧におけるOTC事業の購入、ケルンのディレボ・バイオテック社の買

収、ならびにマキシジェン社の血液関連開発ポートフォリオおよびニコメッド社の前臨床

オンコロジー・プログラムの買収等がある。

2009年 2009年11月、バイエル クロップサイエンス社は、米国ノースカロライナ州のリサーチ・

トライアングル・パークに本社を置くバイオテクノロジー会社、アセニックス・コーポ

レーションの買収を完了した。同社（非公開会社）は365百万米ドルで買収された。

2010年 イグザレルト®の深部静脈血栓症の長期治療と二次予防に関する第Ⅲ相臨床試験において

は、同剤に基づく新しい簡単な単独療法としての治療法が現在の標準的な治療法と同等の

有効性を示し、従って主要評価項目を達成した。2011年1月、登録関連の第Ⅲ相二重盲検

試験であるROCKET-AF試験が示した良好な結果に基づき、当社は非弁膜症性心房細動にお

ける脳卒中予防および深部静脈血栓症の治療と二次予防の適応での販売承認を求めて、欧

州医薬品審査庁（EMA）に対してEUでのイグザレルト®の販売承認申請を提出した。また当

社の提携パートナーであるジョンソン・エンド・ジョンソンは、非弁膜症性心房細動にお

ける脳卒中予防の適応での販売承認を求めて、米国食品医薬品局（FDA）に新薬承認申請

を提出した。

2011年 米国においてイグザレルト®が待機的股関節または膝関節置換術後の成人患者の深部静脈

血栓症(DVT)予防薬として2011年7月に販売承認を受けた。さらに、2011年11月4日、米国

において、イグザレルト®が心房細動患者の脳卒中リスクの軽減薬としての販売承認を受

けた。2011年12月19日、EUにおいて、イグザレルト®が心房細動の患者の脳卒中予防薬と

して、またDVTの治療およびDVTの再発予防、ならびに成人患者の急性DVT後の肺梗塞症の

予防薬としての販売承認を受けた。
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2012年 2012年9月、米国食品医薬品局(FDA) は、現在使用可能な治療（フッ化ピリミジン系薬

剤、オキサリプラチン、イリノテカンベースの化学療法、抗VEGF療法、KRAS野生型の場合

は抗EGFR治療を含む。）施行後の転移性大腸癌(mCRC)治療薬としてスチバーガ®（レゴラ

フェニブ）錠の販売を承認した。

スチバーガの米国での販売承認は、この革新的な抗癌剤が、転移性大腸癌治療でのいまだ

満たされていない高い医療ニーズに応えるための初の承認であり、バイエルにとって重要

なマイルストーンである。

 2012年11月、欧州委員会は、滲出型加齢黄斑変性(wet AMD)の患者向け治療薬として、科

学文献ではVEGF Trap-Eyeとして知られているアイリーア®（アフリベルセプト注射液）の

推奨投与量2ミリグラム(mg)での販売を承認した。アイリーアの用法は、最初は月1回ごと

に1回、連続3回投与し、その後は2ヶ月ごとに1回の投与をするものである。次回投与まで

の間の検査（モニタリング）は必要とされていない。アイリーアによる最初の12ヶ月の治

療の後は、視力および解剖学的所見に基づき治療の間隔を長くすることも可能である。こ

の場合、モニタリングのスケジュールは治療担当医が決定し、投与スケジュールよりも頻

繁に行うこともある。

2013年 リオシグアトは、可溶型グアニル酸シクラーゼ(sGC)刺激薬という新しいクラスの血管拡

張剤で、そのクラスで最初に開発された薬剤である。錠剤で投与されるリオシグアトは現

在、様々な肺高血圧症の治療に対する新たな手法として研究されている。第Ⅲ相臨床試験

CHEST-1およびPATENT-1に基づいて、当社は2013年2月に米国およびEUにおいて、手術不能

の慢性血栓塞栓性肺高血圧症（CTEPH）および肺動脈性肺高血圧症（PAH）の治療薬として

のリオシグアトの販売承認を申請した。当社は、2013年9月、カナダにおいてCTEPHの適応

で初の販売承認を受けた。2013年10月、優先審査の結果を受けて、FDAはリオシグアトを

米国においてAdempas
TM
の販売名でCTEPHおよびPAHに使用することを承認した。また2014

年1月には、日本でCTEPH治療薬としてアデムパス®が販売を承認された。欧州の承認手続

では、欧州ヒト用医薬品委員会（CHMP）が、リオシグアトをCTEPHおよびPAH治療薬として

販売承認するよう勧告した。欧州委員会の最終決定は2014年上半期に予定されている。

 スチバーガ®（有効成分：レゴラフェニブ）は、新しいタイプの経口マルチキナーゼ阻害

剤であり、腫瘍の増殖に関わる様々なシグナル伝達経路を阻害する。スチバーガ®は2012

年、米国で、転移性結腸直腸癌（mCRC）患者の治療薬として販売が承認された。日本の厚

生労働省は、2013年3月に同剤をこの適応で販売承認した。同剤は2013年8月にはEUで販売

承認を受けた。
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 2013年2月、FDAは、イマチニプおよびスニチニブによる治療にもかかわらず局所進行した

切除不能または転移性の消化管間質腫瘍(GIST)患者の治療薬として、スチバーガ®の販売

を承認した。2013年8月、同剤は日本の厚生労働省からGIST治療薬としての販売承認を受

けた。2013年9月、同剤はEUにおいて、同適応での承認が申請された。レゴラフェニブは

バイエルが開発した化合物であり、バイエルが米国でアムジェン社の子会社であるオニキ

ス・ファーマシューティカルズ社と共同で販売促進を行っている。当社は、2011年にオニ

キス社と契約を締結し、それに基づいて、オニキス社は、オンコロジー領域におけるスチ

バーガ®の将来の全世界売上高に応じたロイヤリティを受け取る。

 
ノルウェーのアルジェタ社(Algeta ASA)と共同で開発した抗癌剤のXofigo

TM
（有効成分：

塩化ラジウム223）は、2013年5月、症候性の骨転移を有し既知の内臓転移のない成人患者

の去勢抵抗性前立腺癌（CRPC）の治療薬として、FDAから販売承認を受けた。2013年11

月、同剤はこの適応で、EUにおける販売承認を受けた。米国では、Xofigo
TM
はアルジェ

タ・ユーエス社と共同で販売促進が行われている。

 アイリーア®（有効成分：アフリベルセプト）は、米国のリジェネロン・ファーマシュー

ティカルズ社（Regeneron Pharmaceuticals, Inc.）との共同開発プロジェクトである。

アフリベルセプトは、自然増殖因子VEGF(血管内皮増殖因子)を阻害して、血液の漏出を引

き起こしやすい病的血管新生を抑制する。同剤は眼に直接投与される。アイリーア®は米

国において滲出型加齢黄斑変性症(AMD)および網膜中心静脈閉塞症（CRVO）に伴う黄斑浮

腫の治療薬として承認されており、同国ではリジェネロン・ファーマシューティカルズ社

が独占販売権を保持している。バイエルは米国外で同剤を販売している。アイリーア®

は、2012年以降、ヨーロッパ、日本、オーストラリアおよびその他の国々で、滲出型AMD

治療薬の承認を受けた。2013年8月、欧州委員会は、網膜中心静脈閉塞症（CRVO）に伴う

黄斑浮腫による視覚障害治療薬としてのアイリーア®の販売を承認した。2013年11月、ア

イリーア®は、日本の厚生労働省から、CRVO治療薬として販売承認を受けた。

2013年11月には、2つの追加適応症について初めて規制当局への申請を行った。1つはEMA

に対するアフリベルセプトの糖尿病性黄斑浮腫（DME）治療薬としての承認申請であり、

もう1つは日本の厚生労働省に対する病的近視により生じる脈絡膜血管新生（mCNV）治療

薬としての申請である。

2014年 バイエルは、今後ライフサイエンス事業（ヘルスケア事業グループと農業関連事業グルー

プ）に専念すること、および素材科学事業グループを別会社として上場することを決定し

た。これによってバイエルは、サイエンスとイノベーションにおける豊富な経験と、この

専門知識を用いて人間や動植物の健康を改善する能力を有する、ライフサイエンスのグ

ローバル・リーダーとなるであろう。

 
2014年3月、医療用医薬品部門は、バイエルがすでに抗悪性腫瘍剤Xofigo

TM
の開発と商品

化で提携していたノルウェーのアルジェタ社（Algeta ASA）の買収から利益を受けた。

 当社は、2014年10月に米国メルク社（Merck & Co., Inc.）のコンシューマーケア事業を

買収し、また2014年11月に中国の滇虹薬業集団を買収することによって、コンシューマー

ヘルス部門を大幅に強化した。
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2015年 バイエルは、ライフサイエンス企業への道のりの重要なマイルストーンを達成した。2015

年10月、当社は、当時約69％所有していた子会社のコベストロ（旧素材科学事業グルー

プ）を証券取引所に上場した。

 戦略的経営持株会社と事業グループで構成されていた以前の組織は、強力なバイエルブラ

ンドの傘下で統合された組織に置き換えられた。2016年1月1日で発効した新たな組織構造

および取締役会の再編成によって、当社のさらなる発展への道が整った。

 2015年6月8日、ダイアベティスケア事業を約10億ユーロでパナソニック ヘルスケア ホー

ルディングス株式会社（日本、東京）に売却する契約が締結された。この売却には、主要

な血糖測定器および試験紙のポートフォリオであるContour
TM
に加えて、Breeze

TM
2、

Elite
TM
やMicrolet

TM
穿刺器具といったその他の製品が含まれている。

2016年 2016年9月14日、バイエルは、米国ミズーリ州セントルイスに本社を置くモンサント社

と、1株当たり128米ドルの最終的な合併合意に署名した。これは約660億米ドルの取引価

額に相当する。モンサント社の株主は、2016年12月13日の特別総会において、バイエルAG

の完全所有子会社との合併を承認した。合意された買収は、ライフサイエンス企業として

の当社のリーダーシップ・ポジションを強化するものであり、当社のクロップサイエンス

事業にとっての大きな戦略的前進である。この取引は、関連する反トラストその他の規制

当局からの必要な承認の受理を含む一般的なクロージング条件に従う。

2017年 2017事業年度中、バイエルは、コベストロAGに対する持分を64.2％から24.6％まで減少さ

せた。2017年9月30日までに行った減少と、支配終了契約の締結により、バイエルは第3四

半期末でコベストロAGに対する実質的支配権を失った。その結果、コベストロは連結対象

から除外され、初めて関連会社として表示された。

 2017年10月、当社はさらに、BASF SEに対するクロップサイエンス部門の一部事業の売却

に関する契約を締結した。この取引は規制当局による承認の過程にあり、またバイエルに

よるモンサント買収のクロージングが成功することを条件としている。取引総額は59億

ユーロである。

2018年 2018年6月、バイエルは、米国ミズーリ州セントルイスのモンサント・カンパニー（以下

「モンサント」という。）の発行済株式を100％取得し、これによって社史上最大の買収

が完了した。2018年6月7日の取引のクロージングに際して、モンサント株主に1株当たり

128米ドルが支払われ、購入価格総額は630億米ドルとなった。

 2018年3月に欧州委員会により認められた条件付き承認に関連して、バイエルは、2018年4

月26日、バイエルの全世界の野菜種子事業、一定の種子処理事業およびデジタル農業事業

の売却に関する契約をBASF SEと締結した。この契約は、バイエルとBASF社が2017年10月

にすでに締結していた契約をさらに拡大させた。
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 11月、バイエルは、ライフサイエンス中核事業のさらなる強化を目指すバイエルの2022年

プログラムに関連して、一連のポートフォリオ、効率性および組織構造対策を発表した。

数年の内に実施することとなっているポートフォリオ対策は、動物用薬品事業およびドイ

ツのサイトサービス会社であるカレンタ社の株式持分の売却だけでなく、コンシューマー

ヘルス部門の一定の製品カテゴリー（特に、日焼け止めおよびフットケア製品ラインを含

む。）に関係するものである。

2019年 7月、デンマーク、バレラップのレオ ファーマ A/Sに対するコンシューマーヘルス部門の

米国外のグローバル医療用医薬品皮膚科領域事業の売却が完了した。これは2018年9月の

米国事業の譲渡の後に行われたものである。8月、当社は、バイヤスドルフ AGに対する

「Coppertone
TM
」ブランドの売却を完了した。同じく8月に、バイエルは、米国インディ

アナ州グリーンフィールドのエランコ・アニマル・ヘルス・インコーポレーテッドに対す

る動物用薬品事業の売却契約を締結した。9月、当社は、以前は合弁事業であった米国マ

サチューセッツ州ケンブリッジのブルーロック・セラピューティクス L.P.の買収を完了

した。11月、当社は、米国ボストンのイエロー・ウッド・パートナーズに対する「Dr.

Scholl’s
TM
」事業の売却を完了した。

 9月、バイエルAGの監査役会は、2020年1月1日付で当社取締役会の規模を7名から5名に縮

小することを決定した。これに関連して、ハートムート・クルージックおよびケマル・マ

リクは2019年12月31日付で当社を退職した。各人の職務は取締役の間で再配分された。
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3 【事業の内容】

(1) 会社の概要

「すべての人に健康を」「飢餓をゼロに」 － 飢餓に終止符を打ち、すべての人が健康的生活を送る手助け

をすると同時に生態系を保護すること。これが、当社がその企業目的である「Science for a better life」

を指針として、達成を切望していることである。現代の重要な諸問題は、我々が協力して取り組む場合にのみ

対処することができる。当社のドイツにおける#voranbringenキャンペーンおよび米国における「This is why

we science」キャンペーンは、当社のアプローチを明確に示すものである。当社は、ライフサイエンス企業で

あり、ヘルスケアと栄養領域のグローバルリーダーである。当社の革新的な製品は、世界人口の増大と高齢化

が生み出す大きな課題の克服に向けた努力をサポートしている。当社は、病気の予防、軽減および治療に寄与

している。当社は、世界において品質の高い食品、飼料および植物ベース原材料の信頼性ある供給を確保する

ことを目指している。この努力の一環として、天然資源の責任ある利用は常に最優先事項である。

当社は、収益力を強化し、また顧客、患者、株主、従業員および社会のために価値を創出することを目指し

ている。成長と持続可能性は、リーダーシップ、誠実さ、柔軟性および効率性（略してLIFE）という当社の企

業価値を指針とする当社の戦略の不可欠の一部である。この文化は、バイエルグループ全体に共通するアイデ

ンティティーを確保している。

 

(2) 組織構造および事業セグメント

2019年12月31日現在の企業構造

バイエルグループの親会社として、バイエルAG（取締役会によって代表される。）は、会社全体の主要な管

理機能を果たす。この機能は主に、グループの戦略的提携、資源の配分および財務と管理職の管理、ならびに

グループ全体にわたるクロップサイエンス部門、医療用医薬品部門およびコンシューマーヘルス部門の事業運

営の管理からなる。支援機能（管理機能）は、事業運営を支援している。

2018年末期に発表されたポートフォリオおよび組織構造対策は、企業構造に以下の変更をもたらした。

・ 2019年8月に動物用薬品事業の売却が合意された。その結果、同事業は報告セグメントではな

くなり、2018年および2019年に関して遡及的に非継続事業として会計処理されている。売却

は2020年半ばにクロージングとなる見込みである。

・ レバクーゼン、ドルマーゲンおよびクレフェルト・ユルディンゲンのケミカルパークで事業

を行っているサービス会社カレンタは、当社によるその過半数持分の売却が2019年11月にク

ロージングとなった後、バイエルグループの一部ではなくなった。カレンタ社の事業活動

は、2018年および2019年に関して遡及的に非継続事業として報告されている。

・ 以前ビジネスサービス社が行っていた業務は、グループの事業再編の一環として、段階的に

管理機能および各部門に移管されている。
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以上に加えて、当社は管理機能の構造を調整し、事業にとって最適な支援を提供する組織とインフラを創出し

ている。これを達成するため、2019年には、「会計および税務」と「財務」機能を統合して、管理機能である

「グループ財務」を開設する措置を取った。「コーポレート・テクノロジーおよび製造」や「コーポレート・サ

プライチェーン管理」といった他の機能の活動は、解消されまたは各部門もしくは他の管理機能に移転してい

る。当社は計画された調整を2020年も継続する予定であり、例えば、「内部監査」と「リスク管理」機能を統合

して、管理機能である「内部監査およびリスク管理」を創設する予定である。

さらに、2020年初めから、当社は、価値の流れを簡素化し、それらを当社の構造変革と指揮運営方法に連携さ

せた。現在、管理機能の費用は直接、またはより数の少ない配賦キー（グループ全体で標準化されている。）を

用いて、各部門の損益計算書に配分されている。

2019年9月、バイエルAGの監査役会は、効率性プログラムの一環として、2020年1月1日付で当社取締役会の規

模を7名から5名に縮小することを決定した。取締役会の職務は再配分された。

 

 

クロップサイエンス部門は、農薬および種子事業からなる、世界をリードする農業企業である。当社は価値

の高い種子、改良された植物形質、革新的な化学農薬製品および生物学的農薬製品、デジタル・ソリューショ

ン、ならびに持続可能な農業のための広範な顧客サービスからなる広範なポートフォリオを提供している。当

社はこれらの製品を主として卸売・小売業者経由で、または農家に直接販売している。さらに当社は、害虫・

雑草防除用の製品およびサービスを、農業業界以外の専門家のユーザーに販売している。当社の農薬製品のほ

とんどは同部門独自の生産拠点で生産されている。当社は、分散された多数の製剤・充填拠点により、現地市

場のニーズに迅速に応えることを可能としている。種子の品種改良、繁殖、生産および／または処理（種子粉

衣を含む。）は、顧客に近い場所の自社施設または契約施設で行われている。

医療用医薬品部門は、特に循環器領域とウィメンズヘルスケア領域の処方薬製品と、腫瘍、血液領域、およ

び眼科領域に的を絞ったスペシャルティ医薬品に注力している。この部門には、造影画像診断装置と共に必要

な造影剤も販売するラジオロジー事業部も含まれている。当社のポートフォリオには、その適用において世界

をリードする医薬品の一つに数えられる、広範な主要製品が含まれている。当社の医療用医薬品部門の処方薬

製品は、主として卸売業者、薬局および病院を通じて販売されている。
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コンシューマーヘルス部門は、解熱鎮痛薬、循環器疾患予防薬、皮膚疾患薬、栄養補助食品、胃腸薬、アレ

ルギー薬およびせき・風邪薬の各領域における一般薬（OTC＝市販薬）、健康補助食品、薬用スキンケア製品

およびその他のセルフケア・ソリューションの主要なサプライヤーである。これらの製品は通常、薬局および

薬局チェーン、スーパーマーケットおよびドラッグストア・チェーン、ならびにオンライン小売業者によって

販売されている。2019年、当社は日焼け止め、フットケアおよび皮膚科処方薬事業を完全に売却した。

管理機能はグループ全体の中核として機能し、ビジネスサポート業務を提供している。

 

(3) 地域

当社の海外代理店および国内組織（バイエルの子会社および特定の国の関連会社から成る。）は、次の4つ

の地域別に分類されている。

・ヨーロッパ・中東・アフリカ

・北米

・アジア・太平洋

・ラテンアメリカ
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4 【関係会社の状況】

バイエルAGは、世界中で事業活動を行っているバイエルグループのドイツの親会社である。

2019年における連結範囲の変更は、以下の通りであった。

 

連結会社数の変動

バイエルAGおよび連結会社 ドイツ その他の国々 合計

2018年12月31日現在 55 365 420

　連結範囲の変更 - (15) (15)

　追加 - - -

　除外 (6) (7) (13)

2019年12月31日現在 49 343 392

 

関連会社12社（2018年：5社）およびジョイント・ベンチャー5社（2018年：10社）は、連結財務諸表において

持分法で会計処理されていた。

バイエルグループの財政状態および経営成績に対して合計しても重要でない、合計で62社（2018年：67社）の

子会社（ストラクチャード・エンティティ1社（2018年：1社）および関連会社またはジョイント・ベンチャー12

社（2018年：17社）を含む。）は、連結も持分法による会計処理もされておらず、公正価値で認識されている。

重要ではない子会社が占める割合は、当グループの売上高の0.1％未満、株主持分の0.1％未満、資産合計の

0.2％未満である。

2019年12月31日現在、バイエルAGの連結財務諸表に含まれていた重要な子会社（継続事業の売上高合計の約

90％を占める。）は下記の通りであった。
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社名 所在地 事業の種類 事業内容 自己資本額
(百万ユーロ)

株式所有
割合
(％)

ドイツ

バイエル 04 レバクーゼン
フースバル GmbH

レバクーゼン 販売 コーポレートおよび
サービス

200 100

バイエル ビジネス サービス
GmbH

レバクーゼン サービス サービス 87 100

バイエル クロップサイエン
ス アクツィーエンゲゼル
シャフト (注2)

モンハイム サービス コーポレートおよび
サービス

6,501 100

バイエル クロップサイエン
スドイチェラント GmbH

ランゲンフェル
ト

サービス クロップサイエンス部
門

9 100

バイエル インテレクチュア
ル・プロパティー GmbH (注
2)

モンハイム・ア
ム・ライン

金融 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

0 100

バイエル ファーマ アク
ツィーエンゲゼルシャフト
(注2)

ベルリン サービス コーポレートおよび
サービス

18,822 100

バイエル ヴァイタル GmbH レバクーゼン 販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

89 100

イ エ ナ フ ァ ル ム GmbH &
Co.KG

イエナ 販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

47 100

その他のヨーロッパ・中東・アフリカ

AO バイエル ロシア共和国
モスクワ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

86 100

バイエル(プロプライエタ
リー)リミテッド

南アフリカ
イサンド

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

346 100

バイエル(シュヴァイツ) AG スイス
チューリヒ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

82 100

バイエル A/S デンマーク
コペンハーゲン

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

24 100

バイエル AB スウェーデン
ソルナ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

24 100

バイエル アグリカルチャー
BVBA

ベルギー
アントワープ

販売 クロップサイエンス部
門

272 100

バイエル オーストリア ゲゼ
ルシャフト m.b.H.

オーストリア
ウィーン

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

18 100
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社名 所在地 事業の種類 事業内容 自己資本額
(百万ユーロ)

株式所有
割合
(％)

バイエル B.V. オランダ
マイドレヒト

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

1,258 100

バイエル キャピタル コーポ
レーション B.V.

オランダ
マイドレヒト

持株会社 コーポレートおよび
サービス

25 100

バイエル コンシューマーケ
ア AG

スイス
バーゼル

販売 コンシューマーヘルス
部門、医療用医薬品部
門

2,296 100

バイエル クロップサイエン
ス リミテッド

英国
ケンブリッジ

製造 クロップサイエンス部
門

115 100

バイエル クロップサイエン
ス NV

ベルギー
ディーゲム

販売 クロップサイエンス部
門

51 100

バイエル クロップサイエン
ス S.r.l.

イタリア
ミラノ

製造 クロップサイエンス部
門

88 100

バイエル クロップサイエン
ス シュヴァイツ AG

スイス
バーゼル

販売 クロップサイエンス部
門

211 100

バイエル クロップサイエン
ス S.L.

スペイン
パテルナ

製造 クロップサイエンス部
門

74 100

バイエル d.o.o. スロベニア
リュブリャナ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

14 100

バイエル ヘルスケア SAS フランス
ロス

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

88 100

バイエル ヘラス A.G. ギリシャ
アテネ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

30 100

バイエル イスパニア S.L.
(注2)

スペイン、サン
ホアン デスピ

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

5,355 100

バイエル Ltd. ウクライナ
キエフ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

450 100

バイエル ミドル イースト
FZE

アラブ首長国連
邦、ドバイ

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

59 100

バイエル NV (注2) ベルギー
ディーゲム

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

11,875 100

バイエル Oy フィンランド
トゥルク

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

55 100

バイエル ポルトガル Lda. ポルトガル
カルナシデ

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

37 100
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社名 所在地 事業の種類 事業内容 自己資本額
(百万ユーロ)

株式所有
割合
(％)

バイエル パブリック リミ
テッド カンパニー

英国
レディング

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

153 100

バイエル S.A.S. フランス
リヨン

持株会社 クロップサイエンス部
門

1,216 100

バイエル S.p.A. イタリア
ミラノ

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

475 100

バイエル s.r.o. チェコ共和国
プラハ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

30 100

バイエル サウジ アラビア
LLC

サ ウ ジ ア ラ ビ
ア、ジッダ

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

10 75

バイエル Sp.z o.o. ポーランド
ワルシャワ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

107 100

バイエル テュルク キムヤ
サナイリミテッド シルケ
ティ

トルコ
イスタンブール

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

116 100

モンサント グレイン B.V. オランダ
ベルグセンフク

サービス クロップサイエンス部
門

24 100

モンサント ホラント B.V. オランダ
エンクホイゼン

販売 クロップサイエンス部
門

162 100

モンサント インターナショ
ナル Sarl

スイス
モルジュ

販売 クロップサイエンス部
門

171 100

モンサント ウクライナ LLC ウクライナ
キエフ

販売 クロップサイエンス部
門

125 100

SC バイエル SRL ルーマニア
ブカレスト

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

207 100
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社名 所在地 事業の種類 事業内容 自己資本額
(百万ユーロ)

株式所有
割合
(％)

北米地域

アメリカンシーズ LLC 米国
セントルイス

サービス クロップサイエンス部
門

(注1) 100

バイエル コーポレーション
(注2)

米国
ピッツバーグ

持株会社 コーポレートおよび
サービス

57,277 100

バイエル クロップサイエン
ス インク

カナダ
カルガリー

販売 クロップサイエンス部
門

465 100

バイエル クロップサイエン
ス LP (注2)

米国
セントルイス

製造 クロップサイエンス部
門

(注1) 100

バイエル ヘルスケア LLC
(注2)

米国
ホイッパニー

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門、

(注1) 100

バイエル ヘルスケア ファー
マシューティカルズ インク

米国
ホイッパニー

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門、

(注1) 100

バイエル インク カナダ
ミシソガ

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

730 100

バイエル U.S. LLC 米国
ホイッパニー

サービス 医療用医薬品部門、
サービス

(注1) 100

バイエル US ファイナンス
II LLC

米国
ピッツバーグ

金融 コーポレートおよび
サービス

-77 100

バイエル US ファイナンス
LLC

米国
ピッツバーグ

金融 コーポレートおよび
サービス

-3 100

チャネル バイオ LLC 米国
セントルイス

サービス クロップサイエンス部
門

(注1) 100

コーン ステーツ LLC 米国
セントルイス

サービス クロップサイエンス部
門

(注1) 100

モンサント カナダ ULC カナダ
ウィニペグ

販売 クロップサイエンス部
門

1,275 100

モンサント カンパニー 米国
セントルイス

サービス クロップサイエンス部
門

(注1) 100

モンサント プロダクション
サプライ LLC

米国
セントルイス

サービス クロップサイエンス部
門

(注1) 100

オリンピア コープ 米国
セントルイス

サービス クロップサイエンス部
門

(注1) 100

セミニス ベジタブル シーズ
インク

米国
セントルイス

サービス クロップサイエンス部
門

(注1) 100
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社名 所在地 事業の種類 事業内容 自己資本額
(百万ユーロ)

株式所有
割合
(％)

アジア・太平洋地域

バイエル オーストラリア
リミテッド

オーストラリア
ピンブル

販売 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

111 100

バイエル クロップサイエン
ス(チャイナ)カンパニー
Ltd.

中国
杭州

製造 クロップサイエンス部
門

45 100

バイエル クロップサイエン
ス株式会社

日本
東京

製造 クロップサイエンス部
門

178 100

バイエル クロップサイエン
ス Pty Ltd.

オーストラリア
イーストホーソ
ン

製造 クロップサイエンス部
門

138 100

バイエル ヘルスケア カンパ
ニー リミテッド

中国
北京

製造 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門、

441 100

バイエル ホールディング株
式会社

日本
東京

持株会社 コーポレートおよび
サービス

606 100

バイエル コリア Ltd. 韓国
ソウル

製造 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

81 100

バイエル タイワン カンパ
ニー Ltd.

台湾
台北

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

31 100

バイエル タイ カンパニー
Ltd.

タイ
バンコク

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

32 100

バイエル薬品株式会社 日本
大阪

製造 医療用医薬品部門、コ
ンシューマーヘルス部
門

311 100

クンミン ダイホン ファーマ
シューティカル セールス カ
ンパニー Ltd.

中国
昆明

販売 コンシューマーヘルス
部門

-14 100

PT バイエル インドネシア インドネシア
ジャカルタ

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

169 99.8

バイエル クロップサイエン
ス Ltd.

インド
ターネー

製造 クロップサイエンス部
門

279 71.4
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社名 所在地 事業の種類 事業内容 自己資本額
(百万ユーロ)

株式所有
割合
(％)

ラテンアメリカ

バイエル デ メヒコ S.A. de
C.V.

メキシコ
メキシコシティ

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

1,061 100

バイエル S.A. アルゼンチン
ブエノスアイレ
ス

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

123 100

バイエル S.A. チリ、サンチア
ゴ デ チリ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

55 100

バイエル S.A. ペルー
リマ

販売 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

118 96.6

バイエル S.A. コロンビア
ボゴタ

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

134 100

バイエル S.A. ブラジル
サンパウロ

製造 クロップサイエンス部
門、医療用医薬品部
門、コンシューマーヘ
ルス部門

713 100

モンサント アルゼンチーナ
SRL

アルゼンチン
ブエノスアイレ
ス

販売 クロップサイエンス部
門

388 100

モンサント チリ S.A. チリ、サンチア
ゴ デ チリ

サービス クロップサイエンス部
門

(注1) 100

モンサント コマーシャル S
de RL de CV

メキシコ
メキシコシティ

サービス クロップサイエンス部
門

395 100

モンサント ド ブラジル
Ltda.

ブラジル
サンパウロ

販売 クロップサイエンス部
門

1,088 100

(注1) バイエル コーポレーション（米国ピッツバーグ）への連結前

(注2) 特定子会社
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5 【従業員の状況】

2019年12月31日現在、当社は全世界で103,824名（2018年：107,894名）の従業員を雇用していた。ドイツ国内

の従業員数は24,953名（2018年：25,602名）で、グループの従業員総数の24.0％（2018年：23.7％）であった。

2019年12月31日現在、バイエルAGは17,614名（2018年：17,276名）の従業員を雇用していた。

 

バイエルグループ：　地域別従業員数

 

 2018年 2019年 変動率(％) 全体に占める割合(％)

ヨーロッパ・中東・アフリカ 48,390 46,933 -3.0 45.2

北米 21,951 20,735 -5.5 20.0

アジア・太平洋 22,863 22,341 -2.3 21.5

ラテンアメリカ 14,690 13,815 -6.0 13.3

合計 107,894 103,824 -3.8 100

 

バイエルグループ：　セグメント別従業員数

 

 2018年 2019年 変動率(％) 全体に占める割合(％)

クロップサイエンス部門 38,109 33,866 -11.1 32.6

医療用医薬品部門 38,478 38,553 +0.2 37.1

コンシューマーヘルス部門 11,050 10,400 -5.9 10.0

サービス機能 20,257 21,005 +3.7 20.3

合計 107,894 103,824 -3.8 100

 

バイエルグループ：　コーポレート機能別従業員数

 

 2018年 2019年 変動率(％) 全体に占める割合(％)

製造 40,979 40,814 -0.4 39.3

販売 40,435 37,665 -6.9 36.3

研究開発 16,835 16,006 -4.9 15.4

一般管理 9,645 9,339 -3.2 9.0

合計 107,894 103,824 -3.8 100
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2019年は、特に年初に開始した事業再編対策およびコンシューマーヘルス部門における事業売却により、全世

界の従業員数は3.8％減少した。動物用薬品事業およびカレンタ社については2019年中に売却が合意されまたは

完了しており、その従業員は、遡及的に当社の継続事業の従業員数から除外されている。

事業再編およびポートフォリオ対策による従業員数の減少は、全地域における推移にも反映されている。比較

でいえば、ラテンアメリカ地域および北米地域において従業員数が最も減少した。買収した農業関連事業の統合

の一環として、当社は約970名の従業員をクロップサイエンス部門からサービス会社およびその他の事業単位に

移転した。

 

人件費および年金債務

(単位：百万ユーロ)  2018年  2019年

人件費  10,778  11,788

うち年金費用  878  968

年金債務 (注1)  25,869  25,879

支払済年金給付 (注2)  1,123  1,198

2018年の数値は修正再表示されている。

(注1) 12月31日現在の年金の確定給付債務およびその他の退職後給付の現在価値。

(注2) 連結除外されるまでの動物用薬品事業およびカレンタを含む。

 

人件費の増加は基本的には、買収した農業関連事業の従業員を初めて通年で算入したことと、事業再編対策に

関連する引当金の増加によるものである。加えて、2019年には、グループ全体の短期インセンティブ報酬

（STI）プログラムおよび同様のプログラムに基づき、従業員に対する一時的な変動報酬の支払に関して、約890

百万ユーロ（継続事業の従業員について、2018年：1,070百万ユーロ）の引当金が設定された。さらに、2019年

は、個人の最優秀社員賞に関して、約70百万ユーロの予算が利用可能とされた。

バイエルAGの2019年の人件費は、非連結ベースで2,512百万ユーロ（2018年：2,571百万ユーロ）であった。
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第3 【事業の状況】

1 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

世界人口の増加と高齢化および自然生態系への負担の増大は、人類が直面する大きな課題の一つである。当

社は、医療と栄養分野のグローバルリーダーとして、これらの課題に対処する解決策の考案において、重要

な役割を果たすことができる。

当社は、当社の目的である「Science for a better life」を指針として、ヘルスケアと栄養分野において

画期的なイノベーションを生み出している。当社は、地球の天然資源に配慮しながら、病気が治療されるだ

けでなく効果的に予防・治癒され、人々が自分自身の医療ニーズにより効果的に対処することができ、また

すべての人にとって十分な食料が生産されるような世界の創出に貢献している。それは、バイエルが、成長

と持続可能性は密接に連携すべきと考えているからである。一言で言えば、当社は「すべての人に健康を」

「飢餓をゼロに」の実現に取り組んでいる。

当社は、社会と環境に貢献するとともに、株主にとって魅力的なリターンを生み出すために、以下の4つの

戦略的方策に重点を置いている。

1. 当社は、医療と栄養分野のグローバルリーダーとして、事業を継続的に発展させる。収益性あ

る成長を重視した戦略ベースの資源配分によって価値を作り出す。イノベーションにより牽引

され、また当社が平均以上の成長率を達成することができる規制部門および高収益性部門にお

いて活動する。

2. イノベーションを進展させ、医療と栄養分野の大きな課題を解決するために、最先端の研究を

活用する。これらの努力の一環として、第三者との協力により、イノベーションへのアクセス

を拡大している。同時に、価値創出チェーンのデジタル変換を進め、また例えば最近では

「Leaps by Bayer」イニシアチブの支援を得て、画期的な技術の共創に取り組んでいる。

3. 持続可能性は当社の企業戦略の重要な部分であり、企業目的として財務指標と同じ地位を与え

られている。2019年、当社は、社会と環境への貢献に対するアプローチを前進させた。当社の

2030年に向けた目標は、国連の持続可能な開発目標およびパリ協定の気候変動に関する目標と

連動している。

4. バイエル2022年シナジーおよび効率性プログラムといった対策を通じて、当社事業の業績を強

化している。

上記の4つの方策は、各部門の戦略の裏付けとなっている。
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各部門の戦略

クロップサイエンス部門

継続的な人口の増加や、タンパク質摂取量の増加、1人当たり耕作可能地の減少、気候変動および限りある

天然資源への圧力の高まり、これらはすべて、農業の持続可能性におけるさらなるイノベーションと、その

より強い重視の必要性を指し示している。これと同時に、アジアの新興市場、消費パターンの変化、ライフ

サイエンス技術の進歩、およびデジタル化の次の波が、長期的に当業界の方向性を決めることとなる。

当社は、トウモロコシ、大豆、穀物および園芸分野の優れたポートフォリオを有する農業関連業界最大の総

合企業として、上記に概要を示した課題に対処する責任を認識している。当社の戦略は、3つの柱、すなわち

イノベーション、デジタル化および持続可能性を基礎としている。当社はこのアプローチを指針として、新

たな業界基準の設定を目指している。

当社の研究者は、最先端の化学・生物農薬製品と組み合わせて、効果的な形質を有する高収量の種子品種を

生み出している。研究開発プラットフォームを組み合わせることにより、当社は、新たな可能性を切り開

き、農業生産者に総合的ソリューションを届けることができる。

デジタル農業のリーダーとして、当社は、顧客のニーズに合わせたソリューションの提供、プロセスの自動

化、および研究開発の生産性向上を見据えて、当社事業の変革を推進することを目指している。これと同時

に、当社は、農場を主要な共通プラットフォームにデジタル接続して、顧客のための新たな価値の創出に貢

献している。新たなサービスとデータをベースとするモデルは、当社の従来型ビジネスを補完し、場合に

よってはこれに取って代わることとなる。

農業経営にとってより持続可能性の高いモデルは、生物多様性の損失の増大に対抗し、気候変動の問題に取

り組むために極めて重要である。同時に、食糧需要は引き続き高まっていくだろう。これらの課題に効果的

に対処するため、持続可能性パラメーターは、研究開発および事業の意思決定において重要な留意事項とな

るだろう。当社は、食糧確保の強化にも目を向けており、2030年までに、低・中所得国の1億の小規模農家が

自分と他者のための十分な食糧を生産し、所得を向上できるよう手助けすることを目指している。この目標

を達成するため、当社はさらに製品とサービスのポートフォリオを拡大していく。これには、ニーズに合わ

せたデジタル・ソリューションへのアクセスの提供が含まれる。当社は、例えば研究所、非政府組織、企業

および社会的新規事業との協力や提携により、作物栽培学の専門知識、製品およびサービスに対する特に小

規模農家のアクセスの改善を目指している。「Better Life Farming」アライアンスはその良い例であり、す

でに研修コース、市場アクセスおよび技術のほか、資金調達の選択肢によって小規模農家を支援している。

当社はこれらの取組みを通して、地域の食糧生産の強化と地方の貧困の減少に重要な貢献を行うことができ

る。この目標の達成度は、製品、サービスおよび提携によって支援される低・中所得国の小規模農家の数に

基づいて評価される。加えて、当社は、環境・気候保護の強化に関する自社の目標を設定した。当社は、新

たな技術とビジネスモデルを活用して、顧客による野外での温室効果ガスの排出削減や、使用する農薬製品

の環境フットプリントの低減に貢献することを目指している。
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医療用医薬品部門

世界中で進む人口の高齢化は、慢性疾患の数の増加および複数疾患の発生の増加をもたらしている。また同

時に、デジタル技術は医療の提供方法を転換する可能性がある。例えば、遠隔医療、人工知能主導の診断お

よび治療支援、コンピューター処理能力と大量のデータセットの組合せによる個別試験と治療の実現等であ

る。

当社は、主に心臓、腫瘍、ウィメンズヘルス、血液および眼科の治療領域において、革新的医薬品を研究、

開発および販売することに重点を置くことで、医療の進歩に貢献することを目指している。当社の短期から

中期の成長は、主に中国等の重要な地域や、「イグザレルト®」等の重要な製品によって牽引されるだろう。

さらに、最近承認された製品である「Nubeqa
TM
」といった、後期段階にある数個の有望な研究開発パイプライ

ンの候補薬剤によってさらに活気づけられることが予測されている。長期的成功を守るため、当社は、イノ

ベーションの必要性が依然として高い分野の研究開発への投資を続けている。さらに当社は、共同研究およ

びインライセンス（例えば「Vitrakvi
TM
」）を通じて、例えば生物製剤および新技術における継続的な成長機

会を捕らえるために、外部のイノベーションへのアクセスを増やす取組みを拡大している。最近、幹細胞治

療分野のブルーロック・セラピューティクスを買収したことはその一例である。

当社は、患者および顧客により大きな価値を提供するため、また「研究開発」から「メディカルアフェアー

ズ」、「コマーシャル」および「製品供給」に至る医療用医薬品のバリューチェーン全体にわたる生産性を

向上するため、引き続き、データ、先端分析および人工知能を活用する能力を構築している。

発展途上国および新興国における当社製品へのアクセス（医薬品アクセス）を改善するため、当社は、多国

間および二国間の家族計画プログラムに対する避妊薬および物流支援といった側面に重点を置いた一連の長

期パートナーシップ協定を締結した。これらの対策は女性の健康を明らかに改善し、またジェンダーの平等

と女性の経済参加の促進を助けることによって、社会における女性の役割を強化するものである。当社は特

に、2030年までに、低・中所得国の1億人の女性に最新の避妊法へのアクセスを提供することを目指してい

る。これを達成するため、当社は、国際開発プロジェクトにおいて特に需要の高い長期間作用製品の範囲を

拡大する予定である。これらの製品は、現在の経口避妊薬および避妊薬注射と同様に、優遇価格で国連人口

基金（UNFPA）等のパートナーに提供される。当社はまた、自主的家族計画プログラムを支援するため、新た

な提携を結ぶ計画である。このような取組みの一環として、当社は、使用される製品に関係なく、パート

ナーを支援することを約束している。その達成度は、低・中所得国の女性のうち、バイエルの支援を受けた

介入によって、その最新の避妊法のニーズが満たされた者の数によって評価される。

以上に加えて、当社は、顧みられない熱帯病との闘いに引き続き取り組んでおり、この努力の一環として、

世界保健機関と密接に連携している。当社は、製品の寄付や経済援助のほか、有効成分のさらなる開発にも

関与している。シャーガス病の子供たちの治療に用いる当社の有効成分ニフルチモックスの小児製剤は、そ

の一例である。当社は2019年12月、米国において同剤の規制上の承認を申請した。
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コンシューマーヘルス部門

公的医療制度へのコスト圧力と消費者の健康意識の高まりによって、セルフケアの利点にますますスポット

ライトが当たり、コンシューマーヘルス市場はさらなる長期的成長に向かっている。同時に、デジタル化に

よって新たな事業機会が生じている。

当社は、日々の健康により一層責任をもち、生活の質を改善するために必要な製品、サービスおよび情報

を、消費者に提供している。当社の今後の戦略は、当社の中核的カテゴリー、地理および処方薬や有効成分

の一般用医薬品への転換を加速することとなる。当社はイノベーション能力および研究開発能力の強化と、

マーケティングおよび販売の実行促進も目指している。2019年初めから実施している新たな経営モデルは、

消費者・顧客中心主義をさらに強化し、機敏、効率的かつ一貫性ある実行を促進している。

当社は事業のすべての分野において当社の戦略を促進するため、デジタル技術およびデータを活用してい

る。当社は、サプライチェーンにおける中核的事業運営、研究開発、電子商取引および精密マーケティング

をデジタル化している。デジタルは当社が効率性を高め、消費者と顧客によりよいサービスを提供すること

に役立つ。当社は、製品の先にあるより広いデジタルヘルスケア・プラットフォームや生態系を見据えて、

新たなビジネスモデルから新たな成長の源泉を発見することも目指している。

当社は、2030年までに、十分なサービスを受けていない世界中のコミュニティの1億人の人々の日々の健康

へのアクセスを拡大するという野心を持っている。（注：当社の目標および達成度の測定方法については、

2020年に確認される。）世界人口の少なくとも半分は、現在、セルフケア医薬品を含む基本的な医療サービ

スへのアクセスを欠いている。より多くのこれらの製品は、的を絞った教育とともに、病気予防に役立ち、

また自己投与薬しか選択肢のないことが多い地域に医療ソリューションを提供することが可能である。当社

は、女性の健康と、妊婦および子どもによる微量栄養素へのアクセスの向上に重点を置くことから始めて、

当社の広く知られたブランドとセルフケア・イニシアチブへのアクセスを向上させていく。
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持続可能性

地球環境の限界に配慮すること、またそのような制限の範囲内で全人口が高度な生活の質を享受できるよう

にすることは、当社の野心的な持続可能性目標の中核である。ここで当社が重視するのは、包摂的成長を生

み出し、それと同時に、バリューチェーンにおける当社の環境フットプリントを減らすことである。した

がって当社は、上述した各部門の目標とともに、当社のプロセスおよびバリューチェーンにおける温室効果

ガス排出の削減に向けて前進したいと考えている。当社は、2030年までに自社の生産拠点のカーボンニュー

トラルを達成するという目標を設定しており、これに従って自社の拠点においてエネルギー効率性対策を実

施し、また再生可能供給源からの電力調達を増やしている。当社が生み出す残りの排出量については、一般

に認められた品質基準を満たす認定気候保護プロジェクトからの証明書を購入することによってオフセット

する予定である。また当社は、サプライヤーおよび顧客との協力を通じて、バリューチェーンの上流および

下流において温室効果ガスを削減することを目指している。当社の目標が、世界の気温上昇をセ氏1.5度（ま

たはセ氏2度を十分に下回る水準）に収めるというパリ協定の達成目標と一致するよう確保するため、当社

は、Science Based Targets イニシアチブに参加している。当社は、自社の拠点における温室効果ガス排出

量（注：環境上関連する拠点、すなわち車両からの排出を含む年間エネルギー消費量1.5テラジュール超の拠

点のスコープ1およびスコープ2（市場ベース）排出量）を測定し、また削減割合の観点から科学的根拠に基

づく目標（SBT）が達成されたかを判断することによって、目標達成度をレビューしている。

当社は持続可能性を当社全体の4つの戦略的方策の1つとして定義している。持続可能性は当社の企業戦略の

重要な部分であり、企業目的として財務指標と同じ地位を与えられている。そのため、当社はその持続可能

性目標を当社の事業と密接に結び付けており、また取締役会の報酬制度に組み入れる予定である。これは

2020年から短期変動現金報酬の定性的要素の一部となり、2021年以降は長期株式ベース現金報酬（アスパイ

ア・プログラム）の定量的要素となる。

当社は、当社が異なる視点をより適切に理解し、ともに当社の取組みの効果を増強することを可能とするた

めに、社会的組織との協力を強化することも目指している。当社のイノベーション、考え方および戦略につ

いて外部の視点を当社に提供することができる独立専門家で構成される、外部の持続可能性審議会を2020年

に設置することは、その一例である。加えて、当社は、新たなバイエル社会貢献（BASE）原則において、当

社の基本理念と活動基盤を組み合わせた。この原則は将来的に当社と社会のステークホルダーとの関係の指

針となり、また社内外のすべてのプロセスにおける方向付けを当社に与え、科学的な取組み、信頼性および

透明性によって評価される企業としての存在をサポートすることとなる。

バイエルグループの経営環境については、「第3　事業の状況、2　事業等のリスク」を併せて参照された

い。
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2 【事業等のリスク】

機会およびリスク状況

本項では、ドイツ会計基準第20号に基づいて、重要な報告可能リスクを報告する。これらのリスクには、高

度または中程度として分類されており、また既存のリスク低減策を考慮した上（正味リスク）で潜在的影響

という観点から少なくとも有意である、すべての財務および非財務リスクが含まれる。これらは、評価マト

リクスにおいて黒線で囲まれたリスク範囲に含まれる。さらに、仮に存在するとしても財政的観点から十分

または有意義な定量化が不可能な関連リスクについても報告する。当社は、機会管理の過程で特定した主要

な機会についても報告する。さらに当社は、個々のリスクの影響が予測期間中に著しく変化する確率を評価

している。当社の最新の評価では、そのようなことはないと判明している。ただし、訴訟手続は一般的に見

積リスクを含んでおり、これは多額となる場合がある。特にグリホサート案件における諸手続を背景とすれ

ば、調停手続および／または進行中の訴訟の結果は、この一連の訴訟に関連して設定済みの引当金の調整に

つながる可能性がある。かかる調整は、財政状態およびキャッシュ・フローについて公表されている予測に

重大な影響を及ぼす可能性がある。

 

 

社内の異なる事業部門において存在する類似のリスクは、場合によっては総計する。

当社の理解では、CSR指令実施法に要約されている項目に関するリスク（個別の報告を要する。）は、定性

的基準である「持続可能性原則の潜在的に不完全な遵守」に基づき、少なくとも「深刻な」潜在的影響を必

然的に有するものであり、またこれに加えて、それらの発生の可能性は「非常に高い」に分類しなければな

らない。当社は2019年、そのようなリスクを特定しなかった。
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本項では、個々のリスク区分、それらの分類方法および関連する事業部門について詳述する。リスクの記載

順は重要さの順位を意味しない。関連する場合には、事業部門固有の機会とリスクについても記載した。こ

こに記載したのは特定された重要なリスクが存在する事業部門である。その他の事業部門もこれより程度は

低いが影響を受ける可能性がある。管理機能によって報告される重要なリスクは「グループ」に分類される

が、これらもまた事業部門に影響を及ぼす可能性がある。

 

社会およびマクロ経済の動向（高度：グループ、中程度：クロップサイエンス部門）（注：リスクに関連す

る分類である。）

世界人口の増大とそれに伴う食糧需要の高まりは、当社のクロップサイエンス部門に機会を提供している。

消費者行動の変化は、場合によっては動物由来の食品に対する需要を高める方向に向かっている。したがっ

て、気候変動が提示する問題である一人当たり耕地面積の減少、および農薬耐性の上昇という観点から、農

業生産力を増大させる必要がある。そこで当社は、高品質の種子および農薬製品への需要は高まると見てい

る。さらに、生活の質および平均余命の向上は、高齢患者の医療ニーズに対する関心の高まりにつながって

いる。加齢性疾患治療のための革新的な医薬品に対する需要の高まりから生じる機会を生かすため、医療用

医薬品部門は、さまざまな対策の中でも、その研究開発活動を、関連治療領域に集中させている。

さらに、バイエルに対する一般大衆の認識の悪化はリスクとなる。例えば、一定の種類の農薬製品の適用や

遺伝子組み換え技術の使用といった最新の農法は、しばしば激しい国民的議論の対象となっており、当社の

評判に悪影響を与える可能性がある。例えば、ほとんどは科学的根拠のない否定的な社会的議論が増加する

リスクは、当社製品の使用を著しく制限し、さらに自発的または強制的な製品の撤退につながるような、当

社にとって不利な法律上、規制上の決定につながる可能性がある。当社は、科学的根拠があり、合理的かつ

責任ある議論と意思決定プロセスを促進するため、利益団体や規制当局との持続的な対話に取り組んでい

る。

また、バイエルにとって重要な販売市場における危機といった、マクロ経済的な性質をもつ悪い展開は、ク

ロップサイエンス部門の事業に悪影響を及ぼし、当社の利益を減少させる可能性がある。当社の市場は循環

的で、天候条件の変動や虫害を含み、当社の事業に悪影響を及ぼす可能性のある経済的な動向や要因によっ

て形作られている。当社は、グローバルな事業分散、柔軟なサプライチェーン、市場動向の包括的な監視・

評価、および最適なサプライチェーン戦略に基づいて販売計画における需要予測の水準まで生産量を調整す

る能力を通じて、これらの影響に対処している。
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市場動向（中程度：クロップサイエンス部門、コンシューマーヘルス部門）

クロップサイエンス部門では、種子および農薬業界における競争の激化に直面する可能性がある。新たな競

争相手の市場参入および積極的なマーケティング・価格戦略（ジェネリック製品に関するものだけでなく）

は、当社の収益性に悪影響を及ぼす可能性がある。加えて、農業関連部門におけるデジタル化の進行は、新

規参入者の増加につながり、市場に変化をもたらして、当社の農薬事業における価値創造に影響を与える可

能性がある。当社はこのような動向を考慮して、ビジネスモデルを再編し、科学的・商業的なパートナー

シップへ参加し、当社独自の研究開発能力を活用していく。耐性の予期せぬ発現は、当社製品の市場拡大や

収益性に影響を及ぼし得る、さらなるリスクである。当社は、そのような動向を定期的に監視することに

よって、必要に応じて耐性の伝播を阻止する業界全体の対策を開始することができる。加えて当社は、抗耐

性戦略に基づいて、製品ポートフォリオを積極的に更新している。

一方、農薬製品および特殊形質に対する耐性の発現は、イノベーションの継続的かつ自然の原動力として、

機会を提供するものでもある。

コンシューマーヘルス部門にも、デジタル化や新たなデジタル製品によって既存のビジネスモデルが急激な

変化を経験するリスクが存在する。デジタル化は、競争上の優位を獲得するための主要な要因である。当社

がこの動きを当社の既存のビジネスモデルに十分統合することができなければ、顧客や市場シェアを失う可

能性がある。当社は市場を非常に緊密に監視し、当社のビジネスモデルにおける動向に対処するための戦略

を立案し、対策を確立している。

 

規制変更（中程度：クロップサイエンス部門、医療用医薬品部門、グループ）

当社の事業活動は、変更の可能性がある広範な規制に従っている。例えば、さまざまな農薬製品の販売や使

用にはさらに制限が課せられる可能性があり、医療用医薬品の価格設定に対する規制が強化される可能性も

ある。環境に残留する農薬、医薬品化合物または微細プラスチック粒子に対する規制もより厳しいものとな

る可能性がある。加えて、規制の変更は、世界の他の地域からの農産物の輸入、したがって当該地域での当

社の事業に影響を及ぼす。規制の変更は、当社製品の特許保護に関する不確実性を生じさせる可能性もあ

り、これは経済的損失（ライセンス料の返還を含む可能性さえある。）につながる可能性がある。規制の変

更は、製品開発コストの増大および開発期間の長期化につながり、さらに製品ポートフォリオの調整が必要

となって、ひいては当社の評判に悪影響を及ぼすこともあり得る。

当社は、社内でかかるリスクに十分に対応するために、規制要件の変化を監視することによって、それらに

対処している。当社は、これらの要因に適応するため、社内の研究開発能力を配置し、買収を行い、提携を

結び、また科学に基づく意思決定の促進という目標をもって当局との対話に参加している。当社はまた、予

測される変化の観点から製品ポートフォリオを引き続き開発している。
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事業戦略（中程度：クロップサイエンス部門、医療用医薬品部門、グループ）

特に医療用医薬品部門において、当社は、戦略的に有利であると思われるときは、買収および／またはイン

ライセンスを通じて当社の有機的成長を補完することを目指している。無機的成長の達成を目指す戦略的方

策は、より大きな課題を生じるものである。それは、経済的に受諾可能な条件で適切な買収やインライセン

スの候補を特定することがより困難となっていることが一因である。

クロップサイエンス部門の課題の一つは、データ解析といったデジタルツールの利用を通じた農業生産性の

向上である。加えて、新たなデジタルビジネスモデルの出現が予測される。このような動向はリスクと不確

実性を伴う。

当社は、当社の組織とプロセスを、インライセンスの機会の特定やプロジェクト管理の実施といった分野の

既存の課題と合致させることによって、これらのリスクに対処している。クロップサイエンス部門におい

て、デジタル農業に関する当社の活動は、子会社であるザ・クライメート・コーポレーション（The Climate

Corporation）にまとめられている。当該活動は、必要に応じて、主要なIT企業との戦略的提携によって補完

されている。

 

研究開発（高度：医療用医薬品部門）

当社は、事業の全域にわたって、ブランドの持続的開発と、イノベーション能力の成果としての研究パイプ

ラインの拡大の両方において、機会を見出している。医療用医薬品部門では、デジタル化およびそれに関連

する、時間を節約し、開発効率を高める新たな研究開発法から機会がもたらされる。当社は、イノベーショ

ン能力を強化するため、社内および外部パートナーとのネットワークにも依拠している。これは新製品の開

発を促進するものである。医療用医薬品開発における技術的進歩は、同時に、当社がかかる進歩において役

割を果たすことができなければ、当社のリスクになる可能性がある。十分な数の研究対象の候補を特定する

必要があることは、課題の一つである。さらに当社は、現在開発中または将来開発予定の製品がすべて計画

通り承認や登録を取得したり、商品的成功を収めたりするとの保証はできない。また、例えば当社が技術や

生産能力の要件もしくは製品開発における時間的制約を満たす能力がなく、研究目的を達成できず、または

財務資源の最適配分ができない場合は、これらの目標が達成できない可能性がある。製品登録または発売の

間に遅延や費用超過が発生する場合がある。当社は、成功の確率を見積り、開発プロジェクトに優先順位を

つけることによって、総合的ポートフォリオ管理を通じてこのリスクに対処している。

クロップサイエンス部門では、2018年に取得した農業関連事業の買収と統合の一環として達成されたイノ

ベーション能力と予算を合体することによって、開発サイクルの長期化やコスト増または規制要件の厳格化

といった、農業における製品ソリューションの開発と導入に際して直面する困難に、より効果的に立ち向か

うことができると期待している。当社は、中期から長期の間に、統合された研究開発プラットフォームの能

力を、先駆的技術をより早く届けるために活用する計画である。
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製品供給（調達、生産、物流）（中程度：クロップサイエンス部門、医療用医薬品部門）

あらゆる予防策にもかかわらず、当社の各拠点における業務は、例えば火災、停電、工程変更（規制当局の

要請によるものを含む。）または工場設備の故障によって中断する可能性がある。さらに、当社の生産施設

の一部は、洪水や地震といった自然災害の影響を受ける可能性がある地域に置かれている。これらのリスク

は、生産の混乱や停止につながったり、人身傷害や当社の評判の低下につながったり、売上高および／また

は利益率を低下させたり、損傷したインフラの再建を要することとなる可能性がある。当社が製品需要を満

たすことができなければ、患者が代替的療法を受け、その後当社製品に戻らない可能性があるため、構造的

な売上の減少が発生する可能性がある。当社は、例えば安全在庫を備蓄したり、生産を多数の拠点に分散し

たりして、一定の製品に関するこのようなリスクに対処している。さらに、当社の全ての生産拠点におい

て、それぞれのコーポレート・ポリシーに基づく緊急事態対応システムが実施されている。

サプライヤーにおける混乱も、当社の製品供給能力に悪影響を及ぼす可能性がある。特に医療用医薬品部門

の一部の材料は、少数のサプライヤーからのみ提供されている。当社は、代替サプライヤーとの関係構築、

長期契約の締結、在庫の拡大または原材料の自社生産によって、これらのリスクに対抗している。戦略的材

料審査委員会はサプライヤー・リスクを定期的に検討し、評価する。

 

マーケティング、販売および流通（中程度：医療用医薬品部門）

新製品の発売は、当社のマーケティングおよび販売組織にとって特別な問題を提示する。それは、市場や

市場環境等の側面に関する仮定が予想通り実現しないことがあるためである。そのため、臨床試験に関する

ものを含む製品の発売コンセプトや、販売戦略の企画・実施が、スケジューリングの観点から非効率または

不十分であると判明する可能性がある。さらに、競争相手のマーケティング活動がこれに関する当社の取組

みを上回れば、当社製品の売上高にとってリスクとなり得る。当社は、あり得るシナリオの将来を見越した

分析や、計画的製品発売といった計画の適切な戦略開発によって、これらのリスクに対処している。

 

人的資源（中程度：グループ、医療用医薬品部門）

熟練した熱心な従業員は、当社の成功にとって不可欠である。緊急に必要とされる専門知識を有する従業員

を（地域レベルで）採用、雇用、維持すること － 雇用主間の競争という観点からも － および従業員を育

成することが困難であれば、当社の将来の発展に重大な悪影響を与える可能性がある。組織変更が適切また

は透明に行われない場合には、従業員のモチベーションを損ない、または従業員の離職を増加させる可能性

もある。当社は、将来における必要性の分析に基づいて、従業員の適切な採用・育成策を立案することに

よって、これらのリスクに対処している。加えて、当社の企業文化を多様性や従業員のニーズに合わせてい

くやり方は、雇用市場の可能性の十分な活用を可能にしている。さらに、慎重で透明性のある変更管理を行

うことは、人的資源管理の不可欠な要素であり、常に従業員に意欲を起こさせる当社の努力をサポートする

ものである。
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情報技術（高度：グループ）

当社の事業・生産工程および対内・対外通信は、グローバルな情報技術（IT）システムに依存している。こ

れは、システムの信頼性や社内外のデータの機密保持が、当社にとって根本的に重要であることを意味す

る。例えば（サイバー）攻撃によってデータの機密性、完全性または信頼性が侵害されるリスクが具現化す

れば、データや知識の改ざんおよび／または無制限な流出や風評被害につながる可能性がある。かかる攻撃

は、社内の人間により行われる可能性もある。当社の事業および／または生産工程が、（サイバー）攻撃に

よって一時的に混乱することもあり得る。これらのリスクに対抗して当社が講じる対策には、利用を計画す

る新技術の試験が含まれる。技術的安全に関する予防策を最新の状態に保ち、新たな脅威を積極的に特定、

研究するためのプロジェクトおよび対策も実施されている。加えて、コーポレート・サイバー防御センター

が実施する安全対策は、既存のITインフラを、不正アクセスに対して保護している。

 

財務および税務（中程度：グループ）

流動性リスク

流動性リスクは、バイエルグループが現在または将来の支払義務を履行できない可能性と定義される。流動

性リスクは、当日および中期の流動性計画の一部として、管理機能である「グループ財務」の財務部により

判断、管理されている。当社は、バイエルグループ全体で、満期時に予定されるすべての支払義務の充足を

確保するため、十分な流動性を維持している。さらに、予算計上されていない現金収入の不足または予期せ

ぬ支払いについては準備金が維持されており、その残高は定期的に見直され、調整されている。銀行の与信

枠も設けられており、これには特に、現在の満期2024年（1年間延長可能）の未使用のシンジケートリボルビ

ング信用枠45億ユーロが含まれている。

 

信用リスク

信用リスクは、取引の相手方が支払いその他の履行義務を果たせないために、バイエルグループの債権その

他の金融資産の価値が減損する可能性から生じる。債務不履行リスクの最大額は、既存の担保、特に当社の

グローバル信用保険プログラムによって軽減される。売上債権からの信用リスクを管理するため、請求する

会社は、顧客の信用度を定期的に分析する信用管理者を任命している。当社は通常、当社の顧客と権原の留

保について合意している。信用限度はすべての顧客について設定される。さらに、合計で10百万ユーロ以上

のエクスポージャーを有する債務者に関する信用限度はすべて、現地と中央の両方で評価される。金融取引

に伴う信用リスクは、管理機能である「グループ財務」の財務部内で集中管理される。リスクを最小限に抑

えるため、金融取引は、予め定められたエクスポージャーの限度に従って、なるべく投資適格の格付けを有

する銀行その他の相手とのみ行われる。
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市場価格の変動に伴う機会とリスク

為替レート、金利および商品価格の変動に伴う機会およびリスクは、管理機能である「グループ財務」の財

務部によって管理される。リスクはデリバティブ金融商品の利用によって回避または軽減される。通貨、金

利および商品価格リスクの種類および程度については、IFRS第7号に基づく感応度分析（リスク変数（金利曲

線等）の仮定上の変化に基づいて市場の変動が株主資本や利益に与える潜在的影響を判断する）を用いて決

定された。これらは当社のERMシステムに基づく対外報告基準を下回るが、当社はIFRS第7号の規定に基づい

て、本項において金利および商品価格リスクについて報告する。

バイエルグループの為替機会および為替リスクは、為替レートの変動や、これに関連して発生する、機能通

貨建てでない金融商品（債権および債務を含む。）の価値および予定される支払金受取・支払額の価値の変

動に伴って生じる。営業活動に伴う流動性ある通貨建ての債権および債務ならびに金融項目は、通常、通貨

金利スワップおよび先物為替予約を通じて完全にヘッジされている。将来予定される支払金の受取・支払か

らの予測エクスポージャーは、管理ガイドラインに従い、先物為替予約および通貨オプションによってヘッ

ジされる。

感応度は、ユーロが前年末比で全ての他通貨に対して10％値上がりまたは値下がりするとの仮定シナリオに

基づいて決定された。このシナリオでは、2019年12月31日現在の利益は、デリバティブおよびデリバティブ

以外の金融商品からのキャッシュ・フローの仮定上の増加または減少見積額によって、29百万ユーロ（2018

年12月31日：12百万ユーロ）増加または減少していただろう。また、ヘッジ会計として指定された予測為替

エクスポージャーをヘッジするために使用されたデリバティブによって、資本（その他の包括利益）は408百

万ユーロ（2018年12月31日：358百万ユーロ）増加または減少していただろう。予測エクスポージャーに対す

る為替の影響は考慮されていない。資本に影響を与える金額のうち112百万ユーロは中国人民元、51百万ユー

ロは米ドル、51百万ユーロはブラジルレアル、51百万ユーロはカナダドルに関するものである。

バイエルグループの金利機会および金利リスクは、固定利付金融商品の公正価値の変動および変動利付商品

の利払額の変動につながり得る資本市場金利の変動から生じる。バイエルグループの債務の目標構造を達成

するため、金利スワップが締結される。2019年末の変動利付債権・債務の正味ポジションに基づいて行われ

た感応度分析により、2019年1月1日現在のこれらの金利が1％分上昇すると仮定した場合（為替レートは変動

しないと仮定）、2019年12月31日に終了した年度における当社の支払利息は、62百万ユーロ（2018年12月31

日：69百万ユーロ）増加することになるとの結果が出た。

バイエルグループの商品価格に関する機会およびリスクは原材料価格の不安定さから生じるものであり、当

社が種子やエネルギーに対して支払う価格の増加につながる可能性がある。商品価格リスクは、主にヘッジ

会計として指定される先物等の商品価格デリバティブを用いて低減される。感応度分析では、商品価格が

10％変動した場合、資本に40百万ユーロの影響を与えた（2018年12月31日：30百万ユーロ）。

当社が現在および将来保有する他社の株式の変動性も、さらなる機会とリスクを生じる。
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年金債務に関連する財務リスク

バイエルグループは、現従業員および元従業員に対し、年金およびその他の退職後給付債務に関連する債務

を負っている。これに関連する金利、死亡率、給与の増加率等の測定パラメーターの変化は、当社の年金債

務の現在価値を押し上げる可能性がある。これにより年金制度費用が増加したり、包括利益計算書でその他

の包括利益において認識される数理計算上の損失により株主資本が減少したりする可能性がある。当社の年

金およびその他の退職後給付債務のかなりの部分は、確定利付債、株式、不動産およびその他の投資を含む

制度資産でカバーされている。これらの投資からの収益率が下がったり、さらにマイナスとなったりすれ

ば、制度資産の将来の公正価値に悪影響が及ぶ可能性がある。これらの効果により、株主資本および／また

は利益に悪影響が及んだり、かつ／または当社による追加支払が必要となったりする可能性がある。当社

は、制度資産の公正価値の市場関連の変動リスクについてはバランスの取れた戦略的投資を行うことで対処

し、また世界中の年金債務に関する投資リスクを常に監視している。

 

税務リスク

バイエルAGおよびその子会社は世界中で事業を行っており、したがって多数の異なる国内の租税法令に服し

ている。バイエルのグループ会社はさまざまな国の税務当局から定期的に監査を受ける。租税法令の変更、

法的判断、税務当局によるその解釈、およびこれらの国々における税務監査結果は、税金費用や納税額を増

加させ、結果として未収還付税金、税金負債および繰延税金資産・負債の水準に影響を及ぼす可能性があ

る。バイエルが大規模な買収、事業売却、事業再構築プログラムおよびその他の組織再編策を行った場合

も、影響が出る可能性がある。当社は、これに起因するリスクに対し、税制枠組みを継続的に特定、評価す

ることによって対抗している。バイエルグループは見積りに基づく税額に対して、また各国の税務当局に対

する負債（その金額や発生確率は不確かである。）に対して、引当金を設定する。これらの引当金がすべて

のリスクに対処するのに不十分であるとの可能性を排除することはできない。

 

外部パートナーのコンプライアンス（中程度：グループ）

バイエルグループ全体としての観点から見ると、サプライヤー等の当社のパートナーが、当社の企業価値や

倫理、コンプライアンスおよび持続可能性に関する要件に正当な配慮を払わないというリスクがある。

グローバルおよび地域の両レベルで、当社のサプライチェーンのための明確な持続可能性基準および規格が

実施されている。当社は、サプライチェーンにおける持続可能な慣行の改善という到達目標をもって、グ

ループ全体で4段階の管理プロセスを運営している。これは、認識の向上、サプライヤーの選定、サプライ

ヤーの評価およびサプライヤーの育成という要素で構成されている。買収した農業関連事業のサプライヤー

はこの4段階の管理プロセスに含まれているが、種子生産業者は例外として異なる人権評価プロセスの対象と

なっている。
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健康、安全および環境（中程度：グループ）

当社は、製品の安全性だけでなく、当社の従業員や環境の保護も非常に重要視している。不正行為または法

的要件もしくはバイエルグループの基準（遺伝資源に対する権利を保護するものを含む。）の不遵守は、人

身傷害、財産・評判・環境損害、生産減少、事業の中断および／または補償金の支払責任という結果を招く

可能性がある。これには、生産時の事故によって有害物質が放出されるリスクが含まれる。当社の原則、基

準および対策は、当社の要求事項が十分伝達され、最適な方法で実行されるよう確保している。

 

知的財産権（中程度：クロップサイエンス部門、医療用医薬品部門）

当社のポートフォリオは、その大部分が特許権によって保護された製品で構成されている。ジェネリック薬

品製造業者は、特に、特許に対してその期限切れ前に異議を申し立てる。当社は現在、当社製品に関する特

許保護の実施を求める訴訟の当事者となっている。一方、第三者がバイエルによる特許権またはその他の財

産権の侵害を主張して訴訟を提起した場合、特定の製品の開発や製造が遅れたり、さらには停止されること

になる可能性がある。また、第三者への損害賠償金もしくはロイヤリティの支払いが必要となる可能性もあ

る。当社の特許部は、関連事業部と連携して定期的に特許の状況を見直しており、また必要であれば法的措

置がとれるよう、特許権侵害の可能性を監視している。

 

法務／コンプライアンス（グループ）（注：「第6　経理の状況、1　財務書類、バイエルグループ連結財務

諸表に対する注記 30 法的リスク」を参照されたい。同注記に要約されている法的手続は、重要なリスクが

あると現在考えられているものであり、すべてを網羅するものではない。）

当社は、当社が現在当事者になっているかまたは将来発生する可能性のある法的な争いや訴訟手続きによ

り、リスクにさらされている。当社が潜在的にさらされている一般的なリスクには、製造物責任、競争およ

び独占禁止法、腐敗防止法、特許法、税法、個人情報保護ならびに環境保護の各分野が含まれる。法律また

は規制違反の可能性に対して調査が行われると、かなりの額の罰金を含む民事・刑事上の制裁および／また

はその他の財政的に不利な結果をもたらす可能性がある。和解に基づく支払が必要となる可能性もある。こ

れらのリスクは当社の評判を損ね、当社の商業的成功を損なったりする可能性がある。当社は、法律および

規制の遵守を確保するために、グローバルなコンプライアンス管理システムを確立している。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

 53/482



グリホサート案件

2020年2月6日現在、バイエルの子会社であるモンサントが製造したグリホサートをベースとする製品にさら

されたと主張する約48,600名の原告による訴訟が、米国でモンサントに送達されていた。グリホサートは、

「Roundup
TM
」ブランドの製品を含むモンサントの多数の除草剤に含まれる有効成分である。原告は、これら

の製品にさらされたことから非ホジキンリンパ腫（NHL）および多発性骨髄腫を含む人身被害を受けたと主張

し、補償的および懲罰的損害賠償を求めている。原告は特に、グリホサートをベースとした除草剤製品には

欠陥があること、およびモンサントは当該製品に関連すると主張されるリスクを知っていたかまたは知って

いるべきであったところ、使用者への適切な警告を怠ったと主張している。新たな訴訟の提起も予想されて

いる。原告の大半は、ミズーリ州およびカリフォルニア州の州裁判所において訴訟を提起している。米国連

邦裁判所で係属中の案件は、共通の事実審理前手続のため、カリフォルニア州北部地区におけるMDLとして併

合されている。

カリフォルニア州の州裁判所および連邦裁判所における事実審理に進んだ最初の3件は、原告に有利な陪審

評決となった。その後事実審裁判所に提出された事実審理後の異議申立てでは、損害賠償および懲罰的損害

賠償の減額のみが行われた。当社は全3件において上訴した。このうち1件ではブリーフィングが完了してお

り、2020年3月または4月に口頭弁論の日程が組まれる可能性が高い。他の2件の上訴ではまだブリーフィング

が続いている。当社は、当該評決は事実審理における証拠および法律に裏付けられたものではないと信じて

おり、したがって積極的に上訴を追求していく意向である。当初、2019年および2020年初期に開始が予定さ

れていた多数の事実審理が続いている。この継続は、裁判所命令による調停手続を誠意をもって継続するた

め、また訴訟全体を合理的解決に導くプロセスを含む合理的な条件で和解に達することができるかを探るた

めの余地を当事者に与えることを意図している。次回の事実審理は、ミズーリ州裁判所において2020年3月下

旬に開始される予定である。

2020年2月6日現在、集団訴訟の認定を求める「Roundup
TM
」関連のカナダの訴訟11件が、バイエルに送達さ

れていた。

バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、グリホサートの安全性と当社のグリホサートベース製

剤を積極的に防御していく意向である。

例えば当社が補償的および場合によっては懲罰的損害賠償の支払命令を受けたり、和解に基づく支払義務を

負ったりすることとなれば、係属中の訴訟および／または将来の潜在的案件から、相当額の経済的不利益を

被る可能性がある。このような資金需要の増大は、追加の対外債務の発行、増資もしくは資産の売却によっ

て（場合によっては不利な条件で）、またはこれらの組合せによって賄うことを余儀なくされる可能性があ

る。資金需要が増大した結果、当社が外部資金調達を受ける条件が悪化することがあり得る。これらのリス

クは当社の評判に悪影響を及ぼす可能性もある。
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製品の安全性およびスチュワードシップ（高度：クロップサイエンス部門、中程度：医療用医薬品部門）

承認または登録の前に広範な調査を行っても、例えば当社製品の予期せぬ副作用または有害作用の発生で、

製品が部分的または完全に市場からの撤退を余儀なくされる可能性がある。撤退は自主的に、または法的措

置もしくは規制措置によって行われる場合がある。特に農業関連事業では、顧客が当社の製品を正しく使用

しないという追加のリスクがある。さらに、農作物および／または食品中の望ましくない遺伝子組換え生物

の痕跡の存在が、広範な悪影響を及ぼす可能性がある。

当社は、賠償請求を引き起こし、当社の評判を損なう可能性もあるこれらのリスクに対し、医療用医薬品お

よび農薬製品の安全性および試験の分野における包括的対策（特に、種子に関する遺伝子製品の完全性およ

び品質のための包括的なスチュワードシップ・プログラムが含まれる。）を通じて対抗している。これらの

対策はグローバルに定義された原則に基づいており、分析・監視の対策、警告システムおよび研修プログラ

ムが含まれる。

 

品質要件および規制要件（中程度：クロップサイエンス部門、医療用医薬品部門、グループ）

事業を行っているほとんどすべての国々において、当社の事業活動は、広範な規制、基準、要件および調査

の対象となっており、これらは当社の各地域の委託製造業者にも適用される。医療分野において、これは、

例えば臨床研究および生産工程に関係する。買収も時には要件の対象となることがあり、その遵守は統合プ

ロセスの間も、またその後も確保されなければならない。規制要件に違反した場合は、多額の罰金、自由な

営業の制限および／またはその他不利な財政上の結果を含み、民事上または刑事上の罰則を科される結果と

なる可能性がある。これらはバイエルの評判を傷つけ、売上高および／または利益率の低下につながる可能

性もある。

当社は、拘束力ある原則、基準および管理機構の実施を通じて、これらのリスクに対抗している。品質要件

は、グローバルな品質管理システムにおいて規定、実施されている。

 

安全保障（中程度：グループ）

当社の従業員、財産または事業活動を標的とする潜在的な犯罪活動は、バイエルにとってのリスクである。

かかる活動には、知的財産の窃盗、破壊行為および妨害工作が含まれる。さらに、当社製品の偽造品または

不純物を混ぜたものが流通することもあり得る。また、感染症の世界的流行や長期にわたる停電が当社の情

報技術インフラや生産の停止を引き起こすといった危機の発生リスクも存在する。

当社は、現地の危機対策組織（対応計画その他の対策を策定する。）を通じて、これらのリスク― 財務的

影響に加えて、当社の評判に悪影響を及ぼす場合がある ―に対抗している。当社は早期警告システムを実施

し、継続的報告を確保し、また定期的な危機シミュレーション訓練を実行している。さらに、当社はグロー

バルな安全コミュニティを設置している。リスク管理機能の事業継続管理部は事業継続に関するリスクを評

価し、責任ある専門家からなる部署とともに適切な対策を定めている。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

 55/482



取締役会による機会とリスクの全体的評価

取締役会の意見では、現在の評価に基づき、上記のリスクはいずれも、当社の存続を危うくするものではな

い。また、組み合わさることによって当社の存続を危うくするような相互依存のリスクも特定されていな

い。グリホサート案件で係属中の訴訟に関連するリスク状況は、当社にとって不利な2件の陪審評決が出たこ

とで、2019年に増大した。これらは第一審裁判所によって一部のみ変更された。このほかには、現在のとこ

ろ、昨年と比べて当社のリスク状況に重大な変化はないと見ている。当社は、当社の起業家的活動から生じ

る機会を活用することができ、また上記のリスクから生じる難題にうまく対処できると引き続き確信してい

る。
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3 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績等の概要

本書中の財務情報は、国際財務報告基準（IFRS）第5号およびその他関連する基準に従い、非継続事業に特

に言及している箇所を除き、バイエルグループおよびその事業セグメントの継続事業のみの情報を対象として

いる。

 

バイエルグループ

 

バイエルグループ　(単位：百万ユーロ) 2018年 2019年 増減率(％)

売上高 36,742 43,545 ＋18.5

特別項目計上前EBITDA 8,969 11,503 ＋28.3

EBIT 3,454 4,189 ＋21.3

税引前利益 1,886 2,880 ＋52.7

当期純利益(継続事業および非継続事業) 1,711 4,110 ＋140.2

営業活動により獲得された正味現金
(継続事業および非継続事業)

7,917 8,207 ＋3.7%

 

グループの売上高は3.5％増（為替・ポートフォリオ調整後）

2019年、バイエルグループの売上高は、3.5％増（為替・ポートフォリオ調整後）の43,545百万ユーロ（報

告値：＋18.5％、ドイツの2,364百万ユーロを含む。）となった。

クロップサイエンス部門の売上高は1.4％増（為替・ポートフォリオ調整後）の19,832百万ユーロとなっ

た。報告ベースの売上高は、主にポートフォリオの影響36.3％（5,177百万ユーロ）により、39.0％増加し

た。医療用医薬品部門の売上高は5.6％増（為替・ポートフォリオ調整後）の17,962百万ユーロとなった。こ

の推移は主に、中国における継続的な成長と、「イグザレルト®」および「アイリーア®」の両製品が引き続き

非常に好調な業績を上げた結果である。コンシューマーヘルス部門の売上高は2.6％増（為替・ポートフォリ

オ調整後）の5,462百万ユーロであった。事業はラテンアメリカ地域、アジア・太平洋地域およびヨーロッ

パ・中東・アフリカ地域で拡大した。調整項目においては、売上高は2.7％増の289百万ユーロとなった。

 

売上高の増減率(％) 2018年 2019年

販売量 ＋4.5% ＋2.6%

販売価格 －1.0% ＋0.9%

為替の変動 －4.3% ＋1.5%

事業ポートフォリオ ＋13.7% ＋13.5%
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利　益

バイエルグループの特別項目計上前EBITDAは、28.3％増の11,503百万ユーロ（2018年：8,969百万ユーロ）

であった。為替のマイナス効果は利益を43百万ユーロ押し下げた。クロップサイエンス部門の特別項目計上前

EBITDAは、80.9％増の4,796百万ユーロ（2018年：2,651百万ユーロ）となった。この増加は主に、買収した農

業関連事業からの利益貢献と、その統合が進むにつれて実現したコスト・シナジーによるものであった。医療

用医薬品部門の特別項目計上前EBITDAは、6.7％増の5,975百万ユーロ（2018年：5,598百万ユーロ）となっ

た。この主な要因は、売上高の好調な推移と、売上原価が前年の高い数値に比べて減少したことである。コン

シューマーヘルス部門の特別項目計上前EBITDAは、前年と同レベル（0.5％減）の1,090百万ユーロ（2018年：

1,096百万ユーロ）となった。特に2018年末に開始した効率性プログラムおよび為替・ポートフォリオ調整後

の事業の拡大によるプラスの影響は、売却された皮膚科処方薬事業からの貢献がなかったことにより相殺され

た。調整項目の特別項目計上前EBITDAは4.8％改善して、－358百万ユーロとなった。

2019年のEBITDAは、9,554百万ユーロ（2018年：9,695百万ユーロ）となった。減価償却費、償却費および減

損損失は5,365百万ユーロ（2018年：6,241百万ユーロ）であった。このうち無形資産に関するものは2,887百

万ユーロ（2018年：4,441百万ユーロ）、有形固定資産に関するものは2,478百万ユーロ（2018年：1,800百万

ユーロ）であった。減損損失（減損損失の戻入れを除く。）は928百万ユーロ（2018年：3,349百万ユーロ）で

あった。これには主としてコンシューマーヘルス部門における無形資産の減損247百万ユーロ（2018年：2,673

百万ユーロ）が含まれている。当社は同部門において「Dr. Scholl’s
TM
」ブランドの売却に関連する減損損

失429百万ユーロおよび「Claritin
TM
」ブランドに関する減損損失の戻入れ211百万ユーロを計上した。有形固

定資産に関する減損損失は680百万ユーロ（2018年：676百万ユーロ）であった。クロップサイエンス部門にお

いて、当社は、米国ルイジアナ州ルーリングのジカンバ生産施設（除草剤事業）に関する減損損失522百万

ユーロを計上した。減損損失866百万ユーロ（2018年：3,282百万ユーロ）（減損損失の戻入れを除く。）およ

び加速償却1百万ユーロ（2018年：3百万ユーロ）が特別項目に含まれている。

EBITは、特別費用2,818百万ユーロ（2018年：2,559百万ユーロ）の計上後で、2019年に21.3％増加して

4,189百万ユーロ（2018年：3,454百万ユーロ）となった。特別費用は主として進行中の事業再編プログラム、

モンサントの買収・統合、クロップサイエンス部門のジカンバ生産施設およびコンシューマーヘルス部門にお

ける「Dr. Scholl’s
TM
」の売却に関連する上記の減損、ならびに訴訟費用に関するものであった。特別利益

は特にコンシューマーヘルス部門において計上されたが、これは特に、前述した米国外の皮膚科処方薬事業の

売却と、「Claritin
TM
」に関する減損損失の戻入れによるものであった。加えて、製造物責任保険契約からの

補償金の支払により、医療用医薬品部門において特別利益が生じた。特別項目計上前EBITは、16.5％増の

7,007百万ユーロ（2018年：6,013百万ユーロ）となった。
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1株当たり中核利益

2019年の1株当たり利益（合計）は2倍を超える4.17ユーロ（2018年：1.80ユーロ）であった。カレンタ・グ

ループの持分売却益約16億ユーロがプラスの影響を及ぼした。さらに、前年の利益は、コンシューマーヘルス

部門ののれんと無形資産、および医療用医薬品部門の有形固定資産において認識された減損損失により押し下

げられていた。継続事業からの1株当たり中核利益は、14.3％増の6.40ユーロ（2018年：5.60ユーロ）であっ

た。この推移は、買収した農業関連事業からの利益貢献（初めて通年で算入された。）および医療用医薬品部

門の好調な業績により牽引された。一方、買収に関連する資金調達コストの増加および2018年に実施した株式

発行による希薄化効果といった要因は、利益を押し下げた。

 

機能別原価

売上原価は、特に買収した農業関連事業の通年算入により、2019年に13.6％増加して17,467百万ユーロと

なった。売上高合計に占める売上原価の比率は、わずかに低下して40.1％（2018年：41.9％）となった。販売

費は12,274百万ユーロ（＋0.5％）となり、農業関連事業の買収により増加した。2018年には、コンシュー

マーヘルス部門のブランドにおいて認識した減損損失に関連する特別費用の増加がマイナスの影響をもたらし

た。販売費は売上高の28.2％（2018年：33.2％）を占めた。研究開発費は4.6％増の5,342百万ユーロとなっ

た。研究開発費が売上高に占める比率は12.3％（2018年：13.9％）であった。一般管理費は46.4％増の3,890

百万ユーロとなった。これは主に、買収した農業関連事業および事業再編対策に関連する一時的費用によるも

のであった。これによって売上高合計に対する一般管理費の比率は8.9％（2018年：7.2％）まで上昇した。そ

の他の営業費用とその他の営業収益の残高は383百万ユーロ（2018年：－2,065百万ユーロ）であった。この主

な要因は、前述したコンシューマーヘルス部門における米国外の皮膚科処方薬事業の売却と、医療用医薬品部

門における製造物責任保険契約に関連する補償金の支払による特別利益である。一方、「Dr. Scholl’s
TM
」

ブランドの売却に関連して譲渡された案分ののれんに帰属する減損損失208百万ユーロは、利益を押し下げ

た。

 

財務損益および税引前利益

財務損益－1,309百万ユーロ（2018年：－1,568百万ユーロ）計上後の税引前利益は、2,880百万ユーロ

（2018年：1,886百万ユーロ）であった。財務損益は、とりわけ、関連会社への投資収益190百万ユーロ（2018

年：87百万ユーロの損失）、正味支払利息1,281百万ユーロ（2018年：1,064百万ユーロ）、為替差益58百万

ユーロ（2018年：為替差損269百万ユーロ）、年金その他引当金の利息費用273百万ユーロ（2018年：177百万

ユーロ）、ならびにその他の正味金融費用3百万ユーロ（2018年：利益29百万ユーロ）で構成されていた。財

務損益には、主に米国マサチューセッツ州ケンブリッジのブルーロック・セラピューティクス社の株式の再測

定による正味特別利益268百万ユーロ（2018年：正味特別費用355百万ユーロ）が含まれている。同社は以前は

持分法を用いて会計処理されていたが、現在は完全に連結されている。
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法人所得税

税率の変更による特別費用67百万ユーロ（2018年：特別費用175百万ユーロ）計上後の法人所得税は、450百

万ユーロ（2018年：496百万ユーロ）であった。

 

非継続事業からの税引後利益

非継続事業からの税引後利益は、1,680百万ユーロ（2018年：321百万ユーロ）であった。これには、カレン

タ・グループの持分売却による約1,637百万ユーロの利益が含まれていた。非継続事業として認識されている

カレンタおよび動物用薬品事業の事業は、2019年に以下の通り推移した。

カレンタは、11月末の連結除外までの間に1,171百万ユーロの売上高を計上した。同社の2018年通年の売上

高は1,343百万ユーロであった。特別項目計上前EBITDAは226百万ユーロ（2018年：220百万ユーロ）であっ

た。

動物用薬品事業の売上高は、2.0％増（為替・ポートフォリオ調整後）の1,571百万ユーロ（2018年：1,501

百万ユーロ）であった。この推移は、主にヨーロッパにおける「Seresto
TM
」（293百万ユーロ、為替・ポート

フォリオ調整後6.1％増）の好調な業績といった要因によるものであった。「Advantage
TM
」製品群の売上高

は、価格引上げによって特に米国における販売量の減少を相殺することができなかったため、3.4％減（為

替・ポートフォリオ調整後）の418百万ユーロとなった。全体として、売上高は、ヨーロッパ・中東・アフリ

カ地域では3.1％増（為替・ポートフォリオ調整後）の420百万ユーロ、アジア・太平洋地域では3.5％増（為

替・ポートフォリオ調整後）の337百万ユーロ、ラテンアメリカ地域では8.8％増（為替・ポートフォリオ調整

後）の158百万ユーロとなった。一方、北米地域の売上高は1.1％減（為替・ポートフォリオ調整後）の656百

万ユーロであった。

動物用薬品事業の特別項目計上前EBITDAは、主に価格引上げによる売上高の増加により、5.6％増の378百万

ユーロ（2018年：358百万ユーロ）となった。

 

当期純利益

法人所得税、非継続事業からの税引後利益および非支配持分に帰属する利益を計上した後の2019年の当期純

利益は、4,091百万ユーロ（2018年：1,695百万ユーロ）であった。

 

事業セグメント別データ

次の表は、事業セグメント別の対外売上高および営業損益（EBIT）を表したものである。

 

事業セグメント 売上高 営業損益(EBIT)
営業活動により獲得
された正味現金

(単位：百万ユーロ) 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

クロップサイエンス部門 14,266 19,832 3,138 582 3,743 4,209

医療用医薬品部門 16,746 17,962 3,213 4,762 4,376 4,523

コンシューマーヘルス部門 5,450 5,462 (2,077) 713 727 841

調整 280 289 (820) (1,868) (1,313) (1,572)

グループ 36,742 43,545 3,454 4,189 7,533 8,001
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クロップサイエンス部門

クロップサイエンス部門は、2019年、19,832百万ユーロの売上高を計上した。売上高は、主にモンサントの

買収による36.3％のプラスのポートフォリオ効果（6,649百万ユーロ）により、売却した事業からの前年中の

案分による貢献額（1,471百万ユーロ）を差し引いた後で、報告ベースで39.0％増加した。為替のプラス効果

も売上高に1.3％の影響を与えた。売上高は為替およびポートフォリオ調整後ベースで1.4％増加した。この成

長率は、買収した事業の6月7日から12月31日までの数値しか考慮していない。その影響は、主として北米およ

びラテンアメリカ地域で明らかである。

クロップサイエンス部門の特別項目計上前EBITDAは、2019年に80.9％増の4,796百万ユーロとなった。この

増加は、新たに買収した事業からの利益貢献と、その統合が進むにつれて実現したコスト・シナジーが主な要

因である。一方、BASFに売却した事業からの利益貢献がなかったこと、売上原価の増加、北米とオーストラリ

アの異常気象、および為替のマイナス効果24百万ユーロは利益を押し下げた。

EBITは、正味特別費用1,423百万ユーロ（2018年：正味特別利益1,841百万ユーロ）の計上後で、81.5％減の

582百万ユーロとなったが、これには主にモンサントの買収・統合およびBASFへの事業売却に関連する合計688

百万ユーロが含まれており、そのうち483百万ユーロは棚卸資産のステップアップの戻入れ（案分）であっ

た。その他の特別費用は、除草剤事業のジカンバ生産施設に関する減損損失522百万ユーロと、グリホサート

訴訟に関連する訴訟費用であった。前年の特別利益は、主にBASFへの事業売却益で構成されていた。

 

医療用医薬品部門

医療用医薬品部門の売上高は、2019年、中国において力強い成長が続いたことと、再び堅調な売上高を生み

出した「イグザレルト®」および「アイリーア®」の業績に牽引されて、5.6％増（為替・ポートフォリオ調整

後）の17,962百万ユーロとなった。これに加えて、ラジオロジー事業の好調な推移もプラスの影響を及ぼし

た。

2019年、特別項目計上前EBITDAは6.7％増の5,975百万ユーロとなった。利益の成長は、販売量の増加と、売

上原価が前年の高い数値に比べて減少したことに牽引された。これに対し、製品発売および新規適応に関する

販売費用の増加および為替のマイナス効果約32百万ユーロにより、利益が押し下げられた。加えて、前年の利

益には、開発提携からの利益に関連する約190百万ユーロの一時的なプラス効果が含まれていた。

医療用医薬品部門のEBITは、48.2％と大幅に増加して、4,762百万ユーロとなった。特別費用が2018年の

1,362百万ユーロから2019年の137百万ユーロへ減少したことが、プラスの影響を及ぼした。2019年に計上され

た特別費用は主として事業再編費用157百万ユーロであったが、これは主に建設中の施設（その後売却され

た。）について計上した減損である。一方、製造物責任保険契約に基づく補償金は利益を押し上げた。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

 61/482



コンシューマーヘルス部門

コンシューマーヘルス部門の2019年の売上高は、2.6％増（為替・ポートフォリオ調整後）の5,462百万ユー

ロであった。北米地域では、同年度中に次第に業績が向上した。供給状況の改善により、事業は他のすべての

地域で成長した。

2019年の特別項目計上前EBITDAは、前年のレベルに匹敵する（0.5％減）1,090百万ユーロとなった。利益に

対するプラスの貢献は、主として2018年末に開始され、販売費の大幅な減少につながった効率性プログラム

と、為替・ポートフォリオ調整後ベースの事業の拡大によりもたらされた。為替のプラス効果16百万ユーロも

あった。一方、主として売却された皮膚科処方薬事業からの貢献がなかったことにより、利益は押し下げられ

た。非中核ブランドの売却による一時的利得の減少を一因とするその他の営業収益とその他の営業費用の収支

の悪化も、利益にマイナスの影響を及ぼした。

コンシューマーヘルス部門のEBITは、正味特別費用18百万ユーロ（2018年：2,776百万ユーロ）の計上後

で、713百万ユーロ（2018年：－2,077百万ユーロ）であった。特別費用は主に「Dr. Scholl’s
TM
」ブランド

の売却に関連する減損損失429百万ユーロ（このうち208百万ユーロはのれんに関するもの）および前述の効率

性プログラムによるものであった。一方、米国外の皮膚科処方薬事業の売却と、「Claritin
TM
」ブランドに関

する減損損失の戻入れ211百万ユーロにより、特別利益が生じた。前年の特別費用は、主としてのれんおよび

その他の無形資産において認識された減損損失であった。

 

バイエルグループの売上高

地域別の対外売上高は、以下の通りである。

 

地　域 純売上高（対外）

(単位：百万ユーロ) 2018年 2019年

ヨーロッパ・中東・アフリカ 12,392 13,185

北米 10,942 15,087

アジア・太平洋 7,796 8,610

ラテンアメリカ 5,612 6,663

グループ 36,742 43,545

 

非継続事業

2019年8月20日、バイエルと米国インディアナ州グリーンフィールドのエランコ・アニマルヘルス社は、バ

イエルがエランコに動物用薬品事業を売却する契約を締結した。購入価格は、現金4,791百万ユーロ（通常の

買収価額調整に従う。）と、エランコ株式2,053百万ユーロ(2019年8月6日現在の影響を受けない30日間の出

来高加重平均価格30.26ユーロに基づく。)からなる6,845百万ユーロである。株式の部分を構成する株式数は

7.5％のカラーの範囲内に固定されている。これは、株式数が28.15ユーロから32.71ユーロまでを範囲とする

株価の増減に応じて増減することを意味する。2019年12月31日現在のエランコ株価26.52ユーロによれば、対

応する公正価値を考慮した持分対価の価値は1,868百万ユーロであり、バイエルはエランコ株式73百万株を受

け取ることとなる。
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2019年11月29日、バイエルは、ケミカルパーク運営会社であるカレンタの株式の売却を完了した。バイエル

は2019年8月6日に、カレンタの株式を、マッコーリー・インフラストラクチャー・アンド・リアル・アセッ

ツが管理するルクセンブルクのインフラケム・ホールディングスに売却する契約を締結していた。カレンタ

は、レバクーゼン、ドルマーゲンおよびクレフェルト・ユルディンゲンのケミカルパークにおいて、インフ

ラサービス、エネルギー供給およびその他の基本的なサービスを管理、運営している。バイエルのカレンタ

持分の暫定売却価格は1,104百万ユーロである。また、バイエルは、不動産およびインフラ・ポートフォリオ

をカレンタに180百万ユーロで売却した。その他の売却対象資産純額には、主に年金引当金1,584百万ユーロ

が含まれる。暫定的な売却益は1,637百万ユーロである。

動物用薬品事業およびカレンタは、2019年第3四半期以降および過年度に関して、損益計算書において非継

続事業として表示されている。

 

(2) 生産、受注及び販売の状況

以下のテーマに関するバイエルグループのリスクについては、「第3　事業の状況、2　事業等のリスク」を

併せて参照されたい。

 

調　達

当社は、調達活動およびサプライヤーとの関係を通じて、社会と環境に影響を及ぼしている。したがって経

済原則だけでなく、倫理的、社会的および環境保護上の原則が、世界中の全従業員に義務付けられた調達方

針にしっかりと固定されている。2020年以降、買収した農業関連事業の調達機能は、完全に、全世界で有効

な「バイエル調達ポリシー」に従って運営される。

部門横断的な管理機能である調達部門は、ノウハウと調達関連支出をまとめることで生じるシナジーを活用

している。2019年、当社のサプライヤーは合計86,400社（2018年：85,599社）に上った。調達関連支出は176

億ユーロ（2018年：156億ユーロ）であった。

当社の主要な直接的な調達物品には、有効成分、原材料、中間体、最終製品および種子が含まれる。技術的

な物品およびサービス、マーケティング・サービスおよび研究開発は、当社の間接的な調達ポートフォリオ

の重要な構成要素である。

調達部門は確立された調達・サプライヤー管理プロセスに従って運営されている。戦略的に重要な物品およ

びサービスに関する長期契約および積極的なサプライヤー管理は、その重要な要素である。これらは供給の

混乱や著しい価格変動といった調達固有のリスクを最小限度に抑え、また当社の競争力を守り、円滑な生産

工程を確保することに役立つ。

 

生　産

バイエルは、世界中で生産施設を運営している。重要な生産拠点のリストは「第4　設備の状況、2　主要な

設備の状況」に掲載した。
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生産実績

当社は、数多くの市場向けに幅広い製品を製造しているため、製品別の生産実績の数量化は現実的ではな

い。当社は、事業で使用するすべての基本的な原材料およびその他の投入資材については複数の仕入先を

持っており、従前より、それらの物品を競争力のある価格で購入している。

 

受注および生産計画

当社は、原則として柔軟な生産予測と計画に基づいて市場需要に応じた生産を行っている。かなりのリード

タイムを必要とし、個別の注文に応じて生産する産業、例えば航空機その他の重工業とは異なり、当社は絶

えず注文を受け、これに応じている。

 

売上高および損益

当社の事業セグメント（部門）別対外売上高および営業損益ならびに地域別対外売上高については、「第

3　事業の状況、3　経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析、(1) 業績等の

概要」を参照されたい。

 

販売チャネル

当社は、市場の状況に応じて、卸売業者、専門小売業者または直接販売組織を通じて、ヘルスケア部門、農

業、工業および民間部門の顧客に製品を供給している。バイエルは、それぞれの需要に応じて、市場および

顧客固有の販売チャネルを確立している。

クロップサイエンス部門の製品ポートフォリオは、主として卸売業者および小売業者経由で、または農業生

産者に対して直接販売されている。加えて、当社は、害虫・雑草管理に関する製品およびサービスを、農業

関連業界以外の専門業者に販売している。

医療用医薬品部門の処方薬は、主に卸売業者、薬局および病院を通じて販売されている。

コンシューマーヘルス部門の製品は、一般的に薬局および薬局チェーン、スーパーマーケットおよびドラッ

グストア・チェーン、ならびにオンライン小売業者を通じて販売されている。

 

(3) 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

 

グループの財務管理

バイエルグループの財務は一元管理されている。資金はグローバルな財源から、原則として一括調達されてバ

イエルグループ内に配分されている。当社の財務管理の第一目的は、企業価値の持続的な増大を助け、グループ

の流動性と信用度を確保することである。これには資本構成の最適化や効果的なリスク管理が含まれている。当

社は、通貨、金利、商品価格および債務不履行のリスク管理を通じて利益の変動性を軽減している。
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モンサントの買収後、バイエルの契約格付機関は当社の格付けを修正し、現在は以下の通りバイエルを評価し

ている。

 

格付け 長期格付 短期格付 アウトルック

S&P グローバル・レーティング BBB A2 安定的

ムーディーズ Baa1 P2 ネガティブ

フィッチ・レーティングス BBB+ F2 ネガティブ

 

全3機関から得ている投資適格格付けは、当社の高い支払能力を反映しており、また資金調達目的での幅広い

投資家基盤へのアクセスを確保するものである。当社は、将来「A」区分の長期格付けを取り戻すことを公式目

標としている。

当社は原則として、バランスのとれた資金調達方法を利用しつつ、柔軟性を確保するための慎重な債務管理戦

略をとっている。これは基本的にはさまざまな通貨建ての債券、シンジケートローン信用枠、二者間貸付契約お

よびグローバル・コマーシャル・ペーパー・プログラムに基づくものである。

当社は、事業活動または金融取引から生じるリスクをヘッジするため、デリバティブ金融商品を用いている

が、原取引がない場合は契約を行っていない。当社は信用度の高い取引相手を選ぶことで債務不履行リスクを減

少させることを方針としている。当社は、バイエルグループの方針に沿って、すべての取引の実行を緊密に監視

している。

 

キャッシュ・フロー計算書

営業活動により獲得された正味現金

2019年、継続事業における営業活動により獲得された正味現金は、特に営業利益の増加により、6.2％増の

8,001百万ユーロとなった。運転資本として滞留することとなるキャッシュの減少幅が縮小したことは、マイナ

スの影響を及ぼした。IFRS第16号の初度適用は、営業キャッシュ・フローにプラスの影響を及ぼした。これは、

リース費用が営業利益において認識されなくなったためである。営業キャッシュ・フロー（合計）は、前年比

3.7％増の8,207百万ユーロとなった。

 

投資活動に使用した正味現金

2019年、投資活動に使用した正味現金は、671百万ユーロであった。このうち有形固定資産および無形資産に

対する資本支出は、前年比2.2％増の2,650百万ユーロ（2018年：2,593百万ユーロ）であった。買収に関する現

金流出額（取得した現金の控除後）は410百万ユーロ（2018年：45,361百万ユーロ）であり、その一部は米国マ

サチューセッツ州ケンブリッジのブルーロック・セラピューティクスの残りの株式の取得に関するものであっ

た。前年における買収に関する現金流出額は、主として農業関連事業の買収に関するものであった。2019年は、

事業売却により、2,546百万ユーロ（2018年：7,563百万ユーロ）の流入となった。これは主に当社のカレンタ持

分の売却と、前述したコンシューマーヘルス部門における事業売却に起因するものである。長期・短期金融資産

に関する正味現金流出額は、合計で575百万ユーロ（2018年：5,717百万ユーロの流入）であり、特に前年、コベ

ストロ株式の売却益を計上していたため、著しく減少した。
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財務活動に使用した正味現金

2019年の財務活動に伴う正味現金流出額は8,389百万ユーロであった。これには主として正味借入金返済額

4,296百万ユーロ（2018年：正味借入金17,819百万ユーロ）が含まれている。正味支払利息は1,478百万ユーロ

（2018年：919百万ユーロ）まで増加した。バイエルグループは、2,615百万ユーロ（2018年：2,407百万ユー

ロ）の配当を支払った。IFRS第16号の初度適用により、現金流出額は増加した。これは、リース料の返済要素お

よび支払利息が財務キャッシュ・フローに計上されたためである。

 

資金調達方針および財務方針

バイエルは、グローバル企業として、通常の業務過程において、金利リスクや為替リスク等、バイエルの純資

産、財政状態および経営成績に重大な影響を及ぼし得るさまざまな市場リスクにさらされている。当社ではリス

クヘッジとして店頭取引されている金融デリバティブ商品、特に先物為替予約、通貨オプション契約、金利ス

ワップ、クロスカレンシー金利スワップ並びに相場デリバティブ商品を商品先物として使用している。

バイエルグループの金利機会および金利リスクは、固定利付金融商品の公正価値の変動および変動利付商品の

利払額の変動につながり得る資本市場金利の変動から生じる。バイエルグループの債務の目標構造を達成するた

め、金利スワップが締結される。2019年12月31日現在、デリバティブを含む金融負債の残高は、39,094百万ユー

ロ（2018年12月31日現在：41,394百万ユーロ）であった。

バイエルグループの資産、負債、売上高および利益のうちかなりの部分はユーロ以外の通貨建てとなっている

ため、当社はこれらの通貨の対ユーロ為替レートの変動に伴う為替リスクを負っている。この変動の効果は当社

のキャッシュ・フローには影響を及ぼさないので、当社はこれらのリスクについてはヘッジを行っていない。

当社はまた、当社の機能通貨以外の通貨建ての債権、債務、現金および現金等価物について存在する取引リス

クにも直面している。為替リスクは、財務部門により、集中的かつ体系的に特定、分析、管理されている。当社

は、ファンダメンタル分析およびテクニカル分析に基づいて市況の見通しを立て、それに基づいて金融商品を構

成することを方針としている。当社取締役会は、この手法により生じるキャシュ・フロー・リスクを制限、監視

するための明確なガイドラインを規定している。計上されている外貨建エクスポージャーの財務項目と事業項目

（すなわち債権、債務）は、通常、完全にヘッジされている。12ヶ月以内の予定取引において発生が予想される

為替リスクは、グループ取締役会と中央の財務部門との間の合意を基にヘッジされる。当社はヘッジ契約の満期

日を、バイエルグループの予測キャッシュ・フローに従って設定している。契約上の為替リスクと予測可能な為

替リスクの大部分は、主に為替予約および通貨オプションによってヘッジされる。
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2019年の売上高および経営成績の原動力

当社の売上高と経営成績の最も重要な原動力は、「第3　事業の状況、3 経営者による財政状態、経営成績及

びキャッシュ・フローの状況の分析、(1) 業績等の概要」において明らかにされている。それに加えて、2019事

業年度中、当社の売上高と経営成績は、世界市場の一般経済情勢および為替レートの変動から影響を受けた。

 

世界経済

2019年における世界経済の成長速度は前年に比べて鈍化し、当社の規定されたすべての地域がこの傾向の影響

を受けた。経済成長は特に米国と中国における貿易摩擦および関税の引上げにより特に影響を受けた。またEUで

は、特に英国のEU離脱に関する不確実性により成長が抑制された。特にドイツでは経済成長率が大幅に下落し

た。上記の貿易摩擦に加えて、成長を抑制した要因には、新興市場、特に多数のラテンアメリカ諸国における政

治不安がある。一方、低いインフレ率と低金利に牽引され継続した堅調な消費は、全体的にプラスの影響を及ぼ

した。

 

通貨の動向

2019年、為替のプラス効果は、バイエルグループの売上高を548百万ユーロ（1.5％）増加させた。一方で、為

替のマイナス効果は、特別項目計上前EBITDAを43百万ユーロ減少させた。買収した農業関連事業からの為替効果

は、6月7日から12月31日の分まで算入されている。この効果は、下表に示す通貨に関するものである。

 

バイエルグループにおける為替の動向

 

  

年度中の対ユーロ
為替レート

(日々の終値の平均)  (単位：百万ユーロ)

     

  2018年  2019年  
売上高に対する
為替の効果  

特別項目計上前
EBITDAに対する
為替の効果  

うち、ヘッジ取引
に伴う為替の効果

オーストラリア・ドル  1.58  1.61  (12)  (13)  (1)

ブラジル・レアル  4.29  4.41  (37)  (28)  (16)

カナダ・ドル  1.53  1.49  34  (25)  (23)

中国元  7.80  7.74  26  (2)  (31)

日本円  130.38  122.01  145  28  (28)

メキシコ・ペソ  22.69  21.55  37  －  (16)

ロシア・ルーブル  73.87  72.44  14  (19)  (18)

トルコ・リラ  5.56  6.35  (51)  (41)  －

米ドル  1.18  1.12  440  44  (42)

その他の通貨地域      (48)  13  (16)

全通貨      548  (43)  (191)

情報源：ブルームバーグ

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

 67/482



4 【経営上の重要な契約等】

2019年12月31日現在の状況

支配権の変更を前提条件とする重要な契約として、バイエルAGとその米国子会社バイエル・コーポレーション

がアレンジした未使用の45億ユーロのシンジケートローン信用枠がある。この信用枠は2024年12月まで有効であ

り、2025年12月までの延長を選択することができる。参加銀行は、バイエルに支配権の変更があった場合に当該

信用枠を終了し、またこの信用枠に基づいてその時点までに認められた貸付金の返済を要求する権利がある。

モンサントの買収資金を調達するために2016年9月にバイエル US ファイナンス II 社およびバイエルAGに付

与された、当初金額569億米ドルのシンジケートローン信用枠（以下「モンサント信用枠」という。）に関する

契約にも、同様の条項が含まれている。同契約に基づき、モンサント信用枠は、2016年に、強制転換社債の正味

発行手取金42億米ドルによって527億米ドルまで減額され、また2017年には、転換社債の正味発行手取金12億米

ドルによって515億米ドルまで減額された。強制転換社債はバイエル・キャピタル・コーポレーションB.V.に

よって発行され、バイエルAGの保証を付されており、2019年11月に満期となった。保有者は、支配権の変更の場

合には、それ以外の場合より有利な条件で、満期日より前に本社債を株式に転換することができた。転換社債は

バイエルAGによって発行され、2020年を満期とし、バイエルAGは現金、コベストロAG株式またはこれらの組合せ

によって当該社債を柔軟に転換することができる。これらの社債の保有者は、支配権の変更があった場合、バイ

エルAGの信用格付けがかかる支配権変更の発効後120日以内に引き下げられた場合には、バイエルAGに未転換の

社債の償還を要求する権利がある。

モンサントの買収資金調達のため、2018年にモンサント信用枠が引き出された。これによる借入金の価額は、

2019年12月31日現在、38億米ドルであった。2018年および2019年におけるモンサント信用枠および借入金の減少

は、一部には、前述の増資の手取金、バイエルによるコベストロAG持分のさらなる削減、独占禁止法上の要件を

満たすための一連の事業売却、バイエル・キャピタル・コーポレーションB.V.が発行し、バイエルAGが保証した

額面金額50億ユーロの社債、およびバイエル US ファイナンス II 社が発行し、バイエルAGが保証したレギュ

レーションS／144Aの形式による150億米ドルの社債によって達成された。この2つの社債は、支配の変更につい

て、前述の転換社債とほぼ同じ条件を有する。ただし、150億米ドルの社債については、バイエルAGの信用格付

けが60日以内に低下した場合に限られている。

社債発行プログラムの下で2013年から2017年にかけてバイエルが発行した額面金額14億ユーロ（2019年12月31

日現在）の社債の条件にも、支配権の変更に関して、信用格付けの120日以内の低下に関する同様の条項が含ま

れている。2014年に発行されたレギュレーションS／144Aの形式による70億米ドルの社債の条件にも、このよう

な趣旨の条項が含まれている。本社債の2019年12月31日現在の残高は33億米ドルであった。
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5 【研究開発活動】

イノベーションは、当社のグループ戦略の基盤である。当社はイノベーションを、当社の顧客と社会にとって

の付加価値を生み出す新たなソリューション定義している。当社の事業は、的を絞ったプロセス、サービスおよ

びビジネスモデルのイノベーションにより補完される研究開発能力に基づく革新的な製品に重点を置いている。

当社は、発展途上国における生活環境の向上に向けたソーシャルイノベーションにも重点を置いている。

当社は、イノベーションによって、医療と農業におけるグローバルな課題の解決に貢献している。全社の従業

員の力強いイノベーション能力に加えて、当社の取組みは、研究開発の卓越性、オープンイノベーションの広範

なネットワーク、および特にデータサイエンスに関する知見に重きを置いた画期的新技術の利用によって推進さ

れている。

当社は、イノベーションコーチとアンバサダーからなる世界的なネットワークを活用して、従業員が部門横断

的かつ機能横断的に行う新たなアイデアの開発やプロジェクトの推進を支援している。オンラインプラット

フォームは、全従業員がイノベーショントレンドや進行中のプロジェクトに関与することを可能にしている。

 

研究開発の卓越性

バイエルの成功は、研究開発の卓越性を基礎とするものである。当社が追求する研究開発活動は、ヒトと植物

の健康を改善し、また農業において安定した収穫を確保することを目指す当社の各事業部門のイノベーション戦

略と結びついている。これらの取組みの一環として、当社は、データサイエンス手法の採用を進めている。

当社は、約16,000名の研究者を雇用する研究開発拠点からなるグローバルネットワークを維持している。

2019年、当社の研究開発投資は名目上4.6％増の5,342百万ユーロとなった。

 

オープンイノベーション

パートナーシップは補完的技術や専門知識へのアクセスを確保するものであり、当社のイノベーション戦略に

とって不可欠である。当社は、大学、政府機関、スタートアップ企業、サプライヤーおよび産業パートナーと

いったさまざまなパートナーと戦略的提携を締結している。
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ライフハブ・ネットワーク

当社のライフハブ（LifeHub）ネットワークは、医療と栄養の接点において、ソリューション開発の跳躍台と

しての役割を果たしている。顧客、スタートアップ企業および学生は、ライフハブにおいて、有望な新しいソ

リューションについてバイエルの従業員と共同で作業する。ライフハブは、新たなビジネスモデルの開発や最先

端技術の研究を目的とする提携の中で、アイデアを生み出す機会を提供している。例えば、当社のライフハブの

いくつかは、「CoLaborator
TM
」の枠組みの中で、科学者やスタートアップ企業に対し、実験施設その他の資源

を提供している。ライフハブは、当社がネットワークの構築、メンタリングおよびイベントを通して社会的グ

ループと協力することも可能にしている。当社は、ボストン、リヨン、ベルリン、シンガポール、大阪およびカ

リフォルニア州の3つの拠点といった、世界中のイノベーション・ホットスポットにおける既存の拠点を補完す

るため、2019年、英国レディングにライフハブ UKを開設した。このハブの目的は、人工知能（AI）を活用した

疾病診断およびデータに基づく創薬を加速、最適化することである。第一段階の活動は、ラジオロジーのための

AIを活用したソリューションの開発に重点を置いて行われている。

 

Leaps by Bayer（バイエルの跳躍）

当社は、Leaps by Bayerを通じて、医療・栄養分野の画期的イノベーションに投資している。

2019年、Leaps by Bayerは、がんを予防または治癒する可能性のある技術である、ヒト誘導多能性幹細胞

（iPSCs）に基づく新規ワクチンの開発推進を目指して、米国カリフォルニア州のスタートアップ企業、Khloris

バイオサイエンス社の持分を取得した。

当社はまた、他家細胞を用いたがん免疫療法の開発を目指して米国サンフランシスコのヴァーサント・ベン

チャーズ社と米国マディソンのフジフイルム・セルラー・ダイナミクス社が設立したセンチュリー・セラピュー

ティクス社の持分も取得した。同社は血液・固形悪性腫瘍を対象とする複数のプログラムを臨床試験まで進める

ことを目的としている。

2019年には、当社はさらに、Leaps by Bayerとヴァーサント・ベンチャーズの合弁事業として2016年に設立さ

れていた米国のブルーロック・セラピューティクス社を完全に買収することを発表した。この買収により、当社

は細胞療法において主導的な地位を築くことができる。ブルーロック・セラピューティクスは、神経学、心臓学

および免疫学の分野における細胞療法の開発に重点を置いている。

加えて、当社は、治療困難な型のがんを対象とする新規療法の開発に特化したがん免疫療法開発会社であるピ

クシス・オンコロジー社（米国マサチューセッツ州ボストン）およびドナー臓器の世界的不足の克服を目的とす

るイージェネシス社（米国マサチューセッツ州ケンブリッジ）の資金調達ラウンドに参加した。

当社は、米国を拠点とするデジタルヘルス会社であるインフォームド・データ・システムズ社の持分も取得し

た。契約に基づき、同社のデジタル治療プラットフォームは、慢性疾患を有する人々の健康改善に貢献するとい

う目的をもって、多様な治療分野における統合されたソリューションとサービスを提供するために使用される。
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特許がバイエルの知的財産権を保護している

世界中で知的財産権を確実に保護することは、バイエルのようなイノベーション企業にとって特に重要であ

る。ほとんどの場合、このような保護なしには、画期的製品の研究開発にかかる高額な費用を賄うことは不可能

であろう。そこで当社は、国際的な特許制度および当社独自の知的財産権の保護に世界的に取り組んでいる。当

社は主要市場において、法的枠組みに応じて自社の製品および技術に対する特許保護を取得するよう努めてい

る。当社が特許によって保護された製品の販売に成功した場合、その利益を持続可能な研究開発に再投資するこ

とが可能となる。

特許期間は通常、出願日から20年間である。新薬や新規農薬有効成分の開発には平均で11年から13年かかるた

め、特許保護の期間は製品の承認後7年から9年しか残されていない。新たな遺伝子組換え形質の開発についても

同様である。それでもなお研究開発に対して必要な多額の投資を行うことについて十分なインセンティブを与え

るため、EU加盟国、米国、日本およびその他いくつかの国々は、医療用医薬品や農薬の特許保護の有効期間が短

縮された場合にその埋合せを目的として特許期間を延長したり、補充的保護証明書を発行したりするが、遺伝子

組換え形質はこれに含まれない。

 

(1) クロップサイエンス部門

当社は、農業化学研究開発において集積された十分な経験を有し、生物製剤および種子・形質開発をリードし

ている。当社が2018年に買収した事業は、主要な種子ブランドおよび植物バイオテクノロジー形質の強固な基盤

をもたらした。2019年には、その研究開発活動の統合において大きく前進した。当社は、デジタルアプリケー

ションや最先端技術を用いて、農業の場所や農地の規模、農作業の内容にかかわらず、農業生産者が持続可能な

方法で生産性を上げることを可能にする、広範な個別のソリューションを開発、販売している。

当社の研究開発活動は、世界の50ヶ国以上で業務を行う約7,800名（2018年：8,500名）の科学者（常勤および

臨時雇用従業員を含む。）によって牽引されている。2019年6月に発表した通り、当社は今後10年にわたり新た

な雑草管理手法に約50億ユーロを投資する計画である。これには耐性機構の研究、新たな作用機序の発見・開

発、およびデジタル技術を活用したより正確な散布方法の推奨が含まれる。当社はさらに、イノベーションを促

進し、農業生産者に新たなソリューションを届けるため、外部パートナーと提携を結び、また確立されたネット

ワークを活用している。

 

研究開発能力

当社の研究開発は、多数の適応にわたる技術の開発に重点を置いている。多数の分野にわたる専門知識を集め

ることで、当社はより多くのイノベーションをより早く生み出すことができる。このような取組みの一環とし

て、当社は以下の技術と分野に重点を置いている。
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品種改良

当社は、農業生産者の生産性の最大化に貢献する精密育種、形質統合、温室・圃場ベースの生産物試験、なら

びにスケーラブルデータ分析および自動化能力の改善を推進することを目指している。品種改良の中心として、

農業生産者にそのニーズに合った推奨を提供するために、環境に関する知見の拡大を通して、圃場試験を前進さ

せることに重点を置いている。これは、当社のグローバルな遺伝資源からの知見と組み合わされて、当社が新し

くかつ改善された生産物ソリューションの開発を加速することを可能にしている。

 

バイオテクノロジー

バイオテクノロジーは、当社が害虫、雑草その他洪水等の環境上のストレスに対する植物耐性を的を絞った方

法で強化するソリューションを開発するのに貢献している。当社は、CRISPRのような新たな遺伝子編集ツールを

含むさまざまな分子的アプローチを活用して、害虫に抵抗したり、水をより効率的に利用する能力といった有益

な形質を作物に伝達して、その環境下での生存能力を引き上げる。バイオテクノロジーは、例えば表土を保護

し、二酸化炭素排出量を減らす最小耕起の促進によって、より生産性の高い農業を可能にし、また農業の持続可

能性を向上させるものである。

 

農　薬

当社は、除草、殺虫および殺菌作用を有する革新的、安全かつ持続可能な化学農薬化合物を発見、開発してい

る。当社の現在の製品ポートフォリオおよびニーズに合わせたソリューションの提供は、農業生産者によるより

良い収穫の達成に貢献している。

 

生物製剤

生物製剤における当社のアプローチは、微生物および微生物由来物質に重点を置いている。これらの生物製剤

は合成化学物質の使用低減を可能にすることが多く、残留レベルを低減し、また耐性問題に対する有効成分の保

護に貢献する。当社は、従来の化学プログラムに微生物製剤を導入することで、より健康的な根系を構築しつ

つ、害虫を駆除し、病原体を除去する、より総合的なシステムを構築している。

 

デジタルアプリケーション

農業の世界は、データサイエンス、特に農業生産者に極めて重要な利益をもたらし得るアルゴリズム、分析

学、深層学習および人工知能によって変革されつつある。ある作物の潜在収穫量は、多くの複雑な相互作用に依

存している。例えば、収穫量は遺伝的特徴、環境要因（天候および害虫／疾病による負荷）および農業慣行に左

右される。デジタルソリューションの到達目標は、収穫量を最適化し、環境への影響を最小化するために、どの

製品を使用するか、またその使用量、使用場所および使用時期に関する推奨を、農業生産者に与えることであ

る。
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研究開発パイプライン

当社の製品パイプラインには、持続可能な農業を推進し、生産性の向上に役立つ多数の新たな農薬製品、種子

品種、デジタル製品および改良品（ライフサイクル管理）がある。2019年中、当社は、7つの化学的もしくは生

物学的有効成分および植物形質（注：新規植物形質とは、問題の作物に関してバイエルではまだ利用または提供

されていなかった、固有の性質である。）について、検証的な技術的概念実証のための現地調査を開始した。

2020年には、4つの新たな化学的または生物学的有効成分および植物形質について、検証的な技術的概念実証の

ための現地調査の開始を目指している。

下記の表は、2022年までに発売される予定の後期開発段階の新製品を、主要作物別に示したものである。

（注：後期開発段階の製品については、現地調査によりその概念実証の有効性が証明されており、規制当局の承

認を得るための規制担当チームへの引継ぎが準備されている。）

 

製品イノベーションパイプライン(注1)

作物／デジタ

ル応用
 
発　売  製品グループ  適　応  製品／形質／交配種・変種の数

トウモロコシ  2021年  バイオテクノロジー形質  害虫管理  SmartStax PRO

 2022年  生物製剤  作物効率  BioRise 第三世代種子処理

 毎年  品種改良／天然形質  作物効率  
最大で150種の新たなトウモロコシ種子

交配種

ダイズ  2020年  バイオテクノロジー形質  雑草管理  Xtendflex ダイズ

 2021年  バイオテクノロジー形質  害虫管理  Intacta2Xtend ダイズ

 2022年  農薬  疾病管理  Fox Supra (Indiflin)(注2)

 毎年  品種改良／天然形質  作物効率  最大で150種の新たなダイズ種子交配種

ワタ  2021年  バイオテクノロジー形質  害虫管理  マキバカスミカメ／アザミウマワタ

 毎年  品種改良／天然形質  作物効率  最大で20種の新たなワタ種子変種

穀類  2020年  農薬  疾病管理  iblon (イソフルシプラム)

ナタネ／

キャノーラ
 2020年  バイオテクノロジー形質  雑草管理  

TruFlex Roundup Ready

Liberty Link キャノーラ

野菜

 毎年  品種改良／天然形質  
作物効率

疾病管理
 

トウガラシ、トマトおよびメロン種子

を中心に、最大で150種の新たな種子変

種を発売する。

デジタル応用  2020年  デジタル／気候  作物効率  種子アドバイザー

 2021年  デジタル／気候  作物効率  

アルゼンチン、ブラジルおよびEUにお

ける先進的なトウモロコシ種子処方

サービス

 2022年  デジタル／気候  
作物効率

疾病管理
 

種子アドバイザーと、成果ベース価格

に基づく新たなビジネスモデルとの組

合せ

2019年12月現在

(注1) 規制当局の承認を条件とする特定の新製品の発売計画

(注2) 住友との共同開発
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新製品および登録（2019年）

4月、当社は韓国で広域殺虫剤「Vayego
TM
」を発売した。同剤は特定のイモムシ、甲虫および吸汁害虫の長期

的防除を提供するものであり、2020年および2021年には新たに17市場での発売を予定している。

6月、当社は英国ケンブリッジのアルファバイオ・コントロール社と、同社が開発した革新的な生物学的害虫

駆除剤「Flipper
TM
」の販売契約を締結した。この契約の条件に基づき、アルファバイオは、農業・非農業用途

での「Flipper
TM
」の世界的な独占販売権（フランスを除く。）をバイエルに付与している。

7月、当社はブラジルでダイズ殺菌剤「Fox Xpro
TM
」を発売した。同剤はアジアダイズさび病といった関連す

るすべてのダイズ病害を完全に防除する。その最適化された製剤は、AGROWアワード2019の「最高製剤イノベー

ション」を受賞した。

7月にはさらに、アルゼンチンで「Climate FieldView
TM
」を発売した。すでに広範に採用されているこのデジ

タル農業プラットフォームは、農業生産者による持続可能な農業の実行を助け、肥料や農薬といった作物への投

与物の散布を減らしつつ、生産力を最適化することを可能にする。

9月、当社は「DEKALB」ブランドのナタネにおいて、「Roundup Ready
TM
」および「LibertyLink

TM
」技術ととも

に、「TruFlex」ナタネを発売した。これは、さまざまな生育条件に合わせて設計され、除草剤グリホサートお

よびグルホシネートへの耐性を有する交配種を提供する、改善されたシステムの一部を形成する。これにより、

生産者の柔軟性に対するアプリケーション・ウィンドウを広げ、雑草管理と作物安全性の向上が可能となる。

9月にはさらに、アフリカ大陸において、「Root2Success
TM
」コンセプトの最高の実施例を示した。この総合

的アプローチは、輪作、整地、間作物・被覆作物、ならびに革新的な農薬製品「Emesto
TM
」、「Velum

TM
」および

「Serenade
TM
」の使用を含む持続可能な生産システムを支援するものである。ケニヤの小農地所有者向けプロ

ジェクトにおける4年間の経験は、このコンセプトの成功を明確に示している。
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特許

当社は、化学農薬および種子／バイオテクノロジーの双方におけるイノベーションについて、常に特許保護申

請を行っている。しかしながら、製品は世界の異なる地域で別個に特許を受ける多様な技術を組み合わせたもの

となることが多く、またかかる特許は製品ライフサイクルの後半になって初めて認められることが多いため、特

許と製品の関連性は相対的に複雑なものとなる。

グリホサート、トリフロキシストロビン、プロチオコナゾール（注：プロチオコナゾールの最後の補充的保護

証明書は、2020年に一部のCIS諸国において期限切れとなる。）またはイミダクロプリドといった当社の農薬有

効成分の一部についてはすでに特許が切れているが、当社はこれらの有効成分の処方、混合物および／または製

造プロセスに関する特許のポートフォリオを有している。さらに、フルオピラムやビキサフェンといった当社の

比較的新しい有効成分の一部は、少なくとも2023年まで、米国、ドイツ、フランス、英国、ブラジル、カナダお

よびその他の国々でまだ特許保護の対象となっている。実際に、フルオピラムは米国では2024年まで、ブラジル

では2025年まで特許保護されている（注：特許保護については、期間の延長または補充的保護証明書を考慮して

いない。）。第一世代ダイズ形質「Roundup Ready
TM
」に関する当社の特許保護は期限切れとなっているが、例

えば米国ではまだいくつかの品種は品種特許によって保護されている。当社の第二世代ダイズ形質「Roundup

Ready 2 Yield
TM
」の特許保護は、少なくとも2020年代半ばまで有効である。当社の次世代ダイズ「Intacta RR2

PRO
TM
」も、少なくとも2020年代半ばまで特許の対象となっている。ジカンバ耐性をもたらす当社の次世代除草

剤形質の特許は、少なくとも2020年代半ばまで有効である。トウモロコシ種子および形質においては、当社の第

一世代形質「YieldGard
TM
」の特許保護が期限切れとなった。しかしながら、ほとんどの農業生産者はすでに、

少なくとも2020年代半ばまで特許の対象となる次世代ブランドのトウモロコシ形質への更新を終えている。

 

提携

当社は農業関連業界の多様なセグメントのパートナーからなるグローバルネットワークの一部であり、多数の

官民連携機関、NGO、大学およびその他の機関と協働している。2019年、当社は、以下に詳述する通り、新たな

研究パートナーシップを締結した。

2月、当社は、テルアビブのネタフィム（Netafim Ltd.）およびイスラエルのネゲヴ・ベン＝グリオン大学発

の技術会社BGNテクノロジーズ（BGN Technologies）と3年間の研究提携を行うと発表した。このプロジェクトの

目的は、土壌研究とデジタル予測ツール、点滴灌漑技術（これはネタフィムとの既存の提携の焦点でもある。）

を統合して、乾燥地帯の通常条件下における殺線虫剤「Velum
TM
Prime」の供給システムとしての点滴灌漑の最

適な使用法を開発することである。

2月にはさらに、バイエルとドイツのKWSザート（KWS SAAT SE）は、共同開発した栽培システム「Conviso
TM

Smart」の長期ライセンスを、デンマーク、ホレビーのMariboHilleshögに付与した。この契約により、もう一つ

の世界的な甜菜育種のトップ企業が、世界中の農業生産者に対し、従来の品種改良で生まれた、一定の除草剤に

対する耐性を持つ甜菜品種を基礎とする、革新的な「Conviso
TM
Smart」技術を提供することが可能となる。こ

のシステムは、広範囲の雑草防除に加え、除草剤の使用量を現行基準に比べて大幅に減らすことができる。
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6月には、当社は、コネチカット州ニューヘイブンを拠点とする米国の生物医薬品会社、アルビナス

（Arvinas,Inc.）との幅広い提携を発表した。この提携の目的は、アルビナス社の新技術「PROTAC
TM
」（タンパ

ク質のアミノ酸への分解によって標的タンパク質を選択的に除去するために、細胞の天然タンパク質処理システ

ムを利用する技術）を活用することである。10月、バイエルとアルビナスは、農業・農薬分野における同技術の

可能性を探る最初の会社として、オアース・バイオ社の設立を発表した。一方、医療用医薬品部門では、新薬の

開発に「PROTAC
TM
」技術が使用される予定である。

7月、バイエル・クロップサイエンス社とザ・トレンドラインズ・グループ社が設立したバイエル・トレンド

ラインズ・アグ・イノベーション基金は、エコファージ社を設立した。この新会社は、細菌を攻撃するウイルス

であるバクテリオファージを用いて、環境に配慮した農作物疾病管理製品を発見、開発することに重点を置いて

いる。
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現在進行中の重要な提携の概要を次の表に示した。

 

クロップサイエンス部門：重要な提携

パートナー名  提携の目的

BASF プラント・サイエンス LP

 
 
収量安定性の高い遺伝子組換えトウモロコシおよびダ

イズの開発を目的とする共同出資提携契約

ブラジル農牧研究公社（エンブラパ）

 
 
ブラジルにおける特定の農業関連課題（例えば、アジ

アダイズさび病）を対象とする研究開発協力

2Blades財団

 

 

 

豆類からのアジアダイズさび病抵抗性遺伝子およびト

ウモロコシの真菌病抵抗性遺伝子の特定を目的とする

共同研究プログラム

柑橘類研究開発財団

 
 
現在世界の柑橘類生産・果汁業界を脅かしているカン

キツグリーニング病に対するソリューションの研究

エレメンタル・エンザイムスAGおよびターフLLC

 
 
植物の健全性を改善して作物生産性を上げるための、

土壌微生物の利用

エナージン .R テクノロジーズ 2009 リミテッド

（NRGene）

 

 

分子育種アプローチを促進するためのシーケンスベー

スパンゲノムおよびハプロタイプデータベースの開発

を目的とする提携

エボジェン・リミテッド

 
 
トウモロコシの真菌病抵抗性遺伝子の特定を目的とす

る研究プログラム

ユーリヒ総合研究機構

 
 
植物における生物製剤の表現型解析を中心とする共同

研究

グレインズ・リサーチ・アンド・ディベロップメ

ント・コーポレーション(GRDC)
 
革新的な雑草管理ソリューション（除草剤）の発見と

開発を目的とするパートナーシップ

ヒットジェン・リミテッド  
農業で使用する新有効成分の発見を目指す、DNA コー

ド化ライブラリーに基づく研究プログラム

分子生物学・バイオテクノロジー研究所、ヘラス

研究・技術財団(IMBB-FORTH)
 
昆虫中腸生理学の主要な側面の解明と、害虫管理策開

発における新規標的の発見を目的とする提携

イノベーティブ・ベクター・コントロール・コン

ソーシアム(IVCC)
 
マラリアやデング熱といった疾病を伝染する蚊の駆除

を目的とする新規成分の共同開発

KWS ザート SE  除草剤耐性サトウキビの共同研究および商業契約

ノボザイムズ A/S (BioAg Alliance)

 
 
作物農業向けの新規の持続可能な微生物ソリューショ

ンの共同開発

ペアワイズ・プランツ

 

 

 

トウモロコシ、ダイズ、ワタ、ナタネ／キャノーラお

よびコムギにおけるゲノム編集ツールおよび製品の開

発を目的とする研究提携

セカンド・ゲノム・インク

 

次世代害虫防除形質の開発のために新規タンパク質の

供給源と多様性を拡大することを目的として、パート

ナーのマイクロバイオーム／メタゲノミクス プラッ

トフォームを活用する提携

ターゲノミクス GmbH

 
 
植物の代謝プロセスに関するより適切な理解の達成を

目的とするシステム生物学的手法の開発、応用
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(2) 医療用医薬品部門

医療用医薬品部門は、循環器疾患、腫瘍、婦人科、血液および眼科の各領域における医療ニーズが高い適応症

に注力している。7,500名を超える科学者が、主にドイツ、米国、日本、中国、フィンランドおよびノルウェー

にある世界中の多数の拠点で研究開発を行っている。

当社の研究パイプラインの有望な新規化合物が、臨床前開発に移行している。当社は新規化合物（NME）を、

ヒトでの使用がまだ承認されていない化学物質または生物学的物質と定義している。これらの物質は臨床前開発

において、臨床試験および関連する「ヒト初回投与」試験への適合性についてさらにさまざまなモデルで研究さ

れる。

2018年に再編成された当社の研究開発イノベーション・モデルは、主として以下の重要項目に基づいて構築さ

れている。すなわち、新たなモダリティ、技術および外部のイノベーションを取り入れて当社の活動を拡大する

こと、医療ニーズの高い分野において疾病メカニズムのより深い理解を得ること、および当社の研究開発モデル

と資源に関する柔軟性を高めることである。当社の新たな研究開発イノベーション・モデルの包括的な実施は現

在進行中である。当社は2019年に、特に外部のイノベーションへのアクセスならびに新たなモダリティおよび技

術に関して、最初の重要なマイルストーンを達成した。その事例としては、「PROTAC
TM
」分野におけるアルビナ

スとの共同研究、生体分子業縮体分野におけるデューポイント・セラピューティクスとの共同研究、および細胞

療法分野で活動するブルーロック・セラピューティクスの買収がある。

2019年、当社は、自社の研究開発パイプラインのいくつかの候補薬剤について、臨床試験を実施した。また、

すでに販売されている製品については、その用途をさらに改善し、かつ／または適応範囲を拡大するために、追

加の開発活動を通じてその強化に取り組んだ。

臨床試験は、疾病の診断や治療に使用可能となる前に新薬の有効性と安全性を判断するために必要不可欠な

ツールである。新薬の効能とリスクは、常に科学的に立証され、文書で十分に裏付けられなければならない。バ

イエルにおけるすべての臨床研究は、厳格な国際的ガイドラインおよび品質基準に加え、個別の適用ある国内法

および基準を満たしている。

バイエルは、適用ある国内法に基づいて、またヨーロッパのEFPIAや米国のPhRMAといった医薬品業界団体の原

則（ポジションペーパーにおいて定義される。）に従って、臨床試験に関する情報を公表している。

当社独自の臨床試験に関する情報は、公的にアクセス可能な登録一覧表（www.ClinicalTrials.gov）および当

社独自のデータベースである「Trial Finder」にて閲覧することができる。当社のグローバル統一基準、研究の

監視および倫理委員会の役割の詳細については、インターネット上で閲覧可能である。
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第Ⅱ相臨床試験プロジェクトの進展

次の表は、現在第Ⅱ相臨床試験プロジェクトにおける最も重要な候補薬剤を示したものである。

 

研究開発プロジェクト(第Ⅱ相)(注1)   

プロジェクト  適応症

高用量アフリベルセプト(VEGF阻害薬)  加齢性黄斑変性症(AMD)

Fulacimstat (BAY 1142524、キマーゼ阻害薬)  慢性腎疾患

Osocimab (BAY 1213790、抗FXIa 抗体)  血栓症予防

BAY 1817080／BAY 1902607 (P2X3 拮抗薬)  慢性咳

BAY 2306001 (IONIS-FXIRx) (注2)  血栓症予防

BAY 2433334 (FXIa 阻害薬)  脳卒中予防

Pecavaptan (BAY 1753011、バソプレシン受容体拮

抗薬)

 鬱血性心不全

レボノルゲストレル(プロゲスチン)＋インドメタ

シン(NSAID) 併用IUS

 避妊

レゴラフェニブ＋ニボルマブ併用 (注3)  切除不可能な遠隔転移を有する大腸がん

Rogaratinib (汎FGFR 阻害薬)  尿路上皮癌

ベルイシグアト(sGC 刺激薬)  駆出率が保たれた慢性心不全（HFpEF）

Vilaprisan (S-PRM)  子宮内膜症

(注1) 2020年1月31日現在

(注2) イオニス・ファーマシューティカル社が出資

(注3) 米国のブリストル・マイヤーズ スクイブ社および日本の小野薬品工業との提携

薬剤の発見および開発の性質上、すべての化合物がプロジェクトの目標を達成できるとの期待はできない。科学上お

よび／または商業上の理由で上記のプロジェクトの一部または全部が廃止され、または商品化されない結果となる

可能性がある。また、これらの化合物に対し、米国食品医薬品局（FDA）や欧州医薬品庁（EMA）またはその他の

規制当局の必要な承認が下りない可能性もある。さらに当社は、最も有望な医薬品プロジェクトを優先するため、研

究開発パイプラインの定期的な見直しを行っている。

 

以下は、2019年に発生した変化のうち、前年と比較して最も重要なものである。

7月、当社は、ブリストル・マイヤーズ スクイブ社（米国ニューヨーク市）および小野薬品工業株式会社（大

阪）との間に、転移性大腸がん（mCRC）で最も頻度が高いマイクロサテライト安定性の転移性大腸がん（MSS

mCRC）患者を対象に、当社のマルチキナーゼ阻害剤である「スチバーガ®」（レゴラフェニブ）とブリストル・

マイヤーズ スクイブ／小野薬品の抗 PD-1 免疫チェックポイント阻害剤である「オプジーボ®」（ニボルマブ）

との併用療法を評価する臨床提携契約を締結したことを発表した。

9月、当社の抗TFPI抗体 BAY 1093884 については、血友病AまたはB（インヒビター有りまたは無し）患者にお

けるその安全性と忍容性を調査する第Ⅱ相臨床試験が予定より早く中止されたことを受けて、安全上の理由か

ら、血友病治療に向けた開発プログラムを中止することを決定した。
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11月、当社のTASK チャネル遮断薬 BAY 2253651 については、閉塞性睡眠時無呼吸患者の治療に向けた第Ⅱ相

臨床試験が十分な有効性を示さなかったことを受けて、その開発を中止することを決定した。

2020年1月、当社のアルファ2c AR 拮抗薬 Fadaltran については、第Ⅱa相臨床試験における有効性評価項目

を満たさなかったことから、開発の中止を決定した。

 

第Ⅲ相臨床試験プロジェクトの進展

次の表は、現在の第Ⅲ相臨床試験プロジェクトにおける最も重要な候補薬剤を示したものである。

 

研究開発プロジェクト(第Ⅲ相)(注1)   

プロジェクト名  適応症

アフリベルセプト (VEGF 阻害薬)  未熟児網膜症

コパンリシブ (PI3K 阻害薬)  様々な病態の非ホジキンリンパ腫(NHL)

レゴラフェニブ (マルチキナーゼ阻害薬)  新たに診断されたおよび再発性の膠芽細胞腫

ダロルタミド (ODM-201、AR 拮抗薬)  ホルモン感受性転移性前立腺癌

フィネレノン (MR 拮抗薬)  2型糖尿病患者の慢性腎臓病

Molidustat (HIF-PH 阻害薬)  腎性貧血

リバーロキサバン (Fxa 阻害薬)  末梢動脈疾患(PAD)

ベルイシグアト(sGC刺激剤)(注2)  駆出率の低下を伴う慢性心不全(HFrEF)

Vilaprisan(S-PRM)  症候性子宮筋腫

(注1) 2020年1月31日現在

(注2) 米国メルク社が出資

薬剤の発見および開発の性質上、すべての化合物がプロジェクトの目標を達成できるとの期待はできない。

科学上および／または商業上の理由で上記のプロジェクトの一部または全部が廃止され、または商品化され

ない結果となる可能性がある。また、これらの化合物に対し、米国食品医薬品局（FDA）や欧州医薬品庁

（EMA）またはその他の規制当局の必要な承認が下りない可能性もある。さらに当社は、最も有望な医薬品プ

ロジェクトを優先するため、研究開発パイプラインの定期的な見直しを行っている。

 

以下は、2019年に発生した変化のうち、前年と比較して最も重要なものである。

5月、米国食品医薬品局（FDA）は、二次治療後の再発辺縁帯リンパ腫（MZL）の成人患者の治療薬として、バ

イエルのコパンリシブ（「Aliqopa
TM
」）を画期的治療薬に指定した。MZLは低悪性度の非ホジキンリンパ腫

（iNHL）である。

5月にはさらに、当社は、シカゴで開催された米国臨床腫瘍学会（ASCO）年次総会において、第Ⅲ相ARAMIS試

験の追加データを発表し、非ステロイド性アンドロゲン受容体阻害薬ダロルタミドが、アンドロゲン遮断療法

（ADT）併用下で、非転移性去勢抵抗性前立腺癌（nmCRPC）患者の疾患関連症状の悪化をプラセボ群より遅らせ

ることが示された。
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ASCO年次総会において、当社はさらに、トロポミオシン受容体キナーゼ（TRK）融合を有する癌および脳転移

または原発性中枢神経系腫瘍を有する成人および小児患者において、精密腫瘍治療のための有効成分

larotrectinib（「Vitrakvi
TM
」）が高水準の有効性を達成したことが確認されたとする新たなデータを発表し

た。加えて、当社が9月にスペインのバルセロナで開催されたESMO会議において示した最新の臨床データは、拡

大されたデータセットでも再び高い奏効率を示した一方で、全生存期間の中央値は3年を超えた。

6月には、早産児の眼疾患の一つである未熟児網膜症における硝子体内注射について、眼科用VEGF阻害剤アフ

リベルセプト（「アイリーア®」）の第Ⅲ相臨床試験を開始した。

6月には、米国において、適応研究のための世界連合が出資する国際的なプラットフォーム試験であるGBM

AGILE試験の患者登録も始まった。脳腫瘍患者の多剤併用試験において、当社は有効成分レゴラフェニブを提供

し、最初に評価を受ける予定である。同試験では、新たに診断されたおよび再発性の膠芽細胞腫患者を対象に、

いくつかの治療法が調査される。

7月初旬、当社は、オーストラリアのメルボルンで開催された国際血栓止血学会（ISTH）において、リバーロ

キサバンに関する第Ⅲ相EINSTEIN-Jr.試験の知見を発表した。同試験の結果は、静脈血栓塞栓症の小児患者にお

けるリバーロキサバンの有効性・安全性プロフィールを示した。これは成人患者で行った以前の試験と同様で

あった。11月、当社は、小児の静脈血栓塞栓症患者におけるリバーロキサバンの使用の承認を欧州医薬品庁

（EMA）に申請した。EMAおよび米国FDAとの間で合意されている通り、EUまたは米国で小児患者における「イグ

ザレルト®」の使用がタイムリーに申請、審査されれば、各場合において同化合物の特許保護期間の6ヶ月間の延

長申請が可能となる。

9月、欧州心臓病学会（ESC）は、血管用量「イグザレルト®」と低用量アスピリンの併用投与を、将来の血管

イベントのリスクが高い慢性冠動脈疾患患者の治療において考慮すべきだと推奨する臨床実践ガイドラインを発

表した。糖尿病に関するESCのもう一つのガイドラインにも、糖尿病および下肢動脈疾患患者におけるこの投与

方法について、かかる推奨が含まれている。7月に行われたCOMPASS試験の新たな解析では、高いリスク要因を有

する患者が二重経路阻害から最も利益を受けたことが示された。

11月、当社は、左室駆出率の低下した慢性心不全（HFrEF）患者を対象に、ベルイシグアトの使用を評価する

第Ⅲ相臨床試験 VICTORIAにおいて、主要評価項目を達成したことを発表した。ベルイシグアトは、心不全の標

準治療との併用下において、プラセボ群に対して、心血管死または心不全による入院のリスクを低下させた。ベ

ルイシグアトは、慢性心不全の悪化がみられる患者の治療に向け開発中のファースト・イン・クラスの可溶性グ

アニル酸シクラーゼ（sGC）刺激剤である。ベルイシグアトは、米国とカナダにおいてメルク社として知られて

いる MSD社と共同開発されている。
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申請および承認

最も有望な医薬品プロジェクトを優先するため、当社は研究開発パイプラインの定期的な評価を行っている。

当社は、これら多数の候補薬剤について必要な研究を完了した後、一箇所以上の規制当局に承認または承認拡大

を申請した。現在承認申請中の候補薬剤で最も重要なものは、以下の通りである。

 

承認申請中の主な製品(注1)   

プロジェクト名  適応症

ダロルタミド(ODM-201、AR拮抗薬)  ヨーロッパ：去勢抵抗性非転移性前立腺癌

リバーロキサバン(Fxa阻害薬)  EU：小児の静脈血栓塞栓症(VTE)治療

(注1) 2020年1月31日現在

 

2月、当社は、米国食品医薬品局（FDA）への有効成分ダロルタミドの段階的申請方式による新薬承認申請を完

了した。この申請は、非転移性去勢抵抗性前立腺癌（nmCRPC）患者を対象とした第Ⅲ相ARAMIS試験のデータに基

づくものである。ダロルタミドは、バイエルがフィンランドの医療用医薬品会社オリオンと共同で開発した非ス

テロイド性のアンドロゲン受容体阻害剤である。4月、米国FDAは新薬承認申請を受理し、優先審査の取扱いを認

めた。7月下旬、「Nubeqa
TM
」（ダロルタミド）は米国において、nmCRPC患者の治療薬として承認された。

3月、当社は、欧州医薬品庁（EMA）に対し、nmCRPC患者の治療薬としてのダロルタミドの販売承認申請を提出

した。当社は、3月にはさらに、日本の厚生労働省に対し、去勢抵抗性前立腺癌（CRPC）患者の治療薬としての

ダロルタミドの販売承認申請を提出した。同剤は2020年1月、日本においてnmCRPC患者の治療薬として承認され

た。同月、EMAのヒト用医薬品委員会（CHMP）は、ダロルタミドのEUにおける販売承認を勧告した。同勧告は、

転移リスクが高いnmCRPC患者の治療薬としての承認勧告である。販売承認に関する欧州委員会の最終判断は、今

後数ヶ月以内と予測されている。

7月、当社は、米国FDAから、「Gadavist
TM
」について、冠動脈疾患（CAD）またはその疑いのある成人患者に

おける心筋血流および後期ガドリニウム増強評価のための心臓MRIに使用する、最初で唯一の造影剤としての承

認を取得した。

9月、欧州委員会は、癌個別化治療薬「Vitrakvi
TM
」のEUにおける販売を承認した。承認を受けたのは、局所

進行性、転移性もしくは外科的切除で深刻な機能不全を招く可能性があり、他に適切な治療の選択肢がない神経

栄養因子チロシンキナーゼ受容体（NTRK）遺伝子融合を有する成人および小児の固形癌の治療である。

10月、米国FDAは、高い出血リスクがなく、血栓塞栓性合併症のリスクがある急性期患者の静脈血栓塞栓症

（VTE）（または血栓）の予防薬として、リバーロキサバン（「イグザレルト®」）を承認した。この承認は第Ⅲ

相 MAGELLAN 試験のデータに基づくものであり、MARINER 試験のデータに裏付けられている。両試験では、入院

中の急性期患者および退院直後の VTE 予防に対するリバーロキサバンの評価を行った。
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特　許

下表は、当社の最も重要な医療用医薬品特許の有効期限を示したものである。

 

医療用医薬品特許の有効期限

 市　場

製品名  ドイツ  フランス  イタリア  スイス  スペイン  英国  中国  日本  ブラジル  カナダ  米国

アデムパス®                       

有効成分  
2028年

 
2028年

 
2028年

 
2028年

 
2028年

 2028年
(5)

 
2023年

 
2027年－
2028年
(4)

 2028年
(3)

 
2023年

 
2026年

アイリ－ア®                       

有効成分  
2025年

 
2025年

 
2025年

 
2025年

 
2025年

 2025年
(3)

 
2020年

 
2021年－
2023年
(4)

 2020年
(2)

 
2020年

 
－

Jivi™                       

有効成分  
2025年
(1)

 
2025年
(1)

 
2025年
(1)

 
2025年
(1)

 
2025年
(1)

 
2025年
(1)

 
2025年

 
2025年
(1)

 
2025年
(2)

 
2025年
(1)

 
2025年
(1)

ネクサバ－ル®                       

有効成分  
2021年

 
2021年

 
2021年

 
2021年

 
2021年

 
2021年

 
2020年

 
2021年－
2025年
(4)

 
2025年

 
2020年

 
2020年

Nubeqa™                       

有効成分  
2030年

 
2030年

 
2030年

 
2030年

 
2030年

 
2030年

 
2030年

 
2030年

 
2030年
(2)

 
2030年

 
2030年
(1)

スチバ－ガ®                       

有効成分  
2028年

 
2028年

 
2028年

 
2028年

 
2028年

 
2028年
(3)

 
2024年

 
2026年
(4)

 
2028年

 
2024年

 
2031年

イグザレルト®                       

有効成分  
2023年

 
2023年

 
2023年

 
2023年

 
2023年

 
2023年

 
2020年

 
2022－
2025年
(4)

 
2022年

 
2020年

 
2024年

ゾ－フィゴ®                       

使用  
2024年

 
2024年

 
2024年

 
2024年

 
2024年

 
2024年

 
2019年

 
2022年
(5)

 
－

 
2019年

 
2022年

Vitrakvi™                       

有効成分  
2029年

 
2029年

 
2029年

 
2029年

 
2029年

 
2029年

 
2029年

 
2029年

 
2029年
(2)

 
2029年
(1)

 
2029年
(1)

 

注(1) 現在の有効期限であり、特許期間の延長が申請されている。

(2) 特許出願係属中

(3) 特許期間改正後

(4) 出願固有の特許期間の延長

(5) 特許期間の延長承認済み

 

提　携

当社は、業界や学会の研究パートナーとの共同研究や戦略的提携を通じて、自社の研究能力を高めている。当

社はこのようにして、補完的技術や外部のイノベーション能力へのアクセスを得ている。

2月にイーライリリー・アンド・カンパニー社がロクソ・オンコロジー社を買収した後、当社は、ロクソ・オ

ンコロジー社とのライセンス契約における支配権の変更条項を行使した。その結果、当社は現在、

「Vitrakvi
TM
」（ラロトレクチニブ）および被験薬 selitrectinib（BAY 2731954、以前のLOXO-195）のグロー

バルな開発・商品化（米国を含む。）に関する独占的ライセンス権を有している。
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5月、当社は、米国マサチューセッツ州ケンブリッジのファウンデーション・メディシン社との間で、治療方

法に付随する診断テストの開発、商品化に向けた提携契約を締結した。この診断テストは、バイエルが開発した

新たな抗癌剤の次世代シーケンス検査を基礎とし、コンパニオン診断（CDx）としても知られているものであ

る。同契約は、多数の治療プログラムを横断する共同研究を可能にし、「FoundationOne
TM
CDx」を含むファウ

ンデーション・メディシン社のすべての検査ポートフォリオを網羅するものである。最初のプロジェクトでは、

米国において、larotrectinib（「Vitrakvi
TM
」）を対象とするCDx検査の開発を行う予定である。

当社は、上記のアルビナス社との提携の一環として、医療用医薬品部門において、循環器疾患、腫瘍性疾患お

よび婦人科疾患患者のための次世代の薬剤を開発する計画である。6月に発表された4年契約に基づき、アルビナ

ス社は、前払金および医薬品研究開発支援のほか、直接出資を受ける予定である。

前述の通り、当社は7月に、ブリストル・マイヤーズ スクイブ社（米国ニューヨーク市）および小野薬品工業

株式会社（大阪）との間で臨床提携契約を締結したことを発表した。

9月、当社は、慢性肺疾患治療のための新薬候補の研究に向けて、米国マサチューセッツ州ボストンのブリガ

ム・アンド・ウィメンズ病院およびマサチューセッツ病院とともに共同研究室を立ち上げることを発表した。当

社は、共同研究プロジェクトの資金として、今後5年間で30百万米ドル超の投資を行う予定である。

11月、当社は、米国マサチューセッツ州ボストンとドイツのドレスデンを拠点とするバイオテクノロジー会社

であるデューポイント・セラピューティクス社との間で、オプション、研究およびライセンス契約を締結した。

このパートナーシップは、循環器疾患および婦人科疾患の新たな治療法開発のために、デューポイント独自の生

体分子業縮体プラットフォームと、当社の小分子化合物ライブラリーを活用するものである。この提携に伴い、

当社は Leaps by Bayer を通じてデューポイントの資金調達ラウンドに参加している。

2020年1月、当社は、婦人科疾患領域におけるエボテック社（ドイツ、ハンブルク）とのパートナーシップを

拡大することを発表した。多嚢胞性卵巣症候群（PCOS）の治療に向けた複数の臨床候補薬を開発するために、新

たに5年間の複数目的の共同研究を行う。PCOSは、代謝機能不全と関連する、女性において最も頻繁に発生する

内分泌疾患であり、女性の不妊の最多原因である。発症率は女性の5～10％と推定される。

2020年1月にはさらに、当社は、循環器疾患および腫瘍性疾患治療を目的とする早期研究プロジェクトに取り

組むため、英国オクスフォードのExscientia社との間で提携契約を締結したと発表した。Exscientiaは、AI創薬

に特化した会社である。当初の存続期間3年間の同契約に基づき、当社は、潜在的薬剤候補のための新規リード

構造の特定と最適化を目指している。

同月、当社はさらに、米国サンディエゴのデア・バイオサイエンス社との間で、避妊具「Ovaprene™」の米国

における販売権（FDAの承認を受けた時点で）に関する独占的ライセンス契約を締結した。「Ovaprene™」は妊娠

予防を目的として現在臨床開発が行われている、ホルモンを使用しない膣内リングであり、承認されれば初めて

の毎月装着型非ホルモン避妊具となる。
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次の表は、主な共同研究開発の例を示したものである。

 

主な提携

パートナー名  提携の目的

アルビナス・インク

 

アルビナスの新技術「PROTAC
TM
」（タンパク質分解誘

導キメラタンパク質）を用いて、循環器疾患、腫瘍性

疾患および婦人科疾患治療における新規医薬品を開発

するための、ライフサイエンス分野における共同研究

ブリガム・アンド・ウィメンズ病院およびマサ

チューセッツ病院
 

慢性肺疾患治療のための新薬候補の研究に向けた共同

研究室

ブリストル・マイヤーズ スクイブおよび小野薬品
 

「スチバーガ®」（レゴラフェニブ）とがん免疫療法

の新たな併用療法の可能性を評価する臨床提携

ブロード研究所

 

循環器薬剤および腫瘍領域の新たな治療選択肢の研究

開発を目的とする戦略的パートナーシップならびに共

同研究室の設立

コンピュージェン・リミテッド
 

腫瘍領域における新たな免疫療法アプローチの研究開

発

デア・バイオサイエンス・インク
 

ホルモンを使用しない避妊薬「Ovaprene™」の米国に

おける将来の販売権に関するライセンス契約

デューポイント・セラピューティクス・インク

 

循環器疾患および婦人科疾患の新たな治療法開発のた

めのオプション、研究およびライセンス契約。この

パートナーシップは、デューポイント独自の生体分子

業縮体プラットフォームと、バイエルの化合物ライブ

ラリーを活用する。

エボテック AG

 

子宮内膜症および腎疾患治療の開発候補薬の特定およ

び多嚢胞性卵巣症候群（PCOS）治療のための複数の臨

床候補薬の開発を目的とする共同研究

Exscientia Ltd.
 

循環器疾患および腫瘍性疾患治療のための早期研究プ

ロジェクトにおける提携

ファウンデーション・メディシン・インク

 

バイエルが開発した新たな抗癌剤の次世代シーケンス

検査を基礎とし、コンパニオン診断（CDx）としても

知られている、治療方法に付随する診断テストの開

発、商品化に向けた提携

ドイツがん研究センター（DKFZ）

 

腫瘍領域における新たな治療選択肢、特に免疫療法の

研究開発を目的とする戦略的パートナーシップおよび

共同研究室の設立

ハプロジェン GmbH  慢性閉塞性肺疾患（COPD）等の肺疾患分野の共同研究

イオニス・ファーマシューティカル・インク

 

血栓症予防のためのアンチセンス薬 IONIS-FXIRx の

開発および臨床前段階における IONIS-FXI-LRx の開

発

ヤンセン・リサーチ・アンド・ディベロプメント

LLC（ジョンソン・エンド・ジョンソン）
 

凝固障害治療を目的とする「イグザレルト®」（リ

バーロキサバン）の開発、販売

京都大学
 

呼吸器疾患を対象とする新しい治療法の特定を目的と

する研究提携

MD アンダーソン癌センター  腫瘍領域における開発協力

メルク・アンド・カンパニー・インク
 

可溶性グアニル酸シクラーゼ（sGC）モジュレーター

領域における開発・販売協力

オリオン・コーポレーション
 

前立腺癌患者の治療を目的とするダロルタミド（旧

ODM-201）の開発、販売
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主な提携

パートナー名  提携の目的

北京大学
 

研究協力および共同プロジェクトのための研究セン

ターの設立

ペプチドリーム株式会社

 

ペプチドリーム社のペプチド創薬開発プラットフォー

ムシステム技術を用いた、さまざまな治療領域と標的

薬効群を対象とする有効成分研究

清華大学
 

研究協力および共同プロジェクトのための研究セン

ターの設立

ウルトラジェニクス・ファーマシューティカルズ
 

血友病 A 治療を目的とする新規遺伝子療法の研究開

発

オックスフォード大学
 

新規婦人科療法開発のための戦略的研究パートナー

シップ

ヴァンダービルト大学医療センター
 

腎臓病治療を目的とする潜在的新規有効成分の特定お

よび開発に向けた戦略的研究提携

ジョンズ・ホプキンス大学ウィルマー眼科研究所
 

重篤な眼底疾患の治療を目的とする革新的薬剤の研究

開発

X-ケム・インク
 

さまざまな治療分野および対象区分における有効成分

の研究

 

(3) コンシューマーヘルス部門

コンシューマーヘルス部門において、当社は、疼痛、心血管系リスクの予防、皮膚科、栄養補助食品、消化器

の健康、アレルギー、ならびに咳および風邪の分野において、消費者の医療と福祉を改善する、新たな一般用医

薬品（OTC）およびソリューションの開発に注力している。消費者の希望やニーズに結び付けられた製品開発に

焦点が置かれている。当社のイノベーションは、新たな製剤やパッケージから、技術的応用や医療機器まで、多

岐にわたっている。加えて、2019年、当社は、新たに約30件の消費者による実証済のコンセプトを開発し、当社

の目標を上回った。当社は、当社の全領域を横断して進展させている100を超える活発なプロジェクトによっ

て、コンシューマーヘルス部門のイノベーション・パイプラインを強化している。これには、中核的および隣接

的イノベーションのほか、世界中の消費者向けのセルフケア製品を大きく進歩させる可能性がある変革的イノ

ベーションが含まれる（注：中核的イノベーションとは、既存顧客を対象とする既存製品の最適化を意味する。

隣接的イノベーションとは、新たな市場セグメントへの既存ブランドの拡張を指す。変革的イノベーションと

は、飛躍的な発明によって、まだ存在しない新市場を創出することを指す。）。コンシューマーヘルス部門は、

米国、フランス、ドイツおよび中国の各拠点にある研究開発施設のグローバルネットワークを維持している。当

社のイノベーション戦略のさらなる重要な一部は、セルフケアに適している現在の処方薬から、OTC薬（一般用

医薬品）への移行（Rx-to-OTCスイッチ）である。
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第4 【設備の状況】

1 【設備投資等の概要】

資本的支出

有形固定資産および無形資産に対する資本的支出（注1）

（単位：百万ユーロ）

 2018年 2019年

クロップサイエンス部門 1,000 1,203

医療用医薬品部門 964 811

コンシューマーヘルス部門 204 169

調整 226 269

グループ(注2) 2,593 2,650

(注1)　キャッシュフロー計算書に基づく資本的支出。

(注2)　2018年のグループの合計は継続事業および非継続事業を含む。

 

クロップサイエンス部門は、農薬製品および種子のグローバルな生産ネットワークや、研究、開発およびデジ

タル変革に継続的に投資している。2019年最大のプロジェクトには、米国における除草剤の生産（250百万ユー

ロ）およびトウモロコシの育種場（50百万ユーロ）、ならびにドイツの殺菌剤生産（20百万ユーロ）に対する投

資がある。これらのプロジェクトと並行して、顧客向けのデジタル・ソリューション開発も2019年の重要な投資

対象となっており、今後数年間もその予定である。

2019年、医療用医薬品部門における有形固定資産への最大の支出は、(1)米国バークレーの生物製剤向けモ

ジュラー生産センターの開発（47百万ユーロ）、(2)製品供給組織の生産ネットワークの近代化プログラム（42

百万ユーロ）、(3)ドイツのヴッパータールにおける新たな研究棟（36百万ユーロ）、およびドイツのベルリン

における無菌充填プラントの建設（19百万ユーロ）であった。

コンシューマーヘルス部門最大の投資は、世界中の生産拠点にわたるGMP更新プログラムに対する約26百万

ユーロの投資であった。これにはメキシコのレルマにある生産拠点に関する12百万ユーロが含まれる。
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有形固定資産への重要な投資

 

 2018年 2019年

クロップサイエンス

部門

除草剤の生産能力拡大（米国ミシガン州マスキーゴンおよびア

ラバマ州モビール、ドイツのフランクフルトおよびナップサッ

ク）

売却済

(注2)
―

殺虫剤生産施設の建設（ドイツ、ドルマーゲン） 完了 ―

殺菌剤生産能力の拡大（ドイツ、ドルマーゲン） 完了 開始(注3)

研究開発施設の拡大（ドイツ、モンハイム） 継続中 継続中

世界全域におけるさまざまな植物種の育種場建設 売却済(注2) ―

研究開発施設の拡大（米国ノースカロライナ州ローリー） 売却済(注2) ―

生産・研究用温室の拡大（オランダ、ヌンヘム） 売却済(注2) ―

殺菌剤生産拠点の設置（米国ミズーリ州カンザスシティ） 継続中 完了

殺虫剤生産能力の拡大（インド、バピ） 継続中 継続中

除草剤生産施設の建設（米国ルイジアナ州ルーリング）（注1） 継続中 継続中

トウモロコシ種子生産拠点の建設（ウクライナ、Pochuyki）

（注1）
継続中 完了

トウモロコシ育種場の建設（米国アリゾナ州マラーナ）（注1） 継続中 完了

研究開発施設の拡大（ブラジル、ペトロリナ） ― 開始

研究開発施設の拡大（米国ミズーリ州チェスターフィールド）

（注1）
開始 完了

ワタ種子生産拠点の建設（米国テキサス州ラボック）（注1） 継続中 完了

デジタル変革を支援するITソリューション（注1） 継続中 継続中

医療用医薬品部門 「アイリーア®」の生産能力の拡大（ドイツのベルリンおよび滋

賀県）
継続中 継続中

継続的な固形物質生産のためのパイロット施設（ドイツ、レバ

クーゼン）
継続中 継続中

生産ネットワーク全域にわたる拠点の生産施設の近代化（ドイ

ツのレバクーゼン、イタリアのガルバニャーテ等）
継続中 継続中

新たな研究棟の建設（ドイツのヴッパータール、アプラート） 継続中 継続中

研究施設の近代化（ドイツ、ベルリン） 継続中 継続中

「イグザレルト®」有効成分の生産拡大（ドイツ、ベルクカーメ

ン）
継続中 継続中

生物製剤向けモジュラー生産センターの建設（米国バーク

レー）
開始 継続中

無菌充填プラントの建設（ドイツ、ベルリン） 継続中 継続中

子宮内避妊システム向け有効成分の生産の近代化（フィンラン

ド、トゥルク）
開始 継続中

「イグザレルト®」生産の拡大（ドイツ、ビターフェルト） 継続中 継続中

アカルボース有効成分の生産拡大（ドイツ、ヴッパータール） 開始 継続中

コンシューマー

ヘルス部門
グローバル生産施設のGMP新基準への更新 継続中 継続中

(注1)　モンサントは買収のクロージングまでこれらのプロジェクトについて責任を負っていた。

(注2)　BASFへの事業売却と同時に行われた。

(注3)　同じ拠点で開始された新たな投資プロジェクトである。
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2 【主要な設備の状況】

バイエルAGの世界本社はドイツ、レバクーゼンに置かれている。当社は、事務所、生産拠点、研究開発施設、

研究室または配送センターといった、世界中の多くの異なる拠点を活用して事業を行っている。

当社は、一般的な方針として、実現可能な場合は生産施設の完全な所有権を取得している。現地の適用法がこ

れを許さないかまたは完全な所有権の取得が他の何らかの理由で実現できないときは、通常、完全な所有権と実

質的に同様の使用権を付与する占有権（例えばドイツ法上の地上権（Erbbaurechte）または一部のアジア諸国で

付与される土地使用権等）を取得している。

当社は当社の生産プラントや生産施設が現在および将来のニーズを満たす十分な能力を有していると信じてい

る。

 

(1) バイエルの主要施設

次の表は、2019年12月31日現在のバイエルが世界中で運営する主要拠点の概要である。これらの拠点はその重

要性、戦略との関連性およびバリューチェーンにおける影響の大きさという観点から、バイエルにとって「重要

な」拠点である。次の表は、主要な管理拠点（一部門だけでなく複数の部門に管理機能を提供している。）およ

び部門毎の重要拠点を示している。また、拠点毎に主な使途および総敷地面積を示した。

 

国別 名称 主な使途 総敷地面積（㎢）

管理（本社および国別プラットフォーム）

ブラジル サンパウロ - ソコロ 管理、研究開発 118

中国 北京 - バイエル・センター 管理、研究開発 該当なし(注1)

ドイツ レバクーゼン
バイエルグループ
本社、管理、生産

5,232

インド ターネー ‒ ニュー・バイエル・ハウス 管理 4

メキシコ メキシコシティ ‒ セルバンテス・サアベドラ 管理 13

米国 ホイッパニー 管理、研究開発 785

医療用医薬品部門

中国 北京 - バイエル・センター 管理、研究開発 上記を参照のこと

中国 北京 - サプライ・センター 生産 51

フィンランド トゥルク 研究開発、生産 165

ドイツ ベルクカーメン 生産 1,113

ドイツ ベルリン ‒ ヴェディング
事業部門本社、管
理、研究開発、生産

200

ドイツ ケルン 研究開発 該当なし(注1)

ドイツ レバクーゼン 管理、生産 上記を参照のこと

ドイツ ヴァイマル 生産 114

ドイツ ブッパータール ‒ アプラート 研究開発 645

ドイツ ブッパータール - エルバーフェルト 生産 273

イタリア ガルバニャーテ・ミラネーゼ 生産 97
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国別 名称 主な使途 総敷地面積（㎢）

日本 甲賀市 ‒ 滋賀工場 生産 116

日本 大阪市 ‒ ブリーゼ・タワー 管理、研究開発 該当なし(注1)

日本 東京都 - 丸の内ビルディング 管理、研究開発 該当なし(注1)

ノルウェー オスロ 研究開発 該当なし(注1)

スイス バーゼル 管理、研究開発 該当なし(注1)

米国 バークレー 研究開発、生産 174

米国 ボストン、ケンブリッジ 研究開発 該当なし(注1)

米国 サンフランシスコ ‒ ミッション・ベイ 研究開発 該当なし(注1)

米国 サクソンバーグ 生産 81

米国 ホイッパニー 管理、研究開発 上記を参照のこと

コンシューマーヘルス部門

アルゼンチン ピラル 生産 228

中国 啓東 研究開発 29

フランス ガイヤール 研究開発 14

ドイツ ビッターフェルト＝ヴォルフェン 生産 530

ドイツ ダルムシュタット ‒ ハーバーシュトラーセ 研究開発 17

ドイツ グレンツァッハ＝ヴィレン 生産 15

インドネシア チマンギス ‒ デポック 生産 101

メキシコ レルマ 生産 151

スペイン アルカラ 生産 30

スイス バーゼル 事業部門本社、管理 該当なし(注1)

米国 モーリスタウン 研究開発 61

米国 マイヤーズタウン 生産 251

米国 ホイッパニー 研究開発 上記を参照のこと
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クロップサイエンス部門

アルゼンチン サラテ 生産 1,477

ベルギー アントワープ 生産 1,012

ブラジル ベルフォード・ロッショ 生産 1,875

ブラジル カマサリ 生産 632

ブラジル ペトロリーナ 研究開発 2,121

ブラジル サンジョゼドスカンポス 生産 684

ブラジル サンパウロ - ソコロ 管理、研究開発 上記を参照のこと

フランス リヨン ‒ ラ・ダルゴワール 研究開発 37

フランス ソフィア・アンティポリス 研究開発 74

フランス ヴィルフランシュ 生産 280

ドイツ ドルマーゲン 生産 3,430

ドイツ フランクフルト - ヘキスト工業団地 研究開発、生産 111

ドイツ ヒュルト ‒ クナザック 生産 34

ドイツ モンハイム
事業部門本社、
管理、研究開発

6,233

インド バピ 生産 340

オランダ ベルグセンフク 研究開発、 270

スイス ムッテンツ 生産 25

米国 カンザスシティ 生産 955

米国 ルーリング 生産 6,293

米国 マスカティン 生産 2,367

米国 ソーダスプリングス 生産 58,359

米国
セントルイス、チェスターフィールド・ビレッ
ジ

研究開発 810

米国 セントルイス、クリーブ・コウー・キャンパス 種子本社、管理 1,405

米国 ウッドランド 研究開発 1,270

(注1) 賃貸のオフィス、研究室等のみであり、敷地面積は該当しない。

 

(2) ドイツ国内のバイエル主要施設の従業員

次の表は、2019年12月31日現在のドイツ国内の主要施設の従業員数を示したものである。

 

拠点の名称 従業員数(注)

レバクーゼン 12,810名

ベルクカーメン 1,725

ドルマーゲン 2,882

モンハイム 2,351

ヴッパータール 3,330

ベルリン 5,594

ビターフェルト 512

(注)　常用または臨時雇用契約の従業員数は常勤相当数で表示されており、パートタイム従業員はその契約上の勤務時

間に応じた比率で算入されている。当該従業員数には、研修生も含まれている。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

 91/482



3 【設備の新設、除却等の計画】

当社は、為替の影響考慮前で約28億ユーロの現金関連の資本的支出を計画している。このうち約7億ユーロ

は無形資産に関するものである。
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第5 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】（2019年12月31日現在）

① 【株式の総数】

 

授権株数(株)
(注) 発行済株式総数(株) 未発行株式数(株)

982,424,082 982,424,082 ―

(注)　資本株式の総額は2,515,005,649.92ユーロであり、982,424,082株の記名式株式（無額面株式）に分割される。

 

② 【発行済株式】

 
記名・無記名の別
及び額面・無額面の別

種類 発行数(株)
上場金融商品取引所名

又は登録認可金融商品取引業協会名
内容

記名式
無額面株式

普通株式 982,424,082 フランクフルト (注)

計 ― 982,424,082 ― ―

(注)　当社定款は普通株式のみを定めており、その他の種類株式の定めはない。なお、当社株主は、株主総会において、普

通株式1株につき1議決権を有する。

 

(2) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当なし。

 

(3) 【発行済株式総数及び資本金の推移】

2019年12月31日現在、バイエルの発行済株式数は982,424,082株であり、資本株式は2,515,005,649.92ユーロ

（301,498,877,312円）であった。

 

年月日
発行済株式総数
増減数
(株)

発行済株式総数
残高
(株)

資本金増減額
ユーロ
(円)

資本金残高
ユーロ
(円)

2015年1月1日～12月31日 0 826,947,808 0
2,116,986,388.48
(253,784,328,251)

2016年1月1日～12月31日 0 826,947,808 0
2,116,986,388.48
(253,784,328,251)

2017年1月1日～12月31日 0 826,947,808 0
2,116,986,388.48
(253,784,328,251)

2018年4月18日（注1） 31,000,000  
79,360,000

(9,513,676,800)
 

2018年6月19日（注2） 74,604,156  
190,986,639.36
(22,895,478,326)

 

2018年12月31日現在  932,551,964  
2,387,333,027.84
(286,193,483,377)

2019年1月1日～12月31日
（注3）

49,872,118 982,424,082
127,672,622.08
(15,305,393,935)

2,515,005,649.92
(301,498,877,312)

(注1) 有償第三者割当。2018年4月16日、投資会社テマセクは、バイエルの資本株式の約3.6パーセントに相当する新株31百

万株を手取金総額30億ユーロで引き受ける契約に署名した。バイエルAGの取締役会は、監査役会の同意を得て、現金

出資と引換えに、またバイエルの既存株主の新株引受権を排除して、授権資本から増資を行うことを決議した。バイ

エルは本契約に基づき、2017年1月1日付で配当受領権を有する記名式（無額面）株式の新株を、テマセクの子会社に

対して市場価格で発行した。
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(注2) ライツ・オファリング及びライツ・オファリングで引き受けられなかった株式の有償募集。2018年6月3日、バイエル

AGの取締役会は、監査役会の同意を得て、現金出資と引換えに、またバイエルの既存株主に新株引受権を付与して、

授権資本から増資を行うことを決議した。この目的で、バイエルは、2018年1月1日付で配当受領権を有する記名式

（無額面）株式の新株74,604,156株を発行した。

(注3) バイエルAGの子会社であるバイエル・キャピタル・コーポレーションB.V.は、2016年11月22日に、社債の保有者の選

択によりまたは満期もしくは一定のその他の状況においては代わりに強制転換されることによりバイエルAGの普通株

式を取得する権利（新株予約権）を付された額面金額総額4,000,000,000ユーロの転換権付社債（「本転換社債」）を

発行した。本欄は、本転換社債の転換による増加である。

 

(4) 【所有者別状況】

（2019年12月31日現在
(注)
)

区分 所有者数(名) 所有株式数(株)
発行済株式総数中
に占める割合(％)

各種機関 1,236 76,441,622 7.78

企業 5,068 13,988,347 1.43

名義人 400 797,503,850 81.17

ブローカー 396,636 94,490,263 9.62

合計 403,340 982,424,082 100.00

(注)　情報源：バイエル社株主名簿

 

(5) 【大株主の状況】

ドイツ法によれば、株主は、その保有する議決権の割合が一定の基準に達するか、一定の基準を上回ったまた

は下回った場合にのみ、会社に対し通知する必要がある。「一定の基準」とは、一定の保有する議決権の割合を

意味し、3％、5％、10％、15％、20％、25％、30％、50％および75％のいずれかである。以下の情報は、バイエ

ルAGが2019年12月31日までに受領した通知に基づくものであるため、数値は2019年12月31日時点の保有株式数を

必ずしも正確に反映するものではない。

当社は、当事業年度期首から決算日までの間に、ドイツ証券取引法第33条第1項に基づき、バイエルAG株式の

保有に関する以下の通知を受領した。保有株式が数回にわたって同法に定める基準に達し、またはこれを超えも

しくは下回った場合は、最新の通知についてのみ記載した。

・ 財務大臣によって代表されるノルウェー王国（ノルウェー、オスロ）は、同国の議決権割合が、2019年12月

30日に2.9999％となったと当社に通知した。これらの議決権のうち2.99％（29,329,145議決権）はドイツ証

券取引法第34条に基づいて同国に帰属していた。0.01％（142,126議決権）はドイツ証券取引法第38条第1項

第1号（貸付証券）の意味における金融商品として同国に帰属していた。0.00002％（150議決権）はドイツ

証券取引法第38条第1項第2号（差金決済取引）の意味における金融商品として同国に帰属していた。
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・ ゴールドマン・サックス・グループ（米国ウィルミントン）は、同社の議決権割合が、2019年5月3日に

0.29％になったと当社に通知した。これらの議決権のうち0.07％（613,925議決権）はドイツ証券取引法第

34条に基づいて同社に帰属していた。0.02％（228,774議決権）はドイツ証券取引法第38条第1項第1号（貸

付証券）の意味における金融商品として同社に帰属していた。0.2％（1,830,814議決権）はドイツ証券取引

法第38条第1項第2号（コールオプション、プットオプション、スワップまたは差金決済取引）の意味におけ

る金融商品として同社に帰属していた。

・ ハリス・アソシエイツ・エル・ピー（米国ウィルミントン）は、同社の議決権割合が、2019年8月15日に

2.99％になったと当社に通知した。これらの議決権のうち2.99％（27,902,083議決権）はドイツ証券取引法

第34条に基づいて同社に帰属していた。

上記の通知に加え、当社は2018年に以下の通り、ドイツ証券取引法第21条第1項に基づいて、バイエルAG議決

権の3％以上の保有に関する通知を受領しており、これらについて2019年12月31日までに変更通知を受けていな

い。

・ ブラックロック・インク（米国ウィルミントン）は、同社の議決権割合が、2018年3月26日に7.44％になっ

たと当社に通知した。これらの議決権のうち7.17％（59,256,963議決権）はドイツ証券取引法第34条に基づ

いて同社に帰属していた。これらの議決権のうち0.26％（2,119,910議決権）はドイツ証券取引法第38条第1

項第1号（貸付証券）の意味における金融商品として同社に帰属していた。これらの議決権のうち0.02％

（174,418議決権）はドイツ証券取引法第38条第1項第2号（コールオプションまたは差金決済取引）の意味

における金融商品として同社に帰属していた。

・ 財務大臣により代表されるシンガポール共和国は、同国の議決権割合が、2018年4月18日に3％の基準を超

え、同日に4.17％（35,763,529議決権）になったと当社に通知した。これらの議決権のうち3.97％

（34,078,853議決権）はドイツ証券取引法第34条に基づいて同国に帰属していた。これらの議決権のうち

0.20％（1,684,676議決権）はドイツ証券取引法第38条第1項第2号（プットオプション）の意味における金

融商品として同国に帰属していた。
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2 【配当政策】

下記の表は、2016事業年度から2018事業年度までの配当額および2019事業年度について提案されている配当額

を示したものである。

 

 2016年 2017年 2018年 2019年
(注1)

配当支払総額（百万ユーロ） 2,233 2,402
(注2) 2,611 2,751

1株当たり配当額（ユーロ） 2.70 2.80 2.80 2.80

(注1) 2019事業年度について提案されている1株当たり配当額である。

(注2) 2018年4月、シンガポール共和国は、子会社を通じて2017年について配当金を受領する権利のある新株31百万株を引

き受けた。そのため、2017年の配当支払総額は、以前公表した2,315百万ユーロから、新株に帰属する配当金総額の

分だけ増加した。

 

配当の決定は、毎事業年度終了後8ヶ月以内に開催しなければならない定時株主総会において行うことができ

る。

ドイツ法に基づき、バイエルAGは、取締役会および監査役会により可決承認された内容に従って、（バイエル

グループの連結財務諸表ではなく、）非連結財務諸表に計上されている貸借対照表利益からのみ配当を支払うこ

とができる。配当として分配可能な貸借対照表利益を決定するに当たっては、取締役会は、ドイツ法および定款

の規定に基づき、バイエルAGの当該事業年度の純利益のうち、法定準備金（gesetzliche Rücklagen）および繰

越欠損金に配分されるべき金額を控除した後の残額を、その他の利益剰余金（andere Gewinnrücklagen）に配分

することができる。純利益は50％超をその他の利益剰余金に配分することができるが、かかる利益剰余金が当社

資本株式の50％を超えない場合に限られる。取締役会はまた、財務諸表の作成に当たって、利益剰余金から引き

出した資金をもって、貸借対照表利益を増やすことができる。

当社株主は、貸借対照表利益の処分案の決議に当たって、貸借対照表利益の一部または全部を繰り越し、利益

剰余金へ増額配分することができる。繰越利益は自動的に翌事業年度の貸借対照表利益に組み込まれ、全額を翌

事業年度の配当支払に使用することができる。剰余金に配分された金額は、取締役会が財務諸表の作成に当たっ

てかかる配分を解除し、その結果貸借対照表利益が増えた範囲でのみ配当に充てることができる。

定時株主総会で承認された配当金は、当該総会または定款において別段の決定または定めが行われた場合（バ

イエルの定款にはかかる規定はない。）を除き、かかる決議が総会で可決されてから3営業日以内に支払われ

る。バイエルAGの全株式は、ドイツ、フランクフルト・アム・マインのクリアストリーム・バンキング社に預託

された1枚の大券によって表章される振替決済証券であるため、株主はクリアストリーム・バンキング社を通

じ、預金口座の貸方記入により配当を受領する。加えて、定時株主総会では、貸借対照表利益の一部または全部

を、現物配当の方法で株主に分配することを決定できる。
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ある特定の事業年度の配当支払について、または当社が毎年支払う特定の金額についてはいかなる保証もでき

ないが、当社は今後も配当支払を継続する見込みである。

破産処理手続の結果としての会社清算を除き、バイエルAGの清算は、4分の3の資本株式がかかる投票が行われ

る株主総会に出席または代理出席し、過半数の承認が得られる場合にのみ、行うことができる。ドイツ会社法に

従い、バイエルAGの清算時には、バイエルAGの全債務を弁済した後の清算残余利益は、各株主が保有する株式数

が全株式数に占める割合に応じて分配される。

取締役会および監査役会は、配当可能利益を使用して、2019年度の配当を受領する権利を有する株主資本につ

いて1株当たり2.80ユーロの配当を行い、残りの部分は繰り越すことを、2020年4月28日の定時株主総会において

提案する予定である。
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3 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

ドイツ商法第289f条および第315d条に基づく会社経営者の宣言

当社は、バイエルAGおよびバイエルグループに関して、ドイツ商法第289f条および第315d条に基づく会社経営

者の宣言を行い、バイエルグループのコーポレート・ガバナンス体制の主要素、関連するコーポレート・ガバナ

ンス慣行、取締役会、監査役会およびその委員会の構成と手続、ならびに取締役会および監査役会を構成する際

に定めるべき目標およびコンセプトについての情報を提供している。

 

ドイツ株式会社法第161条に基づくドイツ・コーポレート・ガバナンス規範に関する宣言

2019年12月、バイエルAGの取締役会および監査役会は、ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範に関する毎年

の宣言を公表した。この宣言において述べた通り、バイエルAGは、前回の宣言以来、ドイツ・コーポレート・ガ

バナンス規範の勧告を完全に遵守しており、将来も完全に遵守する意向である。

 

コーポレート・ガバナンス慣行に関する情報

バイエルAGはドイツ株式会社法に服しており、したがって、取締役会および監査役会から成る二重のガバナン

ス・システムを有している。バイエルAGの取締役会および監査役会は、会社の長期的成功に照準を合わせ、適用

法および倫理基準を遵守する透明性の高い戦略に基づいて会社を運営している。

法律上の要件の範囲を超えるコーポレート・ガバナンス慣行は、当社のビジョンと共通の価値（これらは従業

員の間および外部パートナーとの間の互いに尊重し合う仕事上の関係の基礎となっている。）に由来している。

バリューチェーンのあらゆる段階で責任ある慣行を遵守することは、コーポレート・ガバナンスにおいて極めて

重要である。主要なガイドラインは、主として、コンプライアンス、人権および職場における公正さと尊重に関

する当社の「コーポレート・ポリシー」および「サプライヤーの行動規範」に要約されている。取締役会および

監査役会の組織および監督義務は、主にコンプライアンス管理システムおよびリスク管理システムによって確保

されている。

 

取締役会

構成および目標（多様性のコンセプト）

2019年、バイエルAGの取締役会は7名で構成されていた。取締役会は、明確な企業目的の達成と企業価値の持

続的増加を目標として、自らの責任で会社を運営している。

取締役会を構成するに当たり、監査役会は、専門知識と個人の適性のほか、年齢、ジェンダー、学歴および職

歴といった面を考慮する。取締役会の女性比率について、監査役会は、最低でも1名の女性取締役が在任するよ

う確保することを目指している。
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取締役会の構成に関して監査役会が追求することを決定しているもう一つの側面は、多様性である。個々の

ケースにおいて多様性に基づいて選択決定を行うことはないが、監査役会は、取締役職に必要な経験を考慮に入

れるとともに、取締役会において異なる年齢層のグループが十分代表されるよう確保することを目指している。

これとは関係なく、取締役は通常、62歳になった時点で取締役を退任しなくてはならない。取締役会の構成は、

当社の国際事業を十分反映したものでなければならない。したがって、監査役会は、取締役会に異なる国籍また

は国際的経歴（例えば、数年間にわたるドイツ国外での職歴または外国の事業活動の監督）を有する数名のメン

バーが含まれるよう努力している。監査役会は、取締役の学歴および職歴に関する多様性の確保にも努力してい

る。特定の専門知識、与えられた任務に関して必要な管理およびリーダーの経験に加えて、取締役は、可能な限

り最も広い範囲の知識、経験、学歴および職歴を網羅していなければならない。

これらの目的は、取締役会の欠員を補充するための候補者の選定において考慮される。取締役会の構成に関す

るこのコンセプトについて、監査役会は、さまざまなメンバーの最大限可能な個人としての適合性を確保するだ

けでなく、バランスのとれた多様性ある取締役会体制を通して当社の首脳部において可能な限り多くの異なる視

点が代表され、また候補者の選択肢を可能な限り広げるよう確保するという目標を追求している。

さらに、法定の要件に従い、取締役会の下の第1および第2レベルの管理職において、女性比率に関する目標が

定められている。取締役会は、バイエルAGの第1レベルの管理職については20％、第2レベルの管理職については

25％を女性とするという目標を設定している。これらの目標は2022年6月30日までに達成されることとなってい

る。

バイエルAGの取締役会の規模は、2020年1月1日付で7名から5名に縮小された。

 

目標の実施状況

現在、取締役会には女性がいない。当社は、2022年6月30日までに、または可能であればそれ以前に女性1名を

取締役とするという目標を、引き続き追求していく。取締役職に必要な経験も考慮しつつ、異なる年齢層のグ

ループが十分に代表されるという目標は達成された。2019年12月31日現在、取締役の年齢は、50歳から63歳まで

の間で比較的均等に分散していた。取締役7名のうち3名はドイツ以外の国民である。取締役は全員、ドイツ国外

で長年職業経験を積んでいる。また取締役には多様な学歴および職歴があり、さまざまなビジネス関連の教育・

研修コースを修了した者や、医薬を含むさまざまな科学分野で研究を行っている者がいる。

 

手続および委員会

取締役会は、法律、定款および取締役会の手続規則に従ってその任務を遂行し、信頼の精神に基づき当社の他

の統治機関と協働する。
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監査役会

構成および目標（多様性のコンセプトおよび専門知識）

ドイツ共同決定法に基づき、監査役20名のうち半数は株主によって、あとの半数は当社の従業員によって選出

される。

監査役会は、そのメンバーが全体として、監査役会の職務を適切に遂行するために必要な専門知識、技能およ

び職業経験を有するよう確保すべく努力している。これには、国際的企業の経営および統率、当社の主要な活動

分野に関するビジネスの理解、研究開発、財務、統制／リスク管理、人材ならびにガバナンス／コンプライアン

スの分野が含まれる。

監査役会は、その構成について、例えば年齢、ジェンダー、学歴および職歴の多様性を追求することも決定し

ている。その他の点では、監査役会は、バイエルAGの国際的な事業連携について、国際的な実務経験または国際

的な経歴をもつ者数名を常に含むよう確保すべく努力している。監査役会の構成に関するさらなる目標は、監査

役会において異なる年齢層のグループが適切に代表されること、および、特別な事情がない限り、監査役が72歳

の誕生日を迎えた後の定時株主総会終了時以降在任しないことである。潜在的な利害対立を回避するという観点

から、また当社の所有構造および独立監査役の数を考慮して、監査役会は、株主代表の半数以上を独立監査役と

する目標を自ら設定している。さらに、監査役会は、監査役会全体（株主代表と従業員代表）の少なくとも4分

の3を独立監査役とすることを目指している。監査役会は、ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範第5.4.2条の

勧告に従って、そのメンバーの独立性を評価する。独立性の評価に当たり、監査役会は、2005年2月15日付欧州

委員会勧告で定められた基準も考慮に入れる。最後に、監査役会は、ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範第

5.4.1条第2項の勧告に従って、監査役の在任期間に標準的な制限を設定した。特別な事情がない限り、誰も、3

期の在任期間を超えて監査役に留まることはできない。この標準的な制限の導入時（2015年9月）に在任してい

た監査役であって、制限を既に超えているか、または現在の任期末までに超える者については、現在の任期の終

了時から当該制限が適用される。

指名委員会および監査役会全会は、監査役会の欠員を補充するための候補者の指名において、これらの目的を

考慮する。別途規定される場合を除き、表明された目標は、監査役会全体に関する目標である。ただし、監査役

会は、株主代表の選任候補者の指名しかできないので、当該目標はこれらの者の指名においてのみ考慮される。

監査役の選出では、女性、男性のいずれも監査役の30％を下回らないことが目標とされている。

監査役会は、これに影響を与えられる限り、バランスのとれた多様な構成を達成することを目指している。そ

の目的は、当社経営陣の監督が可能な限り多くの異なる視点に基づいて行われ、また候補者の選択肢が可能な限

り広がるよう確保することである。
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目標の実施状況

監査役会は、国際的実務経験または国際的経歴をもつ数名のメンバーを維持している。2019年12月31日現在、

監査役の年齢は、49歳から73歳までの間で比較的均等に分散していた。監査役ヴェルナー・ヴェニングは72歳の

標準年齢制限を超えている。監査役会はこの問題に取り組み、当社がいくつかの点で移行期にあることを考慮し

た上で、ヴェニングが2019年の年次株主総会以降も現職に留まることを満場一致で要請した。監査役のうち2名

は、以前当社の取締役であった。すなわち、ヴェルナー・ヴェニングは2010年まで当社の取締役会会長（社長）

であり、ヴォルフガング・プリシュケは2014年まで取締役であった。監査役のうち1名、ポール・アクライト

ナーは、3期を超えて監査役に在任している。しかしながら、ヴェルナー・ヴェニングもヴォルフガング・プリ

シュケも、またポール・アクライトナーも、当社または当社の統治機関との間に、一時的でない重大な利益相反

を生じさせると監査役会が考えるような、個人的または業務上の結びつきをもたない。

その他の監査役については、独立性の欠如の可能性を示す兆候はない。これは、2018年6月30日までプライス

ウォーターハウスクーパースGmbHのパートナーであり、その経営委員会会長であったノルベルト・ヴィンケルヨ

ハン教授にも当てはまる。プライスウォーターハウスクーパースGmbHは2016年までバイエルAGの財務諸表の会計

監査人であり、現在はバイエルAGおよびその他のグループ会社の顧問として活動している。ノルベルト・ヴィン

ケルヨハンはバイエルの財務諸表の監査に関与したことはない。同氏は2018年6月30日付でプライスウォーター

ハウスクーパースの全会社における役務を完全に終了しており、同社の成功には、年金プランを通じてさえ関与

していない。したがって、監査役会は、すべてのメンバーが独立していると考えている。監査役会の現在の女性

比率は、監査役会全体の35％、従業員代表の30％、および株主代表の40％である。監査役20名のうち5名はドイ

ツ以外の国民である。その他の多数のメンバーにも、長年にわたる国際的なビジネス経験がある。監査役はあら

ゆる種類の職業訓練や教育コースも修了している。

監査役会の意見では、株主代表は、監査役会の目的を満たすために示されるべき特別な能力と経験を以下の通り

有している。

 

株主代表監査役の専門知識および経験

 

国際
ビジネス
経験  研究開発  

農業／
食糧  

ヘルス
ケア  財務  

統制／
リスク
管理  人材  

ガバナン
ス／コン
プライア
ンス  デジタル  

持続
可能性

パウル・
アクライトナー

 〇     〇  〇  〇  〇   

ジモーネ・
バジェル-トラー

 〇      〇  〇  〇   〇

ノルベルト・W・
ビショフベルガー

 〇  〇   〇             

アーサリン・カズン  〇    〇        〇  〇   〇

ヨハンナ・W
(ハンネケ) ファーバー

 〇    〇   〇  〇      〇  〇

コリーン・A・ゴギンズ  〇     〇      〇       

ヴォルフガング・
プリシュケ

 〇  〇  〇  〇            〇

ヴェルナー・
ヴェニング(会長)

 〇   〇  〇  〇  〇  〇  〇     

オトマー・D・
ヴィーストラー

 〇  〇   〇             

ノルベルト・
ヴィンケルヨハン

 〇        〇  〇  〇  〇  〇  
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手続および委員会

監査役会の役割は、取締役会を監督し、助言することである。監査役会は、当社にとって基本的に重要な事項

の決定に直接関与し、会社の戦略との合致および事業戦略の実施状況について定期的に取締役会と討議する。監

査役会の報告では、監査役会の業務およびその委員会について詳述した。2019年、監査役会は、グリホサート訴

訟に対処するための特別委員会を設置した。

監査役会は、その業務の効率性を定期的に評価する。最新の評価は2018年、外部コンサルタントの支援を得て

実施された。2019年、監査役会は、この評価の結果およびそれに基づく提言に詳細に対処した。

監査役会には、調停委員会、監査委員会、人事委員会、指名委員会、イノベーション委員会およびグリホサー

ト訴訟に取り組むために2019年に設置された特別委員会がある。

各委員会の会議および決定、特に監査委員会会議についての情報は、取締役により提供された報告書その他の

情報を基に作成した。委員会会議の報告書は監査役会の全体会議において提示された。

調停委員会　　調停委員会は監査役会会長および副会長に加え、株主代表1名および従業員代表1名で構成され

る。同委員会は主にドイツ共同決定法に基づく調停委員会としての業務を行う。取締役の選任について、監査役

会の全体会議における第一回投票において、必要とされる3分の2以上の賛成が得られなかった場合には、調停委

員会が監査役会に提案を行う任務を負っている。また資本政策に関する一定の意思決定権（定款を適宜修正する

権限を含む。）も同委員会に委託されている。さらに、監査役会は、調停委員会に対して個別に一定の任務を委

任することができる。最後に、調停委員会は監査役会全会に向けた準備作業を行うこともできる。

調停委員会は2019年に1回招集され、2月の会議において、外部の支援を得て行われた効率性監査の結果に関す

る監査役会への提言を作成した。この提言には、取締役の潜在的候補者、監査役会の新メンバーの新人研修、お

よび会議以外での監査役間の交流の機会に、監査役会がより一層注力することが含まれる。5月の書面決議によ

り、調停委員会は、グリホサート訴訟を監督するための監査役会特別委員会の設置と、監査役会に対する独立法

律顧問の任命を立案した。さらに、2019年5月の書面決議を通じて、調停委員会は、期限切れ間近であった授権

資本Ⅰおよび授権資本Ⅱの使用の権限付与に関する定款の文言を修正した。

監査委員会　　監査委員会は、株主代表3名および従業員代表3名で構成される。監査委員会委員長ノルベル

ト・ヴィンケルヨハン教授は、監査役および監査委員会委員に求められる、会計分野または監査分野における専

門的知識に関する法定要件を満たしている。監査委員会は毎年定期的に4回の会合を開く。
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その職責には、特に、会計、財務報告プロセス、内部統制システム、リスク管理システム、内部監査システ

ム、コンプライアンス・システムおよび財務諸表監査の有効性と現在の進展を監督することが含まれる。監査委

員会は、バイエルAGの財務諸表および経営報告書に関する監査役会の決議ならびに分配可能利益の使途、バイエ

ルグループの連結財務諸表および経営報告書ならびに会計監査人との契約（特に監査契約の付与、監査の重点分

野の決定および会計監査人報酬契約を含む。）に関する決議を作成する。同委員会は、監査役会全会に対して会

計監査人の任命に関する詳細な理由を付した提案を提出し、会計監査人の独立性を確認、監視するための適切な

措置を講じる。監査は特に、財務諸表が法定の要件に従って作成されているか、また財務報告が当社およびグ

ループの財政状態および経営成績について正確かつ公正な見解を提供しているかを重点事項として行われる。

取締役会会長（社長）と最高財務責任者は監査員会の会議に定期的に出席した。会計監査人の代表者もすべて

の会議に出席し、監査作業ならびに半期報告および四半期財務諸表の監査レビューについて詳しく報告した。

監査委員会は、各会議において、必要に応じてコーポレート・コンプライアンス分野の動向および最新の内部

監査報告について議論した。

監査委員会の個々の会議では、主に次のテーマにも重点が置かれた。2月の会議においてはバイエルAGの財務

諸表およびバイエルグループの連結財務諸表について協議した。またリスク早期警告システムを対象とするリス

ク報告書および内部統制システム（ICS）に関する報告書も慎重に検討した。監査委員会は、コンプライアンス

案件および訴訟に関する動向の検討も行った。これは特にグリホサート訴訟およびそれがバイエルに与える潜在

的影響に重点を置いて行われた。内部監査の報告に基づき、監査委員会は、ヴッパータールの第Ⅷ因子関連施設

（最終的には活用されなかった。）の建設に対する資本的支出に関連する手続についても協議した。監査委員会

は、本件について取締役会による義務違反の可能性を示す兆候はなかったとの結論に達し、監査役会に対して同

様の提言を行うことを決定した。監査委員会は最後に、財務諸表の会計監査人の任命について定時株主総会に提

出すべき決議に関して、監査役会全会に提言した。

4月の会議では、主にグループ・コンプライアンス・オフィサーおよび内部監査部の年次報告書、および2019

年度財務諸表監査の中心分野の決定に取り組んだ。7月の会議において、監査委員会は、四半期報告のほか、旧

モンサント各社の内部統制システムへの統合およびバイエルの会計プロセスへの統合状況について検討した。リ

スク管理については、特に社会的受容および近く行われるドイツ財務報告エンフォースメントパネル（DPR）に

よる監査に関連するリスクについても検討した。

11月の会議では、税務部および財務部の年次報告書、内部監査による監査計画の状況、ドイツ証券取引法

（WpHG）（欧州市場インフラ規制＝EMIR）第32条に基づく監査の実施、DPR監査の状況、2020年の外部監査の監

査予算、ならびに当該会計監査人による非監査業務の枠組みについて協議した。
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人事委員会　　人事委員会も、同人数の株主と従業員で構成されている。メンバーは、監査役会会長とその他

3名の監査役である。人事委員会は、取締役の任命または解任を決議する、監査役全会による人事上の決定事項

を作成する。人事委員会は、監査役会に代わって取締役との間の役務提供契約について決議する。ただし、各取

締役の報酬総額および各報酬要素について決議することと、人事委員会の勧告に基づいて報酬システムを定期的

に見直すことについては、監査役全会の職責である。人事委員会はまた、取締役会の後継者の長期育成について

も議論する。

取締役会会長は定期的に、ただし会長に個人的に関係しない問題を協議する場合に、人事委員会の会議に出席

した。

人事委員会は3回招集された。各場合において、取締役の報酬および役務契約に関する審議および決議の採択

が行われた。人事委員会は、ケマル・マリクの取締役会への任命の相互合意に基づく早期終了および2020年以降

の取締役会の報酬制度計画についても、2回の会議において詳細に検討した。

指名委員会　　指名委員会は株主代表監査役の選挙が行われる場合の準備作業を行う。指名委員会は定時株主

総会での監査役選挙に向けて、株主代表の監査役選挙のための適切な候補者を推薦する。指名委員会は監査役会

会長および調停委員会のその他の株主代表1名により構成される。

指名委員会は2019年に1回招集され、2019年9月30日付で監査役を退任したトーマス・エベリングの後継者とし

て、アーサリン・カズンを推薦することを決議した。会議以外の数回の協議において、指名委員会委員は、現在

の監査役会会長が退任した場合の会長候補者について話し合った。

イノベーション委員会　　イノベーション委員会は主としてイノベーション戦略およびイノベーション管理、

知的所有権の保護戦略、ならびにバイエルの主要な研究開発プログラムに関与する。同委員会は、その責任の範

囲内で、経営陣に助言し、これを監督し、監査役会の決定事項を作成する。同委員会は監査役会会長とその他5

名の監査役で構成され、株主代表と従業員代表は同数となっている。取締役会会長（社長）とイノベーション担

当取締役は定期的にイノベーション委員会の会議に出席する。

イノベーション委員会は2019年に2回招集された。2月の会議では、医療用医薬品の研究開発に関する新たなイ

ノベーション・モデルについて検討した。9月の会議では、クロップサイエンス部門の雑草管理分野におけるイ

ノベーションについて検討した。

グリホサート訴訟委員会　　グリホサート訴訟に対処する委員会が、非常設委員会として設置された。同委員

会はグリホサート訴訟に集中的に取り組み、この問題に関連する事項について取締役会を監督し、助言する。同

委員会は、株主代表と従業員代表から均等に集められた8名の委員からなる。監査役会が採用した独立の米国弁

護士ジョン・H・ベイズナーも本委員会の会議への出席を要請されている。ベイズナーの任務は、裁判戦略およ

び進行中の調停手続を含むグリホサート訴訟関連事項について、独立の立場で監査役会に助言することである。

同氏はこれらの訴訟に関するバイエルの法的防御には関与しないが、監査役会のアドバイザーとしての立場で、

関連するすべての情報および文書に包括的にアクセスすることができる。

グリホサート訴訟委員会は2019年に3回招集された。各回の会議において、同委員会は、これらの訴訟に関連

して提起された最近の裁判および係属中の直近の裁判、今後の裁判日程、進行中の控訴手続、ならびに調停協議

の状況について検討した。
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その他の情報

統治機関のメンバーによる証券取引

取締役または監査役およびこれらが密接な関係を有する者は、バイエルAGの株式もしくは債務証券、関連する

デリバティブ商品またはその他の関連金融商品の自己勘定取引について、ある取締役もしくは監査役または同人

と密接な関係を有する者による1暦年中の取引総額が5,000ユーロの基準に達した場合は直ちに、バイエルAGおよ

びドイツ金融監督庁（BaFin）に報告することを、法律により義務付けられている。2019年にバイエルAGに対し

て報告された取引は適法に公表されており、当社のウェブサイトで閲覧することができる。

 

コンプライアンス

当社はコンプライアンスを、すべての社員が日常業務における、法的・倫理的に問題がない完全な行動と定義

している。なぜなら、職務遂行のやり方は、企業の評価に影響するからである。バイエルは適用法、関連する行

動原則、社内規程のいかなる違反も容認しない。コンプライアンスは当社の長期にわたる経済的成功のために不

可欠である。

以下のコンプライアンス原則は、バイエルグループ全体に適用される。

・ すべての市場で公正に競争する。

・ すべての商取引を誠実に行う。

・ 経済成長と環境・社会に対する責任を両立させる。

・ 当社のグローバル事業を規制する貿易管理を遵守する。

・ 有価証券取引の機会均等を確保する。

・ 正確な会計記録を管理する。

・ 互いを尊重し相手を公正に扱う。

・ 知的財産権を保護し尊重する。

・ バイエルの利益を最優先に行動する。

・ 個人情報を保護し安全に管理する。

すべての従業員は、このコンプライアンス原則を守り、コーポレート・コンプライアンス・ポリシーに違反し

た場合は直ちに報告するよう義務づけられている。違反すれば制裁を受ける。これは特に上級管理職員に適用さ

れ、その責任の範囲内において違反が発生した場合には、例えば変動報酬の受給権を失ったり、追加の懲戒処分

を受けたりする可能性がある。法令に準拠した合法的な行動を取ることもやはり、すべての管理職従業員の業績

評価において考慮される。

グローバルなコンプライアンス管理システムは、バイエルグループ内の中央コンプライアンス組織によって主

導されている。この組織は取締役会会長（社長）および監査役会の監査委員会に報告を行う。

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

105/482



潜在的なコンプライアンス・リスクは、組織的かつ予防的なリスクの発見および評価を確保するため、事業単

位とともに特定される。潜在的なリスクはその後コンプライアンス・リスク管理のためのグローバルなデータ

ベースに入力され、例えば特定のプロセス、事業活動または国に適した対策を開発するために利用される。加え

て、当社は、潜在的なコンプライアンス・リスクを特定するためのリスク基準に従って、ビジネス・パートナー

を評価する。コーポレート・コンプライアンス原則の遵守は、バイエルの内部監査が実施する監査において、ま

た法律・コンプライアンス組織による分析および調査において取り上げられるテーマの一つである。これらの組

織の責任者は、監査および分析の結果を監査役会の監査委員会に対して定期的に報告するとともに、少なくとも

年1回、要約報告書を提出する。

 

コンプライアンス違反の疑いおよび実際のコンプライアンス違反の取扱い

コンプライアンス違反の疑いの報告は、一般の人も利用可能な集中管理された世界規模のコンプライアンス・

ホットラインを通じて、希望すれば（また各国の国内法で許容されれば）匿名で行うことができる。2019年、コ

ンプライアンス部門は、この方法で合計で372件の報告を受け取った。別の方法として、違反の疑いは、コンプ

ライアンス機能または内部監査に対して報告することもできる。

コンプライアンス違反は組織的に処罰される。講じられる対策は、コンプライアンス違反の重大性および適用

法等の要因に左右される。

 

コンプライアンス研修とコミュニケーション活動

当社は、対象グループに合わせ、また特定されたニーズに基づく研修とコミュニケーション活動をバイエル全

体で実施することによって、全従業員の誠実な行動と、潜在的な違反の積極的な回避を支援している。スーパー

バイザーとコンプライアンス・マネジャーの両方が、適法で倫理的な行動についての従業員の質問に答えること

ができる。

2019年には、バイエルの世界中の管理職従業員の95％が、少なくとも1つのコンプライアンス研修プログラム

を修了した。全体では66％の従業員（買収した農業関連事業を除く。）がウェブ上の研修プログラムに参加し

た。

製品関連のコミュニケーション、反トラスト法、データ保護および汚職防止に関する研修は、当社のコンプラ

イアンス管理システムの基本的要素である。
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マーケティングにおけるコンプライアンス

当社は、贈収賄または当社のビジネスパートナーに対するその他いかなる形態の不正な影響の行使も容認しな

い。

この関連で最も重要なバイエル社内のコーポレート・ポリシーは、汚職防止のポリシーである。このポリシー

は、当社の「責任あるマーケティングおよび販売」と題するコーポレート・ポリシーにおいて確立されている行

動基準によって補完される。バイエルはさらに、価格協定の防止とデータ保護の確保を目的とする指令および

コーポレート・ポリシーを導入している。マーケティングおよび販売については、国際製薬団体連合会や欧州製

薬団体連合会（EFPIA）の業界規範といったさまざまな業界規範も適用される。

クロップサイエンス部門のプロダクト・スチュワードシップ・コミットメントは、すべての製品、サービスお

よび技術に適用されており、例えば国連食糧農業機関（FAO）が公表した農薬管理に関する国際行動規範や、ク

ロップライフ・インターナショナルが公表した植物バイオテクノロジーに関する行動規範に沿ったものである。

医薬品のプロモーションに関する WHO 倫理基準は、国内倫理基準とともに、バイエルのヒト用医療用医薬品

の広告宣伝に関するグローバルな最低基準を示している。

EFPIAの透明性規範およびその現地解釈に基づき、医療用医薬品部門は、前暦年に行った医療専門家および医

療団体への支払その他の報酬について、毎年開示している。

 

ロビー活動

「責任あるロビー活動のための行動規範」と題する当社のコーポレート・ポリシーは、透明性のあるロビー活

動を確保するという当社の約束の一部をなし、政治的な事柄への関与に対する拘束力ある規則を定め、政治機関

の代表者との交流における透明性を生み出している。

このコーポレート・ポリシーに定めた通り、バイエルは一企業として、2019年中、政党、政治家または政治家

候補に対して、いかなる寄付も行わなかった。これには、バイエルが州レベルの候補者および選挙支援のために

寄付を行うことが許されている米国での政治的寄付は含まれない。かかる寄付は、厳しい条件と、透明性確保の

ための強制的な対策（州レベルで行った寄付について記載した公開リストを含む。）に服している。

2019年、バイエルは、バイエル社会貢献（BASSE）原則の立上げを決定した。これらの原則はコーポレート・

ポリシーとしての地位を与えられており、バイエルの基準と価値のさらなる体系化に貢献するものである。
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(2) 【役員の状況】

① 取締役および監査役の氏名、略歴等

本書の提出日現在、取締役会および監査役会は男性19名、女性6名で構成されており、女性の比率は24％であ

る。

 

取締役

 

氏名および生年月日

主要略歴　(a)入社日

(b)取締役就任日

(c)任期

役職等 所有株式数

ヴェルナー・バウマン

(Werner Baumann)

1962年10月6日

(a)1988年9月1日

(b)2010年1月1日

(c)2021年任期満了

社長、労務担当
摘要参照

のこと

リアム・コンドン

(Liam Condon)

1968年2月27日

(a)1990年10月1日

(b)2016年1月1日

(c)2023年任期満了

クロップサイエンス部門担当 同上

ウォルフガング・ニックル

(Wolfgang Nickl)

1969年5月9日

(a)2018年4月26日

(b)2018年4月26日

(c)2021年任期満了

財務担当 同上

ハイコ・スキッパー

(Heiko Schipper)

1969年8月21日

(a)2018年3月1日

(b)2018年3月1日

(c)2021年任期満了

コンシューマーヘルス部門

担当
同上

シュテファン・エルリヒ

(Stefan Oelrich)

1968年6月1日

(a)1989年1月1日
(注1)

(b)2018年11月1日

(c)2021年任期満了

医療用医薬品部門担当 同上

(注1) 当初のバイエル入社日。2011年10月1日からバイエルの取締役に任命された2018年11月1日まで、シュテファン・エル

リヒはサノフィ社で勤務していた。
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監査役

 

氏名および生年月日
監査役に選任された年

(a)初選 (b)再選 (c)任期
役職等 所有株式数

ヴェルナー・ヴェニング

(Werner Wenning)

1946年10月21日

(a)2012年10月1日

(b)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

バイエルAG 監査役会会長
摘要参照

のこと

オリバー・チュールケ
(注2)

(Oliver Zühlke)

1968年12月11日

(a)2007年4月27日

(b)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

監査役会副会長、

バイエル中央労使協議会会長
同上

パウル・アクライトナー

(Dr. Paul Achleitner)

1956年9月28日

(a)2002年4月26日

(b)2007年4月27日

(b)2012年4月27日

(b)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

ドイツ銀行監査役会会長 同上

ジモーネ・バジェル-トラー

(Dr. rer. nat. Simone Bagel-Trah)

1969年1月10日生

(a)2014年4月29日

(b)2019年4月26日

(c)2024年
(注3)

ヘンケルAG & Co. KGaAおよび

ヘンケル・マネジメントAG 監

査役会会長、ヘンケルAG & Co.

KGaA株主委員会委員長

同上

ノルベルト・W・ビショフベルガー

(Dr. Norbert W. Bischofberger)

1956年1月10日

(a)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

クロノス・バイオ・インク社長

兼最高経営責任者
同上

アンドレ・ヴァン・ブロイッヒ

(André van Broich)

1970年6月19日

(a)2012年4月27日

(b)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

バイエルグループ労使協議会

会長、労使協議会会長

(ドルマーゲン)

同上

アーサリン・カズン

(Ertharin Cousin)

1957年5月12日

(a)2019年10月1日

(c)2020年
(注4) 独立コンサルタント 同上

トーマス・エルスナー

(Dr. Thomas Elsner)

1958年4月24日

(a)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

バイエルAG 管理職従業員委員

会委員長(レバクーゼン)、バイ

エルグループ 管理職従業員委

員会委員長

同上

ヨハンナ・W・(ハンネケ)・ファーバー

(Johanna W. (Hanneke) Faber)

1969年4月19日

(a)2016年4月29日

(c)2021年
(注5)

ユニリーバN.V./plc

グローバル・フーズ・アンド・

リフレッシュメンツ社長

同上

コリーン・A・ゴギンズ

(Colleen A. Goggins)

1954年9月9日

(a)2017年4月28日

(c)2022年
(注1) 独立コンサルタント 同上

ローベルト・グントラッハ

(Robert Gundlach)

1957年11月23日

(a)2019年12月18日

(c)2022年
(注1)

労使協議会会長

(ベルリン)
同上

ハイケ・ハウスフェルト

(Heike Hausfeld)

1965年9月19日

(a)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

労使協議会会長

(レバクーゼン)
同上

ライナー・ホフマン

(Reiner Hoffmann)

1955年5月30日

(a)2006年10月11日

(b)2007年4月27日

(b)2012年4月27日

(b)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

ドイツ労働総同盟会長 同上
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氏名および生年月日
監査役に選任された年

(a)初選 (b)再選 (c)任期
役職等 所有株式数

フランク・ロールゲン

(Frank Löllgen)

1961年6月14日

(a)2015年11月3日

(b)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

ドイツ鉱業化学エネルギー産業

労働組合ノルトライン地区書記
同上

ヴォルフガング・プリシュケ

(Prof. Dr. Wolfgang Plischke)

1951年9月15日

(a)2016年4月29日

(c)2021年
(注5) 独立コンサルタント 同上

ぺトラ・ラインボールド-クナーペ

(Petra Reinbold-Knape)

1959年4月16日

(a)2012年4月27日

(b)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

ドイツ鉱業化学エネルギー産業

労働組合執行委員会委員
同上

ザビーネ・シャープ

Sabine Schaab

1966年6月25日

(a)2017年10月1日

(c)2022年
(注1)

労使協議会副会長

(エルバーフェルト)
同上

ミヒャエル・シュミット-キースリング

(Michael Schmidt-Kießling)

1959年3月24日

(a)2012年4月27日

(b)2017年4月28日

(c)2022年
(注1)

労使協議会会長

(エルバーフェルト)
同上

オトマー・D・ヴィーストラー

(Prof. Dr. med. Dr. h.c. mult.

Otmar D. Wiestler)

1956年11月6日

(a)2014年10月7日

(b)2015年5月27日

(c)2020年
(注4)

財団法人ドイツ研究センターヘ

ルマン・フォン・ヘルムホルツ

協会会長

同上

ノルベルト・ヴィンケルヨハン
(注7)

(Norbert Winkeljohann)

1957年11月5日

(a)2018年5月25日

(c)2023年
(注6) 独立経営コンサルタント 同上

(注1) 2021事業年度中の行為について追認を受ける定時株主総会の終了時まで任期が続く。

(注2) 2015年7月1日より監査役会副会長

(注3) 2023事業年度中の行為について追認を受ける定時株主総会の終了時まで任期が続く。

(注4) 2019事業年度中の行為について追認を受ける定時株主総会の終了時まで任期が続く。

(注5) 2020事業年度中の行為について追認を受ける定時株主総会の終了時まで任期が続く。

(注6) 2022事業年度中の行為について追認を受ける定時株主総会の終了時まで任期が続く。

(注7) ドイツ株式会社法第100条第5項に基づく専門家

 

(摘要)　取締役および監査役ならびにこれらの近親者は、バイエルの株式について1暦年中に総額5,000ユーロ以上の売買を

行った場合は、かかる取引をすべて開示することを法律により義務付けられている。バイエルはかかる取引の詳細

を直ちにウェブサイト上で公開し、またドイツ金融監督庁に適宜通知する。この情報は企業登記簿に対して提供さ

れ、保管される。

2019年中、および本書の提出日までの間に、バイエルに対して、以下の取引の報告があった。

取締役および監査役から当社に提出された情報によれば、財務諸表作成のための決算日現在、同人らが保有するバイ

エルAG株式および関連する金融商品が、発行済株式に占める比率は、合計で1％未満であった。
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日付／取引所 氏名／開示理由 証券 ISIN番号 取引の種類 価格/通貨 取引量 総額

2019年11月20日

フランクフルト

取締役

ケマル・マリク

株式 DE000

BAY0017

購入 70.34

ユーロ

327 23,001.18

ユーロ

2019年10月2日

トレードゲート

取締役

リアム・コンドン

株式 DE000

BAY0017

購入 61.21

ユーロ

350 21,423.50

ユーロ

2019年10月2日

トレードゲート

取締役

リアム・コンドン

株式 DE000

BAY0017

購入 61.21

ユーロ

2,915 178,427.15

ユーロ

2019年9月2日

Xetra

 

監査役

トーマス・エルスナー

株式 DE000

BAY0017

5,000ユーロの

価格分のバイ

エル株式を引

受金額の20％

割引で購入。

株式は2019年

11月5日のフラ

ンクフルト証

券 取 引 所 の

Xetra取引にお

けるバイエル

株式の出来高

加重平均価格

で 購 入 さ れ

る。端株は小

数点以下第四

位まで算出さ

れる。

数値化

不能

数値化

不能

数値化

不能

2019年5月8日

ミュンヘン

取締役

シュテファン・

エルリヒ(妻であるクリ

スティーナ・エルリヒと

の共同勘定)

株式 DE000

BAY0017

購入 59.48

ユーロ

2,000 118,960.00

ユーロ

2019年3月1日

店頭取引市場

(OTC)

監査役

コリーン・A・ゴギンズ

 

バイエル

AG米国

預託証券

(ADR)

CUSIP

072730302

購入 20.4500

米ドル

2,850 58,282.5000

米ドル

2019年2月28日

Xetra

監査役

ヴェルナー・ヴェニン

グ

株式 DE000

BAY0017

購入 69.2274

ユーロ

1,430 98,995.1505

ユーロ

2019年2月28日

Xetra

監査役

パウル・

アクライトナー

株式 DE000

BAY0017

購入 69.2274

ユーロ

2,889 199,997.8950

ユーロ

2019年2月28日

Xetra

監査役

ジモーネ・

バジェル-トラー

株式 DE000

BAY0017

購入 69.2274

ユーロ

476 32,952.2319

ユーロ

2019年2月28日

店頭取引市場

(OTC)

監査役

ノルベルト・W・

ビショフベルガー

バイエル

AG米国預

託証券

(ADR)

CUSIP

072730302

購入 19.9699

米ドル

5,000 99,849.5000

米ドル

2019年2月28日

Xetra

監査役

トーマス・エベリング

株式 DE000

BAY0017

購入 69.2274

ユーロ

1,950 134,993.3871

ユーロ
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日付／取引所 氏名／開示理由 証券 ISIN番号 取引の種類 価格/通貨 取引量 総額

2019年2月28日

Xetra

監査役

トーマス・エルスナー

株式 DE000

BAY0017

購入 69.2274

ユーロ

715 49,497.5753

ユーロ

2019年2月28日

Xetra

監査役

ヨハンナ・W・

ファーバー

株式 DE000

BAY0017

購入 69.2274

ユーロ

476 32,952.2319

ユーロ

2019年2月28日

Xetra

監査役

ヴォルフガング・

プリシュケ

株式 DE000

BAY0017

購入 69.2274

ユーロ

953 65,973.6912

ユーロ

2019年2月28日

Xetra

監査役

ノルベルト・

ヴィンケルヨハン

株式 DE000

BAY0017

購入 69.2274

ユーロ

577 39,944.1971

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

ヴェルナー・

ヴェニング

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

1,513 98,941.122

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

パウル・

アクライトナー

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

1,529 99,987.426

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

ジモーネ・

バジェル-トラー

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

163 10,659.222

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

トーマス・エルスナー

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

822 53,753.868

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

ヨハンナ・W・

ファーバー

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

504 32,958.576

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

ヴォルフガング・

プリシュケ

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

1,009 65,982.546

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

ライナー・ホフマン

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

229 14,975.226

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

ノルベルト・

ヴィンケルヨハン

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

1,223 79,976.862

ユーロ

2020年3月2日

Xetra

監査役

ミヒャエル・シュミッ

ト-キースリング

株式 DE000

BAY0017

購入 65.394

ユーロ

229 14,975.226

ユーロ

2020年3月2日

店 頭 取 引 市 場

(OTC)

監査役

コリーン・A・ゴギンズ

バイエル

AG米国預

託証券

(ADR)

CUSIP

072730302

購入 17.98

米ドル

2,400 43,152.00

米ドル

2020年3月2日

店 頭 取 引 市 場

(OTC)

監査役

ノルベルト・W・

ビショフベルガー

バイエル

AG米国預

託証券

(ADR)

CUSIP

072730302

購入 17.88

米ドル

4,000 71,520.00

米ドル

2020年3月16日

店 頭 取 引 市 場

(OTC)

監査役

アーサリン・カズン

バイエル

AG米国預

託証券

(ADR)

CUSIP

072730302

購入 13.24

米ドル

496 6,567.04

米ドル
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② 取締役および監査役の報酬

以下の報酬報告は、バイエルAGの取締役および監査役の報酬パッケージの基本的要素を記載し、また2019事業

年度について個々のメンバーに付与または受領された報酬について説明したものである。この報告は、公開会社

に適用される財務報告基準（ドイツ商法（HGB）、ドイツ会計基準（DRS）および国際財務報告基準（IFRS））の

要件ならびに現行のドイツ・コーポレート・ガバナンス規範に含まれる勧告および取締役の持続可能な報酬に関

するガイドラインに準拠している。さらに、報酬報告は、欧州株主権利指令Ⅱ（SRD Ⅱ）をドイツ法（ARUG

Ⅱ）に導入するための2019年12月12日付法律に起因する要件もすでに大部分考慮している。

 

取締役の報酬

 

目　的

バイエルAGの取締役報酬制度は、2016年4月29日の定時株主総会において大多数（81.1％）の承認を得た改定

版を用いている。これは企業戦略に合致しており、また業績主導の持続可能なコーポレート・ガバナンスおよび

適切な報酬構造・水準に適合している。取締役向けの報酬制度は、団体協約の対象ではないすべての管理職従業

員に適用される制度とほぼ同じである。

取締役報酬の主要素には、その絶対値および適切かつ明確な制限だけでなく、固定報酬と短期・長期変動報酬

要素のバランスのとれた構成が含まれる。ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範の勧告および取締役の持続可

能な報酬に関するガイドラインに従い、バイエルの目標報酬の変動部分は主に長期的性質を有している。固定報

酬は目標報酬（固定報酬要素と変動現金報酬要素の合計）の28.6％、年間賞与もやはり28.6％、株式に基づく長

期現金報酬は42.8％を占めている。

取締役報酬は毎年見直され、通常はドイツ消費者物価指数に合わせて引き上げられる。追加調整が必要である

と監査役会がみなした場合、人事委員会は背景情報を活用して問題を詳細に協議し、これに対応する監査役会の

決議案を作成する。報酬の見直しは外部独立専門家のコンサルティングを受け、DAX 30社（金融会社を除く。）

をベンチマークとする。ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範第4.2.2条において勧告される評価基準は、す

べて考慮されている。その上で監査役会は全会で調整案の決議を行う。

取締役報酬制度の概要は以下の通りである。
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取締役報酬方針（2019年）

 

 目　的 計算基準

固定年間報酬 市場相場と合致する報酬 固定年間報酬の水準は、取締役会における役割、経験、

果たすべき責任の範囲および市場条件を反映する。

付加給付 取締役会の役務に関連してま

たはこれを円滑に進めるため

に生じた費用の払戻し

付加給付は、運転手つき社用車、健診費用、各種保険お

よび家庭用防犯設備費用を含む。また、新任取締役が前

雇用主から付与されていたが、バイエル入社を理由に失

効となった変動報酬要素に対する補償金を含む。

短期変動現金報酬

(短期インセンティ

ブ(STI)＝年間賞与)

短期企業目標の達成 以下の報酬要素に関連する目標の達成度。各要素は業績

評価の3分の1を占める。

1. グループ要素：1株当たり中核利益

2. 部門別要素：定性的目標30％および定量的目標70％

（各部門の為替・ポートフォリオ調整後の売上高成

長率および特別項目計上前EBITDAマージンならびに

クロップサイエンス部門のキャッシュ・フロー業

績）

3. 個人的要素：個人目標およびチーム目標

年間賞与の設定に対

する監査役会の裁量

権

個々の取締役に対する賞与の

相対的公正性を確保する。

監査役会は、取締役との間で合意された年間目標の達成

度に基づいて取締役の個人的業績を評価する。個人的業

績は、年間賞与目標額の3分の1を占める。監査役会は、

部門別要素の定性的要素の目標達成度も評価する。

マルスおよびクロー

バック制度

適切な報酬を確保する。 取締役が財政的損失をもたらす義務違反を犯したとき

は、支払額の減額または返還を要求する法的根拠が存在

する。

株式に基づく4年間

の長期現金報酬アス

パイア2.0(長期イン

センティブ(LTI))

企業価値の持続的上昇を支援

する。

仮想の株式に基づく報酬プログラム：4年経過後のLTI報

酬の支払額は、LTR目標値に基づいて行う。この額はそ

の時点で、バイエルの株価の推移、ユーロストック50と

比較したその実績、および実質的に取得された株式数に

対してその間に支払われた配当金を反映して調整される

（株主総利回りアプローチ）。支払は4年経過後、トラ

ンシェ満了後の月に自動的に行う。

支払限度額 不適切に高い支払を回避す

る。

限度額は、以下の2つの変動報酬要素の双方に適用され

る。

STI：

目標値＝固定年間報酬の100％

限度額＝目標値の200％

LTI：

目標値＝固定年間報酬の150％×個人の前年度のSTI支払

係数

限度額＝目標値の250％

さらに、各取締役が受領する現金報酬の合計額(固定年

間報酬＋STI＋LTI)は、個人別に制限されている。上限

額は、ヴェルナー・バウマン10.0百万ユーロ、リアム・

コンドン6.0百万ユーロ、シュテファン・エルリヒ5.5百

万ユーロおよび他の各取締役5.0百万ユーロである。

株式所有ガイドライ

ン

 

企業の持続可能な発展および

会社への帰属意識の促進

取締役は、4年間の持ち高積み増し期間末に、LTI目標値

の2分の1(固定年間報酬の75％)に相当する価額のバイエ

ル株式を購入し、その後取締役在任中は当該株式を保持

することを契約で義務付けられる。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

114/482



 

 目　的 計算基準

退職年金および遺族

年金

 

十分な年金を提供するための

拠出金の提供

現在、バイエル年金基金については（ドイツにおける法

定年金拠出に関する上限額までの）固定報酬の8％、ラ

イニッシェ年金基金については2％の会社拠出が行われ

ている。各自の固定報酬が当該上限を超える額について

は、取締役が9％の個人拠出を行う場合に限り、その

42％相当額の会社拠出も付与される。かかる金額は年金

受給権に転換される。給付は年金受給権の総計から生じ

る。

契約終了 不適切に高い支払を回避す

る。

当社が取締役の契約を早期終了したときは、退職金は2

年分の年間報酬を上限とするが（退職金上限）、残存す

る当初契約期間の報酬を超えないものとする。これは正

当な理由による解雇の場合は適用されない。

支配権の変更 買収時の独立性を保証する。 固定年間報酬の250％に相当する補償金の支払。ドイ

ツ・コーポレート・ガバナンス規範に基づき、(ⅰ)3年

分の報酬または(ⅱ)残存する契約期間の報酬のうちいず

れか低い方までに制限されている。

 

業績連動型報酬

短期変動現金報酬

短期変動現金報酬（STI）は、契約上合意された目標値（固定年間報酬の100％）に基づいて決定される。STI

の支払水準は、3つの下位報酬要素、すなわちグループ報酬要素、部門報酬要素および個人業績報酬要素（これ

らの報酬要素は業績評価においてそれぞれ3分の1ずつ加重される。）に関する目標達成度によって決定される。

業績評価においては、プラスとマイナス両方の変化が考慮される。

・ グループ報酬要素はグループの1株当たり中核利益に基づいて決定され、200％を上限とする。

・ 部門報酬要素は平均業績に基づいてインセンティブの性質を与えられる。機能別責任を負う取締役につい

ては、この報酬要素は以下の加重を用いて計算される。クロップサイエンス部門（動物用薬品事業を含

む）45％（このうちクロップサイエンス部門は95％、動物用薬品事業は5％）、医療用医薬品部門45％およ

びコンシューマーヘルス部門10％。ただし、部門責任者である取締役に関しては、STIのうちこの3分の1の

部分は、全額が各部門の利益に基づいてインセンティブの性質を与えられる。部門業績の評価には、特別

項目計上前EBITDAマージンおよび部門の為替・ポートフォリオ調整後ベースの売上高増加率に関して測定

される財務目標の達成度に連動する報酬要素（70％）が含まれる。クロップサイエンス部門については、

定量的目標の達成率を50％を上限として増減させる補正率を用いて、キャッシュフロー実績も考慮され

る。目標達成率は、内部計画に基づく参照値に対する営業活動によるキャッシュ・フロー（一時的効果を

考慮する。）を設定することによって決定される。部門別業績の残り30％の要素は、革新的な前進、安全

性、コンプライアンスおよび持続可能性といった分野における質的目標の達成度に基づく。定性的要素

も、監査役会の合理的裁量に基づいて、補正率として使用できる。部門別要素は300％までに制限されてい

る。

・ 個人的業績報酬要素の目標達成度の基準は、取締役各人の職務およびそれによって生じる個人目標、なら

びにグループ目標の達成に対する各人の寄与度に基づいている。取締役の個人目標は毎年監査役会が決定

し、達成度の評価も行う。個人的業績報酬要素は200％までに制限されている。
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STIは全額、翌年第2四半期に支払われる。

 

 

2019事業年度については、目標値が年初に設定された時点で、グループ要素である1株当たり中核利益の目標

値が、当初6.80ユーロと設定された。この目標値は動物用薬品事業およびカレンタ・グループからの利益貢献も

考慮に入れたものであったが、年度中にその売却が合意された。かかる利益貢献が非継続事業において計上され

ており、減価償却額（IFRS第5号に基づき、売却目的保有資産として認識されなくなったが、当初の計画には含

まれていた。）によって減額されていることを考慮して、目標達成値の決定における比較可能性を確保するた

め、1株当たり中核利益の目標値は1株当たり6.77ユーロとした。これは目標達成水準96.6％に相当する。2019年

の業績評価域は、5.80ユーロ（この要素からの支払＝0）と7.30ユーロ（200％の支払＝限度額）の間に設定され

た。

部門別要素の定量的業績評価については、売上高成長率（為替・ポートフォリオ調整後）および特別項目計上

前EBITDAマージンが2次元マトリクスにおいて考慮される。例えば一方の業績目標が達成され、他方が目標を上

回った場合、または両方が目標を上回った場合には、目標値の100％を超える報酬が発生し得る。
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STI支払マトリクス
(注1)

(2019年)

       特別項目計上前EBITDAマージン

       ＜目標値  目標値  ＞目標値

      CS 23.8％ … 24.8％ … 25.8％

      PH 32.3％ … 33.3％ … 34.3％

      CH 19.2％ … 20.2％ … 21.2％

      AH 21.8％ … 22.8％ … 23.8％

  CS PH CH AH       

売上高成長
率(為替・
ポートフォ
リオ調整後)
(注2)

＜目標値 0.7％ 1.6％ －1.8％ 1.4％  0％ … 50％ … 100％

 … … … …  … … … … …

目標値 3.2％ 4.1％ 0.7％ 3.9％  50％ … 100％ … 150％

 … … … …  … … … … …

＞目標値 5.7％ 6.6％ 3.2％ 6.4％  100％ … 150％ … 200％

            

CS=クロップサイエンス部門、PH＝医療用医薬品部門、CH＝コンシューマーヘルス部門、AH＝動物用薬品事業

(注1) 各部門の財務目標(70％加重)

(注2) 2018年における農業関連事業の買収を考慮して、クロップサイエンス部門では為替の影響調整後の試算ベースの売上

高成長率が使用されている。

 

2019事業年度については、部門別要素として、売上高成長率および特別項目計上前EBITDAマージンの目標値が

次の通り予算設定され、達成された。（注：以下の達成水準は、概数にする前の数値を基に計算した。）

 

クロップサイエンス部門

・ 対2018年比試算ベース売上高成長率（為替の影響調整後）の目標値＝3.2％、達成値＝－1.4％

・ 特別項目計上前EBITDAマージンの目標値＝24.8％、達成値＝24.2％

・ 営業活動によるキャッシュ・フローの目標値は20億ユーロであった。キャッシュ・フローのプラスの業績

により、目標達成値は25％増加した。

 

医療用医薬品部門

・ 対2018年比売上高成長率（為替・ポートフォリオ調整後）の目標値＝4.1％、達成値＝5.6％

・ 特別項目計上前EBITDAマージンの目標値＝33.3％、達成値＝33.3％

 

コンシューマーヘルス部門

・ 対2018年比売上高成長率（為替・ポートフォリオ調整後）の目標値＝0.7％、達成値＝2.1％（注：アルゼ

ンチンの成長率はハイパーインフレによるものだったため、為替・ポートフォリオ調整後の売上高成長率

の増加は、－0.5パーセント・ポイント調整された。）

・ 特別項目計上前EBITDAマージンの目標値＝20.2％、達成値＝20.0％
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動物用薬品事業

・ 対2018年比売上高成長率（為替・ポートフォリオ調整後）の目標値＝3.9％、達成値＝2.1％

・ 特別項目計上前EBITDAマージンの目標値＝22.8％、達成値＝24.0％

 

2019年の部門別要素を構成する定量的要素と定性的要素の全体としての目標達成水準は以下の通りとなった。

・ クロップサイエンス部門　　53.5％

・ 医療用医薬品部門　　　　　129.9％

・ コンシューマーヘルス部門　118.7％

・ 動物用薬品事業　　　　　　119.1％

 

これにより、機能別責任を負う取締役の目標達成値は95.9％となった。

人事委員会および監査役会の決議に従い、全取締役は、各自の責任分野に応じた個別目標額を受領する。目標

達成度は事業年度終了後、個別に評価される。下表は、合意された個別の業績目標において考慮された対象分野

の概要である。

 

合意された個別目標（2019年）

 

取締役 個人目標の主要テーマ

ヴェルナー・バウマン モンサント統合の推進、バイエル2022プロジェクトの事業化、グリホサート訴

訟の防御、動物用薬品事業、カレンタ、「Dr. Scholl’s
TM
」および

「Coppertone
TM
」の売却

ハートムート・クルージック 優秀な従業員の獲得と育成、品質保証、生産安全性、持続可能性・社会的責任

戦略

ヴォルフガング・ニックル バイエル2022プロジェクトの推進、モンサントのシナジー実現、動物用薬品事

業、カレンタ、「Dr. Scholl’s
TM
」および「Coppertone

TM
」の売却、エクイ

ティストーリーの継続的改善

ケマル・マリク 研究、イノベーションおよびLeaps by Bayerの強化

リアム・コンドン モンサントの統合の推進、クロップサイエンス部門の事業継続性、クロップサ

イエンス部門およびバイエル全体のデジタル変換、持続可能性・社会的責任戦

略

ハイコ・スキッパー ブランド戦略の品質向上、コンシューマーヘルス部門のイノベーション・パイ

プラインの強化、皮膚科処方薬事業、「 Dr. Scholl’s
TM
」および

「Coppertone
TM
」の売却

シュテファン・エルリヒ 医療用医薬品部門の戦略改善（研究および製品パイプラインの強化、インライ

センス、主要市場、デジタル変換）、品質保証、当社の遺伝子治療事業の強化

 

以上に加えて、チーム目標については、統治機関としての取締役会メンバーの共同責任を反映することが合意

されている。チーム目標は、取締役会が2019年について定め、監査役会が承認したグループ目標に基づいてい

る。下表は、考慮された対象分野の概要である。
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チーム目標(2019年)

 

対象分野 目標

成長市場との整合 クロップサイエンス部門における統合の成功を達成する。

部門ごとの戦略において定められた「必勝試合」における活動にさらに集中すること

によって、有機的成長を促進する。

医療用医薬品部門におけるインライセンスに特に重点を置きつつ、価値を生み出す外

部の成長機会を推進する。

科学を原動力とするイノ

ベーション

各部門におけるパイプラインを前進させ、またイノベーション・モデルの変革を進め

る。

Leaps by Bayerを通じて画期的なイノベーションを推進する。

各部門および各機能のデジタル変換を進め、また画期的なビジネスモデルの開発を進

める。

実行の卓越性 合意されたサービスレベルで予定数量を産出するための生産の確実性を高める。

期待に応える業績を上げ、また各部門において効率性プログラムを推進することに

よって、投資家の信頼を取り戻す。

バイエル2022の一環として、プラットフォーム機能における改革計画を策定、実行す

る。

人々と持続可能性へのコ

ミットメント

デジタル能力を向上し、部門別、機能別戦略を支援する。

雇用主としての提言を最新化し、機敏な文化を養成し、リーダーシップを強化し、ま

たデジタル化の進む将来に備えて規定された行動に合わせて社員とその能力を育成す

ることによって、最高の人材を引き付け、雇用する。

生態系に対するバイエルの直接的影響およびより広い寄与に対処する、包括的な持続

可能性戦略を策定、始動する。

包括的なレピュテーション管理戦略を策定、始動する。

 

個別目標およびチーム目標の達成度は、事業年度終了後に、人事委員会および監査役会によって評価され、各

取締役について、100％から135％の間で決定される。

 

株式に基づく長期現金報酬（LTI）

取締役は、特定のガイドラインに従って各個人について定められた一定数のバイエル株式を個人的投資として

購入し、バイエルグループでの勤務を継続している限りそれらを保有することを条件に、株式に基づく長期報酬

プログラムである「アスパイア」の毎年のトランシェに参加する資格がある。

2016年以降各年に発行されたアスパイア2.0のトランシェのLTIの目標値は、原則として、契約上合意された、

固定年間報酬に占める目標比率（150％）に基づいている。開始価格は、各トランシェの発行前年における取締

役個人へのSTI支払係数を乗じて決定されている。

 

LTI目標値＝150％×固定年間報酬×トランシェ発行前のSTI支払係数

 

4年経過後のLTI報酬の支払額は、LTR目標値に基づいて行う。この額はその時点で、バイエルの株価の推移、

ユーロストック50と比較したその実績、および実質的に取得された株式数に基づいてその間に支払われた配当金

を反映して調整される（株主総利回りアプローチ）。
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LTI支払額 ＝ LTI目標値 ×

トランシェ満了日の直前

30取引日の間の平均株価
×

ユーロストック50と

比較した業績
＋
配当金合計相

当額トランシェ発行日の直前

30取引日の間の平均株価

 

取締役については、ユーロストック50との比較という形式で、追加の業績測定基準が導入された。これは、業

績を上回りまたは下回る比率（いずれにせよ50％を上回らない。）に応じて支払額をそれぞれ増加または減少さ

せるものである。

 

2015年までに発行されたアスパイア・プログラムのトランシェに基づく支払額は、当該トランシェの満了ま

で、引き続き、固定年間報酬に対する百分率として契約上合意された「アスパイア目標額」に基づいて決定され

る。バイエル株式のパフォーマンス（絶対値およびベンチマーク指数であるユーロストック50に対する相対値の

両方で表される。）に応じて、プログラム参加者には、各自のアスパイア目標額の0％から最高300％までのア

ワードが、各業績期間末に付与される。

下表は、2015年および2016年のアスパイア・トランシェの概観を示したものであり、バイエル株式およびユー

ロストック50の開始および最終価格／価値（各基準日の直前30取引日の平均価格／価値）ならびに支払率を含

む。

 

アスパイア目標達成値

 2015年のトランシェ(注)  2016年のトランシェ

バイエル株式開始価格  113.82ユーロ  117.27ユーロ

バイエル株式最終価格  63.08ユーロ  69.95ユーロ

ユーロストック50開始価格  3,162.29  3,346.47

ユーロストック50最終価格  3,094.29  3,709.77

支払率  0.0％  38.9％

(注) 2015年まで適用されていたアスパイア・プログラムのトランシェ

 

双方の合意または会社の決定により役務提供契約の延長を行わなかったために、取締役が年度中に退職または

取締役を引退する場合、当該年度に付与されたアスパイアのトランシェは、当該トランシェの初年度における当

該取締役の実際の在任期間に比例して、減額される。この場合、過年度に付与されたトランシェは一切変更され

ず、引き続き有効である。
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年金受給権（退職年金および遺族年金）

取締役の毎年の年金受給権は、拠出額に基づいて決定される。各取締役は2つの企業年金基金のうち1つに加入

している。バイエルは2％の個人拠出を補完するため、会社拠出を行う。会社拠出額は、現在、バイエル年金基

金については（ドイツにおける法定年金拠出に関する上限額までの）固定年間報酬の8％、ライニッシェ年金基

金については2％に設定されている。これに加えて、バイエルは、各人の固定報酬が当該上限を超える額の42％

に相当する仮想年間拠出を行う。このパーセンテージの内訳は、基本的拠出が6％、マッチング拠出が36％であ

り、当該取締役の9％の個人拠出の4倍である。年間拠出総額は、ライニッシェ年金基金（Rheinische

Pensionskasse VVaG）の適用あるタリフの年金表に従って、年金受給権に転換される。退職時の年間年金受給権

は、投資賞与を含む累積年金受給権の総額である。投資賞与は、ライニッシェ年金基金の資産に係る純収益から

拠出額の最低収益（タリフに基づいて保証され、ドイツ金融監督庁（BaFin）によって承認される。）を差し引

いた額に基づいて、毎年決定される。将来の年金支払額は、各人の受給権に従って毎年見直され、調整される。

以上に加えて、以下の取締役については、追加取決めが実施されている。

・ ヴェルナー・バウマンは、60歳の誕生日から200千ユーロの年金を受給する確定済の権利を付与されてい

る。この金額は、同氏の任期が一定の条件下で60歳の誕生日より前に終了した場合は、案分ベースで減額

される。

・ ケマル・マリクは、65歳の誕生日から80千ユーロの年金を受給する確定済の権利を付与された。この金額

は、同氏の任期が65歳の誕生日より前に終了したため、案分ベースで減額された。

・ ハイコ・スキッパーは、案分ベースで、バイエルAGの取締役としての役務に対してドイツ（30％）におい

て、またバーゼルのBCC AGにおけるコンシューマーヘルス部門責任者としての契約に基づいてスイス

（70％）において、年金制度に加入している。スキッパー氏のスイスにおける年金受給権は、確定給付型

制度によるものである。同制度における拠出額は口座に積み立てられ、その後退職年金として支払われ

る。

一定の資産は契約信託制度（CTA）に基づいて財団法人バイエル年金信託により管理されており、ドイツにお

ける直接約定から生じる年金受給権をカバーしている。これは、ドイツ国内の取締役各人の年金受給権に対し

て、年金保険協会からの給付を超える多額の追加保証を提供している。

 

取締役としての勤務の終了時点における給付

取締役の役務契約が（満了または非延長により）終了したときは、固定報酬、年間賞与（STI）、会社年金制

度およびすべての付加給付に関するそれ以前のすべての義務的支払は停止する。一方、長期変動報酬（LTI）

は、4年間のトランシェが終了した時点で初めて支払われる。ただし、受給権は通常の契約期間中、獲得され

る。
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契約終了後競業禁止の合意

取締役とは、2年間の合意期間中、当社が補償金を支払うことを規定する契約終了後競業禁止の合意を行って

いる。各契約の2年間の補償金額は、退任前12ヶ月間の平均固定報酬の100％である。法的要件に従い、補償金額

を決定するときは、勤務に関連するその他の報酬が考慮される。役務契約の終了時に、会社は競業禁止合意の権

利放棄を選択することができ、その場合、補償金の支払は行わない。取締役が退社後に引退した場合も同様であ

る。

 

就業不能

取締役は、一時的に就業不能に陥った場合、契約上合意した報酬額を引き続き受領する。取締役が少なくとも

18ヶ月間連続して就業不能に陥り、自己の職務を完全に遂行することが永続的に不可能である可能性が高い場合

（永続的就業不能）、バイエル社は役務提供契約を早期解除することができる。永続的就業不能のために60歳前

に契約が解除された場合には、就業不能年金が支払われる。取締役については、役務提供契約に基づく就業不能

年金の額は、契約終了日において、契約終了日から当該取締役の55歳の誕生日（該当する場合）までの仮想上の

勤務期間を考慮して確定した受給権に相当する。

 

2020年および2021年以降の変更予定

2019年12月、監査役会は、取締役会を対象として2020年から適用することができる新たな報酬制度について決

議した。この趣旨の提案は、承認を受けるために2020年度年次株主総会に提出される予定である。新報酬制度の

詳細は、年次株主総会招集通知とともに提供される。

 

2019年の取締役報酬

2019年の取締役の報酬総額は26,075千ユーロ（2018年：24,509千ユーロ）であった。そのうち8,227千ユーロ

（2018年：8,212千ユーロ）は業績に連動しない報酬要素、17,848千ユーロ（2018年：16,297千ユーロ）は業績

に連動する報酬要素であった。年金勤務費用は2,753千ユーロ（2018年：2,745千ユーロ）であった。

2019年12月31日現在、バイエルAGの取締役会は7名で構成されていた。ハートムート・クルージックおよびケ

マル・マリクの取締役会における役務は同日付で終了した。2019年中、取締役会のメンバー構成に変更はなかっ

た。

ドイツ商法に従い、2018年および／または2019年に在任した取締役各人の報酬総額を下表に示した。
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取締役報酬（ドイツ商法準拠）

 
 
 
 

 
年間
固定報酬

 
 

付加給付

 
短期変動
現金報酬

株式に基づく
長期現金報酬

(アスパイア)
(注1)

 
 

報酬総額

 
年金勤務

費用
(注2)

千ユーロ 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

2019年12月31日
時点の在任取締役

ヴェルナー・バウマン
(社長)

1,511 1,650 46 47 1,708 1,717 2,039 2,804 5,304 6,218 874 1,014

リアム・コンドン 819 950 45 44 1,056 896 793 1,841 2,713 3,731 348 457

ハートムート・
クルージック

768 787 39 39 805 819 864 1,240 2,476 2,885 331 223

ケマル・マリク
(注3) 794 814 37 37 813 792 923 1,253 2,567 2,896 315 355

ヴォルフガング・
ニックル

523 787 41 68 571 859 1,056 1,319 2,191 3,033 133 188

シュテファン・

エルリヒ
(注4) 137 840 142 854 133 983 973 1,226 1,385 3,903 19 202

ハイコ・スキッパー
(注

5)
640 787 1,431 523 639 918 1,104 1,181 3,814 3,409 178 314

元取締役

ヨハネス・ディーチ 320 － 17 － 346 － 432 － 1,115 － 141 －

エリカ・マン 192 － 3 － 192 － 145 － 532 － 204 －

ディーター・
ヴァイナント

683 － 24 － 674 － 1,031 － 2,412 － 202 －

合計
(注6) 6,387 6,615 1,825 1,612 6,937 6,984 9,360 10,864 24,509 26,075 2,745 2,753

(注1) 付与日の公正価値。

(注2) バイエル年金基金（Bayer-Pensionskasse VVaG）、ライニッシェ年金基金およびドイツ国外の年金基金への当社拠出

金を含む。

(注3) ケマル・マリクは、2019年12月31日付の退社を考慮して、退職金6,831千ユーロ（ドイツ商法に基づく評価）を受領す

ることで合意した。これにより、同氏が2021年12月31日まで在任し、その時点で退任したと仮定した場合と報酬は同

一となる。

(注4) シュテファン・エルリヒの付加給付には、前雇用主から付与されていたが、バイエルへの入社により失効した変動報

酬要素に対する補償金808千ユーロ（2018年：135千ユーロ）が含まれる。この補償金は総額2,424千ユーロであり、期

間案分ベースで3年間にわたって支払われている。

(注5) ハイコ・スキッパーの付加給付には、前雇用主から付与されていたが、バイエルへの入社により失効した変動報酬要

素に対する補償金495千ユーロ（2018年：894千ユーロ）が含まれる。この補償金は最大で1,950千ユーロである。この

うち4分の1は同氏の取締役就任日に支払われた。残り4分の3は、期間案分ベースで3年間にわたって支払われている。

(注6) 取締役会の報酬総額には、エリカ・マンが2018年に、またハイコ・スキッパー2018年および2019年に、当社の子会社

であるバイエル・コンシューマー・ケアAG（スイス）から、コンシューマーヘルス部門責任者としての地位に応じて

受領した、固定年間報酬551千ユーロ（2018年：583千ユーロ）、付加給付374千ユーロ（2018年：1,000千ユーロ）、

短期変動現金報酬643千ユーロ（2018年：581千ユーロ）および株式に基づく長期現金報酬827千ユーロ（2018年：874

千ユーロ）が含まれる。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

123/482



固定年間報酬

取締役の固定年間報酬は2019年に調整された。全取締役の固定年間報酬総額は6,615千ユーロ（2018年：6,387

千ユーロ）であった。全取締役の固定年間報酬を消費者物価指数の推移に基づいて調整したのに加え、ヴェル

ナー・バウマンおよびリアム・コンドンについては、2018年の農業関連事業の買収により仕事量が増え、また責

任が拡大したことを考慮して、それぞれ6.6％および13.1％の予定外の増額となった。

 

短期変動現金報酬

2019年に取締役全員に対して支払われた短期変動現金報酬の総額は、連帯拠出金控除後で、6,984千ユーロ

（2018年：6,937千ユーロ）であった。6,984千ユーロ（2018年：5,725千ユーロ）の引当金が、2019年12月31日

現在在任中の取締役に対するこの報酬要素の支払のために設定された。労働者代表とのそれぞれの合意の適用を

受ける当社の従業員は全員、ドイツ国内の拠点における雇用確保のため、連帯拠出金を支払う。2019年の当該拠

出金は、各人のSTI付与の0.14％（2018年：0.22％）に上った。

 

バイエル仮想株式に基づく長期変動現金報酬

この報酬要素は、2016年1月1日付の取締役報酬制度の調整を受けて、長期報酬の要素ではなくなり、現在は短

期現金報酬の一部となっている。STIの50％のバイエル仮想株式への転換は、2015年を最後として、平均株価

119.17ユーロに基づいて行われた。IFRSに準拠する2018年の報酬総額には、既存の受給権の価値のマイナスの変

動額978千ユーロが含まれていた。2019年12月31日現在、本プログラムに基づく将来の現金支払額に関する引当

金は設定されていなかった（2018年12月31日現在：1,824千ユーロの引当金）。

 

株式に基づく長期現金報酬（アスパイア）

アスパイア・プログラムに基づく株式に基づく長期現金報酬は、ドイツ商法に従い、各付与日現在の公正価値

10,864千ユーロ（2018年：9,360千ユーロ）で報酬総額に含まれている。

IFRSに準拠する報酬総額には、各年度に獲得した部分的受給権の公正価値が含まれる。したがって、業績期間

4年で付与された株式に基づく報酬は、付与年度から4年間にわたり、各報酬の公正価値で費用計上される。IFRS

に準拠した株式に基づく報酬には、過年度に付与された現在進行中のアスパイアのトランシェに基づく既存の受

給権の価値変動額も含まれる。
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取締役報酬 － アスパイア・プログラム（IFRS準拠）

 

 2019年12月31日時点の在任取締役 元取締役  

 
 
 

（単位：千ユーロ）

ヴェル
ナー・
バウマン
(社長)

 
 

リアム・
コンドン

ハート
ムート・
クルー
ジック

 
 

ケマル・
マリク

 
ヴォルフ
ガング・
ニックル

 
シュテ
ファン・
エルリヒ

 
ハイコ・
スキッ
パー

 
ヨハネス
・

ディーチ

 
 

エリカ・
マン

 
ディーター
・ヴァイ
ナント

 
 
 
合計

各年に獲得
した株式に
基づく報酬

の受給権
(注

1)

2019年 1,849 1,071 2,471 897 553 536 512 － － － 7,889

2018年 1,029 537 524 536 105 28 131 1,197 475 2,098 6,660

既存受給権
の価値変動

額
(注2)

2019年 (48) (40) (37) (38) 3 1 3 － － － (156)

2018年 (972) (604) (565) (581) － － － (26) (491) (529) (3,768)

合計
(注3)

2019年 1,801 1,031 2,434 859 556 537 515 － － － 7,733

2018年 57 (67) (41) (45) 105 28 131 1,171 (16) 1,569 2,892

(注1) 新規に獲得した受給権は、アスパイア・プログラムの2016年～2019年（2018年：2015年～2018年）のトランシェに由

来するものである（この報酬は、4年間にわたって獲得された（またはされている）ため）。2018年および2019年につ

いては、それぞれ案分ベースの公正価値で記載されている。ハートムート・クルージックは2019年12月31日に退社す

るまで、受給権を前倒しで獲得していた。このため、2019年に獲得した受給権は、2019年12月31日現在の他の在任取

締役より高くなっている。ヨハネス・ディーチ、エリカ・マンおよびディーター・ヴァイナントは、それぞれの退職

日（2018年5月31日、2018年3月31日および2018年10月31日）まで、受給権を前倒しで獲得している。したがって、同

氏らが2018年の各在任期間中に獲得した受給権は、2018年12月31日現在の在任取締役より高くなっている。リアム・

コンドン、ハートムート・クルージック、エリカ・マンおよびディーター・ヴァイナントが2018年に獲得していたア

スパイアの受給権および価値の変動額は、取締役となる前に付与されたが、まだ完全に獲得されていないアスパイア

のトランシェに一部関係するものである。

(注2) 本欄は、2016年、2017年および2018年（2018年：2015年、2016年および2017年）にすでに獲得された受給権の価値変

動を示している。

(注3) 2019年に獲得された受給権359千ユーロ（2018年：425千ユーロ）および既存受給権の価値変動額2千ユーロ（2018年：

マイナス344千ユーロ）は、当社の子会社であるバイエル・コンシューマー・ケアAG（スイス）に対する受給権に関係

するものである。

 

2019年12月31日現在在任中の取締役のアスパイア受給権に対して、13,323千ユーロ（2018年：5,590千ユー

ロ）の引当金が設定された。このうち8,993千ユーロは2018年までに発行されたトランシェに、また4,330千ユー

ロは2019年のトランシェに関係している。これに加えて、退職金の一部を形成するアスパイア・トランシェにつ

いても、4,092千ユーロの引当金が設定されている。
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年金受給権

ドイツ商法に従って2019年に認識された取締役の年金勤務費用は2,753千ユーロ（2018年：2,745千ユーロ）、

IFRSに従って認識された年金受給権の当期勤務費用は3,439千ユーロ（2018年：3,489千ユーロ）であった。下記

の表は、取締役各人に帰属する勤務費用および年金債務の決済価額または現在価値を示している。

 

年給受給権（ドイツ商法およびIFRS準拠）

 

 

ドイツ商法準拠 IFRS準拠

 
 

年金勤務費用
(注1)

 
12月31日現在の年金

債務の決済価額
(注2)

 
年金受給権の
現在勤務費用

12月31日現在の
確定給付年金債務の

現在価値

(単位：千ユーロ) 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

2019年12月31日時点の在任取締役

ヴェルナー・
バウマン(社長)

874 1,014 11,217 13,953 1,254 1,310 15,075 20,325

リアム・コンドン 348 457 3,063 4,289 539 627 4,618 6,220

ハートムート・
クルージック

331 223 6,141 6,820 433 267 7,769 9,234

ケマル・マリク 315 355 2,606 4,247 448 456 3,110 5,494

ヴォルフガング・
ニックル

133 188 148 367 206 257 207 573

シュテファン・
エルリヒ

19 202 21 236 27 274 28 362

ハイコ・スキッパー 178 314 3,312 5,075 142 248 3,331 5,141

元取締役

ヨハネス・ディーチ 141 － － － 87 － － －

エリカ・マン 204 － － － 75 － － －

ディーター・
ヴァイナント

202 － － － 278 － － －

合計 2,745 2,753 26,508 34,987 3,489 3,439 34,138 47,349

(注1) バイエル年金基金、ライニッシェ年金基金およびドイツ国外の年金基金への当社拠出金を含む。

(注2) 外国子会社およびバイエルの各種年金基金の年金債務は、IFRSに準拠して、現在価値で算入されている。

 

ドイツ商法に基づく年金勤務費用とIFRSに基づく年金受給権の勤務費用との差異は、ドイツ商法に基づく決済

価額とIFRSに基づく確定給付年金債務の現在価値の計算に使用される評価原則の差異に由来するものである。
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取締役退任時の給付

ケマル・マリクについては、2019年10月、当初2022年1月31日まで有効であった同氏の契約を、相互の合意に

より2019年12月31日付で早期終了することで合意した。これは、バイエル2022効率性プログラムの一環として、

取締役会における同氏の職位が廃止されたためである。退職金は合計8,714千ユーロであり、主に固定報酬（合

計1,627千ユーロ。この一部は競業禁止の合意に対して支払われる補償金に配分された。）、短期報酬要素

（1,713千ユーロ）、2017年から2019年までの間に発行されたトランシェから前倒しで獲得したアスパイア受給

権の金額（1,617千ユーロ）、2020年および2021年に発行されるトランシェから新たに付与されたアスパイア受

給権の金額（2,475千ユーロ）、運転手付き社用車の喪失（100千ユーロ）、ならびに年金制度の各モジュール

（1,182千ユーロ）に関して付与された金額で構成されている。当社の年金制度およびアスパイア・プログラム

に基づくケマル・マリクの受給権は、同氏が2021年12月31日まで加入資格を有していた場合に達成していたであ

ろう水準に設定された。同氏の固定報酬に関する退職金および短期変動報酬要素は当社の年金制度に対する同氏

の個人拠出を控除した後で合計3,440千ユーロであり、2020年1月に支払われた。アスパイア・トランシェからの

支払は、2019年に関する個人のSTI支払係数を2020年のトランシェに適用し、また個人のSTI支払係数105.3％を

2021年のトランシェに適用して、各トランシェの満了時に行われる。2021年12月31日までの競業禁止がケマル・

マリクとの間で合意されている。

ハートムート・クルージック氏は、契約が満了した2019年12月31日に取締役としての役務を終了した。同氏は

当社の年金制度の下で退社日までの間に獲得した受給権に基づいて、2020年1月から年金給付を受けている。バ

イエルはクルージック氏に競業禁止契約の締結を要請しなかったため、補償金の支払義務は生じない。

競業禁止合意に基づいて取締役に支払われる、契約上合意された補償金額の2019年12月31日現在の現在価値を

下表に示した。現任取締役については、現行契約の終了時にこれらの支払が開始されると想定している。固定年

間報酬の計算に際しては、予想インフレ率に基づく調整が行われている。

 

契約終了時補償金

 

(単位：千ユーロ)
固定年間報酬
(2019年)

現行契約
終了日

潜在的補償金の現在価値
(2019年12月31日現在)

2019年12月31日時点の在任取締役

ヴェルナー・バウマン 1,650 2021年4月30日 3,396

リアム・コンドン 950 2023年12月31日 2,012

ハートムート・クルージック(注1) 787 2019年12月31日 0

ケマル・マリク(注2) 814 2019年12月31日 －

ヴォルフガング・ニックル 787 2021年4月25日 1,620

シュテファン・エルリヒ 840 2021年10月31日 1,727

ハイコ・スキッパー 787 2021年2月28日 1,620

(注1) クルージック氏は、取締役としての役務が終了した後、補償金を受領しない。

(注2) マリク氏の退職金には補償金が黙示的に含まれている。
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取締役報酬総額（IFRS準拠）

IFRSに準拠した取締役会の報酬総額は、次表の通りである。

 

IFRSに準拠した取締役報酬

 

(単位：千ユーロ) 2018年 2019年

固定年間報酬 6,387 6,615

付加給付 1,825 1,612

短期の業績非連動型報酬の合計 8,212 8,227

短期の業績連動型現金報酬 6,937 6,984

短期報酬合計 15,149 15,211

株式に基づく報酬(バイエル仮想株式)に対する既存受給権の価値の変動 (978) －

各年に獲得した株式に基づく報酬(アスパイア) 6,660 7,889

株式に基づく報酬(アスパイア)に対する既存受給権の価値の変動 (3,768) (156)

株式に基づく報酬(長期インセンティブ報酬)合計 1,914 7,733

各年に獲得した年金受給権の勤務費用 3,489 3,439

長期報酬合計 5,403 11,172

役務提供契約の終了に関連する退職補償金 － 8,714

報酬総額(IFRS準拠) 20,552 35,097

 

監査役の報酬

 

監査役は、最後に2017年4月28日の定時株主総会において修正された定款の関連規定に基づいて報酬を受け

る。

監査役は、132千ユーロ（2018年：132千ユーロ）の固定年間報酬に加えて、経費の払戻しを受ける。

ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範の勧告に従い、監査役会の会長および副会長ならびに各委員会の委員

長および委員には、追加報酬が支払われる。監査役会会長は固定年間報酬396千ユーロ（2018年：396千ユーロ）

を、副会長は264千ユーロ（2018年：264千ユーロ）を受領している。これらの金額は委員会の委員および委員長

としての報酬も含む。委員会のその他の委員は、追加的な委員報酬を受領する。監査委員会の委員長は追加報酬

として132千ユーロ（2018年：132千ユーロ）を、また監査委員会のその他の委員はそれぞれ66千ユーロ（2018

年：66千ユーロ）を受領する。その他の委員会の委員長はそれぞれ66千ユーロ（2018年：66千ユーロ）を、その

他の委員はそれぞれ33千ユーロ（2018年：33千ユーロ）を受領する。従来通り、指名委員会の委員には、追加報

酬は支給されない。3つ以上の委員会の委員である監査役は、最も報酬が高い2つの委員会の報酬のみを受領す

る。年度途中で監査役会およびその委員会に変更があった場合は、各委員は期間に比例する報酬を受領する。こ

れまでと同様、監査役は、監査役会またはその委員会の会議に本人が出席した場合、その都度1千ユーロの会議

出席費を受領する。会議出席費は1日当たり1千ユーロを限度とする。
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監査役は、各自の税引前固定報酬（追加の委員報酬を含む。）の25％を対価としてそれぞれバイエル株式を購

入し、監査役に在任する限りこれらの株式を保有することを自発的に誓約した。これは、役務提供契約または雇

用契約によって株式の購入を禁止されているか、ドイツ労働組合総同盟の規則に従ってハンス・ベックラー財団

に自己の固定年間報酬および追加報酬の少なくとも85％を移転するか、または役務提供契約もしくは雇用契約に

よりかかる報酬を雇用主に移転することを義務付けられる監査役には適用されない。固定報酬の85％未満が移転

された場合には、自発的誓約は移転されなかった部分に対して適用される。バイエル株式の購入義務は2017年に

修正され、現在は監査役就任当初5年間に限り適用されている。これらの株式は、監査役を退任するまで保有し

なければならない。自発的誓約に関連して2017年より前に取得されたバイエル株式は、この目的において考慮さ

れる。バイエル株式への投資および保有の自発的誓約によって、監査役は、当社の長期的、持続的成功への関心

を強固にする。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

129/482



2019年の監査役報酬

2019年における各監査役の報酬要素は、下表の通りである。

 

2019年バイエルAG　監査役報酬

 

固定報酬 会議出席費 合計

(単位：千ユーロ) 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

2019年12月31日時点の在任監査役

パウル・アクライトナー 198 198 6 6 204 204

ジモーネ・バジェル-トラー 132 132 5 5 137 137

ノルベルト・W・ビショフベルガー 165 165 5 6 170 171

アンドレ・ヴァン・ブロイッヒ 198 198 7 7 205 205

アーサリン・カズン(注1) - 33 - 1 - 34

トーマス・エルスナー 198 215 10 10 208 225

ヨハンナ・W・(ハンネケ)・ファーバー 132 132 4 3 136 135

コリーン・A・ゴギンズ 132 149 4 5 136 154

ローベルト・グントラッハ(注2) - 5 - - - 5

ハイケ・ハウスフェルト 165 165 7 7 172 172

ライナー・ホフマン 132 132 4 3 136 135

フランク・ロールゲン 198 198 10 10 208 208

ヴォルフガング・プリシュケ 264 264 10 11 274 275

ペトラ・ラインボールド-クナーペ 198 198 6 7 204 205

ザビーネ・シャープ 165 165 6 7 171 172

ミヒャエル・シュミット-キースリング 132 132 6 5 138 137

ヴェルナー・ヴェニング(会長) 396 396 11 11 407 407

オトマー・D・ヴィーストラー 165 165 5 6 170 171

ノルベルト・ヴィンケルヨハン 160 281 5 9 165 290

オリバー・チュールケ(副会長) 264 264 9 6 273 270

2018年および2019年に退任した監査役

トーマス・エベリング(注3) 132 99 3 4 135 103

デトレフ・レニングズ(注4) 132 120 6 3 138 123

クラウス・シュテュラニー(注5) 105 - 5 - 110 -

合計 3,763 3,806 134 132 3,897 3,938

(注1) 2019年10月1日から監査役

(注2) 2019年12月18日から監査役

(注3) 2019年9月30日まで監査役

(注4) 2019年11月29日まで監査役

(注5) 2018年5月25日まで監査役
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バイエルグループ企業の従業員である従業員代表者は、監査役としての報酬のほかに、監査役としての役務と

は関係のない報酬を受領している。2019年におけるかかる報酬の総額は、固定および変動報酬要素を含む813千

ユーロ（2018年：757千ユーロ）であった。監査役会の全従業員代表者に対する年金債務は5,700千ユーロ（2018

年：4,072千ユーロ）であった。

監査役が個人的に行った役務（コンサルティングや代理業務等）に対しては、いかなる報酬も支払われず、ま

たは給付も付与されなかった。当社は、監査役のために、監査役としての業務から生じる個人的責任を補償する

ための保険を購入している。

 

その他の情報

取締役または監査役に対する前払金または貸付金

2019年12月31日現在においても、また2019年または2018年のいかなる時点においても、取締役または監査役に

対する前払金および貸付金残高はなかった。

 

元取締役またはその遺族に対する年金の支払

当社は現在、退任取締役に対し、退任直前に受領した固定報酬の最大80％に相当する金額の月払い年金を支

払っている。元取締役またはその遺族に対して支払われる年金額は、毎年再査定され、消費者物価の動向を考慮

して調整されている。

2019年の元取締役またはその遺族への年金支払額は、合計12,078千ユーロ（2018年：17,183千ユーロ）であっ

た。これらの給付は、従前の従業員年金制度に基づいて受領する金額に加えて支払われるものである。元取締役

およびその遺族に対するIFRSに基づく確定給付年金債務の現在価値は199,454千ユーロ（2018年：185,736千ユー

ロ）、ドイツ商法に基づく年金債務の決済価額は162,948千ユーロ（2018年：161,427千ユーロ）であった。

 

(3)【監査の状況】

 

① 監査役監査の状況

 

上記「(1)コーポレート・ガバナンスの概要」、「監査委員会」を参照されたい。

 

② 内部監査の状況

 

プロセス独立モニタリング

管理機能である内部監査は、コーポレート・ガバナンス、リスク管理およびモニタリング・プロセスの有効

性を評価し、改善させるために、体系的かつ的を絞ったアプローチを採用することによって、バイエルのグ

ループ目標の達成を支援する。

上記「(1)コーポレート・ガバナンスの概要」、「監査委員会」を参照されたい。
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③ 会計監査の状況

 

会計監査人

バイエルAGの独立会計監査人は、デロイト・ゲーエムベーハー（ドイツ、ミュンヘン81669、ローゼンハイ

マー・プラッツ4 所在、ドイツ公認会計士協会（ベルリン）所属）（以下「デロイト」という。）である。デロ

イトは2018年12月31日および2019年12月31日に終了した事業年度のバイエルAGの連結財務諸表を審査し、各場合

において無限定適正意見を提出している。

2019年に当該監査業務を実施した公認会計士の氏名は以下の通りである。

 

氏　名 初めてバイエルグループの監査業務を行った時期

フランク・バイナ 2017年12月31日

ミヒャエル・メフレン 2019年12月31日

 

デロイトは2017年からバイエルの会計監査人を務めており、プライス・ウォーターハウス・クーパースの後任

である。ドイツ商法第319条aに基づき、会社の年次財務諸表の監査に関する会計監査人の報告書に署名を行う会

計監査人は、当該業務を連続して7回以上行った後は交替しなければならない（途中で大きな中断期間がない場

合）。この交替義務は、会計監査人である会計事務所自体ではなく、会計事務所内の監査チームにのみ適用され

る。

当社の会計監査人およびその関連会社が当社に提供する役務には以下のものが含まれる。

・ 監査業務 ― バイエルグループおよびバイエルAGに関する監査業務。バイエルおよびその関連会社の連結

財務諸表の監査；監査意見の提供に必要な業務；バイエルの内部統制システムおよびバイエルの情報シス

テムのレビューについて作成された報告書の認証業務；年次監査に関連する会計上および開示上の助言；

監査とは無関係のバイエル情報システムのレビュー；ならびに過年度の修正再表示された数値（もしあれ

ば）の監査に関する監査業務を含む。

・ 監査関連業務 ― 企業の買収／売却に関するデューディリジェンス；買収しまたは買収を予定している重

要な会社の、買収または売却対象部分の財務諸表、売却終了時残高および従業員給付制度の監査；財務報

告、会計報告またはその他の規制上の報告の要件を満たすために必要な手続；内部統制システムに関する

助言；ならびにリスク管理の評価。

・ 税務相談業務 ― ただし、会計監査人およびその関連会社はバイエルの代理人としての行為を行わず、か

つ当該税務相談業務が関連する取引について推奨を行わなかったことを条件とする。税務計画および助

言、税法の遵守に関する支援、納税申告のレビュー、税務監査および税務上の不服申立の支援、ならびに

税務評価を含む。

・ その他の業務 ― リスク管理に関するその他の助言、PwC以外のアドバイザーが実施した評価結果の監査、

事業計画または計画プロセスの分析またはレビュー（ただし計画の策定または実施は行わない。）、およ

び財務関連のその他の助言。
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監査業務、監査関連業務、税務相談業務およびその他の業務の事前承認は、監査委員会によって年初に行われ

る。会計監査人およびその関連会社に対する業務提供の依頼は、バイエルの会計部門を通して、必要であれば個

別に承認申請書を作成した上で、行わなければならない。また当該会計部門は、事前承認の方針にしたがって提

供される業務については監査委員会に通知し、事前承認予算を監視し、事前承認予算の限度に達したときは監査

委員会委員長に通知し、かつ会計監査人およびその関連会社により提供されたすべての業務の記録を保存する。

 

会計監査人の選定方針、理由及び評価

前述の「(1) コーポレート・ガバナンスの概要」の「監査委員会」を参照されたい。

 

④ 監査報酬の内容等

(a)外国監査公認会計士等に対する報酬の内容

 

区分

前連結会計年度
（2018年12月31日終了の会計年度）

当連結会計年度
（2019年12月31日終了の会計年度）

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

監査証明業務に
基づく報酬

非監査業務に
基づく報酬

百万
ユーロ

百万円
百万
ユーロ

百万円
百万
ユーロ

百万円
百万
ユーロ

百万円

提出会社 6 719 5 599 5 599 7 839

連結子会社 9 1,079 5 599 9 1,079 8 959

計 15 1,798 10 1,199 14 1,678 15 1,798

 

デロイトによる財務諸表の監査業務に対する報酬は、主にバイエルグループの連結財務諸表およびバイエルAG

とその子会社の財務諸表の監査である。

 

(b)その他重要な報酬の内容

該当事項なし。

 

(c)外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容

 

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

監査関連業務およびその他の監査作業 3 8

税務相談 3 4

その他の業務 4 3

合計 10 15
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デロイトが2019年に行った監査関連業務およびその他の監査関連作業は、主に動物用薬品事業の売却に関連す

るものであり、その大部分は自主的な財務諸表監査および監査レビューであった。加えて、デロイトのその他の

会社は、動物用薬品事業の売却に関連して、バイエルAGの子会社のための財務諸表監査業務、バイエルグループ

の連結財務諸表やバイエルAGの財務諸表に重要または直接の影響を与えないコンプライアンス関連の税務相談、

およびその他の業務を行った。

 

(d)監査報酬の決定方針及び報酬等に同意した理由

監査委員会は、監査業務（バイエルAGの監査業務を含む。）の実施に関する年間予算を承認する。監査委員会

は、デロイトによる監査業務および非監査業務の実施について、一般的事前承認という形で事前に承認する。非

監査業務に関する一般的事前承認は、事前承認予算の限度に達した場合は直ちに失効する。その時点以降、非監

査業務は監査委員会の個別承認を受けた場合にのみ実施することができる。

 

(4)【役員の報酬等】

 

該当事項なし。なお、取締役及び監査役の報酬については、上記「(2）役員の状況」に記載している。

 

(5)【株式の保有状況】

 

該当事項なし。
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第6 【経理の状況】

 

添付の2019年12月31日に終了した事業年度のバイエルグループの連結財務諸表およびバイエル社の個別財務諸表

は、本国において公表されている原文の年次報告書と同一内容のものである。バイエルグループの連結財務諸表

は、ドイツ連邦共和国（以下「ドイツ」という。）の商法に従い、国際財務報告基準（IFRS）に基づいて作成され

ており、またバイエル社の個別財務諸表は、ドイツの法規、および一般に公正妥当と認められている会計原則に基

づいて、それぞれ作成されている。国際財務報告基準を考慮に入れたドイツと日本の一般に公正妥当と認められて

いる会計原則の主要な相違については第6－4「ドイツと日本における会計原則の主要な相違」の節で説明してい

る。

添付の連結財務諸表および個別財務諸表は、ドイツの独立監査人であり、公認会計士法（昭和23年法律第103

号）第1条の3第7項に規定される「外国監査法人等」であるデロイト・ゲーエムベーハー　ヴィルトシャフツプ

リューフングスゲゼルシャフト（Deloitte GmbH Wirtschaftsprüfungsgesellschaft）により監査されており、

「金融商品取引法」第193条の2第1項第1号に規定される監査証明に相当すると認められる証明に係る当該独立監査

人の監査報告書が本有価証券報告書に添付されている。

この有価証券報告書に含まれる連結財務諸表および個別財務諸表（日本語訳）は「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）第131条第1項に準拠して原文の連結財務諸表および個別財務

諸表の英訳をさらに日本語に翻訳したものである。

本報告書に含まれている連結財務諸表および個別財務諸表の原文は、ユーロで表示されている。以下の財務書類

においては2020年2月26日現在の株式会社三菱UFJ銀行の対顧客電信直物売買相場仲値1ユーロ＝119.88円の換算

レートで日本円の表示がなされている。金額は百万円単位（四捨五入）で表示されている。なお、円表示額は便宜

上の表示のためであり、ユーロの金額が前述のレートで円に換算され得るもの、または換算され得たものであると

いうことは意味していない。

日本円の金額ならびに第6－2「主な資産・負債及び収支の内容」から第6－4「ドイツと日本における会計原則の

主要な相違」に記載されている事項は原文の連結財務諸表および個別財務諸表には含まれておらず、また、財務諸

表に対する参照事項を除き、監査人による監査の対象となっていない。
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１ 【財務書類】

Ａ 2018年度および2019年度のバイエルグループの連結財務諸表

 

バイエルグループ連結損益計算書

 
  2018年 2019年

注記 百万ユーロ 百万円 百万ユーロ 百万円

純売上高 [6] 36,742 4,404,631 43,545 5,220,175

売上原価  (15,381) (1,843,874) (17,467) (2,093,944)

売上総利益  21,361 2,560,757 26,078 3,126,231

販売費  (12,210) (1,463,735) (12,274) (1,471,407)

研究開発費  (5,105) (611,987) (5,342) (640,399)

一般管理費  (2,657) (318,521) (3,890) (466,334)

その他の営業収益 [7] 5,043 604,554 1,633 195,764

その他の営業費用 [8] (2,978) (357,003) (2,016) (241,678)

EBIT
1

 3,454 414,065 4,189 502,177

持分法利益(損失) [10.1] 68 8,152 160 19,181

財務収益  908 108,851 475 56,943

財務費用  (2,544) (304,974) (1,944) (233,047)

財務損益 [10] (1,568) (187,971) (1,309) (156,923)

税引前利益  1,886 226,094 2,880 345,254

法人所得税 [11] (496) (59,461) (450) (53,946)

継続事業からの税引後利益  1,390 166,633 2,430 291,308

うち、非支配持分帰属分  16 1,918 19 2,278

うち、バイエルAG株主帰属分  1,374 164,715 2,411 289,030

非継続事業からの税引後利益 [5.3] 321 38,482 1,680 201,399

うち、非支配持分帰属分  - - - -

うち、バイエルAG株主帰属分  321 38,482 1,680 201,399

税引後利益  1,711 205,115 4,110 492,707

うち、非支配持分帰属分 [12] 16 1,918 19 2,278

うち、バイエルAG株主帰属分(当期純利益)  1,695 203,197 4,091 490,429

     
  ユーロ 円 ユーロ 円

１株当たり利益 [13]     
継続事業 [13]     
基本的  1.46 175 2.46 295

希薄化後  1.46 175 2.46 295

非継続事業 [13]     

基本的  0.34 41 1.71 205

希薄化後  0.34 41 1.71 205

継続事業および非継続事業 [13]     

基本的  1.80 216 4.17 500

希薄化後  1.80 216 4.17 500

2018年度の数値は修正再表示されている。

1
　定義については、A2.3「バイエルグループが使用した代替的業績指標」を参照のこと。
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バイエルグループ連結包括利益計算書

 

  2018年 2019年

 注記 百万ユーロ 百万円 百万ユーロ 百万円

税引後利益  1,711 205,115 4,110 492,707

うち、非支配持分帰属分 [12] 16 1,918 19 2,278

うち、バイエルAG株主帰属分  1,695 203,197 4,091 490,429

退職後給付制度に係る正味確定給付負債の

再測定 [22] (612) (73,367) (1,347) (161,478)

法人所得税 [11] 129 15,465 381 45,674

退職後給付制度に係る正味確定給付負債の

再測定によるその他の包括利益  (483) (57,902) (966) (115,804)

公正価値で測定する金融負債の自己の信用リ

スク要素の公正価値の増減額  (6) (719) (3) (360)

法人所得税 [11] 2 240 1 120

公正価値で測定する金融負債の自己の信用リス

ク要素に係るその他の包括利益  (4) (479) (2) (240)

公正価値で測定する資本性金融商品の公正価

値の増減額  48 5,754 201 24,096

法人所得税 [11] (2) (240) (6) (719)

公正価値で測定する資本性金融商品によるその

他の包括利益  46 5,514 195 23,377

持分法を用いて会計処理された関連会社に

関するその他の包括利益  19 2,278 21 2,517

その後に純損益に振り替えられることのない

その他の包括利益  (422) (50,589) (752) (90,150)

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定され

たデリバティブの公正価値の増減額 [27.3] 125 14,985 (115) (13,786)

純損益への振替額  124 14,865 107 12,827

法人所得税 [11] (80) (9,590) 6 719

キャッシュ・フロー・ヘッジによる

その他の包括利益  169 20,260 (2) (240)

ユーロ圏外事業活動の換算に関して認識され

た為替差額の増減額  1,008 120,839 790 94,705

純損益への振替額  118 14,146 (130) (15,584)

為替差額によるその他の包括利益  1,126 134,985 660 79,121

持分法を用いて会計処理された関連会社に

関するその他の包括利益  1 119 1 120

その後に純損益に振り替えられる可能性の

あるその他の包括利益  1,296 155,364 659 79,001

その他の包括利益合計
1

 874 104,775 (93) (11,149)

うち、非支配持分帰属分  (8) (959) (1) (120)

うち、バイエルAG株主帰属分  882 105,734 (92) (11,029)

包括利益合計  2,585 309,890 4,017 481,558

うち、非支配持分帰属分  8 959 18 2,158

うち、バイエルAG株主帰属分  2,577 308,931 3,999 479,400

1
　その他の包括利益は、純損益外で資本に認識されている。
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バイエルグループ連結財政状態計算書

 

  2018年12月31日現在 2019年12月31日現在

 注記 百万ユーロ 百万円 百万ユーロ 百万円

非流動資産      

のれん [14] 38,442 4,608,427 39,126 4,690.425

その他の無形資産 [14] 36,696 4,399,116 34,709 4,160,915

有形固定資産 [15] 12,943 1,551,607 12,479 1,495,982

持分法適用投資 [16] 515 61,738 522 62,577

その他の金融資産 [17] 2,212 265,175 1,536 184,136

その他の債権 [20] 526 63,057 751 90,030

繰延税金 [11] 4,333 519,440 4,576 548,571

  95,667 11,468,560 93,699 11,232,636

流動資産      

棚卸資産 [18] 11,132 1,334,504 10,770 1,291,107

売掛金 [19] 11,714 1,404,274 11,678 1,399,959

その他の金融資産 [17] 1,166 139,780 2,326 278,841

その他の債権 [20] 1,958 234,725 1,811 217,103

未収還付法人所得税  809 96,983 1,652 198,042

現金および現金同等物  4,052 485,754 3,185 381,818

売却目的保有資産 [5.3] 234 28,052 1,137 136,303

  31,065 3,724,072 32,559 3,903,173

資産合計  126,732 15,192,632 126,258 15,135,809

　      

資本 [21]     

資本金  2,387 286,154 2,515 301,498

資本剰余金  18,388 2,204,353 18,261 2,189,129

その他の剰余金  25,202 3,021,216 26,561 3,184,133

バイエルAG株主帰属分  45,977 5,511,723 47,337 5,674,760

非支配持分帰属分  171 20,499 180 21,578

　  46,148 5,532,222 47,517 5,696,338

非流動負債      

年金およびその他の退職後給付引当金 [22] 8,717 1,044,994 8,213 984,575

その他の引当金 [23] 3,418 409,750 3,766 451,468

返金負債 [6] 160 19,181 105 12,587

契約負債 [6] 986 118,202 733 87,872

金融負債 [24] 37,712 4,520,914 36,912 4,425,011

未払法人所得税  1,433 171,788 1,603 192,168

その他の負債 [26] 366 43,876 439 52,627

繰延税金 [11] 4,667 559,480 3,755 450,149

　  57,459 6,888,185 55,526 6,656,457

流動負債      

その他の引当金 [23] 3,365 403,396 3,251 389,730

返金負債 [6] 3,622 434,205 4,134 495,584

契約負債 [6] 3,235 387,812 3,319 397,882

金融負債 [24] 3,682 441,398 2,182 261,578

買掛金 [25] 6,038 723,835 6,426 770,349

未払法人所得税  1,050 125,874 758 90,869

その他の負債 [26] 2,121 254,266 2,483 297,662

売却目的保有資産に直接関連する負債 [5.3] 12 1,439 662 79,360

　  23,125 2,772,225 23,215 2,783,014

資本および負債合計  126,732 15,192,632 126,258 15,135,809

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

138/482



バイエルグループ連結持分変動計算書

 

(単位：百万ユーロ) 資本金 資本剰余金

利益剰余金

(当期純利益を

含む) 為替差額

資本性金融商品

の公正価値測定

2017年12月31日現在 2,117 9,658 26,851 (1,870) 98

IFRS第９号の適用に伴う

修正(税引後)   (43)  (17)

IFRS第15号の適用に伴う

修正(税引後)   86   

2018年１月１日現在

(修正後) 2,117 9,658 26,894 (1,870) 81

株主との資本取引      

　資本の増加額 270 8,730    

　配当金の支払   (2,402)   

　その他の増減額   1   

その他の包括利益   (478) 1,134 61

他の増減額   24  (20)

税引後利益   1,695   

2018年12月31日現在 2,387 18,388 25,734 (736) 122

株主との資本取引      

　資本の増加額 128 (128)    

　配当金の支払   (2,611)   

　その他の増減額  1 (19)   

その他の包括利益   (965) 661 216

他の増減額   5  (28)

税引後利益   4,091   

2019年12月31日現在 2,515 18,261 26,235 (75) 310

 

 

(単位：百万ユーロ)

キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ その他の剰余金
1
バイエルAG

株主帰属分

非支配持分

帰属分 資本

2017年12月31日現在 (66) 13 36,801 60 36,861

IFRS第９号の適用に伴う

修正(税引後)   (60)  (60)

IFRS第15号の適用に伴う

修正(税引後)   86  86

2018年１月１日現在

(修正後) (66) 13 36,827 60 36,887

株主との資本取引      

　資本の増加額   9,000  9,000

　配当金の支払   (2,402) (5) (2,407)

　その他の増減額   1 (53) (52)

その他の包括利益 169 (4) 882 (8) 874

他の増減額 (26) (4) (26) 161 135

税引後利益   1,695 16 1,711

2018年12月31日現在 77 5 45,977 171 46,148

株主との資本取引      

　資本の増加額      

　配当金の支払   (2,611) (4) (2,615)

　その他の増減額   (18) (4) (22)

その他の包括利益 (2) (2) (92) (1) (93)

他の増減額 16 (3) (10) (1) (11)

税引後利益   4,091 19 4,110

2019年12月31日現在 91 - 47,337 180 47,517

1
　 その他の剰余金は、当社の自己の信用リスクの変動に係る剰余金(マイナス６百万ユーロ)および再測定(６百万ユーロ、

2018年度：５百万ユーロ)を含む。
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(単位：百万円) 資本金 資本剰余金

利益剰余金

(当期純利益を

含む) 為替差額

資本性金融商品

の公正価値測定
1

2017年12月31日現在 253,786 1,157,801 3,218,898 (224,176) 11,748

IFRS第９号の適用に伴う

修正(税引後)   (5,155)  (2,038)

IFRS第15号の適用に伴う

修正(税引後)   10,310   

2018年１月１日現在

(修正後) 253,786 1,157,801 3,224,053 (224,176) 9,710

株主との資本取引      

　資本の増加額 32,368 1,046,552    

　配当金の支払   (287,952)   

　その他の増減額   120   

その他の包括利益   (57,303) 135,944 7,313

他の増減額   2,877  (2,398)

税引後利益   203,197   

2018年12月31日現在 286,154 2,204,353 3,084,992 (88,232) 14,625

株主との資本取引      

　資本の増加額 15,344 (15,344)    

　配当金の支払   (313,006)   

　その他の増減額  120 (2,278)   

その他の包括利益   (115,684) 79,241 25,894

他の増減額   598  (3,356)

税引後利益   490,429   

2019年12月31日現在 301,498 2,189,129 3,145,051 (8,991) 37,163

 

(単位：百万円)

キャッシュ・フ

ロー・ヘッジ その他の剰余金
2
バイエルAG

株主帰属分

非支配持分

帰属分 資本

2017年12月31日現在 (7,991) 1,558 4,411,704 7,193 4,418,897

IFRS第９号の適用に伴う

修正(税引後)   (7,193)  (7,193)

IFRS第15号の適用に伴う

修正(税引後)   10,310  10,310

2018年１月１日現在

(修正後) (7,991) 1,558 4,414,821 7,193 4,422,014

株主との資本取引      

　資本の増加額   1,078,920  1,078,920

　配当金の支払   (287,952) (599) (288,551)

　その他の増減額   120 (6,354) (6,234)

その他の包括利益 20,260 (480) 105,734 (959) 104,775

他の増減額 (3,117) (479) (3,117) 19,300 16,183

税引後利益   203,197 1,918 205,115

2018年12月31日現在 9,232 599 5,511,723 20,499 5,532,222

株主との資本取引      

　資本の増加額      

　配当金の支払   (313,006) (480) (313,486)

　その他の増減額   (2,158) (479) (2,637)

その他の包括利益 (240) (240) (11,029) (120) (11,149)

他の増減額 1,918 (359) (1,199) (120) (1,319)

税引後利益   490,429 2,278 492,707

2019年12月31日現在 10,910 - 5,674,760 21,578 5,696,338

2
　その他の剰余金は、当社の自己の信用リスクの変動に係る剰余金(マイナス719百万円)および再測定(719百万円、2018年

度：599百万円)を含む。
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バイエルグループ連結キャッシュ・フロー計算書

 

  2018年 2019年

 注記 百万ユーロ 百万円 百万ユーロ 百万円

継続事業からの税引後利益  1,390 166,633 2,430 291,308

法人所得税  496 59,461 450 53,946

財務損益  1,568 187,971 1,309 156,923

法人所得税支払額  (2,028) (243,117) (2,561) (307,013)

減価償却費、償却費および減損  6,241 748,171 5,365 643,156

年金引当金増減額  (281) (33,686) (168) (20,140)

非流動資産の除却に係る(利得)損失  (4,251) (509,610) (448) (53,706)

棚卸資産の減少(増加)額  636 76,244 (103) (12,347)

売掛金の減少(増加)額  2,520 302,098 14 1,678

買掛金の(減少)増加額  257 30,809 759 90,989

その他の運転資本、その他の非現金項目の増減額  985 118,082 954 114,366

営業活動により獲得された(に使用した)、

継続事業からの正味現金  7,533 903,056 8,001 959,160

営業活動により獲得された(に使用した)、

非継続事業からの正味現金  384 46,034 206 24,695

営業活動により獲得された(に使用した)

正味現金  7,917 949,090 8,207 983,855

有形固定資産および無形資産の取得に伴う現金流

出額  (2,593) (310,849) (2,650) (317,682)

有形固定資産およびその他の資産の売却による現

金流入額  230 27,572 283 33,926

売却による現金流入額  7,563 906,653 2,546 305,215

非流動金融資産による現金流入額  4,212 504,935 149 17,862

非流動金融資産による現金流出額  (1,333) (159,800) (421) (50,469)

取得による現金流出額(取得現金考慮後)  (45,316) (5,432,482) (410) (49,151)

利息受取額および配当金受領額  247 29,610 135 16,184

流動金融資産による現金流入(流出)額  2,838 340,219 (303) (36,324)

投資活動により獲得された(に使用した)

正味現金  (34,152) (4,094,142) (671) (80,439)

拠出資本  8,986 1,077,241 - -

配当金支払額  (2,407) (288,551) (2,615) (313,486)

社債の発行  65,090 7,802,989 7,464 894,785

社債の償還  (47,271) (5,666,847) (11,760) (1,409,789)

金利スワップを含む利息支払額  (1,331) (159,560) (1,517) (181,858)

金利スワップによる利息受領額  412 49,390 39 4,675

子会社持分の追加取得に関する現金流出額  (47) (5,634) - -

財務活動により獲得された(に使用した)

正味現金  23,432 2,809,028 (8,389) (1,005,673)

事業活動による現金および現金同等物の

増減額 [31] (2,803) (336,024) (853) (102,257)

現金および現金同等物－期首残高  7,435 891,308 4,052 485,754

連結範囲の変更による現金および現金同等物の

増減額  1 120 (20) (2,398)

為替レートの変動による現金および現金同等物の

増減額  (581) (69,650) 6 719

現金および現金同等物－期末残高  4,052 485,754 3,185 381,818

2018年度の数値は修正再表示されている。
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バイエルグループ連結財務諸表に対する注記

1. 概要

 

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(以下「バイエルAG」という。) (ドイツのケルン地方裁判所に「HRB 48248」として

商業登記されている。)は、ドイツに本拠を置く世界的企業である。登記上の本社はKaiser-Wilhelm-Allee 1, 51368

Leverkusenである。ヘルスケアおよび農業の各分野において当報告期間に行われたバイエルグループの重要な事業活動は、そ

れぞれクロップサイエンス、医療用医薬品、およびコンシューマーヘルスの各セグメントによって行われた。各セグメントの

事業活動の概要は注記[4]に示されている。

 

ドイツのコーポレート・ガバナンス規範に関するドイツ株式会社法第161条に従って要求される宣言が公表されており、株主で

あれば入手可能である。

 

バイエルAGの取締役会は、バイエルグループの2019年12月31日現在の連結財務諸表を2020年２月18日付で監査委員会および監

査役会の審査と承認を得るために提出し、また外部公表した。バイエルAGの監査役会の監査委員会は、2020年２月25日の会議

でバイエルグループの連結財務諸表について討議し、監査役会は2020年２月26日の総会でこれを承認した。
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2. 新財務報告基準の影響

 

2019年度に適用を開始した財務報告基準

適用開始が当グループの財政状態および経営成績に重要な影響を与えた新基準の詳細は、以下の通りである。

 

2016年1月にIASBはIAS第17号（リース）と関連する解釈指針に含まれるルールを置き換えるリース会計の新しい基準、IFRS第

16号（リース）を公開した。新しい会計基準は2019年1月1日以降に始まる会計年度から適用される。新会計基準は借手に使用

権資産とリース負債の認識を要求する単一のリース会計モデルを導入した。それにより借手にオペレーティング・リース－関

連する資産と負債を認識しない－とファイナンス・リースの区別を要求しなくなった。しかし、IFRS第16号 においても短期

リースと少額リースに関する例外処理のオプションがある。従前のIAS第17号のように、貸手はオペレーティング・リースと

ファイナンス・リースを区別する必要がある。IFRS第16号によれば、サブリースはヘッドリースから生じる使用権資産を参照

して分類される。

 

バイエルは過年度の数値を修正せずに遡及的に2019年1月1日からIFRS第16号を適用した。この中で、バイエルグループは借手

のリース契約において移行日時点で多くのオプションや便法を用いた。新しい基準の適用にあたり、契約がリースであるかま

たはリースを含むかの見直しは実施していない。過去にオペレーティング・リースに区分された契約について、バイエルは追

加借入率を割引率としてIFRS第16号適用開始時点の未払リース料の現在価値でリース負債を測定した。適用開始日において、

通常、使用権資産は、前払リース料又は未払リース料、そして/また、2018年12月31日時点で財政状態計算書で認識された不利

なリースに係る引当金の金額に基づき調整されたリース負債の金額で測定される。適用開始日において、当初直接コストは使

用権資産の測定に含めていない。リース期間の延長または解約オプションは遡及的に判断した。

 

バイエルはIFRS第16号適用の範囲から無形資産に関する免除規定を行使し、2019年に終了する一定のリース契約については短

期リースの免除規定を適用した。2018年12月31日以降に開始する短期リースについても免除規定を適用した。

 

2019年１月1日時点のIFRS第16号の適用開始により、10憶ユーロのリース負債を追加認識し、相応の負債が増加した。2018年12

月31日までにIAS第17号でファイナンス・リースとして認識されたものも含む使用権資産は、IFRS第16号の適用開始による調整

の後に、2019年1月1日時点でリース債務と同様に10億ユーロ増加した。

 

2018年12月31日時点で、従前の要求に従って認識された財政状態計算書の個別項目への重要な影響は以下の通りである：

 

IFRS第16号適用に伴う会計上の変更：2019年１月１日時点の連結財政状態計算書

 2018年12月31日 IFRS第16号による調整 2019年１月１日

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

有形固定資産 12,943 1,012 13,955

    

金融負債 41,394 1,012 42,406
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包括利益計算書の中で、バイエルはオペレーティング・リースに関する費用を営業費用として認識することを止め、代わり

に、使用権資産の減価償却費とIFRS第16号に基づくリース債務に関する支払利息を認識している。IFRS第16号の適用により、

営業活動に関するキャッシュアウトフローが減少することで営業活動に関するキャッシュ・フローにプラスの影響を与える一

方、リース債務の返済部分と支払利息が財務活動に関するキャッシュフローで認識されることで、キャッシュ・フロー計算書

においても類似の効果が発生する。

 

IAS第17号における2018年12月31日時点のオペレーティング・リースに係るコミットメント1,271百万ユーロとIFRS第16号で

2019年1月1日時点で認識されるリース負債との調整に関する重要な項目は負債として既に認識されているファイナンス・リー

ス399百万ユーロ、IFRS第16号のもとで当初認識されたリース負債187百万ユーロの割引、IFRS第16号で認識されない無形資産

に関するリースコミットメント35百万ユーロである。

 

IFRS第16号の適用開始により当初認識されるリースに用いる加重平均追加借入率は5.0％である。

 

IFRS第16号に加えて、以下の変更が2019年1月1日現在で適用されたが、当グループの財政状態および経営成績に重要な影響を

与えなかった。

 

重要な影響のない基準の修正

 

基準／解釈指針の修正 強制適用

IFRS第９号 修正「負の補償を伴う期限前償還要素」 2019年１月１日

IAS第19号 修正「制度改訂、縮小又は清算」 2019年１月１日

IAS第28号 修正「関連会社及び共同支配企業に対する長期持分」 2019年１月１日

IFRIC第23号 「法人所得税の税務処理に関する不確実性」 2019年１月１日

 「IFRS基準の年次改善 2015－2017年サイクル」 2019年１月1日

 

公表されたが未だ適用されていない財務報告基準

IASBは以下の基準、基準の修正を公表した。これらは、2019年度に強制適用されるものでないか、または欧州連合が承認プロ

セスを完了していないものである。以下の基準は、バイエルにより適用されていない。

 

公表されたが未だ適用されていない財務報告基準

 

基準／解釈指針の修正 強制適用 予想される影響

概念フレーム

ワーク

「IFRS基準における概念フレームワークへの参照の修

正」

2020年１月１日

 

重要な影響は予想されない

 

IFRS第３号 「IFRS第３号『企業結合』の修正」 2020年１月１日 重要な影響は予想されない

IFRS第９号、

IAS第39号、

IFRS第７号、

「IFRS９号、IAS第39号及びIFRS第７号の改定：金利指

標改革」

 

2020年１月１日

 

 

重要な影響は予想されない

 

 

IFRS第17号 「保険契約」 2021年１月１日 影響について現在評価中

IAS第１号、

IAS第８号

「IAS第１号及びIAS第８号の修正：『重要性がある』の

定義」

2020年１月１日

 

重要な影響は予想されない

 

IAS第１号 「IAS第１号の修正：負債の流動または非流動の分類」 2022年１月１日 影響について現在評価中
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3. 報告方針と会計処理方法、および重要な会計上の見積り

 

バイエルAGおよび子会社（以下「バイエルグループ」と言う。）の2019年12月31日現在の連結財務諸表は、欧州連合が承認し

た、英国ロンドンの国際会計基準審議会(以下「IASB」という。)が公表した国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)および

IFRS解釈指針委員会(以下「IFRS IC」という。)の解釈指針に準拠して作成された。ドイツ商法第315e条のその他適用ある要求

事項も考慮されている。

 

バイエルグループの連結財務諸表はユーロ建である。金額は、別途記載がない限り、百万ユーロ単位で表示され、百万未満は

四捨五入されている。したがって、個々の数値を足し上げても記載された合計額と一致しないことがある。

 

損益計算書および包括利益計算書、財政状態計算書、キャッシュ・フロー計算書および持分変動計算書において、一部の項目

は明確化のために合算されている。これらについては注記で説明している。損益計算書は売上原価法を用いて作成している。

資産および負債は満期により分類している。資産および負債は、１年以内もしくは当社もしくは当グループの正常営業循環期

間内に満期が到来するか、または売却目的で保有する場合に流動とみなしている。この目的上、正常営業循環期間とは、製造

プロセスに必要な資源の調達から始まり、当該プロセスで製造した財またはサービスの販売の対価としての現金または現金同

等物の受領で終わるものとして定義される。棚卸資産ならびに売掛金および買掛金は常に流動項目として表示している。繰延

税金資産および繰延税金負債ならびに年金引当金は常に非流動項目として表示している。

 

各連結会社の財務諸表は、統一された認識および測定方法に基づいて作成されている。当グループの連結財務諸表は、取得、

工事または製造に係る取得原価の原則に基づくものであるが、例外として、保有する資本性金融商品、元本および利息の支払

のみでない負債性金融商品やデリバティブおよび純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定した負債といった項目は

公正価値で財務諸表に反映される。

 

連結財務諸表の作成に際して、経営者は当グループの財政状態および/または経営成績の表示に重要な影響を与える可能性のあ

る一定の仮定および見積りを行わなければならない。こうした見積り、仮定または裁量権の行使は、主に非流動資産の耐用年

数、減損テストおよび購入価格の配分に使用される割引キャッシュ・フロー、訴訟関連費用、年金およびその他の給付、税

金、環境規制への対応および環境保全に係る費用、製造物責任および保証などに関する引当金の認識ならびに返金負債の認識

に関連している。財務諸表のさまざまな科目の報告に影響を及ぼす可能性のある重要な見積りおよび仮定は、この注記におい

て後述している。見積りは、過去の実績と、その状況下において妥当と見なされるその他の仮定に基づいて行われる。これら

は継続的に見直しが行われるが、実際の評価は見積りとは異なる場合がある。

 

新設または改訂された会計基準は通常、当該認識及び測定方法の初年度適用に係る選択肢が含まれている。バイエルが適用す

る選択肢によっては、前年度の損益計算書および前年度の財政状態計算書の開始残高が修正される場合がある。2019年１月１

日より適用を開始する基準に関する詳細な情報については、注記[2]を参照されたい。
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連結

連結財務諸表には、子会社、共同支配事業、共同支配企業および関連会社が含まれている。各連結会社の財務諸表は、当グ

ループの財務諸表の決算日現在で作成される。

 

子会社とは、バイエルAGが現在、現存する権利に基づきパワーを行使することができる会社である。パワーとは、ある会社の

収益性に重要な影響を与える関連する活動を指図する能力を意味する。したがって、バイエルAGが、ある会社との関わりから

生じた変動リターンに対するエクスポージャーまたは権利を有しており、その会社に対するパワーを利用してその会社のリ

ターンの金額に影響を及ぼすことができる場合にのみ、支配が存在しているとみなされる。他の会社を支配する能力は、通

常、バイエルAGが議決権の過半数を直接的または間接的に所有していることから生じる。ただし、組成された企業の場合、支

配は契約上の取決めに基づく。企業の財務諸表を連結財務諸表に含めることは、バイエルグループが当該企業に対して支配の

行使が可能となった時点で開始し、支配の行使が可能でなくなった時点で終了する。
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共同支配事業または共同支配企業は、バイエルグループが第三者との企業の活動を契約上の取決めを通して共同支配している

場合に存在し、関連する活動に関する決定が、支配を共有している当事者の全会一致の合意を必要とする場合にのみ存在す

る。共同支配事業の両当事者は、かかる取決めに関連する資産に対する権利、および負債に関する義務を有する。バイエルグ

ループは、共同支配事業の持分に関連する連結財務諸表における資産、負債、収益および費用の持分を、その権利および義務

に応じて認識している。共同支配企業の両当事者は、かかる取決めの純資産に対する権利を有する。共同支配企業は、持分法

を用いて会計処理されている。

 

バイエルAGが重要な影響力を行使する会社は、関連会社であり、通常、所有持分は20％から50％である。関連会社も、持分法

を用いて会計処理されている。持分法を用いて会計処理された会社の帳簿価額は、当該会社に対するバイエルの持分割合に応

じた資本の増減の割合によって毎年修正される。持分法により初めて財務諸表に含めた際に生じた差額は、完全連結の原則に

従って会計処理されている。これらの会社の資本に占めるバイエルの持分の変動(純損益に認識された)およびのれんに係る減

損損失認識額は、持分法利益／損失に反映される。持分法を用いて会計処理された投資の売却による利得および損失は、関係

会社に対する投資による利益において財務収益または費用にそれぞれ認識される。

 

単独でも合計しても当グループの財政状態または経営成績に重要な影響を及ぼさない子会社、共同支配企業および関連会社に

対する持分は連結されず、資本性金融商品に対する金融投資として認識される。

 

外貨換算

ユーロを機能通貨として使用していない子会社の資産と負債は、決算日レートでユーロに換算されている。当期中のすべての

変動、すべての収益項目と費用項目ならびにキャッシュ・フローは、月次平均為替レートでユーロに換算されている。資本の

各項目は、最初に当グループの資本に認識された日の実勢為替レートで換算される。生じた金額と決算日レートでの換算によ

る金額との為替差額は、「ユーロ圏外事業活動の換算に関して認識された為替差額」(その他の包括利益)、または本注記中の

表の「為替差額」として純損益外で認識される。ある会社が連結除外された場合または在外営業活動体に対する純投資が減少

した場合、その為替差額は資本から純損益に振り替えられ、財務損益に認識される。主要通貨のユーロに対する為替レートの

変動は以下の通りである。

 

主要通貨の為替レート

  

ブラジル・

レアル

カナダ・

ドル

オフショア

人民元 英ポンド 日本円

ロシア・

ルーブル 米ドル

  ブラジル カナダ 中国 英国 日本 ロシア 米国

終値 2018年 4.44 1.56 7.87 0.89 125.87 79.76 1.15

 2019年 4.52 1.46 7.82 0.85 121.87 69.94 1.12

平均 2018年 4.29 1.53 7.80 0.88 130.38 73.87 1.18

 2019年 4.41 1.49 7.74 0.88 122.01 72.44 1.12
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2018年７月１日以降、IAS第29号「超インフレ経済下における財務報告」が、アルゼンチンのバイエルS.A.に適用されている。

適用開始日において、非貨幣性資産および負債の帳簿価額の修正が、一般物価指数に基づいて資本に認識された。非貨幣性資

産および負債ならびに資本の現在の超インフレから生じた利得および損失は、その他の営業収益および営業費用として損益計

算書に認識されている。

 

外貨測定

機能通貨以外の通貨建の債権債務等の貨幣性項目は、決算日レートで測定されている。関連する為替差額は、その他の財務収

益および費用に為替差損益として認識される。

 

売上、返金負債、返品権資産、および契約負債

製品の販売もしくはサービスの提供、またはライセンス契約によるすべての収益は売上高として認識される。これは顧客との

契約およびそこに含まれる履行義務に基づいて行われ、収益認識の目的上、個別に識別され、別個に表示される場合がある。

収益は、企業が財またはサービスの支配を顧客に移転した時点で、または移転し次第、一定の期間にわたり、または一時点で

のいずれかで純損益を通じて認識される。顧客が独立して製品もしくはサービスの使用を決定し、製品もしくはサービスから

の便益を消費することができる場合に、支配は顧客にある。製品の引渡しによる収益は、支払を受ける権利の存在、所有権の

配分、物理的占有の移転、リスクおよび経済価値の移転、ならびに顧客による検収の総合的な評価に基づき、一時点で認識さ

れる。バイエルグループが行う製品の引渡しの場合、リスクおよび経済価値の移転ならびに製品の配送先を決定する権利が特

に重要である。一方、サービスによる収益は、サービスが提供されたときに、進捗度の合理的な測定値に従って、一定の期間

にわたり認識される。

 

純売上高は、履行義務の充足に対してバイエルグループが受け取ると見込んでいる金額に限定される。第三者のために差し引

かれる支払要素は減額される。したがって、売上高は、売上税ならびにリベート、値引きおよびボーナスによる実際の／予想

される売上関連控除により減額される。売上関連控除は、主に、過去の実績、特定の契約条件および将来の売上予測に基づい

て見積られる。交換取引等、現金以外の対価を伴う契約からの収益は、受け取った資産の公正価値で測定される。さらに、不

良品または契約上の取決めに基づいて返品可能な販売可能製品の返品予想に対する返金負債の額が、売上高から控除される。

純売上高からは、販売当日または将来における返品額を合理的に見積ることができる日に差し引かれる。返金負債は、予想さ

れる売上控除と製品返品に関して認識される。

 

予想される製品返品により認識される返品権資産は、過去の帳簿価額から回収および加工コストならびに潜在的な減損を差し

引いた額で棚卸資産に反映される。履行から支払までの間に１年超が経過する、一方的に充足される顧客との契約について、

重大な金融要素は、その現在価値およびその後の割引の振戻しに基づいて別個に会計処理される。基礎をなす割引率には、融

資を受ける契約当事者の個別の信用リスクを考慮に入れる。
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バイエルグループの収益の一部は、第三者に製品および技術に対する使用権またはアクセス権を付与したライセンス契約に基

づいて得ている。使用権ライセンスは、権利が供与される期間にわたり本質的に不変のままである基礎となる技術により特徴

付けられる。対照的に、アクセス権ライセンスについて、顧客の利益は当該知的財産権の着実な発展を対象としている。使用

権ライセンスによる収益が特定の一時点で認識されるのに対し、アクセス権ライセンスによる収益は基礎となる進捗度の測定

値に基づいて一定の期間にわたり認識される。アクセス権ライセンスに関連するマイルストーンの支払は、基礎をなす履行義

務の充足済みの部分と未充足の部分に適宜配分される。充足済みの履行義務に関連する対価は、収益に対するキャッチアップ

修正として認識される。未稼得の支払要素は契約負債として繰り延べられる。アウトライセンスの取決めに関連して合意され

た売上高または使用高に基づくロイヤルティは、売上高または使用高が十分に確認され、かつ基礎となる履行義務が充足され

た場合にのみ認識される。

 

研究開発費

研究開発費は損益を通じて認識される。開発費はIAS第38号の認識基準が満たされた場合にのみ、自己創設無形資産として資産

計上される。これらには、開発活動がそれぞれの開発費用をカバーする将来キャッシュフローを生じさせる十分な確実性が含

まれる。当社の開発プロジェクトは規制当局の承認手続やその他の不確実性を伴うことが多いため、通常は、承認が得られる

前に発生したコストを資産計上するための条件を満たすことはできない。資産化された開発費は発生した費用で認識され、予

想される使用年数にわたり償却される。減損テストも毎年もしくは事象が発生するたびに実施される。
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法人所得税

法人所得税は、各国における課税所得に課される税金ならびに純損益に認識される繰延税金資産および負債の増減からなる。

認識された法人所得税は、報告期間末現在で既に有効な法的規制、または将来の期間に関して既に効力を生じている法的規制

に基づき支払うことになる可能性の高い金額で計上される。複雑な税務規則では、規則の解釈ならびに将来における課税所得

の金額および時期に関して不確実性が生じることがある。広範に及ぶ国際的ビジネス関係と、既存契約の長期性と複雑さを考

えると、実際の結果と仮定の間に生じる差異や、これらの仮定の将来における変更によって、将来における税務上の利益と税

金費用に対する調整が必要になることが考えられる。税務当局に対する、金額および発生確率が不明確である負債は合理的な

見積りに基づき認識される。認識された金額は、過去における税務調査における経験や、税務主体と税務当局間での法的解釈

の相違など、さまざまな要素に基づいて決定されたものである。

 

IAS第12号「法人所得税」に従い、繰延税金は、IFRSに基づき作成された財政状態計算書の資産および負債の帳簿価額と税務基

準額との一時差異について認識される。繰延税金はまた、連結上の項目ならびに利用可能となる可能性の高い繰越欠損金、繰

延利息および税額控除についても認識される。将来減算一時差異、税額控除、繰越欠損金および繰延利息に関連する繰延税金

資産は、将来それらを利用できるだけの課税所得が生じる可能性が高い、または課税対象となる一時差異が生じる可能性が十

分に高い場合に認識される。繰延税金負債は、将来において課税対象となる一時差異に対して認識される。繰延税金は、実現

の時点でそれぞれの国において適用される予定の、決算日現在において既に有効な法的規制に基づくか、将来の期間に関して

既に効力を生じている税率で算定される。繰延税金資産と繰延税金負債が、同一の税務当局が徴税する法人所得税と関連して

おり、バイエルに純額で決済する法的権利がある場合、両者は相殺される。繰延税金資産および負債に対する税率または税法

の変更による重要な影響は、通常、これらの変更が適用される期間に会計処理される。こうした影響は、純損益に認識され

る。ただし、これらが純損益外で認識された繰延税金に関連するものである場合は、その他の包括利益または直接資本に認識

される。

 

繰延税金および当期税金は、その他の包括利益の純損益外で認識される項目と関連する場合(この場合、繰延税金および当期税

金もその他の包括利益または直接資本で認識される)を除き、純損益として認識される。一時差異、繰越欠損金または繰延利息

から生じた繰延税金資産を将来において利用できるかどうかは、個々の連結会社による将来の損益の状況やその他のパラメー

ターに関する予測によって異なる。繰延税金負債は、子会社により計画されている配当金支払額に対して認識される。予測可

能な将来に配当金の支払が計画されていない場合、子会社に対する投資の、IFRSに基づく純資産の比例持分と税務基準額の差

異について、繰延税金負債は認識されない。

 

のれん

企業結合において、のれんは、その取得日に資産計上される。（「取得に関する会計処理」参照）のれんは償却せず、減損テ

ストが少なくとも毎年または減損の兆候がある場合に行われる。
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その他の無形資産

その他の無形資産は取得日に取得原価または製造原価で資産計上される。耐用年数を確定できるものは、実際の減耗により異

なる償却パターンが必要となる場合を除き、以下の耐用年数に従って定額法で償却される。

 

その他の無形資産の耐用年数  

  

特許及び技術 ８～30年

商標 10～35年

販売権 ５～30年

製造権 14～19年

その他の権利 ２～12年

 

これらの資産の予想耐用年数と償却パターンは、当該資産によりキャッシュ・フローが生じる期間の見積りに基づいて決定さ

れる。加えて、減損テストが実施される。

 

有形固定資産

有形固定資産は、取得または建設の費用に再開発または廃棄費用の見積額を加えた金額で、当初認識される。このため、使用

に関連する減価償却の方が適切であると判断される場合を除き、有形固定資産は、資産の予想耐用年数にわたり定額法によっ

て減価償却される。

 
有形固定資産の耐用年数  

  

建物 ５～50年

工場設備および機械 ４～40年

什器、備品およびその他の機器 ２～15年

 

加えて、減損テストが行われる。資産が売却、閉鎖、または廃棄される場合、正味手取金と資産の正味帳簿価額との差額は、

それぞれ、その他の営業収益または費用において利得または損失として認識される。

 

投資の促進を目的とした第三者からの補助金および助成金はその他の負債として財政状態計算書に反映され、それぞれの投資

の耐用年数にわたり、または当該補助金または助成金の条件に沿って償却される。

 

投資不動産は、営業または管理目的で利用するもの以外の土地と建物で構成されている。当該不動産は、取得原価モデルで測

定される。注記中で報告されている建物および開発済の用地の公正価値は、主にインカム・アプローチを用いた内部評価に基

づいて算定され、未開発の用地の公正価値は、主に市場比較アプローチを用いて算定されている。

 

減損テスト

無形資産、有形固定資産、またはのれんが配賦された資金生成単位または資金生成単位グループに減損の兆候がある場合、減

損テストが実施される。耐用年数が確定できないその他の無形資産（バイエル・クロスの商標など）、まだ使用できない無形

資産（R&Dプロジェクトなど）、およびのれんが配賦された資金生成単位または単位グループは、毎年減損テストを実施する。
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資金生成単位は、他の資産または資産グループからおおむね独立した現金流入を生み出す資産の識別可能な最も小さなグルー

プである。バイエルグループは、種子および関連する特質同様、製品群を第一の資金生成単位と見なしており、世界的規模で

の減損テストの対象としている。のれんはセグメントのレベルで減損テストされる。

 

減損テストには、各資金生成単位、資金生成単位グループまたは無形資産または有形固定資産項目の帳簿価額をその回収可能

価額と比較することが含まれる。回収可能価額は、処分コストを差し引いた公正価値と使用価値のいずれか高い方の金額であ

る。帳簿価額が回収可能価額を超える場合は、その差額について減損損失を認識しなければならない。この場合、まず資金生

成単位または資金生成単位グループに割り当てられたのれんに係る減損損失が認識される。残りのすべての減損損失は、他の

規定で禁止されない限り、その他の非流動非金融資産に、それぞれの帳簿価額に比例して配分される。その結果生じる費用

は、各資産の減価償却費または償却費が認識される営業費用に反映される。減損損失の戻入れによる利益にも同じ処理が適用

される。のれんで認識された減損損失は、その他の営業費用に含まれる。

 

回収可能価額は、原則として処分コストを差し引いた公正価値に基づいて算定されるが、各単位の市場価格を入手できないこ

とが多いことから将来の正味キャッシュ・フローの現在価値を考慮に入れている。これらは、バイエルグループの現在の計画

に基づく予測であり、計画の期間は４年までである。予測には特に、将来の販売価格、販売量、原価、市場成長率、景気循環

および為替レートに関する仮定が含まれる。これらの仮定は、内部の見積りおよび外部の市場調査に基づいている。回収可能

価額が処分コスト控除後の公正価値である場合、独立の市場参加者の観点から測定が行われる。回収可能価額が使用価値の場

合、評価の対象は現在使用されているものとして測定される。いずれの場合も、当該計画期間を超える正味キャッシュ・フ

ローは、それぞれの市場情報から算出された個々の成長率を用い、長期の事業予測に基づいて決定される。処分コスト控除後

の公正価値は、観察可能でないインプットに基づいて算定される(レベル３)。

 

正味現金流入額は、資本および借入資本の加重平均コストに相当する率で割り引かれる。事業に伴うリスクと収益特性はバイ

エルグループの主要事業ごとに異なるため、税引後資本コストの計算は、地域で重点を置く領域を考慮して報告セグメントご

とに個別に行われ、各セグメント固有の資本構造は、同じ産業分野の同等の企業に対するベンチマーキングによって定義され

る。資本コストは株主が期待する収益に相当し、借入資本コストは同等の企業の長期的資金調達の条件に基づく。いずれの要

素も、資本市場の情報から導かれる。
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特定の資産の耐用年数の見積り、マクロ経済環境および業界の動向に関する仮定、ならびに割り引かれた将来キャッシュ・フ

ローの見積りは適切なものと考えているが、仮定や状況の変化によって帳簿価額の変更が必要となる可能性はある。動向が予

想に反した場合、将来における新たな減損損失の認識や、過年度に認識した減損損失の戻入れ(のれんの場合を除く)が生じる

可能性がある。

 

金融資産

金融資産は、債権、取得した資本性金融商品および負債性金融商品、現金および現金同等物、ならびに正の公正価値を有する

デリバティブからなる。金融資産（デリバティブ以外）の通常の方法による売買は決済日に計上される。金融資産を当初認識

する金額は、その公正価値および多くの場合に取引コストから構成される。

 

金融資産の分類および測定は、それぞれのケースにおいて、事業モデルおよびキャッシュ・フローの特性に基づく。売掛金は

償却原価で測定される。その他の負債性金融商品は、償却原価または純損益を通じて公正価値で測定される。資本性金融商品

は通常、中長期の戦略的目的で保有されているため、その他の包括利益を通じて公正価値で測定される。特別な場合には、損

益を通じて公正価値で測定され、これはコベストロAGの株式に適用されている。

 

予想信用損失に対する損失評価引当金を、償却原価で測定する金融資産に対して認識している。簡略化された減損モデルで

は、各期間にわたり予想される債権の債務不履行(減損モデルのステージ２)が、ポートフォリオごとの債務不履行率に基づ

き、売掛金に関して算定される。これらの予想債務不履行率は、主に最近の年度における債権の平均債務不履行に基づいてい

る。それぞれのケースにおいて、将来に債務不履行の著しい増加または減少が予想される場合、それぞれの顧客ポートフォリ

オの債務不履行率が期中に修正される。予想債務不履行率を算定する際、事業モデル、各顧客および地域の経済環境が考慮さ

れる。特定の債務不履行率が個々のグループ会社に適用され、小規模の会社には、信用リスクが同等の国々に関する標準的な

計算が行われる。各セグメントのさまざまな顧客グループを考慮することにより、さらなる区別が行われる。バイエルグルー

プ全体で、顧客も、それぞれの信用リスク評価に応じて、異なる予想債務不履行率を伴うリスク種類に割り当てられる。

 

破産または同等の手続等の措置が債務不履行者に対して開始される、または債権が減損しているという相当の他の兆候(信用度

の著しい悪化または財務再構築等)が存在する場合、当該債権に対し減損テストを個別に実施する(減損モデルのステージ３)。

さらに、90日を超えて延滞しているすべての債権に対し、当期中に減損テストを個別に実施する。

 

その他の金融資産については、次の12ヵ月の予想信用損失を、最初の認識時およびその後の測定時にモンテカルロ・シミュ

レーション法を用いて算定する(減損モデルのステージ１)。債務不履行リスクの著しい増大(債務不履行が発生する確率の

0.25％超の増加)がある場合、資産のそれぞれの期間にわたる予想信用損失が考慮される(減損モデルのステージ２)。減損の客

観的兆候がある場合、減損損失が認識される。

 

金融資産からのキャッシュ・フローを受け取る契約上の権利が消失した場合、またはすべての重要なリスクおよび便益ととも

に当該金融資産が譲渡された場合は、当該金融資産の認識は中止される。債権は例えば最終的に回収不能と判断され、破産手

続きの完了後に回収する努力を停止した場合も認識は中止される。債権は、破産手続き執行の対象となっている間は、認識が

中止されることはない。
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棚卸資産

棚卸資産は、加重平均法により計算される取得原価もしくは製造原価(製造関連の原価全額)、または正味実現可能価額のいず

れか低い方の金額で認識される。

 

現金および現金同等物

現金は、手持ち現金、受取小切手、銀行および会社に対する預入残高からなる。現金同等物は、取得日から３ヵ月以内で満期

が到来する金融投資であり、価値の変動のリスクが軽微で、事前に定められたキャッシュフローを生じさせるものをいう。現

金および現金同等物は償却原価で測定される。
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年金およびその他の退職後給付引当金

バイエルグループでは、確定拠出型と確定給付型、またはそのいずれかによる退職後給付を提供している。確定拠出制度で

は、当社は公的にまたは民間により運営されている年金制度に強制的に、契約に従って、または自発的に、拠出金を支払って

いる。拠出金が支払われれば、その後の支払債務は一切ない。通常の拠出金は営業費用を構成するため、損益計算書の各項目

に含まれている。

 

年金及びその他の退職給付制度に基づく残りの年金コミットメントは、予測単位積増方式を使用して確定給付債務（DBO）の観

点から測定され、すでに獲得した権利はDBOの現在価値で測定される。これは、予想される将来の給与と年金の増加、医療費、

死亡率、受益者構造などの要因の変化に基づく。一律な割引率は、年金制度からの予想支払期間にほぼ等しい加重残存期間を

持つ特定の通貨での高格付債券ポートフォリオ（「AA」格社債）の利回りに基づく。年金勤務費用および純額の負債の利息純

額は、前決算日の仮定に基づき決定される。

 

積立債務の場合、正味確定給付負債は年金資産の公正価値を控除して決定される。その公正価値が活発な市場における相場価

格に基づいて決定されない場合、公正価値は、通常の測定方法を適用し、金利カーブおよび信用スプレッド等の自由に利用で

きるデータに基づいて決定される。正味確定給付資産は、その他の債権として認識される。

 

現在および過去の勤務費用および制度清算の影響は、営業利益に計上される。正味負債に係る正味利息は、その他の財務収益

および費用として財務損益に反映されている。正味確定給付負債の再測定による影響は、包括利益計算書にその他の包括利益

として反映されている。これは、数理計算上の差異、制度資産に係る収益および資産計上額の上限の影響の変動から、正味利

息に含まれる金額と関連の繰延税金を差し引いたものである。

 

その他の引当金

その他の引当金は、将来において資源の流出が生じる可能性が高い、過去の事象から生じた現在の法的債務および推定的債務

に関して認識されるが、債務額に関する信頼性の高い見積りが可能であることが前提となる。これらは予想される将来の

キャッシュフローの現在価値で測定され、それぞれの営業費用に計上される。利息費用は、その他の金融収益及び費用に計上

される。予測債務が見積りの変更の結果減少する場合、同額の引当金が戻入れられ、その結果、当初の費用が認識された営業

費用項目において収益が認識される。

 

有形固定資産の原状回復義務から生じる費用は、確実に見積もることができる場合、取得原価または建設費用に含まれる。見

積もりの変更により引当金を調整する必要がある場合、それぞれの資産の帳簿価額はそれに応じて減少または増加する。
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環境保護や同様の施策の将来のコストを見積るにあたっては、特に、適用される法令および実際の地域の状況に関する不確実

性が伴う。コストを見積るための重要な要素としては、同様の事例における過去の実績、専門家の意見、当期のコストとコス

トに影響する新たな進展、環境に関する現行規則に関する経営者の解釈、連帯責任に基づいて何らかの修復コストの負担が求

められる第三者の財政状態、実施が予想される修復方法などがある。これらの仮定が変更された場合、将来報告される当グ

ループの損益に影響を与える可能性がある。現在までに得られた経験と、決算日時点での知識や状況を考慮に入れた場合、現

在の引当金は十分なものと考えられる。ただし、未払計上額を超えて多額の追加コストが発生し、その後の期間に追加の費用

を生じる可能性がある。

 

従業員解雇給付引当金は、解雇手当、年金制度モジュールへの追加拠出、またはその他の給付額を確実に見積もることができ

る場合に計上される。ただし、未払計上額を超えて多額の追加コストが発生し、その後の期間に追加の費用を生じる可能性が

ある。

 

株式報酬引当金は、様々な従業員グループに集合的に提供される報酬に対して計上される。現金決済を伴う報酬制度について

IFRS第２号（「株式に基づく報酬」）で要求されているように、株式に基づく報酬は、財務諸表日現在に存在する各従業員グ

ループに対する義務の公正価値の金額で引当金計上される。結果として生じるすべての評価調整は、純損益で認識される。

 

訴訟引当金は、法的リスクに備えて、一定の状況下で設定される。訴訟その他の法的手続は複雑な問題を引き起こすことが多

く、数多くの不確実性と複雑な要素を内包している。その例としては、それぞれの事例に固有の事実と状況、各訴訟を進める

上での司法管轄権、適用される法令の違いなどがあるが、これらだけに限られるものでもない。現在係属中の訴訟や将来予想

される訴訟の結果を予測することはできない。特に、米国における損害賠償を求める集団訴訟または大規模な補償請求で起こ

りうる結果を評価することは困難であり、バイエルグループではこれによって重要な財務リスクが発生する可能性がある。公

判の最終判決、規制当局の判断または和解の締結の結果、合理的な見積りが不可能であるために会計上対応していない課徴

金、または現在設定している引当金や保険の補償範囲を超える課徴金がバイエルグループに課せられる恐れもある。

 

バイエルグループは、法務部が入手可能な情報に基づき、かつ、バイエルグループの弁護士と緊密なコンサルテーションを図

りつつ、現在係属中の訴訟または将来の訴訟に関する会計上の対応の必要性ならびにかかる対応の程度について検討を行って

いる。このような訴訟により資源の流出が生じる可能性の方が高く、その金額の合理的な見積りが可能となった場合、予想

キャッシュ・フローの現在価値の金額で訴訟引当金が計上される。かかる引当金は、原告、訴訟費用、弁護士費用および潜在

的な和解費用に対する見積支払額をカバーしている。
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信頼性をもって現在の債務の存在を判断する、または現在係属中の訴訟または将来の訴訟によって資源の流出が生じる可能性

を合理的に見積ることは不可能であることが多い。重要な「法的リスク」の状況は、注記[30]に記載されている。これらの訴

訟の特殊性を踏まえ、引当金は、通常、当初の和解によって潜在的な和解額の見積りが可能となる、または判決が下されるま

で設定されない。法的防御に係るコストの引当金は、外部の弁護士が当社の法的立場を防御するために多額のコストが発生す

る可能性が高い場合に設定される。

 

内部および外部の弁護士が、バイエルグループの各報告期間末現在の重要な法的リスクの現状の評価を行っている。引当金の

設定または調整の必要性ならびに引当金または調整の金額は、当該評価に基づき決定される。連結財務諸表の作成日までの修

正事象が反映されている。集団訴訟または大規模な補償請求の場合の引当金の測定は、主に、前年度中に至った和解ならびに

現在係属中の請求または将来において予想される請求に基づいている。

 

IAS第37号第92項に基づき、過程、リスクおよび関連する対策等の側面、ならびに財務上の見積影響額、不確実性、個々の引当

金の金額および偶発負債とその満期に関するさらなる情報は、これを開示した場合に当社の立場が不利になりうる例外的な場

合において差し控えることができる。当該情報には、特に、製造物責任、競争および反トラスト法、特許権侵害、税務申告お

よび環境事項の分野におけるリスクが含まれうる。

 

金融負債

金融負債は通常、実効金利法を利用した償却原価で測定される。ただし、負の公正価値を有するデリバティブ、企業結合にお

ける条件付対価に対する負債または純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された負債等は公正価値で計上され

る。

 

強制転換社債について、全額債務として会計処理するべきか、資本部分と債務部分に分離するべきかを決定する評価が実施さ

れる。当該評価には、バイエルの早期転換権の経済的実体の検証が含まれる。早期転換により格付けの引き下げが回避できる

場合、早期転換権は現在の信用格付の維持に関して経済的実体を有する。この場合、将来の利息の削減がバイエルによる早期

転換に係る費用を上回ることになる。早期転換権が経済的実体を有すると考えられる場合、強制転換社債の構成要素は資本と

して分類される。

 

発行された強制転換社債は、混合金融商品として会計処理される。直接帰属可能な費用および債務部分は発行による受取額か

ら控除されている。債務部分は将来の利払の現在価値に対応する。債務部分は金融負債に計上される。残りの金額は資本部分

であり、資本剰余金に反映される。

2016年に発行された強制転換社債は、2019年11月に満期償還された。
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最低１つのデリバティブが主契約から分離されなければならず、契約上のキャッシュ・フローを大幅に変更する、１つまたは

複数の組込デリバティブを伴う金融負債(混合金融商品)は、純損益を通じて公正価値で測定する金融負債に全体として指定す

ることができる。このオプションは、2017年６月に発行した、コベストロの株式に転換交換可能な負債性金融商品(2017

年/2020年転換社債)に適用された。これらの商品の公正価値の変動はその他の財務収益および費用において認識される。ただ

し、バイエルの自己の信用リスクに起因する公正価値の変動は、包括利益計算書のその他の包括利益に認識される。

 

契約上の債務が免責、取消または失効となったときに金融負債の認識は中止される。

 

デリバティブ

バイエルグループでは、デリバティブを使用して、為替レート、金利または商品価格(大豆およびトウモロコシ等)の変動リス

クを軽減し、株式に基づく報酬プログラムをヘッジしている。使用される商品には為替予約、金利スワップならびに商品先渡

契約および株式先渡取引が含まれる。デリバティブは取引日時点で認識され、各決算日に公正価値で再測定される。正の公正

価値は金融資産に計上され、負の公正価値は金融負債に計上される。

 

原材料供給契約（例えばクロップサイエンス）は会社の自己目的のために、非金融項目を受け取るまたは引き渡すために締結

する契約は、デリバティブとしては会計処理されず、保留取引として扱われる。

 

契約の中に組込デリバティブが識別される場合、主契約との密接な経済的関係について評価する。そのような関係が見られな

い場合、それらは個別のデリバティブとして会計処理される。

 

デリバティブは、ヘッジ会計の要件を満たさない限り、売買保有目的として純損益を通じて公正価値で測定するものとして指

定される。これは主に会計リスクの為替ヘッジに適用され、その影響は為替差損益としてその他の金融収益および費用に反映

される。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されたデリバティブの有効部分は、当初はその他の包括利益累計額に純損益外で認識

される。非有効な部分は、純損益に直接認識される。ヘッジ対象が純損益を通じて認識される場合にのみ、ヘッジ手段の有効

部分も損益計算書で認識される。
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商品先物取引およびオプションの場合、売上原価に振り替えられる。損益計算書における金利ヘッジの影響は、受取利息また

は支払利息に反映される。外貨建予定売却取引のヘッジの影響は、収益認識時にその他の営業利益または費用で認識される。

株式に基づく従業員報酬のヘッジは、アスパイア・プログラムの期間にわたりそれぞれの営業費用項目で認識される。

 

公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブの公正価値の変動は、ヘッジ対象の帳簿価額の調整（例えば、棚卸資産または

個別資産）として損益で認識される。これは主にクロップサイエンスの商品の確定購入契約のヘッジに適用される。この影響

は、売上原価で認識される。金利ヘッジの影響は、受取利息または支払利息に反映される。

 

取得に関する会計処理

取得事業は、取得法を用いて会計処理される。この方法では、原則として取得した資産と引き受けた負債を、それぞれバイエ

ルが支配を獲得した日の公正価値で計上することが求められる。移転された対価（段階取得の場合は取得企業の既存の持分の

公正価値を加算）と取得資産および引き継がれた負債の公正価値との差額はのれんとして認識される。外貨キャッシュフロー

ヘッジの結果は、外貨購入価格の支払いの換算に織り込まれる。大規模な取得の場合の購入価格の配分は、第三者的立場にあ

る独立した評価専門家の支援を得て実施している。関連する評価は、取得日現在において入手可能な情報に基づいている。付

随する取得コストは、その取得が生じた期間の費用として認識される。

 

取得法を適用するには、特に取得した無形資産、有形固定資産および引き受けた負債の取得日における公正価値、ならびに取

得した無形資産および有形固定資産の耐用年数に関して、一定の見積りと仮定が必要となる。測定の大部分は、キャッシュ・

フローの予測に基づいている。実際のキャッシュ・フローが公正価値の計算に使われた金額と異なる場合、当グループの将来

の経営成績に重要な影響が及ぶ可能性がある。特に、開発中の無形資産、特許技術および非特許技術、顧客関係およびブラン

ドによる割引キャッシュ・フローの見積りは、以下のような仮定に基づいている。

 

＞　農薬製品、形質、種子または化合物の有効性に関する研究開発活動の成果、臨床試験の結果。

＞　各国の規制当局の承認を得られる可能性。

＞　長期的な販売予測。

＞　特許権失効後の特許権の付されていない製品の提供による販売価格低下率の予想。

＞　競合他社の動き(競合製品の発売、市場戦略など)。

 

 

事業売却の会計処理

支配の喪失をもたらす子会社株式の売却は通常、純損益で会計処理される。子会社株式が複数のトランシェで段階を踏んで売

却される場合、支配の喪失を伴わない、過半数の所有株式の減少は純損益外で反映され、資本の非支配株主帰属分が増加す

る。支配の喪失後、支配の喪失時に残余する持分は公正価値で計上される。

 

リース

リースは注記[2]で説明されているように会計処理を行う。

 

次へ
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4．セグメント別報告

 

バイエルでは、取締役会が、最高経営意思決定者として、各資源を事業セグメントに配分し、各セグメントの業績を評価す

る。報告セグメントおよび地域の識別ならびに開示内容の選択は、内部の財務報告の体制(マネジメント・アプローチ)に従

い、注記[3]で概説されている当グループの会計方針に基づいて行われている。

 

2019年12月31日現在、バイエルグループは、クロップサイエンス、医療用医薬品、およびコンシューマーヘルスの３つの報告

セグメントから構成されている。セグメントの活動は以下の通りである。

 
セグメントの活動  

セグメント 活動

クロップサイエンス 開発、種子および植物形質の広範な製品ポートフォリオの生産およびマーケティン

グ、作物保護、持続可能な農業を促進するためのデジタルソリューションと顧客

サービス

 

医療用医薬品 循環器およびウィメンズヘルスを中心とした処方薬製品の開発、製造および販売／

腫瘍、血液および眼科領域のスペシャルティ医薬品／造影画像診断装置およびこれ

に必要な造影剤

 

コンシューマーヘルス 皮膚疾患薬、栄養補助食品、鎮痛剤、胃腸薬、アレルギー薬、咳止め薬および風邪

薬、フットケアならびに日焼け止めのカテゴリーにおける一般薬(市販薬)等の開

発、製造および販売

 

 

動物用薬品とカレンタグループの事業は、IFRS第5号に基づき非継続事業に分類されたため、継続事業のセグメント報告には含

まれなくなった。2019年11月に過半数の株式の売却が終了したのち、サービス会社のカレンタはバイエルグループの一部では

なくなった。

 

他のどのセグメントにも割り当てられない事業活動は、「その他すべてのセグメント」として報告している。これらの事業に

は主にビジネス・サービシズによるサービスが含まれる。また、アルゼンチンのバイエルS.A.のIAS第29号に基づく資産と負債

および資本の継続的な再評価損益も含まれる。

 

調整の一部である「管理機能および連結」の項目は主に、バイエルの持株会社およびきわめて重要かつ異種横断的なイノベー

ションの開発に特化したリープス・バイ・バイエルからなる。当該項目はまたバイエル株式のパフォーマンス変動によって生

じるグループ全体の長期株式（アスパイア）に基づく報酬費用の増減、およびセグメント間売上高の連結(2019年度：24億ユー

ロ、2018年度：24億ユーロ)に加え、取得したモンサント・グループの比較可能な中核機能に相当する費用、収益、資産、およ

び負債に加えて、現在の事業とは無関係の特定の偶発負債も含んでいる。
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セグメント別データは以下の通り算定されている。

＞　セグメント間売上高には、独立企業間取引に基づく移転価格で計上されたグループ内取引が反映されている。

＞　営業活動により獲得された正味現金は、IAS第７号「キャッシュ・フロー計算書」で定義された営業活動によるキャッ

シュ・フローである。

 

セグメント別主要データ

クロップ

サイエンス
 
 医療用医薬品  

コンシューマー

ヘルス

(単位：百万ユーロ) 2018年 2019年  2018年 2019年  2018年 2019年

純売上高(外部) 14,266 19,832  16,746 17,962  5,450 5,462
為替およびポートフォリオ調整後の

増減
１

+6.1％ +1.4％  +3.4% +5.6%  -0.7% +2.6%

セグメント間売上高 14 16  21 32  1 10

純売上高(合計) 14,280 19,848  16,767 17,994  5,451 5,472

EBIT
１

3,138 582  3,213 4,762  (2,077) 713

特別項目計上前EBITDA
１

2,651 4,796  5,598 5,975  1,096 1,090

特別項目計上前EBITDAマージン
１

18.6% 24.2%  33.4% 33.3% 20.1% 20.0%

ROCE
１

6.3％ 0.8%  16.6% 24.1% (12.9)% 5.1%

営業活動により獲得された

正味現金 3,743 4,209  4,376 4,523  727 841

資本的支出 1,030 1,414  888 974  228 222

減価償却費、償却費および減損 1,362 3,313  1,584 1,189  3,112 590

うち、減損損失/減損損失の戻入れ 13 567  603 127  2,732 232

特別項目の計上前の減価償却費
１

1,354 2,791  1,023 1,078  397 359

研究開発費 1,950 2,344  2,893 2,752  226 230

2018年度の数値は修正再表示されている。

１
　定義については、Aの2.3「バイエルグループが使用した代替的業績指標」を参照のこと。
 
 
 

 調整    

セグメント別主要データ

その他すべての
セグメント

 
 

管理機能
および連結  グループ

(単位：百万ユーロ) 2018年 2019年  2018年 2019年  2018年 2019年

純売上高(外部) 262 277  18 12  36,742 43,545

為替およびポートフォリオ調整後の

増減
１

+8.7% +2.7%  - -  +3.5% +3.5%

セグメント間売上高 2,383 2,370  (2,419) (2,426) - -

純売上高(合計) 2,645 2,647  (2,401) (2,416) 36,742 43,545

EBIT
１

249 (108)  (1,069) (1,760) 3,454 4,189

特別項目計上前EBITDA
１

515 293  (891) (651) 8,969 11,503

特別項目計上前EBITDAマージン
１

- -  - -  24.4% 26.4%

ROCE
１

- -  - -  4.0% 3.8%

営業活動により獲得された

正味現金 211 522  (1,524) (2,094) 7,533 8,001

資本的支出 213 283  9 27  2,368 2,920

減価償却費、償却費および減損 168 258  15 15  6,241 5,365

うち、減損損失/減損損失の戻入れ - 2  - -  3,348 928

特別項目の計上前の減価償却費
１

167 255  15 15  2,956 4,496

研究開発費 3 -  33 16  5,105 5,342

2018年度の数値は修正再表示されている。

１
　定義については、Aの2.3「バイエルグループが使用した代替的業績指標」を参照のこと。

 

2019年１月１日付のIFRS第16号適用開始後においても、バイエルグループの連結財政状態計算書のセグメントデータにおける

完全連結会社間のリースは、引き続きIAS第17号におけるオペレーティング・リースとして認識される。当該事実は、バイエル

の運営に用いられる個々の主要なデータ及び最高意思決定者としての取締役会への内部報告に対していかなる関連した影響も

与えない。
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調整

特別項目計上前EBIT、およびEBITから当グループの税引前利益への調整は以下の表の通りである。

 

 
セグメント別の特別項目計上前EBITDAからグループ税引前利益への調整  

   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

セグメントの特別項目計上前EBITDA 9,860 12,154

管理機能および連結の特別項目計上前EBITDA (891) (651)

特別項目計上前EBITDA
1 8,969 11,503

セグメントの特別項目計上前の減価償却費、償却費およ

び減損損失／減損損失の戻入れ (2,941) (4,481)

管理機能および連結の特別項目計上前の減価償却費、償

却費および減損損失／減損損失の戻入れ (15) (15)

特別項目計上前の減価償却費、償却費および

減損損失／減損損失の戻入れ (2,956) (4,496)

セグメントの特別項目計上前EBIT 6,919 7,673

管理機能および連結の特別項目計上前EBIT (906) (666)

特別項目計上前EBIT
1 6,013 7,007

セグメントの特別項目 (2,396) (1,724)

管理機能および連結の特別項目 (163) (1,094)

特別項目
1 (2,559) (2,818)

セグメントのEBIT
2

4,523 5,949

管理機能および連結のEBIT (1,069) (1,760)

EBIT
1

3,454 4,189

財務損益 (1,568) (1,309)

税引前利益 1,886 2,880

2018年度の数値は修正再表示されている。

１
　定義については、Aの2.3「バイエルグループが使用した代替的業績指標」を参照のこと。

2
　2019年4月1日以前に、モンサントのコーポレート機能統合に関する特別項目をクロップサイエンスの「取得及び統合費用」

の区分に表示した。（2019年：30百万ユーロ、2019年：130百万ユーロ）。2019年４月１日以降は、これらの項目をバイエル

2022プラットフォームプログラムの一環として「管理機能および連結」の特別項目に表示した。
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地域別情報

以下の表は、市場別の外部の売上高と無形資産および有形固定資産の地域別内訳を示したものである。

 
地域別情報   

 純売上高(外部)－市場別

無形資産および

有形固定資産

 2018年 2019年 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

ヨーロッパ／中東／アフリカ 12,393 13,184 26,478 24,877

　うち、ドイツ 2,439 2,364 16,167 15,267

　うち、スイス 446 505 5,469 5,310

北米 10,942 15,067 55,644 55,585

　うち、米国 9,190 13,556 54,073 53,889

アジア／太平洋 7,796 8,611 1,997 2,074

　うち、中国 3,114 3,726 529 554

ラテンアメリカ 5,611 6,663 3,717 3,764

　うち、ブラジル 2,826 3,539 2,573 2,547

合計 36,742 43,545 87,836 86,300

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

大口顧客の情報

2019年度または2018年度において、単一顧客との取引による収益がバイエルグループの売上高の10％を超えたケースはない。

 

 

5. 連結の範囲－子会社および関係会社

 

5.1 連結範囲の変更

 

2019年度の連結範囲の変更は以下の通りである。

 
連結会社数の変更    

バイエルAGおよび連結会社 ドイツ その他の国 合計

2018年12月31日 55 365 420

連結範囲の変更 - -15 -15

追加 - - -

連結除外 -6 -7 -13

2019年12月31日 49 343 392

 

米国のメルク社(Merck & Co., Inc.)のコンシューマーケア事業の取得に関連して、バイエルは2014年に同社と戦略的提携を結

んだ。この提携は、連結財務諸表に共同支配事業として含まれている。バイエルおよびメルク社は、可溶性グアニル酸シク

ラーゼ(sGC)モジュレーターの分野における有効成分および製品の開発、製造、ライフサイクル管理および販売について提携す

ることに相互に合意している。
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デンマークのバレラップにあるレオ　ファーマ社（LEO Pharma A/S）によるバイエルの医療用医薬品皮膚科領域事業の買収に

より、米国事業は2018年に、その他の国では2019年7月1日に当該事業が譲渡された。

 

バイエルが60%を保有するケミカルパーク運営会社であるカレンタの持分の、マッコーリー・インフラストラクチャー・アン

ド・リアル・アセッツ（以下「MIRA」という。）への売却は2019年11月29日に完了し、これがドイツの連結会社数の減少の大

部分を占めた。

 

2016年にバーサントベンチャーズとの合弁会社としてブルーロック・セラピューティクスが設立された後、バイエルは2019年

に残りの持分を取得し、この米国に拠点を置く非上場のバイオテクノロジー企業の完全買収を完了した。

 

連結財務諸表において、関連会社12社(2018年度：５社)と共同支配企業５社(2018年度：10社)が持分法を用いて会計処理され

ている。これらの会社の詳細は注記[16]に記載されている。

 

米国のフラッグシップ・ベンチャーズＶアグリカルチュラル・ファンド社(Flagship Ventures V Agricultural Fund, L.P.)

は、2015年度に初めて連結財務諸表に含まれ、関連会社として分類されている。バイエルは、資本の99.9％を所有しているも

のの、この関連会社に対する支配を有していないが、同ファンドの財務および経営の方針に係る意思決定に重要な影響を及ぼ

すことができる。

 

中国の南京白敬宇制药有限責任公司(Nanjing Baijingyu Pharmaceutical Co., Ltd.)は、バイエルが同社の執行委員会および

監査役会に参加していることを考慮し、関連会社として分類された。これによりバイエルは、所有している同社の議決権およ

び資本がわずか15％であるにも関わらず、同社の財務および経営の方針に係る意思決定に重要な影響を及ぼすことができる。

 

バイエルグループの財政状態および経営成績にとって総額でも重要性の低い、組成された企業１社(2018年度：１社)を含む合

計で62社(2018年度：67社)の子会社ならびに12社(2018年度：17社)の関連会社または共同支配企業は、連結も持分法を用いた

会計処理もされていないが、公正価値で認識されている。これらの重要性の低い子会社が占める割合は、当グループの売上高

の0.1％未満、資本の0.1％未満、資産合計の0.2％未満である。

 

当連結財務諸表に含まれる会社、ドイツ商法第313条第２項に基づくバイエルグループの子会社および関係会社、ならびに2019

年度にドイツ商法第264条第３項および第264b条に基づく特定の免除規定の適用が認められたドイツ国内の子会社一覧の詳細

は、連邦官報(Bundesanzeiger)の電子版に公告された監査済みの連結財務諸表に含まれている。この情報は、

www.bayer.com/shareownership2019からも閲覧できる。
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5.2 企業結合およびその他の取得

2019年度の企業結合

2019年9月20日、バイエルは合弁会社のブルーロック・セラピューティクス社（米国マサチューセッツ州ケンブリッジ）の出資

を40.8%から100%に引き上げた。バイエルは残りの株式に対し201百万ユーロを前払いした。予め定めた開発のマイルストーン

達成時に、最大で325百万ユーロの追加が支払われる。この目的のため、185百万ユーロの負債が計上された。これにより、以

前は持分法適用会社であったが完全連結子会社となった。過去に持分法を適用されていた株式を再測定した結果、296百万ユー

ロとなった。持分法の適用中止により生じた245百万ユーロの利益は、財務諸表に計上された。譲渡対価は、501百万ユーロの

のれん、114百万ユーロの社内開発IP R&D、および67百万ユーロのその他の純資産からなる。のれんは主に、イノベーションの

可能性に関連する。ブルーロック・セラピューティクスは医療用医薬品セグメントに割り当てられ、人工多能性幹細胞（iPS細

胞）用の独自のCELL+GENE™プラットフォームを使用して、神経学、心臓病学および免疫学の適応症にわたる細胞治療の開発に

焦点を当てている。連結開始以降、取得した事業の売上高は０百万ユーロ、税引き後利益はマイナス14百万ユーロであった。

上記の買収が2019年1月1日に行われていれば、利益実現に関する合弁事業に係る契約により、バイエルグループの売上、税引

き後利益、または1株当たり利益に影響を与えなかった。

 

2019年6月21日、バイエルはセンチュリー・セラピューティクス社（米国ペンシルバニア州フィラデルフィア）の株式の28%を

取得した。購入価格は129百万ユーロで、67百万ユーロの頭金と62百万ユーロの推定負債を含む。特定のマイルストーンが達成

されるとさらに62百万ユーロが支払われ、バイエルのセンチュリー・セラピューティクス社の持分は36%になる。バイエルの重

要な影響力を考慮し、投資は持分法を使用して連結財務諸表上で関連会社として会計処理される。センチュリー・セラピュー

ティクス社は2018年に米国のバーサント・ベンチャーズ（サンフランシスコ）と富士フィルム・セルラー・ダイナミクス社

（マディソン）によって設立され、がんの同種免疫細胞療法を開発している。基盤となるテクノロジーは、無制限の自己複製

能力を持つ人工多能性幹細胞に基づいている。

 

2018年度の企業結合

2018年６月７日、バイエルは、米国ミズーリ州セントルイスにあるモンサント・カンパニー（以下「モンサント」という。）

の社外流通株式の100％を取得した。このモンサントの取得は、強力で補完性の高い２つの事業、すなわち、バイエルの革新的

な化学・生物的な農薬のポートフォリオと、種子・形質の分野におけるモンサントの優れた専門性がひとつになる。モンサン

トが維持する生産拠点には、ルリング、マスカティンおよびソーダスプリングス（すべて米国）、アントワープ（ベル

ギー）、サラテ（アルゼンチン）およびカマサリ（ブラジル）がある。モンサントの確立したブランドのポートフォリオには

特に、「DEKALB
TM
」、「Asgrow

TM
」および「Roundup

TM
」が含まれている。購入価格48,029百万ユーロは主に、種子・形質の分

野における技術（耐用年数９年から30年）、除草剤（耐用年数５年から20年）およびデジタル・プラットフォーム（耐用年数

15年）に関する無形資産、R&Dプロジェクト、ブランド（耐用年数10年から30年）、有形固定資産、棚卸資産およびのれんに関

する無形資産に関連していた。企業名「モンサント」には価額は配分されなかった。

 

のれんには、事務プロセスおよびインフラにおいて予想されるシナジー（販売、研究開発および一般的な事務機能におけるコ

スト削減を含む。）ならびに製品販売の統合により予想される販売シナジーが含まれる。のれんは税務上損金算入されない。
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以下の合計名目価額150億米ドルおよび50億ユーロの社債が、当該取得の資金調達のために2018年６月に発行された。

 

新規に発行した社債

 

発行体 利率(％) 名目価額 発行日 満期日

バイエルU.S.ファイナンスII LLC、米国

 3.50 1,250百万米ドル 2018年６月25日 2021年６月25日

 ３ヶ月物米ドルLIBOR＋0.63 1,250百万米ドル 2018年６月25日 2021年６月25日

 3.875 2,250百万米ドル 2018年６月25日 2023年12月15日

 ３ヶ月物米ドルLIBOR＋1.01 1,250百万米ドル 2018年６月25日 2023年12月15日

 4.25 2,500百万米ドル 2018年６月25日 2025年12月15日

 4.375 3,500百万米ドル 2018年６月25日 2028年12月15日

 4.625 1,000百万米ドル 2018年６月25日 2038年６月25日

 4.875 2,000百万米ドル 2018年６月25日 2048年６月25日

     

バイエル・キャピタル・コーポレーションB.V.、オランダ

 ３ヶ月物EURIBOR＋0.55 750百万ユーロ 2018年６月26日 2022年６月26日

 0.625 1,000百万ユーロ 2018年６月26日 2022年12月15日

 1.500 1,750百万ユーロ 2018年６月26日 2026年６月26日

 2.125 1,500百万ユーロ 2018年６月26日 2029年12月15日

 

取得の一環として、名目価額69億米ドルの社債がモンサントから引き継がれた。

 

モンサント取得の購入価格の配分がは2019年の第2四半期に完了した。2018年および2019年の第2四半期までのグループの資産

および負債に対する購入価格の配分の調整の影響は以下の通りである。

 

取得資産および引受負債(各取得日現在の公正価値)および調整（モンサント）

 
購入価格配

分の調整前  

購入価格配

分の調整  

購入価格配

分の調整後

 百万ユーロ  百万ユーロ  百万ユーロ

のれん 22,998  1,746  24,744

特許および技術 17,350  (212)  17,138

商標 4,195  (254)  3,941

販売権 821  24  845

研究開発プロジェクト 4,300  302  4,602

製造権 -  11  11

その他の権利 394  (34)  380

有形固定資産 6,293  (639)  5,654

持分法適用投資 52  -  52

その他の金融資産 250  (52)  198

棚卸資産 4,882  (153)  4,729

債権 7,201  54  7,255

その他の流動資産 27  (1)  26

現金および現金同等物 2,657  -  2,657

繰延税金資産 1,548  302  1,850

年金およびその他の退職後給付

引当金

 

(367)  

 

(22)  (389)

その他の引当金 (1,297)  (632)  (1,929)

返金負債 (3,321)  8  (3,313)

金融負債 (8,656)  1  (8,655)

その他の負債 (3,102)  (566)  (3,668)

繰延税金負債 (8,019)  117  (7,902)

純資産 48,206  -  48,206
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2018年12月31日以降のモンサントの購入価格配分の調整は、税引き後利益に影響を与えなかった。

 

2018年５月２日、バイエルは、インドのターネーにある共同支配企業バイエル・ザイダス・ファーマ・プライベート・リミ

テッドに対する持分を50％から75％プラス１株に増やした。購入価格28百万ユーロが合意された。バイエルは、同社の残る

25％マイナス１株を2021年までに購入する義務を負い、これに関連して９百万ユーロの負債を認識した。この結果、この事業

に使用する会計処理方法は、持分法から、同社の持分の100％を連結する完全連結に変更された。従前に持分法で会計処理され

ていた株式の再測定により、18百万ユーロが生じた。従前に持分法で会計処理されていた株式の認識の中止から生じた利得15

百万ユーロが財務損益に認識された。購入価格は、主に支配権プレミアムに基づくのれんに関連していた。バイエル・ザイダ

ス・ファーマは、インドの医療用医薬品市場の中核セグメントで活躍し、ウィメンズヘルス、画像診断、循環器疾患、糖尿病

治療および腫瘍の領域に重点的に取り組んでいる。この取得により、インドの医療用医薬品市場においてバイエルの存在感が

増している。
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 5.3 非継続事業、売却目的で保有する資産および負債、ならびに売却

 

非継続事業

2019年８月20日、バイエルと米国インディアナ州グリーンフィールドにあるエランコ・アニマル・ヘルス社（以下、「エラン

コ」）は、バイエルの動物用薬品事業を売却する契約を締結した。現金4,791百万ユーロ（通常の購入価格調整に従う。）およ

びエランコ株2,053百万ユーロ（2019年８月６日現在の影響のない30日間の出来高加重平均価格30.26ユーロに基づく。）から

なる6,845百万ユーロでの売却である。持分対価の価値は、7.5％のカラー（collar）の範囲内に固定されている。これは、株

価が28.15ユーロから32.71ユーロの枠の中で下落（上昇）することに連動して株式数が増加（減少）することを意味する。

2019年12月31日時点でのエランコの株価26.52ユーロに基づいて公正価値を考慮した資本対価の価値は1,868百万ユーロとな

り、バイエルは73百万株のエランコ株式を受け取る。

 

2019年11月29日、バイエルはケミカルパーク運営会社であるカレンタの株式売却を完了した。2019年８月６日、バイエルは

マッコーリー・インフラストラクチャー・アンド・リアル・アセッツが管理するルクセンブルグにあるインフラケム・ホール

ディングスに売却する契約を締結した。カレンタはレバクーゼン、ドルマーゲンおよびクレフェルト・ユルディンゲンのケミ

カルパークにおいて、インフラサービス、エネルギー供給およびその他の基本的なサービスを管理、運営している。バイエル

のカレンタに対する持分の暫定売却価格は1,104百万ユーロである。さらに、バイエルは不動産及びインフラストラクチャー

ポートフォリオを180百万ユーロでカレンタに売却した。その他の売却された純資産には、主に退職給付引当金1,584百万ユー

ロが含まれる。暫定的な売却益は1,637百万ユーロである。

 

動物用薬品事業とカレンタは、2019年の第3四半期以降およびそれ以前のすべての期間について、損益計算書に非継続事業とし

て表示されている。

 

非継続事業に係る損益計算書は以下の通りである。

 
非継続事業に係る損益計算書
  カレンタ 動物用薬品事業 コベストロ 合計

  2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

 
百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

純売上高  1,343 1,171 1,501 1,571 - - 2,844 2,742
売上原価  (1,156) (954) (473) (501) - - (1,629) (1,455)

売上総利益  187 217 1,028 1,070 - - 1,215 1,287

         
販売費  (11) (9) (530) (535) - - (541) (544)
研究開発費  2 1 (143) (143) - - (141) (142)
一般管理費  (24) (59) (46) (127) - - (70) (186)
その他の営業収益／ 費用  (6) 1,624 3 (4) 8 - 5 1,620

EBIT
1

 148 1,774 312 261 8 - 468 2,035

財務損益  (24) (44) (5) (4) - - (29) (48)

税引前利益  124 1,730 307 257 8 - 439 1,987

法人所得税  (27) (226) (83) (81) (8) - (118) (307)

税引後利益  97 1,504 224 176 - - 321 1,680
　うち、非支配持分帰属分  - - - - - - - -
うち、バイエルAG株主帰
属分
(当期純利益)  97 1,504 224 176 - - 321 1,680

 

1
　定義については、Aの2.3「バイエルグループが使用した代替的業績指標」を参照のこと。
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非継続事業のキャッシュ・フローは下表の通りである。

 
非継続事業からのキャッシュ・フロー

  カレンタ 動物用薬品事業 合計

  2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

営業活動により獲得された(に使用した)

正味現金  129 37 255 169 384 206

投資活動により獲得された(に使用した)

正味現金  (144) (116) (55) (82) (199) (198)

財務活動より獲得された(に使用した)

正味現金  15 79 (200) (87) (185) (8)

現金および現金等価物の増減額  - - - - - -

 

非継続事業に現金が割り当てられていないため、現金残高は財務活動で再度差し引かれる。

 

売却目的保有資産および負債

2019年の売却目的保有資産および負債は、主にエランコに売却される事業の資産および負債であり、以下の通りである。

 
売却目的保有資産および負債   

   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

のれん 156 99

その他の無形資産 32 145

有形固定資産 42 421

その他の資産 4 -

繰延税金 - 130

棚卸資産 - 314

売掛金 - 6

その他の債権 - 17

所得税の還付請求 - 4

現金及び現金同等物 - 1

売却目的保有資産 234 1,337

年金およびその他の退職後給付引当金 5 454

その他の引当金 - 39

返金債務 - 53

金融負債 - 2

その他の負債 - 18

繰延税金 7 19

未払法人税 - 29

買掛金 - 48

売却目的保有資産と非継続事業に直接関連する負債 12 662

 

2018年度の売却目的保有資産および負債は、主に米国のレオ　ファーマに売却された事業からなっていた。
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2019年度における事業売却

2019年12月13日、バイエルとスイスのツークにあるCRISPRセラピューテクスAGは、2015年に設立された合弁会社カセビアでの

協力を終了することに合意した。契約の一環としてバイエルは合弁会社への出資をCRISPRに譲渡し、共同マーケティングの権

利と14百万ユーロの支払いを受けた。過去に負債として計上した、バイエルがコミットした未払い分の資本拠出59百万ユーロ

は行わない。

 

バイエルは、2019年11月1日にDr.Schollの事業の売却を完了した。米国ボストンのイエローウッドパートナーズ社は、2019年

７月19日にバイエルのこの事業を買収する契約を締結した。IFRS第５号に従い、事業に関連する資産および負債は2019年第2四

半期以降、売却目的保有として認識されている。処分グループでの、のれん208百万ユーロを含む429百万ユーロの減損損失は

純損益を通じて認識した。基本購入価格は516百万ユーロであり、認識中止された純資産の帳簿価額に相当する。

 

2019年８月30日、バイエルは2019年５月に購入契約を締結したバイヤスドルフAG（ドイツ、ハンブルク）への「Coppertone™」

事業の売却を完了した。IFRS第５号に従い、事業に関連する資産および負債は2019年第2四半期以降、売却目的保有として認識

されている。基本購入価格は501百万ユーロであり、認識中止された純資産の帳簿価額に相当する。

 

2018年７月27日、バイエルは医療用医薬品皮膚科領域事業をデンマークのバレラップにあるレオ　ファーマ社に売却する契約

に署名した。2018年９月４日、米国のコンシューマーヘルスセグメントの医薬品皮膚科事業が買収企業に譲渡された。最終購

入価格は58百万ユーロで、最終的な売却益は35百万ユーロとなった。米国以外の残りのグローバルビジネスは、2019年７月１

日に買収企業に譲渡された。売却されたポートフォリオには、「Advantan™」,「Skinoren™」および「Travocort™」を含む医療

用医薬品ブランドが含まれる。最終購入価格は617百万ユーロ、最終売却益は347百万ユーロであった。

 

2018年度における事業売却

モンサントの取得に関連して、2017年10月13日、バイエルは、クロップサイエンスの一部事業の売却に関するBASF　SE（ドイ

ツ、ルートヴィヒスハーフェン）との契約に署名した。2018年８月16日に完了した野菜種子事業の売却を除き、すべての取引

は2018年８月１日に完了した。反トラスト監督官庁に課された条件に従い、クロップサイエンス事業のBASFへの売却にも、売

却日後数年にわたってバイエルが履行する追加の重要な義務が含まれている。これらの条件のひとつは、それぞれの変動コス

トに基づく価格での供給契約に基づく引渡し（完成品および有効成分）に関するものである。これに関連して、契約負債２億

ユーロが、慣習的販売価格に基づいて算定され、財政状態計算書に認識された。これは義務の充足時に解消される。BASFから

受領した最終購入価格は74億ユーロとなり、税引前の売却利益は40億ユーロとなった。売却された純資産は28億ユーロであ

り、主に有形固定資産、のれんおよびその他の資産ならびに引当金に関連していた。

 

2018年６月30日、医療用医薬品セグメントは、中米およびカリブのMKジェネリック事業を、コロンビアのカリにあるテクノキ

ミカスS.A.に売却した。売却した事業にはエルサルバドルのボニマ生産プラントが含まれている。基本購入価格は44百万ユー

ロであった。
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2017年9月末にバイエルはコベストロに対する実質的な支配を喪失し連結対象から除外した。支配を喪失した時点から2018年の

第2四半期まで、コベストロは非継続事業として表示される条件を満たした。2017年におけるコベストロAG株式の売却に関連し

て、バイエルAGはデリバティブ契約を締結した。当該契約により、2018年度第２四半期に為替差益８百万ユーロが生じた。

前へ　　　次へ
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損益計算書に対する注記

 

6. 純売上高

 

2019年度の純売上高の報告総額は6,803百万ユーロ、すなわち18.5％増加して43,545百万ユーロとなった。これは、主に製品と

ライセンスの販売によるものである。セグメント別および地域別の純売上高の内訳は、注記[4]の表に示されている。

 

2019年度において、過年度に充足済みの履行義務による売上高1,685百万ユーロが（2018年：664百万ユーロ）認識された。こ

れらの売上高は主に、売上高に基づくロイヤリティに対して付与される使用権ライセンス、予想される製品の返品に関する返

金負債の調整、および付与予定のリベートによるものであった。契約上合意されたが、2019年12月31日現在で未充足の履行義

務に関連する売上高は、予想される売上関連控除を考慮に入れ、以下の通り純損益に振り替えられる見込みである。

 

未充足の履行義務に対する取引価格の配分   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

12月31日現在の取引価格の残高 2,023 1,204

うち、１年以内に認識されるもの 265 238

うち、１～２年以内に認識されるもの 250 177

うち、２～３年以内に認識されるもの 203 121

うち、３～４年以内に認識されるもの 146 118

うち、４～５年以内に認識されるもの 137 97

うち、５年を超えた後に認識されるもの 1,022 453

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

上記は、原契約期間が１年を超える顧客との契約のみからなる。

 

契約負債は、主に製品の引渡しのために顧客から受け取った前受金によるものであり、大部分が１年以内に売上高として認識

される。モンサントの取得に関連して、クロップサイエンス事業の一部がBASFに譲渡された。この購入価格の一部は、一定の

支払要素が未稼得であったため、契約負債として認識された。より重要な契約負債の金額が、アクセス権ライセンスに関して

受領したマイルストーンの支払から構成されており、５年を超える期間にわたって売上高として認識される。

 

契約負債の変動は、以下の要因に起因していた。

 

契約負債の増減   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

１月１日現在の契約負債の残高 1,530 4,221

企業結合に起因する変動 418 -

増加 5,845 7,122

当期に認識され、１月１日現在の契約負債に計上されていた収益 (770) (3,266)

当期に認識され、１月１日現在の契約負債に計上されていなかった収益 (2,782) (3,970)

その他 - (115)

為替差額 (20) 60

12月31日現在の契約負債の残高 4,221 4,052
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返金負債として個別に報告されるリベートの金額は、2019年の純売上高の8.5%（2018年：8.9%）であった。

 

2019年の製品返品の返金負債は、純売上高の1.3%（2018年：1.3%）であった。

 

 

7. その他の営業収益

 

その他の営業収益の内訳は以下の通りである。

 
その他の営業収益   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

非流動資産の除却益 4,309 563
債権の減損損失の戻入れ 183 148
未使用引当金の戻入れ 12 11
デリバティブによる利得 217 421

他の営業収益 322 490

合計 5,043 1,633

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

非流動資産の除却益には、デンマークのバレラップにあるレオ　ファーマ社（コンシューマーヘルス・セグメント）への医療

用医薬品皮膚科領域事業の売却による利益347百万ユーロが含まれていた。クロップサイエンス・セグメントで2つの優良な事

業を売却したことによりさらに59百万ユーロの利得が生じた。コンシューマヘルス・セグメントでいくつかの重要でないブラ

ンドを売却したことにより、35百万ユーロの利得が生じた。さらに、ドイツのバイエル04レバクーゼン・フスバール社が資産

計上した譲渡権を売却した結果、32百万ユーロの利得が生じた(その他すべてのセグメント)。

 

他の営業収益では、保険会社からの支払255百万ユーロが含まれていた。これは、医療用医薬品セグメントにおける「イグザレ

ルト
TM
」訴訟の払戻金202百万ユーロから、バイエルの子会社であるパンディアス・リーAG（ルクセンブルグ）の保険コン

ソーシアムのメンバーシップ費用27百万ユーロを差し引いたものを含む。

 

またここには、非貨幣性資産および負債ならびにハイパーインフレ経済における資本の継続的な評価に伴い発生した純利益34

百万ユーロも反映されている。

 

8. その他の営業費用

 

その他の営業費用の内訳は以下の通りである。

 
その他の営業費用   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

非流動資産の除却損 (32) (124)
債権の減損損失 (197) (209)
重要な法的リスクに関連する費用 (677) (546)
デリバティブによる損失 (213) (596)

他の営業費用 (1,859) (541)

合計 (2,978) (2,016)

2018年度の数値は修正再表示されている。
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債権の減損損失のうち、64百万ユーロはブラジルにおける支払期限超過債権に関するものである。

 

他の営業費用には、売却された「Dr.Scholl’s™」ブランド（コンシューマーヘルス・セグメント）に関連するのれんの持分の

減損損失208百万ユーロが含まれていた。また、BASFへの売却に関連する遡及的な最終購入価格の調整による費用58百万ユーロ

もここに反映された。

 

残りの金額は、子会社における重要ではない項目から構成されていた。

 

法的リスクに関する情報については、注記[30]を参照のこと。

 

 

9. 人件費および従業員数

 

継続事業における人件費は、2019年度に1,010百万ユーロ増加して11,788百万ユーロ(2018年度：10,778百万ユーロ)となった。

この増加の主な原因は、買収した農業事業の従業員が通年で初めて含まれたことと、リストラ対策の引当金への配分によるも

のである。

 
人件費   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

給与 8,588 9,849

社会保険料、年金およびその他の給付費用 2,190 1,939

　うち、確定拠出年金制度分 449 456

　うち、確定給付年金制度およびその他の年金制度分 382 512

合計 10,778 11,788

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

主に年金およびその他の退職後給付引当金に関する、人件費関連の引当金の利息部分は、その他の財務費用として財務損益に

含まれている(注記[10.3])。

 

部門別平均従業員数は以下の表の通りである。

 
従業員数   

 2018年 2019年

製造 38,271 42,037

販売および流通 38,433 38,152

研究開発 16,121 16,308

一般管理 8,968 9,595

合計 101,793 106,092

実習生 1,428 1,343

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

 

無期または有期契約の従業員数はフルタイム従業員に換算した形で報告されており、パートタイム従業員は、その契約就業時

間に比例した形で組み込まれている。この数値に実習生は含まれていない。
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10. 財務損益

 

2019年度の財務損益はマイナス1,309百万ユーロ(2018年度：マイナス1,568百万ユーロ)であり、その内訳は持分法利益が160百

万ユーロ(2018年度：68百万ユーロ)、財務費用が1,944百万ユーロ(2018年度：2,544百万ユーロ)、財務収益が475百万ユーロ

(2018年度：908百万ユーロ)であった。財務損益の構成要素に関する詳細は、以下の通りである。

 

10.1 関係会社に対する投資による利益(損失)

 

関係会社に対する投資による純利益(損失)の内訳は以下の通りである。

 
関係会社に対する投資による利益(損失)   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

持分法適用投資による純利益(損失)(持分法利益(損失)) 68 160

費用   

関係会社に対する投資の売却損 - -

関係会社に対する投資による他の費用 (459) (19)

収益   

関係会社に対する投資の売却益 304 -

関係会社に対する投資による他の利益 - 49

合計 (87) 190

 

持分法を用いて会計処理された投資による利益は主に、ブルーロック合弁事業に関連する持分法利益200百万ユーロ（2018年

度：損失26百万ユーロ）およびカセビアグループに関連する31百万ユーロの持分法損失（2018年度：利益22百万ユーロ）であ

る。ブルーロックへの投資からの持分法損益には、2019年9月まで持分法を使用して会計処理された持分の再測定に起因する

246百万ユーロの利益が含まれる。残りの持分が取得されたとき、ブルーロックは完全に連結された。

 

2018年のコベストロに対する持分による持分法利益は103百万ユーロからなり、この持分は2018年５月までバイエルグループの

連結財務諸表において持分法適用関連会社として会計処理されていた。

 

関係会社に対する投資による他の費用には、コベストロに対する公正価値の変動が含まれており、この持分は2018年５月以降

資本性金融商品として表示されている。

 

2018年の関係会社に対する投資の売却益には、持分法を用いて会計処理されたコベストロに対する当社の持分の一部売却によ

る利益が含まれていた。

 

関連会社に対する投資の雑収入は、コベストロからの受取配当31百万ユーロが含まれていた。

 

持分法を用いて会計処理された会社の詳細は、注記[16]に示されている。
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10.2 正味支払利息

 

正味支払利息の内訳は以下の通りである。

 
正味支払利息   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

支払利息および類似費用 (1,383) (1,575)

うち、非金融負債に係る支払利息 (91) (18)

受取利息および類似収益 319 294

うち、非金融資産に係る受取利息 65 56

合計 (1,064) (1,281)

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

10.3 その他の財務収益および費用

 

その他の財務収益および費用の内訳は以下の通りである。

 
その他の財務収益および費用   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

費用   

有利子引当金の利息部分 (177) (273)

為替差損 (269) -

他の財務費用 (256) (77)

収益   

為替差益 - 58

他の財務収益 285 74

合計 (417) (218)

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

非流動引当金の利息部分は、年金およびその他の退職後給付引当金に係る支払利息159百万ユーロ(2018年度：144百万ユーロ)

に、その他の引当金に係る支払利息および金利の変動ならびにこれによる積立超過額によるマイナス114百万ユーロ(2018年

度：マイナス33百万ユーロ)の影響額を加算したもので構成されている。年金およびその他の退職後給付引当金に係る支払利息

には、確定給付債務の現在価値の割引の振戻しに関する595百万ユーロ(2018年度：535百万ユーロ)および制度資産による受取

利息436百万ユーロ(2018年度：391百万ユーロ)が含まれている。

 

2017年６月に発行された負債性金融商品(転換社債)の負の公正価値の変動３百万ユーロ(2018年度：正の公正価値の変動230百

万ユーロ)も他の財務費用に認識された。

 

2018年の為替差損には、2018年９月30日現在のベネズエラのバイエルS.A.の連結除外に起因する為替換算損失132百万ユーロが

含まれている。

 

2018年の他の財務費用には、モンサントの取得のためのシンジケート・ローンに関連するコミットメント手数料およびその他

の手数料124百万ユーロが含まれている。
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11. 税金

 

所在地別の税金費用の内訳は以下の通りである。

 
所在地別の税金費用     

 2018年 2019年

  

うち、

法人所得税  

うち、

法人所得税

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

税金支払額または未払計上額     

当期法人所得税     

ドイツ (1,134) (1,134) (1,087) (1,087)

その他の国 (1,289) (1,289) (704) (704)

その他の税金     

ドイツ (30)  (47)  

その他の国 (162)  (181)  

 (2,615) (2,423) (2,019) (1,791)

繰延税金     

一時差異によるもの 2,053 2,053 1,352 1,352

税務上の繰越欠損金および繰延利息ならびに税

額控除によるもの (126) (126) (11) (11)

 1,927 1,927 1,341 1,341

     

合計 (688) (496) (678) (450)

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

 

その他の税金には、主に土地税、自動車税およびその他の間接税が含まれる。これらは、それぞれの営業費用項目に反映され

ている。

 

繰延税金資産および負債は財政状態計算書の以下の項目に配分可能である。

 
繰延税金資産および負債   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 繰延税金資産 繰延税金負債 繰延税金資産 繰延税金負債

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

無形資産 860 6,995 1,155 6,673

有形固定資産 451 882 241 533

金融資産 158 193 68 88

棚卸資産 1,405 214 1,722 362

受取債権 154 568 121 410

その他の資産 177 176 104 60

年金およびその他の退職後給付引当金 2,792 408 2,676 367

その他の引当金 1,580 54 1,633 64

負債 887 331 932 269

税務上の繰越欠損金および繰延利息 540 - 570 -

税額控除 483 - 423 -

 9,487 9,821 9,645 8,826

相殺 (5,154) (5,154) (5,069) (5,069)

合計 4,333 4,667 4,576 3,755

2018年度の数値は修正再表示されている。
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税務上の繰越欠損金の利用により、2019年度における当期法人所得税が162百万ユーロ(2018年度：157百万ユーロ)減少した。

税額控除の利用により、当期法人所得税が278百万ユーロ(2018年度：78百万ユーロ)減少した。

 

繰延利息189百万ユーロ(2018年度：174百万ユーロ)を含む税務上の繰越欠損金および繰延利息10,446百万ユーロ(2018年度：

8,677百万ユーロ)のうち、3,772百万ユーロ(うち繰延利息０百万ユーロ)(2018年度：4,254百万ユーロ(うち繰延利息０百万

ユーロ))は合理的な期間内に利用可能となる見込みである。税務上の繰越欠損金および繰延利息の増加は主に、ドイツと米国

での一般的な事業開発によるものであった。利用可能となる見込みの税務上の繰越欠損金および繰延利息の金額について、570

百万ユーロ(2018年度：540百万ユーロ)の繰延税金資産が認識された。

 

繰延利息189百万ユーロ(2018年度：174百万ユーロ)を含む、税務上の繰越欠損金および繰延利息6,674百万ユーロ(2018度：

4,422百万ユーロ)の利用には、法的または経済的制限が課されていた。そのため、この金額に関して繰延税金資産は認識され

ていない。これらの税務上の繰越欠損金および繰延利息が全額利用可能となっていた場合、繰延税金資産412百万ユーロ(2018

年度：378百万ユーロ)を認識していたと考えられる。

 

2019年度において、423百万ユーロ(2018年度：483百万ユーロ)の税額控除が繰延税金資産として認識された。税額控除の減少

は主に、米国の連結納税での税額控除の利用によるものであった。65百万ユーロ(2018年度：32百万ユーロ)の税額控除の利用

には法的または経済的制限が課されていた。そのため、この金額に関して繰延税金資産は認識されていない。

 

 
利用できない税額控除、税務上の繰越欠損金および繰延利息の失効までの期間

 税額控除 税務上の繰越欠損金および繰延利息

 

2018年

12月31日

2019年

12月31日

2018年

12月31日

2019年

12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

１年以内 1 1 22 105

２年以内 1 4 105 69

３年以内 2 - 222 279

４年以内 2 1 91 44

５年以内 - 2 69 212

その後 26 57 3,913 5,965

合計 32 65 4,422 6,674

 

2019年度において、2019年度または2018年度に損失を計上した子会社が一時差異および税務上の繰越欠損金から生じた合計

1,569百万ユーロ(2018年度：1,487百万ユーロ)の正味繰延税金資産を認識した。これらの資産は、該当する子会社が将来課税

所得または十分な将来加算一時差異を生むものと見込まれたため、減損していないと見なされた。

 

子会社により計画されている配当金の支払に関して、2019年度に繰延税金負債16百万ユーロ(2018年度：44百万ユーロ)が認識

された。子会社の利益剰余金の17,557百万ユーロ(2018年度：15,827百万ユーロ)の差異に関しては、これら利益が期限の限定

なしに再投資される予定であるため、繰延税金負債は認識されなかった。
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当グループの見積税金費用から税金費用計上額への調整(2019年度：184百万ユーロ、2018年度：61百万ユーロ)および予想税率

から実効税率への調整は、以下の通りである。

 
見積税金費用から実際の税金費用への調整   

 2018年 2019年

 百万ユーロ ％ 百万ユーロ ％

見積税金費用
1
および予想税率 435 23.1 634 22.0

     

非課税利益による税金の減額     

営業活動に関連する収益 (164) (8.7) (27) (0.9)

関係会社からの収益および売却収入 (272) (14.4) (189) (6.6)

     

過年度に認識されていなかった税務上の繰越欠損金および繰延利

息に係る繰延税金資産の初回認識
２

(58) (3.1) (159) (5.5)

過年度に繰延税金資産が認識されていなかった税務上の繰越欠損

金および繰延利息の利用 (11) (0.6) (59) (2.0)

     

損金不算入費用による税金の増額     

営業活動に関連する費用 222 11.8 255 8.9

関係会社に対する投資の減損損失 13 0.7 36 1.3

     

利用できる可能性が低い新規の税務上の繰越欠損金および繰延利

息 64 3.4 146 5.1

過年度に繰延税金資産が認識されていたが、利用できる可能性が

低い既存の税務上の繰越欠損金および繰延利息 76 4.0 12 0.4

     

その他の期間に係る税金収益(-)および税金費用(+) (42) (2.2) (131) (4.5)

税率の変更による税効果 (208) (11.0) 107 3.7

その他の税効果 441 23.4 (175) (6.1)

     

実際の税金費用および実効税率 496 26.3 450 15.6

2018年度の数値は修正再表示されている。

1
　見積税金費用は、当グループの税引前利益に予想加重平均税率を適用して算定される。この平均税率は、個々のグループ会

社の予想税率に基づき算定されたものである。

2
　オランダにおける新たな繰越欠損金に係る繰延税金資産の初回認識を含む。

 

その他の税効果は、主にブルーロック・セラピューテック社への投資の会計処理を持分法から連結に変更したことに伴うマイ

ナス65百万ユーロ、および税額控除に関するマイナス109百万ユーロを含む。

 

2018年の税金費用の報告額には、モンサントのバイエルの企業構造への統合に起因するその他の税効果で認識された一過性の

影響175百万ユーロに加え、コンシューマーヘルスののれんについて認識された減損損失によって生じた金額140百万ユーロが

含まれている。

 

12. 非支配持分に帰属する利益／損失

 

非支配持分に帰属する利益は19百万ユーロ(2018年度：16百万ユーロ)であった。非支配持分に帰属する損失は０百万ユーロ

(2018年度：０百万ユーロ)であった。
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13.１株当たり利益

 

１株当たり利益は、IAS第33号に基づき、当期間のバイエルAG株主帰属分の純利益を加重平均株式数で除して算定される。当報

告期間末現在において、希薄化性金融商品は流通していなかったため、希薄化後１株当たり利益は、基本的１株当たり利益と

等しい。

 

2016年11月、バイエルは、当社の既存株主に新株引受権を付与することなく、強制転換社債40億ユーロを発行した。IAS第33号

第23項に準拠して、加重平均株式数は当該社債契約の締結後、ただちに増加し、この増加は１株当たり利益の算定にあたって

考慮されなければならない。新たな加重平均株式数は、最終的な最低転換価格80.15ユーロによって算定される最大転換率に基

づく。この条件に基づき、最低転換価格は配当金の支払および新株引受権を伴う増資の後、調整される必要があった。強制転

換社債発行時に利息構成要素が純損益外で認識されたため、当該社債に関連して生じる財務費用について調整されていない。

 

強制転換社債は2019年11月22日に満期となり、合計49,832,614の新株が発行された。最終的な転換価格は1株当たり80.15ユー

ロだった。

 

当該強制転換社債に関する詳細については注記[21]を参照のこと。

 
１株当たり利益     

 2018年 2019年 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

１株当たり利益

（ユーロ）

１株当たり利益

（ユーロ）

税引後利益(バイエルAG株主帰属分) 1,695 4,091 1.80 4.17

うち、継続事業からの税引後利益(バイ

エルAG株主帰属分) 1,374 2,411 1.46 2.46

うち、非継続事業からの税引後利益(バ

イエルAG株主帰属分) 321 1,680 0.34 1.71

     

加重平均株式数
1

940.76 981.69   

 

1
　加重平均株式数は、2018年６月の増資に伴い発行された新株引受権のボーナス部分の影響を反映するために、2018年６月ま

での全期間について修正再表示された。

 

前へ　　　次へ
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財政状態計算書に対する注記

 

14. のれんおよびその他の無形資産

 

2019年度の無形資産の増減は、以下の通りである。

 
無形資産の増減  

 

取得した

のれん

特許およ

び技術 商標

販売およ

び流通権 製造権

研究開発

プロジェ

クト

その他の

権利およ

び前払金 合計

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

取得原価または製造原価         

2018年12月31日現在 39,989 30,253 14,642 3,427 1,857 5,286 2,075 97,529

取得 586 - 69 - - 114 - 769

資本的支出 - 90 - 245 - 114 432 911

除却 - (9) (53) (22) - (15) (117) (216)

振替 - 6 - 43 (5) (38) (6) -

振替(IFRS第５号) (503) (15) (1,328) (56) (48) (10) (78) (2,038)

売却/連結範囲の変更 - (2) (3) - - 2 (1) (4)

インフレ調整(IAS第29号) 8 3 - 1 - - 3 15

為替差額 615 364 187 39 2 89 25 1,321

2019年12月31日現在 40,695 30,690 13,514 3,677 1,806 5,572 2,333 98,287

         

償却および減損累計額         

2018年12月31日現在 1,547 10,738 5,538 1,418 1,782 79 1,289 22,391

除却 - (7) (44) (22) - (6) (81) (160)

償却および減損損失 208 1,850 677 199 18 7 272 3,231

償却 - 1,829 456 199 18 - 268 2,770

減損損失 208 21 221 - - 7 4 461

減損損失の戻入れ - - (214) - - - - (214)

振替 - - - - (5) - 5 -

振替(IFRS第５号) (208) (21) (595) (24) (47) - (34) (929)

売却/連結範囲の変更 - (2) (1) - - - (1) (4)

インフレ調整(IAS第29号) 3 3 1 - - - 3 10

為替差額 19 28 50 15 - 1 14 127

2019年12月31日現在 1,569 12,589 5,412 1,586 1,748 81 1,467 24,452

帳簿価額、2019年12月31日現在 39,126 18,101 8,102 2,091 58 5,491 866 73,835

帳簿価額、2018年12月31日現在 38,442 19,515 9,104 2,009 75 5,207 786 75,138

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

クロップサイエンス・セグメントでは、ポートフォリオの合理化に関連して殺虫剤の分野の無形資産に21百万ユーロの減損損

失が認識された。

 

コンシューマーヘルス・セグメントでは、「Dr. Scholl’s™」のフットケアブランド売却のため、IFRS第５号に基づく処分グ

ループの編成前に減損損失429百万ユーロを認識した。このうち、208百万ユーロはのれんで、221百万ユーロは商標である。帳

簿価格は売却価格を超過した。ただし、アレルギー薬のブランド「クラリチン™」については、主に資本コストの低下を考慮して、

減損テストに基づき211百万ユーロの減損損失の戻し入れを行った。
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2018年度の無形資産の増減は、以下の通りである。

 
無形資産の増減(前年度)  

 

取得した

のれん

特許およ

び技術 商標

販売およ

び流通権 製造権

研究開発

プロジェ

クト

その他の

権利およ

び前払金 合計

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

取得原価または製造原価         

2017年12月31日現在 14,751 12,861 10,453 1,911 1,923 1,044 1,564 44,507

取得 24,792 17,138 3,941 845 11 4,602 360 51,689

資本的支出 ‒ 46 ‒ 358 ‒ 53 243 700

除却 ‒ (26) (7) (55) ‒ (149) (41) (278)

振替 ‒ 3 ‒ 334 ‒ (280) (57) ‒

振替(IFRS第５号) (318) (273) (40) (17) (76) (109) (22) (855)

売却/連結範囲の変更 ‒ ‒ (4) ‒ ‒ ‒ (2) (6)

インフレ調整(IAS第29号) 20 6 ‒ 1 ‒ ‒ 6 33

為替差額 744 498 299 50 (1) 125 24 1,739

2018年12月31日現在 39,989 30,253 14,642 3,427 1,857 5,286 2,075 97,529

         

償却および減損累計額         

2017年12月31日現在 ‒ 9,638 4,041 1,283 1,836 117 1,167 18,082

除却 ‒ (23) (10) (31) ‒ (149) (27) (240)

償却および減損損失 1,547 1,300 1,477 149 23 65 202 4,763

償却 ‒ 1,300 429 138 23 ‒ 200 2,090

減損損失 1,547 ‒ 1,048 11 ‒ 65 2 2,673

減損損失の戻入れ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒

振替 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 46 (46) ‒

振替(IFRS第５号) ‒ (230) (29) (8) (76) ‒ (24) (367)

売却/連結範囲の変更 ‒ ‒ 3 ‒ ‒ ‒ ‒ 3

インフレ調整(IAS第29号) ‒ 6 ‒ 1 ‒ ‒ 5 12

為替差額  47 56 24 (1) ‒ 12 138

2018年12月31日現在 1,547 10,738 5,538 1,418 1,782 79 1,289 22,391

帳簿価額、2018年12月31日現在 38,442 19,515 9,104 2,009 75 5,207 786 75,138

帳簿価額、2017年12月31日現在 14,751 3,223 6,412 628 87 927 397 26,425

2018年度の数値は修正再表示されている。
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2018年および2019年ののれんの減損テストで使用される成長率と資本コスト要因は、以下の通りである。

 

減損テストパラメーター   

 成長率 税引き後資本コスト

 2018年 2019年 2018年 2019年

 ％ ％ ％ ％

クロップサイエンス 2.0 2.0 7.8 6.7
医療用医薬品 0.0 0.0 7.6 5.9
コンシューマーヘルス 1.0 1.0 7.9 6.4

 

のれんの減損テストには売却費用控除後の公正価値の計算が含まれる。のれんにかかる減損損失は、2019年には認識されな

かった（2018年：コンシューマーヘルス・セグメントで1,547百万ユーロ）。

 

医療用医薬品およびコンシューマーヘルス・セグメントののれんの減損テストのために行った感度分析は、将来キャッシュ・

フローの10%減少または加重平均資本コストの10%増加、もしくは長期成長率の1％ポイントの減少をもとにしている。この感度

分析では、将来キャッシュ・フローが10%減少した場合、もしくは加重平均資本コストが10%増加した場合、キャッシュ生成単

位であるコンシューマーヘルスについて減損損失の認識が不要であることが示された（2018年：11億ユーロ）。同様に、コン

シューマーヘルスでも長期成長率が1％ポイント減少しても、減損損失を認識する必要はない（2018年：６億ユーロ）。クロッ

プサイエンスは、世界人口の増加、1人当たり面積の減少、およびクロップサイエンス独特のイノベーション力を背景に、堅調

な長期的市場成長を示す変動的な市場環境で運営されている。のれんの減損テストでは、中期的な市場の回復が期待され、そ

れが継続価値計算の基礎となる安定した状態につながる。将来計算に使用された仮定は、平均売上高成長率4%、および特別項

目前のEBITDAマージンの増加（定義については、A2.3「バイエルグループが使用した代替的業績指標」を参照のこと。）は30%

であった。キャッシュ・フローが8.0%減少した場合、加重平均資本コストが0.5%ポイント増加した場合、または長期成長率が

0.5%ポイント減少した場合には、クロップサイエンスののれんの回収可能額は帳簿価額に相当する。

 

減損テストが実行される水準については、注記[3]で説明している。バイエルグループにとって重要性のある未償却の無形資産

およびのれんは、次のセグメントに配分される。

 

未償却の無形資産   

 のれん 重要な未償却資産

 2018年 2019年 2018年 2019年

報告セグメント 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

クロップサイエンス 26,817 27,410 4,753 4,834
医療用医薬品 7,247 7,797 510 731
コンシューマーヘルス 4,274 3,919 32 34

 

 

研究開発プロジェクトは、2019年度末現在、総額5,491百万ユーロの研究開発プロジェクト費が未償却の無形資産として資産計

上された(2018年度：5,207百万ユーロ)。

 

上記以外の未償却の無形資産には、第一次世界大戦の終戦時の賠償協定により米国およびカナダに与えられ、1994年に北米地

域に関して再取得されたバイエル・クロスがある。バイエルはこの名称を継続して使用する意図があるため、バイエルグルー

プがこの名称から経済的利益を得られる期間を算定することはできない。バイエル・クロスは108百万ユーロで資産計上されて

いる（2018年：108百万ユーロ）。
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15. 有形固定資産

 

2019年度の有形固定資産の増減は以下の通りである。

 
有形固定資産の増減      

 

土地および

建物

工場設備

および機械

什器、備品

および

その他の装置

建設仮勘定お

よび前払金 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

取得原価または工事原価      

2018年12月31日現在 9,195 11,332 2,036 2,895 25,458

リースによる増加 726 13 273 - 1,012

取得原価または工事原価      

2019年1月1日現在 9,921 11,345 2,309 2,895 26,470

取得 15 - 4 7 26

資本的支出 320 313 240 1,366 2,239

除却 (145) (231) (164) (74) (614)

振替 378 798 130 (1,306) -

振替(IFRS第５号) (1,212) (2,084) (450) (216) (3,962)

売却/連結範囲の変更 (5) (1) (4) 1 (9)

インフレ調整(IAS第29号) 44 39 6 (4) 85

為替差額 51 49 16 29 145

2019年12月31日現在 9,367 10,228 2,087 2,698 24,380

      

減価償却および減損累計額      

2018年12月31日現在 4,045 6,694 1,291 485 12,515

除却 (98) (198) (144) (64) (504)

減価償却および減損損失 638 941 383 592 2,554

減価償却 602 896 364 - 1,862

減損損失 36 45 19 592 692

減損損失の戻入れ - (1) (2) (8) (11)

振替 32 193 24 (249) -

振替(IFRS第５号) (866) (1,630) (177) (18) (2,691)

売却/連結範囲の変更 (12) (10) (4) (5) (31)

インフレ調整(IAS第29号) 17 26 6 - 49

為替差額 12 5 7 (4) 20

2019年12月31日現在 3,768 6,020 1,384 729 11,901

帳簿価額、2019年12月31日現在 5,599 4,208 703 1,969 12,479

帳簿価額、2018年12月31日現在 5,150 4,638 745 2,410 12,943

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

有形固定資産の減損損失は692百万ユーロであり、これには主にクロップサイエンス・セグメントの除草剤生産施設（除草剤部

門）における減損損失522百万ユーロが含まれおり、これは市場における投資への高い要求とそれに反して期待できない追加生

産能力、さらに特にアルゼンチンで生じている販売機会の減少や遅れによるものである。医療用医薬品では、建設中の設備の

特殊な性質により売却額が帳簿価額を超えなかったことで、116百万ユーロの減損損失の計上が必要となった。

 

2019年度において、45百万ユーロ(2018年度：55百万ユーロ)の借入コストが、適格資産の取得原価または工事原価の構成要素

として資産計上された。この際に適用された平均金利は3.0％(2018年度：3.5％)である。

 

リースで保有している合計1,273百万ユーロの使用権資産は、有形固定資産に計上された。リースの詳細については、注記[28]

で説明している。
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2018年度の有形固定資産の増減は以下の通りである。

 
有形固定資産の増減(前年度)      

 

土地および

建物

工場設備

および機械

什器、備品

および

その他の装置

建設仮勘定お

よび前払金 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

取得原価または工事原価      

2017年12月31日現在 6,706 8,646 1,721 1,763 18,836

取得 2,209 2,166 318 961 5,654

資本的支出 196 378 183 1,108 1,865

除却 (79) (370) (174) (6) (629)

振替 370 704 49 (1,123) ‒

振替(IFRS第５号) (356) (329) (79) 170 (594)

売却/連結範囲の変更 (2) ‒ 4 1 3

インフレ調整(IAS第29号) 63 58 13 10 144

為替差額 88 79 1 11 179

2018年12月31日現在 9,195 11,332 2,036 2,895 25,458

      

減価償却および減損累計額      

2017年12月31日現在 3,661 6,267 1,256 19 11,203

除却 (39) (353) (150) (6) (548)

減価償却および減損損失 473 802 235 471 1,981

減価償却 316 752 233 ‒ 1,301

減損損失 157 50 2 471 680

減損損失の戻入れ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒

振替 4 7 (11) ‒ ‒

振替(IFRS第５号) (116) (101) (47) ‒ (264)

売却/連結範囲の変更 ‒ ‒ 2 ‒ 2

インフレ調整(IAS第29号) 34 46 10 ‒ 90

為替差額 28 26 (4) 1 51

2018年12月31日現在 4,045 6,694 1,291 485 12,515

帳簿価額、2018年12月31日現在 5,150 4,638 745 2,410 12,943

帳簿価額、2017年12月31日現在 3,045 2,379 465 1,744 7,633

2018年度の数値は修正再表示されている。
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投資不動産

2019年12月31日現在、投資不動産の帳簿価額は合計96百万ユーロ(2018年12月31日現在：96百万ユーロ)であった。この不動産

の公正価値は444百万ユーロ(2018年度：383百万ユーロ)であった。投資不動産による賃貸収入は16百万ユーロ(2018年度：14百

万ユーロ)であり、この不動産に直接配分可能な営業費用は５百万ユーロ(2018年度：５百万ユーロ)であった。

 

 

16. 持分法適用投資

 

連結財務諸表において、関連会社12社(2018年度：５社)および共同支配企業５社(2018年度：10社)が、持分法を用いて会計処

理された。これらの会社の一覧は、www.bayer.com/shareownership2019で閲覧可能である。

 

以下の表は、持分法適用関連会社および共同支配企業(コベストログループを除く。)の合計損益計算書データおよび帳簿価額

総額の要約を示している。

 
持分法適用会社の損益データおよび帳簿価額     

 関連会社 共同支配企業

 2018年 2019年 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

税引後利益 (2) (24) (75) (136)

税引後その他の包括利益 30 32 ‒ -

税引後包括利益合計 28 8 (75) (136)

税引後利益に対する持分 (1) (6) (34) 166

税引後包括利益合計に対する持分 17 21 (34) 166

12月31日現在の帳簿価額 95 356 420 166

 
 

コベストログループに関する情報

 

2018年５月まで、コベストロに対する持分は、バイエルグループの連結財務諸表において、持分法により関連会社として会計

処理されていた。様々な株式の売却により、コベストロの財務および事業方針に係る意思決定に対する重要な影響力を喪失し

た。また、この結果、適用される会計処理方法の変更が生じた。2018年５月以降、バイエルは、コベストロに対する持分を資

本性金融商品として計上し、公正価値の変動を純損益を通じて認識している。2018年度において、コベストログループの持分

法利益は103百万ユーロであった。
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17. その他の金融資産

 

その他の金融資産の内訳は以下の通りである。

 
その他の金融資産   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 合計 うち、流動部分 合計 うち、流動部分

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

AC
1

430 285 809 643

FVTPL
1

2,355 665 2,304 1,291

うち、負債性金融商品 1,759 665 1,821 808

うち、資本性金融商品 596 - 483 483

FVTOCI
1

330 - 568 285

うち、資本性金融商品(リサイクリングなし) 330 - 568 285

デリバティブによる債権 253 216 181 107

リース契約による債権 10 - - -

合計 3,378 1,166 3,862 2,326

1
　 IFRS第９号に基づく測定区分

AC：償却原価で測定

FVTOCI：その他の包括利益を通じて公正価値で測定

FVTPL：純損益を通じて公正価値で測定

 

AC区分には、銀行預金630百万ユーロ(2018年度：270百万ユーロ)が含まれている。2019年度または2018年度の予想信用損失に

ついて、重要な減損損失は認識されなかった。

 

FVTPL区分の負債性金融商品には、有効初期資金のためにバイエル・ペンシオンスカッセ(Bayer-Pensionskasse VVaG)に供与さ

れた資本652百万ユーロ(2018年度：643百万ユーロ)およびバイエル・ペンシオンスカッセに供与された利益参加型資本

(Genussrechtskapital)154百万ユーロ(2018年度：152百万ユーロ)が含まれている。この区分には、マネー・マーケット・ファ

ンドへの投資634百万ユーロ(2018年度：598百万ユーロ)も計上されている。

 

FVTPL区分の資本性金融商品は、コベストロAGに対する持分からなる。
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FVTOCI区分の資本性金融商品は、以下の投資からなる。

 

その他の包括利益を通じて公正価値で測定する資本性金融商品

  

会社名

2018年12月31日現在の

公正価値

2019年12月31日現在の

公正価値

 百万ユーロ 百万ユーロ

CRISPRセラピューティクス社、スイス

(CRISPR Therapeutics AG) 143 285

イノベーティブ・シード・ソリューションズ社、米国

(Innovative Seed Solutions LLC) 41 55

アルビナス社、米国

 (Arvinas Inc., U.S.A.) - 49

フラッグシップ・ベンチャーズ・ファンドＶ社、米国

(Flagship Ventures Fund V, L.P.) 20 28

マティーズ・ヘルシー・プロダクツ社、米国

(Matys Healthy Products LLC, U.S.A.) - 19

メドパッド社、英国

(Medopad Ltd.) 13 13

ホクサン株式会社、日本 12 13

その他の投資 101 106

合計 330 568

 

2019年度または2018年度において連結から除外された重要な資本性投資はなく、重要な配当金の受領はなかった。

 

デリバティブによる債権の会計処理に関する詳細は、注記[27]に示されている。
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18. 棚卸資産

 

棚卸資産の内訳は以下の通りである。

 
棚卸資産   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

原材料および貯蔵品 2,802 2,531

仕掛品、完成品および転売目的の購入品 8,231 8,123

返品権 85 111

前払金 14 5

合計 11,132 10,770

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

棚卸資産の減損損失認識額は売上原価に反映されている。その内訳は以下の通りである。

 
棚卸資産の減損   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

減損損失累計額、１月１日現在 (331) (131)

報告期間における減損損失 (240) (102)

減損損失の戻入れまたは取崩 321 107

為替差額 24 (1)

振替(IFRS第５号) 95 -

減損損失累計額、12月31日現在 (131) (127)

 

売上原価には、費用として認識された13,486百万ユーロ（2018年度：10,375百万ユーロ）の在庫の取得及び製造費用が含まれ

ていた。
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19. 売掛金

 

決算日現在、減損損失を差引いた売掛金は11,678百万ユーロ(2018年度：11,714百万ユーロ)であり、その内訳は以下の通りで

ある。

 
売掛金   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

北米 3,126 3,255

うち、米国 2,944 3,009

ヨーロッパ／中東／アフリカ 3,764 3,575

うち、ドイツ 1,202 823

アジア／太平洋 2,054 2,203

ラテンアメリカ 3,413 3,326

うち、ブラジル 1,952 1,712

売掛金(減損考慮前) 12,357 12,359

減損損失累計額 (643) (681)

帳簿価額、12月31日現在 11,714 11,678

　うち、非流動部分 665 509

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

売掛金は、主に多様な顧客グループと流通チャネル（会社の全ユニットのディーラーと小売業者、医療用医薬品とコンシュー

マーヘルスの薬局、クロップサイエンスの農業従事者含む）からの未払金から構成される。これらの債権は、会社を信用リス

クに晒すが、リスクは多数の取引相手や顧客に分散するため、大きな信用リスクの集中に晒されることは無い。減損していな

い債権は、確立された与信管理プロセスと顧客リスクの個々の見積もりに基づいて回収可能と分類された。決算日に認識され

た減損損失には、適切なリスク引当金が含まれていた。

 

売掛金の非流動部分は、モンサントの取得を通じて獲得した、顧客にアウトライセンスされた技術の使用権に関連する売掛金

436百万ユーロからなる(2018年度：540百万ユーロ)。
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売掛金の帳簿価額の総額は以下の通りである。

売掛金－帳簿価額の総額    

 

全期間の予想信用損失

が計算されている

売掛金

(集合的に評価)

信用が減損した

売掛金 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

2018年１月１日現在の帳簿価額の総額 8,209 798 9,007

報告期間中に売掛金の認識、認識の中止また

は償却によって生じた増減 (1,714) (535) (2,249)

信用が減損した売掛金への振替 (367) 367 ‒

その他の増減：    

取得／売却によるもの 5,893 16 5,909

為替差額によるもの (276) (34) (310)

2018年12月31日現在の帳簿価額の総額 11,745 612 12,357

報告期間中に売掛金の認識、認識の中止また

は償却によって生じた増減 429 - 429

信用が減損した売掛金への振替 (377) 377 -

信用が減損した売掛金からの振替 93 (93) -

償却による増減 - (28) (28)

その他の増減：    

取得／売却によるもの (323) (17) (340)

為替差額によるもの (50) (9) (59)

2019年12月31日現在の帳簿価額の総額 11,517 842 12,359

2018年度の数値は修正再表示されている。
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売掛金に対する信用損失は、以下の通りである。

売掛金－損失評価引当金    

 

全期間の予想信用損失

(集合的に評価)

信用が減損した

売掛金に対する

損失評価引当金 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

2018年１月１日現在の損失評価引当金 113 405 518

報告期間中に損失評価引当金の新たな認識ま

たは認識の中止によって生じた増減

および既存の損失評価引当金の増加／減少 23 78 101

信用が減損した売掛金に対する損失評価引当

金への振替 (106) 106 ‒

償却による増減 - (27) (27)

その他の増減：    

連結範囲の変更によるもの 101 16 117

為替差額によるもの (19) (47) (66)

2018年12月31日現在の損失評価引当金 112 531 643

報告期間中に損失評価引当金の新たな認識ま

たは認識の中止によって生じた増減

および既存の損失評価引当金の増加／減少 76 5 81

信用が減損した売掛金に対する損失評価引当

金への振替 (53) 53 -

信用が減損した売掛金に対する損失評価引当

金からの振替 20 (20) -

償却による増減 - (28) (28)

その他の増減：    

取得／売却によるもの (7) - (7)

為替差額によるもの (3) (5) (8)

2019年12月31日現在の帳簿価額の総額 145 536 681

 

予想損失率は、以下の通りである。

 

売掛金－ 予想損失率       

 予想損失率 信用減損 合計

 ０～１% ＞１～５% ＞５～10% ＞10%   

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

総帳簿価額 8,498 2,432 81 506 842 12,359

損失引当金 23 60 6 56 536 681

 

 

特にギリシア、イタリア、ポルトガルおよびスペインにおける政府系保健機関からの債権は、政府債務危機を考慮して特別監

視下にある。2019年度または2018年度においてかかる債権に重大な不履行はなかったが、これらの国の将来の動向によって

は、支払の遅延および／または不履行が生じる可能性がある。新たな事象の発生によって、減損損失の認識が必要となる可能

性がある。2019年度末現在、上記の国における政府系保健機関に対する売掛金は、合計103百万ユーロ(2018年度：103百万ユー

ロ)であった。
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医療用医薬品、コンシューマーヘルスおよび動物用薬品のセグメントでは、グローバルの信用保険プログラムの一部に超過損

害保険契約がある。これらのセグメントの債権の80％以上には、年間最高補償総額150百万ユーロ(2018年度：150百万ユーロ)

を上限とする保険がかけられている。クロップサイエンス・セグメントにもグローバルで超過損害保険契約が締結されている

(新規取得したモンサント事業を除く。)。このグローバルの信用保険プログラムでは、同セグメントの債権の80％以上に年間

最高補償総額300百万ユーロ(2018年度：300百万ユーロ)を上限とする保険がかけられている。新規取得したモンサント事業に

ついては、一部の国で現地の信用保険契約を締結している。

 

さらに、債権のうち992百万ユーロ(2018年度：992百万ユーロ)には、前払金、信用状もしくは保証、または

土地、建物もしくは収穫高に係る先取特権により担保されていた。
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20. その他の債権

 

その他の債権の内訳は、以下の通りである。

 
その他の債権   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 合計 うち、流動部分 合計 うち、流動部分

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

その他の未収還付税金 794 734 859 840

繰延費用 390 344 316 290

払戻請求 84 80 290 282

正味確定給付資産 84 - 237 -

従業員からの未収金 46 46 40 40

他の債権 1,086 754 820 359

合計 2,484 1,958 2,562 1,811

2018年度の数値は修正再表示されている。

 

その他の債権は、減損損失69百万ユーロ(2018年度：71百万ユーロ)を控除した金額で表示されている。前年と同様に、減損損

失のうち66百万ユーロは、既に減損が発生した税金の還付請求に関連していた。

 

21. 資本

 

財務管理における最も重要な目標は、すべてのステークホルダーの利益のため、バイエルの価値の持続的成長を実現し、当グ

ループの信用度および流動性を確保する一助となることである。これらの目標を追求するということは、資本コストの削減、

資本構造の最適化、財務活動によるキャッシュ・フローの改善および効果的なリスク管理を意味する。

 

契約格付機関は格付けを修正し、現在バイエルを以下の通りに評価している。S&Pグローバルは、バイエルに長期格付けBBBお

よび短期格付けA-2を付し、見通しを安定的とした。ムーディーズはBaa1/P-2を付して見通しをネガティブとし、フィッチは

BBB+/F2を付して見通しをネガティブとした。これら３社からの投資適格の格付けはすべて、会社の信用度が高いことを示して

おり、資金調達目的で幅広い投資家にアクセスできることを確保している。グループの資本管理は、格付機関が発行する債務

指標に基づいている。設計が異なるこれらの指標は、負債に対するある機関の現金流入と流出の比率を表す。当社の財務戦略

の目的は将来の長期的な「A」の信用格付区分を取り戻すことである。

 

バイエルは、純金融負債を減少させるために営業活動による現金流入額を活用するばかりではなく、2014年７月、2015年４

月、および2019年11月発行の潜在的な株式買戻しプログラムといった手段により、財務戦略を実行している。

 

2018年及び2019年における個々の資本構成要素と変動は、バイエルグループの連結持分変動計算書に示されている。
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資本金と資本準備金

2019年12月31日におけるバイエルAGの資本金は2,515百万ユーロ(2018年度：2,387百万ユーロ)であり、記名式無額面株式

982,424,082株(2018年度：932,551,964株)に分割され、全額払込済みである。無額面株式１株につき１議決権が付されてい

る。

 

2016年11月22日、バイエルは、当社の既存株主に新株引受権を付与することなく、40億ユーロの強制転換社債を発行した。当

該社債は、バイエルAGの劣後保証の下、オランダ、マイドレヒトのバイエル・キャピタル社(Bayer Capital Corporation

B.V.)により100,000ユーロ単位で発行された。保有者が転換権を行使していない場合は、当該社債は、2019年11月22日に満期

となった時にバイエルAGの記名式無額面株式に強制的に転換された。株式に転換することができなかった端数は、社債転換単

位100,000ユーロにつきそれぞれ現金で返金される。

 

2014年４月29日開催の年次株主総会で付与された授権資本及び条件付き資本の範囲外で株式資本を増加させる権限は2019年度

に失効し延長されなかった。

 

資本準備金には、株式の発行によるプレミアムが含まれている。

 

包括利益累計額

包括利益累計額は、利益剰余金およびその他の包括利益累計額からなる。利益剰余金は、連結会社の過年度の未分配利益なら

びに純損益外で認識される確定給付年金およびその他の退職後給付制度に係る正味確定給付負債のすべての再測定からなる。

その他の包括利益累計額は、為替差額、キャッシュ・フロー・ヘッジおよび資本性金融商品の公正価値の増減額が再評価剰余

金から利益剰余金に振り替えられた。

 

配当金

ドイツ株式会社法(AktG)に基づき、配当金の支払は、ドイツ商法に準拠して作成されたバイエルAGの年次財務諸表に計上され

ている分配可能利益により決定される。2018年度に関する１株当たり2.80ユーロの配当金支払により、利益剰余金が減少し

た。2019年度について提案された配当金は現在の株数に基づき１株当たり2.80ユーロであり、配当金の支払合計金額は2,751百

万ユーロとなる。提案された配当金の支払は年次株主総会での株主の承認を前提としているため、連結財務諸表上の負債とし

て認識されていない。
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非支配持分に帰属する資本

2018年度および2019年度の資本における非支配持分の増減は、以下の表の通りである。

 
資本における非支配持分の増減   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

１月１日現在 60 171

純損益に認識されていない資本の増減   

確定給付制度に係る正味負債の再測定 (1) (1)

ユーロ圏外事業活動の換算に関して認識された為替差額 (7) (1)

その他の資本の増減 108 (4)

配当金支払額 (5) (4)

税引後利益 16 19

12月31日現在 171 180

 

2019年12月31日現在、第三者の非支配持分保有者のいる主要な子会社は、インドのバイエル・クロップサイエンス・リミテッ

ド(Bayer CropScience Limited)であり、非支配持分に帰属する持分および議決権持分は、2019年12月31日現在で28.6％(2018

年12月31日現在：31.3％)である。前年にこの項目で報告されたインドのモンサント・インディア・リミテッド(Monsanto

India Ltd)は、2019年にインドのバイエル・クロップサイエンス・リミテッド（Bayer CropScience Limited）と合併した。

2019年12月31日現在の非支配持分に帰属する資本は、170百万ユーロである（2018年：163百万ユーロ）。

 

前へ　　　次へ
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22. 年金およびその他の退職後給付引当金

 

年金およびその他の退職後給付関連の確定給付債務に対して引当金が設定されている。正味負債の会計処理は以下の通りであ

る。

 
財政状態計算書に反映された正味確定給付負債

 年金 その他の退職後給付 合計

 

2018年

12月31日

2019年

12月31日

2018年

12月31日

2019年

12月31日

2018年

12月31日

2019年

12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

年金およびその他の

退職後給付引当金(正味負債) 8,445 7,897 272 226 8,717 8,213

うち、ドイツ 7,215 6,878 - - 7,215 6,878

うち、その他の国 1,230 1,109 272 226 1,502 1,335

正味確定給付資産 83 237 1 - 84 237

うち、ドイツ 23 21 - - 23 21

うち、その他の国 60 216 1 - 61 216

正味確定給付負債 8,362 7,750 271 226 8,633 7,976

うち、ドイツ 7,192 6,857 - - 7,192 6,857

うち、その他の国 1,170 893 271 226 1,441 1,119

 

年金およびその他の退職後給付に関する確定給付制度に係る費用の内訳は以下の通りである。

 
確定給付制度に係る費用   

 年金制度

その他の退職後

給付制度

 ドイツ その他の国 合計 その他の国

 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

当期勤務費用 252 394 130 105 382 499 13 14

過去勤務費用 9 5 (22) (7) (13) (2) (6) (2)

　うち、制度縮小 - - (48) (8) (48) (8) (6) -

制度清算 - - - (10) - (10) - 1

制度資産より支払われる制度

管理費用 3 2 3 10 6 12 - -

正味利息 101 108 29 38 130 146 13 14

合計 365 509 140 136 505 645 20 27

2018年度の数値は修正されている。

 

また、2019年度において、正味確定給付負債の再測定による影響額合計マイナス1,347百万ユーロ(2018年度：マイナス612百万

ユーロ)が純損益外で認識された。この金額のうち、マイナス1,398百万ユーロ(2018年度：マイナス654百万ユーロ)は年金債務

に、47百万ユーロ(2018年度：34百万ユーロ)はその他の退職後給付債務に、４百万ユーロ(2018年度：８百万ユーロ)は資産計

上額の上限の影響に関連するものであった。2019年度において、重要な制度縮小(2018年度：54百万ユーロ)はなかった。

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

197/482



正味確定給付負債の増減は以下の通りである。

 
正味確定給付負債の増減

 確定給付債務 制度資産の公正価値

資産計上額の

上限の影響 正味確定給付負債

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

ドイツ     

2019年１月１日現在 (17,948) 10,756 - (7,192)

取得 - - - -

売却/連結範囲の変更 - - - -

当期勤務費用 (423)   (423)

過去勤務費用 (5)   (5)

正味利息 (322) 196 - (126)

数理計算上の差益/(差損) (2,680)   (2,680)

うち、財務上のパラメーターの変更によるもの (2,692)   (2,692)

うち、人口統計学上のパラメーターの変更によ

るもの -   -

　うち、実績による修正によるもの 12   12

制度資産の収益(利息収益として認識された金額を

除く)  1,101  1,101

雇用主拠出額  49  49

従業員拠出額 (35) 35  -

制度清算による支払 - -  -

制度資産からの給付支払額 195 (195)  -

会社による給付支払額 409   409

制度資産から支払われる制度管理費用  (2)  (2)

売却目的保有流動資産／負債への組替 3,634 (1,622)  2,012

2019年12月31日現在 (17,175) 10,318 - (6,857)

その他の国     

2019年１月１日現在 (8,621) 7,203 (23) (1,441)

取得 (6) 1 - (5)

売却/連結範囲の変更 1 - - 1

当期勤務費用 (120)   (120)

過去勤務費用 10   10

制度清算による利得/(損失) 10   10

正味利息 (311) 261 (2) (52)

数理計算上の差益/(差損) (808)   (808)

うち、財務上のパラメーターの変更によるもの (1,013)   (1,013)

うち、人口統計学上のパラメーターの変更によ

るもの 178   178

　うち、実績による修正によるもの 27   27

制度資産に係る収益(利息収益として認識された金

額を除く)  1,038  1,038

資産計上額の上限の再測定   4 4

雇用主拠出額  81  81

従業員拠出額 (18) 18  -

制度清算による支払 15 (15)  -

制度資産からの給付支払額 413 (413)  ‒

会社による給付支払額 181   181

制度資産から支払われる制度管理費用  (10)  (10)

売却目的保有流動資産／負債への組替 11 (7) - 4

為替差額 (194) 182 - (12)

2019年12月31日現在 (9,437) 8,339 (21) (1,119)

　うち、その他の退職後給付 (733) 507 - (226)

2019年12月31日現在合計 (26,612) 18,657 (21) (7,976)

カレンタと動物用薬品は正味確定給付負債の増減に含まれている。
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正味確定給付負債の増減(前年度)

 確定給付債務 制度資産の公正価値

資産計上額の

上限の影響 正味確定給付負債

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

ドイツ     

2018年１月１日現在 (17,837) 11,081 - (6,756)

取得 (18) - - (18)

売却/連結範囲の変更 - - - -

当期勤務費用 (295)   (295)

過去勤務費用 (11)   (11)

正味利息 (333) 209 - (124)

数理計算上の差益/(差損) (62)   (62)

うち、財務上のパラメーターの変更によるもの 175   175

うち、人口統計学上のパラメーターの変更によ

るもの (232)   (232)

うち、実績による修正によるもの (5)   (5)

制度資産に係る収益(利息収益として認識された金

額を除く)  (498)  (498)

雇用主拠出額  141  141

従業員拠出額 (35) 35  -

制度清算による支払 (53) 38  (15)

制度資産からの給付支払額 201 (201)  -

会社による給付支払額 424   424

制度資産から支払われる制度管理費用  (3)  (3)

売却目的保有流動資産／負債への組替 71 (46)  25

2018年12月31日現在 (17,948) 10,756 - (7,192)

その他の国     

2018年１月１日現在 (6,655) 5,458 (31) (1,228)

取得 (2,384) 2,192 - (192)

売却/連結範囲の変更 - - - -

当期勤務費用 (145)   (145)

過去勤務費用 28   28

制度清算による利得/(損失) -   -

正味利息 (251) 210 (3) (44)

数理計算上の差益/(差損)) 423   423

うち、財務上のパラメーターの変更によるもの 448   448

うち、人口統計学上のパラメーターの変更によ

るもの 42   42

うち、実績による修正によるもの (67)   (67)

制度資産に係る収益(利息収益として認識された金

額を除く)  (483)  (483)

資産計上額の上限の再測定   8 8

雇用主拠出額  75  75

従業員拠出額 (15) 15  -

制度清算による支払 (87) 65  (22)

制度資産からの給付支払額 350 (350)  ‒

会社による給付支払額 148   148

制度資産から支払われる制度管理費用  (3)  (3)

売却目的保有流動資産／負債への組替 145 (79) - 66

為替差額 (178) 103 3 (72)

2018年12月31日現在 (8,621) 7,203 (23) (1,441)

　うち、その他の退職後給付 (700) 429 - (271)

2018年12月31日現在合計 (26,569) 17,959 (23) (8,633)

 

カレンタと動物用薬品は、正味確定給付負債の増減に含まれている。
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給付債務は主に、ドイツ(65％、2018年度：68％)、米国(20％、2018年度：19％)および英国(７％、2018年度：７％)に関連す

るものであった。ドイツでは、確定給付制度に基づく権利の約42％(2018年度：43％)を現職従業員が、約50％(2018年度：

50％)を定年退職者またはその遺族である扶養家族が、約８％(2018年度：７％)を権利確定済の年金受給権を有する元従業員が

占めている。米国では、確定給付制度に基づく権利の約27％(2018年度：30％)を現職従業員が、約58％(2018年度：56％)を定

年退職者またはその遺族である扶養家族が、約15％(2018年度：14％)を権利確定済の年金受給権を有する元従業員が占めてい

る。

 

年金またはその他の退職後給付の確定給付制度資産に係る実際の収益は、それぞれ2,512百万ユーロ(2018年度：マイナス537百

万ユーロ)および84百万ユーロ(2018年度：マイナス24百万ユーロ)であった。

 

以下の表は、年金およびその他の退職後給付の確定給付債務ならびに積立型の債務の積立状況を示している。

 
確定給付債務および積立状況       

 年金債務 その他の退職後給付債務 合計

 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

確定給付債務 25,869 25,879 700 733 26,569 26,612

うち、非積立型 1,244 652 136 153 1,380 805

うち、積立型 24,625 25,227 564 580 25,189 25,807

       

積立型債務の積立状況       

積立超過額 106 258 1 - 107 258

積立不足額 7,196 7,279 136 74 7,332 7,353

 

年金およびその他の退職後給付債務

グループ各社はほとんどの従業員に対して退職給付を提供しているが、これは各社が直接給付するか、公的管理あるいは民間

管理の年金基金に拠出することによって行われている。この給付金額は、各国の法律、財政および経済状況によって異なる。

当該債務は、現在の退職者に対する年金および将来の退職者に対する年金受給資格の両方に係るものである。

 

バイエルでは、多くの国で従業員向けの積立型年金制度を設定している。各確定給付年金制度では、債務のリスク構造(特に、

人口統計学、現在の積立状況、予想される将来キャッシュ・フローの構造、金利感応度、バイオメトリック・リスク等)、規制

環境ならびに現在のリスク許容度またはリスク受容能力に基づいて最も適切な投資戦略が決定される。その上で、資本市場の

要素を考慮に入れ、制度のリスク構造に合わせた戦略目標投資ポートフォリオを開発している。その他の決定要因は、将来に

おける全給付の支払確保に重点を置いたリスク分散、ポートフォリオ効率ならびに国別とグローバル両方のリスク／リターン

分析である。各年金制度の資本投資戦略は上記の各制度特有の条件に照らして個別に策定されるため、年金制度の投資戦略は

それぞれ大きく異なる場合がある。投資戦略は通常、絶対収益の最大化よりも、年金コミットメントの長期にわたる資金調達

の可能性の最大化を目指す方向で調整される。制度資産については、リスク管理システムを利用してストレスシナリオのシ

ミュレーションや他のリスク分析(バリュー・アット・リスク等)が行われている。
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ドイツのレバクーゼンにあるバイエル・ペンシオンスカッセは、最大規模の年金制度である。当該制度は2005年以降、新規加

入者を受け入れていない。法的に独立したこの年金基金は生命保険会社として見なされるため、ドイツの保険監督法が適用さ

れる。バイエル・ペンシオンスカッセによってカバーされる給付債務は、退職年金、遺族年金および障害年金からなる。これ

は複数事業者型制度であり、現役の加入者とその雇用主が拠出する。会社の拠出額は、従業員拠出額の一定の割合である。こ

の割合は、バイエルグループ以外の加入者を含む、制度に加入するすべての従業員について同じであり、担当する保険数理士

からの提案に基づき、当該制度の執行委員会と監査役会の間の合意によって設定される。この割合には、負債および拠出金の

算定に使用した要素に関する数理計算上の見積りと実際の価値との差異が考慮されている。バイエルは、担当する保険数理士

からの提案に基づき、当該制度の執行委員会および監査役会に従って会社の拠出金を修正する場合もある。当該制度の負債

は、ドイツの企業年金改善法第１条第１項第３号（BetrAVG）に準拠している。これは、当該年金制度が定款に基づく権利を行

使して給付を引き下げた場合、結果として生じる差額を制度に参加している各雇用主が補償しなければならないことを意味す

る。バイエルは、制度に参加しているバイエルグループ以外の雇用主の債務について、これらの者が当該制度への参加を取り

やめる場合であっても、責任を負わない。

 

2005年以降にバイエルに入社したドイツの加入者に関する年金受給権は、レバクーゼンにあるライニッシェ・ペンシオンス

カッセ(Rheinische Pensionskasse VVaG)を通じて付与されている。この制度による将来の年金の支払は、保証金利を考慮した

上で、掛金と制度資産に係る収益に基づいて実施される。

 

もう一つの重要な年金供給手段はバイエル年金基金である。これは、繰延報酬、かつてシエーリング養老年金信託協会

(Schering Altersversorgung Treuhand e.V.)が管理していた年金債務および他の直接的コミットメント等のバイエルグループ

のその他の退職年金給付契約をカバーしている。

 

米国における確定給付年金制度は凍結されており、これらの制度の下で重要性の高い新たな受給権を付与することはできな

い。米国のすべての年金制度資産は、効率性のためにマスター・トラストが保有している。適用される規制上の枠組みは、給

付の制限を回避するための80％の法定最低積立要件を含む従業員退職所得保障法(以下「ERISA」という。)に基づいている。会

社は引き続き、投資リスク、金利リスクおよび長寿リスク等の数理計算上のリスクを負う。

 

英国における確定給付年金制度は、数年来、新規加入者を受け入れていない。英国の制度資産は、受益人の利益のためにのみ

行動する法的義務を負っている、独立した受託者によって管理されている。英国の規定に従い、技術評価が３年ごとに実施さ

れる。この評価は、すべての潜在的積立要件をカバーする制度開発のための基礎となっている。この場合も、会社は引き続

き、保険数理上のリスクを負う。

 

ドイツ以外のその他の退職後給付債務は主に、米国における退職者の医療給付金に関連するものであった。
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年金およびその他の退職後給付債務をカバーする制度資産の公正価値は以下の通りであった。

 
制度資産の公正価値　12月31日現在

 年金債務

その他の

退職後給付債務

 ドイツ その他の国 その他の国

 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

活発な市場での相場価格に

基づく制度資産       

不動産および特別不動産ファンド - - 214 216 15 5

株式および株式ファンド 1,988 2,832 2,443 2,004 146 104

繰上償還条項付債務証券 - - 27 78 - -

満期償還債務証券 - - 565 2,920 124 317

債券ファンド 4,777 4,695 2,592 1,635 93 23

デリバティブ 10 5 3 3 - -

現金および現金同等物 611 297 77 87 9 10

その他 - - 25 130 ‒ ‒

 7,386 7,829 5,946 7,073 387 459

活発な市場での相場価格のない

制度資産       

不動産および特別不動産ファンド 514 418 296 195 - -

株式および株式ファンド 143 143 69 89 - -

繰上償還条項付債務証券 1,241 843 - - - -

満期償還債務証券 1,366 978 - - - -

債券ファンド - - 73 88 - -

デリバティブ - - - 2 - -

その他 106 107 390 385 42 48

 3,370 2,489 828 759 42 48

制度資産合計 10,756 10,318 6,774 7,832 429 507

 

制度資産には、活発な市場での相場価格に基づき公正価値が決定されない資産の帳簿価額3,296百万ユーロ(2018年度：4,240百

万ユーロ)が含まれる。

 

ドイツ国内の制度資産の公正価値には、グループ会社からリースされた不動産が含まれ、これは公正価値77百万ユーロ(2018年

度：82百万ユーロ)で認識された。また、投資ファンドを通じて所有しているバイエルAGの株式および社債も含まれており、そ

れぞれの公正価値である33百万ユーロ(2018年度：21百万ユーロ)および10百万ユーロ(2018年度：６百万ユーロ)で認識され

た。

 

その他の制度資産は、担保付貸付金、その他の債権および適格な保険証券からなる。
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リスク

確定給付制度によるリスクの一部は確定給付債務から生じ、一部は制度資産への投資から生じる。当該リスクには、現在およ

び将来の年金債務を満たすために制度資産への追加拠出が必要となる可能性ならびに引当金および資本に対するマイナスの影

響が含まれている。

 

人口統計学／バイオメトリック・リスク

確定給付債務の大部分は終身年金または遺族である扶養家族に対する年金からなるため、請求期間の長期化や請求の早期化に

よって、それまでの予測よりも高い給付債務、給付費用および／または年金の支払が生じる可能性がある。

 

投資リスク

制度資産に係る実際の収益が割引率に基づいて予想された収益を下回った場合、他のパラメーターの変動はないと仮定する

と、正味確定給付負債は増加すると考えられる。これは、たとえば、株価の下落、社債の利率の上昇、個々の債務者による債

務不履行または低リスク低金利の社債購入の結果として生じる可能性がある。

 

金利リスク

特に、高格付社債の資本市場金利が下落すると、確定給付債務が増加すると考えられる。この影響は、保有する負債性金融商

品の市場価額の上昇を確保することにより、少なくとも一部は相殺されることになる。

 

測定パラメーターとその感応度

各事業年度の12月31日現在の年金およびその他の退職後給付債務の測定には、以下の加重パラメーターが使われた。

 
給付債務のパラメーター    

 ドイツ その他の国 合計

 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

 ％ ％ ％ ％ ％ ％

年金債務       

割引率 1.90 1.00 3.55 2.60 2.40 1.55

　米国の割引率   4.20 3.20 4.20 3.20

　英国の割引率   2.80 1.95 2.80 1.95

予想される将来の昇給率 2.75 2.50 3.65 3.10 3.00 2.70

予想される将来の給付増加率 1.60 1.40 3.05 2.80 2.05 1.85

その他の退職後給付債務       

割引率 - - 4.85 3.90 4.85 3.90

 

ドイツではホイベックのRT2018G死亡率表が使用され、米国ではMP-2019死亡率表、英国ではS1NXAの95％が使用されている。
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各事業年度の年金およびその他の退職後給付に係る費用の測定には、以下の加重パラメーターが使用された。

 
給付費用のパラメーター    

 ドイツ その他の国 合計

 2018年 2019年 2018年 2019年 2018年 2019年

 ％ ％ ％ ％ ％ ％

年金債務       

割引率 1.90 1.90 2.95 3.55 2.15 2.40

予想される将来の昇給率 2.75 2.75 3.60 3.65 2.95 3.00

予想される将来の給付増加率 1.70 1.60 3.25 3.05 2.10 2.05

その他の退職後給付債務       

割引率 - - 4.25 4.85 4.25 4.85

 

パラメーターの感応度は、上記の「正味確定給付負債の増減」の表に表示のデータを取得するために実施した評価と類似する

詳細評価に基づき、専門の保険数理士が計算したものである。他のパラメーターを固定したまま個々のパラメーターを0.5パー

セント・ポイントまたは死亡率を受益人１人当たり10％変更すると、2019年度末現在の年金およびその他の退職後給付債務に

は、以下のような影響が生じる。

 
給付債務の感応度    

 ドイツ その他の国 合計

 増加 減少 増加 減少 増加 減少

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

年金債務       

割引率を0.5パーセント・ポイント変更 (1,489) 1,711 (559) 620 (2,048) 2,331

予想される将来の昇給率を0.5パーセン

ト・ポイント変更 81 (75) 61 (58) 142 (133)

予想される将来の給付増加率を0.5パーセ

ント・ポイント変更 881 (803) 203 (155) 1,084 (958)

死亡率を10％変更 (628) 712 (240) 242 (868) 954

その他の退職後給付債務       

割引率を0.5パーセント・ポイント変更 - - (36) 40 (36) 40

死亡率を10％変更 - - (22) 25 (22) 25

 

給付債務の感応度(前年度)    

 ドイツ その他の国 合計

 増加 減少 増加 減少 増加 減少

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

年金債務       

割引率を0.5パーセント・ポイント変更 (1,408) 1,608 (479) 536 (1,887) 2,144

予想される将来の昇給率を0.5パーセン

ト・ポイント変更 81 (76) 42 (40) 123 (116)

予想される将来の給付増加率を0.5パーセ

ント・ポイント変更 903 (825) 132 (101) 1,035 (926)

死亡率を10％変更 (584) 658 (197) 203 (781) 861

その他の退職後給付債務       

割引率を0.5パーセント・ポイント変更 - - (33) 36 (33) 36

死亡率を10％変更 - - (18) 20 (18) 20

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

204/482



引当金は、退職者に対する医療費の支払の形で退職後給付を提供するために、主に米国内の子会社の債務に対しても設定され

る。医療費の評価は7.0％(2018年度：6.3％)の率で増加し、2028年までに5.0％まで徐々に減少する(2018年度の仮定：2023年

までに5.0％まで徐々に減少する)という仮定に基づいて行われた。以下の表は、仮定した費用増加率が１パーセント・ポイン

ト変動した場合のその他の退職後給付債務および給付費用合計への影響を示している。

 
医療費増加率に対する感応度     

 

１パーセント・ポイント

増加の場合

１パーセント・ポイント

減少の場合

 2018年 2019年 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

その他の退職後給付債務への影響 47 51 (41) (43)

給付費用への影響 3 2 (2) (2)

 

支払額および将来の支払予測額

以下に示す支払額または資産拠出額は、積立型給付制度に供されたまたは供される予定の雇用主拠出額に相当する。

 
雇用主拠出額または拠出予測額   

 ドイツ その他の国

 2018年 2019年 2020年予測 2018年 2019年 2020年予測

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

年金債務 141 49 109 90 96 79

その他の退職後給付債務 - - - (15) (15) 2

合計 141 49 109 75 81 81

 

バイエルは現在、2023年までに、英国の年金制度のために年間約27百万英ポンドの不足額の拠出を行うことを確約している。

米国の年金制度に関して、バイエルは、2019年度に拠出はなく(2018年度：50百万米ドル)、大半の制度が終了または凍結され

ているため、2020年度に拠出額はゼロまたは非常に低額の定例的なもののみになると見込んでいる。

 

積立型および非積立型の制度から将来支払われる年金およびその他の退職後給付の見積りは以下の通りである。

 
将来の給付債務     

 制度資産からの支払 当社からの支払

 年金

その他の

退職後給付  年金

その他の

退職後給付  

 ドイツ その他の国 その他の国 合計 ドイツ その他の国 その他の国 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

2020年 179 415 25 619 431 108 27 566

2021年 182 415 23 620 433 84 25 542

2022年 182 423 24 629 435 89 24 548

2023年 184 424 24 632 438 94 25 557

2024年 184 434 26 644 439 96 26 561

2025年～2029年 933 2,153 132 3,218 2,201 542 132 2,875

 

年金債務の加重平均期間は、ドイツが17.9年(2018年度：17.0年)、その他の国が13.2年(2018年度：12.8年)である。その他の

国の、その他の退職後給付債務の加重平均期間は11.0年(2018年度：10.5年)である。

 

前へ　　　次へ
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23. その他の引当金

 

2019年度におけるさまざまな引当金項目の増減は以下の通りである。

 
その他の引当金の増減         

 

その他の

税金 環境保全

リストラ

クチャリ

ング

営業

関連のコ

ミットメ

ント 訴訟

従業員

コミット

メント その他 合計

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

2018年12月31日現在 35 754 773 190 1,419 2,497 1,115 6,783

取得 ‒ - - - - 3 1 4

追加 138 23 973 627 576 2,758 475 5,570

使用 (92) (52) (340) (518) (826) (2,096) (438) (4,362)

戻入れ (3) (32) (137) (36) (25) (550) (113) (896)

売却目的負債への振替 ‒ (106) (4) (23) ‒ (136) (25) (294)

利息費用 ‒ 55 ‒ ‒ 44 26 26 151

為替差額 - 13 2 - 18 18 10 61

2019年12月31日現在 78 655 1,267 240 1,206 2,520 1,051 7,017

 うち、流動分 29 98 270 229 482 1,784 359 3,251

2018年度の数値は修正されている。

 

引当金は、債権として認識された77百万ユーロ(2018年度：74百万ユーロ)の払戻請求により一部相殺されている。これらの請

求は主に、製造物責任に関連する払戻を求めるものであった。
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環境保全

 

環境保全引当金は、主に、環境規制の遵守の確保、汚染地の回復、埋立地の再耕作、ならびに再開発および水資源の保護対策

の予想コストに対して設定される。

 

リストラクチャリング

 

リストラクチャリング引当金は、リストラクチャリング施策のために直接発生し、リストラクチャリングに必要であり、将来

の事業活動に関連しない費用のみをカバーする。こうした費用には、従業員の離職手当および使用されなくなった賃借不動産

に関する補償金の支払が含まれる。

 

リストラクチャリング施策には事業単位の売却または終了、拠点の閉鎖、事業活動の移転、または事業単位の抜本的な再編成

を含むことがある。

 

リストラクチャリング引当金には、離職手当1,203百万ユーロ(2018年度：691百万ユーロ)および主に研究活動の外注委託に関

連するその他の費用からなるその他のリストラクチャリング費用64百万ユーロ(2018年度：82百万ユーロ)が含まれている。引

当金のセグメント別内訳は、クロップサイエンスで185百万ユーロ（2018年度：240百万ユーロ）、医療用医薬品で292百万ユー

ロ（2018年度：351百万ユーロ）、コンシューマーヘルスで31百万ユーロ（2018年度：57百万ユーロ）、動物用薬品で０百万

ユーロ（2018年度：６百万ユーロ）、管理機能／その他すべてのセグメントで759百万ユーロ（2018年度：119百万ユーロ）で

あった。

 

バイエルの中核事業の強化を目的とした広範なリストラクチャリング計画に伴って、2019年度はすべてのセグメントで引当金

が認識された。当該計画は、2022年までに実施される一連の施策により、インフラを改良し、生産性および収益性を向上させ

ることを目的としている。引当金は、十分詳細に通知された計画に関して既に2018年度に計上されている。2019年度は、引当

金は主にドイツ、米国、そして日本において設定された。2020年度に引当金の追加計上が見込まれている。

 

前年度と同様に、クロップサイエンス・セグメントのリストラクチャリング活動の主な焦点は、モンサントの統合に伴う組織

変更に当てられた。

 

医療用医薬品セグメントでは、主に、計画されている研究開発の再編を考慮して2018年度に既に引当金が設定されている。研

究開発を共同組織に統合することで、バイエルは、医療用医薬品セグメントのポートフォリオ内の価値および生産性の向上を

目指している。将来の市場需要により適うため、日本において、販売部門の更なるリストラクチャリングが実施された。

 

コンシューマーヘルス・セグメントでは、ヘルスケア産業における変革を推進し、意思決定レベルを減らしたより俊敏かつ動

きの速い組織を創造することで、当該セグメントを市場リーダーにすることを目的として、「フィット・トゥ・ウィン」リス

トラクチャリングプログラムが継続されている。
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管理機能および連結セグメントにおいては、調整項目の一部となるが、主にドイツにおいて早期退職プログラムや離職手当に

ついて引当金が設定された。リストラクチャリングは管理機能の殆ど全てにおいて実行されている。米国のペンシルベニア州

ピッツバーグ、インディアナ州ミシャワカにおける計画に基づく事業所の閉鎖に関しても、適切な会計処理がなされている。

 

営業関連のコミットメント

 

営業関連引当金は、主に、既に実施されたがまだ請求を受けていないサービスに関する債務、および買掛金に認識されない販

売手数料に対して計上されている。

 

訴訟

 

現時点で重要と思われる法的リスクおよびそれらの進捗状況は注記［30］に示されている。
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従業員コミットメント

 

従業員関連引当金は、従業員への変動性の業績連動一時金、株式に基づく報酬ならびに永年勤続報奨金、早期退職プログラム

および退職前パートタイム勤務契約に係る支払に対するものを含む。リストラクチャリングに起因する離職手当引当金は、リ

ストラクチャリング引当金に反映されている。

 

株式に基づく報酬プログラム

バイエルは、異なる従業員グループに株式に基づく報酬プログラムをまとめて提供している。現金決済を伴う報酬制度に関し

てIFRS第２号「株式に基づく報酬」が要求するように、株式に基づく報酬プログラムの下で支払われる報酬は、決算日現在存

在する債務の公正価値に相当する引当金によって賄われる。発生した評価額の修正はすべて純損益に認識される。

 

以下の表は、さまざまなプログラムに対する引当金の増減を示したものである。

 

 
株式に基づく報酬プログラム引当金の増減    

    アスパイア2.0

    百万ユーロ

2018年12月31日現在    289

取得/売却    -

追加    514

売却目的負債への振替    (4)

使用    -

戻入れ    (216)

為替差額    (1)

2019年12月31日現在    582

 

2019年度末に全額稼得された、アスパイアのトランシェの価値は、132百万ユーロ(2018年度：０百万ユーロ)であった。これら

は2020年度の期首に支払われることとなる。

 

すべての株式に基づく報酬プログラムの正味費用は303百万ユーロ(2018年度：21百万ユーロ)であり、これには、バイシェアー

のストック・パーティシペーション・プログラムに関する５百万ユーロ(2018年度：５百万ユーロ)および仮想上のバイエル株

式の付与に関する０百万ユーロの収益(2018年度：１百万ユーロ)が含まれている。株式に基づく従業員報酬プログラムによる

債務のヘッジに関する情報については、注記［27.3］を参照のこと。

 

長期インセンティブ・プログラム(アスパイア2.0)

アスパイア2.0は、各従業員の職階に応じて異なる年間基本給に占める割合に基づいている。この目標額に前年度における従業

員のSTI(短期インセンティブ)支払要素を乗じて、アスパイアの付与価額が決定される。STI支払要素は、グローバルの短期イ

ンセンティブ・プログラムに基づく事業のパフォーマンスを反映している。アスパイアの付与価額は、プログラム開始時の株

価で除すことによって仮想上のバイエル株式に転換される。同プログラムのパフォーマンスは、これらの仮想上の株式に基づ

く。取締役会メンバーの場合は、バイエル株式のパフォーマンスとEURO STOXX 50のパフォーマンスの比較という形で追加的な

測定基準が設定されている。各トランシェの期間は４年間である。
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かかる債務の公正価値は、期末時点のバイエルの株価およびその時点までに支払われた配当額によって決定される。各トラン

シェの終了時に支払われる金額は、仮想上の株数にその時点のバイエルの株価を乗じ、トランシェの期間中に支払われた配当

額と等しい金額を加算して決定される。アスパイア2.0の最大支払額は、アスパイア付与価額の250％である。

 

2020年度の期首において、2016年度に発行されたトランシェの69%が支払われた。取締役会メンバーに対する支払が39%を占め

た。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

210/482



バイシェアー2019

すべての管理職と管理職以外の従業員には、「バイシェアー」という年間ストック・パーティシペーション・プログラムが提

供される。バイエルは、当該プログラムの下で、これらの従業員のバイエル株式の購入に助成金を支給している。2019年度に

おいて、このプログラムに基づく割引率は購入額の20％(2018年度：20％)であった。従業員は、株式への投資を希望する固定

額を提示した。ドイツ国内の最大購入額は、従業員の職階に応じて、2,500ユーロ(2018年度：2,500ユーロ)または5,000ユーロ

(2018年度：5,000ユーロ)であった。このようにして取得した株式は、2020年12月31日まで保有しなければならない。

 

2019年度に、従業員はバイシェアー・プログラムに基づき、合計約334,000株(2018年度：継続事業の従業員による購入358,000

株)を購入した。

 

その他

その他の引当金には、他の引当金類型に分類可能なものを除き、その他の負債、企業結合から生じる偶発負債に対する引当

金、および環境保護引当金に含まれるものを除く資産除去債務に対する引当金が含まれる。

 

一部の引当金について実施した、それぞれのケースで発生確率が５パーセント・ポイント変動した場合の影響を検証する感応

度分析では、設定した引当金の金額からの重要な乖離は生じなかった。

 

 

24. 金融負債

 

金融負債の内訳は以下の通りである。

 
金融負債   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 合計 うち、流動分 合計 うち、流動分

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

社債／約束手形 35,402 2,302 33,569 1,001

銀行に対する負債 4,865 606 4,062 675

リース負債 399 50 1,251 299

デリバティブによる負債 172 172 123 122

その他の金融負債 556 552 89 85

合計 41,394 3,682 39,094 2,182

 

契約上の満期別の金融負債の内訳は以下の通りである。

 
金融負債の満期     

 2018年12月31日   2019年12月31日

 百万ユーロ   百万ユーロ

2019年 3,682  2020年 2,182

2020年 1,043  2021年 8,513

2021年 9,035  2022年 2,205

2022年 2,062  2023年 3,175

2023年 3,558  2024年 2,274

2024年以降 22,014  2025年以降 20,205

合計 41,394  合計 39,094

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

211/482



バイエルグループは、０百万ユーロ(2018年度：45百万ユーロ)の約束手形の他に、以下の社債を発行している。

 

 
社債     

 

名目価額

2018年12月31日

現在

帳簿価額

2018年12月31日

現在

名目価額

2019年12月31日

現在

帳簿価額

2019年12月31日

現在

  百万ユーロ  百万ユーロ

ハイブリッド債
1

    

ハイブリッド債2014年/2024年
2
/2074年 1,500百万ユーロ 1,496 1,500百万ユーロ 1,497

ハイブリッド債2015年/2022年
2
/2075年 1,300百万ユーロ 1,293 1,300百万ユーロ 1,295

ハイブリッド債
3
2014年/2020年

2
/2075年 1,750百万ユーロ 1,748 - -

ハイブリッド債2019年/2025年
2
/2079年 - - 1,000百万ユーロ 990

ハイブリッド債2019年/2027年
2
/2079年 - - 750百万ユーロ 746

強制転換社債
1
/転換社債

1
    

強制転換社債
4
2016年/2019年 4,000百万ユーロ - - -

転換社債
5
2017年/2020年 1,000百万ユーロ 996 1,000百万ユーロ 1,001

米ドル建社債
1,6

    

満期１年未満 2,500百万ドル 2,178 - -

満期１年から５年 8,250百万ドル 7,160 10,750百万ドル 9,510

満期５年超 16,414百万ドル 14,031 13,914百万ドル 12,144

ユーロ建社債
1,6

    

満期１年未満 - - - -

満期１年から５年 3,000百万ユーロ 2,996 3,000百万ユーロ 2,997

満期５年超 3,250百万ユーロ 3,222 3,250百万ユーロ 3,225

円建社債
1

    

満期１年未満 100億円 79 - -

満期１年から５年 200億円 158 200億円 164

満期５年超 - - - -

合計  35,357  33,569

 

1
　発行体の機能通貨で発行されており、主に固定利付債である。

2
　債券を早期償還するための初回オプション日

3
　ハイブリッド債は第一回払込期日前に再取得された。

4
　強制転換社債は、資本剰余金およびその他の金融負債に配分された。

5
　債券は現金、コベストロ株式またはこれらの組み合わせのいずれかで償還可能である。

6
　名目価額が2,500百万米ドルの社債および750百万ユーロの社債は、変動利付債である。
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ハイブリッド債

バイエルAGによって発行されたハイブリッド債は劣後債であり、その総額のうちの50％は格付機関によって資本として扱われ

ている。このため、上位債と比べて当グループの格付けに関連する債務指標への影響はより限定的である。

 

2019年度において、バイエルAGは2075年度に満期（2020年１月１日に任意償還可能）となるハイブリッド債17.5億ユーロを第

一回払込期日前に再取得した。この再取得は、名目価額10億ユーロおよび750百万ユーロの２つのハイブリッド債の発行によっ

て行われた。

 

強制転換社債

2016年11月22日、バイエル・キャピタル・コーポレーションB.V. (Bayer Capital Corporation B.V.、オランダ、マイドレヒ

ト)は40億ユーロの劣後強制転換社債を発行した。当該社債は2019年11月22日の満期時にバイエルAGの無額面株式に転換され

る。

 

転換社債

2017年６月14日、バイエルAGは、2020年に満期となる、名目価額10億ユーロの社債を発行した。当該社債は、現金、コベスト

ロ株式の引渡しまたはこれらの組み合わせにより、決済可能である。当該社債は、当初認識時において純損益を通じて公正価

値で測定する金融負債として指定された。2019年12月31日現在、当該社債の公正価値は10億ユーロであり、バイエルAGは11.7

百万株のコベストロ株式（公正価値５億ユーロ）を保有していた。コベストロ株式で返済されると仮定すると、バイエルAGは

５億ユーロの追加の支払が必要となることになる。

 

その他の社債

合計名目価額25億米ドルの３社債と合計名目価額100億円の社債は2019年度に満期償還された。

 

モンサント取得の資金調達のために実施した施策には、当社の子会社であるバイエルU.S.ファイナンスⅡLLC（米国、ピッツ

バーグ）およびバイエル・キャピタル・コーポレーションB.V.（オランダ、マイドレヒト）を通じて2018年６月に行ったそれ

ぞれ150億米ドルおよび50億ユーロの社債の発行が含まれていた。

 

当該取得の一環として、名目価額69億米ドルの社債がモンサントから引き継がれた。2018年７月に、これらの社債の約83％

が、社債交換プログラムを通じてバイエルの社債と交換された。

 

銀行に対する負債

銀行に対する負債の減少は、主に2019年12月31日現在で38億米ドル(2018年12月31日：49億米ドル)が継続的に返済されたこと

に起因していた。

 

リース負債

2019年度にけるリース負債の増加は、主にIFRS第16号の適用開始によるリース会計の変更に起因するものである。詳細な情報

は注記［28］に示されている。
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その他の金融負債

その他の金融負債の減少は、主に強制転換社債に係る返済に起因するものである。

 

その他の情報

2019年12月31日現在、バイエルグループには使用可能な信用枠が合計45億ユーロ(2018年12月31日：45億ユーロ)あった。

 

デリバティブによる負債の会計処理に関する詳細は、注記[27]に示されている。

 

2019年度における金融負債の変動に関する概要が、注記[31]に示されている。

 

 

25. 買掛金

 

買掛金は、１年以内に支払期日を迎える6,404百万ユーロ(2018年度：6,004百万ユーロ)および１年超で支払期日を迎える22百

万ユーロ(2018年度：34百万ユーロ)からなる。
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26. その他の負債

 

その他の負債の内訳は以下の通りである。

 
その他の負債   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 合計 うち、流動分 合計 うち、流動分

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

その他の税金負債 672 653 693 682

繰延収益 65 19 50 27

従業員に対する負債 252 231 230 215

社会保険料に関する負債 141 136 130 128

負債に係る未払利息 268 257 266 253

デリバティブによる負債 327 165 219 166

他の負債 762 660 1,334 1,012

合計 2,487 2,121 2,922 2,483

2018年度の数値は修正されている。

 

繰延収益には、政府から受け取った20百万ユーロ(2018年度：30百万ユーロ)の補助金および助成金が含まれている。そのうち

３百万ユーロ(2018年度：３百万ユーロ)が純損益を通じて戻入れられた。

 

他の負債には、「イグザレルト
TM
」の訴訟に関連した和解金支払義務に関する346百万ユーロのコミットメントが含まれてい

る。当該支払は2020年１月に行われた。ブルーロック・セラピューティクス社(米国マサチューセッツ州ケンブリッジ)の残存

持分の取得に関して、予め定められた調査に基づくマイルストーンが達成されたときに弁済期が到来する潜在的な将来のマイ

ルストーン支払として、185百万ユーロの負債が認識された。また、ここには共同支配企業に関する財務コミットメント116百

万ユーロ(2018年度：175百万ユーロ)、およびクロップサイエンス・セグメントにおける商標権取得に関する支払債務の財務コ

ミットメント105百万ユーロが含まれている。

 

 

27. 金融商品

 

信用リスク、流動性リスク、およびさまざまなタイプの市場価格リスク(金利リスク、為替リスクおよび商品価格リスク)を管

理するためにバイエルグループが使用しているシステムと、その目的、方法および手順については、結合経営報告書の一部を

構成する機会・リスク報告書に概要が示されている。

 

27.1 区分別金融商品

以下の表は、金融資産と負債の帳簿価額および公正価値を、IFRS第９号に基づく金融商品の区分ごとに、対応する財政状態計

算書の項目に対する調整値によって示したものである。項目「売掛金」、「その他の債権」および「その他の負債」には、金

融商品および非金融資産または負債(その他の未収還付税金など)の両方が含まれているため、調整値は「非金融資産/負債」の

列に示されている。
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金融商品の帳簿価額および公正価値  

 2019年12月31日

 

償却原価で

計上

公正価値で計上

[情報目的の公正価値
5
]

非金融資産

/負債  

測定区分(IFRS第９号)
4

 

活発な市場で

の相場価格に

基づく

(レベル１)

観察可能な

市場

データに

基づく

(レベル２)

観察可能

でない

インプットに

基づく

(レベル３)   

 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

売掛金 11,430  80  168 11,678

AC 11,430     11,430

要求されたFVTPL
2

  80   80

非金融資産     168 168

その他の金融資産 809 1,692 195 1,166  3,862

AC 809  [809]   809

要求されたFVTPL
2

 1,353 29 922  2,304

指定されたFVTOCI(リサイクリングなし)
3

 336  232  568

ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ   71   71

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ  3 95 12  110

その他の債権 287   65 2,210 2,562

AC 287  [287]   287

要求されたFVTPL
2

   65  65

非金融資産     2,210 2,210

現金および現金同等物 3,185     3,185

AC 3,185  [3,185]   3,185

金融資産合計 15,711 1,692 275 1,231  18,909

うち、AC 15,711     15,771

うち、FVTPL  1,353 109 987  2,449

       

金融負債 37,896 1,001 123  74 39,094

AC 37,896 [33,285] [6,774]   37,896

指定されたFVTPL(デリバティブ以外)
4

 1,001    1,001

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ   123   123

非金融負債     74 74

買掛金 6,426     6,426

AC 6,426     6,426

その他の負債 1,156 3 211 198 1,354 2,922

AC 1,156  [1,156]   1,156

要求されたFVTPL(デリバティブ以外)
2

   193  193

ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ   177   177

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ  3 34 5  42

非金融負債     1,354 1,354

金融負債合計 45,478 1,004 334 198  47,014

うち、AC 45,478     45,478

うち、FVTPL(デリバティブ以外)  1,001  193  1,194

うち、ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ   177   177

うち、ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ  3 157 5  165

 

 

1
AC：償却原価で測定

FVTOCI：その他の包括利益を通じて公正価値で測定

FVTPL：純損益を通じて公正価値で測定

2
IFRS第９号の要求に従って純損益を通じて公正価値で測定

3
IFRS第９号第5.7.5項に従ってその他の包括利益を通じて公正価値で測定

4
IFRS第９号に従って当初認識時にFVTPLとして指定

5
IFRS第７号第29項(a)に基づく、償却原価で測定する金融商品の公正価値
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金融商品の帳簿価額および公正価値  

 2018年12月31日

 

償却原価で

計上

公正価値で計上

[情報目的の公正価値
5
]

非金融資産

/負債  

測定区分(IFRS第９号)
4

 

活発な市場で

の相場価格に

基づく

(レベル１)

観察可能な

市場

データに

基づく

(レベル２)

観察可能

でない

インプットに

基づく

(レベル３)   

 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

売掛金 11,564    150 11,714

AC 11,564     11,564

非金融資産     150 150

その他の金融資産 440 1,584 241 1,113  3,378

AC 440  [441]   440

要求されたFVTPL
2

 1,432 28 895  2,355

指定されたFVTOCI(リサイクリングなし)
3

 144  186  330

ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ   101   101

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ  8 112 32  152

その他の債権 614   42 1,828 2,484

AC 614  [614]   614

要求されたFVTPL
2

   42  42

非金融資産     1,828 1,828

現金および現金同等物 4,052     4,052

AC 4,052  [4,052]   4,052

金融資産合計 16,670 1,584 241 1,155  19,650

うち、AC 16,670     16,670

うち、FVTPL  1,432 28 937  2,397

       

金融負債 40,226 996 172   41,394

AC 40,226 [32,395] [7,091]   40,226

指定されたFVTPL(デリバティブ以外)
4

 996    996

ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ   35   35

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ   137   137

買掛金 6,038     6,038

AC 6,038     6,038

その他の負債 1,136 7 320 20 1,004 2,487

AC 1,136  [1,136]   1,136

要求されたFVTPL(デリバティブ以外)
4

   20  20

ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ   297   297

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ  7 23   30

非金融負債     1,004 1,004

金融負債合計 47,400 1,003 492 20  48,915

うち、AC 47,400     47,400

うち、FVTPL(デリバティブ以外)  996  20  1,016

うち、ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ   332   332

うち、ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブ  7 160   167

2018年度の数値は修正されている。

 

1
AC：償却原価で測定

FVTOCI：その他の包括利益を通じて公正価値で測定

FVTPL：純損益を通じて公正価値で測定

2
IFRS第９号の要求に従って純損益を通じて公正価値で測定

3
IFRS第９号第5.7.5項に従ってその他の包括利益を通じて公正価値で測定

4
IFRS第９号に従って当初認識時にFVTPLとして指定

5
IFRS第７号第29項(a)に基づく、償却原価で測定する金融商品の公正価値
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その他の金融資産および金融負債内のAC区分（償却原価で測定）には、バイエルが貸手または借手であるためにIFRS第16号

(2019年)またはIAS第17号(2018年)に従って測定される、ファイナンス・リースに基づく債権および負債も含まれている。

 

ほとんどの売掛金および買掛金、その他の債権および負債、ならびに現金および現金同等物は満期までの期間が短いため、決

算日現在の帳簿価額と公正価値の間に大きな差異はなかった。

 

情報目的で表示している、償却原価で測定する金融資産および負債の公正価値は、それぞれの将来キャッシュ・フローの現在

価値である。この現在価値は、資産または負債の期間および取引相手の信用度をも考慮した決算日現在の利率でキャッシュ・

フローを割り引いて算出される。ただし、市場価格が入手可能な場合は、当該価格が公正価値とみなされる。

 

公正価値で測定する金融資産の公正価値は、活発な市場での相場価格に相当する(レベル１)か、報告期間末現在の観察可能な

市場データに基づき、評価技法を用いて算定される(レベル２)か、または観察可能でないインプットに基づき算定される、そ

れぞれの将来キャッシュ・フローの現在価値である(レベル３)。

 

活発な市場での相場価格(レベル１)が存在しないデリバティブの公正価値は、報告期間末現在の観察可能な市場データに基づ

き、評価技法を用いて算定される(レベル２)。評価技法の適用にあたっては、取引相手またはバイエルの信用リスクを考慮に

入れるため、信用価値調整が算定される。

 

通貨および商品先渡契約は、決算日の先渡レートまたは先渡価格で個別に測定される。これらは、タイムスプレッドを含むス

ポットレートまたはスポット価格に左右される。金利ヘッジ商品およびクロス・カレンシー金利スワップの公正価値は、一定

の場合における決算日現在の外貨換算調整額を考慮に入れ、商品の残存期間にわたり市場金利で将来キャッシュ・フローを割

り引くことによって算定された。

 

観察可能でないインプットを用いて測定された公正価値は、公正価値ヒエラルキーのレベル３に区分される。これは、特定の

負債性金融商品または資本性金融商品に適用され、一部は組込デリバティブの公正価値に、また、企業結合の条件付対価に関

する債務に適用されている。信用リスクは、FVTPL（純損益を通じて公正価値で測定）に分類された負債性金融商品の公正価値

を割引キャッシュ・フロー法で算定するために使用される主要な観察可能でないインプットであることが多い。この場合、比

較可能な発行体の信用スプレッドが適用されている。信用リスクが大幅に上昇すると公正価値が減少する場合がある一方、大

幅な低下によって公正価値が増加する場合もある。しかし、信用スプレッドの10％の相対的な変動は公正価値に重要な影響を

及ぼさない。

 

組込デリバティブは、主契約が金融商品でない場合、それぞれの主契約と分離されている。かかる主契約は通常、営業事業に

関連する売買契約である。組込デリバティブでは、当該契約からのキャッシュ・フローが、例えば為替レートまたは価格の変

動に応じて変動する。組込デリバティブは、主として、割引キャッシュ・フロー法を用い、観察可能でないインプットに基づ

いて内部で測定される。これには、予定取引高および市場データから算出された価格が含まれる。四半期報告の一環として、

これらの公正価値に基づく定期的なモニタリングが実施されている。
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償却原価で測定され、減損モデルが適用される金融資産の債務不履行リスクの最大値は、15,711百万ユーロ(2018年度：16,670

百万ユーロ)である。

 

減損モデルが適用される現存するローン・コミットメントの債務不履行リスクの最大値は、1,165百万ユーロ(2018年度：965百

万ユーロ)である。

 

減損モデルが適用されない金融資産の債務不履行リスクの最大値は、3,198百万ユーロ(2018年度：2,980百万ユーロ)である。

 

2017年６月に発行されたコベストロ株式に転換可能な負債性金融商品（転換社債）から生じる金融負債は、純損益を通じて公

正価値で測定されている。この転換社債は、デリバティブでない主契約としての負債性金融商品および複数の組込デリバティ

ブを含む混合金融商品である。

 

2018年５月まで、コベストロに対する持分は、バイエルグループの連結財務諸表において、持分法により関連会社として会計

処理されていた。数件の株式売却により、コベストロの財務および事業方針に係る意思決定に対する重要な影響力を喪失し

た。また、この結果会計処理方法の変更が生じた。2018年５月以降、バイエルは、コベストロに対する持分を資本性金融商品

として計上している。当該持分の公正価値の変動は、純損益を通じて認識されている。

 

金融商品の区分別の観察可能でないインプットに基づき公正価値で認識された金融資産および負債(レベル３)の金額の増減

は、以下の通りである。

 

金融資産および金融負債の増減(レベル３)  

 

資産－

FVTPL
１

FVTOCI
１

（リサイクリ

ングなし）

デリバティブ

(正味)

負債－

FVTPL
１

(デリバティ

ブ以外) 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

帳簿価額（純額）、2019年１月１日現在 937 186 32 (20) 1,135

純損益に認識された利得(損失) 44 ‒ (1) 4 47

　うち、財政状態計算書に認識された資

産／負債に関連する増減 44 ‒ (1) 4 47

純損益外で認識された利得(損失) ‒ 2 ‒ ‒ 2

資産／(負債)の取得 5 37 - (187) (145)

(資産)／負債の清算 - - (26) 6 (20)

連結範囲の変更 ‒ 6 ‒ - 6

為替差額 1 1 2 4 8

帳簿価額（純額）、2019年12月31日現在 987 232 7 (193) 1,033

 

1
測定区分の定義については、「金融商品の帳簿価額および公正価値」の表を参照のこと。
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金融資産および金融負債の増減(レベル３)  

 

資産－

FVTPL
１

FVTOCI
１

（リサイクリ

ングなし）

デリバティブ

(正味)

負債－

FVTPL
１

(デリバティ

ブ以外) 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

帳簿価額（純額）、2018年１月１日現在 821 68 10 (7) 892

純損益に認識された利得(損失) 28 ‒ 5 (5) 28

　うち、財政状態計算書に認識された資

産／負債に関連する増減 28 ‒ ‒ (5) 23

純損益外で認識された利得(損失) ‒ 13 ‒ ‒ 13

資産／(負債)の取得 102 116 17 (10) 225

(資産)／負債の清算 (14) (7) ‒ 1 (20)

売却による処分 ‒ ‒ ‒ 1 1

連結範囲の変更 ‒ (4) ‒ - (4)

帳簿価額（純額）、2018年12月31日現在 937 186 32 (20) 1,135

 

1
測定区分の定義については、「金融商品の帳簿価額および公正価値」の表を参照のこと。

 

 

純損益として認識された金額の増減額はその他の営業収益／費用、ならびに財務損益の受取利息、為替差損益およびその他の

財務収益／費用に含まれている。
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金融商品に係る収益、費用、利得および損失は、以下の区分に配賦可能である。

 
金融商品に係る収益、費用、利得および損失

  2019年

 

資産－

AC
１

資産－

FVTPL
１

FVTOCI
１

（リサイク

リングな

し）

ヘッジ会計

の要件を満

たさないデ

リバティブ

負債－

AC
１

負債－

FVTPL
１

(デリバティ

ブ以外) 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

受取利息 147 39 ‒ ‒ 52 ‒ 238

支払利息 (56) ‒ ‒ (10) (1,490) (1) (1,557)

関係会社への投資か

らの収益／費用 ‒ 31 ‒ ‒ ‒ ‒ 31

公正価値の増減 ‒ 52 ‒ 11 ‒ (1) 62

減損損失
2

(214) ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (214)

減損損失の戻入れ 148 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 148

為替差益／損 125 ‒ ‒ 83 (290) ‒ (82)

その他の財務収益／

費用 (3) (12) ‒ ‒ (33) ‒ (48)

純損益 147 110 ‒ 84 (1,761) (2) (1,422)

 

1
測定区分の定義については、「金融商品の帳簿価額および公正価値」の表を参照のこと。

2
ローン・コミットメントの予想信用損失を含む。

 

 

金融商品に係る収益、費用、利得および損失

  2018年

 

資産－

AC
１

資産－

FVTPL
１

FVTOCI
１

（リサイク

リングな

し）

ヘッジ会計

の要件を満

たさないデ

リバティブ

負債－

AC
１

負債－

FVTPL
１

(デリバティ

ブ以外) 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

受取利息 109 95 ‒ ‒ 50 ‒ 254

支払利息 (65) ‒ ‒ (2) (1,224) (1) (1,292)

関係会社への投資か

らの収益／費用 ‒ ‒ 1 ‒ ‒ ‒ 1

公正価値の増減 ‒ (444) ‒ 41 ‒ 230 (173)

減損損失 (197) ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ (197)

減損損失の戻入れ 184 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 184

為替差益／損 247 ‒ ‒ 89 (496) ‒ (160)

その他の財務収益／

費用 (11) - ‒ ‒ (15) (2) (28)

純損益 267 (349) 1 128 (1,685) 227 (1,411)

2018年度の数値は修正されている。

1
測定区分の定義については、「金融商品の帳簿価額および公正価値」の表を参照のこと。

 

AC区分内の資産および負債からの受取および支払利息には、ヘッジ会計の要件を満たす金利デリバティブによる収益および費

用も含まれている。

 

FVTPL区分内の資産の公正価値の増減には、コベストロに対する持分の公正価値の変動も含まれている。当該持分は、2018年５

月以降、資本性金融商品として表示されている。ヘッジ会計の要件を満たさないデリバティブの公正価値の増減は、主に商品

先渡契約および組込デリバティブに関連するものであった。
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2018年度において、FVTPL区分内の負債(デリバティブ以外)の公正価値における変動は、主に2017年６月に発行された負債性金

融商品(転換社債)に関する公正価値の調整額であった。この信用リスクに関連する公正価値の増減額は、重要ではなかった。

 

マスター・ネッティング契約の一部を形成しているデリバティブは、金融資産または負債からなり、IAS第32号に基づく財政状

態計算書上での相殺基準を満たしていない、または部分的にしか満たしていない契約当事者の一方が契約を違反した場合、ま

たは破たんした場合にのみ相殺可能となる。かかるデリバティブの正の公正価値の金額は109百万ユーロ(2018年度：166百万

ユーロ)、負の公正価値の金額は298百万ユーロ(2018年度：455百万ユーロ)であった。これには、同一の契約当事者が締結した

デリバティブの正および負の公正価値である74百万ユーロ(2018年度：104百万ユーロ)が含まれている。

 

 27.2 満期分析

報告期間末現在、バイエルグループがさらされる金融商品関連の流動性リスクは、金融負債の将来金利および分割返済額に関

連する債務と、デリバティブにより生じる流動性リスクからなる。

 

また、バイエル・ペンシオンスカッセおよびライニッシェ・ペンシオンスカッセの有効初期資金のうち、それぞれについて、

未だ支払われていない965百万ユーロ(2018年度：965百万ユーロ)および200百万ユーロ(2018年度：０百万ユーロ)に関するロー

ン・コミットメントがある。これにより、バイエルAGでは将来さらなる支払が生じる可能性がある。

 
金融商品の満期分析        

 

2019年

12月31日 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年

2024年

より後

 帳簿価額

利息および返

済額

利息および返

済額

利息および返

済額

利息および返

済額

利息および返

済額

利息および返

済額

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

返金負債 4,239 4,134 103 2 ‒ ‒ ‒

        

金融負債        

社債/約束手形 33,569 1,900 5,895 3,010 4,528 3,025 27,171

銀行に対する負債 3,988 672 3,455 - ‒ ‒ -

残りの負債 1,340 443 335 193 137 98 377

        

買掛金 6,426 6,404 11 2 1 1 7

        

その他の負債        

負債に係る未払利息 266 253 2 2 1 1 7

残りの負債 1,083 788 87 150 31 1 26

        

デリバティブによる負債        

ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ 177 127 49 - 1 ‒ ‒

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバ

ティブ 165 165 2 1 ‒ ‒ ‒

        

デリバティブによる債権        

ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ 71 10 8 28 2 1 ‒

ヘッジ会計の要件を満たさないデリバ

ティブ 110 66 17 1 ‒ ‒ ‒

        

ローン・コミットメント ‒ 1,165 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒

金融保証 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ 1
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金融商品の満期分析        

 

2018年
12月31日 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

2023年
より後

 帳簿価額
利息および返
済額

利息および返
済額

利息および返
済額

利息および返
済額

利息および返
済額

利息および返
済額

 
百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

百万
ユーロ

返金負債 3,782 3,622 145 15 ‒ ‒ ‒
        
金融負債        
社債/約束手形 35,402 3,235 2,094 5,762 2,951 4,414 29,610
銀行に対する負債 4,865 751 158 4,345 ‒ ‒ 3
残りの負債 955 627 60 53 43 32 303
        
買掛金 6,038 6,004 32 1 1 ‒ ‒
        
その他の負債        
負債に係る未払利息 268 257 1 1 1 1 7
残りの負債 888 791 56 17 8 3 13
        
デリバティブによる負債        
ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ 332 172 66 70 26 ‒ ‒
ヘッジ会計の要件を満たさないデリバ
ティブ 167 167 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒
        
デリバティブによる債権        
ヘッジ会計の要件を満たすデリバティブ 101 42 9 3 ‒ ‒ ‒
ヘッジ会計の要件を満たさないデリバ
ティブ 152 121 (1) (10) ‒ ‒ ‒
        
ローン・コミットメント ‒ 965 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒
金融保証 ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒ ‒

 

2018年度の数値は修正されている。

 

27.3 デリバティブに関する情報

資産および負債の公正価値および将来キャッシュ・フローは、為替リスク、金利リスクおよび商品価格リスクにさらされてい

る。デリバティブはこのリスクを軽減するため使用される。デリバティブが会計上のヘッジ関係におけるヘッジ手段として指

定されているケースもある。

 

為替リスク

外貨建の債権および負債は、会計上のヘッジ関係のない外国為替デリバティブを使用してヘッジされている。また、クロスカ

レンシー金利スワップもグループ内の貸付をヘッジするものとされている。当該スワップの一部はヘッジ会計におけるキャッ

シュ・フロー・ヘッジとして指定されている。

 

予定される外貨取引および調達活動に起因する将来キャッシュ・フローの変動は、デリバティブ契約によって部分的に回避さ

れ、そのほとんどがキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されている。

 

金利リスク

固定利付の借入金による金利リスクは、一部金利スワップを使用して管理されている。合計200百万ユーロの２つの金利スワッ

プは、2014年に発行され2021年に満期が到来する750百万ユーロの社債の公正価値ヘッジとして指定された。また、合計500百

万米ドルの２つの金利スワップが、2018年に発行され2025年に満期が到来する25億米ドルの社債の公正価値ヘッジとして指定

された。当該社債の帳簿価額は、2019年12月31日現在において、それぞれ748百万ユーロおよび2,216百万ユーロであった。

ヘッジ関連の調整（４百万ユーロおよび９百万ユーロ）により、当該帳簿価額はそれぞれ752百万ユーロおよび2,225百万ユー

ロに増加した。純損益を通じて認識する必要のある重要なヘッジの非有効部分はなかった。
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モンサント取得の資金調達に関連する金利リスクは、キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定された金利デリバティブを用い

て部分的にヘッジされた。当該デリバティブの取得日時点の公正価値は、当該取得の資金調達目的で発行した社債の期間にわ

たって、キャッシュ・フロー・ヘッジに係る剰余金から受取および支払利息に償却される。

 

商品価格リスク

ヘッジ契約は、調達および販売市場における価格変動に起因する将来の現金流出額および流入額の変動に対するエクスポー

ジャーを部分的に低減するためにも使われている。これらの契約の一部は、キャッシュ・フロー・ヘッジまたは公正価値ヘッ

ジとして指定されている。

 

株式に基づく従業員報酬プログラムによる債務のヘッジ

株式に基づく報酬プログラム(アスパイア)の下で従業員に変動額の支払を行うための債務の一部は、期日に現金で決済される

デリバティブ契約を用い、株価変動に対してヘッジされる。これらのデリバティブはキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定

されている。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジに関するその他の情報

2019年度におけるキャッシュ・フロー・ヘッジによるその他の包括利益は、デリバティブの公正価値の増減により115百万ユー

ロ減少(2018年度：125百万ユーロ増加)した。デリバティブの公正価値における合計増減額107百万ユーロは2019年度に純損益

を通じて認識された(2018年度：124百万ユーロ)。

 

以下の表は、税引前のキャッシュ・フロー・ヘッジに係る剰余金の増減をリスク区分別に示している。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジに係る剰余金の増減（税引前）

 

 

計上取引の

為替ヘッジ

予定取引の為替

ヘッジ

予定取引の金利

ヘッジ 商品価格ヘッジ

株式に基づく従業

員報酬プログラム

のヘッジ 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

2017年12月31日現在 21 (95) (19) ‒ (4) (97)

 公正価値の変動 (10) 100 283 (17) (231) 125

 純損益への振替 ‒ (3) (19) ‒ 146 124

のれんへの振替 ‒ (37) ‒ ‒ ‒ (37)

2018年12月31日現在 11 (35) 245 (17) (89) 115

 公正価値の変動 - (236) - (1) 122 (115)

 純損益への振替 (11) 196 (36) - (42) 107

棚卸資産への振替 - - - 17 - 17

2019年12月31日現在 0 (75) 209 (1) (9) 124

 

2019年度において、純損益を通じて認識する必要のある重要なヘッジの非有効部分はなかった。
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主要区分におけるデリバティブの期末現在の公正価値と、これに含まれるヘッジの取引高が以下の表に示されている。

 
デリバティブの公正価値   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 想定元本
1

正の

公正価値
3

負の

公正価値
4
想定元本

1

正の

公正価値
3

負の

公正価値
4

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

計上取引の為替ヘッジ
2,3

18,165 129 (172) 15,895 60 (123)

為替予約 16,942 83 (137) 15,711 59 (122)

クロスカレンシー金利スワップ 1,223 46 (35) 184 1 (1)

うち、キャッシュ・フロー・ヘッジ 1,198 45 (35) - - -

　       

予定取引の為替ヘッジ
2,4

4,233 35 (70) 5,395 17 (91)

為替予約 4,169 35 (69) 5,279 16 (91)

うち、キャッシュ・フロー・ヘッジ 3,941 34 (64) 5,121 14 (85)

通貨オプション 64 - (1) 116 1 -

うち、キャッシュ・フロー・ヘッジ 64 - (1) 116 1 -

　       

計上取引の金利ヘッジ
2,3

200 8 - 645 16 -

金利スワップ 200 8 - 645 16 -

うち、公正価値ヘッジ 200 8 - 645 16 -

　       

商品価格ヘッジ
2,4

936 32 (14) 823 23 (22)

商品先渡契約 934 31 (14) 797 21 (22)

うち、公正価値ヘッジ 87 - (3) - - -

うち、キャッシュ・フロー・ヘッジ 464 14 (3) 426 14 (5)

商品オプション契約 2 1 - 26 2 -

　       

株式に基づく従業員報酬プログラムの

ヘッジ
2,4

731 - (226) 706 26 (87)

株式先渡取引 731 - (226) 706 26 (87)

うち、キャッシュ・フロー・ヘッジ 731 - (226) 706 26 (87)

　       

合計 24,265 204 (482) 23,464 142 (323)

うち、12ヶ月以内満期のデリバティブ 23,169 171 (320) 21,793 86 (272)

為替ヘッジ 22,253 145 (242) 20,913 65 (213)

金利ヘッジ
5

- - - - 2 -

商品価格ヘッジ 746 26 (14) 690 19 (22)

株式に基づく従業員報酬プログラムの

ヘッジ 170 - (64) 190 - (37)

 

1
　想定元本は総額で計上され、経済的見地からクローズされたポジションも含まれている。

2
　正の公正価値を有するデリバティブは、財政状態計算書上「その他の金融資産」に認識されている。

3
　負の公正価値を有するデリバティブは、財政状態計算書上「金融負債」に認識されている。

4
　負の公正価値を有するデリバティブは、財政状態計算書上「その他の負債」に認識されている。

5
　長期金利スワップの公正価値のうち、一年以内の利払いに関連する金額を含む。
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以下の表は、期末時点で存在し、かつヘッジ会計の要件を満たす重要なデリバティブのヘッジ比率の概観を示している。

ヘッジ会計のデリバティブのヘッジ比率

 2019年12月31日

 短期デリバティブ 長期デリバティブ

 名目価額

平均ヘッジ比

率

名目価額

（百万）

平均ヘッジ比

率

計上取引の為替ヘッジ     

クロスカレンシー金利スワップ－

キャッシュ・フローヘッジ     

  ユーロ／トルコ・リラ     

  ユーロ／米ドル     

     

予定取引の為替ヘッジ     

為替予約－キャッシュ・フロー・ヘッジ     

 売り  売り  

  ユーロ／オーストラリア・ドル 248百万オーストラリア・ドル 1.64   

  ユーロ／ブラジル・レアル 2,294百万ブラジル・レアル 4.62   

  ユーロ／カナダ・ドル 654百万カナダ・ドル 1.52   

  ユーロ／オフショア人民元 8,785百万オフショア人民元 7.99   

  ユーロ／英ポンド 254百万英ポンド 0.89   

  ユーロ／日本円 52,020百万円 121.88   

  ユーロ／韓国ウォン 107,650百万韓国ウォン 1,324.68   

  ユーロ／メキシコ・ペソ 2,462百万メキシコ・ペソ 23.28   

  ユーロ／ロシア・ルーブル 16,415百万ロシア・ルーブル 77.92   

  ユーロ／台湾ドル 1,575百万台湾ドル 34.78   

  ユーロ／米ドル 1,507百万米ドル 1.14 113米ドル 1.14

  ユーロ／南アフリカ・ランド 1,221百万南アフリカ・ランド 17.35   

  米ドル／カナダ・ドル 105百万カナダ・ドル 1.32   

 買い    

  ユーロ／米ドル 67百万米ドル 1.12   

ユーロ／オーストラリア・ドル 9オーストラリア・ドル 1.64   

ユーロ／カナダ・ドル 22カナダ・ドル 1.48   

  ユーロ／英ポンド 9英ポンド 0.89   

  オーストラリア・ドル／米ドル     

     

株式に基づく従業員報酬プログラム

のヘッジ

株式数

（千）

平均ヘッジ比

率(ユーロ)

株式数

（千）

平均ヘッジ比

率（ユーロ）

株式先渡取引－キャッシュ・フロー

・ヘッジ     

 買い  買い  

  バイエル株式 2,156 90.07 6,799 74.08
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ヘッジ会計のデリバティブのヘッジ比率

 2018年12月31日

 短期デリバティブ 長期デリバティブ

 名目価額

平均ヘッジ比

率

名目価額

（百万）

平均ヘッジ比

率

計上取引の為替ヘッジ     

クロスカレンシー金利スワップ－

キャッシュ・フローヘッジ 売り    

  ユーロ／トルコ・リラ 120百万トルコ・リラ 3.23   

  ユーロ／米ドル 1,350百万米ドル 1.15   

     

予定取引の為替ヘッジ     

為替予約－キャッシュ・フロー・ヘッジ     

 売り    

  ユーロ／オーストラリア・ドル 243百万オーストラリア・ドル 1.62   

  ユーロ／ブラジル・レアル 1,685百万ブラジル・レアル 4.54   

  ユーロ／カナダ・ドル 499百万カナダ・ドル 1.58   

  ユーロ／オフショア人民元 5,900百万オフショア人民元 8.12   

  ユーロ／英ポンド 326百万英ポンド 0.89   

  ユーロ／日本円 51,690百万円 130.19   

  ユーロ／韓国ウォン 122,670百万韓国ウォン 1,322.75   

  ユーロ／メキシコ・ペソ 2,629百万メキシコ・ペソ 24.76   

  ユーロ／ロシア・ルーブル 16,835百万ロシア・ルーブル 78.89   

  ユーロ／台湾ドル 1,929百万台湾ドル 35.51   

  ユーロ／米ドル 883百万米ドル 1.20   

  ユーロ／南アフリカ・ランド 1,236百万南アフリカ・ランド 16.99   

  米ドル／カナダ・ドル 151百万カナダ・ドル 1.31   

 買い -   

  ユーロ／米ドル 150百万米ドル 1.18   

ユーロ／オーストラリア・ドル     

ユーロ／カナダ・ドル     

  ユーロ／英ポンド     

  オーストラリア・ドル／米ドル 14百万米ドル 0.71   

     

株式に基づく従業員報酬プログラム

のヘッジ

株式数

（千）

平均ヘッジ比

率(ユーロ)

株式数

（千）

平均ヘッジ比

率（ユーロ）

株式先渡取引－キャッシュ・フロー

・ヘッジ     

 買い  買い  

  バイエル株式 1,517 104.29 6,971 82.42
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28. リース

 

IFRS第16号の適用開始日時点でのリースの会計処理方法の変更による影響と選択されたオプションは注記（２）の「2019年度

に適用を開始した財務報告基準」に記載されている。

 

バイエルが借手になるリース契約は、主に不動産、機械、装置、または車両に係るものであり、リース契約は個別に交渉さ

れ、それぞれ延長、解約、購入オプションなどで異なる取り決めが含まれている。

 

バイエルが借手である土地および建物のリース期間は平均で6.5年である。多くの場合、これらのリースで合意された支払い

は、それぞれの国の消費者物価指数に基づいて毎年調整される。建物のリースには、一般的に、貸手の同意を得た場合を除き

サブリースを禁止する条項が含まれている。土地や建物以外の資産のリース期間は平均4.2年である。

 

以下の使用権資産は、有形固定資産として認識される。

 

使用権資産   

  2019年３月31日

  百万ユーロ

土地および建物  765

投資不動産  4

工場設備および機械  165

什器、備品およびその他の装置  243

建設仮勘定及び前払金  96

合計  1,273

 

2019年に認識された使用権資産の増加は333百万ユーロである。

 

未払リース料の満期は以下の通りである。

 

未払リース料の満期        

 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年以降 合計

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

リース料 358 332 192 137 98 377 1,494

 

リース負債の詳細は、注記[24]に示されている。

 

2019 年の資産グループに関する使用権資産の減価償却費は以下の通り：

 

使用権資産の減価償却   

  2019年

  百万ユーロ

土地および建物  236

工場設備および機械  29

什器、備品およびその他の装置  119

合計  384
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また、バイエルが借手であったリース契約に関連して、2019年の損益計算書で以下の金額が認識された。

 

損益計算書におけるリースの影響   

  2019年

  百万ユーロ

リース負債の割引の割戻による利息費用  (65)

リース期間が1か月から12か月の短期リースの費用  (275)

少額資産のリースの費用  (8)

リース負債の測定に含まれない変動リース料  (10)

使用権資産のサブリースによる収益  5

リースバック取引による損益  1

合計  (352)

 

2019年のリースに関連するキャッシュ・アウトフローは793百万ユーロである。2019年12月31日時点で、まだ開始されていない

短期リースに関する15百万ユーロの未認識負債が存在する。2019年12月31日時点で、契約したがまだ開始されていないリース

(短期リースを除く)31百万ユーロがある。

 

29. 偶発負債およびその他の財務コミットメント

 

偶発負債

報告期間末現在、以下の製品保証契約、保証およびその他の偶発負債が存在した。

 
偶発負債   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

製品保証 88 98

保証 82 -

その他の偶発負債 816 3,099

合計 986 3,197

 

保証は主に、英国の年金制度の受託者に対してバイエルAGが発行した、バイエル・パブリック・リミテッド・カンパニー

(Bayer Public Limited Company)（英国、レディング）およびバイエル・クロップサイエンス・リミテッド(Bayer

CropScience Limited)（英国、ケンブリッジ）の年金債務を補償する宣言書からなる。この宣言書に基づき、バイエルAGはか

かる２社に加えて、受託者から支払要請を受けた場合に、当該年金制度にさらなる支払を行う責務を負う。2019年12月31日現

在、これらの確定給付制度に関する正味負債は減少し、０百万ユーロ(2018年12月31日現在：82百万ユーロ)となった。

 

2019年12月31日現在におけるその他の偶発負債は、約31億ユーロ(2018年12月31日現在：８億ユーロ)であり、主にドイツ、米

国、ブラジル、ギリシャ、イタリアを含む諸国における税金法、労働法、不法行為法その他に関連するものであった。
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その他の財務コミットメント

その他の財務コミットメントは以下の通りである。

 
その他の財務コミットメント   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

有形固定資産の購入契約に基づくコミットメント 811 841

無形資産を取得する契約上の義務 224 227

資本拠出コミットメント 464 413

有効初期資金の未払部分 965 1,165

共同契約に基づく潜在的な支払債務 2,121 2,620

収益に基づくマイルストーンの支払コミットメント 2,187 3,084

合計 6,772 8,350

2018年度の数値は修正されている。

 

その他の財務コミットメントの満期は以下の通りである。

 

その他の財務負債の満期  

 
共同契約に基づく

支払債務

収益に基づく

マイルストーンの

支払コミットメント

 2018年度 2019年度 2018年度 2019年度

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

 満期１年以内 315 215 87 75

満期１年から５年 715 661 65 1

満期５年超 1,091 1,744 2,035 3,008

合計 2,121 2,620 2,187 3,084

 

バイエルグループは、複数の第三者と提携契約を締結しており、当該契約の下で特定のマイルストーンまたはその他の一定の

条件に基づきさまざまなプロジェクトへの資金提供に合意している、またはその他の支払債務を引き受けている。表示されて

いる金額は、最大の支払額を表しており、それらがすべて支払われる可能性は低い。支払条件が達成されるかどうかは不確実

性が非常に高いため、実際の支払金額および支払日は表中に示されているものとは大幅に異なる可能性がある。2019年度にお

ける共同契約に基づく潜在的な支払債務および収益に基づくマイルストーンの支払コミットメントの増加は、主にブルーロッ

ク・セラピューティクス社(米国マサチューセッツ州ケンブリッジ)の全部取得、およびアルビナス・オペレーションズ社(米国

ニューヘイブン)やブロード研究所(米国ケンブリッジ)との提携およびライセンス契約によるものであった。

 

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

230/482



30. 法的リスク

 

多角的な事業ポートフォリオを有する世界的規模の企業として、バイエルグループは、特に製造物責任、競争および反トラス

ト法、腐敗防止、特許権侵害、税務調査、ならびに環境問題の分野で多数の法的リスクにさらされている。現在または将来に

おける訴訟手続の結果は、通常は予測することができない。そのため、法律上または規制上の判断または将来の和解によっ

て、保険会社の補償金支払の対象とならない、または全額補償の対象とならない費用が発生し、当社の収益および利益に重要

な影響を及ぼす恐れもある。

 

重要なリスクがあると現在考えられている訴訟手続の概要を以下に示す。これらの訴訟手続は必ずしもすべてを網羅したもの

ではない。

 

製品関連訴訟

ミレーナ
TM
：2020年2月6日現在、長期の避妊を可能とする子宮内黄体ホルモン放出システム「ミレーナ

TM
」の使用者約730名に

よる訴訟が米国内でバイエルに送達されていた（すでに係属していない、または訴え棄却の申立てが係属している訴訟を除

く。）。原告は、「ミレーナ
TM
」を用いた結果、頭蓋内圧亢進症を含む人身被害を受けたと主張し、補償的および懲罰的損害賠

償を求めている。原告は、特に、「ミレーナ
TM
」には欠陥があること、およびバイエルは「ミレーナ

TM
」の使用に関するリスク

を知っていたかまたは知っているべきであったところ、使用者への適切な警告を怠ったと主張している。2017年、米国連邦裁

判所において係属中の、原告が特発性頭蓋内圧亢進症を主張しているほとんどの案件は併合され、共通の事実審理前手続きを

行う広域係属訴訟（以下「MDL」という。）となっている。2019年6月、MDL裁判所は、当該裁判所において係属中の約730件を

すべて棄却するとの略式判決を下した。原告はこの決定に対して上訴している。穿孔案件に関連するもう1件のMDL手続は棄却

された。原告が穿孔を主張した案件は、総額12百万米ドルで和解した。和解金は2019年11月に拠出された。突発性頭蓋内圧亢

進症以外の被害を主張して送達されたすべての案件は棄却され、または棄却が係属中である。

 

2020年2月6日現在、「ミレーナ
TM
」に関して集団訴訟の認定を求める5件のカナダの訴訟がバイエルに送達されていた。バイエ

ルは実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

バイエルは、本訴訟に残存するリスクはもはや重要ではないと信じている。

 

イグザレルト
TM
：2020年2月6日現在、血栓を治療、予防する経口抗凝固剤「イグザレルト

TM
」の服用者約27,200名による米国の

訴訟が、バイエルおよび米国における「イグザレルト
TM
」の販売会社であるヤンセン・ファーマシューティカルズに送達されて

いた。原告は、「イグザレルト
TM
」の使用により、脳、消化管またはその他の出血および死亡を含む人身被害を受けたと主張

し、補償的および懲罰的損害賠償を求めている。原告は、特に、「イグザレルト
TM
」には欠陥があること、およびバイエルは

「イグザレルト
TM
」の使用に伴うこれらのリスクを知っていたかまたは知っているべきであったところ、使用者への適切な警告

を怠ったと主張している。新たな訴訟の提起も予想されている。2019年3月、事実審理に進んだ全6件における勝訴の後、バイ

エルとヤンセンは、米国において係属中のほぼすべての案件について、775百万米ドルで和解するとの包括的合意に達した。

2020年1月、和解金（両社間で均等に分配された。）は全額拠出され、係属中のすべての上訴は取り下げられた。請求管理者は

資金分配手続を開始しており、今後和解済み案件の取下げが続くこととなる。残りの案件は、要件を満たす必要があるか、ま

たは取下げの対象となる。
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2020年2月6日現在、「イグザレルト
TM
」に関して集団訴訟の認定を求める10件のカナダの訴訟がバイエルに送達されていた。提

案されていた集団訴訟のうち1件が認定された。バイエルは上訴許可の申立てを行った。バイエルは実体上の抗弁を有している

と信じており、積極的に防御していく意向である。

 

Essure
TM
：2020年2月6日現在、手術を行わない方法による永続的避妊を提供する医療器具「Essure

TM
」の使用者約33,100名によ

る米国の訴訟がバイエルに送達されていた。原告は、「Essure
TM
」の使用により、子宮摘出、穿孔、疼痛、出血、体重増加、

ニッケル過敏症、抑うつおよび望まない妊娠を含む人身被害を受けたと主張し、補償的および懲罰的損害賠償を求めている。

新たな訴訟の提起も予想されている。

 

2020年2月6日現在、「Essure
TM
」に関して集団訴訟の認定を求める2件のカナダの訴訟がバイエルに送達されていた。提案され

ていた集団訴訟のうち1件が認定された。バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向であ

る。

 

ネオニコチノイドに関するカナダの集団訴訟： 有効成分イミダクロプリドおよびクロチアニジン（ネオニコチノイド）を含有

する農薬製品に関連して、カナダのケベック州およびオンタリオ州において、バイエルを相手取った集団訴訟（提案）が提起

された。原告は蜂蜜生産者であり、オンタリオ州で全国的な集団訴訟（提案）を、またケベック州でケベック州限定の集団訴

訟を提起している。原告は補償的損害賠償および懲罰的損害賠償を求めており、バイエルおよびもう1社の農薬会社にはネオニ

コチノイド系殺虫剤の設計、開発、マーケティングおよび販売において過失があったと主張している。オンタリオ州の集団訴

訟（提案）はごく初期の手続段階にある。ケベック州では、2018年に裁判所が原告の提案した集団を認定した。バイエルは実

体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

Roundup
TM
（グリホサート）：2020年2月6日現在、バイエルの子会社であるモンサントが製造したグリホサートをベースとする

製品にさらされたと主張する約48,600名の原告による訴訟が、米国でモンサントに送達されていた。グリホサートは、

「Roundup
TM
」ブランドの製品を含むモンサントの多数の除草剤に含まれる有効成分である。原告は、これらの製品にさらされ

たことから非ホジキンリンパ腫（以下「NHL」という。）および多発性骨髄腫を含む人身被害を受けたと主張し、補償的および

懲罰的損害賠償を求めている。原告は特に、グリホサートをベースとした除草剤製品には欠陥があること、およびモンサント

は当該製品に関連すると主張されるリスクを知っていたかまたは知っているべきであったところ、使用者への適切な警告を

怠ったと主張している。新たな訴訟の提起も予想されている。原告の大半は、ミズーリ州およびカリフォルニア州の州裁判所

において訴訟を提起している。米国連邦裁判所で係属中の案件は、共通の事実審理前手続のため、カリフォルニア州北部地区

におけるMDLとして併合されている。
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カリフォルニア州の州裁判所および連邦裁判所における事実審理に進んだ最初の3件は、原告に有利な陪審評決となった。その

後事実審裁判所に提出された事実審理後の異議申立てでは、損害賠償および懲罰的損害賠償の減額のみが行われた。当社は全3

件において上訴した。このうち1件ではブリーフィングが完了しており、2020年3月または4月に口頭弁論の日程が組まれる可能

性が高い。他の2件の上訴ではまだブリーフィングが続いている。当社は、当該評決は事実審理における証拠および法律に裏付

けられたものではないと信じており、したがって積極的に上訴を追求していく意向である。800件を超える科学研究および世界

中の規制当局が、グリホサートは表示された指示に従って使用すれば安全であることを確認している。重要なことに、最大か

つ最新の疫学研究では、これらはヒトの集団における曝露の影響評価に最も関連のある研究であるが、他の殺虫剤の使用に対

応して調整される場合、現実世界での使用において、グリホサートベースの除草剤とNHLの間には、全体として関連性がないこ

とが発見された。加えて、米国環境保護庁の2017年のリスク評価では、100件を超える研究を審査して、グリホサートは「ヒト

のがんを誘発する可能性は低い」と結論付けた。これを背景として、米国司法省および米国環境保護庁は、連邦裁判所案件の

上訴において、モンサントによる上訴の中心を占めるいくつかの重要な主張を支持する法廷助言者意見書（amicus brief）を

提出した。

 

当初、2019年および2020年初期に開始が予定されていた多数の事実審理が続いている。この継続は、裁判所命令による調停手

続を誠意をもって継続するため、また訴訟全体を合理的解決に導くプロセスを含む合理的な条件で和解に達することができる

かを探るための余地を当事者に与えることを意図している。次回の事実審理は、ミズーリ州裁判所において2020年3月下旬に開

始される予定である。ただし、事実審理の日程は流動的で変更されることがある。

 

2020年2月6日現在、集団訴訟の認定を求める「Roundup
TM
」関連のカナダの訴訟11件が、バイエルに送達されていた。

 

バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、グリホサートの安全性と当社のグリホサートベース製剤を積極的に防御

していく意向である。

 

ジカンバ：2020年2月6日現在、米国の州および連邦裁判所において、バイエルの子会社であるモンサントおよび共同被告人で

あるBASFに対し、モンサントの除草剤「Xtendimax
TM
」およびジカンバを含有するその他の製品が、標的外への飛散により作物

被害を引き起こしたと主張する、約170名の原告による訴訟が送達されていた。原告は特に、モンサントおよびBASFはジカンバ

の散布がかかる被害を引き起こすことを知っていたかまたは知っているべきであったところ、その防止を怠ったと主張してい

る。新たな訴訟の提起も予想されている。2018年、35件の個別案件が、ミズーリ州の連邦裁判所におけるMDLとして統合され

た。原告は集団訴訟の認定を求めている。2020年2月、MDL手続における最初の事実審理（バーダー・ファームズ事件）によ

り、原告に補償的損害賠償15百万米ドルおよび懲罰的損害賠償250百万米ドルからなる265百万米ドルの損害賠償が認められ

た。モンサントおよび共同被告であるBASFは、総額265百万米ドルの認定額について連帯責任を負う。当社はこの決定に反対で

あり、早急に上訴する計画である。バーダー・ファームズ事件では、モンサント製品が当該農場に存在し、主張された損害に

対して責任があることを示す適格な証拠は一切提示されなかった。当社は実体上の抗弁を有していると信じており、これらの

案件において自社を積極的に防御していく意向である。
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法定の製造物責任賠償請求に対する保険

上記の製品関連訴訟に関連して、バイエルは、関連業界における通常の範囲内で法定の製造物責任賠償請求に対する保険をか

けており、また現在入手可能な情報に基づき、予想される防御費用に関して適切な会計上の対策を講じている。ただし、

「Essure
TM
」および「Roundup

TM
」（グリホサート）の損害賠償請求に関する会計上の対策は、利用可能な保険の保障範囲を超

えている。

 

特許権に関する争い

アデムパス
TM
：2018年、バイエルは、アレンビック・ファーマシューティカルズ・リミテッド（Alembic Pharmaceuticals

Limited）、アレンビック・グローバル・ホールディング・エスエー（Alembic Global Holding SA）、アレンビック・ファー

マシューティカルズ・インク（Alembic Pharmaceuticals, Inc.）およびINCリサーチ・エルエルシー（INC Research, LLC）

（以下総称して「アレンビック」という。）を相手取り、またMSNラボラトリーズ・プライベート・リミテッド（MSN

Laboratories Private Limited）およびMSNファーマシューティカルズ・インク（MSN Pharmaceuticals Inc.）（以下総称して

「MSN」という。）を相手取り、またテヴァ・ファーマシューティカルズ USA インク（Teva Pharmaceuticals USA, Inc.）お

よびテヴァ・ファーマシューティカル・インダストリーズ・リミテッド（Teva Pharmaceutical Industries Ltd.）（以下総称

して「テヴァ」という。）を相手取って、米国連邦裁判所に特許権侵害訴訟を提起した。2017年、バイエルは、アレンビッ

ク、MSNおよびテヴァがそれぞれ米国においてバイエルの肺高血圧症治療剤「アデムパス
TM
」のジェネリック版の承認を求めて

パラグラフIV証明を含む医薬品簡略承認申請（以下「ANDA Ⅳ」という。）を行ったとの通知を受け取っていた。2018年、裁判

所は、バイエルとテヴァの共同請求に応じて、バイエルの特許は有効であり、テヴァによって侵害されていると決定した。こ

れによりテヴァとの特許紛争は終了した。2019年、アレンビックに対する訴訟は、アレンビックとの紛争において争点となっ

ていた唯一の特許が期限切れとなった後に棄却された。テヴァを相手取った手続において支持された特許は引き続き有効であ

り、MSNとの紛争の争点となっている。

 

ベタフェロン
TM
／Betaseron

TM
：2010年、バイエルは、バイオジェン・アイデック MA インク（Biogen Idec MA Inc.）を相手取

り、バイオジェンが2009年に取得した特許は無効であり、バイエルによる「Betaseron
TM
」（バイエルの多発性硬化症の治療

薬）の製造販売によって侵害されていないとの裁判所の宣言を求めて、米国連邦裁判所に訴訟を提起した。バイオジェンは、

バイエルが「Betaseron
TM
」および「Extavia

TM
」の製造販売によって特許を侵害していると主張して、バイエルを訴えた。バイ

エルは「Betaseron
TM
」を製造し、米国内で販売している。「Extavia

TM
」も多発性硬化症の治療用医薬品であり、バイエルによ

り製造されているが、本件のもう1名の被告であるノバルティス・ファーマシューティカルズ・コーポレーション（Novartis

Pharmaceuticals Corporation）により米国で販売されている。2016年、米国連邦裁判所は、争点となっている特許権の範囲に

ついてバイオジェンに有利な判決を下した。バイエルはこの判決を不服としており、米国連邦裁判所の事実審理終結時に控訴

する可能性がある。2018年、陪審は、バイオジェンの特許は無効であるとの決定を、バイオジェンがEMDセローノ・インク

（EMD Serono, Inc.）（以下「セローノ」という。）およびファイザー・インク（Pfizer Inc.）（以下「ファイザー」とい

う。）を相手取った同特許権の侵害訴訟の審理終結時に下した。同年、裁判所は陪審の評決を覆し、バイオジェンに有利な判

決を下した。セローノおよびファイザーは上訴した。バイエルに対するバイオジェンの主張の事実審理はまだ予定されていな

い。
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Jivi
TM
（BAY 94-9027）：2018年、ネクター・セラピューティクス（Nektar Therapeutics）（以下「ネクター」という。）、バ

クスアルタ・インコーポレーテッド（Baxalta Incorporated）およびバクスアルタ・ユー・エス・インク（Baxalta U.S.,

Inc.）（以下総称して「バクスアルタ」という。）は、バイエルを相手取り、米国で血友病治療薬「Jivi
TM
」として承認されて

いるBAY 94-9027は、ネクターの5件の特許を侵害していると主張して、米国連邦裁判所に別の訴状を提出した。この5件の特許

はネクター名義で登録され、さらに「分枝ポリマーおよびそれらの結合体」と題する欧州出願特許を含むパテントファミリー

の一部である。このパテントファミリーは、米国とドイツで現在も係属中の先の特許紛争において問題となっているものとは

異なる。2018年、バイエルは、血友病分野におけるバイエルとネクターの過去の共同研究に基づき、当該欧州出願特許に対す

る権利を主張して、ドイツのミュンヘン行政裁判所に訴訟を提起した。2017年、バクスアルタおよびネクターは、バイエルを

相手取り、BAY 94-9027がネクター社の他の7件の特許を侵害していると主張して、同じ米国連邦裁判所に対してすでに訴状を

提出していた。これら7件の特許はネクター名義で登録され、さらに「高分子第Ⅷ因子部分抱合体」と題する欧州特許出願

（2013年にバイエルがネクターを相手取ってドイツのミュンヘン地方裁判所に提起した訴訟の争点）を含むパテントファミ

リーの一部である。本訴訟においてバイエルは、血友病の分野におけるバイエルとネクターとの過去の共同研究に基づいて行

われた当該欧州特許出願に対する権利を主張している。しかしながら、バイエルは、当該パテントファミリーは、「Jivi
TM
」に

関わる有効な特許請求を含まないと信じている。バクスアルタの血友病治療薬「Adynovate
TM
」によるバイエルの特許の侵害に

ついて、同じ米国地方裁判所で並行している訴訟手続において、裁判所は、2019年2月の陪審裁判を受けて、2019年9月、バク

スアルタに対し、バイエルに181百万米ドルを支払うよう命じた。この命令は、バクスアルタによる不服申立ての対象となって

いる。

 

スチバーガ
TM
：2016年、バイエルは、アポテックス・インク（Apotex, Inc.）およびアポテックス・コーポレーション（Apotex

Corp.）（以下総称して「アポテックス」という。）を相手取り、米国連邦裁判所に特許権侵害訴訟を提起した。バイエルは、

アポテックスが米国におけるバイエルの抗悪性腫瘍剤「スチバーガ
TM
」のジェネリック版の承認を求めてANDA Ⅳ申請を行った

との通知を受け取っていた。

 

Bollgard II RR Flex
TM
／Intacta

TM
：2019年7月、ブラジル、マトグロッソ州の綿花生産者協会（AMPA）は、バイエル所有の綿

花技術「Bollgard II RR Flex
TM
」をカバーするバイエルの特許4件の無効化を求めて、連邦裁判所に特許無効訴訟を提起した。

2020年1月、ブラジルの特許庁は、裁判所手続において、異議申立てを受けた全4件の有効性を認めた。このうち2件の特許は、

ブラジルの特許庁における行政無効手続においても異議申立てを受けている。特許のうち1件（プロモーター特許）は、2017年

にマトグロッソ州大豆生産者協会（Aprosoja/MT）が大豆技術「Intacta
TM
」に関してブラジルの連邦裁判所に提起した特許無効

訴訟の争点にもなっている。特許無効請求に加え、両訴訟は、支払ったロイヤリティの倍額の返金を求めている。両訴訟は集

団訴訟として提起され、同一の連邦裁判所判事の下に進められている。バイエルの大豆技術「Intacta
TM
」はさらに他の2件の特

許によって保護されているが、そのうち1件は、リオグランデドスル州大豆生産者協会（Aprosoja/RS）がブラジルの特許庁に

おいて行っている行政無効手続において異議申立てを受けている。

 

バイエルは上記の進行中の特許権紛争について実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。
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その他の訴訟手続

Trasylol
TM
／アベロックス

TM
：1名のバイエル元従業員により申し立てがあった「Trasylol

TM
」（アプロチニン）および「アベ

ロックス
TM
」（モキシフロキサシン）の販売手法に関係する刑事的民事訴訟は、ニュージャージー州の連邦地方裁判所で係属中

である。本件では、証拠開示手続が進められている。米国政府は現時点では訴訟参加を拒否している。

 

Baycol
TM
：バイエルが国防総省との契約を不正に誘導したと主張する、私人による代理訴訟1件（Trasylol

TM
／アベロックス

TM

訴訟と同じ告発者によって提起された。）が、ミネソタ州の連邦地方裁判所において係属中である。本件では、証拠開示手続

が進められている。

 

BASFとの仲裁：2019年9月、バイエルは、BASF SEからの仲裁申立書の送達を受けた。BASFは、クロップサイエンス部門の一部

事業のBASFに対する売却に関して2017年および2018年に締結された資産購入契約に基づいて、補償請求権を有していると主張

している。BASFは、一定の人件費を含む特定の費用項目が適切に開示されておらず、売却対象事業の一部に分配されていたと

主張している。バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

ニューアーク湾環境事件：バイエルは米国において、連邦および州の環境保護当局による一連の請求に係わる多くの当事者の1

人となっている。これらの請求は、昔からニューアーク湾近辺または周辺水域で行われていたか、またはこれらの水路や近隣

の土地に有害廃棄物を排出したとされる事業活動に起因するものである。バイエルおよびその他の潜在的な責任当事者は、環

境を改善し、過去および将来の環境改善・修復費用および損害賠償金を拠出するよう求められている。2016年、バイエルは、

潜在的に責任のある2名の主要当事者が、連邦破産法第11条に基づく更生申請を行っていたと知らされた。バイエルは依然とし

てこれらの問題に対する自社の法的責任の範囲を判断することはできないが、この展開は、バイエルに割り当てられる可能性

のある分担費用に悪影響を及ぼす可能性が高い。

 

パセーイク河下流域事件において、バイエルを含む60社以上から成るグループは、米国環境保護庁（以下「EPA」という。）お

よびその他政府機関の監督の下、河床の汚染堆積物を調査している。将来の修復作業には、何らかの形の浚渫（その性質や範

囲は未定である。）および潜在的にその他の作業が含まれるだろう。パセーイク河下流域の除去費用に潜在的に法的責任を負

う当事者の1社であるオクシデンタル・ケミカル・カンパニー（Occidental Chemical Company）（OCC）は、EPAとの同意審決

に基づいて、修復計画を実行している。バイエルは最終的に調査および修復作業の費用の分担を求められるが、最終的救済に

大規模な浚渫や影響を受けた堆積物の処分が含まれることとなれば、この費用は多額に上る可能性がある。2018年、OCCは、過

去および将来の対処費用に関し、バイエルの子会社を含む他の潜在的に法的責任を負う数十名の当事者からの拠出および費用

の回収を求めて、ニュージャージー州の連邦裁判所に訴訟を提起した。証拠開示手続が進められており、バイエルは現時点で

法的責任の程度を判断することはできない。ニューアーク湾事件では、非関連当事者1名が、現在、EPAの監督の下にニュー

アーク湾の堆積物調査を実施している。当該調査は予備段階にある。バイエルは過去に調査費用の一部を拠出しており、

ニューアーク湾における将来の対処活動のための費用を負担する可能性がある。
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バイエルはさらに、自然資源受託者としての政府機関から、パセーイク河下流域、ニューアーク湾および周辺水域の汚染によ

る自然資源の損傷について、バイエルが法的責任を負う可能性があると通知されている。バイエルは現時点で法的責任の程度

を判断することはできない。

 

アスベスト：多数の訴訟において、原告は、バイエルおよび共同被告がアスベストの危険を知りながら十分な警告や保護を提

供せずに、その用地で過去数十年にわたり第三者を雇用したと申し立てている。さらに、米国におけるバイエルの関係会社1社

は、1976年までアスベスト製品を販売していた会社の法的な継承者である。ユニオン・カーバイドはこの負債についてバイエ

ルに補償することに同意した。同様に、バイエルの子会社であるモンサントは、モンサントの敷地における十分な警告や保護

のないアスベスト曝露を根拠とし、またアスベスト含有製品の製造販売を根拠とする多数の主張に直面している。バイエルは

本件について実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

PCB：バイエルの子会社であるモンサントは、PCBによる水域の様々な損傷について、PCBがどのようにそこに到達したかにかか

わらず、モンサント、ファルマシア（Pharmacia）およびソルーシア（Solutia）はPCBの製造業者として連帯して法的責任を負

うと主張する、米国の複数の政府機関が提起した訴訟の被告である。モンサントは、PCB製品の使用および曝露による人身被害

および／または財産損害を主張する多数の訴訟にも直面している。PCBは、1979年に米国で環境保護局（以下「EPA」とい

う。）によってPCBの製造が禁止されるまで、様々な目的で広く使用されていた人工の化学物質である。当社は、実体上の抗弁

を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

税金関連訴訟

ギリシャの印紙税：2014年、2016年および2017年に、ギリシャの第一審行政裁判所は、バイエルが、ギリシャの子会社への一

定のグループ内貸付について課された印紙税および付随課徴金の査定額（合計約130百万ユーロ）に対して提起した訴訟を棄却

した。バイエルはこの決定が誤りであると確信しており、関連する決定に対して控訴した。バイエルは自身の法的立場を裏付

ける実体上の主張を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。
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キャッシュ・フロー計算書に対する注記

 

キャッシュ・フロー計算書とは、期中における現金流入額および流出額が、バイエルグループの現金および現金同等物にどの

ような影響を与えたかを示すものである。

 

現金および現金同等物のうち、19百万ユーロ(2018年度：14百万ユーロ)は、為替制限により利用が限定されている。過去の経

験により、かかる制限は短期的なものとなることが示されている。

 

ユーロ圏外の連結会社が計上したキャッシュ・フローは、月間平均為替レートで換算される。現金および現金同等物について

は、決算日レートで換算される。「為替レートの変動による現金および現金同等物の増減額」は、個別項目として表示されて

いる。

 

 

31. 営業活動、投資活動および財務活動により獲得された(に使用した)正味現金

 

2019年度における営業活動によるキャッシュ・フロー(合計)は3.7％増加し、8,207百万ユーロとなった。継続事業からの営業

活動によるキャッシュ・フローは前年度から6.2％増加した。当該改善は主に、運転資本として滞留することとなる現金の減少

によって一部相殺されつつも、営業収益が増加したことに起因している。IFRS第16号の適用開始によりリース費用が営業利益

として認識されなくなったため、営業キャッシュ・フローにプラスの影響が生じた。

 

2019年度の投資活動に使用された正味現金は671百万ユーロであった。内、2,650百万ユーロ(2018年度：2,593百万ユーロ)が有

形固定資産と無形資産の取得による現金流出であった。事業売却に伴う現金流入額は、売却された現金を上回って2,546百万

ユーロ(2018年度：7,563百万ユーロ)であり、主にカレンタの持分売却およびコンシューマーヘルスにおける事業売却によるも

のであった。取得に伴う現金流出額は、取得された現金を上回って410百万ユーロ(2018年度：45,316百万ユーロ)であり、その

一部はブルーロック・セラピューティクス社(米国マサチューセッツ州ケンブリッジ)の残余持分の取得に関するものであっ

た。前年度においては、当該項目は農業事業の取得による現金流出に含められていた。非流動金融資産および流動金融資産に

関する正味現金流出額は575百万ユーロ(2018年度：5,717百万ユーロの流出) であった。

 

財務活動に使用された正味現金は8,389百万ユーロであり、内4,296百万ユーロが正味借入金返済額であった(2018年度：17,189

百万ユーロの正味借入金額)。正味支払利息は、1,478百万ユーロ(2018年度：919百万ユーロ)となった。配当金支払額は2,615

百万ユーロ(2018年度：2,407百万ユーロ)であった。IFRS第16号の適用開始の結果、リース料の返済要素および利息費用が財務

キャッシュ・フローとして認識されたため、現金流出額が増加した。
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以下の表は、2019年度における金融負債の増減を示している。

 
金融負債        

  

キャッシ

ュ・フロ

ー 非現金の増減  

 

2018年12月

31日現在  

取得

事業売却

為替の

影響

新規の

契約

IFRS第16号
2

公正価値の

増減
1

2019年12月

31日現在

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

社債/約束手形 35,402 (2,518) - 637 ‒ 48 33,569

銀行に対する負債 4,865 (789) (4) (10) ‒ ‒ 4,062

リース負債 399 (442) (30) 10 1,309 5 1,251

デリバティブによる負債 172 (70) - 68 ‒ (47) 123

その他の金融負債 556 (477) - 5 ‒ 5 89

合計 41,394 (4,296) (34) 710 1,309 11 39,094

 

1
　割引の影響を含む。

2
　リース負債は、IFRS第16号の適用開始により2019年１月１日現在で10億ユーロ増加した。

 

 

以下の表は、2018年度における金融負債の増減を示している。

 
金融負債        

  

キャッシ

ュ・フロ

ー 非現金の増減  

 

2017年12月

31日現在  取得

為替の

影響

新規の

契約

公正価値の

増減
1

2018年12月

31日現在

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

社債/約束手形 12,436 16,803 5,596 648 ‒ (81) 35,402

銀行に対する負債 534 3,352 1,072 (93) ‒ ‒ 4,865

ファイナンス・リースに

基づく負債 238 (43) 133 9 62 ‒ 399

デリバティブによる負債 240 (1) 1 (1) ‒ (67) 172

その他の金融負債 970 (2,292) 1,855 14 ‒ 9 556

合計 14,418 17,819 8,657 577 62 (139) 41,394

 

1
　割引の影響を含む。
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その他の情報

 

32．監査報酬

 

フランク・バイナは2017年12月31日に終了した事業年度に、また、ミヒャエル・メフレンは2019年12月31日に、初めて独立監

査人の監査報告書に署名した。フランク・バイナは監査責任パートナーである。

 

デロイトまたはデロイト・ゲーエムベーハー ヴィルトシャフツプリューフングスゲゼルシャフト(以下「デロイト GmbH WPG」

という。)のグローバルネットワークが行った業務に関して、以下の報酬が費用として認識された。

 
監査報酬     

  デロイト  

うち、デロイト

GmbH WPG

 2018年 2019年 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

財務諸表監査 15 14 6 5

監査関連業務およびその他の監査作業 3 8 3 7

税務アドバイザリー業務 3 4 - -

その他の業務 4 3 2 -

合計 25 29 11 12

 

デロイト・ゲーエムベーハー ヴィルトシャフツプリューフングスゲゼルシャフトの財務諸表監査報酬は、主に、バイエルグ

ループの連結財務諸表、ならびにバイエルAGおよびその子会社の財務諸表の監査報酬からなる。2019年にデロイト・ゲーエム

ベーハー ヴィルトシャフツプリューフングスゲゼルシャフトにより実施された監査関連業務およびその他の監査業務は、主に

動物用薬品事業の売却に関するものであり、概ね任意財務諸表監査および監査レビューから構成される。これらに加え、その

他のデロイト事務所がバイエルAGの子会社の財務諸表監査、実質的かつ直接的にバイエルグループの連結財務諸表またはバイ

エルAGの財務諸表に影響を及ぼさないコンプライアンス関連の税務アドバイザリー業務及びその他の動物医薬品事業の売却に

関する業務を実施した。

 

33．関連当事者

 

IAS第24号で定義される関連当事者とは、バイエルAGおよびその子会社に対して影響力を有する、またはそれとは反対に、バイ

エルAGもしくはその子会社が支配または共同支配を行う、または重要な影響力を有する法人および自然人である。関連当事者

には特に、公正価値で計上されている非連結子会社、公正価値で、または持分法を用いて計上されている共同支配企業および

関連会社、ならびに退職後給付制度が含まれる。関連当事者にはさらに、報酬が注記[34]および報酬報告書に示されているバ

イエルAGの役員が含まれる。報酬報告書は結合経営報告書の一部である。
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関連当事者   

 

財およびサービス

の販売

財およびサービス

の購入 債権 負債

 2018年度 2019年度 2018年度 2019年度 2018年度 2019年度 2018年度 2019年度

 

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

百万

ユーロ

非連結子会社 8 3 5 3 8 14 26 33

共同支配企業 1 3 ‒ - 4 5 178 58

関連会社 219 5 36 - 2 - 3 63

退職後給付制度 ‒ ‒ ‒ - 837 871 215 156

 

連結財務諸表上、持分法を用いて会計処理された会社の連結会社間取引による利益および損失は、2019年度および2018年度に

おいて重要性がなかった。

 

コベストロは、2018年５月に関連会社としての認識を中止された。そのため、関連会社に対して提供されるサービスが顕著に

減少した。2019年度にカセビア・セラピューティクスが共同支配企業でなくなったため、共同支配企業に対する負債が減少し

た。

 

バイエルAGは、バイエル・ペンシオンスカッセに対する名目価額150百万ユーロ(2018年度：150百万ユーロ)の利益参加型資本

(Genussrechtskapital)の提供を、有利子貸付金の形で行っている。2019年12月31日現在、全額が利用されていた。帳簿価額は

154百万ユーロ(2018年度：152百万ユーロ)であった。有効初期資金としてバイエル・ペンシオンスカッセに提供された貸付資

本の名目価額は2019年12月31日現在、635百万ユーロ(2018年度：635百万ユーロ)であった。帳簿価額は652百万ユーロ(2018年

度：643百万ユーロ)であった。異なるトランシェからなる未収債権はそれぞれ、５年の金利調整メカニズムの対象となる。

2019年度には、受取利息12百万ユーロ(2018年度：16百万ユーロ)および公正価値の変動による収益22百万ユーロ(2018年度：８

百万ユーロの支払利息)が認識された。

 

2019年度または2018年度において、関連当事者からの債権について重要な減損損失は認識されていない。
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34. 取締役会および監査役会に対する報酬総額、前渡金ならびに貸付金

 

2019年度において、取締役会および監査役会に対する報酬は39,035千ユーロ（2018年度：24,449千ユーロ）であり、監査役会

に対する報酬は3,938千ユーロ（2018年度：3,897千ユーロ）、取締役会に対する報酬は35,097千ユーロ（2018年度：20,552千

ユーロ）であった。監査役会に対する報酬は、全て短期構成要素であった。取締役会に対する報酬は、短期構成要素15,211千

ユーロ（2018年度：15,149千ユーロ）および長期構成要素11,172千ユーロ（2018年度：5,403千ユーロ）からなっていた。当該

長期構成要素には、株式に基づく報酬が7,733千ユーロ（2018年度：1,914千ユーロ）が含まれていた。加えて、役務契約の終

了に関連する離職手当8,714千ユーロ（2018年度：０千ユーロ）が支払われた。

 

2019年度に取締役会の前メンバーおよびその遺族である扶養家族に支払われた年金は、12,078千ユーロ(2018年度：17,183千

ユーロ)であった。取締役会の前メンバーおよびその遺族である扶養家族に対する確定給付債務は、199,454千ユーロ(2018年

度：185,736千ユーロ)であった。2019年12月31日現在、または2019年度もしくは2018年度のどの時点においても、取締役会ま

たは監査役会のメンバーに対する前渡金または貸付残高はない。

 

取締役会および監査役会に対する報酬に関するさらなる詳細は、報酬報告書に記載されている。報酬報告書は経営報告書の一

部をなすものである。
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35. 報告期間末後の事象

2020年2月11日にバイエルは、ドイツのノイウルムに本社を置くニュヴィサン社の子会社であるニュヴィサン・ICB社にベルリ

ンに所在する小分子研究組織を売却する最終合意に達したことを発表した。ニュヴィサングループは、製薬業界に対して、臨

床研究、臨床検査サービス、委託加工を実施する国際的なサービスプロバイダである。

 

 

 

レバクーゼン、2020年２月18日

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト

 

取締役会
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Ｂ 2018年度および2019年度のバイエルAGの個別財務諸表

 

損益計算書

 

  2018年 2019年

 注記 百万ユーロ 百万円 百万ユーロ 百万円

純売上高 [1] 14,647 1,755,882 14,833 1,778,180

売上原価  (8,219) (985,293) (7,882) (944,894)

売上総利益  6,428 770,589 6,951 833,286

販売費  (4,509) (540,539) (4,524) (542,337)

研究開発費  (2,331) (279,440) (2,131) (255,464)

一般管理費  (1,056) (126,593) (1,409) (168,911)

その他の営業収益 [2] 268 32,127 481 57,662

その他の営業費用 [3] (115) (13,786) (123) (14,745)

営業利益  (1,315) (157,642) (755) (90,509)

関係会社に対する投資による収益－純額 [4] 4,739 568,111 5,605 671,927

受取利息／支払利息－純額 [5] (562) (67,372) 85 10,190

その他の財務収益／費用－純額 [6] (511) (61,259) (66) (7,912)

営業外利益  3,666 439,480 5,624 674,205

法人所得税 [7] (234) (28,052) (312) (37,403)

税引後利益／当期純利益  2,117 253,786 4,557 546,293

前年度からの繰越利益  498 59,700 - -

その他の利益剰余金への配分  (4) (479) (1,806) (216,503)

分配可能利益  2,611 313,007 2,751 329,790
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財政状態計算書

 

  2018年12月31日現在 2019年12月31日現在

 注記 百万ユーロ 百万円 百万ユーロ 百万円

資産      

非流動資産      

無形資産 [13] 134 16,064 136 16,304

有形固定資産 [14] 29 3,477 29 3,477

投資 [15] 73,530 8,814,776 70,388 8,438,113

  73,693 8,834,317 70,553 8,457,894

流動資産      

棚卸資産 [16] 2,197 263,376 2,209 264,815

債権およびその他の資産      

売掛金 [17] 2,113 253,306 1,631 195,524

子会社からの債権 [18] 1,829 219,261 6,421 769,750

その他の資産 [19] 298 35,724 715 85,714

 [20] 4,240 508,291 8,767 1,050,988

現金および現金同等物  3,178 380,979 2,783 333,625

  9,615 1,152,646 13,759 1,649,428

繰延費用 [21] 101 12,108 101 12,108

相殺による利益 [22] 93 11,149 173 20,740

  83,502 10,010,220 84,586 10,140,170

資本および負債      

資本 [23]     

資本金  2,387 286,154 2,515 301,498

資本剰余金  14,975 1,795,203 18,845 2,259,139

その他の利益剰余金  7,686 921,397 9,492 1,137,901

分配可能利益  2,611 313,007 2,751 329,790

  27,659 3,315,761 33,603 4,028,328

引当金      

年金引当金 [24] 1,167 139,900 1,018 122,038

その他の引当金 [25] 1,992 238,801 2,226 266,853

  3,159 378,701 3,244 388,891

その他の負債      

債券および約束手形 [26] 6,345 760,639 6,300 755,244

銀行に対する負債  4,151 497,622 3,250 389,610

注文時に受領した前受金  18 2,158 3 360

買掛金 [27] 1,913 229,330 1,724 206,673

子会社への債務 [28] 39,680 4,756,838 35,954 4,310,166

他の負債 [29] 482 57,782 404 48,431

 [30] 52,589 6,304,369 47,635 5,710,484

繰延収益 [31] 95 11,389 104 12,467

  83,502 10,010,220 84,586 10,140,170
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個別財務諸表に対する注記

 

企業構造における変更

2019年７月、バイエルは、医療用医薬品皮膚科領域事業をデンマークのレオ ファーマに売却した。

当期後半に、日焼け止めブランド「Coppertone™」をバイヤスドルフに、フットケアブランドの「Dr.Scholl

’s™」をアメリカの金融投資機関のイエローウッドパートナーズへという２つの市販薬に係る事業について

も売却が実施された。

 

2019年11月に、バイエルは、レバクーゼン、ドルマーゲンおよびクレフェルト・ユルディンゲンのケミカル

パークにおいて、インフラサービス、エネルギー供給およびその他の基本的なサービスを管理、運営してい

る会社であるカレンタ社(Currenta GmbH & Co. OMG)の持分の60%を、オーストラリアが本拠地の金融投資機関

マッコーリー・インフラストラクチャー・アンド・リアル・アセッツ（以下「MIRA」という。）に売却完了

した。

 

バイエルの再編成の最終ステップとして、医療用医薬品およびクロップサイエンス部門の営業事業が、2017

年１月１日付でバイエルAGに移転された。この目的のために、従前に当該部門の事業を運営していたドイツ

のバイエル・ファーマAGおよびドイツのバイエル・クロップサイエンスAGとの事業リース契約が締結され

た。これらの契約に基づき、両社はバイエルAGに全事業活動をリースし、事業運営もバイエルAGに移転され

た。当該契約は、当初１暦年の期間で締結され、いずれか一方の当事者が前年末現在で有効な書面による解

約を６ヵ月前に通知しない限り、その後１年間延長される。2017年度、2018および2019年度において、いず

れの当事者も当該契約を解約しなかった。

 

 

会計方針

 

ドイツのレバクーゼンにあるバイエルAG(ドイツのケルン地方裁判所に「HRB 48248」として商業登記されて

いる)の財務諸表は、ドイツ商法(HGB)、ドイツ株式会社法(AktG)およびドイツのエネルギー事業法(EnWG)に

準拠して作成されている。

 

バイエルAGは、多数地域の事業への発電者及び供給者であり、供給事業ネットワークは子会社によっても実

施されるため、バイエルAGはエネルギー事業法の第３条第38号に基づく垂直統合されたエネルギー事業者の

構成要素ともなる。しかし、自己の事業活動に関わらず、別個の会計処理上の義務を負うのみであり、事業

報告を作成する義務はない。
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一部の損益計算書項目および財政状態計算書項目は、より明確にするために合算され、その内容は注記で説

明されている。同様に明確化のために、財務諸表の一部項目に求められている「内訳」の情報は、注記にの

み表示されている。研究開発費は、化学および製薬業において特に重要であることから個別に記載されてい

る。開示が法的に要求される項目ではない財務収益および費用は、その他の財務収益または費用に計上され

ている。

 

損益計算書は、売上原価法を用いて作成されている。表中の費用項目及びネット相殺後のマイナス残高は括

弧書きで表示されている。

 

ドイツ・コーポレート・ガバナンス規範の遵守宣言は、ドイツ商法第289f条に従ったコーポレート・ガバナ

ンス宣言の一部として、ドイツ株式会社法第161条に従って公表されており、株主はオンライン上でいつでも

入手可能である。これは、https://www.investor.bayer.com/en/bayer-group/corporate-governanceからダ

ウンロードできる。

 

親会社としてバイエルAGは、連結の最小および最大の両方の範囲の連結財務諸表を作成している。前年同様

に、バイエルAGの経営報告書はドイツ商法第298条第２項に従い第315条第３項に基づいてバイエルグループ

の経営報告書と結合されている。
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認識および評価原則

 

取得した無形資産は、取得原価で認識され、見積耐用年数にわたって定額法(時間比例)により個別に償却さ

れている。自社で作成した無形資産については、資産計上されない。

 

有形固定資産はその取得原価または工事原価から、減耗の対象となる資産の場合はそれぞれの耐用年数に応

じた減価償却費を差引いた金額で計上されている。減価償却は通常は定額法によりなされる。2007年12月31

日現在で既に認識されている可動資産については、税務上認容される範囲内における最高の償却率に基づき

定率法で行われ、定額法による年間償却額の方が多額となった段階で切り換えられる。

 

有形固定資産の各区分の減価償却および無形資産の各区分の償却は、以下の耐用年数に基づく。

 
無形資産および有形固定資産の耐用年数   
ソフトウェア  ３～４年
その他の免許、産業用不動産所有権、類似の権利および資産、ならびにそ
のライセンス

 
最大20年

商業用建物  25～40年
インフラ設備  12～20年
工場設備  12～20年
機械装置および器具備品  ８～20年
研究所および研究に係る器具備品  ３～５年
工場および事務所に係る器具備品  ６～12年
通信技術  ３～10年
車両(2014年６月30日以前に購入)  ５年
車両(2014年７月１日以降に購入)  ６年
コンピューター機器  ３～４年
   

 

取得原価または工事原価が800ユーロ以内であり、単独で使用され、減耗する資産は取得した年度に全額償却

される。

 

価値の下落が減価償却費または償却費に反映されている分を超過し、それが永久的であると見込まれる場合

は、評価減が行われる。評価減の理由が該当しなくなった場合、帳簿価額が取得原価または工事原価から減

価償却費または償却費を差し引いた額を超過しない範囲で評価増が行われる。

 

自社建設の有形固定資産の工事原価には、直接材料費、直接加工費、間接材料費および間接加工費の適切な

配賦額ならびに工事に要した資産の減価償却費の適切な割合が含まれている。
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子会社および関係会社に対する投資ならびに非流動資産に認識した有価証券は、永久的であると見込まれる

すべての価値の下落に関する評価減を控除後の取得原価で計上されている。過年度に行った評価減の理由が

該当しなくなったか部分的にしか該当しない場合、それぞれの項目について戻入れられるが、この戻入れに

よって帳簿価額が取得原価を超えてはならない。交換取引で取得した子会社および関係会社に対する持分

は、提供した株式の帳簿価額で測定される。子会社または関係会社に対する持分の併合には前身企業の会計

処理アプローチが適用される。

 

無利息または低金利の貸付金は現在価値で、その他の貸付金は名目価額で計上されている。この貸付金には

ドイツのレバクーゼンにあるバイエル・ペンシオンスカッセ(Bayer Pensionskasse VVaG)に付与した利益参

加権付資本(Genussrechtskapital)およびバイエルAGが提供したその有効初期資金に対する遡及拠出金として

のペンシオンスカッセによる引き出し金を含む。

 

棚卸資産は、原材料、貯蔵品および転売目的の購入品については平均取得原価から評価減を控除した額、完

成品については平均製造原価で評価されている。棚卸資産は、直接材料費、直接加工費、ならびに間接材料

費および間接加工費の適切な配賦額(製造に関連する非流動資産の減耗を含む)から構成される。評価減は、

公正価値が帳簿価額を下回る場合に認識される。

 

債権およびその他の資産は、名目価額から、必要な評価減の金額を控除して表示されている。かかる評価減

の金額は債務不履行の可能性を反映している。無利息または低金利の受取債権で支払期限到来が１年超のも

のは割引価値で認識されている。

 

市場性のある有価証券は決算日現在の取得原価と市場価格のいずれか低い方の金額で表示されている。

 

ユーロで保有する現金、銀行預金および小切手は額面価額で認識される。外貨で保有する当該資産は財務諸

表の決算日のスポットレートで換算される。

 

財政状態計算書の繰延費用には、その後の特定期間に費用を生じさせることになる、決算日より前の支出が

含まれている。また、バイエルAGが発行した社債に係る発行額と決済額との差額も含まれている。これらの

金額は社債の満期までの期間にわたって償却される。
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従業員の永年勤続勘定の貸方残高および特定の退職年金債務を満たすために必要な金額は、SICAV(変動資本

の投資会社(Société d’investissement à capital variable))として営業活動を行っているベルギーの投資

会社を通じて、中間投資ビークル経由で間接的に投資されている。これらは一般的に流動性の高い国際債

券、株式、不動産および代替投資に投資されている。この資産はバイエルAGに代わって、ドイツのバイエル

年金基金(Bayer Pension Trust e.V.)(以下「BPT」という。)により管理されている。雇用主が破産を申請し

た場合、すべての投資は他の債権者から保護される。この投資は株式の市場価格および市場金利に由来する

公正価値で測定される。BPTが保有する信託資産は、その基礎となる各債務と相殺される。債務が資産を超過

する場合、引当金が計上される。有価証券の価値が債務を超過する場合、相殺による利益として財政状態計

算書に計上される。したがって、損益計算書上、信託資産から生じた収益は該当する債務の金利部分および

割引率の変更と相殺されている。

 

繰延税金は会計上の計算書類における資産、負債、繰延費用および繰延利益と、税務上の計算書類における

これらの勘定との一時差異として評価されている。この評価は、バイエルAG自身の財政状態計算書に反映さ

れた差異だけではなく、バイエルAGが税務目的で会計上の事業体を共に構成する子会社に関連する項目およ

びバイエルAGが持分を保有する子会社に関連する差異も考慮される。一時差異に加え、税務上の繰越欠損金

も考慮されている。繰延税金はバイエルAGに率いられた会計上の事業体に対して、総合した所得税率に基づ

き計算されており、その率は現在29.60％である。この総合所得税率は法人所得税、営業税および連帯税より

構成されている。しかし、バートナーシップでは財政状態計算書の一時差異に関する繰延税金は、法人所得

税および連帯税のみを含む総合所得税率を用いて計算される。現在の総合所得税率は15.83％である。その結

果生じる税金負債はすべて繰延税金負債として財政状態計算書に認識される。未収還付税金の場合には、繰

延税金資産を認識するための対応するオプションは使用されない。その結果、2019年度においては、財政状

態計算書で認識されていない繰延税金資産が１件あった。

 

バイエルAG資本金は記名式無額面株式982,424,082株に分割され、各株式は資本金合計2,515,005,649.92.

ユーロに対する理論上の比例持分を有する。

 

年金引当金は、ホイベックの2018G基準表を使用した寿命見通しに基づく予測単位積増方式を使用して計算さ

れている。将来予想される給与および年金の増額が考慮されている。当社は年2.50％(2018年度：2.75％)の

給与の増額および年1.40％(2018年度：1.60％)の年金の増額を見込んでいる。2000年１月１日以降に付与さ

れた年金給付については従業員に対して約束した通り年1.00％の年金増額で会計処理されている。2019年12

月31日現在の年金引当金に関して使用された割引率は2.71％(2018年12月31日現在：3.21％)である。これ

は、2019年12月にドイツ連邦銀行が公表した、満期までの残存期間が15年である商品の過去10年間の平均市

場金利である。
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その他の引当金は、かかるコミットメントの将来の決済金額の合理的な見積りに基づくすべての予測可能な

リスクおよび不確定負債をカバーするために設定されたものである。将来の価格および原価の上昇は、その

ような上昇が起こる可能性が高いことが客観的に十分認められる場合に考慮される。満期まで１年超の引当

金は、満期までの残存期間に基づく過去７年間の平均市場金利を用いて現在価値まで割り引かれる。永年勤

続報奨金のための引当金等の長期の従業員関連引当金については、使用までの想定期間15年にわたり1.97％

(2018年度：2.32％)の割引率が使用される。早期退職契約による債務等の短期の従業員関連引当金について

は、それぞれの期間(2019年度においては３年間)に応じた率を用いて割り引かれる。かかる割引率は0.72％

(2018年度：0.97％)であった。これらは、2019年12月にドイツ連邦銀行が公表または予想した金利である。

 

負債は決算日現在の決済金額で認識される。利息部分を含む非流動負債は、満期までの期間に応じて過去７

年間の平均市場金利を用いて割り引かれる。
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外貨建の債権および負債、為替予約およびその他の通貨デリバティブは、時価評価法を使用して認識されて

いる。このために、外貨建の受取債権と支払債務はスポットレートで評価され、ヘッジ目的で締結された対

応する通貨デリバティブは決算日の市場先渡レートで評価される。未実現損益は、その後に純ヘッジの表示

方法を用いて各通貨で相殺されている。正味未実現損失に対しては引当金が設定されているが、正味未実現

利得は残りの満期が１年以下の受取債権および負債に関連する場合のみ認識される。

 

財政状態計算書上の繰延収益には、将来の特定期間に収益を生じさせることになる、決算日より前に受け

取った支払が含まれている。これにはライセンス料が含まれ、その大半は、各製品の販売が承認された時点

から資産の見積耐用年数にわたり償却される。

 

抵当および債務保証から生じる偶発負債は、決算日現在における借入残高またはコミットメントの金額と同

額を計上している。

 

前へ　　　次へ
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損益計算書に対する注記

 

1. 売上高

 

売上高は2018年度に比べ186百万ユーロ増加した。事業単位別および地域別の売上高は、以下の通りである。

 
事業単位別売上高   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

医療用医薬品 8,550 9,510

クロップサイエンス 5,997 5,206

運営部門 100 117

 14,647 14,833

 

地域別売上高   

 2018年
1

2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

ヨーロッパ／中東／アフリカ 6,414 6,306

北米 3,505 2,967

アジア／太平洋 3,123 3,747

ラテンアメリカ 1,605 1,813

 14,647 14,833

1
2018年度の数値は地域構成の変化により調整した。

 

2. その他の営業収益

 

その他の営業収益の内訳は以下の通りである。

 
その他の営業収益   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

非流動資産の売却による利得 34 32

未使用引当金の戻入れ 51 117

研究開発サービスに対する政府補助金 13 12

第Ⅷ因子製剤の生産中止に係るグループ内の補償金支払 129 -

モンサント社の金融費用を他のグループ会社へ請求したことによる収益 - 276

他の営業収益 41 44

 268 481

 

非流動資産の売却による利益は、ほぼクロップサイエンス事業の２つの殺菌活性成分の売却のみによるものである。前年度

は、非流動資産の売却による利得に情報技術のバイエルビジネスサービス GmbHへの26百万ユーロのグループ内の売却および８

百万ユーロのその他の資産の売却が含まれていた。

 

他の営業収益には、保険会社からの補償金７百万ユーロ(2018年度：12百万ユーロ)、業務提携契約による収益17百万ユーロ

(2018年度：4百万ユーロ)およびライセンス／権利の売却に関連して受領した１百万ユーロ(2018年度：13百万ユーロ)が含まれ

ている。
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3. その他の営業費用

 

その他の営業費用の内訳は以下の通りである。

 
その他の営業費用   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

BASFへの売却に関連する費用
1

55 13

リストラクチャリング費用の引き受けによる費用 - 49

債権の評価減 16 10

寄付金 18 15

他の営業費用 26 36

 115 123

1
　主にBASFと締結した過渡期に関する契約に関連した費用

 

他の営業費用には、前年度同様、財産税、補償金支払、銀行手数料および未払費用が含まれている。

 

4. 関係会社に対する投資による収益-純額

 
関係会社に対する投資による収益-純額   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

子会社からの配当金および類似収益 152 1,817

子会社との損益移転契約による収益 1,499 2,981

子会社との損益移転契約による費用 (162) (283)

関係会社に対する投資の評価減 (77) (64)

関係会社に対する投資の評価減の戻し入れ ‒ 48

関係会社に対する投資の売却損 ‒ (9)

関係会社に対する投資の売却益 3,327 1,115

 4,739 5,605

 

関係会社に対する投資による収益および費用の詳細は、バイエルAGおよびバイエルグループの結合経営報告書に含まれてい

る。

 

2019年度の関係会社に対する投資の評価減には、米国のバイエル・ニューUK・M3939社(Bayer New UK M3939 LLC)に係る34百万

ユーロ(2018年度：46百万ユーロ) 、トルコのバイエル・テュルク・キムヤ・サナイ社(Bayer Türk Kimya Sanayi Ltd. Sti.)

に係る18百万ユーロ(2018年度：31百万ユーロ)及びオランダのバイエル・キャピタル・コーポレーション社(Bayer Capital 

Corporation B.V.)に係る12百万ユーロが含まれている。

 

関係会社に対する投資の評価損の戻し入れは、ジブテ・バイエル VV社(Siebte Bayer VV Gmhb)に係る12百万ユーロ、バイエ

ル・ビッターフェルト社(Bayer Bitterfeld GmbH)に係る33百万ユーロ及びバイエル・リアルエステート社(Bayer Real Estate

GmbH)に係る３百万ユーロが含まれる。

 

関係会社に対する投資の売却損は、ウクライナのモンサント・ホールディング・ウクライナ社(Monsanto Holding Ukraine

Ltd.)の株式の売却に関するものである。

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

345/482



関係会社に対する投資の売却益1,115百万ユーロは、主な事業目的がカレンタ社(Currenta GmbH & Co. OMG)の株式の60％を保

有することであるバイエル・ベタイリグンクスゲゼルシャフト社(Bayer Beteiligungsverwaltungsgesellschaft mbH & Co.

OHG)株式の売却による1,088百万ユーロ及び南アフリカのバイエル(プロプライエタリー)社(Bayer (Proprietary) Limited)の

株式の売却による27百万ユーロからなる。前年度の利得は、3,314百万ユーロであり、これは、コベストロAGの株式約60.3百万

株の売却によるものである。さらに、モンサント・グループ取得後のリストラクチャリングの一環として、モンサントの会社

４社のグループ内の売却により13百万ユーロが生じた。

 

 

5.受取／支払利息-純額

 
受取／支払利息-純額   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

投資に含まれるその他有価証券および貸付金による収益 15 692

・うち、子会社からのもの ‒ 692

その他の受取利息および類似収益 1,084 167

・うち、子会社からのもの 567 134

支払利息および類似費用 (984) (804)

・うち、子会社に対するもの (363) (469)

年金およびその他の非流動の従業員関連引当金の利息部分に係る収益／

費用(純額) (667) 53

その他の非流動引当金の利息部分に係る費用 (10) (23)

 (562) 85

 

利息部分純額の詳細は、バイエルAGおよびバイエルグループの結合経営報告書に記載されている。

 

年金およびその他の非流動の従業員関連引当金の利息部分に係る収益は、ドイツのバイエル年金基金(Bayer Pension Trust e.

V.)(以下「BPT」という。)が保有している資産からの収益および当該資産の価額の変動を相殺した後の確定給付債務の現在価

値に係る割引の振戻し純額ならびに割引率の変更による影響からなる。BPTが保有する資産は、年金債務および従業員の永年勤

続勘定の貸方残高から生じる債務を満たす目的にのみ使用される。この基金の資産は、他の債権者から保護されている。

 

制度資産からの収益は下記の通り、年金およびその他の従業員関連引当金の利息部分と相殺されている。

 
制度資産からの収益による年金および従業員関連引当金の利息部分の相殺

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

年金およびその他の非流動の従業員関連引当金の利息部分ならびに割引

率の変更による影響額(総額) (437) (485)

バイエル年金基金が保有する資産による収益／費用 (230) 538

 (667) 53
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6. その他の財務収益／費用-純額

 
その他の財務収益／費用-純額   

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

年金およびその他の非流動の従業員関連引当金の増減(利息部分を除く) 35 23

子会社に割り当てられた年金引当金繰入額 96 79

外貨換算による費用   

- 実現為替差損 (2,894) (2,143)

- 評価による未実現費用 (77) (296)

外貨換算による収益   

- 実現為替差益 2,981 2,207

- 評価による未実現収益 67 26

保証手数料 30 53

信用枠に関するコミットメント手数料 (136) (4)

増資に係る手数料 (97) ‒

非流動資産として認識された有価証券の評価減 (459) (20)

他の財務費用 (60) (63)

他の財務収益 3 72

 (511) (66)

 

割り当てられた年金およびその他の非流動の従業員関連引当金の利息部分は支払利息に含まれている。その他の財務収益およ

び費用には、事業分野およびサービス分野の分離(分離日：2002年７月１日)前に退職したバイエルAGの元従業員、または当該

日より前に会社を退職し、年金の権利が確定した元従業員に関する、利息部分に関連しない年金引当金の増減も含まれてい

る。これらの変動は数理計算上の評価パラメーターの変更に際して生じる。

 

2002年７月１日より前に会社を退職または辞職した従業員の上記引当金繰入額は通常、それぞれの分割契約に基づき比例按分

で子会社により払い戻される。

 

非流動資産として認識された有価証券の評価減は、完全にドイツのコベストロAGに対する持分に関連している。

 

他の財務費用には、銀行手数料２百万ユーロ(2018年度：３百万ユーロ)と、第一回償還日前にハイブリット債の買戻しに関す

る費用28百万が含まれている。前年度の他の財務費用には、モンサントへの補償金支払４百万ユーロおよび取得に関連した株

式の消却によるバイエルAGが保有するモンサント株式の認識の中止に起因した50百万ユーロが含まれている。他の財務収益に

は、コベストロ株式の売却による19百万ユーロに加え、コベストロAGからの配当金30百万ユーロが含まれる。

 

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

347/482



7. 法人所得税

 

本財務諸表に反映されている税金費用は、法人所得税、貿易税および連帯税に関する支払額または未払額、ならびにドイツ国

外で支払われた法人所得税からなる。

 

ドイツ商法第274条第１項第２号のオプションで容認されている通り、期末現在の繰延税金負債を上回る繰延税金資産の超過額

1,238百万ユーロは認識されていない。

 

繰延税金資産は主に、会計上の計算書類における年金債務の評価額が税務上の計算書類における評価額よりも高いことから生

じている。その他の繰延税金資産は、近い将来の損失や退職前休暇に対する引当金などの税務上控除されない引当金、早期退

職および永年勤続記念に対する引当金ならびにパートナーシップ持分などの測定時の差異から生じる。未利用の税務上の繰越

欠損金に関連する繰延税金資産もある。

 

繰延税金負債は主に、会計上の計算書類における非流動資産およびドイツのバイエル年金基金に投資した資産(これは年金コ

ミットメントをカバーしている)の評価額と税務上の計算書類における評価額との差異から生じている。

 

 

8. その他の税金

 

売上原価、販売費、研究開発費または一般管理費に計上できるその他の税金は、それぞれの費用項目に割り当てられる。それ

以外の場合は、その他の営業費用に配分されている。その他の税金は合計８百万ユーロ(2018年度：９百万ユーロ)であった。

 

 

9. 原材料費

 
原材料費

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

原材料、貯蔵品、購入品に係る費用 4,726 4,751

サービス購入費用 593 560

 5,319 5,311
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10. 人件費 /従業員数

 
人件費    

 2018年 2019年

 百万ユーロ 百万ユーロ

賃金および給与 2,196 2,158

社会保険料およびその他の従業員給付 235 248

年金費用 140 108

 2,571 2,512

 

公表済のリストラクチャリング施策に関連した従業員関連引当金の他の引当金への繰入額は、賃金および給与に反映されてい

る。

 

この表で示されている人件費には、支払利息純額に含まれている、特に年金引当金といった従業員関連引当金の利息部分は含

まれていない。

 

2019年度のバイエルAGの平均従業員数は17,425名であり、その内訳は以下の通りである。

 

従業員数 2019年

 女性 男性

上級執行役員および上級管理職 1,134 2,605

下級管理職および管理職以外の従業員 5,215 8,471

 6,349 11,076

 

パートタイム従業員はそれぞれ比例配分でこれらの数値に含まれている。

 

 

11. 株式に基づく報酬

 

バイエルAGはその従業員に対し、追加的な報酬要素として長期株式に基づく報酬プログラムを提供している。さまざまな従業

員グループに対してさまざまな総合プログラムが提供されている。

 

アスパイア2.0は2016年以降、取締役会メンバー、その他の上級執行役員および中間管理職に適用されている。毎年新しいトラ

ンシェの開始と共に、アスパイアプログラムは、従業員に対し業績連動での支払となっている。それぞれのトランシェの期間

は４年間である。

 

加えて、バイエルAGの全従業員には、職階やレベルに関わらず、取締役会により毎年設定されるバイシェアープログラムが提

供され、従業員はバイエル株式を割引値で購入することができる。

 

決算日時点で存在している株式に基づく報酬プログラムに係るすべての債務について、引当金が計上されている。これらの引

当金の金額は、債務の公正価値と、各プログラム導入以来の期間合計に対する経過時間の割合に基づいている。引当金への繰

入額は費用計上される。
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アスパイア2.0

アスパイアは、アスパイア2.0という標準化された新形式で全適格従業員に提供されている。アスパイア2.0もまた、各従業員

の職階に応じて異なり、年間基本給に占める割合に基づく。現在、アスパイアの付与価額は、グローバルの短期インセンティ

ブ(以下「STI」という。)・プログラムによる従業員のSTI支払要素をこの目標額に乗じて計算される。STI支払要素は、STIプ

ログラムで使用される従業員個人のパフォーマンスと事業のパフォーマンスを反映している。アスパイアの付与価額は、プロ

グラム開始時の株価で除すことによって仮想上のバイエル株式に転換される。同プログラムのパフォーマンスは、これらの仮

想上の株式に基づく。かかる債務の公正価値は、期末時点のバイエルの株価およびその時までに支払われた配当額によって決

定される。各トランシェの終了時に支払われる金額は、仮想上の株数にその時のバイエルの株価を乗じ、同トランシェの期間

中に支払われた配当額と等しい金額を加算して決定される。取締役会メンバーの場合は、EURO STOXXに対するバイエル株式の

パフォーマンスという追加的な測定基準が設定されている。アスパイア2.0の最大支払額は、目標額の250％である。

 

2016年度に発行され、2019年度末に失効したアスパイアトランシェの公正価値は、期末日に目標額の69%の支払額で確定した。

2020会計年度開始時点で支払われた。

 

 

バイシェアー

バイシェアープログラムの下で、バイエルは有資格従業員のバイエル株式への個人的投資に助成を行う。このプログラムの下

での割引率は毎年個別に設定される。2019年度および2018年度のいずれも、購入額の20％であった。2018年度と同様に、最大

購入額は、従業員の職階に応じて2,500ユーロまたは5,000ユーロであった。実習生に関する最大購入額は1,800ユーロであっ

た。このプログラムに基づいて取得した株式は特別株式預託勘定に預託され、購入の翌年の12月31日まで保有しなければなら

ない。

 

2019年度において、バイエルAGの株式に基づく報酬プログラムに係る費用は合計59百万ユーロ(2018年度：12百万ユーロ)で

あった。この金額は人件費に反映されている。これらのプログラムに対する引当金は、2019年12月31日現在121百万ユーロ

(2018年12月31日現在：61百万ユーロ)であった。

 

 

12. 評価減

 

一時的でないと見込まれる価値の低下を反映するために、子会社に対する投資および非流動資産として認識された有価証券に

ついて、それぞれ64百万ユーロ(2018年度：77百万ユーロ)および20百万ユーロ(2018年度：459百万ユーロ)の評価減が行われ

た。
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財政状態計算書に対する注記

 

13. 無形資産

 
無形資産    

 

取得した免許、

産業用不動産所有

権、類似の権利およ

び資産、ならびに

そのライセンス 前払金 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

帳簿価額総額、2018年12月31日現在 198 5 203

取得 20 - 20

除却 5 - 5

振替 5 (5) -

帳簿価額総額、2019年12月31日現在 218 - 218

償却および評価減累計額、2018年12月31日現在 69 - 69

2019年度の償却および評価減 13 - 13

償却および評価減累計額、2019年12月31日現在 82 - 82

正味帳簿価額、2019年12月31日現在 136 - 136

正味帳簿価額、2018年12月31日現在 129 5 134

 

 

14. 有形固定資産

 
有形固定資産      

 土地および建物

工場設備および

機械

什器、備品

および

その他の設備

前払金および

建設仮勘定 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

帳簿価額総額、

2018年12月31日現在 62 23 23 3 111

取得 - 5 1 2 8

除却 - 5 2 - 7

振替 - 1 - (1) -

帳簿価額総額、

2019年12月31日現在 62 24 22 4 112

減価償却および評価減累計額、

2018年12月31日現在 59 11 12 - 82

2019年度の減価償却および評価減 1 4 1 - 6

除却 - 3 2 - 5

減価償却および評価減累計額、

2019年12月31日現在 60 12 11 - 83

正味帳簿価額、

2019年12月31日現在 2 12 11 4 29

正味帳簿価額、

2018年12月31日現在 3 12 11 3 29

 

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

351/482



15. 投資

 
投資        

 

子会社に

対する投資

子会社に

対する

貸付金

その他の

関係会社に

対する投資

その他の

関係会社に

対する

貸付金

投資に

含まれる

有価証券

その他の

貸付金 合計

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

帳簿価額総額、

2018年12月31日現在 49,779 22,510 15 2 1,055 793 74,154

取得 88 86 37 ‒ - - 211

処分 644 2,603 - 2 164 - 3,413

帳簿価額総額、

2019年12月31日現在 49,223 19,993 52 - 891 793 70,952

評価減累計額、

2018年12月31日現在 157 7 ‒ ‒ 459 1 624

2019年度の評価減 64 ‒ ‒ ‒ 20 ‒ 84

戻入れ 48 1 ‒ ‒ ‒ ‒ 49

処分 24 ‒ ‒ ‒ 71 ‒ 95

評価減累計額、

2019年12月31日現在 149 6 ‒ ‒ 408 1 564

正味帳簿価額、

2019年12月31日現在 49,074 19,987 52 - 483 792 70,388

正味帳簿価額、

2018年12月31日現在 49,622 22,503 15 2 596 792 73,530

 

子会社に対する投資の取得は、米国のモンサント・ラテンアメリカホールディングス社株式および米国のモンサント LA ホー

ルディングス Ⅱ社ののグループ間取得38百万ユーロ含んでいた。取得したモンサント社2社はメキシコのバイエル・デ・メキ

シコ社にその後割り当てられたため、結果として同額の取得及び処分となった。インドのモンサント・インディア社とインド

のバイエル・クロップサイエンス社の合併は結果として11百万ユーロの取得及び処分となった。その他の処分は、バイエル・

クロップサイエンス社(Bayer CropScience Aktiengesellschaft)の減資(500百万ユーロ)、バイエル・ベタイリグンクスゲゼル

シャフト社（Bayer Beteiligungsverwaltungsgesellschaft mbH & Co.OHG）の売却(47百ユーロ)、南アフリカのバイエル(プロ

プライエタリー)社(Bayer (Proprietary))株式のグループ内での売却(17百万ユーロ)、2018年に取得した米国のバイエル・

ニュー・UK M3939社(Bayer New UK M3939 LLA)の購入価額調整(6百万ユーロ)及び後に24百万ユーロの評価減を必要とする、ス

イスのケミーベットリングンス社(Chemie-Beteiligungsaktiengesellschaft)の清算(25百万ユーロ)に関するものである。

 

その他の2019年度に認識された評価減は、米国のバイエル・ニュー・UK M3939社(Bayer New UK M3939 LLA) (34百万ユーロ)、

トルコのタ-ク・キミア・サナイー社(Bayer Turk Kimya Sanyli Limited Sirketi)(18百万ユーロ)及びオランダのバイエル・

キャピタル・コーポレーション社(Bayer Capital Corporation B.V.)(12百万ユーロ)に関するものである。2019年度に認識さ

れた評価減の戻入は、バイエル・ビターフェルト社(Bayer Bittefeld GmbH) (33百万ユーロ)、ジブテ・バイエルVV社(Siebte

Bayer VV)(12百万ユーロ)及びバイエル・リアルエステート(Bayer Real Estate GmbH)(3百万ユーロ)に関するものである。
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子会社への貸付金の増加86百万ユーロには、イスラエルのバイエル・イスラエル社への貸付金23百万ユーロ、トルコのタ-ク・

キミア・サナイー社(Bayer Turk Kimya Sanyli Limited Sirketi)への貸付金18百万ユーロおよびニュージーランドのバイエ

ル・ニュージーランド社への貸付７百万ユーロが含まれる。子会社への貸付金の減少額の2,600百万ユーロは、バイエル・ク

ロップサイエンス社(Bayer CropScience Aktiengesellschaft)の貸付金の早期返済に関するものである。

 

その他の関係会社に対する投資の取得は主に、米国のアルヴィーナス社(Arvinas)の株式の購入29百万ユーロ及びDCSO ドイ

ツ・サイバーズィッヒャーハイトオーガニゼーション社(DCSO Deutche Cyber-Sicherheitsorganisation GmbH)の増資5百万

ユーロからなる。

 

非流動資産として認識された株式の処分額164百万ユーロは、コベストロAG株式2.13百万株の売却によるものであり、当該株式

の評価減71百万ユーロについても認識された。株式価額の下落により、当年度末にポートフォリオ内のコベストロ株式の評価

減20百万ユーロ(2018年度：459百万ユーロ)が認識された。これらの株式は、コベストロAG株式に転換可能な転換社債に使用さ

れる予定である。

 

2008年度に、バイエルAGはドイツの年金基金バイエル・ペンシオンスカッセ(Bayer-Pensionskasse VVaG)向けに800百万ユーロ

の返済可能な「有効初期資金」を設定した。これは2012年度に1,600百万ユーロまで増加した。これまでに、そのうちの635百

万ユーロが年金基金によって使用されている。有効初期資金に関して提供された資本は利付きであるが、利息は契約上合意さ

れた一定の条件の下でのみ支払われる。利息によって当該年金基金の報告額が純損失となる場合、利息は繰り延べられる。有

効初期資金によって付与された貸付金は、その他の貸付金に含まれている。

 

ドイツ商法第285条第11番、第11a番および第11b番に基づくバイエルAGの子会社および関係会社の詳細は、監査証明が付され、

連邦官報(Bundesanzeiger)に掲載された年次財務諸表に含まれている。これはwww.bayer.com/shareownership2019においても

閲覧可能である。

 

 

16. 棚卸資産

 
棚卸資産   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

原材料および貯蔵品 584 573

仕掛品 956 1,018

完成品 549 544

再販予定の購入商品 101 74

前払金 7 -

 2,197 2,209
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17. 売掛金

 
売掛金   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

子会社からの債権 1,758 1,294

その他の顧客からの債権 355 337

 2,113 1,631

 

 

18. 子会社からの債権

 

子会社からの債権は主に、例えば貸付金または翌日物資金に関連する金融債権、未収利息ならびにバイエルAGと共に会計上の

企業を構成する子会社からの利益移転に関連する債権からなる。

 

 

19. その他の資産

 

その他の資産は以下からなる。

 
その他の資産   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

給与関連未収金 15 14

未収利息 33 18

税金還付請求 131 629

業務提携契約における未収入金 18 17

その他の資産残高 101 37

 298 715

 

その他の資産は、法的には期末後になるまで実在しなかった資産に関する10百万ユーロ(2018年度：33百万ユーロ)を含んでい

る。一部の重要ではない例外を除き、その他の資産はほぼすべて未収利息からなる。

 

 

20. １年を超えて期日が到来する債権およびその他の資産

 

前年度同様、全ての債権およびその他の資産の期日は1年以内である。
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21. 繰延費用

 

2019年12月31日現在、繰延費用には、バイエルAGにより発行された社債に関する総額10百万ユーロの未償却割引が含まれてい

る。期首に認識された６百万ユーロは、取得により６百万ユーロ増加し、償却により２百万ユーロ減少した。2018年に当項目

は、オランダのバイエル・キャピタル社(Bayer Capital Corporation B.V.)によって発行された強制転換社債に関する合計13

百万ユーロの未償却割引も反映している。この社債は2019年に満期を迎えた。

 

同様に、ここには、バイエルがモンサント社の取得及びその他の目的のために手配した19百万ユーロ(2018年度：33百万ユー

ロ)の与信枠にかかる未払手数料が表示されている。

 

残りの繰延費用は、その他の信用枠の前払手数料、事業保険の前払保険料およびその他の繰延費用であった。

 

 

22. 相殺による利益

 

従業員の永年勤続勘定の貸方残高および年金コミットメントから生じる義務は、いずれも完全にまたは部分的に保証されてい

る。個々の契約上の委託協定(Contractual Trust Agreements)(以下「CTA」という。)で運用した資産は、それぞれ基礎となる

債務と相殺されている。相殺によりプラスの差異が生じる場合は資産計上され、そうでない場合は引当金に反映される。2019

年12月31日現在、相殺により173百万ユーロ(2018年度：93百万ユーロ)のプラスの差異が生じ、そのうちの65百万ユーロ(2017

年度：31百万ユーロ)は永年勤続勘定から生じ、108百万ユーロ(2018年度：62百万ユーロ)は年金コミットメントから生じてい

る。

 
相殺による利益   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

従業員の永年勤続勘定の貸方残高に関連する債務の決済価額 129 167

バイエル年金基金が運用する資産の公正価値 160 232

永年勤続勘定に関連する資産と債務の差額(相殺による利益) 31 65

   

バイエル年金基金が運用する資産の取得原価 162 209

 

   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

年金コミットメントの決済価額 493 532

バイエル年金基金が運用する資産の公正価値 555 640

年金コミットメントに関連する資産と債務の差額

(相殺による利益) 62 108

   

バイエル年金基金が運用する資産の取得原価 523 526

 

担保資産は、公正価値で測定されている。2019年12月31日現在、これは4,222百万ユーロであった。担保資産の872百万ユーロ

と対応する債務と相殺したことによりプラスの差額が生じ、相殺による利益として計上された。残りの3,350百万ユーロと債務

との相殺は年金引当金に計上された。
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23. 資本

 

2019年度における資本の変動は以下の通りである。

 
資本      

 

2018年

12月31日 増資

2018年度の

配当金 当期純利益

2019年

12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

資本金 2,387 128 - - 2,515

資本剰余金 14,975 3,870 - - 18,845

その他の利益剰余金 7,686 - - 1,806 9,492

分配可能利益 2,611 - (2,611) 2,751 2,751

 27,659 3,998 (2,611) 4,557 33,603

 

バイエルAGの資本金は127,672,622.08ユーロ増加し、2,515,005,649.92ユーロ(2018年度：2,387,333,027.84ユーロ)となっ

た。この資本金は1株当たり額面金額2.56ユーロで記名式無額面株式982,424,082株(2018年度：932,551,964株)に分割され、全

額払込済である。１株につき１議決権が付されている。

 

2016年11月22日、バイエルは、当社の既存株主に新株引受権を付与することなく、合計40億ユーロの強制転換社債を発行し

た。当該社債は、バイエルAGの劣後保証の下、オランダのバイエル・キャピタル社により100,000ユーロ単位で発行された。満

期時に、当該社債の残高は強制的にバイエルAGの記名式無額面株式に転換される。当該収入はバイエルAGに対するグループ内

移転の対象となる。保有者が転換権を行使していない場合は、当該社債は、2019年11月22日に満期となった時にバイエルAGの

記名式無額面株式に強制的に転換された。株式に転換することができなかった端数は、社債転換単位100,000ユーロにつきそれ

ぞれ現金で返金される。強制転換社債はそれぞれの転換日まで、子会社に対する支払債務として報告されることになる。1株当

たり額面金額2.56ユーロで49,872,118株発行された。

 

2014年４月29日開催の年次株主総会で付与された授権資本及び条件付き資本の範囲外で株式資本を増加させる権限は2019年度

に失効し延長されなかった。

 

ドイツ商法第253条第６項および第268条第８項に基づき、分配が禁止されている金額についての情報

 

財政状態計算書で認識されている年金引当金(対応する資産の控除前)は、過去10年間における関連する平均市場金利に基づい

て計算されたものである。仮に過去７年間の平均を使用した場合、債務は574百万ユーロ増加していたと考えられる。

 

年金債務および従業員の永続勤務勘定の貸方残高を保証するため、数件の契約上の委託協定(以下「CTA」という。)の下でドイ

ツのバイエル年金基金に基金が移管された。これらの基金は特定の目的でのみ使用可能であり、雇用主が支払不能となった場

合には他の債権者から保護される。これらの基金は公正価値で測定される。全てののCTAに係る基金資産の公正価値は、取得原

価3,708百万ユーロを514百万ユーロ上回っていた。
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10年間と７年間の平均金利に基づく年金債務の差異と、BPTが保有する資産の公正価値と取得原価の差異は、合計1,088百万

ユーロだった。バイエルは自由に利用できる9,492百万ユーロの利益剰余金を有しているため、分配可能利益2,751百万ユーロ

の使用に係る制限はない。

 

ドイツ証券取引法(WpHG)第33条第１項に基づく直接的および間接的株式保有の通知

 

事業年度の開始時と決算日の間に、当社はドイツ証券取引法第33条第１項に基づくバイエルAGの株式保有に関する以下の通知

を受け取った。株式保有が複数回にわたってこの法律で規定された基準値に達するか、これを超えるか、または下回るかした

場合は最新の通知のみが記載されている。

 

 

＞　ノルウェーのオスロのノルウェー王国は、財務大臣を代表者として、2019年12月30日に議決権が2.9999％に達したことを

当社に通知した。これらの議決権のうち2.99％(29,329,145個の議決権)は、ドイツ証券取引法第34条に基づき、同国に帰

属する。また、これらの議決権のうち0.01％(142,126個の議決権)は、ドイツ証券取引法第38条第１項第１号(有価証券貸

付)の意義の範囲における金融商品として同国に帰属する。また、これらの議決権のうち0.00002％(150個の議決権)はドイ

ツ証券取引法第38条第１項第２号(差金決済取引)の意義の範囲における金融商品として同国に帰属する。

＞　米国のウィルミントンのゴールドマン・サックスグループは、2019年３月３日に議決権が0.29％に達したことを当社に通

知した。これらの議決権のうち0.07％(613,925個の議決権)は、ドイツ証券取引法第34条に基づき、同社に帰属する。ま

た、これらの議決権のうち0.02％(228,774個の議決権)は、ドイツ証券取引法第38条第１項第１号(有価証券貸付)の意義の

範囲における金融商品として同社に帰属する。また、これらの議決権のうち0.2％(1,830,814個の議決権)はドイツ証券取

引法第38条第１項第２号(コールオプション・プットオプション・差金決済取引)の意義の範囲における金融商品として同

社に帰属する。

＞　米国のウィルミントンのハリス・アソシエイツ社は、2019年８月15日に議決権が2.99％に達したことを当社に通知した。

これらの議決権のうち2.99％(27,902,083個の議決権)は、ドイツ証券取引法第34条に基づき、同社に帰属する。

 

他の詳細については、当社ウェブサイト(www.bayer.de)で公開しているそれぞれの議決権に関する通知を参照されたい。
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24. 年金引当金

 

この項目には、現在および将来の年金受給権に対する引当金が含まれている。

 

この項目には、2002年および2003年に別の法人に分離した事業分野およびサービス分野で、2002年７月１日より前に退職した

元従業員、または当該日より前に会社を退職し、年金の権利が確定した元従業員に対するコミットメントも含まれている。当

然のことながら、各社はこれらの費用をバイエルAGに払戻している。

 

 

年金コミットメントによる債務は、レバークーゼンのバイエル年金基金が運用する資産によって一部保証されている。これら

の資産とその基礎となる各負債の相殺によるプラスの差異は、相殺による利益として資産計上され、マイナスの差異が生じる

場合は引当金に反映される。

 

CTAに関する他の情報については注記22を参照のこと。

 
年金引当金   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

年金コミットメントの決済価額 4,021 4,368

バイエル年金基金が運用する資産の公正価値 2,854 3,350

年金コミットメントの正味価値(引当金) (1,167) (1,018)

   

バイエル年金基金が運用する資産の取得原価 2,905 2,973

 

前へ　　　次へ
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25. その他の引当金

 
その他の引当金   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

税金引当金 451 361

他の引当金 1,541 1,865

 1,992 2,226

 

他の引当金には、インセンティブ報酬、従業員に対する永年勤続報奨金、早期退職の取決め、休暇、監査役会の報酬、環境保

護対策、年次財務諸表の作成および監査に係る費用、ならびにその他の不確定負債に対する金額が含まれている。他の引当金

には、例えば為替デリバティブ、アウトライセンスおよび売却契約に係る近い将来の損失に対する引当金も含まれている。

 

発表されたリストラクチャリング施策に関連して、2019年に422百万ユーロが他の引当金および年金に係る引当金に損益を通じ

て割り当てられ、103百万ユーロが戻し入れられた。2019年12月31日時点でリストラクチャリングに関連した人員施策のための

他の引当金は582百万ユーロとなった。
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26. 社債および約束手形

 

2019年12月31日現在、約束手形残高は無い(2018年度：45百万ユーロ)。2019年12月31日現在、名目価額6,300百万ユーロ(2018

年12月31日現在：6,300百万ユーロ)の社債が発行済であった。これらの内訳は以下の通りである。

 
社債      

 名目価額 表面利率 実効金利

2018年

12月31日

2019年

12月31日

  ％ ％ 百万ユーロ 百万ユーロ

DIP債 2014年/2021年 750百万英ユーロ 1.875 2.086 750 750

ハイブリッド債2014年/2074年
1

1,500百万ユーロ 3.750 3.811 1,500 1,500

ハイブリッド債2014年/2075年
2

1,750百万ユーロ 3.000 3.093 1,750 -

ハイブリッド債2015年/2075年
3

1,300百万ユーロ 2.375
4

2.517 1,300 1,300

転換社債2017年/2020年(転換可能) 1,000百万ユーロ 0.050
5

-1.640 1,000 1,000

ハイブリッド債2019年/2079年
4

1,000百万ユーロ 2.375
6

2.5967 - 1,000

ハイブリッド債2019年/2079年
5

750百万ユーロ 3.125 3.1915 - 750

    6,300 6,300

 

1
　2024年から12ヵ月前通知で償還可能、2024年まで固定金利、その後は５年スワップ・レートに基づく変動金利

2
　2019年度末に初回償還日前に再取得した。

3
　2022年から12ヵ月前通知で償還可能、2022年まで固定金利、その後は５年スワップ・レートに200.7のベーシスポイントを

加えた率に基づく変動金利

4
　2025年から12ヵ月前通知で償還可能、2025年まで固定金利、その後は５年スワップ・レートに基づく変動金利

5
　2027年から12ヵ月前通知で償還可能、2027年まで固定金利、その後は５年スワップ・レートに基づく変動金利

 

27. 買掛金

 
買掛金   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

子会社への債務 832 598

その他の仕入業者への債務 1,081 1,126

 1,913 1,724

 

 

28. 子会社への債務

 

子会社への債務は主に、バイエルAGが利用可能な子会社による貸付金および翌日物資金などの金融負債、ならびにそれに対応

する未払利息からなる。オランダのバイエル・キャピタル社が発行した強制転換社債が満期となったことに伴い、当該償還金

額はバイエルAGへのグループ内移転の対象となり、子会社への債務は40億ユーロ減少した。
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29. 他の負債

 

他の負債の内訳は以下の通りである。

 
他の負債   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ

未払利息 108 72

バイエルAGの短期投資 150 61

ヘッジによる負債 - 47

社会保険料に関する負債 1 1

未払従業員給与所得税および教会税 77 85

法人所得税および売上税に関する負債 23 32

使用されている有効初期資金に起因した、

バイエル・ペンシオンスカッセへの支払債務 40 -

その他 82 106

 482 404

 

前期と同様に、他の負債には、未払給与負債、流動会計負債および転換社債の発行により受け取ったプレミアムが含まれてい

た。
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30. その他負債の詳細情報

 

負債の満期までの残存期間は、以下の通りである。

 
その他の負債の満期構成   

 2018年12月31日 2019年12月31日

 

2019年に

満期到来

2019年より後に

満期到来

2020年に

満期到来

2020年より後に

満期到来

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

社債および約束手形 45 6,300 1,000 5,300

銀行に対する負債 14 4,137 22 3,228

注文時に受領した前受金 18 - 3 -

買掛金 1,900 13 1,714 10

子会社への債務 35,149 4,531 33,139 2,815

他の負債 427 55 404 -

 37,553 15,036 36,282 11,353

 

負債合計のうち、5,383百万ユーロ(2018年度：6,471百万ユーロ)は、満期までの残存期間が５年超であった。このうち、4,550

百万ユーロ(2018年度：4,550百万ユーロ)は社債、833百万ユーロ(2018年度：1,921百万ユーロ)は子会社への債務からなる。

 

その他負債合計は、法的には期末後になるまで実存しない負債72百万ユーロ(2018年度：108百万ユーロ)を含んでいる。そのほ

とんどは未払利息からなる。

 

 

31. 繰延収益

 

繰延収益は、将来提供されるサービスに対する支払に加え、ライセンスおよび和解契約に基づく前払金からなる。
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その他の情報

 

32. 偶発負債

 

債務保証から生じた負債は合計27,873百万ユーロ(2018年度：33,016百万ユーロ)である。これらは子会社の利益のために発行

されたものである。対応する経済状況に関する当社の知識に基づいて、これらのすべての子会社は該当する負債の履行能力が

ある。よって、これら偶発負債は実現しないと予想される。

 
債務保証   
 2018年12月31日 2019年12月31日

 名目価額 百万ユーロ 名目価額 百万ユーロ

現在及び過去のグループ会社に対する債務保証     

オランダのバイエル・キャピタル社     

-2023年に満期となる1.250％DIP債 500百万ユーロ 500 500百万ユーロ 500

-遅くとも2019年に満期となる5.625％強制転換社債 4,000百万ユーロ 4,000 - -

-2022年に満期となる0.227％DIP債 750百万ユーロ 750 750百万ユーロ 750

-2022年に満期となる0.625％DIP債 1,000百万ユーロ 1,000 1,000百万ユーロ 1,000

-2026年に満期となる1.500％DIP債 1,750百万ユーロ 1,750 1,750百万ユーロ 1,750

-2029年に満期となる2.125％DIP債 1,500百万ユーロ 1,500 1,500百万ユーロ 1,500

-銀行に対する負債 20百万ユーロ 20 - -

米国のバイエル・コーポレーション     

-2028年に満期となる6.650％ノート 350百万米ドル 306 350百万米ドル 311

-コマーシャル・ペーパー 65百万米ドル 57 827百万米ドル 736

-銀行に対する負債 81百万米ドル 70 86百万米ドル 77

米国のバイエルUSファイナンスLLC     

-2019年に満期となる2.375％ノート 2,000百万米ドル 1,746   

-2021年に満期となる3.000％ノート 1,500百万米ドル 1,309 1,500百万米ドル 1,336

-2024年に満期となる3.375％ノート 1,750百万米ドル 1,528 1,750百万米ドル 1,558

米国のバイエルUSファイナンスⅡLLC     

-2019年に満期となる2.125％ノート 311百万米ドル 272 - -

-2021年に満期となる3.500％ノート 1,250百万米ドル 1,091 1,250百万米ドル 1,113

-2021年に満期となる2.965％ノート 1,250百万米ドル 1,091 1,250百万米ドル 1,113

-2021年に満期となる2.750％ノート 318百万米ドル 278 318百万米ドル 283

-2022年に満期となる2.200％ノート 189百万米ドル 165 189百万米ドル 168

-2023年に満期となる3.345％ノート 1,250百万米ドル 1,091 1,250百万米ドル 1,113

-2023年に満期となる3.875％ノート 2,250百万米ドル 1,964 2,250百万米ドル 2,003

-2024年に満期となる3.375％ノート 609百万米ドル 532 609百万米ドル 543

-2025年に満期となる2.850％ノート 250百万米ドル 218 250百万米ドル 222

-2025年に満期となる5.500％ノート 276百万米ドル 241 276百万米ドル 246

-2025年に満期となる4.250％ノート 2,500百万米ドル 2,182 2,500百万米ドル 2,226

-2028年に満期となる4.375％ノート 3,500百万米ドル 3,055 3,500百万米ドル 3,117

-2034年に満期となる4.200％ノート 427百万米ドル 373 427百万米ドル 380

-2035年に満期となる5.500％ノート 318百万米ドル 278 318百万米ドル 283

-2038年に満期となる5.875％ノート 212百万米ドル 185 212百万米ドル 189

-2038年に満期となる4.625％ノート 1,000百万米ドル 873 1,000百万米ドル 890

-2042年に満期となる3.600％ノート 241百万米ドル 210 241百万米ドル 214

-2043年に満期となる4.650％ノート 292百万米ドル 255 292百万米ドル 260

-2044年に満期となる4.400％ノート 916百万米ドル 800 916百万米ドル 816

-2045年に満期となる3.950％ノート 449百万米ドル 392 449百万米ドル 400

-2048年に満期となる4.875％ノート 2,000百万米ドル 1,746 2,000百万米ドル 1,781

-2064年に満期となる4.700％ノート 727百万米ドル 634 727百万米ドル 647

日本のバイエルホールディング株式会社     

-2019年に満期となる0.594％DIP債 100億円 79 - -

-2021年に満期となる0.230％DIP債 100億円 79 100億円 82

-2022年に満期となる0.260％DIP債 100億円 79 100億円 82

米国のモンサント・カンパニー     

-リース契約 120百万米ドル 105 120百万米ドル 107

英国のシルバー・バーチ・トラスティーズ・リミテッド     

-年金債務 74百万英ポンド 82 - -

ドイツのバイエル・リアル・エステートGmbH     

-バイエル・ペンシオンスカッセに対する契約債務 71百万ユーロ 71 68百万ユーロ 68

ドイツのカレンタ社     

-ノルトライン・ヴェストファーレン州に対する負債 53百万ユーロ 53 - -

他のグループ会社に対する債務保証  6  9

  33,016  27,873
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バイエルAGは、子会社（バイエル・クロップサイエンス・ドイチェラントGmbH、バイエル・クロップサイエンス・バイオロジ

クスGmbHおよびモンサント・アガー・ドイツGmbH）に対してコミットメントを発行しており、これにより、2019年度に発生し

たこれらの会社の義務に対して2020年末まで契約責任を負っている。対応する経済状況に関する当社の知識に基づいて、これ

らの会社は該当する債務の履行能力があるため、これら偶発負債は実現しないと予想される。

 

当社は引き続き、負債引受契約または分離を通じて子会社に移転された年金債務371百万ユーロ(2018年度：373百万ユーロ)に

対する支払義務を有している。これらの債務は実現しない見込みである。当社が認識している限り、該当する子会社は義務を

履行する能力を有している。

バイエルAGとドイツのコベストロAGの間の「拠出金、補償および設立後の契約」に関連して、税金に関して提訴されうる請求

で和解するための取り決めがなされた。これに伴い負債が生じる可能性がある。

 

アニマルヘルス事業のエランコ・アニマル・ヘルス社への売却に関連して、負債が生じる可能性がある税金訴訟に関する潜在

的な支払いのための取り決めがなされた。

 

 

33. その他の財務コミットメント

 

引当金、その他の負債および偶発負債に加えて、その他の財務コミットメントも存在する。

 

3,652百万ユーロ(2018年度：3,360百万ユーロ)のコミットメント合計は、将来のリースおよびレンタル料に関連していた。こ

のうち、3,483百万ユーロ(2018年度：3,308百万ユーロ)は、子会社とのレンタルおよびリース契約に関連していた。リースお

よびレンタルのコミットメント合計は、以下の通り期限を迎える。

 
リースおよびレンタルに係る債務   

  百万ユーロ

2020年  2,016

2021年  191

2022年  190

2023年  188

2024年  188

2024年より後  879

 3,652

 

2008年度には、合計800百万ユーロの「有効初期資金」の設立をバイエル・ペンシオンスカッセと合意した。これは、この年金

基金によって保証される従業員の現在および将来の平均寿命が延びていることを考慮したものである。この有効初期資金は、

バイエル・ペンシオンスカッセ向けの返済可能な、利付の貸付金の適宜供与を伴うものである。2012年度において、有効初期

資金は800百万ユーロ増加して1,600百万ユーロとなった。合計635百万ユーロの支払後、ローン・コミットメント965百万ユー

ロが残存していた。
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2019年度には、合計200百万ユーロの「有効初期資金」の設立を初めてライニッシェ・ペンシオンスカッセと合意した。これ

は、再度、この年金基金によって保証される従業員の現在および将来の平均寿命が延びていることを考慮したものである。こ

の有効初期資金は、ライニッシェ・ペンシオンスカッセ向けの返済可能な、利付の貸付金の供与を伴うものである。支払はま

だ実施されておらず、ローン・コミットメント200百万ユーロが残存していた。

 

予定されている、または現在進行中の資本的支出計画に関連する購入契約に基づく発注による財務コミットメントは、合計280

百万ユーロ(2018年度：350百万ユーロ)であった。対応する支払は2022年までにわたり行われる予定で、そのうち226百万ユー

ロの期日は2020年である。子会社へのさらなるコミットメントの金額は２百万ユーロであった。これに対応するすべての支払

の期日は2020年に到来する。
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さらに、現在の見積りに基づき、ライセンス契約および共同研究にかかる支払4,658百万ユーロ(2018年度：3,313百万ユーロ)

が今後数年間に発生する見込みである。コミットメント合計の満期分析は以下の通りである。

 
協力契約   

  百万ユーロ

2020年  1,015

2021年  70

2022年  54

2023年  86

2024年  24

2024年より後  3,409

 4,658

 

 

 

34. デリバティブ／ヘッジ関係

 

その事業活動の過程において、バイエルAGおよびグループ会社は外国為替、金利および価格リスクにさらされており、これら

は主にデリバティブを使用することによってヘッジされている。これらの大半は店頭取引(OTC)商品である。デリバティブ金融

商品は統一された指針に基づいて利用されており、厳格な内部統制の対象となっている。小額のわずかな例外を除いて、デリ

バティブの使用は、バイエルグループの事業活動のヘッジならびに関連する投資および資金調達取引のヘッジに制限される。

為替ヘッジで使用される商品は主に、為替予約、通貨オプションおよびクロスカレンシー金利スワップである。金利のヘッジ

には、金利スワップが使用される。株式オプションは、株式に基づく報酬プログラムの下で従業員へのコミットメントの価値

の変動をヘッジするために使用されている。

 

デリバティブを使用する主な目的は、為替レート、金利、株価および市場価格の変動に伴う損益およびキャッシュ・フローの

変動を軽減することである。

 

為替レート、金利、株価や市場価格といった基礎となるパラメーターの変動によりデリバティブの価値が変動するリスクがあ

る。デリバティブをヘッジとして指定することで、デリバティブの価値が低下した場合でも、ヘッジ契約の価値がそれに対応

して増加することで相殺される。

 

デリバティブが正の公正価値を有する場合は、取引相手が債務不履行となれば信用リスクやデフォルトリスクが発生する。こ

のリスクを最小限に抑えるため、個々の銀行に対してその信用度に応じた契約限度額が設定されている。
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外部の取引相手と締結した金融デリバティブ契約の想定元本は、2019年12月31日現在199億ユーロ(2018年度：204億ユーロ)で

あった。想定元本56億ユーロ(2018年度：60億ユーロ)のバック・トゥ・バック・デリバティブ契約がグループ会社と締結され

た。このため、ヘッジ関係を形成するデリバティブを含む、デリバティブの想定元本は合計255億ユーロ(2018年度：264億ユー

ロ)であった。デリバティブの内訳は以下の通りである。

 
デリバティブ    

 想定元本 正の公正価値 負の公正価値

 

2018年

12月31日

2019年

12月31日

2018年

12月31日

2019年

12月31日

2018年

12月31日

2019年

12月31日

 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ 百万ユーロ

為替契約 22,378 23,555 136 111 (201) (214)

通貨オプション 64 116 ‒ ‒ ‒ ‒

クロスカレンシー

金利スワップ 2,456 376 81 1 (81) (1)

金利スワップ 200 200 9 6 ‒ ‒

ストック

オプション 1,306 1,267 175 51 (226) (61)

 26,404 25,514 401 169 (508) (276)

 

評価方法

金融デリバティブの公正価値は、測定日現在で入手可能な市場データを用いて、通常の方法で測定される。適用される原則は

以下の通りである。

 

＞　為替契約は、決算日における先渡レートで個別に測定される。先渡レートはタイムスプレッドを含むスポットレートに依

拠する。

＞　通貨オプションの公正価値は、ブラック－ショールズ・モデルを使用して決定される。

＞　金利スワップの公正価値は、予想される将来キャッシュ・フローを割引いて決定される。割引には当該商品の残存期間に

応じた市場金利が適用される。

＞　ストックオプションの公正価値は、モンテ・カルロ・シミュレーションによって決定される。
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ヘッジ関係

既存の取引および計画された取引により、当社は為替、金利および株価のリスクにさらされている。これらのリスクは、ほと

んどの場合、ヘッジ関係を形成するためにプールされた金融デリバティブの使用を通じてヘッジされている。以下の表は、

ヘッジがなければ生じていたと考えられる債務を示している。

 

ヘッジ関係   

 リスクの種類 ヘッジ関係

基礎となる取引

の金額

ヘッジ対象

リスク

    2019年12月31日

   百万ユーロ 百万ユーロ

為替契約および通貨オプションによる

為替リスクのヘッジ     

－外貨建の資産および負債 為替リスク マクロ・

ヘッジ 746 21

－グループ会社に譲渡された為替契約 為替リスク ポートフォリ

オ・ヘッジ 4,864
*
) 15

－外貨建貸付金およびグループ会社への預け金 為替リスク ポートフォリ

オ・ヘッジ 5,091 8

－予定している将来の売却 為替リスク ミクロ・

ヘッジ 3,487 11

クロスカレンシー金利スワップによる

為替リスクのヘッジ     

－グループ会社に譲渡されたクロスカレンシー

金利スワップ 為替リスク

ミクロ・

ヘッジ 192 0

金利スワップによる金利リスクのヘッジ     

－社債 金利リスク ミクロ・

ヘッジ 200 6

カスタマイズした先渡取引契約から生じる

株価リスクのヘッジ     

－グループ会社に譲渡された、カスタマイズした先渡取引

契約 株価リスク

ポートフォリ

オ・ヘッジ 561
*
) 0

*
)これらの数値は、ヘッジ取引の名目価額に関連している。

 

通貨ベースのポートフォリオ・ヘッジが、バイエルAGのために締結したヘッジの基礎となる各取引と形成された。ミクロ・

ヘッジの負の非有効性に関して41百万ユーロの引当金が設定された。グループ会社の取引をヘッジするために締結した為替契

約は通常、適切な内部取引を通じて各グループ会社に譲渡される。これらの内部および外部取引による影響は、これらの取引

が終了する時点で互いに相殺される。通貨ベースのポートフォリオ・ヘッジが形成された。基礎となる取引の期日は2020年で

ある。オランダのバイエル・ワールド・インベストメント社によって供与されたグループ貸付金をヘッジするため、クロスカ

レンシー金利スワップが存在している。バイエル・ワールド・インベストメント社とのバック・トゥ・バック契約の結果、ク

ロスカレンシー金利スワップのさまざまな満期に従って形成された複数のポートフォリオ・ヘッジ内の正および負の公正価値

が互いに相殺された。
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バイエルAGが発行したDIP債に関連した金利リスクを一部ヘッジする目的で、受取スワップの形式での金利スワップが使用され

た。これらのスワップは、当債券の満期に従って2022年度までに満期となる。これらは財政状態計算書に反映されている社債

とヘッジ関係にある。ヘッジ関係の有効性は、将来にわたり、および回帰分析を用いて遡及的に検証される。ヘッジ対象契約

および受取スワップに関連するキャッシュ・フローは互いに相殺されるため、受取スワップは財政状態計算書に反映されな

かった。バイエルAGは、株式に基づく報酬プログラムのアスパイアから生じる債務の一部をヘッジするため、カスタマイズし

た先渡取引契約を外部の取引相手と締結している。これらの契約は、バイエルグループの他の会社に譲渡された。これらの契

約は、それぞれのアスパイアトランシェの期間と一致し、2020年から2023年の間に失効する。グループ会社へ譲渡された契約

は、外部の取引相手と締結した契約と合わせてミクロ・ヘッジを形成した。したがって、これらの契約の結果として生じる金

額は互いに相殺されている。

 

ヘッジ関係を形成しないデリバティブ

バイエルAGの株式に基づく報酬プログラムアスパイアから生じる債務の一部をヘッジするため、ヘッジ関係を形成しない金融

デリバティブが使用された。この目的で締結されたカスタマイズした先渡取引契約は、16百万ユーロの負の公正価値を有して

おり、この金額は近い将来の損失に対する引当金に認識された。

 

財政状態計算書における科目および帳簿価額

ヘッジ関係を形成しないヘッジ取引または非有効部分を生じさせたヘッジ取引の帳簿価額は、財政状態計算書の以下の科目に

認識された。

 

 財政状態計算書の科目 帳簿価額

  2019年12月31日

  百万ユーロ

オプション・プレミアム支払額 その他の資産 1

 為替予約取引に関する近い将来の損失に対する引当金 その他の引当金 41

先渡株式取引からの近い将来の損失に対する引当金 その他の引当金 16

オプション・プレミアム受取額 その他の負債 (1)

 

36. 法的リスク

 

多角的な事業ポートフォリオを有する世界規模の企業グループの親会社として、バイエルAGは、特に製造物責任、競争および

反トラスト法、特許権侵害、税務調査、ならびに環境保護の分野で多数の法的リスクにさらされている。現在または将来にお

ける訴訟手続の結果は、通常は予測することができない。そのため、法律上または規制上の判断または将来の和解によって、

保険会社の補償金支払の対象とならない、または全額補償の対象とならない費用が発生し、当社の収益および利益に重要な影

響を及ぼす恐れもある。

 

重要なリスクがあると現在考えられている訴訟手続の概要を以下に示す。これらの訴訟手続は必ずしもすべてを網羅したもの

ではない。ここに示されているのは、バイエルAGが、損益の移転および／または支配契約を有している子会社を通じて直接的

または間接的にさらされているリスクである。バイエルグループに存在するさらなる法的リスクについては、バイエルグルー

プの連結財務諸表に対する注記に記載されている。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

369/482



製品関連訴訟

ミレーナ
TM
：2020年2月6日現在、長期の避妊を可能とする子宮内黄体ホルモン放出システム「ミレーナ

TM
」の使用者約730名

による訴訟が米国内でバイエルに送達されていた（すでに係属していない、または訴え棄却の申立てが係属している訴訟を除

く。）。原告は、「ミレーナ
TM
」を用いた結果、頭蓋内圧亢進症を含む人身被害を受けたと主張し、補償的および懲罰的損害賠

償を求めている。原告は、特に、「ミレーナ
TM
」には欠陥があること、およびバイエルは「ミレーナ

TM
」の使用に関するリスク

を知っていたかまたは知っているべきであったところ、使用者への適切な警告を怠ったと主張している。2017年、米国連邦裁

判所において係属中の、原告が特発性頭蓋内圧亢進症を主張しているほとんどの案件は併合され、共通の事実審理前手続きを

行う広域係属訴訟（以下「MDL」という。）となっている。2019年6月、MDL裁判所は、当該裁判所において係属中の約730件を

すべて棄却するとの略式判決を下した。原告はこの決定に対して上訴している。穿孔案件に関連するもう1件のMDL手続は棄却

された。原告が穿孔を主張した案件は、総額12百万米ドルで和解した。和解金は2019年11月に拠出された。突発性頭蓋内圧亢

進症以外の被害を主張して送達されたすべての案件は棄却され、または棄却が係属中である。

 

2020年2月6日現在、「ミレーナ
TM
」に関して集団訴訟の認定を求める5件のカナダの訴訟がバイエルに送達されていた。バイ

エルは実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

バイエルは、本訴訟に残存するリスクはもはや重要ではないと信じている。

 

イグザレルトTM：2020年2月6日現在、血栓を治療、予防する経口抗凝固剤「イグザレルト
TM
」の服用者約27,200名による米

国の訴訟が、バイエルおよび米国における「イグザレルト
TM
」の販売会社であるヤンセン・ファーマシューティカルズに送達

されていた。原告は、「イグザレルト
TM
」の使用により、脳、消化管またはその他の出血および死亡を含む人身被害を受けたと

主張し、補償的および懲罰的損害賠償を求めている。原告は、特に、「イグザレルト
TM
」には欠陥があること、およびバイエル

は「イグザレルト
TM
」の使用に伴うこれらのリスクを知っていたかまたは知っているべきであったところ、使用者への適切な警

告を怠ったと主張している。新たな訴訟の提起も予想されている。2019年3月、事実審理に進んだ全6件における勝訴の後、バ

イエルとヤンセンは、米国において係属中のほぼすべての案件について、775百万米ドルで和解するとの包括的合意に達した。

2020年1月、和解金（両社間で均等に分配された。）は全額拠出され、係属中のすべての上訴は取り下げられた。請求管理者は

資金分配手続を開始しており、今後和解済み案件の取下げが続くこととなる。残りの案件は、要件を満たす必要があるか、ま

たは取下げの対象となる。

 

2020年2月6日現在、「イグザレルト
TM
」に関して集団訴訟の認定を求める10件のカナダの訴訟がバイエルに送達されてい

た。提案されていた集団訴訟のうち1件が認定された。バイエルは上訴許可の申立てを行った。バイエルは実体上の抗弁を有し

ていると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

Essure
TM
：2020年2月6日現在、手術を行わない方法による永続的避妊を提供する医療器具「Essure

TM
」の使用者約33,100名に

よる米国の訴訟がバイエルに送達されていた。原告は、「Essure
TM
」の使用により、子宮摘出、穿孔、疼痛、出血、体重増加、

ニッケル過敏症、抑うつおよび望まない妊娠を含む人身被害を受けたと主張し、補償的および懲罰的損害賠償を求めている。

新たな訴訟の提起も予想されている。
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2020年2月6日現在、「Essure
TM
」に関して集団訴訟の認定を求める2件のカナダの訴訟がバイエルに送達されていた。提案され

ていた集団訴訟のうち1件が認定された。バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向であ

る。

 

ネオニコチノイドに関するカナダの集団訴訟：有効成分イミダクロプリドおよびクロチアニジン（ネオニコチノイド）を含

有する農薬製品に関連して、カナダのケベック州およびオンタリオ州において、バイエルを相手取った集団訴訟（提案）が提

起された。原告は蜂蜜生産者であり、オンタリオ州で全国的な集団訴訟（提案）を、またケベック州でケベック州限定の集団

訴訟を提起している。原告は補償的損害賠償および懲罰的損害賠償を求めており、バイエルおよびもう1社の農薬会社にはネオ

ニコチノイド系殺虫剤の設計、開発、マーケティングおよび販売において過失があったと主張している。オンタリオ州の集団

訴訟（提案）はごく初期の手続段階にある。ケベック州では、2018年に裁判所が原告の提案した集団を認定した。バイエルは

実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

バイエルは、上記の訴訟に関連して、各業界における通常の範囲内で、バイエルを相手取った法定の製造物責任訴訟に対して

保険を掛けており、現在入手可能な情報に基づき、バイエルグループにおいて予想される防御費用に対する適切な会計上の対

応を取っている。しかしながら、「Essure
TM
」の訴訟に関する会計上の対応は、適用可能な保険の保障範囲を超えている。

 

特許権に関する争い

アデムパス
TM
：2018年、バイエルは、アレンビック・ファーマシューティカルズ・リミテッド（Alembic Pharmaceuticals

Limited）、アレンビック・グローバル・ホールディング・エスエー（Alembic Global Holding SA）、アレンビック・ファー

マシューティカルズ・インク（Alembic Pharmaceuticals, Inc.）およびINCリサーチ・エルエルシー（INC Research, LLC）

（以下総称して「アレンビック」という。）を相手取り、またMSNラボラトリーズ・プライベート・リミテッド（MSN

Laboratories Private Limited）およびMSNファーマシューティカルズ・インク（MSN Pharmaceuticals Inc.）（以下総称して

「MSN」という。）を相手取り、またテヴァ・ファーマシューティカルズ USA インク（Teva Pharmaceuticals USA, Inc.）お

よびテヴァ・ファーマシューティカル・インダストリーズ・リミテッド（Teva Pharmaceutical Industries Ltd.）（以下総称

して「テヴァ」という。）を相手取って、米国連邦裁判所に特許権侵害訴訟を提起した。2017年、バイエルは、アレンビッ

ク、MSNおよびテヴァがそれぞれ米国においてバイエルの肺高血圧症治療剤「アデムパス
TM
」のジェネリック版の承認を求めて

パラグラフIV証明を含む医薬品簡略承認申請（以下「ANDA Ⅳ」という。）を行ったとの通知を受け取っていた。2018年、裁判

所は、バイエルとテヴァの共同請求に応じて、バイエルの特許は有効であり、テヴァによって侵害されていると決定した。こ

れによりテヴァとの特許紛争は終了した。2019年、アレンビックに対する訴訟は、アレンビックとの紛争において争点となっ

ていた唯一の特許が期限切れとなった後に棄却された。テヴァを相手取った手続において支持された特許は引き続き有効であ

り、MSNとの紛争の争点となっている。
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その他の訴訟手続

BASFとの仲裁：2019年9月、バイエルは、BASF SEからの仲裁申立書の送達を受けた。BASFは、クロップサイエンス部門の一

部事業のBASFに対する売却に関して2017年および2018年に締結された資産購入契約に基づいて、補償請求権を有していると主

張している。BASFは、一定の人件費を含む特定の費用項目が適切に開示されておらず、売却対象事業の一部に分配されていた

と主張している。バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

 

36. 関連当事者

 

関連当事者とは、バイエルAGに対して影響力を有する、またはバイエルAGが支配を行うもしくは重要な影響力を有する法人ま

たは自然人である。

 

関連当事者との取引は主に、子会社、共同支配企業およびその他の関係会社、ならびに年金制度との賃借、サービスおよび金

融取引からなる。かかる取引は市場の条件(独立会社間取引の原則)で実行される。

 

バイエルAGは、バイエル・ペンシオンスカッセに合計150百万ユーロの利益参加型資本(Genussrechtskapital)を提供してい

る。2018年度および2019度のいずれにおいても引き続き全額が引き出されている。さらに2008年度には、返済可能な「有効初

期資金」の設立をバイエル・ペンシオンスカッセと合意した。これは2012年度に800百万ユーロ増額され、1,600百万ユーロと

なった。2019年12月31日現在、引き出された額は635百万ユーロであり、前年度から変化しなかった。

 

 

37. ドイツのエネルギー事業法第6b条第２項に基づく開示

 

エネルギー供給に関連して、バイエルAGの純資産および経営成績にとって重要であり、ドイツのエネルギー事業法（以下

「EnWG」という。）第6b条第２項に基づく開示を求められる通常でない取引はなかった。
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38. 監査報酬

 

2019年度の監査報酬に関する情報は、バイエルグループの連結財務諸表に対する注記に記載されている。この点に関して、ド

イツ商法第285条第17番に基づく免除が適用されている。

デロイト・ゲーエムベーハー ヴィルトシャフツプリューフングスゲゼルシャフトの財務諸表監査報酬は、主に、バイエルグ

ループの連結財務諸表、ならびにバイエルAGおよびその子会社の財務諸表の監査報酬からなる。デロイト・ゲーエムベーハー

ヴィルトシャフツプリューフングスゲゼルシャフトにより実施された監査関連業務およびその他の監査業務は、主に動物用薬

品事業の売却に関するものであり、概ね任意財務諸表監査および監査レビューから構成される。これらに加え、その他のデロ

イト事務所がバイエルAGの子会社の財務諸表監査、実質的かつ直接的にバイエルグループの連結財務諸表またはバイエルAGの

財務諸表に影響を及ぼさないコンプライアンス関連の税務アドバイザリー業務及びその他の動物医薬品事業の売却に関する業

務を実施した。

 

 

39. 期末後に発生した特に重要な事象

 

2020年2月11日にバイエルは、ドイツのノイウルムに本社を置く、ニュヴィサン社（Nuvisan GmbH）の子会社であるニュヴィサ

ン・ICB社（Nuvisan ICB GmbH）にベルリンに所在する小分子研究組織を売却する最終合意に達したことを発表した。ドイツの

ノイウルムを拠点とするニュヴィサングループは、製薬業界に対して、臨床研究、臨床検査サービス、委託加工を実施する国

際的なサービスプロバイダである。

 

 

40. 取締役会および監査役会に対する報酬総額および貸付金

 

2019年度の取締役会構成員の報酬額の内訳は以下の通りである。

 
取締役会の報酬総額   

 2018年 2019年

 千ユーロ 千ユーロ

固定給 6,387 6,615

付加給付 1,825 1,612

短期変動現金報酬 6,937 7,049

株式に基づく長期現金報酬(「アスパイア」)
１

9,360 10,864

報酬総額 24,509 26,140

   

年金コミットメントに関する勤務費用
２

2,745 2,753

 

１
　付与日現在の公正価値

２
　バイエル・ペンシオンスカッセおよびライニッシェ・ペンシオンスカッセ向けの企業拠出金

 

取締役会の報酬総額には、取締役会メンバーが当社の子会社であるスイスのバイエル・コンシューマー・ケアAGから受け取っ

た固定給551千ユーロ（2018年度：583千ユーロ）、付加給付374千ユーロ（2018年度：1,000千ユーロ）、短期変動現金報酬643

千ユーロ（2018年度：581千ユーロ）ならびに株式に基づく長期現金報酬827千ユーロ（2018年度：874千ユーロ）が含まれてい

た。年金コミットメントに関する勤務費用のうち256千ユーロ（2018年度：328千ユーロ）は、ドイツ国外の子会社のコミット

メントに関連していた。
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取締役会メンバーは株式に基づく報酬プログラム(アスパイア)に加入している。これらは４年間のプログラムであり、各段階

で権利が取得できる。プログラムが付与された時点のプログラムの公正価値は報酬パッケージ全体の一部を形成し、上記の概

要の中に「株式に基づく長期現金報酬(アスパイア)」として示されている。2019年度および過年度からのプログラムに従い付

与された株式に基づく報酬プログラムの下で2019年度に取得した権利は、以下の表に個別に示されている。また、2019年度よ

り前に取得した株式に基づく報酬プログラムによる権利の価値の変動も個別に示されている。

 

2015年度まで、取締役会メンバーはまた、各自の短期変動報酬の50％を仮想上のバイエル株式の形で受け取っていた。支払

は、３年の保持期間の後にその時点のバイエル株式の市場価格に基づいて行われる。加入者はまた、当該期間中に同等数の実

際の株式に対して支払われた配当金合計と同じ額を受け取る。支払日までの仮想上の株式の価値の変動(３年の間に生じた配当

金請求額を含む)もまた、下記の表に表示されている。

 

各年度の費用は、仮想上のバイエル株式に基づく長期変動現金報酬および株式に基づく長期現金報酬(アスパイア) (報酬総額

に含まれる額とは異なる)に関連する以下の構成要素からなる。

 
取締役会の複数年の変動報酬   

 2018年 2019年

 千ユーロ 千ユーロ

仮想上のバイエル株式に基づく長期変動現金報酬   

-過年度に付与された仮想株式の価値の増減 (978) -

 (978) -

株式に基づく長期現金報酬(「アスパイア」)   

-当年度に取得した権利 6,660 7,889

-過年度に取得した権利の価値の増減 (3,768) (157)

 2,892 7,732

費用 1,914 7,732

 

株式に基づく長期現金報酬(アスパイア)のうち、2019年度に取得した権利359千ユーロ（2018年度：425千ユーロ）および過年

度に取得した権利の価値の変動2千ユーロ（2018年度：マイナス344千ユーロ）は、当社の子会社であるスイスのバイエル・コ

ンシューマー・ケアAGに対する権利に関連していた。

 

バイエルAGでは、2019年度に取締役会のメンバーに付与された年金受給資格に関する費用は2,417千ユーロ(2017年度：2,356千

ユーロ)であった。これは年金コミットメントに関する勤務費用ならびにバイエル・ペンシオンスカッセおよびライニッシェ・

ペンシオンスカッセ向けの企業拠出金からなる。過年度に取得した権利の利息部分および数理計算上の損益による影響額もあ

る。これらを含め、その財務費用は5,694千ユーロ(2018年度：3,908千ユーロ)であった。決算日時点の年金債務に対する引当

金は28,827千ユーロ(2018年度：22,237千ユーロ)であった。

 

2019年度に取締役会の前メンバーおよびその遺族である扶養家族に支払われた年金は11,911千ユーロ(2018年度：12,627千ユー

ロ)であった。取締役会の前メンバーおよびその遺族である扶養家族に対する年金および類似のコミットメントの引当金

160,082千ユーロ (2018年度：158,931千ユーロ)は、バイエルAGの財政状態計算書に反映された。
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2019年度における監査役会の報酬総額は、3,939千ユーロ(2018年度：3,897千ユーロ)であった。これには132千ユーロ(2018年

度：134千ユーロ)の会議参加報酬が含まれている。

 

2019年12月31日現在、取締役会または監査役会のメンバーに対する貸付残高はなく、期中における返済もなかった。

 

取締役会および監査役会の報酬の詳細は、バイエルグループとバイエルAGの結合経営報告書の一部を構成する報酬報告書に記

載されている。

 

 

41. 分配可能利益の使用に関する提案

 

取締役会および監査役会は、バイエルAGの財務諸表で報告された分配可能利益2,751百万ユーロを、2019年度の配当金を受け取

る権利を伴う株主資本（2,515百万ユーロ）に対する、配当権付株式(982,424,082株)１株当たり2.80ユーロの配当金の支払に

使用することを提案する。
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2 【主な資産・負債及び収支の内容】

2019年12月31日に終了した事業年度の連結財務諸表および個別財務諸表に対する注記を参照されたい。

 

3 【その他】

(1)　後発事象

2020年2月11日、バイエルは、ベルリンを拠点とする小分子研究部門の大部分を、Nuvisan GmbHの子会社である

Nuvisan ICB GmbHに譲渡するとの最終契約を締結したと発表した。ドイツ、ノイウルムを拠点とするNuvisanグ

ループは、医療用医薬品業界を対象とする臨床試験、試験支援業務および受託生産の国際的サービス・プロバイ

ダーである。

 

(2)　訴訟手続

多角的な事業ポートフォリオを有する世界的規模の企業として、バイエルグループは、特に製造物責任、競争お

よび反トラスト法、腐敗防止、特許権侵害、税務調査、ならびに環境問題の分野で多数の法的リスクにさらされて

いる。現在または将来における訴訟手続の結果は、通常は予測することができない。そのため、法律上または規制

上の判断または将来の和解によって、保険会社の補償金支払の対象とならない、または全額補償の対象とならない

費用が発生し、当社の売上高および利益に重大な影響を及ぼす恐れもある。

現在当社が重要であると考えている訴訟手続の概要を以下に示す。これらの訴訟手続は必ずしもすべてを網羅し

たものではない。

 

製品関連訴訟

ミレーナ®：2020年2月6日現在、長期の避妊を可能とする子宮内黄体ホルモン放出システム「ミレーナ®」の使

用者約730名による訴訟が米国内でバイエルに送達されていた（すでに係属していない、または訴え棄却の申立て

が係属している訴訟を除く。）。原告は、「ミレーナ®」を用いた結果、頭蓋内圧亢進症を含む人身被害を受けた

と主張し、補償的および懲罰的損害賠償を求めている。原告は、特に、「ミレーナ®」には欠陥があること、およ

びバイエルは「ミレーナ®」の使用に関するリスクを知っていたかまたは知っているべきであったところ、使用者

への適切な警告を怠ったと主張している。2017年、米国連邦裁判所において係属中の、原告が特発性頭蓋内圧亢進

症を主張しているほとんどの案件は併合され、共通の事実審理前手続きを行う広域係属訴訟（以下「MDL」とい

う。）となっている。

2019年6月、MDL裁判所は、当該裁判所において係属中の約730件をすべて棄却するとの略式判決を下した。原告

はこの決定に対して上訴している。穿孔案件に関連するもう1件のMDL手続は棄却された。原告が穿孔を主張した案

件は、総額12百万米ドルで和解した。和解金は2019年11月に拠出された。突発性頭蓋内圧亢進症以外の被害を主張

して送達されたすべての案件は棄却され、または棄却が係属中である。

2020年2月6日現在、「ミレーナ®」に関して集団訴訟の認定を求める5件のカナダの訴訟がバイエルに送達され

ていた。バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

バイエルは、本訴訟に残存するリスクはもはや重要ではないと信じている。
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イグザレルト®：2020年2月6日現在、血栓を治療、予防する経口抗凝固剤「イグザレルト®」の服用者約27,200

名による米国の訴訟が、バイエルおよび米国における「イグザレルト®」の販売会社であるヤンセン・ファーマ

シューティカルズに送達されていた。原告は、「イグザレルト®」の使用により、脳、消化管またはその他の出血

および死亡を含む人身被害を受けたと主張し、補償的および懲罰的損害賠償を求めている。原告は、特に、「イグ

ザレルト®」には欠陥があること、およびバイエルは「イグザレルト®」の使用に伴うこれらのリスクを知ってい

たかまたは知っているべきであったところ、使用者への適切な警告を怠ったと主張している。新たな訴訟の提起も

予想されている。

2019年3月、事実審理に進んだ全6件における勝訴の後、バイエルとヤンセンは、米国において係属中のほぼすべ

ての案件について、775百万米ドルで和解するとの包括的合意に達した。2020年1月、和解金（両社間で均等に分配

された。）は全額拠出され、係属中のすべての上訴は取り下げられた。請求管理者は資金分配手続を開始してお

り、今後和解済み案件の取下げが続くこととなる。残りの案件は、要件を満たす必要があるか、または取下げの対

象となる。

2020年2月6日現在、「イグザレルト®」に関して集団訴訟の認定を求める10件のカナダの訴訟がバイエルに送達

されていた。提案されていた集団訴訟のうち1件が認定された。バイエルは上訴許可の申立てを行った。バイエル

は実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく意向である。

Essure
TM
：2020年2月6日現在、手術を行わない方法による永続的避妊を提供する医療器具「Essure

TM
」の使用者

約33,100名による米国の訴訟がバイエルに送達されていた。原告は、「Essure
TM
」の使用により、子宮摘出、穿

孔、疼痛、出血、体重増加、ニッケル過敏症、抑うつおよび望まない妊娠を含む人身被害を受けたと主張し、補償

的および懲罰的損害賠償を求めている。新たな訴訟の提起も予想されている。

2020年2月6日現在、「Essure
TM
」に関して集団訴訟の認定を求める2件のカナダの訴訟がバイエルに送達されて

いた。提案されていた集団訴訟のうち1件が認定された。バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、積

極的に防御していく意向である。

ネオニコチノイドに関するカナダの集団訴訟：有効成分イミダクロプリドおよびクロチアニジン（ネオニコチノ

イド）を含有する農薬製品に関連して、カナダのケベック州およびオンタリオ州において、バイエルを相手取った

集団訴訟（提案）が提起された。原告は蜂蜜生産者であり、オンタリオ州で全国的な集団訴訟（提案）を、またケ

ベック州でケベック州限定の集団訴訟を提起している。原告は補償的損害賠償および懲罰的損害賠償を求めてお

り、バイエルおよびもう1社の農薬会社にはネオニコチノイド系殺虫剤の設計、開発、マーケティングおよび販売

において過失があったと主張している。オンタリオ州の集団訴訟（提案）はごく初期の手続段階にある。ケベック

州では、2018年に裁判所が原告の提案した集団を認定した。バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、

積極的に防御していく意向である。
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Roundup
TM
（グリホサート）：2020年2月6日現在、バイエルの子会社であるモンサントが製造したグリホサート

をベースとする製品にさらされたと主張する約48,600名の原告による訴訟が、米国でモンサントに送達されてい

た。グリホサートは、「Roundup
TM
」ブランドの製品を含むモンサントの多数の除草剤に含まれる有効成分であ

る。原告は、これらの製品にさらされたことから非ホジキンリンパ腫（以下「NHL」という。）および多発性骨髄

腫を含む人身被害を受けたと主張し、補償的および懲罰的損害賠償を求めている。原告は特に、グリホサートを

ベースとした除草剤製品には欠陥があること、およびモンサントは当該製品に関連すると主張されるリスクを知っ

ていたかまたは知っているべきであったところ、使用者への適切な警告を怠ったと主張している。新たな訴訟の提

起も予想されている。原告の大半は、ミズーリ州およびカリフォルニア州の州裁判所において訴訟を提起してい

る。米国連邦裁判所で係属中の案件は、共通の事実審理前手続のため、カリフォルニア州北部地区におけるMDLと

して併合されている。

カリフォルニア州の州裁判所および連邦裁判所における事実審理に進んだ最初の3件は、原告に有利な陪審評決

となった。その後事実審裁判所に提出された事実審理後の異議申立てでは、損害賠償および懲罰的損害賠償の減額

のみが行われた。当社は全3件において上訴した。このうち1件ではブリーフィングが完了しており、口頭弁論の日

程はまだ組まれていない。他の2件の上訴ではまだブリーフィングが続いている。当社は、当該評決は事実審理に

おける証拠および法律に裏付けられたものではないと信じており、したがって積極的に上訴を追求していく意向で

ある。

800件を超える科学研究および世界中の規制当局が、グリホサートは表示された指示に従って使用すれば安全で

あることを確認している。重要なことに、最大かつ最新の疫学研究では、これらはヒトの集団における曝露の影響

評価に最も関連のある研究であるが、他の殺虫剤の使用に対応して調整される場合、現実世界での使用において、

グリホサートベースの除草剤とNHLの間には、全体として関連性がないことが発見された。加えて、米国環境保護

庁の2017年のリスク評価では、100件を超える研究を審査して、グリホサートは「ヒトのがんを誘発する可能性は

低い」と結論付けた。これを背景として、米国司法省および米国環境保護庁は、連邦裁判所案件の上訴において、

モンサントによる上訴の中心を占めるいくつかの重要な主張を支持する法廷助言者意見書（amicus brief）を提出

した。

当初、2019年および2020年初期に開始が予定されていた多数の事実審理が続いている。この継続は、裁判所命令

による調停手続を誠意をもって継続するため、また訴訟全体を合理的解決に導くプロセスを含む合理的な条件で和

解に達することができるかを探るための余地を当事者に与えることを意図している。さらに、コロナウィルスに伴

う制限のため、多くの裁判所手続は休止されている。これらの理由から、現時点では、2020年上半期に開始が予定

される事実審理はない。ただし、事実審理の日程は流動的で変更されることがある。

2020年2月6日現在、集団訴訟の認定を求める「Roundup
TM
」関連のカナダの訴訟11件が、バイエルに送達されて

いた。

バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、グリホサートの安全性と当社のグリホサートベース製剤を

積極的に防御していく意向である。
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ジカンバ：2020年2月6日現在、米国の州および連邦裁判所において、バイエルの子会社であるモンサントおよび

共同被告人であるBASFに対し、モンサントの除草剤「Xtendimax
TM
」およびジカンバを含有するその他の製品が、

標的外への飛散により作物被害を引き起こしたと主張する、約170名の原告による訴訟が送達されていた。原告は

特に、モンサントおよびBASFはジカンバの散布がかかる被害を引き起こすことを知っていたかまたは知っているべ

きであったところ、その防止を怠ったと主張している。新たな訴訟の提起も予想されている。2018年、35件の個別

案件が、ミズーリ州の連邦裁判所におけるMDLとして統合された。原告は集団訴訟の認定を求めている。2020年2

月、MDL手続における最初の事実審理（バーダー・ファームズ事件）により、原告に補償的損害賠償15百万米ドル

および懲罰的損害賠償250百万米ドルからなる265百万米ドルの損害賠償が認められた。モンサントおよび共同被告

であるBASFは、総額265百万米ドルの認定額について連帯責任を負う。当社はこの決定に反対であり、早急に上訴

する計画である。バーダー・ファームズ事件では、モンサント製品が当該農場に存在し、主張された損害に対して

責任があることを示す適格な証拠は一切提示されなかった。当社は実体上の抗弁を有していると信じており、これ

らの案件において自社を積極的に防御していく意向である。

 

法定の製造物責任賠償請求に対する保険

上記の製品関連訴訟に関連して、バイエルは、関連業界における通常の範囲内で法定の製造物責任賠償請求に対

する保険をかけており、また現在入手可能な情報に基づき、予想される防御費用に関して適切な会計上の対策を講

じている。ただし、「Essure
TM
」および「Roundup

TM
」（グリホサート）の損害賠償請求に関する会計上の対策は、

利用可能な保険の保障範囲を超えている。

 

特許権に関する争い

アデムパス®：2018年、バイエルは、アレンビック・ファーマシューティカルズ・リミテッド（Alembic

Pharmaceuticals Limited）、アレンビック・グローバル・ホールディング・エスエー（Alembic Global Holding

SA）、アレンビック・ファーマシューティカルズ・インク（Alembic Pharmaceuticals, Inc.）およびINCリサー

チ・エルエルシー（INC Research, LLC）（以下総称して「アレンビック」という。）を相手取り、またMSNラボラ

トリーズ・プライベート・リミテッド（MSN Laboratories Private Limited）およびMSNファーマシューティカル

ズ・インク（MSN Pharmaceuticals Inc.）（以下総称して「MSN」という。）を相手取り、またテヴァ・ファーマ

シューティカルズ USA インク（Teva Pharmaceuticals USA, Inc.）およびテヴァ・ファーマシューティカル・イ

ンダストリーズ・リミテッド（Teva Pharmaceutical Industries Ltd.）（以下総称して「テヴァ」という。）を

相手取って、米国連邦裁判所に特許権侵害訴訟を提起した。2017年、バイエルは、アレンビック、MSNおよびテ

ヴァがそれぞれ米国においてバイエルの肺高血圧症治療剤「アデムパス®」のジェネリック版の承認を求めてパラ

グラフIV証明を含む医薬品簡略承認申請（以下「ANDA Ⅳ」という。）を行ったとの通知を受け取っていた。2018

年、裁判所は、バイエルとテヴァの共同請求に応じて、バイエルの特許は有効であり、テヴァによって侵害されて

いると決定した。これによりテヴァとの特許紛争は終了した。2019年、アレンビックに対する訴訟は、アレンビッ

クとの紛争において争点となっていた唯一の特許が期限切れとなった後に棄却された。テヴァを相手取った手続に

おいて支持された特許は引き続き有効であり、MSNとの紛争の争点となっている。
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ベタフェロン®／Betaseron
TM
：2010年、バイエルは、バイオジェン・アイデック MA インク（Biogen Idec MA

Inc.）を相手取り、バイオジェンが2009年に取得した特許は無効であり、バイエルによる「Betaseron
TM
」（バイ

エルの多発性硬化症の治療薬）の製造販売によって侵害されていないとの裁判所の宣言を求めて、米国連邦裁判所

に訴訟を提起した。バイオジェンは、バイエルが「Betaseron
TM
」および「Extavia

TM
」の製造販売によって特許を

侵害していると主張して、バイエルを訴えた。バイエルは「Betaseron
TM
」を製造し、米国内で販売している。

「Extavia
TM
」も多発性硬化症の治療用医薬品であり、バイエルにより製造されているが、本件のもう1名の被告で

あるノバルティス・ファーマシューティカルズ・コーポレーション（Novartis Pharmaceuticals Corporation）に

より米国で販売されている。2016年、米国連邦裁判所は、争点となっている特許権の範囲についてバイオジェンに

有利な判決を下した。バイエルはこの判決を不服としており、米国連邦裁判所の事実審理終結時に控訴する可能性

がある。2018年、陪審は、バイオジェンの特許は無効であるとの決定を、バイオジェンがEMDセローノ・インク

（EMD Serono, Inc.）（以下「セローノ」という。）およびファイザー・インク（Pfizer Inc.）（以下「ファイ

ザー」という。）を相手取った同特許権の侵害訴訟の審理終結時に下した。同年、裁判所は陪審の評決を覆し、バ

イオジェンに有利な判決を下した。セローノおよびファイザーは上訴した。バイエルに対するバイオジェンの主張

の事実審理はまだ予定されていない。

Jivi
TM
（BAY 94-9027）：2018年、ネクター・セラピューティクス（Nektar Therapeutics）（以下「ネクター」

という。）、バクスアルタ・インコーポレーテッド（Baxalta Incorporated）およびバクスアルタ・ユー・エス・

インク（Baxalta U.S., Inc.）（以下総称して「バクスアルタ」という。）は、バイエルを相手取り、米国で血友

病治療薬「Jivi
TM
」として承認されているBAY 94-9027は、ネクターの5件の特許を侵害していると主張して、米国

連邦裁判所に別の訴状を提出した。この5件の特許はネクター名義で登録され、さらに「分枝ポリマーおよびそれ

らの結合体」と題する欧州出願特許を含むパテントファミリーの一部である。このパテントファミリーは、米国と

ドイツで現在も係属中の先の特許紛争において問題となっているものとは異なる。2018年、バイエルは、血友病分

野におけるバイエルとネクターの過去の共同研究に基づき、当該欧州出願特許に対する権利を主張して、ドイツの

ミュンヘン行政裁判所に訴訟を提起した。2017年、バクスアルタおよびネクターは、バイエルを相手取り、BAY

94-9027がネクター社の他の7件の特許を侵害していると主張して、同じ米国連邦裁判所に対してすでに訴状を提出

していた。これら7件の特許はネクター名義で登録され、さらに「高分子第Ⅷ因子部分抱合体」と題する欧州特許

出願（2013年にバイエルがネクターを相手取ってドイツのミュンヘン地方裁判所に提起した訴訟の争点）を含むパ

テントファミリーの一部である。本訴訟においてバイエルは、血友病の分野におけるバイエルとネクターとの過去

の共同研究に基づいて行われた当該欧州特許出願に対する権利を主張している。しかしながら、バイエルは、当該

パテントファミリーは、「Jivi
TM
」に関わる有効な特許請求を含まないと信じている。バクスアルタの血友病治療

薬「Adynovate
TM
」によるバイエルの特許の侵害について、同じ米国地方裁判所で並行している訴訟手続におい

て、裁判所は、2019年2月の陪審裁判を受けて、2019年9月、バクスアルタに対し、バイエルに181百万米ドルを支

払うよう命じた。この命令は、バクスアルタによる不服申立ての対象となっている。

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

414/482



スチバーガ®：2016年、バイエルは、アポテックス・インク（Apotex, Inc.）およびアポテックス・コーポレー

ション（Apotex Corp.）（以下総称して「アポテックス」という。）を相手取り、米国連邦裁判所に特許権侵害訴

訟を提起した。バイエルは、アポテックスが米国におけるバイエルの抗悪性腫瘍剤「スチバーガ®」のジェネリッ

ク版の承認を求めてANDA Ⅳ申請を行ったとの通知を受け取っていた。

Bollgard II RR Flex
TM
／Intacta

TM
：2019年7月、ブラジル、マトグロッソ州の綿花生産者協会（AMPA）は、バイ

エル所有の綿花技術「Bollgard II RR Flex
TM
」をカバーするバイエルの特許4件の無効化を求めて、連邦裁判所に

特許無効訴訟を提起した。2020年1月、ブラジルの特許庁は、裁判所手続において、異議申立てを受けた全4件の有

効性を認めた。このうち2件の特許は、ブラジルの特許庁における行政無効手続においても異議申立てを受けてい

る。特許のうち1件（プロモーター特許）は、2017年にマトグロッソ州大豆生産者協会（Aprosoja/MT）が大豆技術

「Intacta
TM
」に関してブラジルの連邦裁判所に提起した特許無効訴訟の争点にもなっている。特許無効請求に加

え、両訴訟は、支払ったロイヤリティの倍額の返金を求めている。両訴訟は集団訴訟として提起され、同一の連邦

裁判所判事の下に進められている。バイエルの大豆技術「Intacta
TM
」はさらに他の2件の特許によって保護されて

いるが、そのうち1件は、リオグランデドスル州大豆生産者協会（Aprosoja/RS）がブラジルの特許庁において行っ

ている行政無効手続において異議申立てを受けている。

バイエルは上記の進行中の特許権紛争について実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく

意向である。

 

その他の訴訟手続

Trasylol
TM
／アベロックス®：1名のバイエル元従業員により申し立てがあった「Trasylol

TM
」（アプロチニン）

および「アベロックス®」（モキシフロキサシン）の販売手法に関係する刑事的民事訴訟は、ニュージャージー州

の連邦地方裁判所で係属中である。本件では、証拠開示手続が進められている。米国政府は現時点では訴訟参加を

拒否している。

Baycol
TM
：バイエルが国防総省との契約を不正に誘導したと主張する、私人による代理訴訟1件（Trasylol

TM
／ア

ベロックス® 訴訟と同じ告発者によって提起された。）が、ミネソタ州の連邦地方裁判所において係属中であ

る。本件では、証拠開示手続が進められている。

BASFとの仲裁：2019年9月、バイエルは、BASF SEからの仲裁申立書の送達を受けた。BASFは、クロップサイエン

ス部門の一部事業のBASFに対する売却に関して2017年および2018年に締結された資産購入契約に基づいて、補償請

求権を有していると主張している。BASFは、一定の人件費を含む特定の費用項目が適切に開示されておらず、売却

対象事業の一部に分配されていたと主張している。バイエルは実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に

防御していく意向である。

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

415/482



ニューアーク湾環境事件：バイエルは米国において、連邦および州の環境保護当局による一連の請求に係わる多

くの当事者の1人となっている。これらの請求は、昔からニューアーク湾近辺または周辺水域で行われていたか、

またはこれらの水路や近隣の土地に有害廃棄物を排出したとされる事業活動に起因するものである。バイエルおよ

びその他の潜在的な責任当事者は、環境を改善し、過去および将来の環境改善・修復費用および損害賠償金を拠出

するよう求められている。2016年、バイエルは、潜在的に責任のある2名の主要当事者が、連邦破産法第11条に基

づく更生申請を行っていたと知らされた。バイエルは依然としてこれらの問題に対する自社の法的責任の範囲を判

断することはできないが、この展開は、バイエルに割り当てられる可能性のある分担費用に悪影響を及ぼす可能性

が高い。

パセーイク河下流域事件において、バイエルを含む60社以上から成るグループは、米国環境保護庁（以下

「EPA」という。）およびその他政府機関の監督の下、河床の汚染堆積物を調査している。将来の修復作業には、

何らかの形の浚渫（その性質や範囲は未定である。）および潜在的にその他の作業が含まれるだろう。パセーイク

河下流域の除去費用に潜在的に法的責任を負う当事者の1社であるオクシデンタル・ケミカル・カンパニー

（Occidental Chemical Company）（OCC）は、EPAとの同意審決に基づいて、修復計画を実行している。バイエル

は最終的に調査および修復作業の費用の分担を求められるが、最終的救済に大規模な浚渫や影響を受けた堆積物の

処分が含まれることとなれば、この費用は多額に上る可能性がある。2018年、OCCは、過去および将来の対処費用

に関し、バイエルの子会社を含む他の潜在的に法的責任を負う数十名の当事者からの拠出および費用の回収を求め

て、ニュージャージー州の連邦裁判所に訴訟を提起した。証拠開示手続が進められており、バイエルは現時点で法

的責任の程度を判断することはできない。ニューアーク湾事件では、非関連当事者1名が、現在、EPAの監督の下に

ニューアーク湾の堆積物調査を実施している。当該調査は予備段階にある。バイエルは過去に調査費用の一部を拠

出しており、ニューアーク湾における将来の対処活動のための費用を負担する可能性がある。

バイエルはさらに、自然資源受託者としての政府機関から、パセーイク河下流域、ニューアーク湾および周辺水

域の汚染による自然資源の損傷について、バイエルが法的責任を負う可能性があると通知されている。バイエルは

現時点で法的責任の程度を判断することはできない。

アスベスト：多数の訴訟において、原告は、バイエルおよび共同被告がアスベストの危険を知りながら十分な警

告や保護を提供せずに、その用地で過去数十年にわたり第三者を雇用したと申し立てている。さらに、米国におけ

るバイエルの関係会社1社は、1976年までアスベスト製品を販売していた会社の法的な継承者である。ユニオン・

カーバイドはこの負債についてバイエルに補償することに同意した。同様に、バイエルの子会社であるモンサント

は、モンサントの敷地における十分な警告や保護のないアスベスト曝露を根拠とし、またアスベスト含有製品の製

造販売を根拠とする多数の主張に直面している。バイエルは本件について実体上の抗弁を有していると信じてお

り、積極的に防御していく意向である。
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PCB：バイエルの子会社であるモンサントは、PCBによる水域の様々な損傷について、PCBがどのようにそこに到

達したかにかかわらず、モンサント、ファルマシア（Pharmacia）およびソルーシア（Solutia）はPCBの製造業者

として連帯して法的責任を負うと主張する、米国の複数の政府機関が提起した訴訟の被告である。モンサントは、

PCB製品の使用および曝露による人身被害および／または財産損害を主張する多数の訴訟にも直面している。PCB

は、1979年に米国で環境保護局（以下「EPA」という。）によってPCBの製造が禁止されるまで、様々な目的で広く

使用されていた人工の化学物質である。当社は、実体上の抗弁を有していると信じており、積極的に防御していく

意向である。

 

税金関連訴訟

ギリシャの印紙税：2014年、2016年および2017年に、ギリシャの第一審行政裁判所は、バイエルが、ギリシャの

子会社への一定のグループ内貸付について課された印紙税および付随課徴金の査定額（合計約130百万ユーロ）に

対して提起した訴訟を棄却した。バイエルはこの決定が誤りであると確信しており、関連する決定に対して控訴し

た。バイエルは自身の法的立場を裏付ける実体上の主張を有していると信じており、積極的に防御していく意向で

ある。
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4 【ドイツと日本における会計原則の主要な相違】

バイエルグループの2019年12月31日現在の連結財務諸表は、英国ロンドンの国際会計基準審議会（以下「IASB」

という。）が公表した国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）およびIFRS解釈指針委員会（IFRS IC）の解釈

指針（いずれも欧州連合（EU）により承認され、報告期間末現在有効なもの）に準拠して、バイエル・アクツィー

エンゲゼルシャフト（Bayer AG）により作成された。ドイツ商法第315e条のその他適用ある要件も考慮された。

バイエル社の個別財務諸表はドイツ商法および株式会社法に準拠して作成されている（かかる財務諸表を以下

「個別財務諸表」という。)。

個別財務諸表および連結財務諸表に関する日本における一般に公正妥当と認められる会計原則（以下「GAAP」と

いう。）とドイツ商法およびIFRSとの重要な相違点について、以下に記載する。

 

一般原則

連結財務諸表に適用されるIFRSに基づく原則の概略は、IASBの概念フレームワークおよび国際会計基準（以下

「IAS」という。）第1号「財務諸表の表示」に記載されている。これらの原則には、目的適合性の原則、忠実な表

現、実質優先性、中立性、完全性、比較可能性、真実かつ公正な概観および公正な表示が含まれる。

ドイツでは、認識および測定は、慎重性の概念に基づいて行われる。従って、以下の原則が個別財務諸表に適用

される。

1)　「保守主義の原則」に従い、期末日以前に発生した損失は、たとえ未実現であっても認識する。

2)　「実現主義の原則」に従い、通常、利益は実現されるまで認識しない。

3)　「低価主義」に基づき、非流動資産（無形資産、有形固定資産および投資）については、将来回復しないと

認められる評価損を財務諸表に計上し、流動資産については、一時的と認められる評価損も直ちに認識しなければ

ならない。投資については、一時的と認められる評価損を直ちに認識することができる。

日本においては、保守主義の概念はドイツにおける解釈とほぼ同一である。日本では、「保守主義の原則」およ

び「実現主義の原則」は、「一般に公正妥当と認められる会計原則」の一部である。「低価主義」については、日

本の会社計算規則において規定されているが、税法上はすべてこれを認めているわけではないので、その適用には

制限がある。

 

外貨での測定および換算

各連結会社の個別財務諸表において、それぞれの機能通貨以外の通貨建ての債権債務等の貨幣項目は、決算日

レートで換算されている。関連する為替差額は、その他の財務収益または費用に為替差損益として認識される。
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連結財務諸表へ組み入れられる個々の会社の財務諸表は、それぞれの機能通貨で作成されている。会社の機能通

貨とは、当該会社が主として現金を生み出し、費やしている経済環境の機能通貨である。大半の連結会社は財務、

経済、組織の面で独立して業務を行っているため、機能通貨はそれぞれの現地通貨である。連結財務諸表におい

て、ユーロ圏外の会社の資産と負債の期首および期末残高は、決算日レートでユーロに換算されている。当期中の

すべての変動、すべての収益項目と費用項目ならびにキャッシュ・フローは、月次平均為替レートでユーロに換算

されている。資本の各項目は、最初に当グループの資本に認識された日の実勢為替レートで換算される。その金額

と決算日レートによる換算の際に生じた為替差額は、「ユーロ圏外事業活動の換算に関して認識された為替差額」

(その他の包括利益)、または「為替差額」(注記中の表)として純損益外で認識される。ある会社が連結除外された

場合、または在外営業活動体に対する純投資が減少した場合、その為替差額は資本から純損益に振り替えられる。

ドイツ商法に基づいて作成された個別財務諸表においては、外貨建ての債権債務、先物為替予約およびその他の

通貨デリバティブは、限定的な時価会計法を使用して認識されている。このために、外貨建ての受取債権と支払債

務はスポットレートで測定され、ヘッジ目的で締結された対応する通貨デリバティブは決算日の市場先物レートで

評価される。未実現損益は、その後に純ヘッジの表示方法を用いて各通貨で相殺されている。正味未実現損失に対

しては引当金が設定されているが、正味未実現利得は残りの満期が1年以下の受取債権および負債に関連する場合

のみ認識される。

日本において、機能通貨に関する定めはない。外貨建取引は、原則として、当該取引発生時の為替相場による円

換算額をもって記録する。決算時において、金融商品は、原則として、決算時の為替相場で円換算額を付す。外貨

建金銭債権債務の決済および換算に伴って生じた損益は、原則として、当期の為替差損益として処理する。 在外

支店における外貨建取引について、収益および費用の換算を期中平均相場による等、例外的な処理も認められてい

る。連結財務諸表の作成にあたり、在外子会社の資産および負債項目は決算日レートで、資本項目については、親

会社による株式の取得時における項目は株式取得時の為替相場により、親会社による株式の取得後に生じた項目は

当該項目の発生時の為替相場により換算する。

 

収益の認識

IFRS第15号の下では、収益は、顧客に移転する財またはサービスと交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価

を反映する金額で認識する。収益認識の概念は、特に、履行義務の識別、取引価格の決定、および契約上の履行義

務に対する取引価格の配分で構成される。収益は、企業が財またはサービスの支配を顧客に移転した時点で(また

は移転するにつれて)、一定の期間にわたって、または一時点で認識される。

収益認識の問題は、IFRSの下では主として経済的内容に左右されるが、ドイツGAAP（ドイツ商法）ではこの問題

はどちらかといえば法的に判断される。したがって、基本的には同じアプローチを取りながらも、収益認識の時期

に関する限り、個々のケースにおいて若干の相違が生じる可能性がある。
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日本では、2018年3月30日に企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」およびその適用指針である企業

会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」（合わせて「本会計基準等」）が公表され、

2021年4月1日以後開始する連結会計年度および事業年度の期首からの適用が求められており、2018年4月1日以後開

始する連結会計年度および事業年度の期首からの早期適用も認められている。本会計基準等は、IFRS第15号の基本

的な原則を取り入れることを出発点とし、これまで日本で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある場合には、

国際会計基準との比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することを基本的な方針として開発が行

われている。本会計基準等が公表されるまでは、収益認識に関する包括的な会計基準は存在せず、収益は基本的に

企業会計原則に基づく実現主義の原則に従って認識されている。財の販売においては、出荷基準に基づく収益の認

識が実務上広く用いられる。また、割賦販売においては、回収基準および回収期限到来基準に基づく収益の認識が

認められる。

 

資産の減損

IFRSに準拠した連結財務諸表に適用されるIAS第36号「資産の減損」は、主に、のれん、無形資産および有形固

定資産それぞれの減損会計処理につき、他の資産または資産グループのキャッシュ・インフローからおおむね独立

したキャッシュ・インフローを生み出す識別可能な最小の資産グループ（資金生成単位）について記述している。

当該基準は、減損会計対象資産または資金生成単位の特定、回収可能価額の測定、結果的な減損損失の認識または

戻入れ、減損損失または減損損失の戻入れの情報の開示についての要求を含む。

資産または資金生成単位の回収可能価額は、公正価値から処分コストを控除した額と使用価値（いずれも現在価

値で計算される。）のどちらか高い額である。公正価値から処分コストを差し引いた金額は、取引の知識のある自

発的な独立当事者間の取引による資産の売却により取得できる額から処分コストを控除した金額である。使用価値

は、資産または資金生成単位から回収が期待される将来キャッシュ・フローの現在価値である。使用価値には、対

象資産の使用によるキャッシュ・フローおよびその後の対象資産の処分により生じるキャッシュ・フローが含まれ

る。割引率は、貨幣の時間価値および対象資産に特有のリスクに関する現在の市場評価を反映した税引前の率とす

る。

損益計算書において減損損失は費用として認識される。最後に減損損失を認識したときから対象資産または資金

生成単位の回収可能価額を測定するために使用された見積りに変更がある場合、減損損失は戻入れ（収益を認識）

される。この場合、個々の資産の帳簿価額は、過年度において当該資産の減損損失が認識されていなかったと仮定

した場合の帳簿価額（償却・減価償却費控除後）を超えない回収可能価額まで増加させなければならない。資金生

成単位の減損損失の戻入れは、当該単位を構成する資産（のれんを除く。）に対して、当該資産の帳簿価額に比例

して配分しなければならない。のれんについては過去の減損の戻入れは行わない。

資金生成単位のテストは、減損の兆候がある場合に世界中で行われる。のれんが割り当てられている資金生成単

位のグループについては、少なくとも年に一度減損テストを行う。
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ドイツ商法は、バイエル社の個別財務諸表において認識される無形資産および有形固定資産について、取得原価

と市場価値のいずれか低い価値で測定するよう規制している。かかる減損の規則は、価値の下落が持続する場合の

み適用される。かかる減価は、費用として認識される。減損の理由がなくなった場合、減損がなかった場合に測定

されたであろう資産の帳簿価額まで減損の戻入れが行われる。のれんの過去の減損の戻入れは禁止されている。

日本では、固定資産の割引前の将来キャッシュ・フローの額が帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額と回収可能

価額との差額が減損損失として認識される。減損損失の戻入れは禁止されている。

 

ヘッジ会計

バイエルグループは、為替レート、金利または価格の変動リスクを軽減するために、また株式に基づく報酬プロ

グラムをヘッジするために、デリバティブ金融商品を利用している。行われている多くの経済的なヘッジ取引は、

IFRSに準拠した連結財務諸表に適用されるIFRS第9号「金融商品」によるヘッジ会計の要件を満たしていない。デ

リバティブ金融商品の公正価値の変動は直接、損益計算書に認識される。先物為替取引および通貨オプションの公

正価値の変動は為替差損益に、金利スワップおよび金利オプションの公正価値の変動については受取利息または支

払利息に、商品先物、商品オプションおよび予定される外貨建取引のヘッジならびに株式に基づく報酬のヘッジの

公正価値の変動についてはその他の営業損益に反映される。デリバティブ金融商品の公正価値は、取引相場価格に

基づいて、または認められた数学的評価方法を用いて決定される。

公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブ金融商品の公正価値の変動額および対象取引の帳簿価額の調整額

は、損益計算書において認識される。

キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されたデリバティブ金融商品の有効な部分の公正価値の変動額は、当初

は純損益外項目でその他の包括利益累計額に認識される。かかる公正価値の変動額は、対象取引が実現したときに

純損益に振り替えられる。かかるデリバティブ金融商品が売却された場合またはヘッジ会計の要件を満たさなく

なった場合、その価値の変動額は、予定される取引が実現するまで、そのままその他の包括利益累計額に認識され

続ける。予定される取引が行われないと見込まれる場合、その他の包括利益累計額に従前に認識されていた金額

は、純損益に振り替えられなければならない。キャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されたデリバティブの損益

の非有効部分は、対象取引の種類に応じて、その他の営業収益もしくは費用として、または財務損益として認識さ

れる。

ヘッジ関係においては、オプションの本源的価値のみがヘッジ手段として指定される。ヘッジ期間中のオプショ

ンの時間価値の公正価値の変動は、当初、包括利益計算書のその他の包括利益として認識される。事後測定はヘッ

ジ対象取引の種類によって決定する。

ドイツ商法に基づく個別財務諸表においては、ヘッジ手段およびヘッジ対象は一つの測定項目として結合され

る。かかる結合された測定項目についての文書化要件はIFRSで求められているものより少ない。ヘッジ手段がヘッ

ジ対象の公正価値の変動を相殺した場合、損益は認識されない。慎重性の原則および実現主義の原則により、結合

された測定が行われないデリバティブによる損失は未払計上され、利得は認識されない。
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日本においては、ヘッジ会計の要件を満たす場合は、ヘッジ手段の公正価値の変動額は、純資産の部の「評価・

換算差額等」としてヘッジ対象に係る損益が実現されるまで繰り延べられる。ただし、その他有価証券に対しての

み、時価ヘッジを認めている。この場合、ヘッジ手段とヘッジ対象の両方に係る未実現損益が、当期損益に計上さ

れる。

 

会計方針の変更に伴う財務諸表の遡及修正

IFRSでは、新規または修正された基準により（個々の基準で別段に規定される場合を除く。）前会計年度の財務

諸表および報告対象期間の期首貸借対照表において認識された金額について、かかる新しい認識および評価の原則

が過去において適用されたかのように修正再表示するよう要求される。

バイエル社の個別財務諸表において適用されるドイツ商法は、認識および評価の原則の変更による遡及適用を認

めていない。

日本においては、企業会計基準第24号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」により、会計方針の変

更や誤謬があった場合には原則として過年度の財務諸表の遡及的修正再表示が要求される。

 

貸借対照表

配列

IFRSは、資産および負債については、満期に応じた流動／非流動の区分による表示を要求している。貸借対照表

上での明確な記載が要求される項目には、有形固定資産、無形資産、棚卸資産等がある。

IFRS第5号に従い、報告は主に継続事業に基づいて行われるが、一方で、売却目的で保有する資産および非継続

事業は、貸借対照表、損益計算書およびキャッシュ・フロー計算書の独立項目として表示される。

ドイツ商法に基づく個別財務諸表の貸借対照表は、固定性配列法によって列挙されなければならない。これによ

ると、資産側は、無形資産、有形固定資産、投資等の順に記載され、負債・資本項目については、資本の部（資本

金、資本剰余金、その他の剰余金、配当可能利益）、引当金、その他の負債の順に記載される。

日本においては、財務諸表の配列法は、原則的には、貸借対照表項目は主として流動性配列法により記載され

る。これによると、資産項目は流動資産から記載され、有形固定資産、無形資産、投資その他の資産の順に配列さ

れる。負債・純資産項目については、流動負債から非支配株主持分へと順に記載される。非継続事業に関する会計

基準はなく、したがって非継続事業の独立項目としての表示は要求されていない。
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のれんおよびその他の無形資産

のれんは、支払った対価が取得した純資産を上回る超過分である取得原価で測定される。純資産は、取得した識

別可能資産と引受債務および偶発負債の公正価値の差分である。その他の無形資産は取得原価または製造原価で認

識される。耐用年数を確定できる無形資産は、実際の減耗により異なる償却方法が必要である場合を除き、最長30

年間にわたり定額法で償却される。当該資産の見積耐用年数および償却方法は、資産がキャッシュ・フローを生み

出す期間の見積りに基づいて決定される。「資産の減損」で述べた通り、のれんおよび耐用年数を確定できないそ

の他の無形資産、ならびに未だ使用可能でないその他の無形資産については償却せず、年に一度減損テストを行う

（減損のみのアプローチ）。

減損損失は純損益として認識される。のれん以外の無形資産に関する過年度の減損損失の理由が該当しなくなっ

た場合は、相当額の戻入れが行われる。ただし、かかる戻入れによって帳簿価額が償却後取得原価または製造原価

を上回ることがあってはならない。

IAS第38号「無形資産」に基づき、研究費は発生時に費用計上される。開発費は、一定の基準を満たす場合に、

資産に計上され耐用年数にわたり償却される。バイエル独自の開発プロジェクトは、多くの場合、規制当局による

承認手続その他の不確実性に左右されるため、承認を受ける前に発生した費用の資産計上の条件は、通常は満たさ

れない。

バイエル社の個別財務諸表においては、取得された無形資産は取得原価で認識され、見積耐用年数にわたり定額

法で償却される。自己創設した無形資産は基本的には資産計上することができる。バイエルはこの選択肢を用いな

いことを選択している。

日本においては、のれんは20年以内で償却される。また、負ののれんは発生時の利益として処理され、原則とし

て特別利益に表示する。のれんの減損については、「固定資産の減損に係る会計基準」および「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」に基づいて減損損失の認識および測定が要求される。すべての研究開発支出は発生時に

費用計上しなければならない。

 

有形固定資産

バイエル社のIFRSに準拠した連結財務諸表においては、有形固定資産は取得原価または建設原価で計上され、見

積耐用年数にわたり減価償却される。資産の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合は、減損損失が追加計上され

る。

有形固定資産の建設が相当の期間にわたる場合は、IAS第23号「借入コスト」に従い、借入資本にかかる完成日

までの利息が、取得原価または建設原価の一部として資産化される。

ドイツ商法により作成されたバイエル社の個別財務諸表においては、有形固定資産は取得原価または建設原価で

計上される。減価償却対象の資産は、減価償却される。減価償却に際しては通常、定額法が使用される。減価償却

により反映される減耗を上回る永続的な価値の下落のために減損損失が生じる。過年度の減損の理由が適用されな

くなった場合、または一部しか適用されなくなった場合は、各項目について適宜戻入れが行われる。ただし、かか

る戻入れによって帳簿価額が取得原価を上回ることがあってはならない。
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日本のGAAPでは、有形固定資産は取得原価または製造原価で計上され、減価償却の対象である場合は見積耐用年

数にわたり減価償却される。減損については、「固定資産の減損に係る会計基準」および「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」に基づいて認識および測定が要求される。

 

リース

IFRS第16号は、資産を使用する付与された使用権に対する使用権資産および対応するリース負債を認識すること

を借手に要求している。リース負債は、それぞれの追加借入利子率を割引率として用いたリース料残高の現在価値

で測定される。当初認識において、使用権資産は通常、リース負債の金額で測定される。その後、使用権資産は減

価償却され、支払利息がリース負債に計上される。

バイエルは、IFRS第16号の適用範囲から無形資産を除外する選択を行った。リース期間が12ヶ月未満の短期リー

スについては、リース料は費用として計上される。

貸手はオペレーティング・リースとファイナンス・リースを区別しなければならない。ファイナンス・リースで

は、原資産の所有に伴うリスクと経済価値のほとんどすべてが借手に移転する。したがって、貸手は当該リース資

産の認識を中止し、代わりに未収金を計上する。オペレーティング・リースにおいては、貸手は原資産を引き続き

計上し、リース料を収益として認識する。

バイエル社の個別財務諸表におけるリースの取扱いは、IFRS第16号の適用後も変わりはない。

日本では、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」が、リース取引を、「特定の物件の所有者たる

貸手が、当該物件の借手に対し、合意された期間にわたりこれを使用収益する権利を与え、借手は、合意された使

用料を貸手に支払う取引」と定義している。借手は、リース取引をファイナンス・リース取引とそれ以外の取引

（オペレーティング・リース取引）に区分し、ファイナンス・リース取引について、財務諸表に資産計上し、対応

するリース債務を負債に計上する。ファイナンス・リース取引とは、解約不能かつフルペイアウトの要件を満たす

ものをいい、ファイナンス・リース取引に該当するかどうかについてはその経済的実質に基づいて判断すべきもの

であるとしている。但し、解約不能リース期間がリース物件の経済的耐用年数の概ね75％以上、又は解約不能の

リース期間中のリース料総額の現在価値がリース物件を借手が現金で購入するものと仮定した場合の合理的見積金

額の概ね90％以上のいずれかに該当する場合は、ファイナンス・リースと判定される。リース資産およびリース債

務の計上額を算定するにあたっては、原則として、リース契約締結時に合意されたリース料総額からこれに含まれ

ている利息相当額の合理的な見積額を控除する方法による。当該利息相当額については、原則として、リース期間

にわたり利息法により配分する。再リースに係るリース料は、企業会計基準適用指針第16号「リース取引に関する

会計基準の適用指針」に基づき、借手が再リースを行う意思が明らかな場合を除き、リース料総額に含めない。

尚、オペレーティング・リース取引、および少額（リース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下の所有権

移転外ファイナンス・リース）又は短期（１年以内）のファイナンス・リースについては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じて会計処理を行うことができる。
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金融資産

IFRSに準拠した連結財務諸表に適用されるIFRS第9号「金融商品」では、金融商品は「償却原価で測定する金融

資産」、「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」および「純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産」に分類される。金融資産は、公正価値に取引コストを加算した金額で当初認識される。純損益を通じて

公正価値で測定する金融資産の購入に関する取引コストは発生時に費用処理される。無利子または低金利の売掛金

は当初、期待将来キャッシュ・フローの現在価値で計上される。「純損益を通じて公正価値で測定する金融資産」

は公正価値で認識され、利得および損失は直接純損益として認識される。「償却原価で測定する金融資産」はその

後、実効金利法を用いて償却原価で認識される。「その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産」とし

て分類される負債性金融商品は公正価値で認識され、利得および損失（減損および為替差損益を除く）は、認識中

止とならない限り、資本の「その他の包括利益」で繰り延べられる。「その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産」として分類される資本性金融商品についてその他の包括利益累計額として計上される利得および損

失は、当該資本性金融商品が売却または償還された場合でも、その後に純損益に振り替えられない。各資本性金融

商品が売却または償還された場合、その他の包括利益累計額は利益剰余金に振り替えられる。予想信用損失に対す

る損失評価引当金は、償却原価で測定するか、またはその他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産につ

いて認識される。

しかしながら、バイエル社の個別財務諸表の作成基準となっているドイツの会計原則においては、金融商品の分

類は区別されない。子会社および関連会社への投資は取得原価で計上され、永久的となる見込みの価値の下落につ

いては評価減を控除する。バイエル社は減損が一時的とみなされる場合には、投資に係る損失を認識していない。

過年度の評価減の理由が存在しなくなった場合は、戻入れが行われる。ただし、かかる戻入れによって帳簿価額が

取得原価を上回ることがあってはならない。無利子または低金利の長期貸付債権は現在価値で認識される。短期貸

付債権、売掛金およびその他の資産は額面価値で計上され、回復の見込みのない金額の必要評価減を控除する。

日本のGAAPでは、金融資産は、法的形態をベースに、有価証券（売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会

社および関連会社株式、その他有価証券）、債券、金銭信託、デリバティブなどに分類される。測定については、

非上場金融商品などは時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券として取り扱われることから、取得

原価で評価されており、一般に、取得原価で評価される範囲は日本のGAAPの方が広い。

 

棚卸資産

IFRSに準拠した連結財務諸表においては、棚卸資産は、（ⅰ）取得原価もしくは製造原価（加重平均法により計

算される）、または（ⅱ）正味実現可能価額（通常の業務過程における見積販売価格から見積完成費用および販売

に必要な見積費用を控除した価額）のうちいずれか低い方の価額で測定される。

一般的に法人の個別財務諸表に関するドイツの会計原則の下では、すべての流動資産は低価法基準で貸借対照表

に計上しなければならない。
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日本では、通常の販売目的で保有する棚卸資産は、取得原価で貸借対照表に計上し、期末における正味売却価額

が取得原価よりも下落している場合には、当該正味売却価額で貸借対照表に計上する。また、後入先出法は認めら

れていない。

 

年金およびその他の退職後給付引当金

確定給付制度に対する引当金の現在価値および発生した費用は、IAS第19号「従業員給付」に従い、予測単位積

増方式を使用して計算されている。将来の給付債務は、保険数理計算法により、受益構造および経済環境に関する

具体的な仮定に基づいて算定され、全雇用期間にわたって配分される。制度資産の公正価値は年金の確定給付債務

およびその他の退職後給付の現在価値から差し引かれて、確定給付負債の純額が決定される。確定給付負債の純額

の再測定の影響は、その他の包括利益として包括利益計算書に反映される。その構成は、数理計算上の差異、制度

資産に係る収益および資産上限額の影響の変動から利息純額に含まれる各金額を差し引いたものである。測定の影

響に関する繰延税金も、その他の包括利益において認識される。

バイエル社の個別財務諸表においては、予測単位積増方式も測定法として使用されている。2015年12月31日まで

の割引係数は、予定残存満期15年の金融商品の過去7年間の平均市場金利（ドイツの中央銀行（ドイツ連邦銀行）

が決定、公表する通り）に基づくものであった。2016年1月1日以降の割引係数は、予定残存満期15年の金融商品の

過去10年間の平均市場金利（ドイツの中央銀行（ドイツ連邦銀行）が決定、公表する通り）に基づくものである。

確定給付制度の数理計算上の差異は、収益または費用として認識される。年金債務および従業員の長期労働時間口

座の貸方残高に充当するための金額は、分離投資資金に投入される。当該投資は公正価値で測定され、対象である

債務を相殺する。当該債務が資産を上回る場合には、引当金が計上される。有価証券の価額が債務を超える場合に

は、その差額が、相殺による利益として個別財務諸表に計上される。

日本のGAAPでは、確定給付制度の退職給付費用は、IFRSの要件と同様に、勤務費用、利息費用、年金資産の期待

運用収益および過去勤務費用の償却等からなり、退職給付債務から年金資産を控除した額を負債として計上し、年

金資産の額が退職給付債務を超える場合（退職給付制度の積立超過）には、資産として計上する。

未認識過去勤務費用および未認識数理計算上の差異は、企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」によ

り、貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上される。これらはその後の期間にわたって費用処理され、当期純

利益を構成する。

 

その他の引当金

IFRSに準拠した連結財務諸表においては、引当金は、将来的に資金の流出を引き起こす可能性が高い過去の事象

により発生する法的債務および推定債務として認識される。ただし、債務額（年次賞与の支払、休暇付与、売上割

戻、法的債務でない製品保証および請負保証等）の信頼できる見積りが可能であることを条件とする。債務の決済

資金の流出が1年経過以後に発生すると予測される場合は、引当金は期待キャッシュ・フローの現在価値で認識さ

れる。実勢市場金利が割引率として使用される。
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ドイツ商法に基づくバイエル社の個別財務諸表においては、引当金はIFRSの要件と同様の規則に沿って認識され

る。満期までの期間が1年を超えるその他の引当金については、これと異なる測定方法が取られる。かかる引当金

は、その残存満期に従い、過去7年間の平均市場金利を使用して割り引かれる。

日本においては、有給休暇引当金は要求されておらず、通常は計上されない。日本の貸借対照表の様式において

は、引当金は個別の項目として設定されず、流動負債または固定負債に計上される。

 

金融負債

IFRSに準拠した連結財務諸表においては、発行した債券等の金融負債は、当初、受領した対価の公正価値または

受領額から取引コストを控除した金額で認識される。その後の期間では、これらの金融負債は実効金利法を使用し

た償却原価で測定されるか、またはデリバティブもしくは公正価値オプションが適用された負債は公正価値で測定

される。

強制転換社債については、全額負債として分類すべきか、資本部分と負債部分に分離すべきかの評価を実施す

る。2017年に発行された転換社債は複合金融商品として計上され、直接帰属可能な費用および負債部分は発行によ

る受取額から控除されている。負債部分は将来における利払いと等しく、金融負債に計上される。残りの金額は資

本部分であり、資本剰余金に反映される。

公正価値オプションは、債券が混合金融商品に相当する場合、すなわちデリバティブでない主契約としての債務

の部分と少なくとも1つは分離を要する1つ以上の組込デリバティブを含む場合に適用される。2017年に発行された

コベストロ株式に転換可能な社債に対して、公正価値オプションが適用されている。この金融商品は全額、純損益

を通じて公正価値で会計処理される。当該負債の信用リスク（「自己の信用リスク」）の変動に起因する公正価値

の変動額は、その他の包括利益に表示する。

バイエル社の個別財務諸表においては、負債は決済金額で認識されている。

日本のGAAPでは、債務については債務額または償却原価で計上される。日本では、IFRSで認められている公正価

値オプションに関する規定はない。

 

繰延税金

IFRSに準拠した連結財務諸表においては、繰延税金は、IFRSの貸借対照表における資産および負債の帳簿価額

と、税務上の貸借対照表における資産および負債の帳簿価額との一時差異、連結修正上の項目、および利用可能な

税務上の繰越欠損金について認識される。

繰延税金資産は、将来それらを利用できるだけの十分な課税所得が生じる可能性が高い範囲内で認識される。

ドイツ商法に従い、繰延税金は、会計上の貸借対照表における資産および負債の帳簿価額と、税務目的の貸借対

照表における当該金額との一時差異としても計算される。バイエル社は、貸借対照表に反映される項目のほか、バ

イエル社の税務上の事業会社である子会社およびバイエル社が持分を保有するパートナーシップに関する項目も、

個別財務諸表に含めている。税務上の繰越欠損金も考慮される。この結果として生じた繰延税金負債の純額は、繰

延税金負債として貸借対照表に反映される。繰延税金資産の純額が生じたときは、これに対応して繰延税金資産を

認識するオプションは使用されない。
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日本においては、繰延税金資産または繰延税金負債は、一時差異等に係る税金の額から将来の会計期間において

回収または支払が見込まれない税金の額を控除して計上しなければならない。

 

非支配持分

IFRSでは非支配持分は資本として表示され、「非支配持分に帰属する資本」と記載される。

ドイツ商法では、個別財務諸表における非支配持分の個別開示はない。

日本においては、非支配株主持分は「純資産」として計上される。「純資産」には株主資本、評価・換算差額

等、新株予約権、非支配株主持分が含まれる。

 

損益計算書

売上原価法

損益計算書の作成および表示の方法に関して、ドイツ、日本およびIASBの規則の間に重要な差異はない。日本の

会社法においては売上原価法が要求されているが、IASBの基準およびドイツの法律では売上原価法は任意である。

 

特別項目

IFRSに基づき、連結損益計算書上の特別損益についての個別の勘定表示は禁止されている。

2016年1月1日付で、特別項目の概念はドイツ商法から排除された。

日本においては、損益計算書に「特別損益」の区分を設けて表示する。「特別」の定義はIFRSと比較して広く、

いくつかの異常項目が含まれる。

 

キャッシュ・フロー計算書

IAS第1号の規定により、IFRSに準拠して作成される完全な1組の財務諸表には、キャッシュ・フロー計算書が含

まれる。

ドイツでは、ドイツ商法に準拠して作成される個別財務諸表にはこの要件は適用されない。唯一の例外として、

連結財務諸表を作成していない公開企業は、個別財務諸表において個別のキャッシュ・フロー計算書を作成しなけ

ればならない。

日本では、財務諸表にキャッシュ・フロー計算書が含まれる。連結財務諸表を作成する会社には、個別キャッ

シュ・フロー計算書の作成は要求されない。

 

セグメント別報告

IFRSの下では、報告セグメントおよび報告地域は取締役会によって特定され、開示方法は社内の財務報告システ

ムに従って選択される（マネジメント・アプローチ）。したがって、各セグメントについて、例えばセグメント別

の純売上高、営業損益、総および正味キャッシュ・フローおよび研究開発費、ならびに資本的支出およびセグメン

ト別の資産等、広範囲な報告が要求されている。
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個別財務諸表について、ドイツ商法では、注記の中で売上高を主要事業別および地域別に開示することのみを規

定している。この規定は財務諸表に注記を含めることを要求される企業にのみ適用される。バイエルはかかる要件

に服している。

日本においては、マネジメント・アプローチが採用され、また、報告セグメント毎のより詳細な開示が要求され

ている。

 

連結

IFRSに準拠した連結財務諸表は、統一された会計方針を適用して作成される。

ドイツ商法第315e条に従い、バイエルグループの連結財務諸表は、欧州連合（EU）により承認されているIFRSお

よびIFRS解釈指針委員会解釈指針に従って作成しなければならない。

日本においては、実務対応報告18号「連結財務諸表作成における在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱

い」により、在外子会社の財務諸表は原則として日本の会計原則に基づいて作成されることが要求されており、例

外として、IFRSまたは米国会計基準に準拠して作成されている場合には、それらを連結決算手続上利用することが

できる。その場合であっても、次に示す項目については、原則として当該在外子会社の会計処理を修正しなければ

ならない。

a.　のれんの償却

b.　退職給付会計における数理計算上の差異

c.　研究開発費

d.　投資不動産の時価評価および固定資産の再評価

資本の連結は、IFRS第10号「連結財務諸表」および日本のGAAPに則り、親会社の各子会社に対する投資の帳簿価

額と、各子会社の資本のうち親会社の持分相当額とを相殺することにより行われる。グループ内販売、利益、損

失、収益、費用、債権および債務は相殺される。繰延税金は連結仕訳に関連する一時差異に対して認識される。日

本のGAAPも、資本の連結ならびにグループ内取引の消去および収支は、IFRSと同様である。

IFRSに準拠した連結財務諸表においては、バイエルグループの一事業体が、第三者とともに管理する活動を契約

上の合意を通して共同支配している場合に、共同支配の取決めが存在するとみなされる。共同支配は、関連する活

動に関する決定が、支配を共有している当事者の全員一致の合意を必要とする場合にのみ存在するとみなされる。

共同支配の取決めは、共同支配事業（ジョイント・オペレーション）と共同支配企業（ジョイント・ベンチャー）

のいずれかに分類される。

バイエルは、連結財務諸表において、共同支配事業に対する持分に関して、その権利および義務に応じて資産、

負債、収益および費用に占める持分を認識している。

共同支配企業または関連会社に対する投資は、持分法で計上されている。

日本のGAAPでも、関連会社および共同支配企業に対する投資には持分法が適用される。
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第7 【外国為替相場の推移】

企業内容等の開示に関する内閣府令、第八号様式、記載上の注意の規定に基づいて省略する。
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第8 【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

1　日本における株式事務等の概要

日本における当社の株式（以下「当社株式」という。）の取得者（以下「実質株主」という。）は、その取得

窓口となった証券会社（以下「窓口証券会社」という。）との間で外国証券の取引に関する契約を締結する必要

がある。同契約の締結にあたって、窓口証券会社は、外国証券取引口座に関する約款（以下「約款」という。）

を実質株主に交付し、実質株主から同約款に基づく取引口座の設定を申し込む旨の申込みを受けなければならな

い。同約款に定める条件により、実質株主の名で外国証券取引口座（以下「取引口座」という。）が開設され

る。売買の執行、売買代金の決済、証券の保管およびその他当社株式の取引に関する事項はすべてこの取引口座

により処理される。

以下において、日本証券業協会の定める約款の参考様式に定める株式取扱手続の内容を概説する。

 

(1) 証券の保管

当社株式は、窓口証券会社を代理するドイツにおける保管機関（以下「現地保管機関」という。）またはそ

の名義人の名義で当社に登録され、現地保管機関に保管される。

 

(2) 当社株式の移転に関する手続

実質株主は窓口証券会社の応じる範囲内で実質株主があらかじめ指示するところにより売買注文をなすこと

ができる。実質株主と窓口証券会社との間の決済は円貨または窓口証券会社が応じうる範囲内の外貨による。

 

(3) 当社からの諸通知

①　当社から窓口証券会社に交付される通知書および資料等は、窓口証券会社においてその到達した日から

3年間保管し、閲覧に供される。ただし、実質株主が送付を希望した場合は、窓口証券会社から実質株

主に送付される。

②　前①のただし書により、実質株主あての通知書および資料等の送付に要した実費は、その都度実質株主

が窓口証券会社に支払うものとする。

 

(4) 実質株主の議決権の行使に関する手続

議決権の行使は実質株主が窓口証券会社を通じて行う指示に基づき、現地保管機関またはその名義人が行

う。ただし、実質株主が特に指示しない場合、現地保管機関またはその名義人は議決権の行使を行わない。
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(5) 現金配当の支払手続

約款に従い、配当金は、窓口証券会社が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、取引口座を通じて

窓口証券会社の帳簿上の実質株主に支払われる。この場合、支払手続において、窓口証券会社がドイツその他

の諸法令または慣行等により費用を徴収されたときは、当該費用は実質株主の負担とされ、当該配当金から控

除するなどの方法により実質株主から徴収される。

 

(6) 株式配当等の交付手続

①　株式配当、株式分割、株式無償割当、減資、合併または株式交換等により割り当てられる当社株式は、

窓口証券会社を通じ取引口座により処理される。ただし、フランクフルト証券取引所における売買単位

未満の本株式については、実質株主が特に要請した場合を除き売却処分され、その売却代金が窓口証券

会社を通じて実質株主に支払われる。

②　前①の規定により割り当てられる本株式に源泉徴収税が課せられる場合には、実質株主が特に要請した

場合を除きすべて売却処分され、その売却代金から控除するなどの方法により実質株主から徴収され

る。

 

(7) 新株引受権等

当社株式について新株引受権等が付与される場合には、原則として売却処分され、配当金支払の場合と同様

に、売却代金が窓口証券会社を通じて実質株主に支払われる。ただし、窓口証券会社がドイツその他の諸法令

もしくは慣行等によりまたは市場の状況により、当該新株引受権等の全部または一部を売却できないときは、

当該全部または一部の新株引受権等はその効力を失う。

 

2　実質株主に対する株式事務

(1) 株主名簿管理人および株式名義書換取扱場所

当社は日本国内において株式名義書換取扱場所および株主名簿管理人を置いていない。

 

(2) 基準日

配当を受領する権利を有する実質株主は、通常、配当金の支払を決議する株主総会の日と同一の日現在にお

ける窓口証券会社の帳簿上の名義人である。

 

(3) 事業年度の終了（決算期）

当社の事業年度は毎年12月31日に終了する。

 

(4) 公告

日本においては公告は行わない。

 

(5) 実質株主に対する株式事務に関する手数料

実質株主は、取引口座を維持するため毎年口座管理料を支払う。
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(6) 当社株式の譲渡制限

原則として当社株式の譲渡は制限されていない。

 

(7) 株主に対する特典

なし。

 

(8) 配当等に関する課税上の取扱い

日本の居住者（永住者）たる個人である当社の実質株主（以下「個人株主」という。）が保有する当社株式

についての配当および売買損益にかかる所得税および住民税、個人株主が保有する当社株式について相続が開

始した場合における相続税および贈与がなされた場合における贈与税、ならびに日本の法人である当社の実質

株主（以下「法人株主」という。）が保有する当社株式についての配当および売買損益にかかる所得税および

法人税に関する本邦における課税上の取扱いの概要は、以下のとおりである。ただし、所得税および住民税に

関する以下の記述は、当社株式が租税特別措置法第37条の11第2項の上場株式等（以下「上場株式等」とい

う。）であることを前提としている。本書の日付時点で、当社株式はフランクフルト証券取引所に上場されて

いるので、上場株式等に該当する。

なお、下記の課税上の取扱いに関する記述の内容は、別途明示しない限り本書の日現在施行されている日本

の租税法令に基づくものであり、適用ある諸法令の改正により変更されることがある。また、以下の記述の内

容は、あくまでも一般的な課税上の取扱いについて述べるものであって、全ての課税上の取扱いを網羅的に述

べるものではなく、かつ、例外規定の適用によって異なる取扱いがなされる場合もある。課税取扱いの詳細お

よび各投資家における具体的な課税取扱いについては、投資家各自の税務顧問に確認されたい。

 

＜個人株主＞

（イ） 配当……当社株式が上場株式等である限り、当社株式について個人株主が日本における支払の取扱者

を通じて交付を受ける配当金については、外国において当該配当の支払いの際に源泉徴収された外国所得税

がある場合にはこの額を外国における当該配当の支払額から控除した後の金額に対して、通常の20％（所得

税15％および住民税5％）に復興特別所得税（ただし、2037年12月31日まで）の税率（所得税額の2.1％）を

加えた合計20.315％の税率で、源泉徴収（住民税については特別徴収）により課税される（配当金交付時に

なされるこれらの源泉徴収（住民税については特別徴収）を、以下「支払取扱者源泉徴収」という。）。
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　　個人株主が受領した本株式の配当については、日本で累進税率（最高限界税率は、所得税と住民税を合計

した55％に復興特別所得税（ただし、2037年12月31日まで）の税率（所得税額の2.1％）を加えた合計

55.945％である。）により総合課税の対象となる配当所得として、確定申告をしなければならない。ただ

し、支払取扱者源泉徴収がなされた場合には、個人株主のうち、当社の発行済株式の総数の3％以上を有す

る個人株主以外の者が支払を受ける当該配当の金額については、当社株式が上場株式等である限り、総合課

税の対象となる配当所得として確定申告を要する所得に含めないことができることとされている（これを

「配当申告不要制度」という。）ので、かかる個人株主が当社株式について受領する配当に関しては、総合

課税の対象となる配当所得に含めず、支払取扱者源泉徴収のみで日本における課税関係を終了させることが

できる。

　　個人株主は、当社株式に対する配当を含む上場株式等の配当所得について、課税年度毎に、適用法令の定

めるところに従って、上場株式等の配当所得にかかる申告分離課税制度（以下「配当申告分離課税」とい

う。）を選択することができる。配当申告分離課税が選択された場合、配当申告分離課税の対象となる上場

株式等の配当所得は、上記の総合課税の対象となる配当所得には含まれないこととなり、当該配当所得およ

び上場株式等の譲渡損失のほか、特定公社債の利子、特定公社債の償還差損益、および特定公社債の譲渡損

益等も、適用ある法令に定める要件および制限に従って損益通算を行うことができ、かかる損益通算におい

てなお控除しきれない部分の上場株式等の譲渡損失（償還差損を含む。）については、一定の条件および限

度で、翌年以後3年間にわたって、上場株式等（特定公社債を含む。）に係る利子所得、配当所得および譲

渡所得等からの繰越控除を行うことができる。他方、個人株主が、当社株式について受けた配当金について

上記の総合課税による課税に服することになる場合には、当該配当金と譲渡損失との損益通算は認められな

い。

　　個人株主が、当社株式に対する配当を含む上場株式等の配当所得について配当申告分離課税を選択した場

合における税率は、通常の20％（所得税15％および住民税5％）に復興特別所得税（ただし、2037年12月31

日まで）の税率（所得税額の2.1％）を加えた合計20.315％である。

　　個人株主が当社株式に係る配当全額について累進税率による所得税の総合課税を受ける場合の確定申告お

よび配当申告分離課税を受ける場合の確定申告においては、上記に述べた当社株式の配当に課された外国所

得税（もしあれば）は、適用ある法令に定める要件および制限に従って、外国税額控除の対象となり、ま

た、上記で述べた当社株式の配当の交付を受ける際に支払取扱者源泉徴収されたまたはされるべき税額は、

申告納付すべき所得税の額から控除される。

　　上記に述べた各課税方式については、所得税（国税）と住民税（地方税）とで異なる取扱いを受けること

も可能である。

 

（ロ） 売買損益……個人株主による当社株式の売却による損益についての課税は、内国法人の上場株式等の

売買損益課税と原則として同様である。
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（ハ） 相続税・贈与税……原則として、日本の相続税法所定の要件を充足する個人が個人株主から当社株式

を相続した場合もしくは遺贈を受けた場合または当社株式の贈与を受けた場合には、同法に基づき相続税ま

たは贈与税が課されるが、適用ある法令に定める要件および制限に従って、外国で課された相続税または贈

与税に相当する税の税額につき控除が認められる場合がある。

 

＜法人株主＞

（イ） 配当……当社株式が上場株式等である限り、当社株式について法人株主（公共法人等を除く。）が日

本における支払の取扱者を通じて交付を受ける配当金については、外国において当該配当の支払いの際に源

泉徴収された外国所得税がある場合にはこの額を外国における当該配当の支払額から控除した後の金額に対

して、通常の15％（所得税）に復興特別所得税（ただし、2037年12月31日まで）の税率（所得税額の

2.1％）を加えた合計15.315％の税率で、源泉徴収により課税される。法人株主が受け取った当社株式の配

当の金額は、法令上非課税とされる場合を除き、法人税の課税標準である所得の金額の計算上、益金の額に

算入される。ただし、法人税の確定申告において、外国において当該配当の支払の際に源泉徴収された外国

所得税（もしあれば）については外国税額控除を、日本における支払の取扱者から交付を受ける際に支払取

扱者源泉徴収される所得税については所得税額控除を、それぞれ適用ある法令に定める要件および制限に

従って受けることができる。

 

（ロ） 売買損益……法人株主による当社株式の売却による損益についての課税は、内国法人の上場株式等の

売買損益課税と原則として同様であり、法人株主による当社株式の売却にかかる譲渡利益額または譲渡損失

額は、法令上非課税とされる場合を除き、法人税の課税標準である所得の金額の計算上、益金または損金の

額に算入される。
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第9 【提出会社の参考情報】

1 【提出会社の親会社等の情報】

該当なし。

 

2 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から本書の提出日までの間に、下記の書類が関東財務局長に提出された。

 

（書類名） （提出年月日）

有価証券報告書

 

2019年3月29日

 

半期報告書

 

2019年9月4日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

第1 【保証会社情報】

該当なし。

 

 

 

第2 【保証会社以外の会社の情報】

該当なし。

 

 

 

第3 【指数等の情報】

該当なし。
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(訳　文)

独立監査人の監査報告書

 

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(レバクーゼン)御中

 

連結財務諸表および結合経営報告書の監査に係る監査報告書

 

監査意見

私たちは、バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト (レバクーゼン)およびその子会社(以下「グループ」とい

う。)の連結財務諸表、すなわち2019年12月31日現在の連結財政状態計算書、および2019年１月１日から12月31日

までの事業年度における連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書および連結持分変

動計算書、ならびに連結財務諸表に対する注記および重要な会計処理方法の要約の監査を実施した。さらに私たち

は、2019年１月１日から12月31日までの事業年度における親会社の経営報告書と結合したバイエル・アクツィーエ

ンゲゼルシャフト (レバクーゼン)の経営報告書（訳者注：原文の年次報告書に記載の事項。以下同様。）の監査

も実施した。ドイツの法律の規定に従って、私たちは、監査報告書の付属書類で挙げた結合経営報告書の構成要素

の内容については監査していない。

 

監査での発見事項に基づき、私たちの意見では、

 

＞添付の連結財務諸表は、欧州連合が採用した国際財務報告基準(IFRS)およびドイツ商法第315e条第１項に基づく

ドイツ法の追加的要求事項にすべての重要な点において準拠し、2019年12月31日現在のグループの純資産および

財政状態ならびに2019年１月１日から12月31日までの事業年度における経営成績の真実かつ公正な概観を与えて

いる。

 

＞添付の結合経営報告書はグループの状況の適切な全体的概観を提供している。すべての重要な点において、当該

結合経営報告書は連結財務諸表と整合し、ドイツの法定要件に準拠し、将来の進展における機会およびリスクを

適切に表示している。結合経営報告書に対する私たちの監査意見は、監査報告書の付属書類に記載した結合経営

報告書の構成要素の内容には拡大されない。

 

ドイツ商法第322条第３項第１号に基づき、私たちは、私たちの監査において連結財務諸表および結合経営報告書

の正確性に対する異議事項はなかったことを表明する。
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監査意見の基礎

私たちは、ドイツ商法第317条およびEU監査規制(EU Audit Regulation) (No.537/2014、以下「EU監査規制」とい

う。)に準拠し、ドイツ公認会計士協会(Institut der Wirtschaftsprüfer-IDW)発布のドイツで一般に公正妥当と

認められる財務諸表の監査基準に従って、連結財務諸表および結合経営報告書の監査を実施した。また国際監査基

準(International Standards on Auditing-ISA)にも準拠して、連結財務諸表の監査を実施した。これらの規制、

原則および基準に基づく私たちの責任は、監査報告書の「連結財務諸表および結合経営報告書の監査に関する監査

人の責任」でさらに詳しく言及している。私たちは、欧州およびドイツの商規制および職業規制に従ってグループ

会社から独立しており、当該要求事項に基づいてその他のドイツの職業的責任を果たしている。さらに、EU監査規

制第10条第２項第ｆ号に従って、私たちは、EU監査規制第５条第１項の意味における、認められない非監査業務を

提供していないことを表明する。私たちは、私たちが入手した監査証拠が、連結財務諸表および結合経営報告書に

対する私たちの監査意見表明のための基礎を提供するのに十分かつ適切であると考えている。

 

連結財務諸表の監査における監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項は、2019年１月１日から12月31日までの事業年度における連結財務諸表の私たちの監査で

最も重要であると私たちが(その正当な裁量により)判断した事項である。これらの事項は全体としての連結財務諸

表に対する私たちの監査に関連して、および当該監査に基づく意見の形成において検討されているが、私たちはこ

れらの事項について個別の意見を表明しない。

 

監査上の主要な検討事項であると私たちが判断した事項は以下の通りである。

 

1.　リストラクチャリング事項に関する説明

2.　のれんおよびその他の無形資産の本源的価値（回収可能性）

3.　製品関連の法的紛争および仲裁手続から生じるリスクに関する説明

4.　特別項目に関するEBITDAおよびEBITの調整

 

これらの監査上の主要な検討事項の表示は以下のように構成されている。

a)　検討事項の説明(連結財務諸表内の関連する開示への参照を含む。)

b)　監査アプローチ
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1.　リストラクチャリング事項に関する説明

a)　バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトの経営者は、2018年の末に、バイエルグループ全体を対象とした

包括的なリストラクチャリング計画を発表した。当該計画には基本的に、今後３事業年度における最大

12,000職の人員削減が含まれている。当会計年度末までに特定された離職手当の支払義務に対し、1,267百

万ユーロの引当金が認識された。当該人員削減の相当部分はドイツで行われるが、労働協定により、同国内

では、運営上の理由による余剰人員の削減が2025年まで認められない。従業員組織および個々の事案につい

て2018年度の早い段階で、関連する部門の従業員との初回の話し合いの後、当該年度に関連する全ての部門

の従業員に最終的に通知され、いくつかの事案については適切な解除契約が従業員と合意された。私たちの

意見では、引当金の認識および測定は経営者の見積りおよび仮定に基づく部分が大きいことから、この事項

は私たちの監査にとって特に重要であった。

 

経営者から提供されるリストラクチャリング引当金に関する情報は、連結財務諸表に対する注記の23に記載

されている。

 

b)　私たちは、IAS第37号第10項の定義に基づくリストラクチャリング引当金が認識されているかを調査した。

その目的で、私たちは、引当金の一般的な認識および測定の要求事項（これらの要求事項をさらに詳細に明

記したIAS第37号第70項以下の要件を含む。）の遵守、ならびに（雇用の終了に伴う従業員給付に対する引

当金が関係する範囲で）IAS第19号の関連規定の遵守を検証した。その目的で、私たちは対応する証拠およ

び計算書類を経営者から受領し、検証した。私たちは、引当金の認識および金額が適切である範囲につい

て、当該証拠および計算原理が基礎とする経営者の見積りおよび仮定の妥当性を批判的に評価および検証し

た。私たちは特に、ドイツの従業員代表者に提供された情報書類（決議、議事録、プレゼン資料）につき、

従業員がそれによって当該リストラクチャリング計画および2019年度の計画されたリストラクチャリング施

策の個別要素について具体的かつ十分に知らされていたかを評価した。既に従業員と解除契約が合意された

ため、私たちは当該目的のために計上された引当金が契約上の合意に基づくものであるかについて検証し

た。個々の解除契約が未だ締結されていない場合は、引当金の金額の妥当性を検討するために、私たちは、

特に、従業員に提示する離職手当の範囲および金額の前提並びに予想される承諾者の割合および過去の経験

に基づき、人事部が策定した人員削減のためのリストラクチャリング計画を分析し、人事部の担当者と議論

した。私たちはさらに、連結財務諸表に対する注記におけるリストラクチャリング施策に関する開示につい

て、IAS第37号の関連要求事項に照らして検証した。
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2.　のれんおよびその他の無形資産の本源的価値（回収可能性）

a)　連結財務諸表において、貸借対照表科目の「のれん」には39,126百万ユーロ(グループ資産合計の31％)が報

告されている。また、「その他の無形資産」にも特許および技術18,101百万ユーロ(連結資産合計の14％)、

商標権8,102百万ユーロ(グループ資産合計の６％)、および研究開発プロジェクト5,491百万ユーロ(グルー

プ資産合計の４％)が含まれている。会社はのれんをバイエルグループの戦略事業単位または戦略事業単位

グループに配分している。定期的なのれんおよび研究開発プロジェクトの減損テスト、ならびにその他の無

形資産の減損テストは、通常、帳簿価額をそれぞれの回収可能価額と比較することで実施される。基本的

に、回収可能価額は売却コスト控除後の公正価値に基づいて計算される。個々の戦略事業単位の市場価額は

概して入手不可であるため、これは将来キャッシュ・フローの現在価値に基づく。当該現在価値は、経営者

が作成し、監査役会に承認されたバイエルグループの３年事業計画に基づき、クロップサイエンスの場合は

バイエルグループの４年計画に基づき、長期の成長率に関する仮定により推定された、割引キャッシュ・フ

ロー・モデルを用いて計算されている。割引率は、関連する報告セグメントの加重平均資本コストである。

この評価の結果は、各戦略事業単位の将来キャッシュ・フローに係る経営者の見積りおよび使用される割引

率に大きく依存するため、相当の不確実性を伴う。こうした背景および基礎となる評価モデルの複雑性によ

り、私たちの監査の枠組みにおいてこの事項は特に重要であった。

 

のれんおよびその他の無形資産に関する経営者による開示は、連結財務諸表に対する注記の３および14に記

載されている。

 

b)　私たちの監査の過程で、私たちは特に、減損テストに使用された方法の再実施と加重平均資本コスト計算の

評価を行った。私たちは、特に基礎となる計画プロセスを記録し批判的に評価することによって、評価に使

用された将来の現金流入額の適切性について心証を得た。私たちは、この情報を、一般および業種別市場予

測と比較するとともに、経営者が策定し、監査役会に承認された３年事業計画における現在の予算と、ク

ロップサイエンスの場合は４年計画と、比較した。この点について、セグメント報告における「コーポレー

ト機能および連結」セグメントに計上されているグループ機能のコストが各戦略事業単位の減損テストの際

に適切に考慮されていることについても心証を得た。私たちは、適用される割引率の算定に使用されるパラ

メーターを重点的に検証し、計算方法の網羅性および正確性を評価した。さらに、のれんの重要性のため

に、戦略事業単位について独自の感応度分析(帳簿価額と回収可能価額の比較)を追加的に実施した。
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3.　製品関連の法的紛争および仲裁手続から生じるリスクに関する説明

a)　バイエルグループの企業は、公的当局、同業者およびその他の当事者との法的手続および裁判外手続に関与

している。これにより、特に製造物責任、競争および反トラスト法、特許法、税法および環境保護の分野に

おける法的リスクが生じる。

 

2020年２月６日時点で、モンサント・カンパニー（米国セントルイス）が製造したグリホサート含有製品へ

の曝露が健康に悪影響を及ぼしたと主張する約48,600名の原告による補償的および懲罰的損害賠償請求訴訟

が、米国においてバイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトの子会社であるモンサントに送達されている。

さらに、2020年２月６日までに、「イグザレルト
TM
」の使用者約27,200名からの補償的および懲罰的損害賠

償の請求が米国においてバイエルグループに送達されている。2020年２月６日までに、「Essure
TM
」の女性

使用者約33,100名による訴訟が米国においてバイエルグループに送達されており、それぞれにおいて損害賠

償および懲罰的損害賠償の請求がなされている。2019年9月、バイエルは、BASF SEからの仲裁申立の送達を

受けた。当該申立において、BASF SE は、BASFがクロップサイエンス部門の特定事業を取得した2017年およ

び2018年に締結された購入契約に基づいて、損害賠償を求めている。

 

係属中の法的紛争によりリスクをカバーする引当金の認識が必要となるか、また、必要な場合にどの程度認

識すべきかについては、かなりの程度が経営者の見積りおよび仮定により決定される。こうした背景および

主張されている請求の金額により、上記のバイエルグループの製品関連の紛争は、私たちの意見では、監査

上特に重要であった。

 

上述の法的紛争に関し経営者により提供される情報および説明は、連結財務諸表に対する注記の30に記載さ

れている。

 

b)　監査の範囲において、私たちは特に、司法的および非司法的手続の結果ならびに財政状態計算書における法

的紛争の表示を認識および評価するために会社が確立したプロセスの評価を実施した。さらに、私たちはま

た、年度を通して会社の内部の法務部門と定期的な議論を行い、最新の動向や私たちに説明された手続の予

測される結果についての対応する見積りの根拠に関する情報を入手した。これは特に、グリホサートを含む

製品に関する訴訟事件に関連した調停手続について当てはまった。手続の可能性のある結果に関する経営者

の見積りを含む重要な法的紛争の進展は、バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトの内部の法務部門から

書面で私たちに提供される。貸借対照表日現在、私たちは、さらに外部の弁護士の確認書を入手し、これを

「説明」のセクションで挙げた製品関連の紛争および仲裁手続に関して経営者が実施したリスク評価と比較

した。私たちはまた、これらの見積りを考慮して、予想される防御費用に対する引当金の基礎となる仮定を

批判的に評価し、過去における同様の手続の経験およびその他の証拠に基づいて引当金額の妥当性を確認し

た。
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4.　特別項目に関するEBITDAおよびEBITの調整

a)　経営および分析の目的上、バイエルグループは、特別項目(その性質および金額に特別な影響があるもの)調

整後のEBITDA(利息、税金、減価償却費および償却費、ならびに減損損失および戻入れ前の損益)を使用して

いる。バイエルAGの連結財務諸表のセグメント報告に、EBITに対するマイナス2,818百万ユーロおよび

EBITDAに対するマイナス1,951百万ユーロの調整が示されている。特別項目計上前EBITは、継続事業からの

調整後１株当たり利益（中核EPS）の計算に必要な、継続事業からの調整後純利益の計算に使用される。特

別項目調整後のEBITDAと中核EPSは、資本市場との対話において主要な財務業績指標としてバイエルに使用

されている。また、これら２つの主要な指標は、バイエルグループ従業員の年間業績報酬の目標達成指標と

して参照されている。EBITおよびEBITDAの調整は、バイエルグループの内部会計ガイドラインに基づいてお

り、経営者が偏った裁量を行使するリスクがあるため、私たちの監査の枠組みにおいて特に重要であった。

 

EBITおよびEBITDAの調整および算定に関し経営者によって提供される情報は、連結財務諸表に対する注記の

４に記載されている。

 

b)　私たちは、特別項目調整後のEBITおよびEBITDAを再計算し、経営者が考慮したグループ企業の特別項目の識

別を批判的に検証した。私たちは、各構成要素が特別項目に関して関連する内部ガイドラインを遵守してい

る程度、およびEBITおよびEBITDAから適切に除外されたかを判断するために、調整の内訳を分析した。これ

と関連して、私たちは、監査の発見事項および経営者から提供された情報に基づき、実施された調整が結合

経営報告書およびセグメント報告の注記に準拠していたかについて検証した。
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その他の情報

経営者はその他の情報に責任を負っている。その他の情報には以下が含まれる。

 

＞監査報告書の付属書類で挙げた結合経営報告書の構成要素で、その内容につき監査されていない部分

＞ドイツ商法の第297条第２項第４号および第315条第１項第５号に基づく連結財務諸表および結合経営報告書に関

する経営者の宣言

＞監査済み連結財務諸表および結合経営報告書ならびに監査報告書を除く、年次報告書のその他の部　　分

 

連結財務諸表および結合経営報告書に係る私たちの監査意見はその他の情報に拡大されない。したがって、私たち

は、これらに関する監査意見も他の形式による監査の結論も表明しない。

 

連結財務諸表に関する私たちの監査に関連して、私たちの責任は、その他の情報を読み、その他の情報が以下のよ

うであるかを評価することである。

 

＞連結財務諸表、結合経営報告書または監査の過程で得た私たちの知識との間の重要な矛盾を示しているか、ある

いは、

＞その他の点で、重要な虚偽表示があるように見えるか。

 

私たちが実施した作業に基づき、その他の情報に重要な虚偽表示があると私たちが結論付けた場合、私たちはその

事実を報告することが求められている。この点について、私たちに報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表および結合経営報告書に関する経営者および監査役会の責任

経営者は、EUにより採用されたIFRSおよびドイツ商法第315e条第１項に基づくドイツ法の追加的な要求事項にすべ

ての重要な点において準拠してこれらの連結財務諸表を作成するとともに、それが当該要求事項を遵守しつつ、グ

ループの純資産、財政状態および経営成績の真実かつ公正な概観を与えることを確保する責任を負っている。ま

た、経営者は、意図的であるか否かにかかわらず重要な虚偽表示のない連結財務諸表の作成を可能とするために必

要であると経営者が判断した内部統制に係る責任を負っている。

 

連結財務諸表の作成において、経営者は、事業活動を継続するグループの能力を評価する責任を負う。さらに、経

営者は、該当する場合に事業活動の継続に関連する事項を開示する責任を負う。また、経営者は、グループを清算

するか営業活動を停止する意思がある、または現実的な代替案がない場合を除き、継続事業の会計方針に基づいて

会計処理を行う責任を負う。
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また、経営者は、全体としてグループの状況の適切な概観を提供し、すべての重要な点において連結財務諸表に整

合し、ドイツの法的要求事項に準拠して、適切に将来の進展における機会およびリスクを表示する結合経営報告書

の作成に責任を負う。さらに経営者は、適用されるドイツの法的規制に準拠した結合経営報告書の作成を可能に

し、結合経営報告書におけるアサーションに関する十分かつ適切な証拠を提供するために必要であると考えられる

取決めおよび方策(システム)に責任を負う。

 

監査役会は、連結財務諸表および結合経営報告書の作成に係るグループの会計プロセスを監視する責任を負う。

 

連結財務諸表および結合経営報告書の監査に関する監査人の責任

私たちの目的は、全体としての連結財務諸表に（意図的であるか否かにかかわらず）重要な虚偽表示がないかどう

か、ならびに全体としての結合経営報告書がグループの状況に関する適切な概観を提供し、すべての重要な点にお

いて財務諸表および監査の発見事項と整合しており、ドイツの法的要求事項に準拠して、将来の進展における機会

およびリスクを適切に表示しているかどうかに関する合理的な保証を得て、連結財務諸表および結合経営報告書に

係る私たちの監査意見を含む監査報告書を発行することである。

 

合理的な保証は、高い水準の保証であるが、ドイツ商法第317条およびEU監査規制に従って、ドイツ公認会計士協

会発布のドイツで一般に公正妥当と認められる財務諸表の監査の原則に準拠して、またISAを補足的に遵守して実

施した監査が、重要な虚偽表示を常に明らかにする保証はない。虚偽表示は違反行為または誤謬により生じること

があり、個別にまたは集計すると、これらの連結財務諸表および結合経営報告書に基づく利用者の経済的意思決定

に影響を及ぼすことが合理的に予想される場合に重要であるとみなされる。

 

監査の過程で、私たちは正当な裁量を行使し、批判的な姿勢を維持する。私たちはまた、

 

＞連結財務諸表および結合経営報告書の（意図的であるか否かにかかわらず）重要な虚偽表示のリスクを識別およ

び評価して、これらのリスクに対応した監査手続を立案して実施し、私たちの監査意見の基礎となる十分かつ適

切な監査証拠を入手する。違反行為による重要な虚偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示

を発見できないリスクより高い。これは、違反行為が、共謀、偽造、意図的な記載漏れ、誤解を招く記載、また

は内部統制の無効化を含みうるためである。

＞状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の監査に関連する内部統制システムならびに結合

経営報告書の監査に関連する取決めおよび方策を理解する。ただしこれは、これらの会社のシステムの有効性に

ついて監査意見を表明するためのものではない。

＞経営者が適用した財務報告方法の適切性および経営者が行った見積りおよび関連する開示の妥当性について評価

する。
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＞経営者が継続企業の前提に基づく会計原則を適用することの適切性、および入手した監査証拠に基づき、事業活

動を継続するグループの能力に重要な疑義を生じさせるような事象または状況に関する重要な不確実性が認めら

れるかどうかについて結論付ける。重要な不確実性が認められると結論付ける場合、私たちは、連結財務諸表お

よび結合経営報告書の関連する開示に注意を喚起すること、または当該開示が不適切であれば関連する監査意見

を変更することを要求される。私たちの結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づく。ただし、将来

の事象または状況により、グループが事業活動を継続できなくなる可能性がある。

＞開示を含む連結財務諸表の全体的な表示、構造および内容、ならびに連結財務諸表がEUにより採用されたIFRSお

よびドイツ商法第315e条第１項に基づくドイツの追加的な法的要求事項に準拠してグループの純資産、財政状態

および経営成績の真実かつ公正な概観を与えるような方法で、連結財務諸表が基礎となる取引および事象を表示

しているかどうかを評価する。

＞連結財務諸表および結合経営報告書に係る意見を表明するために、グループ内の企業または事業活動の会計情報

に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。私たちは、連結財務諸表監査の指示、監督および実施に関する責

任を負う。私たちは、私たちの監査意見に対して単独で責任を負う。

＞結合経営報告書の連結財務諸表との整合性、法令の遵守およびグループの状況について提供する見解を評価す

る。

＞結合経営報告書において経営者が示した将来予想に関する記述に対し監査手続を実施する。十分かつ適切な監査

証拠に基づいて、私たちは特に、経営者による将来予想に関する記述の基礎となる重要な仮定を追跡し、これら

の仮定から将来予想に関する記述が正確に導かれているかを評価する。私たちは、将来予想に関する記述にも基

礎となる仮定にも独立した監査意見を表明しない。将来の事象が将来予想に関する記述と著しく相違するという

重要かつ不可避なリスクがある。

 

私たちは、特に、計画した監査の範囲および実施時期ならびに監査の過程で識別した内部統制システムの不備を含

む、重要な監査上の発見事項について、監視責任者と議論する。

 

私たちはまた、独立性に関する要求事項を遵守している旨の宣言書を監視責任者に提供し、私たちの独立性に影響

を及ぼすと合理的に考えられるすべての関係およびその他の事項ならびに私たちが整備しているセーフガードにつ

いて、監視責任者と議論する。

 

監視責任者と議論した事項に基づき、私たちは、当報告期間の連結財務諸表の監査における最も重要な事項であ

り、したがって監査上の主要な検討事項である事項を決定する。法令またはその他の法規定が当該事項の開示を妨

げない限り、私たちは監査報告書に当該事項を記載する。

 

EDINET提出書類

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(E05779)

有価証券報告書

446/482



その他の法定および法的要求事項

EU監査規制第10条に準拠したその他の開示

私たちは、2019年４月26日の年次株主総会で連結財務諸表の監査人として選任された。私たちは、2019年５月15日

に監査役会により業務委託された。私たちは、2017事業年度からバイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(レバ

クーゼン)の連結財務諸表の法定監査人としての業務に継続的に従事している。

 

私たちは、この監査報告書に含まれる監査意見がEU監査規制第11条に準拠した監査委員会への追加的な報告書(監

査の報告書)と整合することを宣言する。

 

監査責任者

監査責任者である公認会計士はフランク・バイナである。

 

 

ミュンヘン、2020年２月19日

 

デロイト・ゲーエムベーハー

ヴィルトシャフツプリューフングスゲゼルシャフト

 

Prof. Dr.フランク・バイナ メフレン

(ドイツの公認会計士) (ドイツの公認会計士)
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監査報告書の付属書類：結合経営報告書の構成要素で、その内容につき監査されていない部分

 

私たちは、結合経営報告書の以下の構成要素の内容につき、監査を行っていない。

 

＞結合経営報告書の4.1章に記載されている、ドイツ商法第289f条および第315d条に基づくコーポレート・ガバナ

ンス報告書

 

さらに、私たちは、通常は経営報告書の一部をなさない以下の開示の内容について、監査を行っていない。結合経

営報告書内の、通常は経営報告書の一部をなさない開示は、ドイツ商法第289条から第289f条および第315条から第

315d条ならびにドイツ会計基準第20号のいずれにも要求されない開示である。

 

＞結合経営報告書の2.2.2章におけるクロップサイエンス部門の戦略事業単位からのプロフォーマ収益に関する情

報

 

次へ
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BESTÄTIGUNGSVERMERK DES UNABHÄNGIGEN ABSCHLUSSPRÜFERS

 

An die Bayer Aktiengesellschaft, Leverkusen

 

VERMERK ÜBER DIE PRÜFUNG DES KONZERNABSCHLUSSES UND DES ZUSAMMENGEFASSTEN LAGEBERICHTS

 

Prüfungsurteile

Wir haben den Konzernabschluss der Bayer Aktiengesellschaft, Leverkusen, und ihrer Tochtergesellschaften (der Konzern) –

bestehend aus der Konzernbilanz zum 31. Dezember 2019, der Konzern-Gewinn- und Verlustrechnung und

Konzerngesamtergebnisrechnung, der Konzernkapitalflussrechnung und der Konzern-Eigenkapitalveränderungsrechnung für

das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019 sowie dem Konzernanhang, einschließlich einer

Zusammenfassung bedeutsamer Rechnungslegungsmethoden – geprüft. Darüber hinaus haben wir den mit dem Lagebericht

des Mutterunternehmens zusammengefassten Konzernlagebericht der Bayer Aktiengesellschaft,

Leverkusen, für das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019 geprüft. Die in der Anlage zum

Bestätigungsvermerk genannten Bestandteile des zusammengefassten Lageberichts haben wir in Einklang mit den deutschen

gesetzlichen Vorschriften nicht inhaltlich geprüft.

 

Nach unserer Beurteilung aufgrund der bei der Prüfung gewonnenen Erkenntnisse

・ 　entspricht der beigefügte Konzernabschluss in allen wesentlichen Belangen den International Financial Reporting

Standards (IFRS), wie sie in der EU anzuwenden sind, und den ergänzend nach § 315e Abs. 1 HGB anzuwendenden

deutschen gesetzlichen Vorschriften und vermittelt unter Beachtung dieser Vorschriften ein den tatsächlichen Verhältnissen

entsprechendes Bild der Vermögens- und Finanzlage des Konzerns zum 31. Dezember 2019 sowie seiner Ertragslage für

das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019 und

・　vermittelt der beigefügte zusammengefasste Lagebericht insgesamt ein zutreffendes Bild von der Lage des Konzerns. In

allen wesentlichen Belangen steht dieser zusammengefasste Lagebericht in Einklang mit dem Konzernabschluss,

entspricht den deutschen gesetzlichen Vorschriften und stellt die Chancen und Risiken der zukünftigen Entwicklung

zutreffend dar. Unser Prüfungsurteil zum zusammengefassten Lagebericht erstreckt sich nicht auf den Inhalt der in der

Anlage zum Bestätigungsvermerk genannten Bestandteile des zusammengefassten Lageberichts.

Gemäß § 322 Abs. 3 Satz 1 HGB erklären wir, dass unsere Prüfung zu keinen Einwendungen gegen die Ordnungsmäßigkeit

des Konzernabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts geführt hat.
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Grundlage für die Prüfungsurteile

Wir haben unsere Prüfung des Konzernabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts in Übereinstimmung mit § 317

HGB und der EU-Abschlussprüferverordnung (Nr. 537/2014; im Folgenden „EU-APrVO“) unter Beachtung der vom Institut der

Wirtschaftsprüfer (IDW) festgestellten deutschen Grundsätze ordnungsmäßiger Abschlussprüfung durchgeführt. Die Prüfung

des Konzern-abschlusses haben wir unter ergänzender Beachtung der International Standards on Auditing (ISA) durchgeführt.

Unsere Verantwortung nach diesen Vorschriften, Grundsätzen und Standards ist im Abschnitt „Verantwortung des

Abschlussprüfers für die Prüfung des Konzernabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts“ unseres

Bestätigungsvermerks weitergehend beschrieben. Wir sind von den Konzernunternehmen unabhängig in Übereinstimmung mit

den europarechtlichen sowie den deutschen handelsrechtlichen und berufsrechtlichen Vorschriften und haben unsere sonstigen

deutschen Berufspflichten in Übereinstimmung mit diesen Anforderungen erfüllt. Darüber hinaus erklären wir gemäß Artikel 10

Abs. 2 Buchst. f) EU-APrVO, dass wir keine verbotenen Nichtprüfungsleistungen nach Artikel 5 Abs. 1 EU-APrVO erbracht

haben. Wir sind der Auffassung, dass die von uns erlangten Prüfungsnachweise ausreichend und geeignet sind, um als

Grundlage für unsere Prüfungsurteile zum Konzernabschluss und zum zusammengefassten Lagebericht zu dienen.

 

Besonders wichtige Prüfungssachverhalte in der Prüfung des Konzernabschlusses

Besonders wichtige Prüfungssachverhalte sind solche Sachverhalte, die nach unserem pflichtgemäßen Ermessen am

bedeutsamsten in unserer Prüfung des Konzernabschlusses für das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019

waren. Diese Sachverhalte wurden im Zusammenhang mit unserer Prüfung des Konzernabschlusses als Ganzem und bei der

Bildung unseres Prüfungsurteils hierzu berücksichtigt; wir geben kein gesondertes Prüfungsurteil zu diesen Sachverhalten ab.

 

Nachfolgend stellen wir die aus unserer Sicht besonders wichtigen Prüfungssachverhalte dar:

 

1.　Abbildung von Restrukturierungssachverhalten

2.　Werthaltigkeit der Geschäfts- oder Firmenwerte und der Sonstigen immateriellen Vermögenswerte

3.　Abbildung der Risiken aus den produktbezogenen rechtlichen Auseinandersetzungen und Schiedsgerichtverfahren

4.　Bereinigungen des EBITDA und des EBIT um Sondereinflüsse

 

Unsere Darstellung dieser besonders wichtigen Prüfungssachverhalte haben wir wie folgt strukturiert:

 

a)　Sachverhaltsbeschreibung (einschließlich Verweis auf zugehörige Angaben im Konzernabschluss)

b)　Prüferisches Vorgehen
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1.　Abbildung von Restrukturierungssachverhalten

 

a)　Die gesetzlichen Vertreter der Bayer Aktiengesellschaft haben Ende 2018 ein umfassendes Restrukturierungsprogramm für

den gesamten Konzern angekündigt. Das Programm beinhaltet im Wesentlichen den Abbau von bis zu 12.000

Arbeitsplätzen in den folgenden drei Geschäftsjahren. Für die bis zum Ende des Geschäftsjahres konkretisierten

Abfindungsverpflichtungen wurde eine Rückstellung in Höhe von Mio. EUR 1.267 gebildet. Ein nicht unerheblicher Teil des

Stellenabbaus entfällt auf Deutschland, wo aufgrund von Betriebsvereinbarungen bis 2025 betriebsbedingte Kündigungen

ausgeschlossen sind. Nachdem bereits in 2018 erste Gespräche mit den Arbeitnehmergremien und in einzelnen Fällen

auch mit den Arbeitnehmern der betroffenen Bereiche geführt worden sind, sind im Berichtsjahr schließlich alle

Arbeitnehmer der betroffenen Bereiche informiert worden und es sind zum Teil bereits entsprechende

Aufhebungsvereinbarungen mit diesen unterzeichnet worden. Aus unserer Sicht war dieser Sachverhalt von besonderer

Bedeutung für unsere Prüfung, da die Bilanzierung und die Bewertung der Rückstellung in einem hohen Maß auf

ermessenbehafteten Einschätzungen und Annahmen der gesetzlichen Vertreter beruhen.

 

Die Angaben der gesetzlichen Vertreter zur Restrukturierungsrückstellung sind in Abschnitt 23 des Konzernanhangs

enthalten.

 

b)　Wir haben geprüft, ob eine der Definition des IAS 37.10 entsprechende Restrukturierungsrückstellung gebildet worden ist.

Dazu haben wir die Einhaltung der allgemeinen Ansatz- und Bewertungsvorschriften für Rückstellungen einschließlich der

diese weiter konkretisierenden Kriterien des IAS 37.70 ff. und – sofern es sich um Leistungen an Arbeitnehmer aus Anlass

der Beendigung des Arbeitsverhältnisses handelt – der entsprechenden Vorschriften aus IAS 19 überprüft. Hierfür haben

wir die entsprechenden Nachweise und Berechnungsunterlagen der gesetzlichen Vertreter nachvollzogen. Wir haben die

den Nachweisen und Berechnungsgrundlagen zugrunde liegenden Einschätzungen und Annahmen der gesetzlichen

Vertreter dahingehend kritisch gewürdigt und plausibilisiert, inwieweit Ansatz und Höhe der Rückstellungen zutreffend sind.

Insbesondere haben wir Unterlagen (Beschlüsse, Protokolle, Präsentationen) zur Information der Arbeitnehmervertreter in

Deutschland dahingehend ausgewertet, ob die Arbeitnehmer hierdurch im Geschäftsjahr 2019 hinreichend konkret über die

Restrukturierungsprogramme und einzelne Bestandteile der geplanten Restrukturierungsmaßnahmen informiert worden

sind. Für die bereits mit Arbeitnehmern abgeschlossenen Aufhebungsvereinbarungen haben wir geprüft, ob die hierfür

gebildeten Rückstellungen sich aus den zugrunde liegenden vertraglichen Vereinbarungen ergeben. Sofern noch keine

einzelvertraglichen Aufhebungsvereinbarungen abgeschlossen worden sind, haben wir zur Plausibilisierung der Höhe der

Rückstellungen u.a. die in den Personalabteilungen entwickelten Restrukturierungsprogramme zum Stellenabbau

hinsichtlich der gesetzten Prämissen zu Umfang und Höhe der Abfindungsangebote an Arbeitnehmer und die erwarteten

Annahmequoten – auch auf Basis der bisher gemachten Erfahrungen – analysiert und mit den Verantwortlichen in den

Personalabteilungen diskutiert. Zudem haben wir die Angaben im Konzernanhang zu den Restrukturierungsmaßnahmen

anhand der diesbezüglichen Anforderungen des IAS 37 geprüft.
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2.　Werthaltigkeit der Geschäfts- oder Firmenwerte und der Sonstigen immateriellen Vermögenswerte

 

a)　In dem Konzernabschluss wird unter dem Bilanzposten „Geschäfts- oder Firmenwerte“ ein Betrag von Mio. EUR 39.126

(31 % der Konzernbilanzsumme) ausgewiesen. Unter den „sonstigen immateriellen Vermögenswerten“ werden zudem

Patente und Technologien von Mio. EUR 18.101 (14 % der Konzernbilanzsumme), Markenrechte von Mio. EUR 8.102 (6 %

der Konzernbilanzsumme) und Forschungs- und Entwicklungsprojekte von Mio. EUR 5.491 (4 % der Konzernbilanzsumme)

ausgewiesen. Die Gesellschaft ordnet die Geschäfts- oder Firmenwerte den strategischen Geschäftseinheiten bzw.

Gruppen von strategischen Geschäftseinheiten innerhalb des Bayer-Konzerns zu. Bei den regelmäßig durchgeführten

Werthaltigkeitstests (Impairment-Tests) für Geschäfts- oder Firmenwerte und Forschungs- und Entwicklungsprojekte sowie

anlassbezogenen Werthaltigkeitstests für Sonstige immaterielle Vermögenswerte werden die jeweiligen Buchwerte mit

ihrem jeweiligen erzielbaren Betrag verglichen. Grundsätzlich erfolgt die Ermittlung des erzielbaren Betrags auf Basis des

beizulegenden Zeitwerts abzüglich der Veräußerungskosten. Der Barwert der künftigen Zahlungsströme wird dabei

zugrunde gelegt, da in der Regel keine Marktwerte für die einzelnen strategischen Geschäftseinheiten vorliegen. Dabei wird

der Barwert mittels Discounted Cashflow-Modellen ermittelt, wobei die von den gesetzlichen Vertretern erstellte und vom

Aufsichtsrat genehmigten operative Drei-Jahres-Planung bzw. für Crop Science Vier-Jahres-Planung des Bayer-Konzerns

zugrunde gelegt und mit Annahmen über langfristige Wachstumsraten fortgeschrieben wird. Die Abzinsung erfolgt mittels

der gewichteten Kapitalkosten der jeweiligen Berichtssegmente. Das Ergebnis dieser Bewertung ist in hohem Maße von der

Einschätzung der künftigen Zahlungsmittelzuflüsse der jeweiligen strategischen Geschäftseinheit durch die gesetzlichen

Vertreter sowie dem verwendeten Diskontierungszinssatz abhängig und daher mit einer erheblichen Unsicherheit behaftet.

Vor diesem Hintergrund und aufgrund der zugrunde liegenden Komplexität der Bewertungsmodelle war dieser Sachverhalt

im Rahmen unserer Prüfung von besonderer Bedeutung.

 

Die Angaben der gesetzlichen Vertreter zu den Geschäfts- oder Firmenwerten und den Sonstigen immateriellen

Vermögenswerten sind in den Abschnitten 3 und 14 des Konzernanhangs enthalten.

 

b)　Bei unserer Prüfung haben wir unter anderem das methodische Vorgehen zur Durchführung der Werthaltigkeitstests

nachvollzogen und die Ermittlung der gewichteten Kapitalkosten beurteilt. Von der Angemessenheit der bei der Bewertung

verwendeten künftigen Zahlungsmittelzuflüsse haben wir uns unter anderem durch die Aufnahme und kritische Beurteilung

des zugrunde liegenden Planungsprozesses überzeugt. Zudem haben wir diese Angaben mit den aktuellen Budgets aus

der von den gesetzlichen Vertretern erstellten und vom Aufsichtsrat genehmigten Drei-Jahresplanung bzw. für Crop

Science Vier-Jahres-Planung abgeglichen sowie mit allgemeinen und branchenspezifischen Markterwartungen abgestimmt.

Dabei haben wir uns auch von der sachgerechten Berücksichtigung der in der Segmentberichterstattung im Segment

„Enabling Functions und Konsolidierung“ erfassten Kosten der Konzernfunktionen bei dem Impairment-Test der jeweiligen

strategischen Geschäftseinheit überzeugt. Wir haben uns intensiv mit den bei der Bestimmung des verwendeten

Diskontie-rungszinssatzes herangezogenen Parametern auseinandergesetzt und die Vollständigkeit und Richtigkeit des

Berechnungsschemas beurteilt. Ferner haben wir aufgrund der materiellen Bedeutung der Geschäfts- oder Firmenwerte

ergänzend eigene Sensitivitätsanalysen für die strategischen Geschäftseinheiten (Buchwert im Vergleich zum erzielbaren

Betrag) durchgeführt.
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3.　Abbildung der Risiken aus den produktbezogenen rechtlichen Auseinandersetzungen und Schiedsgerichtverfahren

 

a)　Unternehmen des Bayer-Konzerns sind in gerichtliche und außergerichtliche Verfahren mit Behörden, Wettbewerbern

sowie anderen Beteiligten involviert. Hieraus ergeben sich rechtliche Risiken insbesondere in den Bereichen

Produkthaftung, Wettbewerbs- und Kartellrecht, Patentrecht, Steuerrecht sowie Umweltschutz.

 

Bis zum 6. Februar 2020 wurden Monsanto Company, St. Louis/USA, einer Tochtergesellschaft der Bayer

Aktiengesellschaft, in den USA Klagen auf Schaden- und Strafschadenersatz von etwa 48.600 Klägern zugestellt, die

vortragen, ihr Kontakt mit von Monsanto hergestellten glyphosathaltigen Produkten habe zu Gesundheitsschäden geführt.

Darüber hinaus wurden dem Bayer-Konzern bis zum 6. Februar 2020 in den USA von etwa 27.200 Anwendern des

Produkts Xarelto™ Klagen auf Schaden- und Strafschadenersatz zugestellt. Bis zum 6. Februar 2020 wurden dem Bayer-

Konzern in den USA Klagen von etwa 33.100 Anwenderinnen von Essure™ zugestellt, in denen ebenfalls jeweils Schaden-

und Strafschadenersatz geltend gemacht wird. Im September 2019 wurde Bayer eine Schiedsklage zugestellt, in der die

BASF SE Schadenersatzansprüche aus den 2017 und 2018 unterschriebenen Kaufverträgen geltend macht, auf deren

Basis BASF bestimmte Geschäftsbereiche der Division Crop Science erworben hatte.

 

Ob aufgrund eines vorliegenden Rechtsstreits die Passivierung einer Rückstellung zur Abdeckung des Risikos erforderlich

ist, und ggfs. in welcher Höhe, ist dabei in hohem Maße durch Einschätzungen und ermessensbehaftete Annahmen der

gesetzlichen Vertreter geprägt. Vor diesem Hintergrund und aufgrund der betragsmäßigen Höhe der geltend gemachten

Ansprüche waren die vorgenannten produktbezogenen Auseinandersetzungen des Bayer-Konzerns aus unserer Sicht von

besonderer Bedeutung für die Prüfung.

 

Die Angaben und Erläuterungen der gesetzlichen Vertreter zu den benannten Rechtsstreitigkeiten sind in Abschnitt 30 des

Konzernanhangs enthalten.

 

b)　Im Rahmen unserer Prüfung haben wir unter anderem den von der Gesellschaft eingerichteten Prozess, der die Erfassung

der gerichtlichen und außergerichtlichen Verfahren, die Einschätzung hinsichtlich des Verfahrensausgangs sowie die

bilanzielle Darstellung eines Rechtsstreits sicherstellt, beurteilt. Darüber hinaus haben wir regelmäßig im ganzen Jahr

Gespräche mit der internen Rechtsabteilung der Gesellschaft geführt, um uns die aktuellen Entwicklungen und Gründe, die

zu den entsprechenden Einschätzungen bezüglich des erwarteten Verfahrensausgangs geführt haben, erläutern zu lassen.

Dies erfolgte insbesondere auch zum Mediationsverfahren im Rahmen der Rechtsfälle zu glyphosathaltigen Produkten. Die

Entwicklung der wesentlichen Rechtsstreitigkeiten einschließlich der Einschätzungen der gesetzlichen Vertreter hinsichtlich

eines möglichen Verfahrensausgangs wird uns in schriftlicher Form durch die interne Rechtsabteilung der Bayer

Aktiengesellschaft zur Verfügung gestellt. Zum Bilanzstichtag haben wir darüber hinaus externe

Rechtsanwaltsbestätigungen eingeholt, die wir mit der von den gesetzlichen Vertretern getroffenen Risikoeinschätzung zu

den unter der „Sachverhaltsbeschreibung“ benannten produktbezogenen Auseinandersetzungen und Schiedsverfahren

abgeglichen haben. Unter Berücksichtigung dieser Einschätzungen haben wir zudem die den Rückstellungen für erwartete

Verteidigungskosten zugrunde liegenden Prämissen kritisch gewürdigt und die Höhe der Rückstellungen anhand von

Erfahrungswerten aus ähnlichen Verfahren in der Vergangenheit sowie sonstigen Nachweisen plausibilisiert.
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4.　Bereinigungen des EBITDA und des EBIT um Sondereinflüsse

 

a)　Für Steuerungs- und Analysezwecke des Bayer-Konzerns werden das jeweils um Sondereinflüsse (in ihrer Art oder Höhe

besondere Effekte) bereinigte EBIT (Ergebnis vor Finanzergebnis und Steuern) und EBITDA (Ergebnis vor Finanzergebnis,

Steuern, Abschreibungen, Wertminderungen und Wertaufholungen) herangezogen. In der Segmentberichterstattung des

Konzernabschlusses der Bayer AG werden Bereinigungen des EBIT in Höhe von Mio. EUR -2.818 und des EBITDA in

Höhe von Mio. EUR -1.949 dargestellt. Das um Sondereinflüsse bereinigte EBIT dient der Ermittlung des bereinigten

Konzernergebnisses aus fortzuführendem Geschäft, welches zur Ermittlung des bereinigten Ergebnisses je Aktie aus

fortzuführendem Geschäft benötigt wird (core EPS). Das um Sondereinflüsse bereinigte EBITDA und das core EPS werden

von Bayer im Rahmen der Kapitalmarktkommunikation als zentrale finanzielle Leistungsindikatoren verwendet. Weiterhin

werden diese beiden Kennzahlen als Indikatoren für die Zielerreichung für die jährliche Erfolgsvergütung der Mitarbeiter des

Bayer-Konzerns herangezogen. Die im Konzernabschluss dargestellten Bereinigungen des EBIT und EBITDA waren im

Rahmen unserer Prüfung von besonderer Bedeutung, da diese auf Basis der internen Bilanzierungsrichtlinie des Bayer-

Konzerns vorgenommen werden und ein Risiko zur einseitigen Ausübung von Ermessensspielräumen durch die

gesetzlichen Vertreter besteht.

 

Die Angaben der gesetzlichen Vertreter zu den Bereinigungen von EBIT und EBITDA sowie deren Herleitung sind in

Abschnitt 4 des Konzernanhangs dargestellt.

 

b)　Wir haben die Ermittlung der um Sondereinflüsse bereinigten Kennzahlen EBIT und EBITDA nachvollzogen und uns mit der

Identifikation der von den gesetzlichen Vertretern berücksichtigten Sondereinflüsse durch die Konzerngesellschaften kritisch

auseinandergesetzt. Dabei haben wir die Zusammensetzung der Bereinigungen dahingehend analysiert, inwieweit die

einzelnen Komponenten in Einklang mit den entsprechenden internen Richtlinien für Sondereinflüsse stehen und zutreffend

aus dem EBIT und EBITDA herausgerechnet worden sind. Damit einhergehend haben wir anhand der bei der Prüfung

gewonnenen Erkenntnisse und der uns seitens der gesetzlichen Vertreter erteilten Auskünfte untersucht, ob die

vorgenommenen Bereinigungen gemäß den Erläuterungen im zusammengefassten Lagebericht und in der

Segmentberichterstattung erfolgten.

 

Sonstige Informationen

Die gesetzlichen Vertreter sind für die sonstigen Informationen verantwortlich. Die sonstigen Informationen umfassen

・　die in der Anlage zum Bestätigungsvermerk genannten, nicht inhaltlich geprüften Bestandteile des zusammengefassten

Lageberichts,

・　die Versicherung der gesetzlichen Vertreter zum Konzernabschluss und zum zusammengefassten Lagebericht nach § 297

Abs. 2 Satz 4 HGB bzw. § 315 Abs. 1 Satz 5 HGB und

・　die übrigen Teile des Geschäftsberichts, mit Ausnahme des geprüften Konzernabschlusses und zusammengefassten

Lageberichts sowie unseres Bestätigungsvermerks.
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Unsere Prüfungsurteile zum Konzernabschluss und zum zusammengefassten Lagebericht erstrecken sich nicht auf die

sonstigen Informationen, und dementsprechend geben wir weder ein Prüfungsurteil noch irgendeine andere Form von

Prüfungsschlussfolgerung hierzu ab.

 

Im Zusammenhang mit unserer Konzernabschlussprüfung haben wir die Verantwortung, die sonstigen Informationen zu lesen

und dabei zu würdigen, ob die sonstigen Informationen

・　wesentliche Unstimmigkeiten zum Konzernabschluss, zum zusammengefassten Lagebericht oder unseren bei der Prüfung

erlangten Kenntnissen aufweisen oder

・　anderweitig wesentlich falsch dargestellt erscheinen.

 

Falls wir auf Grundlage der von uns durchgeführten Arbeiten den Schluss ziehen, dass eine wesentliche falsche Darstellung

dieser sonstigen Informationen vorliegt, sind wir verpflichtet, über diese Tatsache zu berichten. Wir haben in diesem

Zusammenhang nichts zu berichten.

 

Verantwortung der gesetzlichen Vertreter und des Aufsichtsrats für den Konzernabschluss und den

zusammengefassten Lagebericht

Die gesetzlichen Vertreter sind verantwortlich für die Aufstellung des Konzernabschlusses, der den IFRS, wie sie in der EU

anzuwenden sind, und den ergänzend nach § 315e Abs. 1 HGB anzuwendenden deutschen gesetzlichen Vorschriften in allen

wesentlichen Belangen entspricht, und dafür, dass der Konzernabschluss unter Beachtung dieser Vorschriften ein den

tatsächlichen Verhältnissen entsprechendes Bild der Vermögens-, Finanz- und Ertragslage des Konzerns vermittelt. Ferner sind

die gesetzlichen Vertreter verantwortlich für die internen Kontrollen, die sie als notwendig bestimmt haben, um die Aufstellung

eines Konzernabschlusses zu ermöglichen, der frei von wesentlichen – beabsichtigten oder unbeabsichtigten – falschen

Darstellungen ist.

 

Bei der Aufstellung des Konzernabschlusses sind die gesetzlichen Vertreter dafür verantwortlich, die Fähigkeit des Konzerns

zur Fortführung der Unternehmenstätigkeit zu beurteilen. Des Weiteren haben sie die Verantwortung, Sachverhalte in

Zusammenhang mit der Fortführung der Unternehmenstätigkeit, sofern einschlägig, anzugeben. Darüber hinaus sind sie dafür

verantwortlich, auf der Grundlage des Rechnungslegungsgrundsatzes der Fortführung der Unternehmenstätigkeit zu bilanzieren,

es sei denn, es besteht die Absicht, den Konzern zu liquidieren oder der Einstellung des Geschäftsbetriebs oder es besteht

keine realistische Alternative dazu.

 

Außerdem sind die gesetzlichen Vertreter verantwortlich für die Aufstellung des zusammengefassten Lageberichts, der

insgesamt ein zutreffendes Bild von der Lage des Konzerns vermittelt sowie in allen wesentlichen Belangen mit dem

Konzernabschluss in Einklang steht, den deutschen gesetzlichen Vorschriften entspricht und die Chancen und Risiken der

zukünftigen Entwicklung zutreffend darstellt. Ferner sind die gesetzlichen Vertreter verantwortlich für die Vorkehrungen und

Maßnahmen (Systeme), die sie als notwendig erachtet haben, um die Aufstellung eines zusammengefassten Lageberichts in

Übereinstimmung mit den anzuwendenden deutschen gesetzlichen Vorschriften zu ermöglichen und um ausreichende

geeignete Nachweise für die Aussagen im zusammengefassten Lagebericht erbringen zu können.

 

Der Aufsichtsrat ist verantwortlich für die Überwachung des Rechnungslegungsprozesses des Konzerns zur Aufstellung des

Konzernabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts.
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Verantwortung des Abschlussprüfers für die Prüfung des Konzernabschlusses und des zusammengefassten

Lageberichts

Unsere Zielsetzung ist, hinreichende Sicherheit darüber zu erlangen, ob der Konzernabschluss als Ganzes frei von

wesentlichen – beabsichtigten oder unbeabsichtigten – falschen Darstellungen ist, und ob der zusammengefasste Lagebericht

insgesamt ein zutreffendes Bild von der Lage des Konzerns vermittelt sowie in allen wesentlichen Belangen mit dem

Konzernabschluss sowie mit den bei der Prüfung gewonnenen Erkenntnissen in Einklang steht, den deutschen gesetzlichen

Vorschriften entspricht und die Chancen und Risiken der zukünftigen Entwicklung zutreffend darstellt, sowie einen

Bestätigungsvermerk zu erteilen, der unsere Prüfungsurteile zum Konzernabschluss und zum zusammengefassten Lagebericht

beinhaltet.

 

Hinreichende Sicherheit ist ein hohes Maß an Sicherheit, aber keine Garantie dafür, dass eine in Übereinstimmung mit § 317

HGB und der EU-APrVO unter Beachtung der vom Institut der Wirtschaftsprüfer (IDW) festgestellten deutschen Grundsätze

ordnungsmäßiger Abschlussprüfung sowie unter ergänzender Beachtung der ISA durchgeführte Prüfung eine wesentliche

falsche Darstellung stets aufdeckt. Falsche Darstellungen können aus Verstößen oder Unrichtigkeiten resultieren und werden

als wesentlich angesehen, wenn vernünftigerweise erwartet werden könnte, dass sie einzeln oder insgesamt die auf der

Grundlage dieses Konzernabschlusses und zusammengefassten Lageberichts getroffenen wirtschaftlichen Entscheidungen von

Adressaten beeinflussen.

 

Während der Prüfung üben wir pflichtgemäßes Ermessen aus und bewahren eine kritische Grundhaltung. Darüber hinaus

・　identifizieren und beurteilen wir die Risiken wesentlicher – beabsichtigter oder unbeabsichtigter – falscher Darstellungen im

Konzernabschluss und im zusammengefassten Lagebericht, planen und führen Prüfungshandlungen als Reaktion auf diese

Risiken durch sowie erlangen Prüfungsnachweise, die ausreichend und geeignet sind, um als Grundlage für unsere

Prüfungsurteile zu dienen. Das Risiko, dass wesentliche falsche Darstellungen nicht aufgedeckt werden, ist bei Verstößen

höher als bei Unrichtigkeiten, da Verstöße betrügerisches Zusammenwirken, Fälschungen, beabsichtigte

Unvollständigkeiten, irreführende Darstellungen bzw. das Außerkraftsetzen interner Kontrollen beinhalten können.

・　gewinnen wir ein Verständnis von dem für die Prüfung des Konzernabschlusses relevanten internen Kontrollsystem und

den für die Prüfung des zusammengefassten Lageberichts relevanten Vorkehrungen und Maßnahmen, um

Prüfungshandlungen zu planen, die unter den gegebenen Umständen angemessen sind, jedoch nicht mit dem Ziel, ein

Prüfungsurteil zur Wirksamkeit dieser Systeme abzugeben.

・　beurteilen wir die Angemessenheit der von den gesetzlichen Vertretern angewandten Rechnungslegungsmethoden sowie

die Vertretbarkeit der von den gesetzlichen Vertretern dargestellten geschätzten Werte und damit zusammenhängenden

Angaben.
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・ 　ziehen wir Schlussfolgerungen über die Angemessenheit des von den gesetzlichen Vertretern angewandten

Rechnungslegungsgrundsatzes der Fortführung der Unternehmenstätigkeit sowie, auf der Grundlage der erlangten

Prüfungsnachweise, ob eine wesentliche Unsicherheit im Zusammenhang mit Ereignissen oder Gegebenheiten besteht, die

bedeutsame Zweifel an der Fähigkeit des Konzerns zur Fortführung der Unternehmenstätigkeit aufwerfen können. Falls wir

zu dem Schluss kommen, dass eine wesentliche Unsicherheit besteht, sind wir verpflichtet, im Bestätigungsvermerk auf die

dazugehörigen Angaben im Konzernabschluss und im zusammengefassten Lagebericht aufmerksam zu machen oder, falls

diese Angaben unangemessen sind, unser jeweiliges Prüfungsurteil zu modifizieren. Wir ziehen unsere Schlussfolgerungen

auf der Grundlage der bis zum Datum unseres Bestätigungsvermerks erlangten Prüfungsnachweise. Zukünftige Ereignisse

oder Gegebenheiten können jedoch dazu führen, dass der Konzern seine Unternehmenstätigkeit nicht mehr fortführen

kann.

・　beurteilen wir die Gesamtdarstellung, den Aufbau und den Inhalt des Konzernabschlusses einschließlich der Angaben

sowie ob der Konzernabschluss die zugrunde liegenden Geschäftsvorfälle und Ereignisse so darstellt, dass der

Konzernabschluss unter Beachtung der IFRS, wie sie in der EU anzuwenden sind, und der ergänzend nach § 315e Abs. 1

HGB anzuwendenden deutschen gesetzlichen Vorschriften ein den tatsächlichen Verhältnissen entsprechendes Bild der

Vermögens-, Finanz- und Ertragslage des Konzerns vermittelt.

・　holen wir ausreichende geeignete Prüfungsnachweise für die Rechnungslegungsinformationen der Unternehmen oder

Geschäftstätigkeiten innerhalb des Konzerns ein, um Prüfungsurteile zum Konzernabschluss und zum zusammengefassten

Lagebericht abzugeben. Wir sind verantwortlich für die Anleitung, Überwachung und Durchführung der

Konzernabschlussprüfung. Wir tragen die alleinige Verantwortung für unsere Prüfungsurteile.

・ 　beurteilen wir den Einklang des zusammengefassten Lageberichts mit dem Konzernabschluss, seine

Gesetzesentsprechung und das von ihm vermittelte Bild von der Lage des Konzerns.

・　führen wir Prüfungshandlungen zu den von den gesetzlichen Vertretern dargestellten zukunftsorientierten Angaben im

zusammengefassten Lagebericht durch. Auf Basis ausreichender geeigneter Prüfungsnachweise vollziehen wir dabei

insbesondere die den zukunftsorientierten Angaben von den gesetzlichen Vertretern zugrunde gelegten bedeutsamen

Annahmen nach und beurteilen die sachgerechte Ableitung der zukunftsorientierten Angaben aus diesen Annahmen. Ein

eigenständiges Prüfungsurteil zu den zukunftsorientierten Angaben sowie zu den zugrunde liegenden Annahmen geben wir

nicht ab. Es besteht ein erhebliches unvermeidbares Risiko, dass künftige Ereignisse wesentlich von den

zukunftsorientierten Angaben abweichen.

 

Wir erörtern mit den für die Überwachung Verantwortlichen unter anderem den geplanten Umfang und die Zeitplanung der

Prüfung sowie bedeutsame Prüfungsfeststellungen, einschließlich etwaiger Mängel im internen Kontrollsystem, die wir während

unserer Prüfung feststellen.

 

Wir geben gegenüber den für die Überwachung Verantwortlichen eine Erklärung ab, dass wir die relevanten

Unabhängigkeitsanforderungen eingehalten haben, und erörtern mit ihnen alle Beziehungen und sonstigen Sachverhalte, von

denen vernünftigerweise angenommen werden kann, dass sie sich auf unsere Unabhängigkeit auswirken, und die hierzu

getroffenen Schutzmaßnahmen.
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Wir bestimmen von den Sachverhalten, die wir mit den für die Überwachung Verantwortlichen erörtert haben, diejenigen

Sachverhalte, die in der Prüfung des Konzernabschlusses für den aktuellen Berichtszeitraum am bedeutsamsten waren und

daher die besonders wichtigen Prüfungssachverhalte sind. Wir beschreiben diese Sachverhalte im Bestätigungsvermerk, es sei

denn, Gesetze oder andere Rechtsvorschriften schließen die öffentliche Angabe des Sachverhalts aus.

 

SONSTIGE GESETZLICHE UND ANDERE RECHTLICHE ANFORDERUNGEN

 

Übrige Angaben gemäß Artikel 10 EU-APrVO

Wir wurden von der Hauptversammlung am 26. April 2019 als Konzernabschlussprüfer gewählt. Wir wurden am 15. Mai 2019

vom Aufsichtsrat beauftragt. Wir sind ununterbrochen seit dem Geschäftsjahr 2017 als Konzernabschlussprüfer der Bayer

Aktiengesellschaft, Leverkusen, tätig.

 

Wir erklären, dass die in diesem Bestätigungsvermerk enthaltenen Prüfungsurteile mit dem zusätzlichen Bericht an den

Prüfungsausschuss nach Artikel 11 EU-APrVO (Prüfungsbericht) in Einklang stehen.

 

VERANTWORTLICHER WIRTSCHAFTSPRÜFER

 

Der für die Prüfung verantwortliche Wirtschaftsprüfer ist Prof. Dr. Frank Beine.

 

München, den 19. Februar 2020

 

 

Deloitte GmbH

Wirtschaftsprüfungsgesellschaft

 

 

 

 

(Prof. Dr. Beine) (Mehren)

Wirtschaftsprüfer Wirtschaftsprüfer
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Anlage zum Bestätigungsvermerk: nicht inhaltlich geprüfte Bestandteile des zusammengefassten Lageberichts

Folgende Bestandteile des zusammengefassten Lageberichts haben wir nicht inhaltlich geprüft:

・　die in Abschnitt 4.1 des zusammengefassten Lageberichts enthaltene Erklärung zur Unternehmensführung nach § 289f und

§ 315d HGB.

 

Darüber hinaus haben wir die nachfolgend aufgeführten lageberichtsfremden Angaben nicht inhaltlich geprüft.

Lageberichtsfremde Angaben im zusammengefassten Lagebericht sind solche Angaben, die weder nach §§ 289 bis 289f, 315

bis 315d HGB vorgeschrieben noch von DRS 20 gefordert sind.

Die in Abschnitt 2.2.2 des zusammengefassten Lageberichts enthaltenen Angaben zu den Pro-forma-Umsätzen nach

strategischen Geschäftseinheiten der Division Crop Science.
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(訳　文)

独立監査人の監査報告書

 

バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(レバクーゼン)御中

 

年次財務諸表および結合経営報告書の監査に係る報告書

監査意見

私たちは、バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(レバクーゼン)の財務諸表、すなわち2019年12月31日現在の

貸借対照表、および2019年１月１日から12月31日までの事業年度における損益計算書ならびに財務諸表に対する注

記および会計処理および評価の方法の表示の監査を実施した。さらに私たちは、2019年１月１日から12月31日まで

の事業年度におけるバイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(レバクーゼン)の結合経営報告書（訳者注：原文の

年次報告書に記載の事項。以下同様。）の監査も実施した。ドイツの法律の規定に従って、私たちは、監査報告書

の付属書類で挙げた結合経営報告書の構成要素の内容については監査していない。

 

監査での発見事項に基づき、私たちの意見では、

 

＞添付の財務諸表は、企業に適用されるドイツ商法(Handelsgesetzbuch-HGB)の要求事項にすべての重要な点にお

いて準拠し、ドイツの適切な会計原則に基づく2019年12月31日現在の会社の純資産および財政状態ならびに当該

要求事項に基づく2019年１月１日から12月31日までの事業年度における会社の経営成績の真実かつ公正な概観を

与えている。また、

＞添付の結合経営報告書は全体として会社の状況の適切な概観を提供している。すべての重要な点において、当該

結合経営報告書は財務諸表と整合し、ドイツの法定要件に準拠し、将来の進展における機会およびリスクを適切

に表示している。結合経営報告書に対する私たちの監査意見は、監査報告書の付属書類に記載した結合経営報告

書の構成要素の内容には拡大されない。

 

ドイツ商法第322条第３項第１号に基づき、私たちは、私たちの監査において年次財務諸表および結合経営報告書

の正確性に対する異議事項はなかったことを表明する。
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監査意見の基礎

私たちは、ドイツ商法第317条およびEU監査規制(EU Audit Regulation) (No.537/2014、以下「EU監査規制」とい

う。)に準拠し、ドイツ公認会計士協会(Institut der Wirtschaftsprüfer-IDW)発布のドイツで一般に公正妥当と

認められる財務諸表の監査基準に従って、財務諸表および結合経営報告書の監査を実施した。また国際監査基準

(International Standards on Auditing-ISA)にも準拠して、財務諸表の監査を実施した。これらの規制、原則お

よび基準に基づく私たちの責任は、監査人の監査報告書の「財務諸表および結合経営報告書の監査に関する監査人

の責任」でさらに詳しく言及している。私たちは、欧州およびドイツの商規制ならびに職業規制に従って会社から

独立しており、当該要求事項に基づいてその他のドイツの職業的責任を果たしている。さらに、EU監査規制第10条

第２項第ｆ号に従って、私たちは、EU監査規制第５条第１項の意味における、認められない非監査業務を提供して

いないことを表明する。私たちは、私たちが入手した監査証拠が、財務諸表および結合経営報告書に対する私たち

の監査意見表明のための基礎を提供するのに十分かつ適切であると考えている。

 

財務諸表の監査における監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項は、2019年１月１日から12月31日までの事業年度における財務諸表の私たちの監査で最も

重要であると(私たちがその正当な裁量により)判断した事項である。これらの事項は全体としての財務諸表に対す

る私たちの監査に関連して、および当該監査に基づく意見の形成において検討されているが、私たちはこれらの事

項について個別の意見を表明しない。

 

監査上の主要な検討事項であると私たちが判断した事項は以下の通りである。

 

1.　リストラクチャリング事項に関する説明

2.　デリバティブ金融商品－評価単位およびヘッジ取引の会計処理

3.　 関係会社株式の本源的価値

 

私たちは、これらの監査上の主要な検討事項の表示を以下のように構成した。

a)　検討事項の説明(財務諸表内の関連する開示への参照を含む。)

b)　監査アプローチ
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1.　リストラクチャリング事項に関する説明

a)　バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトの経営者は、2018年の末に、バイエルグループ全体を対象とした

包括的なリストラクチャリング計画を発表した。当該計画には基本的に、今後３事業年度における最大

12,000職の人員削減が含まれている。当該人員削減の相当部分はドイツで行われるが、労働協定により、同

国内では、運営上の理由による余剰人員の削減が2025年まで認められない。従業員組織および個々の事案に

ついて2018年度の早い段階で、関連する部門の従業員との初回の話し合いの後、当該年度に関連する全ての

部門の従業員に最終的に通知され、いくつかの事案については適切な解除契約が従業員と合意された。当報

告年度末までに特定された離職手当の支払義務に対し、バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトは582百

万ユーロの引当金を認識した。私たちの意見では、引当金の認識および測定は経営者の見積りおよび仮定に

基づく部分が大きいことから、この事項は私たちの監査にとって特に重要であった。

 

経営者から提供されるリストラクチャリング引当金に関する情報は、財務諸表に対する注記の25に記載され

ている。
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b)　私たちは、偶発債務の引当金がドイツ商法第249条第１項1号の定義を遵守して認識されたか、また、引当金

額が妥当なものであるかを検証した。その目的で、私たちは、法的および経済的に当該会計年度に起因し、

また、請求されることが予想される対外義務が存在するかを検証した。監査の枠内で、私たちは、それらの

認識基準が条件に合致するものであることおよびリストラクチャリング引当金が適切に測定されたかを検証

した。その目的で、対応する証拠および計算書類を経営者から受領し、検証した。私たちは、引当金の認識

および金額が適切である範囲について、当該証拠および計算原理が基礎とする経営者の見積りおよび仮定の

妥当性を批判的に評価および検証した。私たちは特に、ドイツの従業員代表者に提供された情報書類（決

議、議事録、プレゼン資料）につき、従業員がそれによって、2018事業年度中に、または財務諸表の作成時

までに当該リストラクチャリング計画および計画されたリストラクチャリング施策の個別要素について十分

に知らされていたかを評価した。既に従業員と解除契約が合意されたため、私たちは当該目的のために計上

された引当金が契約上の合意に基づくものであるかについて検証した。個々の解除契約が未だ締結されてい

ない場合は、引当金の金額の妥当性を検討するために、私たちは、特に、従業員に提示する離職手当の範囲

および金額の前提並びに予想される承諾者の割合および過去の経験に基づき、人事部が策定した人員削減の

ためのリストラクチャリング計画を分析し、人事部の担当者と議論した。

 

2.　デリバティブ金融商品－ヘッジ取引の会計処理

a)　バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトは、通常の事業活動に伴う為替、金利、為替レートおよび価格リ

スクをヘッジするために、外部の契約上のパートナーおよびグループ会社と、さまざまなデリバティブ金融

商品の取引を締結している。この基礎となるヘッジ方針は、経営者が定め、適切な内部ガイドラインに文書

化されている。デリバティブ金融商品の使用は、為替レート、金利、株価および市場価格の変動による純利

益およびキャッシュ・フローの変動の低減を目的としている。
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外部の契約相手と締結したデリバティブの想定元本は2019年12月31日現在で199億ユーロであった。これと

相殺するデリバティブがグループ会社との間で想定元本56億ユーロで締結された。デリバティブ金融商品の

公正価値は、評価日に入手可能な市場データ(市場価値)を考慮して、標準的な市場の評価方法を使用して決

定される。2019年12月31日現在で、これらは純額でマイナス107百万ユーロとなり、57百万ユーロの純額で

将来発生しうる損失として貸借対照表に認識された。

 

私たちの見解では、複雑性が高いことや取引数が多いこと、また、会計上および報告上の要求事項が広範囲

にわたることから、本事項は特に重要であった。

 

経営者により提供されるデリバティブ金融商品に関する会社の会計処理の情報は、財務諸表に対する注記の

34に記載されている。金融商品の利用に関するリスク報告は、結合経営報告書の3.2項に記載されている。

 

b)　私たちの監査の枠組みにおいて、また、私たちは、内部のフィナンシャルリスク部門の金融リスク専門家の

支援を受けて、特に、契約上および財務上の基礎を評価し、さまざまなヘッジ取引の会計処理を検証した。

私たちはこれらの専門家と協働し、ヘッジ方針の遵守状況の内部監視を含む、デリバティブ金融商品の領域

における会社の内部統制システムを評価し、デザイン、業務への適用および有効性に関して内部統制を検証

した。さらに、金融商品の公正価値測定の監査のために、私たちは、これらの方法のシステムへの適用の適

切性を検証し、代表サンプルに関して市場データに基づき再計算した。私達はまた、認識された取引の網羅

性の検証を取引先とのポートフォリオリオ比較に基づき実施した。予想キャッシュ・フローおよびヘッジ取

引の有効性の評価について、私たちは原則として過去のヘッジ水準を遡及的に評価した。

 

3.　関係会社株式の本源的価値

a)　2019年12月31日現在、バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトは関係会社株式491億ユーロ(資産合計の

58.0％)を財務諸表に報告した。バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトは、内部事業評価を実施して、

決算日現在の当該投資の帳簿価額の本源的価値をテストした。バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト

は、主要なすべての投資の事業価値の合計を算定し、これは正味の財務ポジションに修正された。この方法

で算定された資本価値は投資のそれぞれの帳簿価額と比較された。事業価値合計は、割引キャッシュ・フ

ロー・モデルを用いて、法定代表者による予想将来キャッシュ・フローの現在価値として計算された。これ

らの評価の結果は、特に経営者による将来の現金流入額の見積り、使用したそれぞれの割引率および成長

率、ならびに正味の財務ポジションの算定に左右される。したがって、当該評価は不確実性を伴う。適用さ

れる割引率のわずかな変動でさえも重要な影響を及ぼす可能性がある。このような状況に対して、またバイ

エル・アクツィーエンゲゼルシャフトの純資産および経営成績に対する重要性を考慮して、本事項は私たち

の監査において特に重要であった。
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金融資産およびその回復可能性に関する会社の開示は、第４章及び財務諸表に対する注記の15に表示されて

いる。

 

b)　私たちの監査の枠組みにおいて、私たちは、事業価値の合計を計算するために使用した各評価モデルが関連

する評価基準の概念的要求事項を正確に反映しているか、およびモデルにおける計算が正確に行われている

かについて評価した。バイエル・アクツィーエンゲゼルシャフトが行った評価の場合、私たちは、公正価値

が割引キャッシュ・フロー法を用いて、関連する評価基準に従って、適切に計算されたという心証を得た。

この点に関して、私たちは、基礎となる将来の現金流入額および資本コストが全体として適切な基礎を表し

ているかを検証した。私たちの評価は特に、一般および業界別市場予測との、重要な価値の牽引要因および

計画の前提に関する法定代表者からの広範な説明の比較に基づいている。私たちはまた、適用される割引率

を決定するために使用したパラメーターを市場データと比較することにより確認し、論理的・数学的に計算

スキームを再実施した。

 

 

その他の情報

法定代表者はその他の情報に責任を負っている。その他の情報には以下が含まれる。

 

＞監査報告書の付属書類で挙げた結合経営報告書の構成要素で、その内容につき監査されていない部分

＞ドイツ商法第264条第２項第３号およびドイツ商法第289条第１項第５号に基づく財務諸表および結合経営報告書

に関する取締役会の宣言

 

財務諸表および結合経営報告書に対する私たちの監査意見は、その他の情報を対象とするために拡大されない。し

たがって、私たちは、これらに関する監査意見も他の形式による監査の結論も表明しない。

 

私たちの監査に関連して、私たちの責任は、その他の情報を読み、その過程でその他の情報が以下のようであるか

を評価することである。

 

＞財務諸表、結合経営報告書または監査の過程で得た私たちの知識との間の重要な矛盾を示しているか。

＞その他の点で、重要な虚偽表示があるように見えるか。

 

私たちが実施した作業に基づき、その他の情報に重要な虚偽表示があると結論付けた場合、私たちはその事実を報

告することが求められている。この点について、私たちが報告すべき事項はない。
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財務諸表および結合経営報告書に関する経営者および監査役会の責任

 

経営者は、すべての重要な点において企業に適用されるドイツ商法の要求事項に準拠した財務諸表の作成、ならび

にドイツの適切な会計原則に準拠した、会社の純資産、財政状態および経営成績の真実かつ公正な概観を与える表

示に責任を負っている。また、経営者は、ドイツの一般に公正妥当と認められる会計原則に従って、意図的である

か否かにかかわらず、重要な虚偽表示のない財務諸表の作成を可能にするために必要であると経営者が判断した内

部統制に係る責任を負っている。

 

財務諸表の作成において、経営者は、事業活動を継続する会社の能力を評価する責任を負う。さらに、経営者は、

該当する場合に事業活動の継続に関連する事項を開示する責任を負う。また、経営者は、同一の会計方針に基づく

継続事業の会計処理が事実または法に反しない限り、当該会計処理を適用することに責任を負う。

 

また、経営者は、全体として会社の状況の適切な概観を提供し、すべての重要な点において財務諸表に整合し、ド

イツの法的要件に準拠して、適切に将来の進展における機会およびリスクを表示する結合経営報告書の作成に責任

を負う。さらに経営者は、適用されるドイツの法的規制に準拠した結合経営報告書の作成を可能にし、結合経営報

告書におけるアサーションに関する十分かつ適切な証拠を提供するために必要であると考えられる取決めおよび方

策(システム)に責任を負う。

 

監査役会は、財務諸表および結合経営報告書の作成に係る会社の会計プロセスを監視する責任を負う。

 

財務諸表および結合経営報告書の監査に関する監査人の責任

私たちの目的は、全体としての財務諸表に（意図的であるか否かにかかわらず）重要な虚偽表示がないかどうか、

ならびに全体としての結合経営報告書が会社の状況に関する適切な概観を提供し、すべての重要な点において財務

諸表および監査の発見事項と整合しており、ドイツの法的要求事項に準拠して、将来の進展における機会およびリ

スクを適切に表示しているかどうかに関する合理的な保証を得て、財務諸表および結合経営報告書に係る私たちの

監査意見を含む監査報告書を発行することである。

 

合理的な保証は、高い水準の保証であるが、ドイツ商法第317条およびEU監査規制に従って、およびドイツ公認会

計士協会発布のドイツで一般に公正妥当と認められる財務諸表の監査の原則に準拠して、またISAを補足的に遵守

して実施した監査が、存在する重要な虚偽表示を常に明らかにする保証はない。虚偽表示は違反行為または誤謬に

より生じることがあり、個別にまたは集計すると、これらの財務諸表および結合経営報告書に基づく利用者の経済

的意思決定に影響を及ぼすことが合理的に予想される場合に重要であるとみなされる。

 

監査の過程で、私たちは正当な裁量を行使し、批判的な姿勢を維持する。私たちはまた、
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＞財務諸表および結合経営報告書の(意図的であるか否かにかかわらず)重要な虚偽表示のリスクを識別および評価

して、それらのリスクに対応する監査手続を立案して実施し、私たちの監査意見の基礎となる十分かつ適切な監

査証拠を入手する。違反行為による重要な虚偽表示を発見できないリスクは、誤謬による重要な虚偽表示を発見

できないリスクより高い。これは、違反行為が、共謀、偽造、意図的な記載漏れ、誤解を招く記載、または内部

統制の無効化を含みうるためである。

＞状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の監査に関連する内部統制システムならびに結合経営

報告書の監査に関連する取決めおよび方策を理解する。ただしこれは、これらの会社のシステムの有効性につい

て監査意見を表明するためのものではない。

＞経営者が適用した財務報告方法の適切性、および経営者が行った会計上の見積りおよび関連する開示の妥当性を

評価する。

＞経営者が継続企業の前提に基づく会計原則を適用することの適切性、および入手した監査証拠に基づき、事業活

動を継続する会社の能力に重要な疑義を生じさせるような事象または状況に関する重要な不確実性が認められる

かどうかについて結論付ける。重要な不確実性が認められると結論付ける場合、私たちは、監査報告書におい

て、財務諸表および結合経営報告書の関連する開示に注意を喚起すること、または当該開示が不適切であれば関

連する監査意見を変更することを要求される。私たちの結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づ

く。ただし、将来の事象または状況により、会社が事業活動を継続できなくなる可能性がある。

＞開示を含む財務諸表の全体としての表示、構成および内容、ならびに財務諸表がドイツで一般に公正妥当と認め

られる会計原則に準拠した会社の純資産、財政状態および経営成績の真実かつ公正な概観を与えるような方法

で、財務諸表が基礎となる取引および事象を表示しているかを評価する。

＞結合経営報告書の財務諸表との整合性、法令の遵守および会社の状況について提供する見解を評価する。

＞結合経営報告書において法定代表者が示した将来予想に関する記述に対し監査手続を実施する。十分かつ適切な

監査証拠に基づいて、私たちは特に、経営者による将来予想に関する記述の基礎となる重要な仮定を追跡し、こ

れらの仮定から将来予想に関する記述が適切に導かれているかを評価する。私たちは、将来予想に関する記述に

も基礎となる仮定にも独立した監査意見を表明しない。将来の事象が将来予想に関する記述と著しく相違すると

いう重要かつ不可避なリスクがある。

 

私たちは、特に、計画した監査の範囲および実施時期、ならびに監査の過程で識別した内部統制システムの不備を

含む、重要な監査上の発見事項について、監視責任者と議論する。

 

私たちはまた、独立性に関する要求事項を遵守している旨の宣言書を監視責任者に提供し、私たちの独立性に影響

を及ぼすと合理的に考えられるすべての関係およびその他の事項ならびに私たちが整備しているセーフガードにつ

いて、監視責任者と議論する。
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監視責任者と議論した事項から、私たちは、当報告期間の財務諸表の監査における最も重要な事項であり、した

がって監査上の主要な検討事項である事項を決定する。法令またはその他の法規定が当該事項の開示を妨げない限

り、私たちは監査報告書に当該事項を記載する。

 

その他の法定および法的要求事項

エネルギー事業法(EnWG)第6b条に準拠した会計処理の個別化に関する報告

私たちは、エネルギー事業法第6b条第３項に基づいて実施される活動について、個別の勘定を維持すべきことを要

求するエネルギー事業法第6b条第３項の会計処理に関する要求事項に従い、2019年事業年度の１月１日から12月31

日まで監査を実施した。

 

私達の意見では、エネルギー事業法第6b条第３項に基づいて実施される活動について、個別の勘定を維持すべきこ

とを要求するエネルギー事業法第6b条第３項の会計処理に関する要求事項は、2019年１月１日から12月31日までの

事業年度にすべての重要な点において遵守されていた。

 

私たちは、エネルギー事業法第6b条第５項に準拠し、ドイツ公認会計士協会発布のドイツで一般に公正妥当と認め

られる財務諸表の監査基準に従って、監査を実施した。これらの規則および原則に基づく私たちの責任は、以下お

よび「財務諸表および結合経営報告書の監査に関する監査人の責任」の項に詳しく記載されている。私たちは、私

たちが入手した監査証拠が、私たちの監査意見表明のための基礎を提供するのに十分かつ適切であると考えてい

る。

 

経営者は、個別の勘定を維持するというエネルギー事業法第6b条第３項に基づく義務の遵守、ならびに当該義務の

遵守に必要であると考えられる予防策および方策（システム）に責任を負う。

 

私たちの目的は、エネルギー事業法第6b条第３項に定められた財務報告上の要求事項が、すべての重要な点におい

て遵守されていたかどうかに関する合理的な保証を得て、エネルギー事業法第6b条第３項に定められた財務報告上

の要求事項が遵守されていたかどうかに係る私たちの監査意見を含む監査報告書を発行することである。この監査

には、エネルギー事業法第6b条第３項に基づく勘定の評価および配分が適切かつ包括的に行われていたかどうか、

ならびに継続性の原則が遵守されていたかどうかの評価が含まれる。

 

EU監査規制第10条に準拠したその他の開示

私たちは、2019年４月26日に年次株主総会で監査人に選任された。私たちは、2019年５月15日に監査役会により業

務委託された。私たちは、2017事業年度からバイエル・アクツィーエンゲゼルシャフト(レバクーゼン)の財務諸表

の法定監査人としての業務に継続的に従事している。

 

私たちは、この監査報告書に含まれる監査意見がEU監査規制第11条に準拠した監査委員会への追加的な報告書(監

査の報告書)と整合することを宣言する。
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監査責任者

監査責任者である公認会計士はフランク・バイナである。

 

 

ミュンヘン、2020年２月19日

 

デロイト・ゲーエムベーハー

ヴィルトシャフツプリューフングスゲゼルシャフト

 

Prof. Dr.フランク・バイナ メフレン

(ドイツの公認会計士) (ドイツの公認会計士)
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監査報告書の付属書類：結合経営報告書の構成要素で、その内容につき監査されていない部分

 

私たちは、結合経営報告書の以下の構成要素の内容につき、監査を行っていない。

 

＞結合経営報告書の4.1章に記載されている、ドイツ商法第289f条および第315d条に基づくコーポレート・ガバナ

ンス報告書

 

さらに、私たちは、通常は経営報告書の一部をなさない以下の開示の内容について、監査を行っていない。結合経

営報告書内の、通常は経営報告書の一部をなさない開示は、ドイツ商法第289条から第289f条および第315条から第

315d条ならびにドイツ会計基準第20号のいずれにも要求されない開示である。

 

＞結合経営報告書の2.2.2章におけるクロップサイエンス部門の戦略事業単位のプロフォーマ売上高に関する情報

次へ
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BESTÄTIGUNGSVERMERK DES UNABHÄNGIGEN ABSCHLUSSPRÜFERS

 

An die Bayer Aktiengesellschaft, Leverkusen

 

VERMERK ÜBER DIE PRÜFUNG DES JAHRESABSCHLUSSES UND DES ZUSAMMENGEFASSTEN LAGEBERICHTS

 

Prüfungsurteile

 

Wir haben den Jahresabschluss der Bayer Aktiengesellschaft, Leverkusen, – bestehend aus der Bilanz zum 31. Dezember

2019 und der Gewinn- und Verlustrechnung für das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019 sowie dem

Anhang, einschließlich der Darstellung der Bilanzierungs- und Bewertungsmethoden – geprüft. Darüber hinaus haben wir den

zusammengefassten Lagebericht der Bayer Aktiengesellschaft, Leverkusen, für das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31.

Dezember 2019 geprüft. Die in der Anlage zum Bestätigungsvermerk genannten Bestandteile des zusammengefassten

Lageberichts haben wir in Einklang mit den deutschen gesetzlichen Vorschriften nicht inhaltlich geprüft.

 

Nach unserer Beurteilung aufgrund der bei der Prüfung gewonnenen Erkenntnisse

・ 　entspricht der beigefügte Jahresabschluss in allen wesentlichen Belangen den deutschen, für Kapitalgesellschaften

geltenden handelsrechtlichen Vorschriften und vermittelt unter Beachtung der deutschen Grundsätze ordnungsmäßiger

Buchführung ein den tatsächlichen Verhältnissen entsprechendes Bild der Vermögens- und Finanzlage der Gesellschaft

zum 31. Dezember 2019 sowie ihrer Ertragslage für das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019 und

・　vermittelt der beigefügte zusammengefasste Lagebericht insgesamt ein zutreffendes Bild von der Lage der Gesellschaft. In

allen wesentlichen Belangen steht dieser zusammengefasste Lagebericht in Einklang mit dem Jahresabschluss, entspricht

den deutschen gesetzlichen Vorschriften und stellt die Chancen und Risiken der zukünftigen Entwicklung zutreffend dar.

Unser Prüfungsurteil zum zusammengefassten Lagebericht erstreckt sich nicht auf den Inhalt der in der Anlage zum

Bestätigungsvermerk genannten Bestandteile des zusammengefassten Lageberichts.

 

Gemäß § 322 Abs. 3 Satz 1 HGB erklären wir, dass unsere Prüfung zu keinen Einwendungen gegen die Ordnungsmäßigkeit

des Jahresabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts geführt hat.
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Grundlage für die Prüfungsurteile

Wir haben unsere Prüfung des Jahresabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts in Übereinstimmung mit § 317

HGB und der EU-Abschlussprüferverordnung (Nr. 537/2014; im Folgenden „EU-APrVO“) unter Beachtung der vom Institut der

Wirtschaftsprüfer (IDW) festgestellten deutschen Grundsätze ordnungsmäßiger Abschlussprüfung durchgeführt. Die Prüfung

des Jahresabschlusses haben wir unter ergänzender Beachtung der International Standards on Auditing (ISA) durchgeführt.

Unsere Verantwortung nach diesen Vorschriften, Grundsätzen und Standards ist im Abschnitt „Verantwortung des

Abschlussprüfers für die Prüfung des Jahresabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts“ unseres

Bestätigungsvermerks weitergehend beschrieben. Wir sind von dem Unternehmen unabhängig in Übereinstimmung mit den

europarechtlichen sowie den deutschen handelsrechtlichen und berufsrechtlichen Vorschriften und haben unsere sonstigen

deutschen Berufspflichten in Übereinstimmung mit diesen Anforderungen erfüllt. Darüber hinaus erklären wir gemäß Artikel 10

Abs. 2 Buchst. f) EU-APrVO, dass wir keine verbotenen Nichtprüfungsleistungen nach Artikel 5 Abs. 1 EU-APrVO erbracht

haben. Wir sind der Auffassung, dass die von uns erlangten Prüfungsnachweise ausreichend und geeignet sind, um als

Grundlage für unsere Prüfungsurteile zum Jahresabschluss und zum zusammengefassten Lagebericht zu dienen.

 

Besonders wichtige Prüfungssachverhalte in der Prüfung des Jahresabschlusses

Besonders wichtige Prüfungssachverhalte sind solche Sachverhalte, die nach unserem pflichtgemäßen Ermessen am

bedeutsamsten in unserer Prüfung des Jahresabschlusses für das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019

waren. Diese Sachverhalte wurden im Zusammenhang mit unserer Prüfung des Jahresabschlusses als Ganzem und bei der

Bildung unseres Prüfungsurteils hierzu berücksichtigt; wir geben kein gesondertes Prüfungsurteil zu diesen Sachverhalten ab.

 

Nachfolgend stellen wir die aus unserer Sicht besonders wichtigen Prüfungssachverhalte dar:

1.　Abbildung von Restrukturierungssachverhalten

2.　Derivative Finanzinstrumente – Bilanzierung von Sicherungsgeschäften

3.　Werthaltigkeit der Anteile an verbundenen Unternehmen
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Unsere Darstellung dieser besonders wichtigen Prüfungssachverhalte haben wir wie folgt strukturiert:

a)　Sachverhaltsbeschreibung (einschließlich Verweis auf zugehörige Angaben im Jahresabschluss),

b)　Prüferisches Vorgehen

 

1.　Abbildung von Restrukturierungssachverhalten

a)　Die gesetzlichen Vertreter der Bayer Aktiengesellschaft haben Ende 2018 ein umfassendes Re-

strukturierungsprogamm für den gesamten Konzern angekündigt. Das Programm beinhaltet im Wesentlichen den Abbau

von bis zu 12.000 Arbeitsplätzen in den folgenden drei Geschäftsjahren. Ein nicht unerheblicher Teil des Stellenabbaus

entfällt auf Deutschland, wo aufgrund von Betriebsvereinbarungen bis 2025 betriebsbedingte Kündigungen ausgeschlossen

sind. Nachdem bereits in 2018 erste Gespräche mit den Arbeitnehmergremien und in einzelnen Fällen auch mit den

Arbeitnehmern der betroffenen Bereiche geführt worden sind, sind im Berichtsjahr schließlich alle Arbeitnehmer der

betroffenen Bereiche informiert worden und es sind zum Teil bereits entsprechende Aufhebungsvereinbarungen mit diesen

unterzeichnet worden. Für die bis zum Ende des Berichtsjahres konkretisierten Abfindungsverpflichtungen wurde eine

Rückstellung in Höhe von Mio. EUR 582 bei der Bayer Aktiengesellschaft gebildet. Aus unserer Sicht war dieser

Sachverhalt von besonderer Bedeutung für unsere Prüfung, da die Bilanzierung und die Bewertung der Rückstellung in

einem hohen Maß auf ermessenbehafteten Einschätzungen und Annahmen der gesetzlichen Vertreter beruhen.

 

Die Angaben der gesetzlichen Vertreter zur Restrukturierungsrückstellung sind in Abschnitt 25 des Anhangs enthalten.

 

b)　Wir haben geprüft, ob für den Sachverhalt eine Rückstellung für ungewisse Verbindlichkeiten gemäß § 249 Abs. 1 Satz 1

HGB zu Recht und in zutreffender Höhe gebildet worden ist. Dazu haben wir überprüft, ob eine Außenverpflichtung vorliegt,

die bis zum Jahresabschlussstichtag rechtlich oder wirtschaftlich verursacht wurde, und mit deren Inanspruchnahme zu

rechnen ist. Im Rahmen unserer Prüfung haben wir die Erfüllung dieser Ansatzkriterien sowie die sachgerechte Bewertung

der Restrukturierungsrückstellung beurteilt. Hierfür haben wir die entsprechenden Nachweise und Berechnungsunterlagen

der gesetzlichen Vertreter nachvollzogen. Wir haben die den Nachweisen und Berechnungsgrundlagen zugrunde liegenden

Einschätzungen und Annahmen der gesetzlichen Vertreter dahingehend kritisch gewürdigt und plausibilisiert, inwieweit

Ansatz und Bewertung der Rückstellungen zutreffend sind. Insbesondere haben wir Unterlagen (Beschlüsse, Protokolle,

Präsentationen) dahingehend ausgewertet, ob bis zum Zeitpunkt der Jahresabschlussaufstellung hinreichend konkrete

Beschlüsse zu Restrukturierungsprogrammen und einzelnen Bestandteilen der geplanten Restrukturierungsmaßnahmen

getroffen worden sind. Für die bereits mit Arbeitnehmern abgeschlossenen Aufhebungsvereinbarungen haben wir geprüft,

ob die hierfür gebildeten Rückstellungen sich aus den zugrunde liegenden vertraglichen Vereinbarungen ergeben. Sofern

noch keine einzelvertraglichen Aufhebungsvereinbarungen abgeschlossen worden sind, haben wir zur Plausibilisierung der

Höhe der Rückstellungen u.a. die in den Personalabteilungen entwickelten Restrukturierungsprogramme zum Stellenabbau

hinsichtlich der gesetzten Prämissen zu Umfang und Höhe der Abfindungsangebote an Arbeitnehmer und zu den

erwarteten Annahmequoten – auch auf Basis der bisher gemachten Erfahrungen – analysiert und mit den Verantwortlichen

in den Personalabteilungen diskutiert.
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2.　Derivative Finanzinstrumente – Bilanzierung von Sicherungsgeschäften

a)　Die Bayer Aktiengesellschaft schließt eine Vielzahl unterschiedlicher derivativer Finanzinstrumente zur Absicherung gegen

Währungs-, Zins-, Kurs- und Preisrisiken aus dem gewöhnlichen Geschäftsbetrieb mit externen Vertragspartnern und

Konzerngesellschaften ab. Basis dafür ist die von den gesetzlichen Vertretern vorgegebene Sicherungspolitik, die in

entsprechenden internen Richtlinien dokumentiert ist. Ziel des Einsatzes von derivativen Finanzinstrumenten ist es, in

Bezug auf Ergebnis und Zahlungsmittelflüsse die Volatilitäten zu reduzieren, welche auf Veränderungen von

Wechselkursen, Zinssätzen, Aktienkursen und Marktpreisen zurückzuführen sind.

 

Das Nominalvolumen der mit externen Vertragspartnern abgeschlossenen Derivate beläuft sich zum 31. Dezember 2019

auf Mrd. EUR 19,9. Mit Konzerngesellschaften sind gegenläufige Derivate von nominal Mrd. EUR 5,6 abgeschlossen. Die

beizulegenden Zeitwerte der derivativen Finanzinstrumente werden mit marktüblichen Bewertungsmethoden unter

Berücksichtigung der am Bewertungsstichtag vorliegenden Marktdaten (Marktwerte) ermittelt. Diese betragen zum 31.

Dezember 2019 netto Mio. EUR -107 und sind in Höhe von netto Mio. EUR 57 als Rückstellung für drohende Verluste

bilanziell erfasst.

 

Aus unserer Sicht waren diese Sachverhalte aufgrund der hohen Komplexität und Anzahl der Geschäfte sowie der

umfangreichen Anforderungen an Bilanzierung und Berichterstattung von besonderer Bedeutung.

 

Die Angaben der gesetzlichen Vertreter zu der Bilanzierung von derivativen Finanzinstrumenten sind in Abschnitt 34 des

Anhangs enthalten. Die Risikoberichterstattung mit Bezug auf die Verwendung von Finanzinstrumenten erfolgt im

zusammengefassten Lagebericht in Abschnitt 3.2.

 

b)　Im Rahmen unserer Prüfung haben wir mit Unterstützung unserer internen Spezialisten aus dem Bereich Financial Risk

unter anderem die vertraglichen und finanztechnischen Grundlagen gewürdigt und die Bilanzierung der diversen

Sicherungsgeschäfte nachvollzogen. Zusammen mit den Spezialisten haben wir das eingerichtete interne Kontrollsystem

der Gesellschaft im Bereich der derivativen Finanzinstrumente einschließlich der internen Überwachung der Einhaltung der

Sicherungspolitik gewürdigt und die Kontrollen hinsichtlich Design, Implementierung und Wirksamkeit geprüft. Ferner haben

wir bei der Prüfung der Bewertung der Finanzinstrumente zum beizulegenden Zeitwert die ordnungsmäßige systemseitige

Implementierung der Methoden nachvollzogen und die Berechnungsmethoden auf Basis von Marktdaten für repräsentativ

ausgewählte Stichproben nachvollzogen. Weiterhin haben wir uns zur Beurteilung der Vollständigkeit der erfassten

Geschäfte auf einen Portfolioabgleich mit den Gegenparteien gestützt. Hinsichtlich der erwarteten Zahlungsströme und der

Effektivitätsbeurteilung von Sicherungsgeschäften haben wir im Wesentlichen rückblickend die Sicherungsgrade der

Vergangenheit beurteilt.
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3.　Werthaltigkeit der Anteile an verbundenen Unternehmen

a)　Zum 31. Dezember 2019 werden im Jahresabschluss der Bayer Aktiengesellschaft Anteile an verbundenen Unternehmen in

Höhe von Mrd. EUR 49,1 (58,0 % der Bilanzsumme) ausgewiesen. Die Bayer Aktiengesellschaft hat zum Abschlussstichtag

die Werthaltigkeit der Beteiligungs¬buchwerte durch intern durchgeführte Unternehmensbewertungen überprüft. Für alle

wesent¬lichen Beteiligungen wird durch die Bayer Aktiengesellschaft ein Gesamtunternehmenswert ermittelt, welcher um

die Nettofinanzposition korrigiert wird. Der so ermittelte Eigenkapitalwert wird dem jeweiligen Beteiligungsbuchwert

gegenübergestellt. Die Gesamtunternehmenswerte werden als Barwert der von den gesetzlichen Vertretern erwarteten

künftigen Zahlungsströme mittels Discounted Cashflow-Modellen ermittelt. Das Ergebnis dieser Bewertungen ist

insbesondere von der Einschätzung der künftigen Zahlungsmittelzuflüsse durch die gesetzlichen Vertreter, den jeweils

verwendeten Diskontierungszinssätzen und Wachstumsraten sowie der Bestimmung der Nettofinanzposition abhängig. Die

Bewertungen sind daher mit Unsicherheiten behaftet. Bereits geringfügige Veränderungen des verwendeten

Diskontierungszinssatzes können wesentliche Auswirkungen haben. Vor diesem Hintergrund und angesichts der

wesentlichen Bedeutung für die Vermögens- und Ertragslage der Bayer Aktiengesellschaft war dieser Sachverhalt im

Rahmen unserer Prüfung von besonderer Bedeutung.

 

Die Angaben der Gesellschaft zu den Finanzanlagen und deren Werthaltigkeit sind im Anhang in Kapitel 4 und 15 enthalten.

 

b)　Im Rahmen unserer Prüfung haben wir beurteilt, ob das für die Ermittlung des Gesamtunter¬nehmenswerts jeweils

herangezogene Bewertungsmodell die konzeptionellen Anforderungen der relevanten Bewertungsstandards zutreffend

abbildet und die Berechnungen in dem Modell korrekt erfolgen. Bei den von der Bayer Aktiengesellschaft durchgeführten

Bewertungen haben wir uns davon überzeugt, ob die beizulegenden Werte sachgerecht mittels Discounted Cashflow-

Verfahren unter Beachtung der relevanten Bewertungsstandards ermittelt wurden. Hierzu haben wir über¬prüft, ob die

zugrundeliegenden künftigen Zahlungsmittelzuflüsse und die angesetzten Kapital¬kosten insgesamt eine sachgerechte

Grundlage darstellen. Bei unserer Einschätzung haben wir uns unter anderem auf einen Abgleich mit allgemeinen und

branchenspezifischen Markt¬erwartungen sowie umfangreiche Erläuterungen der gesetzlichen Vertreter zu den

wesentlichen Werttreibern und Prämissen der Planung gestützt. Wir haben auch die bei der Bestimmung des verwendeten

Diskontierungszinssatzes herangezogenen Parameter durch Abgleich mit Markt¬daten geprüft und das

Berechnungsschema sachlogisch und rechnerisch nachvollzogen.
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Sonstige Informationen

Die gesetzlichen Vertreter sind für die sonstigen Informationen verantwortlich. Die sonstigen Informationen umfassen:

・　die in der Anlage zum Bestätigungsvermerk genannten, nicht inhaltlich geprüften Bestandteile des zusammengefassten

Lageberichts,

・　die Versicherung der gesetzlichen Vertreter zum Jahresabschluss und zum zusammengefassten Lagebericht nach § 264

Abs. 2 Satz 3 HGB bzw. § 289 Abs. 1 Satz 5 HGB.

 

Unsere Prüfungsurteile zum Jahresabschluss und zum zusammengefassten Lagebericht erstrecken sich nicht auf die sonstigen

Informationen, und dementsprechend geben wir weder ein Prüfungsurteil noch irgendeine andere Form von

Prüfungsschlussfolgerung hierzu ab.

 

Im Zusammenhang mit unserer Prüfung haben wir die Verantwortung, die sonstigen Informationen zu lesen und dabei zu

würdigen, ob die sonstigen Informationen

・ 　wesentliche Unstimmigkeiten zum Jahresabschluss, zum zusammengefassten Lagebericht oder zu unseren bei der

Prüfung erlangten Kenntnissen aufweisen oder

・　anderweitig wesentlich falsch dargestellt erscheinen.

 

Falls wir auf Grundlage der von uns durchgeführten Arbeiten den Schluss ziehen, dass eine wesentliche falsche Darstellung

dieser sonstigen Informationen vorliegt, sind wir verpflichtet, über diese Tatsache zu berichten. Wir haben in diesem

Zusammenhang nichts zu berichten.
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Verantwortung der gesetzlichen Vertreter und des Aufsichtsrats für den Jahresabschluss und den zusammengefassten

Lagebericht

Die gesetzlichen Vertreter sind verantwortlich für die Aufstellung des Jahresabschlusses, der den deutschen, für

Kapitalgesellschaften geltenden handelsrechtlichen Vorschriften in allen wesentlichen Belangen entspricht, und dafür, dass der

Jahresabschluss unter Beachtung der deutschen Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung ein den tatsächlichen

Verhältnissen entsprechendes Bild der Vermögens-, Finanz- und Ertragslage der Gesellschaft vermittelt. Ferner sind die

gesetzlichen Vertreter verantwortlich für die internen Kontrollen, die sie in Übereinstimmung mit den deutschen Grundsätzen

ordnungsmäßiger Buchführung als notwendig bestimmt haben, um die Aufstellung eines Jahresabschlusses zu ermöglichen,

der frei von wesentlichen – beabsichtigten oder unbeabsichtigten – falschen Darstellungen ist.

 

Bei der Aufstellung des Jahresabschlusses sind die gesetzlichen Vertreter dafür verantwortlich, die Fähigkeit der Gesellschaft

zur Fortführung der Unternehmenstätigkeit zu beurteilen. Des Weiteren haben sie die Verantwortung, Sachverhalte in

Zusammenhang mit der Fortführung der Unternehmenstätigkeit, sofern einschlägig, anzugeben. Darüber hinaus sind sie dafür

verantwortlich, auf der Grundlage des Rechnungslegungsgrundsatzes der Fortführung der Unternehmenstätigkeit zu bilanzieren,

sofern dem nicht tatsächliche oder rechtliche Gegebenheiten entgegenstehen.

 

Außerdem sind die gesetzlichen Vertreter verantwortlich für die Aufstellung des zusammengefassten Lageberichts, der

insgesamt ein zutreffendes Bild von der Lage der Gesellschaft vermittelt sowie in allen wesentlichen Belangen mit dem

Jahresabschluss in Einklang steht, den deutschen gesetzlichen Vorschriften entspricht und die Chancen und Risiken der

zukünftigen Entwicklung zutreffend darstellt. Ferner sind die gesetzlichen Vertreter verantwortlich für die Vorkehrungen und

Maßnahmen (Systeme), die sie als notwendig erachtet haben, um die Aufstellung eines zusammengefassten Lageberichts in

Übereinstimmung mit den anzuwendenden deutschen gesetzlichen Vorschriften zu ermöglichen und um ausreichende

geeignete Nachweise für die Aussagen im zusammengefassten Lagebericht erbringen zu können.

 

Der Aufsichtsrat ist verantwortlich für die Überwachung des Rechnungslegungsprozesses der Gesellschaft zur Aufstellung des

Jahresabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts.
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Verantwortung des Abschlussprüfers für die Prüfung des Jahresabschlusses und des zusammengefassten Lageberichts

Unsere Zielsetzung ist, hinreichende Sicherheit darüber zu erlangen, ob der Jahresabschluss als Ganzes frei von wesentlichen

– beabsichtigten oder unbeabsichtigten – falschen Darstellungen ist, und ob der zusammengefasste Lagebericht insgesamt ein

zutreffendes Bild von der Lage der Gesellschaft vermittelt sowie in allen wesentlichen Belangen mit dem Jahresabschluss sowie

mit den bei der Prüfung gewonnenen Erkenntnissen in Einklang steht, den deutschen gesetzlichen Vorschriften entspricht und

die Chancen und Risiken der zukünftigen Entwicklung zutreffend darstellt, sowie einen Bestätigungsvermerk zu erteilen, der

unsere Prüfungsurteile zum Jahresabschluss und zum zusammengefassten Lagebericht beinhaltet.

 

Hinreichende Sicherheit ist ein hohes Maß an Sicherheit, aber keine Garantie dafür, dass eine in Übereinstimmung mit § 317

HGB und der EU-APrVO unter Beachtung der vom Institut der Wirtschaftsprüfer (IDW) festgestellten deutschen Grundsätze

ordnungsmäßiger Abschlussprüfung sowie unter ergänzender Beachtung der ISA durchgeführte Prüfung eine wesentliche

falsche Darstellung stets aufdeckt. Falsche Darstellungen können aus Verstößen oder Unrichtigkeiten resultieren und werden

als wesentlich angesehen, wenn vernünftigerweise erwartet werden könnte, dass sie einzeln oder insgesamt die auf der

Grundlage dieses Jahresabschlusses und zusammengefassten Lageberichts getroffenen wirtschaftlichen Entscheidungen von

Adressaten beeinflussen.

 

Während der Prüfung üben wir pflichtgemäßes Ermessen aus und bewahren eine kritische Grundhaltung. Darüber hinaus

・　identifizieren und beurteilen wir die Risiken wesentlicher – beabsichtigter oder unbeabsichtigter – falscher Darstellungen im

Jahresabschluss und im zusammengefassten Lagebericht, planen und führen Prüfungshandlungen als Reaktion auf diese

Risiken durch sowie erlangen Prüfungsnachweise, die ausreichend und geeignet sind, um als Grundlage für unsere

Prüfungsurteile zu dienen. Das Risiko, dass wesentliche falsche Darstellungen nicht aufgedeckt werden, ist bei Verstößen

höher als bei Unrichtigkeiten, da Verstöße betrügerisches Zusammenwirken, Fälschungen, beabsichtigte

Unvollständigkeiten, irreführende Darstellungen bzw. das Außerkraftsetzen interner Kontrollen beinhalten können.

・　gewinnen wir ein Verständnis von dem für die Prüfung des Jahresabschlusses relevanten internen Kontrollsystem und den

für die Prüfung des zusammengefassten Lageberichts relevanten Vorkehrungen und Maßnahmen, um Prüfungshandlungen

zu planen, die unter den gegebenen Umständen angemessen sind, jedoch nicht mit dem Ziel, ein Prüfungsurteil zur

Wirksamkeit dieser Systeme der Gesellschaft abzugeben.

・　beurteilen wir die Angemessenheit der von den gesetzlichen Vertretern angewandten Rechnungslegungsmethoden sowie

die Vertretbarkeit der von den gesetzlichen Vertretern dargestellten geschätzten Werte und damit zusammenhängenden

Angaben.
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・ 　ziehen wir Schlussfolgerungen über die Angemessenheit des von den gesetzlichen Vertretern angewandten

Rechnungslegungsgrundsatzes der Fortführung der Unternehmenstätigkeit sowie, auf der Grundlage der erlangten

Prüfungsnachweise, ob eine wesentliche Unsicherheit im Zusammenhang mit Ereignissen oder Gegebenheiten besteht, die

bedeutsame Zweifel an der Fähigkeit der Gesellschaft zur Fortführung der Unternehmenstätigkeit aufwerfen können. Falls

wir zu dem Schluss kommen, dass eine wesentliche Unsicherheit besteht, sind wir verpflichtet, im Bestätigungsvermerk auf

die dazugehörigen Angaben im Jahresabschluss und im zusammengefassten Lagebericht aufmerksam zu machen oder,

falls diese Angaben unangemessen sind, unser jeweiliges Prüfungsurteil zu modifizieren. Wir ziehen unsere

Schlussfolgerungen auf der Grundlage der bis zum Datum unseres Bestätigungsvermerks erlangten Prüfungsnachweise.

Zukünftige Ereignisse oder Gegebenheiten können jedoch dazu führen, dass die Gesellschaft ihre Unternehmenstätigkeit

nicht mehr fortführen kann.

・　beurteilen wir die Gesamtdarstellung, den Aufbau und den Inhalt des Jahresabschlusses einschließlich der Angaben sowie

ob der Jahresabschluss die zugrunde liegenden Geschäftsvorfälle und Ereignisse so darstellt, dass der Jahresabschluss

unter Beachtung der deutschen Grundsätze ordnungsmäßiger Buchführung ein den tatsächlichen Verhältnissen

entsprechendes Bild der Vermögens-, Finanz- und Ertragslage der Gesellschaft vermittelt.

・　beurteilen wir den Einklang des zusammengefassten Lageberichts mit dem Jahresabschluss, seine Gesetzesentsprechung

und das von ihm vermittelte Bild von der Lage der Gesellschaft.

・　führen wir Prüfungshandlungen zu den von den gesetzlichen Vertretern dargestellten zukunftsorientierten Angaben im

zusammengefassten Lagebericht durch. Auf Basis ausreichender geeigneter Prüfungsnachweise vollziehen wir dabei

insbesondere die den zukunftsorientierten Angaben von den gesetzlichen Vertretern zugrunde gelegten bedeutsamen

Annahmen nach und beurteilen die sachgerechte Ableitung der zukunftsorientierten Angaben aus diesen Annahmen. Ein

eigenständiges Prüfungsurteil zu den zukunftsorientierten Angaben sowie zu den zugrunde liegenden Annahmen geben wir

nicht ab. Es besteht ein erhebliches unvermeidbares Risiko, dass künftige Ereignisse wesentlich von den

zukunftsorientierten Angaben abweichen.

 

Wir erörtern mit den für die Überwachung Verantwortlichen unter anderem den geplanten Umfang und die Zeitplanung der

Prüfung sowie bedeutsame Prüfungsfeststellungen, einschließlich etwaiger Mängel im internen Kontrollsystem, die wir während

unserer Prüfung feststellen.

 

Wir geben gegenüber den für die Überwachung Verantwortlichen eine Erklärung ab, dass wir die relevanten

Unabhängigkeitsanforderungen eingehalten haben, und erörtern mit ihnen alle Beziehungen und sonstigen Sachverhalte, von

denen vernünftigerweise angenommen werden kann, dass sie sich auf unsere Unabhängigkeit auswirken, und die hierzu

getroffenen Schutzmaßnahmen.

 

Wir bestimmen von den Sachverhalten, die wir mit den für die Überwachung Verantwortlichen erörtert haben, diejenigen

Sachverhalte, die in der Prüfung des Jahresabschlusses für den aktuellen Berichtszeitraum am bedeutsamsten waren und

daher die besonders wichtigen Prüfungssachverhalte sind. Wir beschreiben diese Sachverhalte im Bestätigungsvermerk, es sei

denn, Gesetze oder andere Rechtsvorschriften schließen die öffentliche Angabe des Sachverhalts aus.
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SONSTIGE GESETZLICHE UND ANDERE RECHTLICHE ANFORDERUNGEN

 

Vermerk über die Prüfung der Einhaltung der Rechnungslegungspflichten nach § 6b EnWG

Wir haben die Einhaltung der Pflichten zur Rechnungslegung nach § 6b Abs. 3 EnWG, wonach für die Tätigkeiten nach § 6b

Abs. 3 EnWG getrennte Konten zu führen sind, für das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019 geprüft.

 

Nach unserer Beurteilung wurden die Pflichten zur Rechnungslegung nach § 6b Abs. 3 EnWG, wonach für die Tätigkeiten nach

§ 6b Abs. 3 EnWG getrennte Konten zu führen sind, für das Geschäftsjahr vom 1. Januar bis zum 31. Dezember 2019 in allen

wesentlichen Belangen erfüllt.

 

Wir haben unsere Prüfung nach § 6b Abs. 5 EnWG unter Beachtung der vom Institut der Wirtschaftsprüfer (IDW) festgestellten

deutschen Grundsätze ordnungsmäßiger Abschlussprüfung durchgeführt. Unsere Verantwortung nach diesen Vorschriften und

Grundsätzen ist nachfolgend sowie im Abschnitt „Verantwortung des Abschlussprüfers für die Prüfung des Jahresabschlusses

und des zusammengefassten Lageberichts“ weitergehend beschrieben. Wir sind der Auffassung, dass die von uns erlangten

Prüfungsnachweise ausreichend und geeignet sind, um als Grundlage für unser Prüfungsurteil hierzu zu dienen.

 

Die gesetzlichen Vertreter sind verantwortlich für die Einhaltung der Pflichten nach § 6b Abs. 3 EnWG zur Führung getrennter

Konten sowie für die Vorkehrungen und Maßnahmen (Systeme), die sie zur Einhaltung dieser Pflichten als notwendig erachtet

haben.

 

Unsere Zielsetzung ist, hinreichende Sicherheit darüber zu erlangen, ob die Pflichten zur Rechnungslegung nach § 6b Abs. 3

EnWG in allen wesentlichen Belangen erfüllt wurden, sowie einen Vermerk zu erteilen, der unser Prüfungsurteil zur Einhaltung

der Pflichten zur Rechnungslegung nach § 6b Abs. 3 EnWG beinhaltet. Die Prüfung umfasst die Beurteilung, ob die

Wertansätze und die Zuordnung der Konten nach § 6b Abs. 3 EnWG sachgerecht und nachvollziehbar erfolgt sind und der

Grundsatz der Stetigkeit beachtet wurde.
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Übrige Angaben gemäß Artikel 10 EU-APrVO

Wir wurden von der Hauptversammlung am 26. April 2019 als Abschlussprüfer gewählt. Wir wurden am 15. Mai 2019 vom

Aufsichtsrat beauftragt. Wir sind ununterbrochen seit dem Geschäftsjahr 2017 als Abschlussprüfer der Bayer Aktiengesellschaft,

Leverkusen, tätig.

 

Wir erklären, dass die in diesem Bestätigungsvermerk enthaltenen Prüfungsurteile mit dem zusätzlichen Bericht an den

Prüfungsausschuss nach Artikel 11 EU-APrVO (Prüfungsbericht) in Einklang stehen.

 

VERANTWORTLICHER WIRTSCHAFTSPRÜFER

 

Der für die Prüfung verantwortliche Wirtschaftsprüfer ist Prof. Dr. Frank Beine.

 

 

München, den 19. Februar 2020

 

 

Deloitte GmbH

Wirtschaftsprüfungsgesellschaft

 

 

 

(Prof. Dr. Beine) (Mehren)

Wirtschaftsprüfer Wirtschaftsprüfer
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Anlage zum Bestätigungsvermerk: nicht inhaltlich geprüfte Bestandteile des zusammengefassten Lageberichts

 

Folgende Bestandteile des zusammengefassten Lageberichts haben wir nicht inhaltlich geprüft:

・　Die in Abschnitt 4.1 des zusammengefassten Lageberichts enthaltene Erklärung zur Unternehmensführung nach § 289f und

§ 315d HGB.

 

Darüber hinaus haben wir die nachfolgend aufgeführten lageberichtsfremden Angaben nicht inhaltlich geprüft.

Lageberichtsfremde Angaben im zusammengefassten Lagebericht sind solche Angaben, die weder nach §§ 289 bis 289f, 315

bis 315d HGB vorgeschrieben noch von DRS 20 gefordert sind.

 

Die in Abschnitt 2.2.2 des zusammengefassten Lageberichts enthaltenen Angaben zu den Pro-forma-Umsätzen nach

strategischen Geschäftseinheiten der Division Crop Science.
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